岩手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 


て 原子 力 発電 所 事故 発生 か ら の 取組 と 平成 26 FENIR ~ 





表紙 の 説明 





は じ め に 


























平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 岩 炎 津波 か ら 3 年 が 経ち まし た 。 























数 多く の 貴 い 命 が 失 われ 、 いま な お 応急 仮設 住宅 等 で 不 自 





























な 生活 を 余儀 な くさ れ て いる 被災 者 

















の 方 々 も いら っ し ゃ いま す 。 岩手 県 に お いて は 、「 安 全 に 、 暮 らし 、 # 
を 取り 戻す た め に 、 県 民 、 県 及び 市 町 村 等 が 一 体 と な っ て 岩 災 か ら の 復 | 
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況 で す 。 





























大 岩 炎 津波 で 被災 し た 東京 電力 株 式 会 社 原 子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 物質 の 影 
この 復旧 ・ 復 興 に 向け た 県 民 が 一 丸 と な っ た 取組 や 、 県 民 の 暮らし や 身近 な 環境 等 に まで 広 
範囲 に 及 ん で いま す 。 農林 水産 物 の 一 部 の 産品 は 出荷 制限 等 の 対象 と な り 、 風 評 被害 も 大 都市 圏 を 


は じ め 各 地 で 発生 する な ど 、 生 産 者 の 生活 、 ひ いて は 地域 社会 の 存続 に まで 影響 を 及ぼ し て いる 状 














動く こと が で きる 地域 社会 」 
日 ・ 復 興 に 取り 組ん で きま 


























当該 事故 発生 以来 、 本 県 に お いて は 市 町 村 等 と 密接 に 連携 を 図り な が ら 、 県 民 と 一 体 と な っ て 、 
放射 線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 学校 な ど 子ども 達 の 身近 な 



























































生活 環境 の 調査 と 放射 線量 の 低減 に 重点 的 に 取組 み 、 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 を 
農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 体制 の 充実 を 図る と と も に 、 

















負 調 査 を 実施 し て きま し た 。 ま た 、 放射性 物質 の 影響 を 受け た 農林 産物 の 生産 環境 の 回 復 、 放 射 性 

































































E 点 と する 観点 か ら 
学校 給食 の 検査 や 子ども の 健康 影 








物質 の 与え る 影響 に 最も 意識 の 高い 子育て 中 の 主婦 層 を メイ ンタ ー ゲ ッ ト に 情報 発信 等 に よる 風 
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射線 影響 対策 に 取り 組ん で いま す 。 
















































































原発 事故 発生 か ら 3 年 が 経過 し た 今日 に お いて は 県 内 の 空間 放射 線量 は 減衰 傾向 に あり 、 農林 水 


『 被 害 対策 や 放射 線 に 関す る 正しい 理解 等 を 図る リス クコ ミュ ニケ ーション の 実施 な ど 、 様々 な 放 


























産物 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 値 も 大 半 が 検出 限界 を 下回る 状況 が 続い て いま す が 、 未だ に 県 民 の 生 


活 環境 や 食品 に 対す る 不安 は 払 し よく され て いな い 状 況 で す 。 こ れ か ら も 、 継 続 し て 放射 線 影響 対 


策 を 推進 し て いき ます 。 
これ ら の 放射 線 影響 対策 は 、 本 来 で あれ ば 、 当 該 事 導 の 原 











れ ば な ら な いも の で す 。 し か し 、 放 射 性 物質 の 影響 か ら 住民 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する と と も に 生産 
者 の 生活 等 を 守る た め に は 迅速 に 対応 する 必要 等 が ある こと か ら 、 県 及び 市 町 
を 判断 し て 実施 し て きた も の で す 。 こ れ ら の 対策 に 要 し た 費用 の 全て に つい て は 、 
























































者 で ある 東京 電力 自ら が 実施 し な け 









































村 等 が そ 








の 合理 性 等 
































義 的 に 責任 を 負う べき も の で あり 、 県 及び 市 町 村 等 は 東京 電力 に 対し 賠償 請求 を 行っ て いま す が 、 
これ まで に 東京 電力 が 賠償 金 の 支払 い に 合 意 し た も の は 一 部 に と ど ま っ て いま す 。 引き 続き 、 被害 
の 実態 に 則 し 十分 な 賠償 を 行う よう 東京 電力 に 対し 強く 求め て いき ます 。 
市 町 村 等 が 実施 し た 対策 の 状況 及び 




































































この 報告 書 は 、 原 発 事故 発生 か ら 平 成 25 年 度 ま で に 本 県 、 
平成 26 年 度 の 実施 予定 を 取り まとめ た も の で す 。 本書 が 県 民 の 皆 さ 






























































E を は じ め と する 多く の 方 々 


に 広く 活用 され 、 本 県 放射 線 影響 対策 に 対す る 理解 を 深め て いた だ く 一 助 と な れ ば 幸い で す 。 
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【 本 書 の ご 利用 に あたっ て 】 


本 県 で 行っ て いる 各種 測定 に は 、 県 立 学校 や 県 有 施 設 な どの 放射 線量 を 測定 する も の と 、 食 品 中 や 水道 水 、 河 川 水 な 
どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の が あり 、 そ れ ぞ れ 測 定 単位 が 異な り ま す 。 

放射 線量 の 測定 単位 に は 「 シ ー ベ ルト (Sv)」 な ど が あり 、 シ ー ベ ルト は 放射 線 に よっ て 人 体 に 影響 が ある か を 表す 
単位 で す 。 そ の 他 、 物 質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 と し て 「 グ レイ (Gy)」 が あり ます 。 

放射 性 物質 濃度 の 測定 単位 に は 「 ベ クレ ル (Bq) 」 が あり 、 ベ クレ ル は 、 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表 す 単 位 で す 。 
本 書 で は 、 測 定 結果 に つい て 、 測 定 値 と 測定 単位 を 用 いて 記載 し て いま す が 、 各 章 の 本 文中 、 最 初 の 記載 は 以下 の と 
お り 読 み 方 を 記載 し て いま す 。 


Ф 放射 線量 の 単位 〇 OSv/h (読み 方 : 毎時 O 〇 マイ クロ シー ベル ト )  ※ 〇 OO に は 数 値 が 入り ます 。 
1 時 間 当 た り の 放射 線量 を 表し ます 。 (マイ クロ ) と は 百 万 分 の 1 (1/1000000) を 表す 単位 で す 。 そ の 他 、 
シー ベル ト を 用 いた 単位 に は mSv (ミリ シー ベル ト (m (ミリ ) は 千 分 の 1 (1/1000) を 表す 単位 )) な ど が あり ます 。 
② 放射 性 物質 濃度 の 単位 〇 OBq/kg (読み 方 : 1 キログラム あたり 〇 〇 ベク レル ) ※ 〇 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 





1 キログラム あたり の 放射 性 物質 濃度 を 表し ます 。 そ の 他 、 ベ クレ ル を 用 いた 単位 と し て 、Bq/mS (1 平方 メー 
トル あたり の ベク レル ) 、 Ва/т? ( 1 立方 メー トル あたり の ベク レル ) 、Bq/6 (1 リッ トル あたり の ベク レル ) 、 Bq/ 
日 (1 日 あたり の ベク レル ) な ど が あり ます 。 











また 、 本 文中 に お いて 繰り 返し 記載 し て いる 主 な 用 語 、 企 業 名 に つき まし て は 、 以 下 の と お り 統 一 し た 記載 と し て い 
ます の で ご 参照 くだ さい 。( 各 章 の 本 文中 、 最 初 の 記載 の み を 省略 し な いで 記載 し て いま す 。) 


Ф 空間 線量 率 : 対象 と する 空間 の 単位 時 間 当 た り の 放射 線量 の こと を いい ます 。 
Sv/h (毎時 マイ クロ シー ベル ト ) や nGy/h (毎時 ナノ グレ イ ) の 表示 単位 が あり ます 。 
重点 調査 地域 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 の こと で す 。 
(法律 な どの 詳し い 解 説 は 第 1 章 の 重要 課題 1 除 染 推進 の 取組 を ご 参照 くだ さい 。) 
東京 電力 : 東京 電力 株 式 会 社 の こと を いい ます 。 
原発 事故 : 東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 の こと を いい ます 。 

















重要 课题 


第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


重要 課題 1 除 染 推進 の 取組 

















平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東京 電力 株 式 会 社 原 子 力 発 電 所 事 
敵 に より 放出 され た 放射 性 物質 の 影響 に より 、 県 南 地 域 を 中 心 に 放 
射線 量 の 比較 的 高い 地域 が 確認 され ま し た 。 

この うち 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 3 市 町 は 、 航 空 機 モ ニタ 
リン グ 調 査 な ど で 、 1 時 間 あ た り の 放射 線量 (以下 、「 空 間 線 量 率 」 
と いう 。) が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト (Sv/h) 以上 の 区 域 が 

認 さ れ た た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 (以下 、「 特 措 法 」 
と いう 。) に 基づき 、 平 成 23 年 12 月 に 汚染 状況 重点 調査 地域 ( 以 
点 調査 地域 」 と いう 。) に 指定 され まし た 。 指定 を 受け た З 
市 町 に お いて は 、 除 染 実施 計画 に 基づく 除 染 や 地域 と の 協 働 に よる 
清掃 等 が 進め られ て いま す 。 

また 、 そ の 他 の 地域 で も 、 雨 どい の 下 や 側溝 な ど で 局 所 的 に 空間 
線量 率 の 高い 箇所 が 見 つか っ た た め 、 県 は 平成 23 年 7 月 に 「 原 発 
放射 線 影 響 対策 の 基本 方 針 」 を 定め 県 民 の 健康 を 守る た め 放 射線 量 
の 低減 措置 を 講じ る こと と し 、 平 成 23 年 9 月 に は 「 放 射線 量 低減 
に 向け た 取組 方 針 」 を 定め 、 独 自 に 補助 制度 を 創設 し て 市 町 村 等 が 
行う 学校 な どの 教育 ・ 福 祉 施設 や 、 公 園 な どの 公共 施設 の 除 染 を 促 
進 し て きた ほか 、 県 が 所 有 ・ 管 理 す る 施設 の 除 染 を 進め て きま し た 。 

な お 、 平 成 26 年 3 月 現在 、 除 染 に より 生じ た 除去 土壌 は 現場 で 
一 時 保管 され て いま す 。 ま た 、 生 活 圏 の 除 染 等 に より 生じ る 土壌 や 
道路 側溝 汚泥 等 の 具体 的 処理 方 法 が 国 か ら 示 され て いな いた め 、 早 
急 に 示す よう 国 に 求め て いま す 。 






































































































































































































































【 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 】 
正式 名 称 を 、「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 ? に 伴う 原子力 発電 所 の 事故 に より 放 昌 
され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 、 こ の 法律 は 、 東京 電力 原子 力 発電 所 事 
故に 伴う 放射 性 物質 の 拡散 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関し 、 E А 団体 、 関係 原子 力 事 業者 等 が 講ず べき 
措置 等 に つい て 定め る こと に より 、 環 境 の 汚染 に よる 人 の 健康 又は 生活 環境 へ の 影響 を 速やか に 軽減 する こと を 
的 と し て 制定 され た も の で 、 平 成 23 年 8 月 30 日 に 公布 、 平 成 24 年 1 月 1 日 に 全面 施行 と な り ま し た 。 
【 汚 染 状 況 重点 調査 地域 】 
地域 の 平均 的 な 空間 線量 率 が 0.23 Sv/h 以上 の 地域 を 含む 市 町 村 を 、 地域 内 の 事故 由来 放射 性 物質 に よる 環境 
の 汚染 の 状況 に つい て 重点 的 ( НИНА ee 基づき 
町 村 単 位 で 指定 され た 地域 。 本 県 で は 一 関 市 、 奥州 市 、 平 泉町 の 3 市 町 が 指定 され て いる 。 指 定 を 受け た 市 町 村 
は 、 調 査 測定 を 実施 し て 実際 に 除 染 を 行う 区 域 を 定め 、 除 染 実 施 計画 を 策定 し て 除 染 を 進め て いま す 。 
【 除 染 実 施 計画 】 
汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 市 町 村 は 、 Еее gt 
域 や 除 染 の 実施 者 、 手 法 な ど を 定め た 除 染 実施 計画 を 策定 する こと と され て お り 、 、 県 、 国 等 は 、 こ の 計 
に 基づき 除 染 を 実施 し て いま す 。 



































































































































































































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


県 南 3 市 町 の 除 染 の 取組 


、 奥 州 市 、 平 泉町 に お ける 学校 、 公 園 等 の 生活 空間 の 除 染 は 、 子 ど 
除 染 し 、 平 成 25 年 3 月末 まで に 進捗 率 は 「 学 校 ・ 保 育 園 ・ 公 


УК 


重点 調査 地域 で ある 一 関 
も が 長 時 間 滞 在 する 施設 を 優先 的 に 
園 ・ ス ポー ツ 施 設 」 で 1009%% と な り ま し た 。 

















Ж 子ども が 長 時 間 滞 在 す る 施設 に お ける 除 染 の 実施 状況 











単位 : 施設 数 





93 


68 


25 


144 116 


28 


5 














学校 ・ 保 育 園 等 











公園 ・ ス ポー ツ 施 設 | 105 





44 





61 











228 21 


207 
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※ 除 染 実施 : 除 染 作業 を 実施 済み の も の 。 





※ 除 染 不要 : ヨ 





この ほか 、 














民有 施設 、 住 宅 等 に つい て は 、 各 市 町 は 、 有 
品 を 提供 する 等 の 支援 を 行い 、 住 民 の 協力 の も と 除 染 を 


各市 町 で は 、 住 民 向 け に 除 染 方 法 等 を 説明 する た め の リ ー フ レッ ト を 作成 し 配布 す 

















ノー とら де 


ТО зе, 


『 前 の モニ タリ ング の 結果 に より 、 除 染 作業 が 必要 な いと 判断 され た も の 。 


E 民 に 対し て マス ク 、 土 の う 、 ス コッ プ 等 の 除 
対応 を 進め て いま す 。 


る 等 、 住 民 に 対し 除 染 に 対す る 知識 の 普及 、 啓 発 等 を 行っ て いま す 。 





また 、 地 域 の 安心 感 を 醸成 する た め 、 3T 
と と も に 、 県 で は 、 平 成 23 4 


ー ベ イメ ー タ に より 、 地 表 1m、50 及び 5cm の 3 つの 高 さ で 毎月 1 回 


結果 (平成 26 年 3 月 ) で は 、 全 地点 と も 








回 っ て いま す 。 


自治 会 除 染 の 様子 (Вт) 












































H GI. 局所 的 に 放射 線量 の 高い 
主 宅 ・ 事 業 所 の 6137 カ所 に つい て 、 
9 治 会 等 の 協力 を 得 て 除 染 を 実施 し 


























E 6 月 か ら 県 内 主要 地点 の 庁舎 及び 公 











町 に お いて 除 染 実施 箇所 等 の 空間 線 基 率 を 測定 する 
園 等 55 箇所 の 空間 線量 率 を サ 

















市 と PTA が 協 働 で 行っ た 


除 染 の 様子 (奥州 市 ) 

















【 放 射 能 ・ 放 射線 と は 、 そ の 単位 は ?】 


放射 線 を 出す 能力 を 「 放 射 能 )」 と いい 、 こ の 能力 を も っ た 物質 の こと を 「 放 射 
に は Ва (ベク レル ) 、Sy (シー ベル ト ) が あり 、 そ の 違い は 次 の と お り で す 。 
H す 能力 の 強 さ を 表す 単位 


ー ви 
こ 影 響 





単位 


放射 能 : : ベク レル (Ва) … 放 射線 を 日 
シー ベル ト (ву) … 放 射線 に よっ て どれ だ け 人 体 ( 
※ 単 位 で 使わ れる 「 ミ リ (m)」 は 千 分 の 1(1/1000)、「 マ イク ロ (/)」 は 百 万 分 の 1 (1/1000000) を 表し ます 。 








る ⑧ 放 射線 量 : 





例 ) 1 ú 8v (マイ np シッ ー ペ ルト ) 


= 





























PTA が 協力 し て 除 染 を 実施 = 





à| 





奥州 市 の 小学 校 で は 、 児 全 ・ 平泉 町 で は 、 一 般 
安心 を いち 早く 確保 する и 








どい 下 な ど 局 所 的 な 除 染 の た め 、 


測定 し て いま す 。 県 の 測定 
尺 の 除 染 基準 で ある 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト を 下 


啓発 用 リー フレ ッ ト (平泉 町 ) 


区 住宅 の 軒下 や 雨 

















啓発 用 リー フレ ッ ト を 作成 し 、 講 
習 会 等 で 周知 を B 


上 物質 





























」 と いい ます 。 




















18у ベル) の 百 万 分 の 1 ә 0.000001Sv 








が ある か を 表す 単位 





に な り ま す 。 


重要 课题 


コラ ム 除 染 の 基準 と 本 県 の 放射 線量 の 状況 









































東京 電力 原子 力 発 電 所 事故 発生 以降 、 国 や 県 な ど で は 生活 空間 等 の 除 染 の 基準 を 設け て いま す 。 い ずれ の 基準 も 国際 
放射 線 防 護 委 員 会 別 勧 告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線量 補 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目指 し て いる 点 は 共通 
し 、 施 設 や 地域 等 の 状況 等 に よっ て 測定 高 や 除 染 基準 を 適切 に 運用 し て いま す 。 
※1 国際 放射 線 防 護 委 員 会 (ICRP) : 放射 線 の 人 体 な ど へ の 影響 と その 防護 に 関す る 勧告 等 を 行う 国際 組織 。 
※2 追加 被ばく 線量 : 自然 か ら 受け る 被ばく 線量 及び 医療 に より 受け る 被ばく 線量 を 除い た 被ばく 線量 の こと 。 















































































































































1 HAREE 

国 に お ける 主 な 除 染 基準 と し て は 、 文 部 科学 省 所 管 の 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 に 関す る も の 、 環 境 省 所 管 の 汚染 状況 重 
Е こ 関 する も の 、 及 び 全 域 を 対象 と し た 局所 的 汚染 箇所 に 関す る も の が あり ます 。 
いずれ の 基準 も 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 
昌 し て いる 点 は 共通 し て いま す が 、 学 校 等 の よう に 小学 生 が 日 常 生活 を 送る 場所 に お いて は 、 児 童 の 体格 に 合せ 測 
定 する 高 さ を 50cm と し 、 地域 的 に 比較 的 高い 値 が 測定 され た 重点 調査 地域 に あっ て は 除 染 基 準 を 0.23Svy/h に する 
な ど 、 基 準 が 適用 され る 状況 等 に より 測定 高 や 除 染 基準 を 運用 し て いま す 。 
な お 、 い わ ゆ る 「 ホ ッ ト ス ポッ ト 」 等 と 呼ば れる こと も ある 局所 的 な 汚染 箇所 の 除 染 基準 に つい て は 、1m の 測定 
高 で 1 Sv/h と な っ て いま す 。 















































































































































































































































国 の 主 な 除 委 基準 








学校 面 的 小学 校 等 : 50cm | 空間 線量 率 学校 の 校舎 校庭 等 の 線量 低減 に 
(校舎 ・ 校 庭 中 学校 : 1 1 Sv/hb つい て (H23. 8. 26 通 知 ) 
汚染 状況 重点 調 面 的 空間 線量 率 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 
地域 0. 23 u Sv/h 以 上 人 
全域 (汚染 状況 重 所 的 空間 線量 率 放射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇 
点 調 査 地域 含 ) ша 1 и Sv/h 以 上 PND (H24. 3 策定 ) 
面 的 : 校庭 や 公園 な どの 広い 範 局 所 的 : 雨 樋 下 な ど ご く 狭 い 限 られ た 範 



















































































































































































2 県 の 除 染 基準 等 

平成 23 年 9 月 、 高 線量 で ある 箇所 に つい て 放射 線量 の 低減 措置 を 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 に 資す る こ 
と を 目的 と し て 、 国 の 通知 等 を 参考 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 を 策定 し まし た 。 

この 方 針 に つい て は 、 国 の 基準 と 同様 、 追加 被ばく 線量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目標 と し て お り 、 
さら に 県 内 の 測定 結果 等 を 勘案 し 、 県 内 全域 に お いて 、 面 的 な 広がり の ある 場合 と 雨 ど い の 下 な どの 局所 的 な 場合 を 
区 別 す る こと な く 、 測 定 高 に つい て も 各 施 設 等 の 管理 者 が 利用 実態 に 応じ て 50cm 未満 の 高 さ で も 測定 する こと が で き 
る よう に 地上 か ら の 高 さ を 特に 定め ず 、 除 染 等 の 低減 措置 を 講じ る 目安 を 1 u Sv/h と し て いま す 。 
平成 24 年 3 月 に は 、 市 町 村 が 学校 等 や 不 特定 多数 の 方 が 利用 する 施設 に つい て 、 放射 線量 の 調査 、 低 減 措置 を 実施 
する 際 の 参考 と な る よう 、 具 体 的 な 測定 方 法 や 低減 措置 の 方 法 に つい て 定め た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 
策定 し まし た 。 

この マニ ュ ア ル に お いて 、「 放 射線 量 低 減 に 向け た 取組 方 針 」 に 定め る А 率 が 測定 され た 人 箇所 等 
に つい て 、 直 ち に 除 染 等 の 措置 を 講じ る こ と が で き な い 場合 は 、 周 囲 に 設け る 等 、 立 入 制限 の 措置 を 講じ る こ 
と に より 、 放 射線 被ばく の 防止 を 図る こと と し て いま す 。 








































































































































































































































































































放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 (H23. 9 策定 ) に お ける 県 の 除 染 基準 














те (内 全域 | EES EE 号 手 県 放射 線 調査 ・ 低 涼 事 業 旨 本 
※ 局所 的 | に 応じ 施設 管理 者 が 判断 。 1 Svy/h 以 上 | ikoe (1/248) 
※ 汚染 状況 重点 調査 地域 も 含ま れる が 、 当 該 地域 に つい て は 国 の 補助 事業 (10/10) の 対象 と な る 。 





































































































3 本 県 の 状況 

県 内 に お いて 、 平 成 23 年 3 月 11 日 の 原発 事 導 以前 か ら 空 間 線 量 率 を 測定 し て いた の は 、 盛 岡市 の 岩手 県 環境 保健 
研究 セン ター に 設置 し て いる モニ タリ ング ポス ト の み で す が 、 事 故 発生 前 と 発生 後 の 測定 値 を 比較 する と 、 平 成 23 
年 3 月 13 日 に 当該 事故 後 の 最高 値 0.067 Sv/ h を 計測 し まし た が 、 同 年 4 月 以降 は 事故 発生 以前 の 平成 19 年 度 か ら 
21 年 度 の 平均 0.023 u Sv/ h 前 後 で 推移 し 、 平 成 26 年 3 月 の 月 間 平 均 は 0.0227 Sv/h と な っ て いま す 。 

また 、 平 成 23 年 6 月 か ら 県 内 主要 地点 の 庁舎 及び 公園 等 55 箇所 の 空間 線量 率 を 、 サ ー ベ イメ ー タ に より 、 地 表 1 
メー トル 、50 セン チ メ ー ト ル 及 び 5 セ ンチ メー トル の 3 つの 高 さ で 毎月 1 回 測定 し て お り 、 平 成 26 年 3 月 の 測定 
お いて 、 全 地点 と も 国 の 除 染 実施 計画 の 対象 区 域 と な る 0.23 и Sv/ h を 下回っ て いま す 。 

































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


重要 課題 2 牧草 地 の 際 染 


原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 拡散 は 、 本 県 の 公共 牧場 や 採草 地 な 
どの 自給 飼料 *※} 基 盤 の 多く に 被害 を 与え 、 近年 、 こ の 自給 飼料 基盤 
の 拡大 を 柱 に 畜産 振興 し て きた 本 県 に 大 き な 影 響 を 与え を てい ます 。 
現在 、 国 が 設定 し た 牧草 な どの 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放射 
性 物質 の 値 「 暫 定 許容 値 ま 2?(1 キロ グラ ム あ た り 100 ベク レル 超 
過 )」 に 基づき 、 平成 23 年 、24 年 に 実施 し た 牧草 の 放射 性 物質 調査 
結果 に より 、14 市 町 村 (全域 8 市 町 村 、 一 部 6 市 町 村 ) に 牧草 の 利 
用 自粛 を 要請 し て いま す 。 ま た 、 原 乳 *\3 中 の 放射 性 物質 を 10Bq/kg 
未満 と する よう 生産 者 団体 か ら の 要請 を 踏ま そえ 、 牧 草 中 の 放射 性 物 除 染 の 写真 ( 耕 起 作業 ) 
質 が 100Bq/kg 以下 で あっ て も 50Bq/kg を 超過 する 場合 に は 自粛 を 
要請 し 、 牧 草地 再生 対策 事業 に より 除 染 を 実施 し て いま す 。 

牧草 が 利用 自粛 と な っ た 牧草 地面 積 は 、16, 331ha と 本 県 の 全 牧 草 
地 面积 40, 228ha の 約 4 割 と な か っ て いま す 。 

本 県 で は 、 生 産 基盤 の 一 刻 も 早い 回 復 を めざし 、 利 用 自粛 し た 牧 
草地 を 平成 26 年 度 ま で の 3 カカ 年 で 除 染 する 工程 計画 を 策定 し 、 生 
産 者 と 関係 機関 ・ 団 体 が 総力 を 挙げ て 牧草 地 の 除 染 に 取り 組ん で い 
E す 。 耕 起 後 ほ 場 全景 










































































































































































































































































※1 給 飼料 

ら あ る い は 地域 の 生産 組織 等 に 依頼 し て 作付 け 、 収 穫 す る 家畜 の 飼料 (牧草 、 飼 料 用 トウ モロ コシ 等 ) の こと 。 
※2 暫定 許容 値 
還 が 設定 し た 牧草 な どの 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放射 性 物質 の の こと (和牛 の 飼料 の 場合 : 100Bq/kg)。 

還 が 定め る 食品 中 に 含ま れる 放射 性 セン ウム の 基準 値 を 超え な い 和 牛乳 や 牛肉 等 を 生産 する た め に 設定 され て いる 。 
※3 ЖЯ, 

陰 っ た まま の 和牛 の 乳 で 生乳 (せい に ゅ う ) と も いわ れる 。 加熱 殺菌 な どの 処理 を 経て 牛乳 ・ 乳 製品 に 加工 され る 。 






























































































































































県 で は 、 国 が 定め る 牧草 中 の 放射 性 物質 の 暫定 許容 値 100Bq/kg 以下 また は 県 独自 に 定め る 酷 農 に お 
ける 基準 値 50Bq/kg 以下 で あっ て も 、 風 評 に より 消費 者 に 対し て 安心 感 を 与え る こと は で き な い と い 
っ た 市 町 村 等 か ら の 要望 を 受け 、 利 用 目 粛 を 要請 し て いな い 牧 草地 に つい て 「 い わ て 型 牧草 地 再生 対 
策 事 業 」 に より 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め 、 牧 草地 の 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 し て いま す 。 















































































































































m 除 染 対象 事業 の 概要 
内 я 放射 性 物質 濃度 (kg あたり ) 事業 名 
暫定 許容 値 超過 対策 100Ва 超過 牧草 地 再生 対策 事業 
原 乳 10Bq 未満 対策 50Bq #18 ~100Ва 以下 (平成 24 年 度 ~26 年 度 ) 
、 、 いわ て 型 牧草 地 再生 対策 事業 
風評 被害 対策 酷 农 50Bq 以下 、 肉 用 和牛 100Bq 以下 E 




















重要 课题 


岩手 県 除 染 プロ ジェ クト チー ム の 活動 


本 県 で は 、 平成 24 年 に 除 染 し た 牧草 地 の 一 部 に お いて 、 牧草 の 暫定 許 
容 値 を 超過 する 事例 が 確認 され た こと か ら 、 同 年 7 月 に 県 庁 関係 課 、 広 
域 振 興 局 (県 南 本 局 、 遠野 及び 一 関 農林 振興 セン ター) 、 農業 改良 普及 セ 
ンタ ー (中 央 、 奥 州 及 び 一 関 ) 及び 岩手 県 農業 研究 セン ター の 職員 か ら 
な る 岩手 県 除 染 プロ ジェ クト チー ム を 設置 し 、 暫 定 許容 値 を 超過 し た 事 
例 の 要因 解析 及び 2 回 目 除 染 の 手法 等 に つい て 検討 し 、 そ の 検討 結果 を 
「 岩 手 県 牧草 地 除 染 マ ニュ アル (平成 24 年 12 月 )」 に と り ま と め 、 牧 草 
地 の 除 染 が 的 確 に 実施 され る よ 2 う 活 用 し て いま す 。 


. #4 Е 
ОДЕСА E HER ана 
UM は 次 の と お り で す 。 
1 現地 確認 : ほ場 条件 СЕ. AA. 等 ) を 認 し ます 。 
2 前 植生 処理 
除 染 の 作業 前 に 前 植生 の 刈 払い と 除草 剤 の 散布 に より ルー トマ ッ ト 層 を 確実 に 
枯死 させ ます 。 
3 は ほ場 準備 
Ф 耕 起 ラ 耕 起 深 (プラ ウ 30cm、 ロ ー タ リー15cm) を 確保 する と と も に 、 耕 起 は 
丁寧 に 行い 、 土 壌 か ら 牧草 へ 移行 する 放射 性 物質 を 抑制 し ます 。 
© култово рнб.5 に 矯正 し ます 。 
© 奉 土 整地 必 砕 士 に より 雑草 の 発生 を 抑制 し ます 。 牧草 及び 土壌 調査 
© 肥料 散布 カリ ウム を 増強 し た 肥料 に より 、 放 射 性 物質 の 吸収 を 抑制 し ます 。 
© 夏 土 整地 飼 は 種 で きる よう 、 ほ 場 を 膨 軟 に 整地 し ます 。 
© 除草 剤 散布 選 雑 草 を 十分 に 発芽 させ た 後に 散布 し ます 。 ま た 、 根 が 完全 に 枯 
死す る まで に 、 2 週間 程度 ハ か か り ま す の で 余裕 を 持っ た 作業 計画 を 立て ます 。 
4 は 種 
は 種 後 は 、 種 子 か ら の 発芽 、 発 根 の 環境 を 整え る た め に ケン ブリ ッ ジ ロー ラー 
аста 
















































































































































































































































































コラ ム 牛肉 の 安全 性 確保 へ の 取組 


岩手 県 で は 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 稲 わ ら を 給与 し た 和牛 の 肉 か ら 、 重 章 値 を 超え た 放射 性 セシウム 
が 検出 され まし た 。 こ れ に より 平成 23 年 8 月 1 日 に 、 原 子 力 対策 本 部 内 閣 総理 大 臣 ) か ら の 「 出 荷 制 
限 」 の 指示 を 受け 、 県 外 移動 や と 畜 * ま ! が 一 時 制限 され まし た 。 

その 後 、「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 を 策定 し 、 検 査 態勢 を 整え 、 関 係 機関 ・ 団 体 や 生産 者 が 一 体 と な っ て 、 適 正 
な 飼養 管理 に 取り 組ん だ 結果 、 同 月 25 日 に 出荷 制限 が 一 部 解除 され まし た 。 

平成 24 年 4 月 1 日 に は 一 般 食 品 の 国 の 基準 値 が 100Bq/kg に 引き 下げ られ まし た が 、 適 正 な 飼養 管 再 
底 と 検査 体制 を 構築 し 、 平 成 24 年 3 月 か ら 26 年 3 月 まで に 67, 549 頭 の 肉 生 を 出荷 し て いま す が 、 
を 超過 し た 事例 は あり ませ ん 。 

また 、 老齢 等 の 理由 に より 生産 性 が 低下 し た 廃 用 牛 の 出荷 に 際 し て は 、 給 与 牧草 の 検査 結果 等 か ら 、 和 牛肉 
の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し て 安全 性 を 確認 し て いる ほか 、 平成 24 年 10 月 1 日 か ら は 、 と 畜 場 等 に お いて 


生体 推定 法 ※2 を 導入 し 、 県 と し て 更 な る 安全 の 確保 に 取り 組ん で いま す 。 


※1 са: 食用 に 供する 目的 で 獣 畜 ( 牛 、 馬 、 懇 、 め ん 羊 及び 山羊 ) を 解体 する こと 。 
※2 生体 推定 法 : 生き て いる 和牛 の 体 表 か ら 放 射線 を 測定 し て 、 和 牛肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 検査 法 

























































































































































































































































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


1 被害 の 状況 
本 県 は 、 昭和 40 年 代 か ら 原木 し いた け の 生産 振興 に 取り 組 
み 、 電 し いた け は 平成 4 年 の ピー ク 時 に は 933 トン を 生産 す 
る な ど 、 全 国有 数 の し いた け 産 地 と な っ て いま す 。 
国 品評 会 で 最高 賞 を 受賞 する な ど 、 高 い 評価 を 得 て v 
平成 24 年 4 月 1 日 か ら の 国 の 新た な 食品 中 の 放射 1 
基準 値 (100Bq/kg) に 対応 する た め 、3 月 23 日 に 「 RNR 
た け 全 戸 検査 要領 」 を 策定 し 、 出荷 前 検査 を 実施 し た と ころ 、 N 
県 南部 を 中 心 に 132 戸 で 基準 値 を 超過 し た こと か ら 、 赴 地 栽 露地 栽培 原木 し いた け 出 荷 制限 地域 
塔 の 原木 し いた け に つい て 14 市 町 に 国 の 出荷 制限 が 指示 され 
E し た 。 (盛岡 市 の 解除 に より 、 平 成 26 年 3 月 末 現 在 は 13 市 
НТ) 
また 、 基 準 値 以内 の 市 町 村 で は 風評 被害 に よる 価格 下落 や 
取引 不調 が 発生 する な ど 、 県 内 全域 で 大 き な 被 害 を 受け 、 特 
に 、 電 しい たけ は 震 災 前 の 24% (1, 113 円 /kg、 平 成 24 年 平 
均 ) と 市 場 価格 の 低迷 は 現在 も 続い て いま す 。 
この よう な 出荷 制限 や 価格 低迷 に よる 生産 休止 な ど に よ 
0 、 平 成 24 年 の 乾 し いた け 生 産 量 は 岩 災 前 の 約 半 分 (101 F 
ン ) に まで 減少 し て いま す 。 






























































































































































2 生産 者 支援 
県 で は 、 原 木 し いた け 産 地 の 維持 ・ 再 生 を 図る た め 、 平 成 24 年 3 月 に 約 15 億 円 の 補正 予算 を 措置 し 、 
E た 、 そ の 後 も 必要 な 予算 を 措置 し な が ら 、 生産 か ら 販売 まで の 対策 を 市 町 村 ・ 関 係 団体 と 連携 し て 実 
し て いま す 。 
生産 ・ 出 荷 対策 と し て は 、 消 費 者 や 取引 先 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 生 産 者 全戸 を 対象 に 生 し いた け 、 
電 し いた け 、 ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 し て いま す 。 

また 、 出 和 荷 再開 に 向け 、 国 の 定め る 指標 値 (50Bq/kg) を 超過 し た 原木 ・ ほ だ 木 を 処理 する た め 、 実 
施 者 で ある 市 町 村 に 対し 全額 補助 を 行う 「 き の こ 原 木 等 処理 事業 」 を 創設 し 、 その後 平成 24 年 10 月 か 
ら ほ だ 場 の 落葉 層 除 去 を 、 平 成 25 年 8 月 か ら 、 落 葉 層 除 去 後 の 土壌 の ほ だ 木 へ の 跳ね 返り 防止 資材 の 
敷設 を 事業 の メニ ュー に 追加 し 、 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 する た め の 環 境 整 備 を 支援 し て いま す 。 
販売 対策 と し て は 、 出荷 制限 や 風評 被害 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 生産 者 に 対し 、 東京 電力 か 
ら の 損害 賠償 金 が 支払 われ る まで の つなぎ 資金 と し て 無利子 の 「 原 木 し いた け 経 営 緊急 支援 資金 貸付 
金 」 を 創設 し 、 関 係 団体 を 通じ た 資金 融通 を 行っ て いま す 。 

























































































































































































重要 课题 


さら に 、 ほ だ 木 の 更新 に 必要 な 原木 を 確保 供給 する た め 、 岩手 県 森林 組合 連合 会 な ど 木 材 生産 団体 の 
協力 の も と に 、 放射性 物質 濃度 検査 に より 、 安 全 性 を 確認 し た 原木 を 、 順次 、 生 産 者 の 方 々 に 供給 し て 
GET, 
























































3 生産 再開 に 向け た 取組 

県 で は 、 平 成 24 年 6 月 以降 、 基 準 値 を 超過 する 事例 が 発生 し て いな いこ と 、 ま た 、 出 荷 制限 対象 の 
生産 者 が 限ら れる こと か ら 、 盛 岡市 に つい て 、 全戸 検査 の 結果 や 出荷 管理 の 考え 方 を 国 に 提示 し 協議 を 
重ね な が ら 、 出 荷 制限 解除 の た め の 検 査 を 実施 し まし た 。 平 成 25 年 4 月 に 、 露 地 栽 培 の 原木 しいたけ 
と し て は 、 — ое 

现在 、 お いて は 、「 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 さす せる た め の 『 栽 培 管 理 (生産 工程 管理 )』 の 実施 に 
Re 
と つと し て いま す 。 ま た 、 平 成 25 年 3 月 に 、 林 野 床 で は 「 放 射 性 物質 低減 の た め の 原 木 き の こ 栽 培 管 

に 関す る ガイ ドラ イン ( 案 )」 を 公表 し まし た 。 

県 で は 、 こ の ガイ ドラ イン (R) に 基づき 、 平 成 25 年 7 月 に 「 岩 手 県 放射 性 物質 低減 の た め の 原 木 
きのこ 栽培 管理 実施 要領 」 を 制定 し 、 具体 的 な 管理 の 方 法 に つい て 、 生 産 者 自ら 取り 組む べき 事項 を ま 
と め た チェ ッ ク シ ジー ト を 作成 し まし た 。 

現在 、 生 産 者 の 方 々 に は チェ ッ ク シ ー ト に よる 栽培 管理 の 徹底 に 取り 組ん で いた だ き な が ら 早 期 の 生 
産 再 開 に 向け 、 関 係 者 が 一 丸 と な っ て 取り 組ん で いま す 。 

































































































































































手 県 放射 性 物質 の 影響 低減 の た め の 原 木 きのこ 栽培 管理 実施 要領 」 (平成 25 年 7 月 3 日 制定 ) に つい 
間 管 理 は 、 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 さす せる た め に 、 特 に 以下 の 点 に 留意 し て 行い ま 











原木 の 伐採 地 、 植 菌 年 、 ほ だ 場 毎 に 栽培 を 管理 ・ 記 録 
する こと 。 チェ ッ ク シ ー ト に よる 
O 原木 ・ ほ だ 木 は 検査 を 行い 、 国 の 定め る 指標 値 i 
(50Bq/kg) 以下 で ある こと を 確認 し て 使用 する こと 。 
© 原木 ・ ほ だ 木 ・ 生 産物 に 土 ・ 林 内 雨 ・ 粉 塵 等 を 付け な 

いこ と 。 
④ 生産 物 は 検査 を 行い 、 国 の 定め る 食品 の 基準 値 

(100Bq/kg) 以下 で ある こと を 確認 し て 出荷 する こと 。 







































































重要 課題 4 








の 買い 控え な どの 風 











も ら う こと に よっ て 、 


原発 事故 に 伴う 放射 


重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 








注目 情報 


風評 被害 対策 の 取組 








生物 質 拡散 の 影響 に よ 
評 第 害 が 発生 し て いま す 。 























行動 に つなげ て いく よう な 取組 が 重要 と 考え 、 





と 共感 を 喚起 する 情報 発信 、 


体験 機会 の 提供 等 に 


客 と 定番 化 を 図る 販路 拡大 の 取組 を 、 年 間 を : 
よっ て 、 新 た な 「 い わ て 」 フ ァ ン の 獲得 に つなげ て いく 「 い わ て ブ 














ラン ド 








この 


姿 を PR する ポス 








の 取引 に 結び 付け る た め の 商 談 








} 生 推進 事業 」 を 平成 25 年 度 に 創設 





ター 等 








と も 
情報 発信 、 


験 で きる ブー ス の 語 





に 、 新 た に 生活 情報 誌 や 航空 機内 誌 、 料 
産地 訪問 し た 料 下 
料理 セミ ナー の 開催 、 物 産 展 で の いわ て の 
県 産品 を 体験 し 、 


設置 な ど 、 





「 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 で は 、 
SN даа 








消費 者 に 





り 、「 い わ て 」 の 産品 








この た め 、 家 庭 の 消費 行動 を 決定 する 消費 者 層 で ある 女性 を 対象 
常 の 生活 や 四季 に 応じ た 「 い わ て 」 の 情報 を 届 


「 い わ て 」 へ の 理解 と 「 





け 、 体 験 し て 
\ わ て 」 産 品 の 消費 
NE 
よる 消費 拡大 、 
通し て 展開 する こと に 


























し て いま す 。 


平成 24 年 度 に 実施 


性 確保 に 係る 取組 や 生産 者 の 一 生 懸 命 





『 を 用 いた 大 都市 賠 で の 情報 発信 や 、 実 際 


会 の 開催 な どの 取組 を 継続 する と 





























拡大 に 向け た 取組 を 行っ て いま す 。 


これ ら の 取組 に よ 





小 し て き て いま す が 、 


Вр С 





と か ら 、 今後 も 引き 続き 


ます 。 


oT, 





小 な ど 、 





E 人 が 県 産 食 材 の 9 
食 や 文化 を 親子 連れ で 体 











理恵 門 誌 等 を 活用 し た 





昧 力 を 伝え な が ら 行 う 























購入 し て も ら う 消費 


県 産品 等 に 対す る 風評 被害 は 一 定 程度 条 








全国 的 な 二 し いた け の 価格 下落 や 三陸 わか め 














いま だ 被害 の 続い て いる 事例 も ある こ 
風評 被害 の 解消 に 





向け た 対策 を 講じ て いき 


生活 情報 誌 


直接 PR する 取組 ~ 


「 レ タス クラ ブ 」 





重要 课题 


コラ ム 市 町 村 や 生産 者 の 取組 の 支援 て いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 












































県 で は 、 消 費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 を 払 し ょ く 
し 、 産 地 と し て の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 消 費 者 庁 の 地方 消費 者 行政 活 
性 化 交付 金 を 活用 し 、 平成 25 年 度 6 月 補正 予算 に お いて 「 い わ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 」 を 創 





































































































占 等 に お いて 、 県 産 農 林 水 産物 の 品質 
保 に 向け た 産地 の 取組 等 を 消費 者 に 対し て 広く PR する 取組 を 支援 する も の で す 。 
PR の 内 容 は 、 単 な る 農林 水産 物 の 試食 会 や 展示 即売 の みな ら ず 、 ポ スタ ー 等 を 活用 し て 生産 者 等 に よる 放 
射 性 物質 低減 の た め の 取 組 や 食品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓発 な ど 、 消 費 者 の 理解 増進 に 向け た 取組 を 必須 と 
ао ж s 

この 事業 を 活用 し た 15 市 町 村 、15 生産 者 団体 が 物産 フェ ア 等 を 開催 し 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 安心 を PR 
する ポス ター の 掲示 や 試食 ・ 試 供 品 の 提供 等 を 実施 し まし た 。 参加 し た 消費 者 に 対す る アン ケー ト 等 の 回 答 
者 の 約 9 割 が 「 産 地 の 安全 ・ 安 心 の 取り 組み を 理解 し た 」「 岩 手 県 産品 を また 利用 し た い 」 と の 回 答 で あっ た 
と の こと で す 。 













































































































































































【 取 組 の 状況 】 


盛岡 広域 振興 伺 管 内 | ・ 八 幡 平 市 (東京 1 回 )、 紫 波 町 (東京 2 回 )、 可 石町 (東京 2 回 ) 
(3 市 町 、1 団体 ) | ・ 盛 岡 地方 し いた け 生 産 振興 協議 会 〈 首 都 图 2 回) 
иар “北上 市 (東京 1 回)、 金 ケ 崎 町 (東京 1 回 、 愛 知 2 回 )、 一 関 市 (東京 4 回 、 埼 玉 1 回)、 平 泉町 (東京 3 回 ) 
CARE SEM, | ・ で ・ く ら す 遠野 サポ ー ト 市 民 会 識 (東京 1 回 )、 奥 州 市 農 音 産物 利用 推進 人 議会 (東京 1 回 )、J A 花巻 北 上 
° 地域 営農 セン ター (千葉 1 回 、 宮 城 1 回 ) 、J A 岩手 ふる さと (奈良 1 回 ) 、J A 江刺 市 (東京 2 回 ) 
・ 釜石 市 (東京 1 回 ) 、 山 田町 (神奈 川 1 回 )、 住 田町 (愛知 2 回 )、 大 神町 (千葉 1 回 、 茨 城 1 回) 、 
沿岸 広域 振興 局 管内 | AMET (東京 1 回 、 長 野 1 回)、 陸 前 高田 市 (東京 2 回 ) 
(6 市 町 、 4 団体 ) ・JF た ろう (埼玉 1 回 、 神 奈川 1 回 ) 、JF 三 陸 や まだ (神奈 川 1 回 )、 広 田園 芸 和 産 組合 (東京 1 回 )、 
川 の 駅 よこ た (東京 1 回 ) 
Е т (東京 1 回 、 埼 玉 1 回 )、 九 戸村 (東京 6 回) 
А рана ・ JA 新 いわ て 久慈 地域 菌 床 し いた け 部 会 神奈川 1 回 ) 、 二 戸 市 特産 品 開発 推進 協議 会 (東京 2 回) 、 
° オド デ 館 友の会 (東京 1 回 ) 


県 全域 (2 団体 ) ` ム 岩 手 県 中 央 会 (東京 1 回 )、JF 岩 手 漁 連 (大 阪 1 回 ) 





























【 事 業 の イメ ー ジ 】 


【 産 地 の 思 い 】 
県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 
魅力 を も っ と PR し た い 。 を 











還 当 都 園 等 の 商店 街 @ 量 販 店 等 と 連携 し た 
物産 フェ ア の 開催 お フェ ア へ 参加 

・ 農 林 水 産物 の 販売 

・ 食 品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓発 等 





ФЕ Эн 


産地 を 応援 





第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


重要 課題 5 放射 性 物質 等 に 汚染 され た 廃棄 物 処理 の 取組 








原発 事故 に より 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 が 県 南 地域 を 中 
心 に 発生 し まし た 。 
事故 由来 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 の うち 、 生 産 現場 で 循環 
利用 で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 と いっ た 農林 業 系 
| 産物 に つい て は 、 当 該 事故 か ら 3 年 を 経過 し た 時 点 で も 県 内 に 約 
4 万 1 千 ト ン が 保管 され て いま す 。 

これ ら の 処理 を 進め る た め 、 市 町 村 等 の 既存 焼却 施設 に お いて 、 
生活 系 ご みな ど 一 般 廃 棄 物 と 混合 焼却 し 、 焼 却 灰 が 8, 000Bq/kg 以 
下 と な る よう 管理 し な が ら 処 理 を 進め る た め 、 裁 断 な どの 前 処理 施 
設定 放射 能 測定 器 な ど 整 備 す る た め の 財 政 支 援 が 行わ れ 、 処 理 が 進 
め ら れ て いま す 。 

道路 に つい て は 、 重 点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 の 側溝 村 
で 高 濃度 の 汚泥 が 確認 され て いま す 。 道 路側 溝 汚泥 の 撤去 、 保 管 及 
び 処 理 に 要する 費用 に つい て 、 環 境 省 は 除 染 実施 区 域内 に お いて 、 
フレ キシ ブル コン テ ナ ※ ま な ど 科 易 保 管 施設 を 整備 する 場合 に 限り 財 
ee の 受入 が 難し 
NN е 、 除 染 実 施 区 域外 で も 
高 濃度 の 汚泥 が 確認 され て お り 除 染 Сирени а 
ана まま 


促進 に 向け た 技術 支援 を 国 に 求め て いま す 。 m 
※ フ レキ シブ ルコ ン テ ナ : 荷物 を 保管 ・ 運 搬 する た め の 袋 状 の 包 材 の こと 。 和 柔らか い 放射 能 測定 器 の 整備 
素材 で 作ら れ て お り 、 使 用 し な い 時 に は 小さ く 折り 畳む こと が で きる 袋 状 の 容器 。 



































































































































前 処理 施設 の 整備 




















































































































コラ ム 一 関 市 の 取組 (環境 省 モ デル 事業 ) 


一 関 市 で は 、 環 境 省 か ら の 委託 に より 、 平 成 23 年 度 に 「 放 射 性 物質 を 含む 焼却 灰 セメント 固化 処理 等 業務 」、 
平成 23 年 度 か ら 24 年 度 に か け て 「 放 射 性 物質 を 含む 可燃 性 廃棄 物 (牧草 ) 焼却 実証 事業 」 が 行わ れ ま し た 。 

焼却 炭 セメント 固化 処理 等 業務 で は 、 8, 000Bq/kg 超 の 焼却 灰 に 水 と セメント を 混合 し 混練 り 固 型 化物 を 製 
造 す る 方 法 と 、 フ レキ シブ ルコ ン テ ナ に 入れ た 焼却 灰 を 更に 一 回 り 大 きい フ レキ シブ ルコ ン テ ナ に 入れ 、 隙 
間 を セメント 系 材料 等 で 充填 する こと に より 封じ 込め 固 型 化物 を 製造 する 方 法 が 用 いら れ 、 作 業 従事 者 や 周 
辺 環境 に 影響 が 出 な いよ う 処 理 で きる こと が 確認 され て いま す 。 

牧草 の 焼却 実証 事業 で は 、 牧 草 を 一 般 廃棄 物 と 混合 し 、 焼 却 太 の 濃度 が 高く な ら な いよ う コ ント ロー ルレ し 
な が ら 処 理 で きる こと が 確認 され て いま す 。 














































































































重要 课题 


重要 課題 6 災害 廃棄 物 処理 の 取組 広域 処理 に つい て 一 











平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 津波 に より 、 県 内 で 
は 、 約 584 万 トン に Се теле еи 

災害 廃棄 物 の 発生 量 は 、 平 時 の 岩手 県 に お ける 一 般 廃 棄 物 の 発生 
量 の 約 12 年 分 に 相当 する ほど の 膨大 な 量 で あり 、 県 内 の 処理 施設 
だ け で は 期限 内 (環境 省 マ スタ ー プ ラン に 沿っ て 策定 し た 岩手 県 災 
害 廃棄 物 処理 詳細 計画 に お いて 平成 26 年 3 月 末 と 設定 ) に 処理 す 
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ЭХЕ と が で き な い 見 込み で И А 災害 廃棄 物 の 積込み の 様子 








そこ で 、 平 成 23 年 4 月 に 、 環 境 省 か ら 全 国 の 自治 体 に 向け て 災 
害 廃棄 物 の 受入 協力 要請 を 行っ た と ころ 、 全国 41 都 道 府 県 、500 を 
超え る 自治 体 等 か ら 受入 可能 の 回 答 が 寄せ られ た と ころ で す 。 

し か し 、 放 射 性 物質 へ の 懸念 が 広がる 中 、 災 害 廃棄 物 も 放射 性 物 
質 に 汚染 され て いる と いう 誤っ た 風評 が 広がり 、 受 入れ を 可能 と す 
る 自治 体 が な く な っ て し まう と いう 事態 と な り ま し た 。 
環境 省 で は 、 災 害 廃 棄 物 安全 評価 検討 会 に お ける 専門 家 の 検 討 を 
経て 、 平 成 23 年 8 月 に 「 東 日 本 大 震 炎 に より 生じ た 災害 廃棄 物 の 
広域 処理 の 推進 に 係る ガイ ドラ イン 」 を 策定 する と と も に 、Q&A 
や パン フレ ッ ト の 作成 な ど を 行い 、 災 害 廃棄 物 の 受入 れ の 目安 、 広 
域 処 理 に お ける 安全 性 の 確認 方 法 な ど を 定め 、 告 示し まし た 。 

平成 23 年 9 月 に 東京 都 と の 基本 協定 が 締結 され 受入 れ が 始 ヨ 
た も の の 、 後 に 続く 自治 体 は 現れ な か っ た の で す が 、 平 成 23 年 

に 改め て 環境 省 か ら 全 国 の 自治 体 へ 向け て 、 炎 害 廃 乗物 の 広域 処 
G пати 5 некиат 
を 含む ) か ら 検 討 を 行っ て いる 和則 の 回 答 が あっ た も の で す 。 

この 結果 を 受け て 、 環 境 省 で は 、 平 成 23 年 11 月 に も さら な る 広 
域 処 理 推進 へ の 協力 依頼 を 行い 、 平 成 24 年 3 月 に は 総理 大 臣 か ら 
広域 処理 の 協力 要請 を 発出 し た 結果 、 徐 々 に 広域 処理 に 協力 頂け る 
自治 体 が 増え 、 最 終 的 に 1 都 1 府 13 県 の 自治 体 に 受け 入れ て 頂き 
し だ 
広域 処理 を お 願い する に あたっ て は 、 受 入 自 治 体 と の 協定 ・ 契 約 ----- 

に 基づき 、 環 境 省 や 受入 自治 体 独自 の 基準 値 を 超え て いな いこ と を Í CUAD, 1 EORI OH 
確認 する た め 、 搬 出す る 災害 廃棄 物 の 空間 線量 率 や 遮蔽 線量 の 測定 1 ERK 8.000Ba/kg AT, 焼却 前 の 


大 廃棄 物 の 放射 能 濃 度 と し て 、 

な ど 、 搬出 ま で の 各 段 階 で 細か く 放 射線 量 を 測定 し た うえ で 搬出 し IF} j š naa 
А 合 は 480Bqkg 以下 (十分 な 安全 率 
て いま す 。 ま た 、 受 入 自治 体 に お いて は 、 測 定 値 等 を ホー ムペ ー ジ BSNS. 


«Е ・「 再 生 利 品 と し て の 流通 前 段 
で 雇 次 公表 し て きた と ころ で す 。 広 域 処 理 の 協力 の お か げ で 、 炎 害 í w 0 T 


廃棄 物 の 処理 は 大 きく 進み 、 目 標 期限 で ある 平成 26 年 3 月末 まで ・「 不 燃 物 」 : 放 身 能 濃度 が 8.000Bq/kg 
以下 。 実際 の 放射 能 濃度 は 、 不 検出 か 


に 処理 が 終了 し ま し た 。 ! DIE Bofkg 以下 









































































































































































































































































































































































































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


重要 課題 7 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 


平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 原発 事故 に よる 放射 性 
は 、 県 内 の 広い 地域 、 各 種 産業 に 及 ん で いま す 。 

原発 事故 の 発生 以来 、 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事務 組合 は 
密接 に 連携 を 図り な が ら 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め 、 放 射 
線量 の 測定 、 除 染 や 汚染 廃棄 物 の 処理 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 検査 
や や 風評 被害 対策 、 さ ら に 県 民 へ の 正確 な 知識 の 普及 な ど に 取組 ん で 
きま し た 。 当該 事 逆 の 責任 は 、 一 義 的 に 原因 者 で ある 東京 電力 が 負 выно (市 町 村 等 と 連携 ) 
うべ きも の で あり 、 ー れ ら 様々 な 放射 線上 ジ 響 対策 に つい て も 、 本 来 
は 事故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 実施 すべ きも の で す 。 

県 と 市 町 村 等 は 民間 事業 者 等 の 行う 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請 
求 の 取組 を 支援 する と と も に 、 自 治 体 と し て 必要 と 判断 し た 各種 放 
射線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 東京 電力 に 損害 賠償 請求 を 行っ 
て いま す 。 東京 電力 は 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対 
策 に 要 し た 費用 の 全て に つい て 、 第 一 義 的 に 責任 を 負い 、 速 や か に 
損害 賠償 請求 に 応じ る べき も の で す 。 

これ まで 平成 24 年 1 月 26 日 に 第 1 次 請求 を 行い 、 同 年 6 月 20 日 、 平 成 25 年 2 月 1 日 、 同 年 6 月 21 
日 そし て 平成 26 年 2 月 5 日 の 第 5 次 まで に わた る 損害 賠償 請求 を 行い ま し た 。 請求 金額 は 、 平成 26 年 3 















































































































































































































































東京 電力 社長 へ の 直接 要請 の 様子 





















































月 末 時 点 で 、 測定 経費 、 機 器 購入 費 、 除 染 経 費 、 広 報 経 費 、 人 件 費 な ど 総 額 5, 984, 886 FPH (県 4, 975, 
131 千 円 、 市 町 村 : 906, 805 千 円 、 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 : 102, 951 千 円 ) と な っ て いま す 。 
























































また 、 東 京 電力 が 当該 事故 の 責任 を 広く 認め 、 民 間 事 業者 の 損害 も 含め 、 速やか に 損害 賠償 請求 に 応じ 
る よう 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 東 京 電力 に 対す る 要請 や 交渉 を 断続 的 に 行う と と も に 、 消滅 時 効 へ の 対 
応 な ど 国 に 対し て も 要請 を 行っ て きま し た 。 その 結果 、 放射 線量 測定 や 学校 給食 検査 の 費用 及び 農林 事業 
者 へ の 支援 費用 等 の 一 部 に つい て 、 東 京 電力 と 賠償 人 金 の 支払 い に 合意 する こと が で きま し た 。 

し か し 、 東 京 電力 は 、 住 民 の 安全 ・ 安 心 を 預かっ て いる 県 や 市 町 村 等 が 、 そ の 必要 性 と 合理 性 を 判断 し 
て 実施 し た 放射 線 影響 対策 や 現実 に 発生 し 生産 者 の 経営 に 大 き な 影 響 を 与え て いる 風評 被害 へ の 対策 等 
に つい て 、「 必 要 か つ 合 理 的 な 範囲 を 超え て いる 」 あ る い は 「 自 治 体 の 本 来 業 務 で ある 」 な ど と し て 、 基 
本 的 に 賠償 に 応じ な い 姿 勢 を 変え て お ら ず 、 政 府 指示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど に 賠償 対 
象 を 限定 し て いま す 。 
そこ で 、 直 接 交 渉 だ け で は 、 こ れ 以 上 東京 電力 の 姿勢 が 変化 する こと は 期待 で き な い と 考え 、 平 成 26 
E 1 月 23 日 、 県 及び 24 の 市 町 村 等 が 連携 し て 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) へ 和解 仲 
介 の 申立 て を 実施 し ま し た 。 原発 ADR で の 審理 を 通じ て 、 東京 電力 が 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し て きた 原 
発 放 射線 影響 対策 の 必要 性 、 合理 性 を し っ か り と 認識 し 、 こ れ ま で の 姿勢 を 改め 適切 な 判断 を する こと を 
ET, 

、 平 成 26 年 3 月 末 時 点 の 合意 金額 は 3, 131, 509 千 円 (県 :3, 063, 712 F 町 村 :55, 436 千 円 、 広 
. e 361 千 円 ) と な っ て いま す 。 今後 も 市 町 村 等 と BEL. 速やか に 賠償 が 進む よ 
LENSES, 






































































































































































































































































































































重要 课题 


コラ ム 原子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 、 中 間 指針 











原子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 (昭和 36 年 6 月 17 日 法律 第 147 =, UF AIRE] と 
順 害 ま が 生じ た 場合 の 損害 賠償 に 関す る 基本 的 制度 を 定め て お り 、 今 回 の 事 逆 に お いて 適用 さ 
は 次 の と お り で す 。 

※ 原子 力 損害 : 原発 事故 が 発生 し た 場合 に 、 通 常 生 し る と 考え られ る 範囲 の 損害 


Ето 


























































































































① 東京 電力 は 無 過失 ・ 無 限 責 任 を 負う ( 原 賠 法 3 条 128) 
原子 力 事業 者 (東京 電力 が 該当 し ます ) が 、 原 子 炉 の 運転 等 に より 原子 力 損害 を 与え た 際 の 損害 賠償 
責任 に は 、 通 常 と は 異な り 過 失 を 要件 と し て いま せん ( 無 過 失 責 任 )。 ま た 、 特 に 賠償 の 上 限 が 定め ら 
れ て いな いこ と か ら 和 無限 責任 を 負い ます 。 
② 東京 電力 は 免責 され な い ( 原 賠 法 3 条 1 項 た だ し 書 ) 
ао ене に 巨大 な 天災 地変 」 に よっ て 生じ た 場合 は 免責 され ます 。 し か し 、 東 北 地方 太平 洋 
沖 地震 は この 「 異 常に 巨大 な 天災 地変 」 に は 当たら な いと され 、 Sh AE = нн こ 所 在 す る 他 
i е と な どか ら 、 一 般 的 に は 今回 の 原発 事故 の 場合 は 免責 
され な いも の と され て いま す 。 
EEL, その 責任 の 範囲 に つい て は 、 被害 者 と 加害 者 で ある 東京 電力 で は 見 解 の 相違 が 認め られ ます 。 
③ 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 を 置く ( 原 賠 法 18 条 ) 
原子 力 損害 の 賠償 に 関し て 紛争 が 生じ た 場合 に お ける 、 和 解 仲介 、 自 主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指 
針 の 策定 ( рес опре реа а е в 文部 科学 省 に 設置 され まし た 。 原子力 損 
害 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) は 、 こ の 審査 会 の 中 に 置か れ て い 































































































































































































原子 力 損害 賠償 制度 の 概要 (出展 : 文部 科学 省 ホ ー ム ペー ジ ) 


原子 力 事業 者 に よる 負担 
(無限 責任 ) 
(+ め 要 と 認め る と き は 政府 の 援助 | 


1200 憶 円 
(以内 で 政令 で 定め る 額 ) 


民間 保険 契約 | 政府 補償 契約 
ситои (атлавванияен 


原子 力 損害 崎 尼 [原子 力 損害 の 範囲 等 の 判定 指針 つ 
紛争 審査 会 和解 の 仲介 (ADR) 


【 中 間 指 針 と は 】 

平成 23 年 8 月 5 日 、 原 子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 (上 記 る 原子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 々 ③ 参 照 ) が 、 原 発 事故 の 

2. と 東京 電力 と の 害 賠償 に 関す る 円 滑 な 話し 合い と 合意 形成 を 促す た め に 策定 し た 「 東 京 電力 株 式 会 社 福島 第 

一 、 第 二 原 子 力 発電 所 事故 に よる 原子 力 損害 の 範囲 の 判定 等 に 関す る 中 間 指針 」 の こと で す 。 

中 MISH は 被害 者 と 東京 電力 と の 自主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指針 で あり 法 的 な 拘束 力 は あり ませ ん が 、 中 間 指 針 

は 加害 者 の 東京 志 カ で も 賠償 対象 と し て 認め る と 思わ れる 損害 を 類型 化し た も の で あり 、 実 際 に 東京 電力 も 中 間 指 針 に 

明記 され た 損害 に つい て は 、 基 本 的 に 賠償 対象 と し て 対応 し て いま す 。 
し か し 、 中 間 指 針 に 明記 され な か っ た 損害 で あっ て も 賠償 対象 と な る 場合 が ある こと が 中 間 指 針 自体 に 明記 A 

る に も 関わ ら ず 、 東京 電力 は 中 間 指 針 に 明記 され て いな いこ と な ど を も っ て 、 中 間 指 針 を 理由 に 賠償 を 拒む 例 が 朗 














































































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


注目 情報 1 


























原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 
県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 4 



































対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング (抽出 ) 衣 














子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 























を 心配 され る 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 本 
E 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 て 15 歳 の 子ども を 
周 査 を 実施 し まし た 。 




















調査 結果 に つい て 、 緊 急 第 ば く 医 療 、 放 射線 








また 、 同 有識者 会 議 に お いて 、 
いた だ いた こと 等 を 受け 、 リ スク コ 
も を 対象 に 継続 調査 を 行っ て いま す 。 

さら に 、 平 成 24 年 度 に は 、 県 南部 の 3 市 町 (奥州 
に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 を 創設 し 、 
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防護 、 
「 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 
「 県 民 へ の フォ ロー アッ プ の 観点 か ら 継 引 
ュ ニ ケー ショ ン ※+ の 観点 か ら 、 ヨ 


市 、 一 関 市 、 
この 補助 制度 を 活用 








公衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 に お いて 


























月 査 が 必要 。」 と の 意見 も 
成 23 年 度 に 調査 を 行っ た 子 ど 














平泉 町 ) が 実施 する 内 部 被ばく 検査 等 
し た 内 部 被ばく ※ ま 2 検査 が 3 市 町 合計 で 

































































2, 960 名 の 子ども に 実施 され 、 県 実施 の 調査 と 同様 の 結果 が 報告 され て いま す 。 




















リス クコ ミュ ニケ ーション : 放射 性 





※1 


物質 に よる 健康 影響 や 食品 の 安全 性 な 



































ロイ 明 の 場 
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業者 等 の 意 





ど に 関す る 情報 の 提供 や 住 














の 設定 等 に より 、 正 確 な 情報 を 関係 者 が 共有 し つつ 、 相 互 に 意思 貴 








を 図る こと 。 














※2 内 部 被ばく : 空気 ・ 




















水 ・ 食 べ 物 な ど を 摂取 し て 、 放 射 性 物質 が 体内 に 取り 込ま れる こと 。 な お 、 大 地 か ら の 放射 線 や 宇宙 線 、 エ ッ 

















クス 線 な ど 体 の 外 に ある 放射 性 物質 か ら の 放射 線 を 受け る こと を 外部 被ばく と いう 。 


岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 (平成 23 年 度 調査 結果 ) 





放射 性 セシウム に よる 預託 実効 綴 量 の 状況 шх) 
ВІД 





※ 預託 実効 線量 (ms と は 、 体内 

か がら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 

A Tsa., + £ t, C 70883 СОЕ 
E 48483 es Lt D. 
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預託 実効 線量 (mSv)= 生 涯 果 積 の 内 部 被ばく 線量 





6 人 
=m A 
0022003 0.03 以 上 








00148 0012040238 


区 分 
0.01 未 満 0.01~0.02 未 満 | 0.02~0.03 未 満 0.03~ 
人 数 81 人 45 人 6 人 - 


КЕ om | sm | as | 


岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 (平成 25 年 度 継続 調査 結果 ) 




















1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セン ウム 量 (134Cs 十 137CS ) 





放射 性 セン シン ウム に よる 預託 実効 線量 の 状況 (mSv ) 

















1 回 上 日 (H23 年 度 ) 2 回 目 (H24 年 度 ) 3 辐 目 (H25 年 度 ) 
тварь ОД By 日 以上 
6-а 0 人 6-94 
5~6Bdf 日 本 沽 0 人 
4~5Bd 日 本 满 | 1 人 
IBA Ш 7 人 
2~3Bq 晶 本源 WE 9 人 
1-авеваза ШИНЕ 18 人 
1BqB 本 满 有 ЗА 
Amo) í 3 人 


1вуваза ШВ 9 人 
знатен) ПИТИ 224 アン 


ОА 20А 40А ОА 20А 40А ОА 20А 40А 
※ 3 回目 実施 の 宮古 市 参加 者 2 名 に つい て 、2 国 目 は 未 実施 の た め 、2 回 目 の み 合計 欄 人 数 が 異な る こと 。 


| ※ 検出 限界 は 、 そ れ ぞ れ の 核種 で 概ね 0.8~0.5Bq/t 程 度 | 





1 回 目 ( 平 成 23 年 } 2 同日 (平成 24 年 ) 3 同日 (平成 25 年 ) 


003-- 
Еми 


ao~ 
оба ОА 


осмона БА 


ама g 


сола Er | 


0 人 50 人 0 人 50A 
Жж завжвожатфиоя? сорт ажо. ВОЉЕН AAFS, 


~" па 


0 人 50 人 











【 預 託 実効 線量 の 算出 方 法 】 
1 回 目 は 、 原 発 事故 発生 時 か ら 1 回 
2、3 回 目 は 、 前 回 調査 終了 日 翌日 を 起点 と し 、 各 回 








目 調査 時 (平成 23 年 12 月 頃 ) ま で の 慢性 経口 摂取 と し た 。 
調査 時 ( 各 年 11 月 頃 ) ま で と し て 算出 。 






























































※ 預 託 実効 線量 : 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども で 70 歳 ま で の 生涯 の 累積 線量 を 表し た も の 。 








注目 情报 


注目 情報 2 学校 給食 の 放射 性 物質 濃度 測定 

















県 で は 、 市町村 と 連携 し て 、 児 童 生 徒 の 安全 を 確保 し 、 保 護 者 の 皆さん の 不安 を 解消 する た め 、 給 食 食 
材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ て いま す 。 
県 を は じ め 29 市 町 村 に お いて 、 学 校 給 食 食材 等 の 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 市 町 村 の 測定 に お い 
て 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 検出 され た 場合 、 県 が 精密 検査 を 行う な ど 、 県 と 市 町 村 が 連携 し 、 学 
校 給食 の 安全 確保 に 努め て いま す 。 な お 、 これ まで の 測定 に お いて 、 国 の 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 
また 、 県 で は 、 平成 24 年 度 か ら 平成 25 年 度 に お いて 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 実際 に 提供 し た 給食 の 放 
射 性 物質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 文部 科学 省 の 委託 に より 実施 し ま し た 。 全て 
の 検査 に お いて 、 放 射 性 物質 (放射 性 ヨウ 素 131、 放 射 性 セシウム 134、 放 射 性 セシウム 137) は いずれ 
HH され ませ ん で し た 。 
【 学 校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 市 町 村 (J \ 渡 市 、 大 構 町 、 普 代 村 、 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 (奥州 市 ) | 
こう し た 状況 か ら 、 学 校 給食 に お け oe よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え ら 
れ ま す が 、 今 後 も 継続 し た 測定 を 実施 り 一 層 の 安心 の 確保 に 努め て いき ます 。 











































































































































































































人 @ 県 立 学校 で の 給食 食材 測定 の 様子 


① 給 食 食材 (予定 ) を 用 意 し ます 。 ② ナ ドア m 計 等 で 細か く 細 断 し ます 。 ③ 測 定 容器 に 測定 試料 を 詰め ます 。 


【 検 出さ れ な い ( 不 検出 ) と は ?】 

放射 性 物質 濃度 を 測定 する 場合 、 検 出 で き る 濃度 の 限界 が あり 、 こ れ を 検出 下限 値 と いい ます 。 こ の 検出 下限 値 

司 っ て いた 場合 に 、 検 査 結果 を 「 不 検出 (検出 下限 値 未 満 )」 と 記載 し て いま す 。( な お 、 学 校 給 食 モ ニタ リン 

グ 事 業 で は 、 検 出 下 限 値 を 1 Bq/kg 以 下 に な る よう 検査 時 間 な ど を 設定 し て 検査 し て いま す 。) 
【放射 性 物质 (放射 性 ヨウ 素 、 放 射 性 セン ウム ) 】 

Ф ヨウ 素 131 (Ii -131、 半 減 期 8 日 ) ※ 半 減 期 : 放射 線 を 出す 能力 (放射 能 ) が 元 の 半分 に な る まで の 期間 

呼吸 や 飲食 に より 体内 に 吸収 され や すく 、 甲 状 腺 に 集まる 性 質 が あり ます 。 口 か ら 摂 取 さ れ た ヨウ 素 は 容易 に 
消化 管 か ら 吸 収 さ れ 、 血 中 に 入っ た 後 、30% は 甲状腺 に 蓄積 し 、 残 り は 体内 か ら 排 湯 さ れ ま す 。 半 減 期 が 8 日 と 
短く 、 早 い 段 階 で 放射 線 を 出さ な く な り ま す 。 

Ф セシウム 134 (Cs-134、 半 減 期 : 2 年 )、 セ シウム 137 (Cs-137、 半 減 期 : 30 年 ) 

気化 し や すく 、 飛 散 し や すい 特徴 が あり 、 セ シウム 137 は 半減 期 が 30 年 と 長く 、 主 に 土壌 汚染 、 海洋 汚 3 

因 と な り ま す 。 体 内 に 残存 する 際 、 特 定 の 臓器 に 蓄積 する 性 質 は あり ませ ん 。 

















































































































































































































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


注目 情報 3 野生 山菜 ・ 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 











県 と 県 内 全 33 市 町 村 が 協力 し て 、 野 生 山菜 と 野生 きのこ の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 し て いま 
その 外 、 県 で は 地域 の 住民 か ら 依 頼 を 受け て 市 町 村 が 行う 検査 を 支援 し て いま す 。 
また 、 産地 直売 施設 、 農 業 協同 組合 等 の 生産 者 団体 及び 地方 卸売 市 場 に 対 し 、 出荷 制限 等 の 対象 と な っ 
て いる も の を 販売 する こと の な いよ うに 注意 を 促す と と も に 、 安 全 性 を 確認 し た も の を 消費 者 に 提供 する 
た め 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 の 実施 も お 願い し て いま す 。 

* * * * * 
毎年 、 春 に は 野生 山菜 、 秋 に は 野生 きのこ が 県 内 各地 の 産地 直売 所 や 食料 品 店 の 店 頭 に あふ れる と と も 
に 、 山菜 採り や きのこ 採り を 楽し む 沢 山 の 人 た ち が 県 内 各地 の 野山 に 分 け 入 り ま す 。 野生 山菜 や 野生 き の 
こ は 、 季 節 の 味覚 と し て だ け で は な く 、 行 楽 と し て 私 た ちの 生活 の 一 部 と な っ て いま す 。 
原発 事故 は 、 そ ん な 県 民 の 身近 な 楽し み に ま で 影響 を 及ぼ し ま し た 。 原発 事故 の 放射 性 物質 が 、 県 内 の 
一 部 の 野生 山菜 や 野生 きのこ か ら 検 出さ れ て お り 、 中 に は 平成 24 年 4 月 に 施行 され た 国 の 定め る 食品 の 
新た な 基準 値 100Bq/kg を 超え る 値 が 検出 され た も の も あり 、 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な っ て いる 野 
生 山 菜 、 野 生き の こ が 発 生 し て いま す 。 
県 で は 、 安心 し て 野生 山菜 と 野生 きのこ を 楽し ゃ こと が で きる よう に 、 市 町 村 と 協力 し て 野生 山菜 と 野 
生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 し 、 分 か りや すく 情報 提供 を し て いま す 。 



























































































































































































































































【 検 査 の 流れ 】 













































































還 の 基準 値 未 満 の 場合 は 対応 な し ) 
準 値 を 超え た 場合 は 出荷 自粛 等 の 措置 等 を 
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県 ホー ムペ ー ジ 等 で 一 般 向け 

















【 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自粛 要請 の 状況 】 成 26 年 3 月 31 H 

















《 野生 山菜 》 ^ 当 該 市 町 村 で 採取 され る 野生 山菜 の 品目 ご と に 対象 と な り ま す て 

コシ アブ ラ (盛岡 市 ・ 花 巻 市 ・ 北 上 市 ・ 遠 野市 ・ 釜 石 市 ・ 奥 州 市 ・ 住 田町 ) 、 ゼ ンマ イ (一 関 市 ・ 
野生 ワラ ビ (一 関 市 ・ 陸 前 高田 市 ・ 奥 州 市 、 平 泉町 ) 、 野 生 セ リ (一 関 市 ・ 奥 州 市 )、 タ ケ ノ コ (一 関 市 ・ 陸 前 
奥州 市 )、 野 生 コ ゴ ミ (花巻 市 ・ 陸 前 高田 市 ) 、 野 生 タ ラノ メ (一関 市 )、 野 生 ミ ズ (一 関 市 )、 野 生 フ キ (奥州 市 ) 、 
生 サ ン シ ョ ウ (奥州 市 ) 













































































































































































《 野生 きのこ 》 ~ 当 該 市 町 村 で 採取 され る 野生 きのこ 全体 が 対象 と な り ま す て 
大 船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 
























































注目 情報 




















【 平 成 25 年 野生 きのこ マッ プ 】 県 産 農林 水産 物 の モニ タリ ング 検査 は 、 


下 販売 を 目的 と し て 生産 され た も の を 対象 と 
ЕЕ mr mer | し て いま す 。 し か し 、 野生 山菜 と 野生 きのこ 
mw а ЕА оу, B EG 0 о уч 
分 け す る な ど 、 販 売 を 目的 と し な い 場 合 も 多 
く 、 こ の よう な 行楽 目的 の 県 民 に 向け て 県 内 
の 野生 山菜 や 野生 きのこ の 状況 を 提供 する 
必要 が あり まし た 。 ЕК, 野生 山菜 や 野生 き 
の こ 採 り に 、 他 の 市 町 村 に 出かけ る 場合 も 少 
な く な いこ と か ら 、 県 内 全域 の 傾向 が 把握 し 
や すい も の で な けれ ば な り ま せん 。 
そこ で 、 全 市 町 村 検査 の 結果 に つい て は 、 
検査 結果 の 一 覧 と は 別に 県 内 の 市 町 村 単 位 
に 検査 結果 ・ 出 荷 制限 指示 等 の 状況 を 表示 し 
た 地図 デー タ を 手作り で 作成 し 、 県 公式 ホー 
ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 
《 掲載 中 の マッ プ 》 
野生 きのこ マッ プ (平成 24 Я 
野生 こごみ マッ プ (平成 25 年 
野生 わら び マ ッ プ (平成 25 年 

































































※ モ ニタ リン グ 検 査 : 放射 線量 や 放射 性 物質 濃度 な どの 状態 を 把握 、 監 祝 す る た め 検 査 を 行う こと 。 








コラ ム 検査 の 協力 体制 に つい て 








県 と 市 町 村 及 び 流 通関 係 者 は 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 を 協力 し て 実施 し て いま す 。 
Q 一 次 測定 : 市 町 村 や や 流通 関係 者 が 、NaI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ で 測定 。 
> 国 の 定め る 基準 の 1/2 以上 の 値 が 測定 され た 場合 は 、 再 測定 を 県 に 依頼 する 。 
② 再 測定 : 県 は ① の 依頼 に も と づき 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 に より 精密 測定 を 実施 。※ 
> 国 の 定め る 基準 を 超え る 値 が 測定 され た 場合 は 、 出 荷 自粛 等 の 措置 を 講じ る 。 
※ 出荷 自粛 等 の 措置 を 講じ る た め に は 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 で 測定 し た レベ ル の 精度 が 必要 と な り ま す 。 












































ヨウ 化 ナ トリ ウム (Nal) ゲル マニ ウム の 結 
の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 卓 を 検出 器 と し て 利 
し た も の で 、 ゲ ダ ゲルマニウム 用 し た も の で 、 試料 中 
半導体 検出 器 と 比較 し て 精 の 放射 性 物質 の 種類 
度 は 劣る が 、 維 持 管理 が 容 と 量 を 精密 に 測定 可 
易 で 簡便 に 測定 可能 。 и 能 。 












































第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


注目 情報 4 県 民 等 へ の 情報 発信 の 取組 














県 で は 、 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 放 射線 量 の 測定 や 県 産 
材 等 の 検査 な ど を 実施 し 、 正 確か つ 速 や か に 公表 する と と も に 、 
け 線 影響 対策 に 関す る 基本 的 な 知識 の 理解 や 風評 被害 防止 の た め 、 
広報 誌 に 特集 記事 を 掲載 する な ど 情 報 発信 に 取り 組ん で いま す 。 
な か で も ホー ムペ ー ジ に よる 情報 発信 は 早く か ら 取 り 組 ん で お 
り 、 平成 23 年 6 月 に 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 内 に ポー タル サイ ト 「 環 
境 放射 能 に 関す る 情報 」 を 開設 し まし た 。 
この ポー タル サイ ト は 、 測定 結果 を 測定 対象 、 測 定 実施 日 な ど で 
整理 し て 掲載 し 、 あ わせ て 県 の 取組 方 針 や セミ ナー 等 イベ ント の お 
知ら せ 、 放 射線 の 基礎 知識 を まとめ た パン フレ ッ ト 、 国 や 市 町 村 の 
取組 な どの ホー ムペ ー ジ を リン ク L. 測定 結果 だ け で な く 基 礎 知識 
や 県 等 の 取組 の 把握 が 可能 な も の と な っ て いま す 。 
し か し 、 測 定 結 果 に つい て は 、 連 日 の よう に 新しい デー タ が 追加 
され 、 多 く 蓄 積 さ れる に つれ 、 日 常 生活 の 場面 で 活用 する うえ で は 
見 づら いも の と な り ま し た 。 
そこ で 、 平 成 24 年 6 月 に 、 ポ ー タ ル サ イ ト 内 に 「 い わ て の 今 」 
と いう コー ナー を 設け 、 県 民 等 が 関心 の 高い チ テーマ で ある 「 生 活 空 
間 の 放射 線量 」「 岩 手 県 産 食 品 の 安全 性 情報 」「 健 康 へ の 影響 (内 部 
被ばく)」 の ペー ジ を 順次 開設 し 、 県 内 外 の 方 が 見 や すく 、 分 か り 
や すく 閲覧 で きる よう 、 測 定 結 果 に 加え その 評価 を 明示 する と と も 
に 、 閲 覧 する 方 の 理解 を 助け る た め 地 図 や イラ スト な ど を 掲載 し ま 
し た 。 な お 、「 健 康 へ の 影響 ) の ペー ジ で は 、 基 礎 知識 を 分 か りや ニ < 
すく お 知ら せ す る イラ スト も 掲載 し て いま す 。 eh трите, 
さら に 、 季 節 感 に 配慮 し 「 野 生 山 菜 」「 野 生き の こ 」 の ペー ジ も 
開設 し 、 春 の 山菜 採り 、 秋 の きのこ 採り シー ズン に あわ せ て 、 検 査 
結果 を 地図 を 用 いて お 知ら せ し 、 採 取 の 際 の 留意 点 な ども お 知ら せ 
し て いま す 。 
平成 26 年 3 月 に は 、 膨 大 な 測定 結果 を より 見 や すく 閲覧 で きる 
よう に する た め 、 測 定 結果 の 「 検 索 サ イト 」 を ポー タル サイ ト 内 に 
開設 し まし た 。 
この サイ ト の 開設 に よっ て 、 年 間 数 万 件 に 及ぶ 各種 測定 結果 に つ 
いて 、 施 設 の 放射 線量 な ど は 地図 上 か ら 、 食 品 の 測定 結果 は 品目 や 
採取 期間 、 地 域 な どの 条件 で 検索 し 閲覧 で きる よう に な り ま し た 。 
これ か ら も 、 県 民 等 の 不安 を 解消 し 、 風 評 被害 を 防止 し て いく た 
め 、 県 内 外 に 継続 し て 情報 発信 の 取組 を 進め て いき ます 。 
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放射 線 測 定 検索 ペー ジ 





注目 情报 


コラ ム 市 民 と 協 働 し た 放射 線量 測定 、 奥 州 市 放射 線量 測定 マッ プ に よる 情報 発信 


市 町 村 で は 、 各 種 測定 結果 や 放射 線 の 基礎 知識 な ど に つい て 、 ホ ー ム ペー ジ や 広報 詰 な ど を 活用 し て 情 
報 発信 に 取り 組ん で いま す が 、 奥 州 市 で は 、 市 の 行っ た 測定 結果 に 加え 、 市 民 自ら 測定 し た 結果 に つい て 
も 地図 上 に 記録 し 、 ホーム ペー ジ で 公開 し て お り 、 市 民 と 協 働 し た 情報 発信 に 取り 組ん で いま す 。 
奥州 市 で は 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 市 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 市 内 の 定点 に つい て 
市 が 定期 的 に 放射 線量 を 測定 する と と も に 、 平成 24 年 1 月 か ら は 自治 会 や 町 内 会 、 PTA や 保護 者 会 な どの 団 
体 や 奥州 市 に 住所 を 有する 市 民 な ど に 簡易 放射 線 測定 器 の 貸出 を 行い 、 市 民 自 ら が 放射 線量 の 測定 を で き 
る よう に し て いま す 。 
平成 24 年 3 月 か ら は 、 こ れ ら 測定 結果 を 市 民 と 情報 の 共有 を 図り 、 放射 線 影響 に 対す る 安全 の 確保 と 不 
安 の 解消 に 寄与 する こと を 目的 に 、 市 の 行っ た 測定 に 加え 、 市 民 が 測定 し た 放射 線量 の 結果 を 「 奥 州 市 放 
射線 量 測定 マッ プ (以下 「 マ ッ プ 」 と い う 。)」 に 記録 し 、 奥 州 市 の ホー ムペ ー ジ 上 で 公開 する と と も に 、 
必要 に 応じ て 地区 セン ター 等 に 掲示 し て いま す 。 
市 か ら 簡 易 測 定 器 を 借り 、 放 射線 量 を 測定 し た 市 民 は 、 泊 定 結果 を 記し た 報告 書 を 市 に 提出 し 、 市 は そ 
の 結果 を マッ プ に 記録 し ホー ムペ ー ジ 上 で 公表 し て いま す 。 ホ ー ム ペー ジ で は 、 確 認 し た い 測 定 結 果 を 住 
所 や 施設 名 な どか ら 検 索 が で き 、 さ ら に は マッ プ 上 か ら 「 行 政 施設 」「 学 校 ・ 保 育 園 」「 公 園 ・ ス ポー ツ 施 
設 」「 そ の 他 」「 市 民 測定 」 の 区 分 で 測定 結果 を 検索 する こと が で きま す 。 
平成 25 年 度 未 まで 、2, 920 の 市 民 (団体 ) が 、 市 か ら 測定 器 を 借り て 測定 を 行い 、 平 成 24 年 3 月 の マ 
ッ プ 開設 以降 は 2, 142 地点 の 測定 デー タ が マッ プ に 掲載 され て いま す 。 な お 、 平 成 26 年 3 月 末 時 点 で 、 
14, 782 件 の 閲覧 数 と な っ て いま す 。 










































































Ф 奥州 市 放射 線量 測定 マッ プ http://www. sonicweb-asp. jp/oshu (出展 : 奥州 市 ホー ムペ ー ジ ) 


АЙ URL コビー 印刷 
OsHU CITY WEB テー マ : 放 射線 量 マ ッ ブ 利用 規約 計測 メモ 設定 
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第 1 章 重要 課題 へ の 取組 状況 ・ 注 目 情報 


注目 情報 5 県 民 へ の 普及 啓発 の 取組 


























県 で は 、 放 射線 の 影響 に 対す る 県 民 の 不安 解消 の た め に は 、 県 民 が 
放射 線 に つい て 正しく 理解 する 機会 等 を 設け る こと が 重要 で ある と 考 
え 、 パ ン フ レッ ト の 作成 の ほか 、 有 識者 を 講師 と し た セミ ナー や 県 民 
と の 意見 交換 等 を 行う リス クコ ミュ ニケ ーション の 開催 に より 、 放 射 
線 に 関す る 普及 啓発 に 取り 組ん で いま す 。 





















































ионини. 
внЕйВЕОЕЗ 

① パン フレ ッ ト 

普及 啓発 の 資料 に つい て は 、 放 射線 の 基礎 知識 の ほか 、 食 品 や 健 

康 影響 等 に 関す る 情報 を 取り まとめ 、 パ ン フ レッ ト を 作成 し まし た 。 

この パン フレ ッ ト は 、 重 点 調 査 地域 の 3 市 町 に 全戸 配布 し た ほか 、 

県 内 各市 町 村 に 配布 し て 、 県 民 へ の 情報 発信 を 行っ て いま す 。 

② セミ ナー 
セミ ナー は 、 県 民 を 対象 と し た セミ ナー と 県 民 か ら の 相談 に 対応 

する 自治 体 職 員 を 対象 と し た セミ ナー の 2 種類 に 分 け て 、 平成 23 年 

度 か ら 実 施し て いま す 。 

県 民 を 対象 と し た セミ ナー に つい て は 、 県 内 各所 に お いて 、 放 射 
線 に 関す る 有識者 に より 基礎 知識 や 県 内 の 状況 等 に か か る 講演 を 行 
い 、 ま た 、 自 治 体 職 員 を 対象 と し た セミ ナー に つい て は 、 基 礎 編 、 
スキ ル ア デップ 編 な ど 知 識 の 習得 状況 に あわ せ た 内 容 で 実施 し て いま 
+, 

③ 食品 と 放射 線 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション 

食品 の 安全 性 に 対す る 信頼 の 回 復 に は 、 放 射線 に 関す る 正しい 理 

解 と と も に 、 県 民 相 互 の 意思 疎通 が 不可 欠 で ある こと か ら 、 基 調 講 

演 や 放射 線 健康 影響 調査 結果 報告 の ほか 、 消 費 者 、 生 産 者 、 事 業者 

等 に よる パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン 、 参 加 者 と の 意見 交換 等 を 行っ て 





















































































































































































































































































































































者 か ら は 、 聴 講 を 通じ て 疑問 が 解消 し た り 、 不 安 の 解消 が 区 
Дарк, 


情報 発信 の 充実 、 よ り 多 く の 食品 の 検査 を 求め る 意見 等 が あり リス クコ ミュ ニケ ーション 
の 様子 














































































































の 情報 発信 は ホー ムペ ー ジ が 中 心 だ が 、 手 軽 に ネッ ト 
と 閲覧 で き な い 多く の 県 民 が いる 中 、 新 聞 や テレ ビ を も っ と 活用 す 
за, | と いっ た 意見 等 を 踏ま え 、 県 民 が より 手軽 に 入手 し や すい 
手段 に よる 情 者 到 組 が 必要 と 考え られ た た め 、 平 成 25 年 12 
j 及び 平成 26 年 3 月 に は 、 新 聞 広 告 を 活用 し 、 食 品 の 安全 性 に 関す 
る 情報 等 を 発信 し て いま す 。 
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注目 情报 


手 県 地域 防災 計画 原子 力 災 害 対策 編 の 策定 

















、 放 射 性 物質 の 拡散 に 伴う 除 染 作業 の 実施 や 生産 活動 
期 か つ 広 範囲 に わた っ て 県 民生 活 に 影響 を 及ぼ し 




































































県 地域 防災 計画 は 大 雨 や 地震 ・ 津 濾 、 火 山 等 の 自 
SrA - 作 成 し て いま し た が 、 こ うし た 状況 を 踏ま え 、 本 県 

に S い て や 、 原子力 災 書 が 落 生 し た 場合 の 対処 方 法 千 を あら か じ め 
定め て お く 必 要 が ある と 判断 し 、 県 で は 、 o 日 に 開催 
し た 岩手 県 防災 会 議 に お いて 、 新 た に 岩手 県 地域 防災 計 
災害 対策 編 を 策定 し ま し た 。 原子 力 災害 対策 編 に は 、 я 
か ら の 情報 収集 や 住民 の 避難 、 環 境 等 の モニ タリ ング 等 、 原 子 力 災 
害 発生 時 等 に 講ず べき 対策 が 盛り 込ま れ て いま す 。 

また 、 原子 力 災害 対策 編 に 定め る 対策 を 迅速 か つ 確 実に 実施 する 
た め に は 、 原子 力 災害 が 発生 し た 場合 等 に お ける 情報 連絡 体制 を 原 
В S S н 
は 、 平 成 25 年 3 月 28 日 付け で 東北 電力 株 式 会 社 と の 間 で 「 原 子 力 発 
電 所 に 係る 県 民 の 安全 確保 の た め の 情 報 連 絡 等 に 関す る 協定 」 を 締 
結 し まし た 。 さ ら に 、 日 本 原 燃 株 式 会 社 に ※ 、 平 成 25 年 9 月 
20 日 付け で 原子 力 災害 等 が 発生 し た 場合 の 速やか な 情報 提供 を 文 
書 で 要請 し 、 9 月 30 日 付け で 承諾 が 得 ら れ ま し た 。 こ れ ら の 協定 締 
結 等 に より 、 原子 力 災害 発生 時 に は 原子 力 事業 者 か ら 県 に 直接 情報 
提供 が 行わ れる こと と な り ま し た 。 


































































































































































































































































































コラ ム 隣接 県 に 立地 する 原子 力 事業 所 


本 県 に 立地 する 原子 力 事 業 所 は あり ませ ん が 、 隣 接 県 に 立地 する 下記 の 事業 所 を 周 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 
子 力 災害 対策 編 に 位置 付け て いま す 。 
事業 者 事業 所 所 在 地 
東通 原子 力 発電 所 県 下北 郡 東通 村 
女川 原子 力 発電 所 県 牡鹿 郡 女 川町 及び 石巻 市 
・ ウ ラン 濃縮 工場 
・ 再 処理 工場 
・ 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 埋設 セン ター 
・ 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 貯蔵 管理 セン ター 




































































東北 電力 株 式 会 社 

































































本 原 燃 株 式 会 社 
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第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


第 1 節 東京 電力 株 式 会 社 原 子 力 発電 所 事故 の 影響 と 体制 整備 


1 東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 の 影響 
東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 (以下 、「 原 発 事故 」 と いう 。) に よっ て 環境 中 に 放出 され た 放射 性 
物質 は 広範 囲 に 拡散 し まし た 。 そ の 後 、 物 理 的 減衰 **\ や ウェ ザ リ ン グ 効 果 *2?、 さ ら に は 除 染 に よる 効果 等 
に より 、 放 射線 量 は 低減 し て き て いま す が 、 事 故 の 影響 は 発 災 か ら 3 年 以上 が た っ た 今 も 続い て いま す 。 
本 県 に は 、 原 子 力 発電 所 等 の 原子 力 関連 事業 所 が 立地 し て いな いも の の 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よっ て 発 
生 し た 原発 事故 は 、 放 射 性 物質 の 拡散 に 伴う 除 染 作業 の 実施 や 生産 活動 の 停滞 な ど 、 広 範囲 に わた っ て 県 


民生 活 に 影響 を 与え る こと と な り ま し た 。 


※1 物理 的 減衰 : 放射 性 物質 の 放射 線 を 出す 能力 (放射 能 ) が 時 間 の 経過 と と も に 低下 し て いく こと 。 
※2 ウェ ザ リ ン グ 効 果 : 風雨 等 の 自然 要因 に よっ て 、 放 射 性 物質 が 減少 し 放射 線量 が 低減 する こと 。 








































































































(1) 放射 性 物質 の 分 布 の 状況 
原発 事故 に よる 影響 を 把握 する た め 、 文 部 科学 省 が 本 県 全域 で 航空 機 モ ニタ リン グ を 平成 23 年 9 月 
か ら 10 月 に か け て 実施 し 、 そ の 結果 を 平成 23 年 11 月 11 日 に 公表 し ま し た 。 

延べ 70 回 の 飛行 調査 を 行い 、 地 表面 か ら 1 メー トル の 高 さ の 放射 線量 と 地上 に 沈着 し た 放射 性 セ シ 
ウム の 量 を 測定 し まし た 。 
調査 の 結果 、 放 射線 量 は 県 内 の 大 部 分 の 地域 が 毎時 0.1 マイ クロ シー ベル ト (u Sv/h) 以下 で し た が 、 
奥州 市 、 一 関 市 、 平 泉町 な どの 県 南 地 域 で は 、0.1Sv/h を 超え 0.5m Sv/h 以下 の 地域 が あり まし た 。 
(図表 2- 1 ) 
HTA, 長期 的 な 目標 と し て 、 自然 界 や 医療 行為 か ら 受け る 放射 線量 を 除い た 追加 被ばく 線量 が 年 間 
1 ミリ シー ベル ト (1 時 間 当 た り で は 0.23p Sv/h に 相当 ) 以下 を 目指 す と し て いま す 。 

上 空 や 地上 に お ける 調査 の 結果 、0.23, Sv/h 以上 が 計測 され た 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 県 南 3 
市 町 に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 定め る 汚染 状況 重点 調査 地域 (以下 、「 重 点 調査 地 
域 」 と いう 。) と し て 指定 を 受け 、 除 染 す べき 区 域 を 定め て 国 の 支援 に より 除 染 が 行わ れ て ます 。 

それ 以外 の 地域 で も 、 県 や 市 町 村 が 行っ た 測定 の 結果 、 雨 どい の 下 側 潮 な ど 局 所 的 に 放射 線量 の 高 
い 箇 所 に つい て は 、 平 成 23 年 9 月 に 県 が 定め た 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 学 校 や や 
公園 な ど 子 供 た ち が 生 活 する 環境 を 中 心 に 除 染 な どの 低減 措置 が 進め られ まし た 。 














































































































































































































































































































【 航 空 機 モ ニタ リン グ 】 

航空 機 モ ニタ リン グ は 、 地 表面 の 放射 性 物質 の 薔 積 状況 を 確認 する た め 、 航 空 機 に 大 型 高 感度 の 検出 問 を 搭載 し 、 
地上 に 沈着 し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 広範 囲 か つ 迅 速 に 測定 する 方 法 で す 。 この 手法 は 、 原子 力 安全 委 
に よる 環境 モニ タリ ング 指針 に お いて も 有効 な 手段 と し て 推奨 され て いる も の で す 。 
測定 原理 は 、 高 感度 の 検出 問 を 搭載 し た 航空 機 が 対地 高度 150m か ら 300m の 上 空 を 飛行 し な が ら 、 上 空 に お いて 
地表 面 か ら の ガン マ 線 を 1 秒間 に 1 回 の 頻度 で 連続 測定 し 、 そ の 測定 結果 を 高度 に よる 減衰 を 考慮 し 地表 面 か ら 1 
m の 空間 線量 率 と し て 算出 する も の で す 。 
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a 
Е: 
№ 

1 
= 
Hš 


機 モ ニタ リン グ 調 査 結果 (出典 : 原子 力 規制 委員 会 ホー ムペ ー ジ ) 











【 放射 線 の 種類 】 
「 放 射線 」 は 物質 を 透過 する 力 を 持っ た 光線 に 似 た も の で 、 g 線 を 止め る 6 線 を 止め る 7 線 、》 線 を 止め る 中 性 子 線 を 止め る 
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! 

アル ファ (а) 線 、 ベ ー タ (В) 線 、 ガ ンマ (y) 線 、 エ ッ | 
クス (X) 線 、 中 性 子 線 な ど が あり ます 。 
【 放 射線 の 防護 】 т фр нет 
放射 線 は これ ら 種類 に よっ て 物 を 通り 抜け る 力 が 違い ま ! 
す の で 、 そ れ ぞ れ 異 な る 物質 で 遮る こと が で きま す 。 放 射線 ! 
は コン クリ ー ト な どの 物質 に より 遮る GENOTI) こと が лу чрн Ap ww І 
TZIA, EME 5 (5) こと に より 弱く な り ま す 。 2770008 ! 
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また 、 原発 事故 で も た ら さ れ た 放射 性 物質 は 、 自然界 に 永 та O エーー 
遠 に 残る も の で は な く 、 時 間 と と も に 少な く な り ま す 。 放射 司 



































性 物質 は その 中 の 原子 核 が 放射 線 を 出し て 別 の 原子 核 に 変 

し し 、 最 終 的 に は 放射 性 物質 で な く な り ま す 。 放 射 性 物質 が 
分 に 減少 する まで の 時 間 を 半減 期 と いい 、 こ の 半減 期 は 放 Ф 7845940 ポ コシ 2 リー ト 
性 物質 の 種類 に よっ て 異な り 、 例 えば ヨウ 素 131 の 場合 は и. 

、 セ シウム 134 は 約 2 年 、 セ シウム 137 は 約 30 年 で す 。 出展 : 資源 エネ ルギー 庁 「 原 子 力 2010」 


(2) 牧草 へ の 放射 性 物質 の 影響 

原発 事故 に よる 本 県 へ の 影響 が 懸念 され る 中 、 県 は 、 平成 23 年 5 月 11 日 に 、 国 の 示す ルー ル に 沿っ 
て 、 県 内 3 地域 (県 北東 部 、 県 北西 部 、 県 南部 ) で 牧草 を 採取 し 、 放 射 性 物質 の 影響 に つい て 調査 を 実 
施し まし た 。 調査 の 結果 、 滝 沢村 (当時 ) で 採取 し た 牧草 か ら 、 国 が 定め た 乳 用 和牛 ( 経 産生 及び 初回 交配 
以降 の 和牛) 及び 肥育 生 に 給与 する 粗飼料 の 暫定 許容 値 (以下 「 飼 料 の 暫定 許容 値 」 と いう 。) を 超え る 
放射 性 セン ウム が 検出 され まし た 。 
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第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 





さら に 、 一 関 市 の 放射 線量 の 測定 や 、 宮 城 県 に お ける 県 境 の 牧草 の 放射 性 物質 濃度 測定 結果 を 踏ま え 、 
牧草 の 安全 性 を 再 確認 する た め 、 一 関 市 (I 旧 藤沢 町 含む お) に お いて 、 牧 草 の 放射 性 物質 濃度 を 検査 し た 結 
果 、 暫 定 許容 値 を 超え る 放射 性 セン シン ウム が 検出 され まし た 。 こ の 結果 を 受け 県 南部 の 全市 町 村 の 放射 性 物 
質 濃度 を 検査 し た 結果 、 新 た に 遠野 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 、 大 棚町 の 一 部 で 、 飼 料 の 暫定 許容 値 を 超え 
る 放射 性 セシウム が 検出 され まし た 。 





































































































2 原発 放射 線 影響 対応 本 部 か ら 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 へ 

県 は 、 飼 料 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 滝沢 村 、 一 関 市 ( 旧 藤 沢 町 を 含む ) 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 、 
大 棚町 の 一 部 に 、 乳 用 和牛 ( 経 産生 及び 初回 交配 以降 の 生 ) 及び 肥育 生 へ の 牧草 の 利用 自粛 や 放牧 の 見 合わ 
せ を 要請 する と と も に 、 平 成 23 年 6 月 22 日 に 、 総 務 部 長 を 本 部 長 と する 原発 放射 線 影響 対応 本 部 を 設置 
し 、 庁 内 各部 局 が 連携 し て 放射 線 影響 に 対応 する 体制 を 整え まし た 。 

7 月 13 日 に は 、 原 発 事故 以降 に 水田 か ら 収 集 さ れ た 放射 性 セン シン ウム を 含む 稲 わ ら が 肉 用 和牛 に 給与 され て 
いた 間 題 で 、 間 産 農家 に 対し 、 こ の よう な 稲 わ ら の 利用 を 差し 控え る よう 注意 を 喚起 し 、 7 月 16 日 に は 、 
放射 性 セシウム に よる 汚染 が 懸念 され る 県 外 産 稲 わ ら の 給与 自粛 や 、 こ の よう な 稲 わら を 給与 し た 肥育 和牛 
の 出荷 自粛 を 要請 し まし た 。 

し か し 、7 月 20 日 、 県 内 に お いて 汚染 稲 わ ら が 給与 され た 牛肉 か ら 暫 定規 制 値 を 超え る 放射 性 セン ウム 
が 検出 され 、 こ の 事態 を 受け て 県 は 、7 月 29 R. 原発 放射 線 影響 対応 本 部 を 、 知 事 を 本 部 長 と する 原発 放 
射線 影響 対策 本 部 (以下 「 対 策 本 部 」 と いう 。) に 格上げ し 、 全 庁 挙げ て この 問題 に 取り 組む べく 体制 を 強 
ELELE 































































































































































































(1) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 
対策 本 部 は 、① 放 射線 量 測定 に 係る 対応 方 針 、② 放 射線 量 低減 
に 向け た 取組 方 針 、③ 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 、④ 放 射線 影響 
に 係る 県 民 へ の 情報 提供 の あり 方 、⑤ 放 射線 影響 に 伴う 風評 第 害 
の 防止 な ど を 所 掌 事 務 と し て お り 、 知 事 を 本 部 長 、 副 本 部 長 を 副 
知事 、 本 部 員 を 関係 部 局長 で 構成 され る 本 部 員 会 議 、 関 係 部 局 の 
課長 で 構成 され 、 本 部 員 会 議 開催 に 先立っ て 連絡 調整 な ど を 行う 
連絡 会 議 、 関 係 部 局 の 職員 で 構成 され 、 各 種 対応 方 針 等 に 関す る 






































































































































4, " " 1 回 原発 放射 線 影 響 
調整 や 市 町 村 等 関係 機関 と の 連携 等 を 行う 放射線 影響 対 策 特命 SH 








ー ム な ど で 和 構成 され て いま す 。 (図表 2-2) 

本 部 員 会 議 は 、 平 成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 まで 合計 16 回 開催 され て いま す 。 各 種 方 針 の 策定 や 改 
訂 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 放 射線 影響 対策 の 取組 状況 な が ど に つい て 協議 ・ 決 定 し 、 対 策 本 部 
の 決定 を 踏ま え 全 庁 挙げ て 各種 対策 を 進め て いま す 。( 図 表 2- 3 ) 











































































































知事 を 本 部 長 、 副 知事 を 副本 部 長 と し 、 本 部 員 は 以下 の 部 局長 等 で 構成 し て いま す 。 
保健 福祉 部 長 、 商 工 労働 観光 部 長 、 農 林 水 産 部 長 、 | 
















































































秘書 広報 室長 、 総 務 部 長 、 政策 地 域 部 长 、 環境 生活 部 長 、 
県 土 整 備 部 長 、 県 南 広 域 振興 局長 、 医療 局長 、 企业 局 长 、 教 育 长 、 警 察 本 部 长 
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イ 連絡 会 議 
各部 局 等 と の 調整 等 を 円 滑 に 行う た め 、 総 務 室 長 を 議長 と し 、 各 部 局 等 の 課長 を 連絡 員 と し て 構成 
し て いま す 。 本 部 員 会 議 開催 に 先立っ て の 調整 
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| 議長 : 総務 室長 、 副 議長 : 環境 保全 課 総括 課長 i 
| 連絡 員 構 成 室 課 : 広 聴 広報 課 、 総 務 室 、 政 策 推進 室 、 環 境 生活 企画 室 、 保 健 福 祉 企画 室 、 商 工 企画 室 、 農 林 水 | 
; 産 企画 室 、 県 土 整 備 企 画 室 、 県 南 広域 振興 局 総務 部 総務 課 、 医 療 局 経営 管理 課 、 企 業 局 経営 総務 室 、 教 育 委員 | 
会 事務 局 ス ポー ツ 健 康 課 、 警 察 本 部 警備 課 

















ти 

平成 23 年 8 月 5 日 に 放射 線 影響 対策 特命 チー ム (以下 「 特 命 チ ー ム 」 と いう 。) 
特命 チ ー ム は 、 各 種 対応 方 針 等 に 関す る 調整 や 、 市 町 村 等 関係 機関 と の 連携 等 を 行う こ 
総務 部 、 環 境 生活 部 、 保 健 福祉 部 、 農 林 水 産 部 、 県 土 整 備 部 、 企 業 局 、 教 育 
成 し まし た 。 平成 24 年 4 月 1 日 か ら は 、 総務 部 総務 室 に 放射 線 影響 対策 課長 が 設置 され ん た こと に と も 
な い 、 放 射線 影響 対策 課長 を チー ムリ ー ダ ー に 、 チ ー ム 員 を 総務 部 、 環 境 生活 部 、 保 健 福祉 部 、 商 工 
労働 観光 部 、 農 林 水 産 部 、 県 土 整備 部 職員 の 構成 に 変更 し て いま す 。 

т アド バイ ザー 

特命 チー ム の アド バイ ザー と し て 、 平 成 23 年 8 月 か ら 4 名 の 学識 経験 者 を 委嘱 し て いま す 。 

Е е а о оке 




























































































































































































































































































# O sss 

岩手 大 学 ”农学 部 農学 生命 課程 教授 築城 ед 氏 иа 
岩手 大 学 農学 部 附属 動物 医学 食品 安全 教育 研究 セン ター 教授 佐藤 至 氏 月 ai 現在 | 
元 岩手 医科 大 学 医学 部 特 任 教授 板井 一 好 氏 : 




















平成 24 年 3 月 13 日 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 除 染 の 実施 な ど 県 南部 に お いて 市 町 
の 取組 を 重点 的 に 支援 し て いく た め 、 県 南 広域 振興 局 に 現地 対応 チー ム を 設置 し まし た 。 重点 的 な 対 
応 が 必要 な 地域 を 所 管 す る 広域 振興 局 に 必要 に 応じ て 設置 する も の で 、 チ ー ム リー ダー、 サ ブリ ー ダ 
一 及び チー ム 員 で 構成 し 、 そ れ ぞ れ 県 南 広域 振興 局 等 の 職員 で 構成 し て いま す 。 

現地 対応 チー ム で は 、 関 係 市 町 職員 を 対象 と し た 農林 業 系 副産物 に 関す る 勉強 会 の 開催 や 市 町 が 行 
う 汚染 牧 草 等 の 焼却 に 関す る 住民 説明 会 へ の 参加 な ど 市 町 の 取組 を 継続 し て 支援 し て いま す 。 
л 事務 局 
対策 本 部 が 設置 され て か ら 、 総 務 部 総合 防災 室 に 事務 局 を 置い て いま し た が 、 平 成 24 年 4 月 1 日 、 
総務 部 総務 室 に 放射 線 影響 対策 課長 が 設置 され た こと に 伴い 、 対 策 本 部 の 事務 局 を 総務 室 に 変更 し て 
いま す 。 





























































































































図表 2-2 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 組織 図 











副本 部 长 

( 副 知 事 ) 
【 特 命 チ - ム 】 

| 本 庁 各部 局 職員 1 и 

内 、 実 質 専従 4 名 
(総務 室 兼 務 発 令 ) 


„----------------------4 


【 現 地 対 応 た は 】 


i$ > р 配置 振興 局 職員 等 
連絡 員 НА (各部 職員 か ら 任 命 ) ] 
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図表 2-3 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 開催 状況 
開催 年 月 目 主 な 議題 

第 1 回 | 平成 23 年 7 月 29 日 | 対策 本 部 の 設置 、 原 発 放 射線 影響 対策 の 基本 方 針 に つい て 

第 2 回 | 平成 23 年 8 月 31 日 | 放射 線量 測定 に 係る 対応 方 針 に つい て 
平 | 第 3 回 | 平成 23 年 9 月 20 日 | 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 に つい て 
成 | 第 4 回 | 平成 23 年 10 月 4 日 | 県 産 食 材 の 安全 確保 方 針 に つい て 
23 | 第 5 回 | 平成 23 年 12 月 5 日 | 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 損 害 賠償 請求 に 向け た 取組 に つい て 
年 | 第 6 回 | 平成 24 年 1 月 24 日 | 放射線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 第 1 次 損害 賠償 請求 に つい て 
2 本 部 設置 要綱 、 各 種 方 針 の 見 直し に つい て 

第 7 回 | 平成 24 年 3 月 29 日 | 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 

第 2 次 損害 賠償 請求 に 向け た 被害 額 の 算定 に つい て 

第 1 回 | 平成 24 年 6 月 18 日 | 県 民 へ の 情報 提供 の あり 方 に つい て 、 第 2 次 損害 賠償 請求 の 実施 に つい て 

平 | во 平成 24 年 9 月 20 H 放射 線 影 響 対 策 の 取組 状況 及び 取組 予定 に つい て 








алея 
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CO 

















「 野 生き の こ 」 の 放射 性 物質 пана こつ いて 











п 
|= 
トド | 





成 24 年 11 月 27 














放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 放 射 能 汚染 廃棄 物 等 へ の 対応 に つい 










































































































































































































































































第 4 回 | 平成 25 年 1 月 25 日 | 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 第 3 次 損害 賠償 請求 の 実施 に つい て 
要 І _ | 放射 線 影響 対策 に 係る 各種 方 針 の 見 直し に つい て 
ТЕА 5 H as са 5 

ARO [EI APRE PD APA A e 治 体 損害 賠償 請求 の 現状 と 課題 等 に つい て 

第 1 回 | 平成 25 年 6 月 17 日 | 放射線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 第 4 次 損害 賠償 請求 の 実施 に つい て 
平 | 第 2 回 | 平成 25 年 9 月 26 日 таа: 損害 賠償 請求 に つい て 
成 | 第 3 回 | 平成 25 年 11 月 25 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 、 損 害 賠償 請求 に つい て 
a аашаа 
тя 第 4 |а 平成 26 年 H 28 日 放射 影響 対策 に 関す る 取組 状況 及び 来年 度 の 取組 予定 に つい て 
= ; 放射 能 汚染 廃棄 物 等 へ の 対応 に つい て 














岩手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 





こつ いて 





【 市 町 村 等 の 取組 : 対策 本 部 等 設置 


状況 】 








市 町 村 に お いて も 、 住 民 の 安全 を 確保 し 、 放 射 性 物質 に 対す る 不安 を 解消 する た め 、 放 射線 影響 対策 に 関 




















































































































































































































































































































































































































































































































する 対策 本 部 や 専門 組織 を 設置 する と と も に 、 庁 内 関係 部 局 の 連絡 会 議 等 を 開催 する な ど 、 全 庁 的 に 対策 を 
進め て いま す 。 (図表 2-4) 
図表 2-4 市 町 村 の 対策 本 部 等 設置 状況 
市 町 村 名 対策 本 部 ・ 専 門 組織 庁 内 連絡 会 議 ・ 部 局 横断 チー ム 等 
盛岡 市 | 盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 (H23. 7. 5~H24. 3. 9) 盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対 策 部 放射 能 対策 幹 
盛岡 市 東日本 大 震 災 復興 推進 ・ 放 射 能 対策 本 部 (H24.3.9 | 事 会 ・ 放 射 能 対策 連絡 会 (H23. Т. 5~H24. 3. 9) 
~) 東日本 大 震 災 復興 推進 ・ 放 射 能 対策 本 部 放射 能 
対策 部 幹事 会 ・ 常 任 幹事 会 (H24. 3. 9—) 
宮古 市 = 放射 能 対策 連絡 会 議 (H23.7. 15 て ) 
大 船渡 市 Е 原 発 事 牙 放射 線 影響 計 策 関係 課 会 議 (H23. 12. 2 
~) 
花卷 政策 推進 部 震 災 対策 室 (H23. 9 一 24. 3) 
総務 部 防災 危機 管理 課 (H24. 4 て ) 
久慈 市 - 原発 放射 線 影 響 対策 連絡 会 議 (H23. 8. 30 て ) 
遠野 遠野 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H24. 4. 23 て ) ー 
関 市 関 市 災害 対策 本 部 放射 能 対 策 部 会 、 放 射線 対策 調整 班 
(H23. 10. 24~H24. 3. 31 = 
市 民 環境 部 放射 線 対策 室 (H24.4.1~) 
每 石 市 一 放射 線 等 影響 対策 会 議 (H24. 5. 22—) 
二戸 市 = 原発 放射 線 影響 対策 連絡 会 議 (H23.8. 17~) 
奥州 奥州 市 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 (H23. 8. 25~) 除 染 支援 チー ム (H24.6.1 へ て ) 
市 民 環境 部 危機 管理 課 原 発 放射 線 対策 室 (H24. 4. 1 て ) 共同 仮 置場 設置 推進 チー ム (H24.6.1—) 
滝沢 滝沢 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23. 9. 11 て ) 
RA Е EA AEKA, 
(H23. 8. 29~) 
金ケ崎 町 | 金ケ崎 町 放射 能 対策 本 部 (H23. 6. 23~) ー 
平泉 町 | 放射 線 対策 室 (H24.4.1—) = 
岩泉 放射 能 影響 対策 本 部 (H23.8. 1--) 一 
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3 原発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 と 3 つの 方 針 








第 1 節 





東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発 電 所 事故 の 影響 と 体制 整備 





全力 を 挙げ て 放射 線 影響 対策 に 係る 測定 及び 迅速 ・ 適 切な 公表 を 行い 、 県 民 の 不安 の 払拭 に つなが る 的 











確 な 対策 を 速やか に 決定 し 実施 する こと に より 、 県 民 の 安全 安心 の 確保 及び 風評 被害 の 防止 を 図る た め 、 
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平成 23 年 7 月 29 日 の 原発 放射 線 影響 
下 「 基 本 方 針 」 と いう 。)」 
































対策 本 部 本 部 員 会 議 に お いて 「 原 発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 (以 

















を 策定 し まし た 。 基 本 方 針 で は 、 特 に 放射 線 の 影響 を 受け や すい と され る 子 ど 








も の 健康 と 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 を 重点 と し て いく こと と し 、 放 射線 量 の 測定 や 適時 の 情報 提供 、 和 被ばく 


= 


量 の 低減 や 風評 被害 の 防止 、 県 民 へ の 普及 麻 発 な ど 的 確 な 対策 の 実施 、 国 へ の 要請 や 市 町 村 と の 連携 強化 














こつ いて 定め まし た 。 











これ 以降 、 対策 本 部 で は 、 県 民 の 健康 と 安全 の 確保 に 向け た 取組 の 指針 と し て 、8 月 31 日 に 「 原 子 力 発 
電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 (以下 「 測 定 方 針 」 と いう 。)」 を 、9 月 21 日 に 「 放 射線 量 








= 



























































低減 に 向け た 取組 方 針 (以下 「 低 減 方 針 」 と いう 。)」 を 、 そ し て 10 月 4 日 に は 「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 
針 (以下 「 食 材 方 針 」 と いう 。)」 を 策定 し まし た 。 こ れ ら の 方 針 は 、 特 命 チ ー ム が 、 ア ドバイ ザー の 助言 


EIFI DS DRR ORRE 
定 を 経て 策定 し まし た 。 























県 で は 、 市 町 村 や 関係 機関 等 と 連携 























し な が ら 、 


これ ら 3 つの 方 針 に 則っ て 、 県 有 施 設 等 の 放射 線量 測定 


























[や 作成 を 行い 、 連 絡 会 議 な ど を 通じ た 関係 部 局 と の 調整 の うえ 、 本 部 員 会 議 で の 決 

















や 比較 的 高い 値 が 検出 され た 場合 の 低減 措置 の 実施 、 農 林 水 産物 等 県 産 食 材 の 放射 性 物質 濃度 測定 や 出荷 
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H 粛 要請 等 各種 対策 を 講じ て いま す 。 














また 、 測 定 方 針 、 低 減 方 針 、 食 材 方 針 の 3 つの 方 針 に つい て は 、 毎 年 度 、 改 訂 の 検討 を 行い 、 平 成 24 年 
4 月 、 平 成 25 年 3 月 、 平 成 26 年 3 月 に 一 部 改訂 し て いま す 。 


= 




















1) 原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 





L. H 
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REHE CIZ, UOS Sri c K IRAE EDER КОНЕ e 222 22 SF OTO CHH СЕ 
定 機器 や 体制 を 整備 し 全力 を あげ て 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 多岐 に 渡る 放射 線 の 影響 




















に つい て 把握 する と と も に 、 県 民 に 対し 迅速 か つ 効 果 的 な 情報 提供 を 行い 、 県 民 の 不安 の 解消 と 風評 被 
害 の 防止 を 図る こと を 目的 に 、 測 定 の 体制 、 測 定 の 体系 、 基 本 的 考え 方 な ど を 定め て いま す 。 



































2) 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 
































低減 方 針 で は 、 測定 方 針 に より 実施 し た 放射 線量 測定 の 結果 等 に 基づき 、 県 が 市 町 村 と 連携 し て 行う 
地域 に お ける 放射 線量 低減 の 取り 組み の 基本 と な る 考え 方 を ボ し 、 県 民 が 日 常 生活 に お いて 受け る 放射 








線量 を で きる だ け 速 や か に ヵ 
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つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 に 資す 








る こと を 目的 に 、 除 染 等 低減 措置 の 対象 、 低 減 措 置 の 実施 者 、 実 施 方 法 、 低 減 措 置 に より 生じ た 土壌 等 

















の 管理 に つい て 定め て いま す 。 








3) 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 














食材 方 針 で は 、 原発 事故 に 起因 する 放射 属 





物質 の 影響 を 踏ま え 、 県 が 、 県 産 食材 等 を 対象 と し た 検査 





























の 実施 や 安全 な 県 産 食 材 等 を 提供 し て いく た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 農林 漁業 者 の 経営 継続 に 係る 
支援 を 行う ほか 、 検 査 結果 の 速やか な 公表 等 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 係る 情報 を 提供 する こと に より 、 消 












































費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 区 











る こと を 























的 に 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 、 














出荷 自粛 の 要請 と 解除 、 農 林 漁 業者 へ の 支援 な ど に つい て 定め て いま す 。 
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第 2 草 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


4 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 

県 と 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 が 連携 し て 放射 線 影響 対策 を 
進め て いく た め 、 平 成 23 年 8 月 か ら 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連 
絡 会 議 (以下 「 市 町 村 等 連絡 会 議 」 と いう 。) を 開催 し て いま す 。 
市 町 村 等 連絡 会 議 は 、 平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 まで 合計 7 回 開 
催し て いま す 。 県 の 各種 方 針 や 取組 状況 の 情報 共有 を 進め 、 全 市 町 村 
を 対象 と し た 野生 山菜 、 野生 きのこ の 放射 性 物質 濃度 検査 や 風評 被害 
対策 、 東 京 電力 へ の 損害 賠償 請求 な ど 、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し て 進め 
て いく 必要 の ある テー マ を 議題 に 設定 し 、 効果 的 に 対策 が 実施 で きる 
よう 意見 交換 や 協議 を 行っ て いま す 。 (図表 2- 5 ) 



































































































































図表 2-5 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 開催 状況 








対策 本 部 の 設置 、 原 発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 に つい て 

成 23 年 8 月 22 Н | 学校 等 で の 放射 線量 等 の 測定 、 除 染 に つい て 

放射 線 対 応 に 係る 普及 啓発 に つい て 

放射 線 影響 対策 に 係る 県 の 取組 に つい て 

市 町 村 の 取組 事例 紹介 (奥州 市 ) 

放射 線 影響 対策 に 係る 県 の 取組 に つい て 

東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 今後 の 対応 に つい て 
「 野 生き の こ 」 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て 

風評 被害 対策 に つい て 

平成 24 年 度 下 半期 の 取組 に つい て 

平成 24 年 度 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 今後 の 対応 に つい て 

「 野 生 山 菜 」 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て 

F 成 25 年 2 月 13 日 | 風評 被害 対策 に つい て 

平成 25 年 度 の 取組 に つい て 

東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に つい て 

第 1 回 | 平成 25 年 9 月 10 日 | 平成 25 年 度 下 半期 の 取組 に つい て 

平成 25 年 度 岩手 県 放射 線 影 響 対策 報告 書 ( 仮 称 ) の 発行 に つい て 

東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に つい て 

平成 26 年 度 の 取組 に つい て 
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вот 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


1 生活 圏 等 の 安全 安心 確保 に 向け た 取組 
県 で は 、 原 発 事 逆 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 原 子 力 発 電 所 事故 に 伴う 
放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 及 び 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づき 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 測 
定 機器 ・ 体 制 を 整備 し 、 県 内 全域 で 全力 を 挙げ て きめ 細か な 測定 を 行い 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 等 で 迅速 か 
つ 効 果 的 に 情報 提供 し て いま す 。 









































(1) 測定 機器 の 配備 
県 で は 、 原発 事故 以前 は 、 環境 保健 研究 セン ター に 設置 し て ある 1 台 の モニ タリ ング ポス ト な ど わ ず 
か し か 保有 し て いま せん で し た 。 し か し な が ら 、 原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安 
全 を 守る た め 、 放射 線量 や 放射 性 物質 濃度 を きめ 細か く 測 定 する 必要 が 生じ た た め 、 測定 機器 を 順次 束 
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備 し て きま し た 。 その 結果 、 平成 25 年 度 ま で に モニ タリ ング ポス ト は 10 台 、 サ ー ベ イメ ー タ は 29 台 、 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 は 5 台 配 備 さ れる な ど 事 故 前 と 比べ 数 多く の 測定 機器 が 配備 され て いま す 
(図表 2- 6 )。 ま た 、 市 町 村 や や 広域 連合 、 一 部 事務 組合 に お いて も 測定 機器 が 配備 され て いま す 。 (Ва 
表 2-7) 






















































































































































































































































































































































































































































































図表 2-6 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 配備 状況 _ 平成 26 年 3 月 31 日 現在 
盛岡 市 ) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m 
花卷 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。) ) 
РИИ 奥州 市 (1) (奥州 地区 合同 庁舎) 、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
ER 大 船渡 市 (1) (大 船渡 地区 合同 庁舎) 、 釜 石 市 (1) (釜石 地区 合同 庁舎) 
Е 宮古 市 (1) (宮古 市 立 宮古 小学 校 )、 久 慈 市 (1) (久慈 地区 合同 庁舎 ) 
2: 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (1) (岩手 県 立 大 学 ) 
js. 各 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) - BN (1) RA) ・ 久 慈 (①・ 
я |» 花卷 (0)， 一 并 (D) 大 船 渡 (1) ван) ・ 二 戸 ①)) 
= оар 県 南 広域 振興 局 土木 部 ( 計 3) (奥州 (1)・ 一 関 ①・ L. 
等 | | ソン チレ ーション | ЕЗЕН 2—0, AEI ENER FAE (1) 28 
A 企業 局 県 南 施 設 管理 所 (2) 、 教 育 委 員 会 事務 局 ス え ポ ー ツ 健康 課 1) 
СТЕ. 各 教育 事务 所 ( 計 6) (盛岡 (1) ・ 中 部 (1)・ 県 南 (1) ・ 沿 岸 南部 (1)・ 宮 古 (①⑪・ 
ЩЕ. 県 北 (1) )、 工 業 技術 セン ター (0) 
GM 計数 管 式 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 1) 1 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広域 振興 局 保 健 福祉 環 境 部 (10) 
各 広 域 振興 БС СНО 部 ( 計 15) CEM JH. рено лии 
一 関 ・ 宮 古 ・ 大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 
県 南 教育 事務 所 (18) 
グル マニ ウム 半導体 検出 器 | 環境 保健 研究 セン ター (3) 、 農 業 研究 セン ター(1) 、 工 業 技術 シン ター(1) 5 
放 県 南 広域 振興 局 農 政 部 ( 計 З) (奥州 (1) ・ 一 関 (②)) 
射 各 広 域 振興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1) ・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (⑪)) 
性 農業 研究 セン ター (1) 、 農 業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (3) 
物 、、。 。  、 、| 林業 技術 セン ター(1) 、 水 産 技術 シン ター(①) 
質 | プス ト ュ メ ー ク озона и) 28 
и 県 立 高等 学校 ( 計 З) GEO ・ 盛 岡 工業 (1) + 2 (1)) 
度 県 立 支援 学校 ( 計 В) (盛岡 視覚 (1) 盛岡 聴覚 (1) ・ 盛 岡 と な ん (1) + BEI] 
を 南 高 等 (1) ・ 花 巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) 久慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
測 帽 岩手 玄 産 流通 セン ター (岩手 県 岩 者 検査 室 ) (4) 
定 w 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 央 (2)・ 盛 岡 (1) 八幡平 (1) ・ 奥 州 (1) ・ 
ша ав 一 関 (1)・ 大 船渡 (1) ・ 宮 吉 (1)・ 久 慈 (1)・ 二 戸 ①)) 
図表 2-7 県 内 市 町 村 ・ 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 26 年 3 月 31 日 现在 
Ка (ТО シン チレ ーション 34 5 39 
空間 線量 率 等 | サー ベイ メー タ | GM 計 数 管 式 11 7 18 
を 測定 簡易 測定 器 等 539 39 578 
積算 線量 計 143 112 255 
放射 性 物質 濃 | NaI(T1) シ ンチ レー ショ ンス ペク トロ メー タク 等 
度 を 測定 (簡易 測定 器 含 む ) oa 1 i 
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測定 機器 に は 、 大 気 中 の 放射 線量 を 測定 する も の と 食品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の に 大 きく 分 か れ ま す 。 
( ア ) モニ タリ ング ポス ト 

ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (Nal) の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 ( 空 
間 線 量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極 め 
て 低い 空間 線量 率 まで 精密 に 測定 する こと が で きる 。 屋 外 に 置く Nal(T1) シン チ 
レー ショ ン 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる 

と 検出 器 内 で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 空 間 線量 率 と し て 計 
測 す る 。 本 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お いて 測定 を 行っ て きた 
が 、 原 発 事故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 人 箇所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 
測定 を 行っ て いる 。 
【 調 査 項目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 ))、 測 定 単位 : Gy/h※ (< く イ 2n ゲ レイ 
毎時 ) 、 测 定 频 度 : 24 時 間 連 続 測定 】 
※ 緊急 時 は 17Gy/h 三 1 Sv/h( マ イク nm シー ペル 毎時 ) と し て 換算 で きま す ( 環 境 放 射線 モニ 
タリ ング 指針 : 原子 力 安全 委員 会 、 平 成 20 年 3 月 、 平 成 22 年 4 月 一 部 改訂 )。 

( イ ) サー ベイ メー タ 

放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 目的 と し た 小型 で 可 搬 
型 の 放射 線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線量 ) の 測定 に 適し た NaI(T1) シン チレ ー シ 

ョ ン サ ー ベ イメ ー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適し た GM 計 数 管 式 サー ベイ メ 
ー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 地表 付近 の 空間 線量 率 等 の 測定 の 
た め 、 主 に NaI(T1) シン チレ ーション サー ベイ メー タ を 使用 し て いる 。 
① Nal (I) シン チレ ーション サー ベイ メー タ 

検出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 。 測 定 し た 結果 の 正確 さ で は = 
ニタ リン グ ポ スト の 方 が 優る 。 
② GM 計 数 管 式 サ ー ベ イメ ー タ (ガイ ガー カウ ンタ 

ガン マ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向く 。 た だ し 感度 が 低く 、 自 己 照射 (测定 器 自身 

に 存在 する 放射 性 物質 の 影響 ) も 大 きい た め 空 間 線 量 の 測定 に は 適さ な い 。 

【 調 査 項目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 ) ) 、 測 定 単位 : изу/а (< マイ py- ぐ 中 毎時 ) ибу/ (マイ 2nm ゲ ルイ 毎時 ) 、 測 
定時 間 : ヶ所 当たり 概ね 5 分 `] 
( ウ ) 積算 線量 
積算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 
ヶ月 間 に 受 けた 空気 吸収 線量 の 積算 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 
者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 
(7) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 

ゲル マニ ウム の 結 唱 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試 料 中 の 放射 性 物質 の 
種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放出 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ 
た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ の 試料 か ら 放出 され る ガン マ 線 の エネ ルギー 
の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て 
いる か を 測定 する 。 

【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 Ва (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 1 
品目 概ね 1 時 間 】 

( イ ) Nal(TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 

ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (Nal) の 結 草 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は 
ゲル マニ кот он 
ルギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検 
出 器 部 分 を 液体 審 素 で 冷却 する 必要 が な いな ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 

【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 Ва (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概 
ね 10 分 て 20 分 】 

( ウ ) 簡易 測定 器 

サー ベイ メー タ に 遮蔽 体 な ど 付属 機器 を 設置 し た も の で 付属 プロ グラ ム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 に 換 
算 し て 測定 する 機器 eo н O 

る 。【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 : Ва (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概ね 25 分 30 分 】 
グレ イ (Gy) : 物質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 (吸収 線量 ) の こと 。 
シー ベル ト (Sv) : 体 が 被ばく する こと で 受け る 影響 の 程度 は 、Sy (シー ベル ト ) と いう 一 つの 単位 で 表 さ れ て お り 、 外 部 被ばく で も 内 
部 被ばく で も 、 数 値 が 同じ で あれ ば 体 が 受け る 影響 も 同じ 。 
ベク レル (Bq) : 放射 線 に 関し て し ば し ば 使わ れる 単位 Bg (ベク レル ) は 放射 性 物質 か ら 放射 線 を 出す 能力 その も の を 表し て いる 。 
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(2) きめ 細か な 測定 の 実施 
原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 県 内 10 箇所 の モニ タリ ング ポス ト に お いて 24 時 
間 体 制 で 空間 線量 率 を 測定 し 県 公式 HP 上 で リア ル タ イ ム で 公表 し て いま す 。 ま た 、 サ ー ベ イメ ー タ に 
より 県 内 の 代表 的 な 55 地点 の 空間 線量 率 を 毎月 測定 し て いる ほか 、 県 立 学校 や 県 立 病 院 な ど 県 有 施 設 
の 空間 線量 率 も 定期 的 に 測定 し 、 結果 等 を 県 公式 HP 
等 で 公表 し て いま す 。 

さら に 、 雨 や ちり な どの 降下 物 、 水 道 水 の ほか 、 Pë 
棄 物 処理 施設 に お ける 焼却 灰 、 下 水 汚泥 、 工 業 用 水道 
な どの 放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し て いま す 。 

これ ら の 測定 の 結果 、 現在 、 空間 線量 率 は 低減 傾向 
に あり 、 河 川 水 や 水道 水 な どの 放射 性 物質 濃度 は 不 検 
出 で あ り 安 定 し て 推移 し て いま す 。 モニ タリ ング ポス 
ト に お ける 空間 線量 率 の 測定 結果 か ら は 、 大 気 中 の 放 
射線 量 に 異常 は 見 られ ませ ん (図表 2- 8)。 県 内 55 
地点 の 空間 線量 率 は 測定 開始 以来 、 低減 傾向 に あり ま 
す (図表 2- 9)。 な お 、 平 成 25 年 6 月 以降 は 、55 地 
点 全 て で 国 の 除 染 基準 で ある 0. 23 Sv/h を 下回っ て 
いま す 。 ま た 、 雨水 や 水道 水 か ら 人 工 の 放射 性 物質 は 
検出 され て いま せん 。 

















































































































へ 、 原 = Æ} 環境 へ の 影 B H 、 環境 放射 線 モニ タ リ ング シス テム HP 
` c ЕА s (モニ タリ ング ポス ト 測 定 結果 の 地図 表示 ) 
県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 継続 し て 測定 し て いき 
ます 。 


図表 2-8 モニ タリ ング ポス ト 空 間 線 量 率 の 推移 (月 平均 ) 


ーー 盛岡 市 
一 一 滝沢 市 
一 一 花卷 市 
= 奥州 市 
一 -一 一 阅 市 


一 e 一 大 船 渡 市 


ーー 釜石 市 
ペグ — ват 
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図表 2-9 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける サー ベイ メー タ 測 定 結果 平均 値 の 推移 


== 100cm 
一 国 一 00cm 


=== jcm 








a 


期 は 、 積 雪 の 影響 で 放射 線量 が 低く 測定 され た 箇所 が あり まし た 。 


(3) 県 有 施 設 の 測定 と 低減 措置 の 実施 

県 で は 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づき 、 重 点 調査 地域 を 重視 する と と も に 、 放 射線 の 影 
響 を 受け や すい と され る 子ども (高校 生ま で ) の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 定 期 的 に 学校 等 の 施設 の 
放射 線量 を 測定 し て いま す 。 

また 、 測 定 の 結果 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づく 低減 措置 実施 の 目安 で ある 1 u Sv/h 
を 超え た 場合 に は 、 低 減 措 置 を 実施 する こと と し て いま す 。 

これ まで に 17 施設 に お いて 1 Sv/h を 超え た 箇所 等 が あっ た た め 、 汚 染 土 壌 の 除去 を 行う な どの 
低減 措置 を 実施 し 、 そ の 後 は 1 Sv/h を 下回っ て いま す 。 (図表 2-10) 

これ か ら も 、 定 期 的 に 測定 を 行い 1 изу を 超え た 場合 に は 、 低 減 措置 を 実施 し ます 。 
















































































図表 2-10 低減 措置 を 実施 し た 施設 (平成 23 年 度 ~ 平 成 25 年 度 ) 




















ри 17 | 岩手 県 立 大 学 (滝沢 市 ) 、 一 関 児 童 相談 所 (一 関 市 ) 、 県 営 関 が 丘 第 アパ ー ト (一 関 市 )、 


























県 営 関 が 丘 第 二 ア パー ト (一 関 市 ) 、 県 営 羽沢 ア ペ ー ト (金ケ崎 町 ) 、 県 立 胆沢 病院 内 保育 所 
(奥州 市 )、 一 関 清明 支援 学校 (一 関 市 )、 一 関 清明 支援 学校 山 не (一 関 市 )、 前 沢 明峰 
支援 学校 (奥州 市 )、 前 沢 高等 学校 (奥州 市 )、 一 関 第 一 高等 学校 (一 関 市 )、 一 関 第 二 高 等 
学校 (一 関 市 )、 一 関 工業 高等 学校 (一 関 市 )、 花 泉 高 等 学校 (一 関 市 )、 千 厩 高 等 学校 (一 
関 市 )、 水 沢 高等 学校 (奥州 市 )、 水 沢 工業 高等 学校 (奥州 市 

























































































x= 





【 市 町 村 等 の 取組 : 放射 線量 等 測定 ・ 低 減 措 置 実 施 状況 】 

市 町 村 等 に お いて も 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の < 
備 し 、 学 校 や 幼稚 園 、 公 園 、 公 民 館 な どの 放射 線量 や 水道 水 、 一 般 廃 乗物 処理 施設 の 焼却 灰 や 排ガス な どの 
放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 

一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 3 市 町 に お いて は 、 文 部 科学 省 が 平成 23 年 11 月 11 日 に 公表 し た 「 航 空 機 モ ニ 
タリ ング 」 (同年 9 月 14 日 か ら 10 月 13 日 まで 実施 ) で 、 追 加 被 ば く 線量 (自然 彼 ば く 線 基 及 び 医 療 彼 ば く 
線量 を 除い た 被ばく 線量 ) が 年 間 1 ミリ シー ベル ト (1 時 間 当 た り で は 0.237 Sv/h に 相当 ) 以上 の 地域 が あ 
る こと を 確認 し た こと を 受け 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 重 点 調査 地域 の 指定 を 受け 、3 市 
町 が それ ぞ れ 策定 し た 除 染 実施 計画 に 基づき 、 除 染 が 進め られ て いま す 。 

し か し な が ら 、 除 染 を 実施 し た 際 に 発生 する 汚染 土壌 の 保管 場所 の 確保 や 安全 な 処分 方 法 な どの 課題 が あ 
り 、 国 等 か ら の 具体 策 へ の 支援 等 が 行わ ん れる こと が 望ま れ て いま す 。 
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除 染 の 様子 








奥州 市 で は 、 市 民 の 皆さん の 協力 に より 除 染 が 進め られ て いま す 。 奥州 市 の 前 沢 区 白山 地区 で は 、 市 が 子 
ども 関係 施設 の 除 染 を 優先 し て 実施 し 、 公 民 館 な ど を 地区 振興 会 が 線量 測定 及び 除 染 作業 を 実施 し まし た 。 


























地区 拓 軸 会 に よる 除 筑 の 様子 【 暴 才 市 ) 
Е 














2 食 の 安全 安心 確保 に 向け た 取組 

本 県 は 国内 に お ける 農林 水産 物 の 主要 な 産地 で あり 、 消 費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく 観点 か 
ら 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 
する た め の 取 組 状況 を 速やか に 公表 する と と も に 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン や 出前 講座 の 開催 等 に より 、 
県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル する 取組 み を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確 
保定 風評 被害 の 防止 に 向け 取り 組ん で いま す 。 

食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 が 示す ガイ ドラ イン (「 検 査 計画 、 出 荷 
制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」) 等 が 示さ れ て お り 、 県 で は 、「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 

に 基づき 、 農 林 水 産物 等 、 流 通 食品 、 給 食 食 材 に つい て 、 各 段階 で 計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 検 
査 結果 等 を 速やか に 公表 する こと と し て いま す 。 

な お 、 検 査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 (食品 衛生 法 ( 昭 和 22 年 法律 第 233 号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 食 
品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 ) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 
の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する こと と し て いま す 。 

また 、 県 内 の 多く の 市 町 村 に お いて も 県 産 食材 等 の 検査 が 行わ れ て いま す 。 これら の うち 販売 を 目的 と 
し て 生産 ・ 製 造 さ れ た 食品 で 、 検 査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 で や あっ た も の に つい て 
は 、 県 が 市 町 村 か ら の 依頼 に 基づき 精密 検査 を 実施 し て いま す 。 
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(1) 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 影響 対策 
県 は 、 消 費 者 に 安全 な 農林 水産 物 を 供給 し て いく た め 、 平 成 23 年 5 月 か ら 、 野 菜 や 原 乳 、 海 産 魚 な 
ど を 対象 に 、 独 自 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 開始 し まし た 。 
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その 後 、 平 成 23 年 8 ДІ 


に 、 国 の 














「 検 査 計画 





、 出 荷 制限 等 の 品 








・ 区 域 の 設 











いて 、 本 県 が 検査 計画 策定 対象 
か ら 、 同 月 、 














これ に 基づく 検査 を 行う と と も 
係る 飼料 、 肥 料 等 の 生 
る リス ク を 低減 する た め 








Е 











自治 体 と な る 「 総 理 指示 対象 

















POH Е. RE, 
「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 


環境 に つい て も 測定 を 行う と と も 


、「 放 射 性 物 ZEO DBEA 





= 


畜産 物 、 特 用 林産 物 、 
」 を 策定 
に 、 検 査 結果 を 速やか に 公表 














JE: BZ 
PLS 





者 に 対す る 生産 管理 の 支援 を 行っ て きま し た 。 











これ まで の 検査 の 結果 、 平 成 23 年 
の 放射 性 物質 の 基準 値 」 


> 








>, Гети 











いた け 、 山菜 、 川 魚 な ど 260, Ф 





НЕ 
< 








ка. 


度 か ら 平 成 25 年 

















自治 体 及 びそ の 隣接 上 


水産 物 な ど 主 要 な 県 産 農林 水産 物 を 対象 と し た 





> а> 
K 


E・ 解 除 の 考え 方 」 に お 
治 体 」 と され た こと 





























定 し まし た 。 以降 3 カ月 ご と 


に 検査 計画 を 策定 し 、 























(平成 23 年 度 は 





sé 
に 


割合 | 

















これ ら の 品目 に つい て は 、 
全 性 の 確保 に 努め る と と も 





図表 2 -11 


SS J Е АЕК 

















41 品目 0819; 特 林 
4, Ж 14) 











対象 品 


























国 の 出荷 制 
に 、 出荷 制 
(詳細 は 第 3 章 第 3 節 の 1 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 





限 指 示 等 に 基づき 、 
限 等 ( 

















検査 件 数 。 
| ЕЕ 


пан 0240, 155, 
. K 15、 そ の 他 2 ) 





暫定 規 1 
し て 0.6% と な っ て いま す (平成 26 年 3 月 未 现在 、 
ヨ H 粛 を 関係 機関 ・ 
こよ る 被害 を 受け た 生産 者 へ の 経営 支援 等 を 実 
EB 


D E 


出荷 等 の 





FL 7 ヨ 


に 、 本 県 の 農作物 が 放射 性 物 
E 産 管理 マニ ュ ア ル 」 を 1 














農林 水産 物 の 生産 に 
の 影響 を 受け 
E 成 し 、 生 産 


зад 
































まで 延べ 177 品目 44, 123 件 の 検査 を 実施 し 、 
НИЕ) を 超過 し た も の は 、 和 牛肉 や 原木 し 








図表 2-11), 
体 に 要請 し 








Bi 











対策 に 














施し て いま す 。 


こ 記 載 し て いま す 。) 











(JP 30. F 








63 品 














16, K 1 


2) ※1・2 








177 品目 





8, 314 件 





検査 件 数 


18, 234 件 





17, 575 件 


44, 123 件 














超過 件 数 14 (0.17%) 








240 件 (1.32%) 





6 件 (0.03%) 


260 件 


























※ 1 ре: 農産 物 、 
※2 厚生 労働 省 通 知 (H25. 3. 19) 


























産物 、 特 林 : 特 用 林産 物 、 水 
: 直近 約 1 年 間 の 検査 結果 で は 、 


: 水産 物 


























(2) 





県 で は 、 食 品 衛生 法 に 基づく 
手 県 食品 衛生 監視 指導 計画 
DERA 
め 放 射 性 物質 濃度 を 測 
査 品目 の 設 

















га 





= 





鳥獣 肉 な ど が 占め て いる た め 、 葉 菜 類 、 果 実 の 一 部 、 季 


J を 策定 
日 上 し て 食品 の 放射 性 物 














y 
Е 


= 


流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
通 食 品 の 収 去 検査 ま を を 実施 し て お り 、 毎 年 、 
し 、 計 画 的 に 検査 を 実施 し て い 3 
に つい て の 収 去 検査 を 強化 する こと と し 、 検 体 数 や 検査 頻度 等 を 





流 3 





質 








検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 以 下 を 確認 し まし た 。 








平成 25 4% 
し た 。 検査 結 


売 者 に 対 し て 、 
X 収 去 検 査 : 食品 衛生 当 

















果 に つい て は 、 
当該 商品 を 避 


EIZ 





























度 は 、 200 検体 の 検査 を 行い 、 
県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し 、 





3 岸 魚 類 等 を 検査 対象 品 
































基準 値 を 超え る 食品 の 大 部 分 を 水産 物 、 き の こ 類 、 山 菜 類 、 野 4 
か 


ら 削 除 





E し て いま す 。 検査 に あたっ て は 、 地 域 や 過去 の 検査 結果 を 踏 





E に 努め て お り 、 平 成 24 年 度 は 、 わ ら び 、 フ キ 等 の 山菜 や 鶏卵 、 




















品 添加 物 等 を 無償 で 持ち 帰り 検査 する こと を い 2 う 。 





食品 検査 の 様子 





試料 の 加工 


























機器 に セッ ト し 測定 
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ET. 平成 





It 


食品 衛生 法 に 基づく Ге 
24 年 度 か ら は 、 本 計画 


= 




















えて 、 適 切な 検 
Ff 野菜 等 95 検体 





RA, Æ 








その うち 野生 山菜 の コシ アブ ラ 1 件 が 国 の 基準 値 を 超過 し ま 
準 値 を 超過 し た 品目 に つい て ( 


よ 、 県 は 販 
いま し た 。 


試験 検査 を する た め 必 要 最 小 限 の 食品 や 食 


回 収 す る よう 行政 指導 し 、 販 売 者 は 自主 回 収 を 行 
穫 づ いて 食品 衛生 監視 員 が 食品 関係 施設 に 立ち 入り 、 








測定 結果 を 確認 


第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


原発 事故 後 、 国 で は 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 暫定 規制 値 を 設定 し 、 暫 定規 制 値 を 超え る 食品 が 流通 し な いよ う 出 荷 
制限 な どの 措置 を と っ て きま し た 。 暫定 規制 値 を 下回っ て いる 食品 は 、 健 康 へ の 影響 は な いと 一 般 的 に 評価 され 、 安 
全 性 は 確保 され て いま し た が 、 平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 、 よ り 一 層 、 食 品 の 安全 と 安心 を 確保 する た め 、 長 期 的 な 観点 
か ら 新 た な 基準 値 を 設定 し て いま す 。 新 基準 値 は 、 食 品 の 国際 基準 を 作成 し て いる 国際 的 な 政府 間 機 関 で ある コー デ 
ックス 委員 会 の 指標 この っ と り 、 暫 定規 制 値 よ りさ ら に 安全 な 値 を 採用 し た も の と な っ て いま す 。 
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放射 性 セン ウム の 新 基準 値 (24 Ф ~) 
食品 群 基準 値 (単位 : Bq/kg) 
野菜 类 一 般 食品 


mm PPT" 
肉 ・ 卵 ・ 魚 ・ そ の 他 牛乳 


牛乳 ・ 乳 製品 
飲料 水 


























飲料 水 




















新 基準 値 で は 、 放 射 性 物質 を 含む 食品 か ら の 1 年 間 の 被ばく の 線量 の 上 限 を 、 年 間 5 ミ リ シ ー ベ ルト か ら 年 間 1 ミ 
リ シ ー ベ ルト に 引き 下げ 、 年 齢 や 性 別 ご と に 体格 や 食べ る 量 、 代 謝 な どか ら 被 ば く 線量 の 上 限 値 を 算出 し 、 最 小 値 で 
あっ た 13 歳 か ら 18 歳 の 1 キロ グラ ム あ た り 年 間 120 ベク レル より さら に 安全 な 値 で ある 1 キロ グラ ム あ た り 年 間 100 
ベク レル を 一 般 食品 (野菜 類 、 穀 類 、 肉 、 卵 、 魚 な ど ) の 基準 値 と し て いま す 。 こ れ は 、 乳 幼児 は じ め 、 す べ て の 世 
代 に 配慮 し た 基準 と な っ て いま す 。 

また 、 肪 児 用 食品 と 生乳 に つい て は 、 子 ども へ の 影響 を 考慮 し 、 一 般 食品 の 半分 で ある 1 キロ グラ ム あ た り 年 間 50 
ベク レル に 設定 し て いま す 。 飲 料 水 は す べ て の 人 が 摂取 し 、 代 わり が 効か ず 、 摂 取 量 が 多い こと か ら 、 世 界 保健 機関 

(WHO) の 基準 を 踏ま ほえ 1 キログラム あたり 年 間 10 ベク レル に 設定 し て いま す 。 


































































































POOLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLIT 有 
е +, 


Г 【 一 般 食 品 の 新た な 基準 値 設定 の 考え 方 (出展: 厚生 労働 省 バンフ レッ ト )】 




























































i _ | 年 齢 Пета : 2 一 各 年 齢 層 ご と に 、 通 常 の 食 生活 
食品 か ら の 線量 の 上 限 値 | — —— を 送れ ば 、 年 間 線 量 の 上 限 値 を 
1 ミリ シー ベル ト / 年 | 十分 に 下回る 水準 に 設定 
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限度 値 を 算出 














г» 1 0 0 ベク レル /kg 
に 基準 値 を 設定 


















































(年 齢 や 性 別 な ど 
10 区 分 毎 に 摂取 量 
や や 体格 ・ 代 謝 な ど を ※ 全 て の 年 齢 区 分 の 限度 値 の 
考慮 し 算出 ) うち 最も 厳し い 値 (120) を 
ド 回 る 数 値 に 設定 

















※ 年 間 の 線 基 の 上 限 値 1 ミリ シー ベル ト か ら 、 飲 料 水 に よる 線量 ( 約 0.1 ミ リ シ ー ベ ルト ) を 引き 、 残 り の 線量 を 一 般 食品 
(乳児 用 食品 、 生 乳 を 含む ) に 割り 当て 算出 。 

※ シー ベル ト (Sv) : 放射 線 に よる 人 体 へ の 影響 の 大 き さ を 表す 単位 

※ ベク レル (Bo) : 放射 性 物質 が 放射 線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 


б 
全 人 















































35 


第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


(3) 野生 山菜 、 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 
岩手 の 野山 は 、 春 に は 山菜 、 秋 に は きのこ と いう よう に 自然 の 恵み を 県 民 に も た らし て いま す 。 每年、 
季節 の 便り を 待ち わび て いた 多く の 県 民 が 野山 に 分 け 入り 、 県 内 各地 の 産地 直売 所 や スー パー マー ケッ 
ト 等 の 店 先 に は 様々 な 野生 山菜 や 野生 きのこ が 彩り 、 食 卓 を 賑わす の が 日 常 の 風景 で す 。 
し か し 、 原 発 事故 以後 は 、 放 射 性 物質 の 影響 が 、 野 生 山 菜 や 野生 きのこ に も 及ぶ こと が 懸念 され 、 ま 
た 、 平成 24 年 春 か ら 国 に お いて 新た に 食品 中 の 放射 性 物質 の 基準 値 が 施行 され 、 こ れ ま で の 1 キロ グラ 
ム あ た り 500 ベ クレ ル (Bq/kg) か ら 100 Bq/kg へ と 厳格 化 さ れ ま し た 。 
それ 以前 か ら 実 施さ れ て いた 農林 水産 物 の 計画 的 な 検査 は 、 田 畑 等 の 生産 環境 や 流通 状況 を 農家 や 関 
係 団体 が 日 常 的 に 管理 し て いる 米 や 野菜 等 を 主 な 検査 対象 と し て いま し た 。 し か し 、 野生 山菜 や 野生 き 
の こ は 、 産地 直売 所 等 で 商品 と し て 広く 流通 し て いる 一 方 で 、 多 く の 県 民 が 野山 に 自生 し て いる も の を 
採取 し て 楽し ゃ こと も 一 般 的 な 行楽 と し て 定着 し て いる 状況 に あり 、 その 生育 環境 や 流通 は それ ぞ れ 上 異 
な る こと か ら 、 生産 か ら 流通 まで 管理 され て いる 米 や 野菜 等 と 同じ 体制 で 検査 対象 と する こと が 困難 で 
あり 、 野生 山菜 と 野生 きのこ の 放射 性 物資 濃度 検査 た つい て は 、 多く の 県 民 が 行楽 と し て 採取 し た も の 
か ら 、 商 品 と し て 店 頭 に 並ぶ も の まで 網 維 し た 体制 を 新た に 構築 する 必要 が あり まし た 。 
そこ で 、 県 で は 食 の 安全 安心 を 確保 し 県 民 の 不安 を 解消 する た め 、 平 成 24 年 春の 野生 山菜 か ら 県 民 向 
け に 広く 情報 提供 し 注意 を 促す と と も に 、 県 内 市 町 村 と と も に 野生 きのこ の 放射 性 物質 濃度 検査 を 開始 
し 、 現 在 に 至っ て いま す 。 (図表 2 -12) 
行楽 シー ズン に あわ せ て 実施 し た 検査 結果 は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ な ど で 速 や か に 公表 し 、 あ わせ て 
手作り の マッ プ に 検査 結果 を 分 か りや すく 掲載 する と と も に 採取 する 際 の 留意 点 等 も 掲載 し 注意 喚起 
を し て いま す 。 国 の 基準 値 を 超え た 場合 に は 、 国 の 出荷 制限 指示 等 に 基づき 、 出 荷 等 の 自粛 を 関係 機関 ・ 
団体 に 要請 し 、 安 全 性 の 確保 に 努め て いま す 。 な お 、 流 通関 係 者 (生産 者 団体 、 産 地 直売 所 、 青 果 卸 売 
市 場 ) や 市 町 村 が 野生 山菜 と 野生 きのこ の 自主 的 な 検査 を 行い 、 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 検出 
され た 場合 に は 、 流 通関 係 者 や 市 町 村 の 依頼 に 基づき 精密 検査 も 行っ て いま す 。 
な お 、 平 成 25 年 度 ま で の 検査 の 結果 、 野 生 山菜 に つい て は 、10 市 町 で 10 品 目 (延べ 24 品 目 ) が 国 の 出 
荷 制 限 指示 等 の 対象 と な り 、 野 生き の こ に つい て は 、 9 市 町 で 国 の 基準 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 
国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た 。 
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図表 2-12 野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 流 


Е 1-1 県 の 定め る 方 法 に 従い 、 市 町 村 が 検体 を 採取 。 
D 検体 の 採取 (市 町 村 は 、 採 取 し た 検体 を 県 に 提供 。 ) 











ож ж 2-1 県 は 、 ゲ ル マ ニ 9 ム 半 導体 検出 器 で 放射 性 物質 濃度 を 測定 。 
j 2-2 県 は 、 測 定 結果 に つい て 市 町 村 へ 通知 し 、 報 道 機関 等 へ 公表 。 














(② で 、 国 の 基準 を 超え る 値 が 測定 され た 場合 ) 
© 出 荷 自 肃 等 3-1 検体 が 採取 され た 市 町 村 の 品目 (※2) に つい て 、 出 荷 自粛 等 を 要請 。 
1 ※2 野生 きのこ は 、 全 種類 の 品目 が 出荷 制限 と な る 。 
тати 41 県 内 全域 の 野生 山菜 、 野 生き の この 情報 を 、 県 ホー ムペ ー ジ (※3) 等 に 掲載 。 








※3「 放 射 能 に 関す る 情報 」 内 の ペー ジ 
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(4) 


(5) 


第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 























平成 23 年 8 月 に 、 宮 城 県 産 及 び 福 島 県 産 の イノ シシ の 肉 か ら 暫 定規 制 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 

され た こと を 受け た 野 

野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 要領 を 定め 、 食肉 と し て 活用 され る こと が 多い 野生 鳥獣 肉 の 検査 

を 開始 し まし た 。 以後 、 年 度 ご と に 県 の 「 農 畜 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 計画 」 の 中 で 検査 計画 を 定め 、 
я 





























生 鳥 獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 実施 を 求め る 国 の 通知 に 従い 、 岩手 県 に お ける 





































































































放射 性 物質 濃度 を 汎 


定 し て いま す 。 野生 鳥獣 肉 の 検査 に あたっ て は 、 捕獲 状況 や 過去 の 検査 結果 を 踏ま 















































えな が ら 対 応 し て いま す 。 





平成 23 年 














度 は 、 シ カ 肉 22 検体 、 ク マ 肉 8 検体 、 ヤ マドリ 肉 1 検体 及び カル ガ モ 肉 1 検体 に つい て 検 








査 を 実施 し た 結果 、 ク マ 肉 1 検体 か ら 暫 定規 制 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され まし た 。 




















平成 24 年 


度 は 、 シ カ 肉 52 検体 、 ク マ 肉 11 検体 、 ヤ マドリ 肉 11 検体 、 カ ル ガ モ 肉 9 検体 及び キジ 肉 




















8 検体 に つい て 検査 を 実施 し た 結果 、 複数 の 検体 か ら 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され た 
シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 か ら 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 が 
指示 され まし た 。 








に 応じ た 随 ! 



































平成 25 年 度 は 、 出 荷 制 限 の 指示 が 継続 し て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 了 肉 に つい て 、 捕 獲 状 況 





きき 検査 を 実施 し まし た 。 な お 、 平 成 25 年 7 月 か ら 平 成 26 年 3 月 まで に 、 シ カ 了 肉 62 検体 、 

















クマ 肉 24 検体 及び ヤマ ドリ 肉 21 検体 に つい て 検査 を 実施 し た と ころ 、 シ カ 肉 5 検体 、 ク マ 肉 3 検体 及 
び ヤ マドリ 肉 2 検体 か ら 基準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され て いま す 。 























市 町 村 が 実施 する 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 に 係る 支援 
原発 事故 発生 以降 、 市 町 村 に お いて も 食品 中 に 含ま れる 放射 性 物質 に 対す る 住民 の 不安 を 解消 する こ 








と を 目的 に 、 








成 24 EED 


され た 場合 の 対応 を あら か じ め 定 め て お く 必 要 が あっ た こと な どか ら 、 平 成 24 年 3 月 に 、 市 町 村 と 県 
























































比較 的 簡易 な 測定 機器 で ある Ка (TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 等 を 整備 し 、 住 


民 の 持ち 込ん だ 農林 水産 物 等 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 を する 取組 が 広がり まし た 。 
測定 を 実施 し て いる 市 町 村 か ら は 、 測 定 の 結果 、 一 定 以上 の 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 に 、 県 に お 
\ て 、 精 密 測 定 可 能 で ある ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 を 用 いて 再 測定 を 行う よう 要望 が あり 、 ま た 、 平 

































































* ら 本 格 的 に 実施 され た 学校 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 測定 に お いて 、 一 定 以上 の 値 が 検出 



































が 連携 し て 


層 の 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 に 資す る た め 、 市 町 村 が 行っ た 測定 に お いて 一 定 以 上 の 放射 性 

















物質 が 検出 され 、 当該 市 町 村 か ら 依 頼 が あっ た 場合 に は 、 県 が ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 に より 精密 測 





定 を 行う 体 | 











凡 を 構築 し まし た 。 




















測定 の 対象 は 、 販 売 目的 と し て 生産 ・ 製 造 さ れ た 食品 (給食 食材 を 含む 。) で 、 市 町 村 が NaI(T1) シン 
チレ ーション スベ ペク トロ メー タク 等 で 測定 を 行い 、 測 定 結 果 が 国 の 定め る 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 で あ 


っ た も の と し て いま す 。 


市 町 村 は 、 
























































測定 を し た 食品 区 分 ご と に 県 の 担当 部 署 に 連絡 ・ 通 知 し 、 原 則 と し て 市 町 村 が 測定 を し た 















































同一 の 検体 を 県 に 送付 し ます 。 これ を 受け 県 は 国 の 定め る 方 法 で ゲル マニ ウム 半導体 検出 各 に より 精密 


測定 を 行い 、 


























その 結果 を 依頼 市 町 村 に 通知 し 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 等 で 公表 し て いま す 。 精密 測定 に お 



































いて 国 の 定め る 基準 値 を 超え て いた 場合 に は 、 県 は 出荷 制限 等 の 措置 を 講じ し てい ます 。 (図表 2-13) 
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図表 2-13 市 町 村 の 自主 検査 を 受け た 県 の 精密 検査 の 流れ 









市 町 村 の 自主 検査 
(Mal(TI ジ ウチ ルー ショッ 
2123 












自主 検査 で 、 国 の 定め る 食品 中 の 放射 性 ! 
' 
' 


50Bq/kg 以 下 5nBq,kg 超 物質 の 基準 の 100Bcykg の 12 以 上 


O 給食 食 村 
教育 委員 会 事務 局 スポ ー ツ 健康 課 
O жааи 
(生産 地域 ・ 水 掲 地 域 が 特定 で きる も の ) | 
農林 水産 部 農林 水産 企画 室 | 
O ZORTE nyatu | 
環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 | 
県 で の 精密 検査 二 
Слусбачевнвии) 


県 に 対す る 測定 依頼 







1008аже Е 1nnBq,kg 超 


該当 市 町 村 へ の 
出 荷 自 肃 要 请 


市 町 村 へ の 
検査 結果 の 回 答 













検査 結果 の 公表 
(県 公式 HP 等 ) 





店 頭 等 で の 販売 





【 な ぜ 2 分 の 1 な の か ? スク リー ニン グ 法 】 i 
食品 か ら 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 、 県 で は 出荷 制限 等 の 措置 を 講じ る 際 に 、 国 の 定め た ! 
緊急 時 マニ ュ ア ル に 規定 され た ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 に よ り 検 査 結果 を 確定 させ て いま す 。 し か し 、 機 器 の 数 ! 
が 限ら れ て いる こと 、 必 要 と する 試料 量 が 多い こと 等 、 多 数 の 試料 を 効率 よく 検査 する 性 能 は 限ら れ て いる た め 、 ! 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 回 より も 簡易 な 測定 器 を 用 いて 放射 性 セシウム 濃度 が 基準 舘 より も 確実 に 低い 検体 を 判 ! 
別 し あ ら か じ め ふ る い に か ける スク リー ニン グ 法 が 国 か ら 示 され て いま す 。 ! 
簡易 な 測定 器 に は 一 定 の 測定 誤差 が あり 、 測 定 値 が 統計 的 に 確実 に 基準 値 を 超え て いる か 否 か を 判定 する 必要 が 『 
あり ます 。 ス クリ ー ニ ング 法 で は 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 に より 検査 結果 を 確定 させ る 必要 の ある スク リー ニ ! 
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ング レベル (判定 値 ) を 、 科 易 な 測定 器 で の 測定 値 に お いて 基準 値 の 2 分 の 1 以上 と し て いま す 。 
これ は 、 こ の 数 値 以下 で あれ ば ほぼ 100% の 確率 で 基準 値 以 下 で ある と 判定 で きる 数 値 の こと で 、 測 定 器 に は こ 
の レベ ル の 性 能 を 持つ こと が 求め られ ます 。 ま た 、 ス クリ ー ニ ング レベ ル ま で 測定 する に は 、NaI(T1) シン チレ ー 
ショ ンス ペク トロ メー タ 等 に よる 測定 が 必要 と され て いま す 。 
県 で は 、 市 町 村 に 対し 、 国 の スク リー ニン グ 法 を 満た す 測定 機器 や や 検査 環境 と する よう 依頼 し た うえ で 、 市 町 村 
か ら の 依頼 に 基づく 精密 検査 を 行っ て いま す 。 
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【 市 町 村 等 の 取組 : 住民 が 測定 を 依頼 し た 食品 検査 実施 状況 】 
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図表 2-14 市町村 に お ける 住民 等 の 依頼 に 基づく 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 状況 


市 町 村 で は 、 
RHIZ 


住民 な どか ら の 依頼 等 に 基 























ЩЕ 











に 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 を 測 
整備 し た 測定 機器 や NPO 法人 等 へ の 委託 な ど に より 測定 が 行わ れ て いま す 。( 


原発 放射 線 影 


tiy 





20у 
=] 


対策 の 取組 状況 


し て いま す 。27 の 
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K 2 -14) 


(平成 26 年 3 月 31 日 現在 ) 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































実 施 人民 要件 等 地元 産 に | 販売 目的 | 農林 水産 | 加工 品 を | 流通 品 を | 食品 以外 
市 町 村 限定 に 限定 | 物 に 限定 対象 対象 対象 
盛岡 市 O O O 
ЕТП j 民 、 市 内 企業 及び 事業 所 O O 
大 船渡 市 | 市 内 在住 者 O O 
花巻 ij 民 、 市 内 事業 所 O O O 
北上 市 O 
тар 民 、 市 内 事業 所 O O O 
関 市 | 生産 者 O O 
陸前 高田 市 | 市 内 居住 者 O O 
+11 j 内 水産 ・ 農 業 生産 者 、 市 内 居住 者 O O O 
ZF 和 内 居住 者 O O 
奥州 市 O O 
RAM 内 居住 者 O O O 
滝沢 市 O O O O 
葛巻 の 希望 者 O O 
岩手 J 民 O O O 
紫波 内 居住 者 O O O O 
矢巾 家庭 菜園 生産 者 、 農 業 生 産 者 O O O 
AA 居住 者 O O O 
& 7 ] 内 生産 者 O O 
5 T 民 が 町 内 産 の も の を 測定 O O 
住 内 居住 者 O O 
山 内 居住 者 、 団 体 等 O O 
岩泉 町 居住 者 、 法 人 、 団 体 等 O 
普代 村 | 村内 居住 者 、 事 業 所 ・ 事 務 所 O O 
軽米 町 | 町 民 O O O O 
九 户 村 | 村 民 O O 
洋 野 町 | 町 民 、 町 内 生産 者 O О O O 
27 16 2 15 11 8 16 
3 健康 影響 対策 の 取組 
原発 事故 に 伴い 、 放 射線 に よる 健康 へ の 影響 を 心配 する 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと 等 か ら 、 本 
県 に お いて 事故 に よる 放射 線 が 健康 に 影響 を 及ぼ す レ ベル に な いこ と を 確認 する こと が 重要 と 考え 、 比 較 
的 放射 線量 の 高い 県 南部 を 中 心 と し 、 大 人 に 比べ て 放射 線 に よる 影響 (感受 性 ) が 高い 可能 性 が ある 子 ど 
も の 内 部 被ばく 状況 を 把握 する た め 、 放 射線 健康 影響 調査 ( 尿 中 放射 性 物質 サン プリ ング 検査 ) を 平成 23 
年 度 か ら 行う と と も に 、 県 南 3 市 町 (奥州 市 、 一 関 市 、 平 泉町 ) が 実施 する 内 部 被ばく 検査 や 個別 健康 相 
談 等 の 対策 に 対し 、 補 助 事業 を 通じ た 支援 を 行っ て いま す 。 
調査 結果 に つい て は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 広報 誌 、 セ ミナ ー 等 で 広く 県 民 等 に 対し て お 知ら せ し て い 
ます 。 
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第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


(1) 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 ( 尿 中 放射 性 物質 サン プリ ング 調査 ) の 実施 
本 県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 ~15 歳 の 子 ど 
も を 対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング 調査 を 実施 し まし た 。 


Е] 


АЯ lC OV C. RERE ER, MIRRE, 公衆 衛 生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 に お いて 
「 放 射 性 セシウム に よる 預託 実効 線量 は 、 最 大 で も 0.03 ミリ シー ベル ト (mSv) 未満 と いう 結果 で あ 
り 、 全 員 が 1mSvy を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ 
る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 (図表 2 -15、 2-16) 

※ 項 託 実 効 線 量 : 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども で 70 歳 ま で の 生涯 の 累積 線量 を 表し た も の 。 
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(2) 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 (平成 24 年 度 継続 調査 ) の 実施 

平成 23 年 度 の 調査 結果 及び 有識者 会 議 に お ける 評価 に つい て 、 県 ホー ムペ ー ジ や 各種 セミ ナー に お 

いて 周知 に 努め た も の の 、 県 民 の 不安 は 十分 に は 払 し ょ くさ れず 、 調 査 継続 へ の 要望 が 寄せ られ まし た 。 
また 、 有 識者 会 議 に お いて も 「 県 民 て へ の フォ ロー アッ プ の 和 観点 か ら 調査 継続 が 必要 」 と の 意見 も いた 

だ いて いた 状況 等 を 略 ま え リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 観点 か ら 継 続 し て 調査 を 実施 し まし た 。 


E 


調査 結果 に つい て 、 有 識者 会 議 に お いて 「 尿 中 の 放射 性 セン シン ウ ム の 量 は 減少 し て お り 、 預 託 実 効 線量 











































































































も 0.01 mSv 未満 で ある こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と 
の 評価 を いた だ いて いま す 。 (図表 2 -15、 2 -17) 





























(3) 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 (平成 25 年 度 継続 調査 ) の 実施 

平成 24 年 度 の 継続 調査 結果 及び 有識者 会 議 に お ける 評価 に つい て 、 こ れ ま で と 同様 に 、 県 ホー ムペ 

ー ジ や 各種 セミ ナー に お いて 周知 に 努め た も の の 、 県民 の 不安 は 十分 に は 払 し ょ くさ れず 、 調査 継続 へ 

の 要望 が 寄せ られ まし た 。 
また 、 有 識者 会 議 に お いて も 「 内 部 被ばく の 減少 を わか りや すく 伝え る 貴重 な デー タ で あり 、 リ スク 

コミ ュ ニ ケー ショ ン の 一 環 と し て 、 可 能 で あれ ば も う 少 し 継続 し て は どう か 。」 と の 意見 も いた だ いて 

いた 状況 等 を 踏ま え 、 平 成 25 年 度 も 継続 し て 調査 を 実施 し まし た 。 

胃 査 結果 に つい て 、 有 識者 会 議 委員 か ら 平 成 24 年 度 と 同様 に 「 尿 中 の 放射 性 セン ウム の 量 は 減少 し 

て お り 、 預 託 実効 線量 も 0.01 mSv 未満 で も る こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ 

いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 (図表 2 -15、 2-18) 
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図表 2-15 調査 対象 者 の 属性 (平成 23 FE, 平成 24 年 度 、 平成 25 年 度 ) 
















































































































調査 対象 者 の 属性 | 調査 協力 者 の 属性 
市 町 村 別 構成 割合 年 齢 別人 数 区 分 一 天 市 | 奥州 市 | 宮古 市 | 金ケ崎 町 | 平泉 町 | 計 
宮古 市 3 歳 , 2 > 
9.1% ра 1 回 目 ( 平 成 23 年 度 ) 60 36 12 12 12 132 
ESE 2 回 目 (平成 24 年 度 ) 44 23 0 8 11 86 
3 回 目 ( 平 成 25 年 度 ) 16 11 2 3 9 41 
※1 宮古 市 に つい て は 、2 回 目 調査 に は 参加 し な か っ た 
※2 一 関 市 5 回 目 に つい て は 、1 回 目 調査 以降 に : зет: 属し た 者 1 名 を 含む こと 





3 回 目 (平成 25 年 度 ) 















































一 并 市 21 25 14 60 
奥 州 市 12 15 9 36 
宮古 市 、 金 ヶ 崎 町 、 平 泉町 12 15 9 36 ; 
计 45 55 32 132 1 
平成 23 年 度 対象 者 の 属性 平成 25 年 度 対象 者 の 属性 
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第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 





図表 2-16 平成 23 年 度 調査 結果 
1 日 当たり の 尿 中 放射 性 物質 量 (放射 性 セシウム ) | 預託 実効 線量 の 状況 (放射 性 セシウム ) 





































































































































































































































































































































































































































































人 数 放射 性 セン ウム 134+137 Am 預託 実効 線量 の 状況 (mSy) 
60 90 81 
< 48 80 ※ 預託 実効 線量 mSvy) と は 、 
50 20 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に 
40 つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども 
33 60 で 70 歳 まで の 生涯 の 累積 線量 
30 50 45 を 表し た も の 。 
20 40 1 
2013 15 н 
10 
и В WB: оосо 2 
0 10 1 6 š 
マツ # # # # # # # > 0 = 
学 了 0.01 未 满 0.010.02 未 満 。 0.02~~0.03 未 满 0.03 以 上 
~ y X ¥ ° є BB 
区 分 預託 実効 線量 (mSv)= 生涯 累積 の 内 部 被ばく 線量 計 
же 尿 1 日 当たり 放射 性 セン ウム 量 (Bq/ 日 ) 0.01 未 満 。 | 0.01~0.02 未 满 | 0.02~0.03 示 清 | oos— 
出 | 1 未 满 | ожа | 3 未満 | 4 未 满 | 5 未満 | 6 未満 | зж | z— 人 数 | 81 | 45 6 P 132 | 
134+137 | 13 | 20 | 48 | 38 | 15 | 3 | - | ・ | 132 | 比率 | 614% | 341% 4.5% 0% 100% | 
図表 2-17 平成 24 年 度 調査 結果 
1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セシウム 量 (!34Cs 十 137Cs ) 放射 性 セン シン ウム に よる 預託 実効 線量 の 状況 (mSv) 
(いずれ の グラ フ と も nー86) (いずれ の グラ フ と も n=86) 
1 23 2 24 1~2 
1 回 目 (平成 23 年 度 ) 2 回 目 (平成 24 年 度 ) TA emaa АА ARAR 
7BB 以 上 ол TREME од а ОК DA и 
6~7Bq/ 日 未満 |0 人 6~7Bq/ 日 未満 0 人 
5~6Bq/ 日 未満 0 人 5~6Bq/ 日 未満 0 人 M [6л е 0 人 P a ls. 
4~5Bq/ 日 未 满目 3 人 4~5Bq/ 日 未 满 0 人 
4 4 0.01-- 8 0.01-- 0.01-- 32 
3 て 4Bq/ 日 未満 В 11 人 3 て 4Bq/ 日 未満 0A 0.02mSv 未 满 m: oozmsv 未 满 ОА 0.02mSv 未 满 E 
2 一 3Bq/ 日 未 满 E 25A 2~3Bq/ 日 未 满 | 0 人 | 
J7 Е 0.01mSv 未 满 1 48 0.01mSv 未 满 ed 86 0.01mSv 未 满 | | 45 
1~2Bq/ 日 未 满 БИНИ 53А. 1~2Bq/ 日 未 满 目 3 人 人 人 人 
1Bq/ 日 未満 画 9 人 1Bq/ 日 未満 ВИИ 32 人 0 人 50 人 0 人 БОА 0 人 50 人 
FRH (N.D. 検出 (N.D.) НИ пне ася 
TREND) 图 5 人 TREND) БА "ав. авая оташат кааза гА) E cOlBtsEsrIEDLI- 
2 回 目 は 、 1 回 目 調査 終了 日 翌日 を 起点 と し 、2 回 目 調査 時 (平成 24 年 11 月頃) まで と し て 算出 。 
0 人 20 人 40A 60 人 0 人 20A 40 人 60 人 1 2 回 通算 は 、 個々 の 調査 対象 者 に つき 1 回 目 と 2 回 目 を 合計 し た 預託 実効 線量 。 
図表 2-18 平成 25 年 度 調 査 結果 
1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セシウム 量 (!34Cs 十 137Cs ) 放射 性 セン ウム に よる 預託 実効 線量 の 状況 (mSv ) 
1 回 目 (H23 年 度 ) 2 回 目 (H24 年 度 ) 3 回 目 (H25 年 度 ) 1 回 目 (平成 23 年 ) 2 回 目 (平成 24 年 ) 3 回 目 (平成 25 年 ) 
7Bq/ 日 以 上 | 0 人 7Bq/ 日 以 上 | 0 人 7Bq/ 日 以 上 | 0 人 a 0.03~ 0.03~ 
г 0 .04mSv: .04mSv: 
в-твовжи | 0 人 6~7Bq/ 晶 未 满 | 0 人 6~7Bq/ 日 未 满 | 0 人 ooms ОА аг s: мг аа 
5~6Bq/ 日 未 满 | 0 人 5~6Bq/ 日 未 满 | 0 人 5~6Bq/ 日 未 满 | 0 人 ite 0.02~ 0.02~ 
0.03mSv 未 满 [5л 0.03mSv 未 ОД 0.03mSv 未 ОД. 
4~5Bq/ 日 未 满 | 1 人 4~5Bq/ 日 未 满 | 0 人 4~5Bq/ 日 未満 | 0 人 满 满 
з-авунжа 画 7 人 3~4Bq/ 日 未 满 | 0 人 3~4Bq/ 日 未 满 | 0 人 g= 12 0.01~ 0.01~ 
0.02mSv 未 满 人 0.02mSv 未 ОД 0.02mSv 未 ОД 
2~3Bq/ 日 未 满 МА 9 2~3Bq/ 日 未 灌 | 0 人 2~3Bq/ 日 未 满 | 0 人 я 8 
1 一 2Bd/ 日 未 满 ВИ 18 人 1~2Bq/ 日 未 满 | 1 人 1~2Bq/ 日 未 满 | 0 人 Ey 24 0.01mSy 未 39 0.01mSy 未 1 
OS 2 — ms > msn 
1Bq/ 晶 未 满 目 3 人 1Bq/ 日 未 满 加 16 人 1Bq/ 日 未満 Ш 9 人 
FREND) ВЗА TAHOD) 還 22 人 | | 不 以 CD) Машини 32 人 0 人 50 人 0 人 50 人 0 人 50 人 
T 25 ※ 3 回 目 実施 の 宮古 市 参加 者 2 名 に つい て 、2 回 目 は 未 実施 の た め 、2 回 目 の み 合計 人 数 が 異な る こと 。 
0 人 20 人 40 人 0 人 20 人 40 人 0 人 20 人 40 人 【 預 託 実 効 線量 の 算出 方 法 】 
※ 3 回 目 実施 の 宮古 市 参加 者 2 名 に つい て 、2 固 目 は 未 実施 の た め 、2 固 目 の み 合計 欄 人 数 が 員 な る こと 。 1 回 目 は 、 原 発 事故 発生 時 か ら 1 回 目 調査 時 (平成 23 年 12 月 頃 ) ま で の 慢性 経口 摂取 と し た 。 
K AHMM, Еп тво зс-одВуОНа 2、3 回 目 は 、 前 回 調査 終了 日 翌日 を 起点 と し 、 各 回 調査 時 ( 各 年 1 1 月頃) まで と し て 算出 。 









































(4) 岩手 県 放射 線 健康 相談 等 支援 事業 費 補助 の 創設 

成 24 年 度 に は 、 原 発 事故 に よる 放射 線 の 健康 影響 へ の 不安 の 解消 を 図る た め 、 県 南 3 市 町 (奥州 
h、 一 関 市 、 平 泉町 ) を 対象 に 、 住 民 に 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 が 実施 する 個別 健康 相談 等 の 事業 
部 被ばく 検査 に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 を 創設 し 、 市町 が 実 如 する 大 対策 の 支援 を 行っ 
て いま す 。 
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6 県 外 か ら の 避難 者 に 対す る 健康 相談 
原発 事故 に 伴い 、 本 県 に も 福島 県 か ら 多く の 方 々 が 進 難 さ れ て きま し た 。 





避難 され て きた 方 の 中 に は 、 健康 へ の 不安 を 訴え られ る 方 も 多く 、 事故 直 後 か ら 、 保 健 所 や 岩手 


大 学 附属 病院 へ 相談 が 寄せ られ まし た 。 





この よう な 状況 や 県 に 先行 し て 相談 対応 を 行っ て いた 岩手 医科 大 学 附 


要望 な ど を 受け 、 平 成 23 年 3 月 19 
健 所 に 「 健 康 相 談 窓口 」 を 開設 しま 
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病院 か ら の 相 





Ела 
談 窓 


医科 


HRED 


日 か ら 県 央 、 中 部 、 奥 州 、 一 関 の 県 内 4 ヵ所 の 保健 所 及び 盛岡 市 保 














し た 。 


健康 相談 窓口 で は 、 電話 に よる 相談 の ほか 、 民間 の 企業 等 か ら ご 協力 を いた だ き サ ー ベ イメ ー タ を 配 
備 し 、 避 難 の 状況 及び 相談 者 か ら の 希望 に より 、 被 ば く 線 量 の 測定 を 行い まし た 。 
















































































相談 窓口 開設 か ら 平成 23 年 6 月 末 ま で の 間 に 、270 名 か ら の 相談 を 受付 ま し た 。 (図表 2 -19) 
図表 2-19 健康 相談 実施 状況 
H23. 3. 14~31 (18 日 間 ) 236 195 33 82 40 24 16 
H23.4.1—30 (30 日 間 ) 19 15 0 0 0 14 
H23.5.1—31 (31 日 間 ) 9 4 0 0 0 3 
H23. 6. 1~30 (30 Н) 6 2 0 0 0 2 
合計 270 216 33 82 42 24 35 
































【 市 町 村 等 の 取組 : 県 南 3 市 町 の 内 部 被ばく 
県 南 3 市 町 で は 、 岩手 県 放射 線 健康 相談 等 支援 事業 費 





調査 実施 状況 】 





直 助 を 活用 し 、 平成 24 4 




















の 子ども に 内 部 被ばく 検査 が 実施 され 、 概 ね 県 調査 と 同様 の 結果 が 得 ら れ ま し た 。 


(加 





図表 2-20 放射 線 健康 相談 等 支援 事業 費 補助 事業 実施 状況 (内 部 被ばく 検査 、 平 成 24 年 度 事業 ) 


ア 放射 性 セシウム 検出 状況 に つい て 











表 2-20) 


E 度 、3 市 町 合計 で 2, 960 名 


























































































































奥州 市 1, 307 (98. 3%) 20 (1. 5%) 3 (0. 2%) - 一 一 1, 330 
関 市 1, 432 (94. 8%) 60(4.0% 11 (0. 7%) 4 (0. 3%) 1 (0. 1%) 2 (0. 1%) 1, 510 
平泉 町 108 (90. 0%) 9 (7. 5%) З (2. 5%) = 一 一 120 
イ 預託 実効 線量 (内 部 被ばく 線量 ) の 推計 ・ 評 価 

奥州 市 1, 326 (99. 7%) 4 (0. 3%) = — — = 1, 330 
一 関 市 1, 492 (98. 9%) 10 (0. 7%) 4 (0. 3%) 1 (0. 1%) 1 (0. 1%) 1 (0. 1%) 1, 509 
平泉 町 118 (98. 3%) 2 (1. 7%) = = = 一 120 

※ 預託 実効 線量 の 算定 に あたり 、 3 市 町 に お いて は 摂取 期間 を 原発 事故 後 て 検査 時 点 ま で で 算定 。 

※ な お 、 一 関 市 分 は 、 尿 量 未 記載 の た め 、 預 託 実効 線量 の 算定 が 出来 な か っ た 者 1 名 あり 。 




















第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


4 学校 な ど で の 対策 の 取組 

県 で は 、 原 発 放 射線 影響 対策 の 基本 方 針 に お いて 、 放 射線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 
重視 する 観点 か ら 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 測定 に 重点 的 に 取り 組み 、 対 策 の 実施 に あたっ て は 

学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 環境 整備 に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する こと と し て いま す 。 

そこ で 、 県 で は 、 平成 23 年 度 か ら оао Ке 、 放 射線 量 低減 に 向け た 
取組 方 針 に 基づき 、 空 間 線量 率 が 局所 的 に 1 Sv/h を 超え た 場合 に は 、 除 染 等 の 低減 措置 を 行っ て いま す 。 
А ана А А уо Саити 
行っ て いま す 。 

市 町 村 等 に お いて も 、 小 中 学校 な ど に お ける 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 が 行わ 
れ て いま す 。 県 は 測定 機器 の 貸出 、 給 食 食材 測定 機器 購入 費用 の 助成 、 放 射線 量 の 測定 ・ 除 染 費用 の 助成 
な ど を 行い 、 市 町 村 等 の 取組 を 支援 し て いま す 。 

これ か ら も 、 市 町 村 等 と 連携 し て 、 学 校 の 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ 
て いき ます 。 






































































































































(1) 県立 学 校 校 地内 等 の 放射 線量 等 の 測定 と 低減 措置 
了 県 に よる 県 南 地区 小 中 学 校 の サン プリ ング 調査 の 実施 
県 で は 、 平 成 23 年 7 月 か ら 9 月 に 、 他 の 地域 と 比べ て 空間 線量 率 が 比較 的 高い 値 を 示し て いた 県 
南 地区 の 小 中 学 校 の 一 部 (6 校 ) を 抽出 し 、 グ ラウ ンド 及び 教室 内 等 の 空間 線量 率 、 屋 外 プ ー ル 水 、 
グラ ウン ド 土 壌 の サン プリ ング 調査 を 実施 し 状況 を 確認 し ま し た 。 調査 の 結果 、 児童 生 徒 に 影響 を 与 
える レベ ル で は な いこ と を 確認 し まし た 。 (図表 2 -21) 
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调查 结果 £ 1 nSv/h 以 TX! 全て 不 検出 而 定 下限 値 : 10 Bq/kg 未 満 ) | 93.6 Bq/kg ~727 Bq/kg*? 



















































































測定 機関 ・ スポ ー ツ 健康 課 岩手 県 環境 保健 研究 セン ター 弘前 大 学 被ばく 医療 
検査 協力 機関 | 県 南 教育 事務 所 ( 财 ) 環境 科学 技術 研究 所 (青森 県 ) 総合 研究 所 (青森 県) 

















※1 学校 に お いて 児童 生徒 等 が 受け る 線量 の 目安 (文部 科学 省 ) … 1 u Sv/h Ж 
※2 一 般 環 境 土壌 の 土壌 に 関す る 基準 値 は 設け られ て いな い が 、 水 稲 の 作付 制限 の 判断 基準 で ある 5, 000Bq/kg を 大 きく 下 
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教室 内 測定 の 様子 グラ ウン ドド 測定 の 様子 


イ 県 立 学校 等 лечи нк 
県 立 学校 に つい て は 、 平成 23 年 度 か ら 定 期 的 に 放射 線量 の 測定 を 行っ て いま す が 、 平成 23 年 9 月 
か ら 11 月 に か け て 、 А A га не А р, 
に より 全 県 立 学校 の 校 地 内 空間 線量 率 の 測定 を 実施 し まし た 。 いずれ も 校庭 等 の 場所 で 文部 科学 省 が 
定め た 学校 に お いて 児童 生徒 等 が 受け る 線量 の 目安 (校舎 ・ 校 庭 等 に お いて 年 間 1 ミリ シー ベル ト 
(пу) ДЕ, 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 未 満 ) を 下回っ て お り 、 健 康 に 影響 を 与え る レベ ル に な いこ 
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と を 確認 し まし た 。 
し か し 、 雨 樋 の 下 等 局所 的 に 高い 値 (1 Sv/h 以 上 ) を 示し た 箇所 が あっ た た め 、 立 入 制 限 等 の 措 
置 を 行っ た うえ で 、 平 成 23 年 12 月 27 日 まで に 局所 的 に 高い 値 を ボ し た 全て の 県 立 学校 (10 校 、 計 
109 ヶ所 ) の 除 染 を 完了 し まし た 。 そ の 後 は 全て の 人 箇所 で 文部 科学 省 の 目安 を 下回っ て いま す 。 
業者 委託 に よる 測定 に 加え て 、 平成 23 年 11 月 か ら 各 県 立 学 校 ( 除 染 を 行っ た 学校 は 除 染 完了 後 か 
ら 実施 ) に お いて 、 職 員 が 原則 月 1 回 、 校 庭 や 雨 ど い 、 側 溝 な どの 空間 線量 率 の 測定 を 行い 、 測 定 結 
果 に つい て は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 測定 の 結果 、 全 て の 県 立 学校 で 文部 科学 省 の 
目安 を 下回っ て いま す 。 
また 、 教 育 委員 会 所 管 の 社会 体育 施設 (県 営 運 動 公園 、 県 営 体育 館 、 県 営 野球 場 等 )、 社 会 教育 施 
設 (県 立 県 南 青 少年 の 家 、 県 立 陸中 海岸 青少年 の 家 、 県 立 県 北 青 少年 の 家 )、 文 化 施設 (県 民 会 館 、 
県 立 美術 館 、 県 立 博物 館 ) で は 、 各 施設 の 指定 管理 者 が 定期 的 に 敷地 内 の 空間 線量 率 を 測定 し て いま 































































































TEN 


















































и 


























な お 、 今後 、 空間 線量 率 が 局所 的 に 1 Sv/h を 超え た 場合 に は 、 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 

















基づき 、 除 染 等 の 低減 措置 を 行い ます 。 








除 染 作業 の 様子 除 染 作業 の 様子 


ウ 汚染 状況 重点 調査 地域 内 の 県 立 学校 の 測定 と 面 的 な 除 染 
重点 調査 地域 指定 を 受け た 一 関 市 と 奥州 市 に ある 県 立 学 校 で は 、 グ ラウ ンド 等 の 詳細 な 測定 を 平成 
24 年 6 月 に 実施 し た 結果 、16 校 中 4 校 (前 沢 高等 学校 、 前 沢 明峰 支援 学校 、 一 関 清明 支援 学校 、 千厩 
高等 学校 ) が 国 の 面 的 除 染 基準 で ある 0. 23u Sv/h 以上 で 対象 と な り ま し た 。 平成 24 年 9 月 28 日 に は 
国 か ら 補 助 事業 の 交付 決定 が 得 ら れ 、 環 境 省 の 定め る 「 除 染 関係 ガイ ドラ イン 」 及 び 市 の 除 染 作業 方 
法 に 準じ て グラ ウン ド 等 の 面 的 な 除 染 に 着手 し 、 平 成 25 年 5 月 まで に 4 校 全 て の 除 染 作業 が 完了 し ま 
し た 。 











































































































I 県 立 学 校 牧草 地 の 除 染 
平成 24 年 2 月 、 県 立 学 校 の 農業 教育 実習 で 使用 し て いる 牧草 地 の 牧 草 か ら 、 国 が 設定 し た 飼料 中 の 
放射 性 セシウム の 暫定 許容 値 (飼料 中 の 放射 性 セン シン ウム の 暫定 許容 値 : 100Bq/kg) を 超え る 放射 性 セ 
シウム が 検出 され た た め 、 県 か ら 牧 草地 の 利用 自粛 要請 が 出さ れ ま し た 。 
牧草 地 の 除 染 が 必要 と な っ た 県 立 学校 3 校 (盛岡 農業 高等 学校 、 水 沢 農業 高等 学校 、 岩 谷 堂 高 等 学 
校 ) に お いて 、 牧 草地 の 除 染 作業 を 行い 、 平成 24 年 11 月 まで に 3 校 全て の 除 染 作業 を 完了 し まし た 。 
また 、 平成 25 年 9 月 、 遠野 北東 部 お よび 南部 に ある 全て の 牧草 地の利 用 自粛 要請 が 県 か ら 出 され た 
こと か ら 平 成 26 年 度 中 に 、 遠野 市 内 県 立 学校 1 校 (遠野 緑 峰 高等 学校 ) の 牧草 地 の 除 染 作 業 を 実施 す 
る 予定 で す 。 
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オ 放射 線量 測定 機器 の 整備 、 積 算 線量 計 に よる 年 間 放 射線 量 の 推計 調査 の 実施 

で は 、 県 立 学校 等 に お ける 放射 線量 を 測定 する た め 、 平成 24 年 1 月 に 7 台 の サー ベイ メー タ を 
教育 事務 所 及び 教育 委員 会 事務 局 ス ポー ツ 健 康 課 に 配置 し 、 県 立 学 校 の 測定 に 加え 、 市 町 村 や 施設 指 
者 等 へ の 貸出 を 行っ て いま す 。 
また 、 除 染 後 の 安 全 性 を 確認 する た め 、 除 染 作 業 を 実施 し た 学校 に お いて 積算 線量 計 を 使用 し 、 個 
人 が 学校 に お いて 受け る 年 間 放 射線 量 の 推計 調査 を 3 回 実施 し まし た 。( ぴ ① 平 成 23 年 11 月 平成 24 
年 1 月 ② 平 成 24 年 4 月 て 7 月 ③ 平 成 25 年 6 月 て 7 月 ) 

調査 の 結果 、 ど の 学校 に お いて も 文部 科学 省 が 定め た 学校 に お いて 児童 生徒 等 が 受け る 線量 の 目安 
(年 間 1 mSv ДР, 毎時 1 ибу 未満 ) を 下回り まし た 。 
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(2) 学校 給食 の 放射 線 影響 対策 等 

県 で は 、「 県 産 食材 等 の 安全 確保 方 針 (平成 23 年 10 月 策定 )」 に 基づき 、 安 全 な 県 産 食材 の 供給 に 向 
けた 取組 を 積極 的 に 実施 し 、 こ れ ら の 取組 等 に より 学校 給食 の 安全 性 の 確保 に 努め て きま し た 。 し か し 、 
保護 者 な どか ら の 放射 線 へ の 不安 が 解消 され な い 状 況 に あっ た こと か ら 、 県 で は 、 国 の 平成 23 年 度 3 
次 補正 事業 を 活用 し て 放射 性 物質 濃度 の 測定 機器 を 導入 (平成 24 年 3 月 整備 ) する な ど 、 平成 24 年 4 
月 以降 の 測定 開始 に 向け 県 立 学校 に お ける 滑 定 体制 の 整備 に 取り 組む と と も に 、 市 町 村 等 の 測定 体制 整 
備 へ の 支援 を 実施 し 、 現 在 で は 、 県 及び 29 市 町 村 で 学校 給食 食材 等 の 測定 を 行っ て いま す 。 測 定 の 結 
果 、 平 成 25 年 度 ま で に 国 の 定め る 基準 値 を 超え た 事例 は あり ませ ん 。 




















































































































































































































ア 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 測定 

学校 給食 の より 一 層 の 安全 ・ 安 心 確保 の た め 、 自 校 で 給食 調理 を 実施 し て いる 県 立 学校 11 校 (Ж 
岡 視覚 支援 学校 、 盛 岡 聴 覚 支援 学校 、 盛 岡 と な ん 支援 学校 、 盛 岡 峰 南 高等 支援 学校 、 花 巻 清 風 支援 人 
校 、 前 沢 明峰 支援 学校 、 気 仙 光 陵 支援 学校 、 久 慈 拓 陽 支援 学校 、 杜 陵 高 等 学校 、 盛 岡 工 業 高等 学校 、 
釜石 高等 学校 ) に 測定 機器 を 設置 し 、 平 成 24 年 6 月 か ら 、 給 食 で 使用 する 予定 の 食材 に つい て 放射 
性 物質 濃度 の 測定 を 行い 、 自 校 に お ける 食材 の ほか 、 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依頼 に 応じ 
た 測定 も 行っ て いま す 。 

対象 食材 は 、 産 地上 直売 所 や 個人 農家 な どか ら 直 接 仕入れ る 地場 産物 (野菜 類 ) 等 で 使用 量 の 多い も 
の を 中 心 と し 、 測 定時 期 は 学校 給食 提供 日 の 1 週間 か ら 4 週間 前 と し て いま す 。 食材 の 測定 を 行い 、 
国 が 定め る 基準 値 の 1 以上 の 値 が 出 た 場合 に は 、 再 度 精密 検査 を 行い 、 国 が 定め る 基準 値 を 超 
える 結果 と な っ た 場合 は 、 給 食 食材 と し て 使用 し な いこ と と し て いま す 。 平成 25 年 度 ま で の 測定 の 
結果 、 基 準 値 を 超え た 事例 は あり ませ ん 。 な お 、 平 成 25 年 2 月 か ら は 、 児 童 生徒 へ の 提供 後 の 学校 
給食 に つい て も 測定 し て いま す 。 










































































































































































































































































イ 学校 給食 モニ タリ ング 事業 
学校 給食 に お ける 放射 性 物質 の 有無 や 量 に つい て 把握 ・ 分 析 し 、 よ り 一 層 の 学校 給食 の 安心 の 確保 
に つなげ る こと を 目的 と し て 、 平 成 24 年 9 月 か ら 文 部 科学 省 の 委託 に より 提供 後 給食 に こつ いて の モ 
ニタ リン グ 検 査 を 実施 し て いま す 。 
この 検査 は 、 児 童 生徒 へ 提供 され て いる 学校 給食 1 人 分 を 1 週間 (月 曜日 か ら 金 曜日 の 5 食分 ) ご 
と に まとめ て ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 で 放射 性 物質 濃度 を 検査 する も の で 、 県 内 の 市 町 村立 学校 給 
食 セ ンタ ー な ど 5 施 設 で 実施 し て いま す 。 (図表 2-22) 

平成 25 年 度 ま で の 検査 で は 、 い ずれ の 施設 に お いて も 放射 性 物質 (セシウム 134、 セ シウム 137、 
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ヨウ素 131) は 不 検出 (SH 


合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 








図表 2-22 学校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 施設 名 等 


H 下 限 値 未満 ) の 結果 で し た 。 

































































紫波 町 紫波 町 学校 給食 セン ター 県 央 
大 船渡 市 大 船渡 市 立 越 豆 来 学校 給食 共同 調理 場 沿岸 
大 棚町 大 棚町 学校 給食 セン ター 沿岸 
普代 村 普代 村 学 校 給食 共 同調 理 場 県 北 
岩手 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 岩手 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 県 南 














※ 実 施 市 町 村 等 は 、 希 望 調査 及び 地域 バラ ンス 等 を 考慮 し 選定 





(3) 


市 町 村 等 へ の 支援 
県 で は 、 市 町 村 等 の 学校 の 放射 線量 
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ア 放射 線量 測定 機器 (サー ベイ メー タ ) の 貸出 (平成 23 年 度 ~) 


平成 24 年 1 月 に 
町 村 や 施設 指定 
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管理 者 等 
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の サー ベイ メー タ を 、 平 成 24 年 2 月 1 





イ 市 町 村 等 の 測定 ・ 除 楽 費用 の 助成 (平成 23 年 度 一 ) 


平成 23 年 9 月 
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に 放射 線 の 影響 か ら 学校 等 に 
及び 土壌 の 除 染 費 
し た 。 こ の 
学校 (2 私立 高校 、46 А 





























ほ 業 に より 平成 25 4 








FE 度 まで に 


お ける 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め 、 学 校 等 に 
1 に つい て 県 が 2 分 の 1 の 助成 を 行う 岩手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 
に 助成 を 行い 、 





18 市 町 村 (3 私 立 高校 ) 
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共 施 設 ) の 放射 線量 測 
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ウ 学校 給食 食材 測定 機器 の 購入 費 の 助成 (平成 23~24 年 度 ) 


市 町 村 


が 学校 給食 等 食材 の 放射 性 物質 濃度 測定 検査 機器 を 購入 する 際 の 費用 に 


























対し 、 





275 万 円 を 上 限 と し て その 2 分 の 1 を 県 が 補助 し 、20 市 町 村 に 助成 し まし た 。 


I 依頼 に よる 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 の 精密 検査 
市 町 村 が 実施 し た 給食 食材 の 


市 町 村 の 





依頼 を 受け 、 








【 市 町 村 等 の 取組 : 市 町 村立 学校 等 の 除 楽 状況 、 給 食 食材 測定 状況 】 


市 町 村 に お いて も 、 
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公立 小学 校 8 校 、 公 立 中 学校 2 校 の 合 


し て は 、 各 市 町 村 に お いて 測定 機器 の 導入 な ど に より : 
機器 を 購入 する 際 の 
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29 市 町 村 に お いて 測定 が 実施 
な お 、 市 町 村 が 実施 
は 、 市 町 村 の 依頼 を 受け 





























まだ 、 


私 立 学校 で も 各 学 校 設置 者 が 必要 ( 


市 町 村 独 E 
iñ < ZU 
し た 給食 食材 の 事 上 
、 県 が 精密 検査 を 行う 2 こと と し て いま す 。 

に 応じ 放射 線量 や 給食 食材 の 測定 等 を 行っ て いま す 。 











に 測定 機器 を 整備 し た 
(図表 2 -24) 
前 測定 に お いて 、 
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前 測定 に お いて 、 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 が 検出 され た 場 
県 が 精密 検査 を 行う こと と し て いま す 。 
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され た 場 


第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


図表 2-23 市 町 村立 幼稚 園 、 小 中 学校 に お ける 除 染 実施 状況 




















公立 幼稚 園 22 0 0 22 0 1 0 1 
公立 小学 校 83 1 0 84 0 8 0 8 
公立 中 学校 38 1 0 39 0 2 0 2 

合計 143 2 0 145 0 11 0 11 















































実施 市 町 村 数 29 26 11 11 9 11 16 



































5 風評 被害 対策 の 取組 

県 は 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 市 町 村 等 と 連携 し 、 県 内 全 
域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 多 岐 に 渡る 放射 線 の 影響 に つい て 把握 する と と も に 、 広 く 県 内 外 に 対し て 迅 
速 か つ 効果 的 な 情報 提供 を 行っ て いま す 。 

各種 測定 の 結果 、 県 内 主要 地点 など に お ける 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 農 林 水 産物 等 に お いて も 、 
放射 性 物質 濃度 が 国 の 定め る 基準 値 を 超過 し て いる も の は 林産 物 な ど ご く 一 部 に と ど ま っ て いま す 。 また 、 
事業 者 の 依頼 で 実施 し た 工業 製品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に お いて も 基準 値 等 を 超え た 事例 は あり ませ ん 。 

し か し な が ら 、 放 射 性 物質 の 影響 を 懸念 し た 消費 者 が 「 い わ て 」 の 産品 の 購入 を 買い 控え る こと な ど に 

り 、 県 内 各種 産業 に お いて 「 風 評 被害 *」 の 発生 が 見 られ て いま す 。 

この た め 、 県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 等 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 等 の 検査 結果 や 、 安 全 
を 確保 する た め の 取 組 な ど を 速やか に 公表 する と と も に 、 県 産 食材 等 の 安全 性 や 魅力 を 広く アピ ー ル する 


取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 に 取り 組ん で いま す 。 
※ 風 評 被害 : 根拠 の な いう わ さ な どの 広がり に よっ て 、 製 品 の 買い 控え な どの 被害 が 生じ る こと 。 













































































































































































(1) 農林 水産 業 等 

ア 風評 被害 の 発生 状況 

県 は 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場 
в, 直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する と と も に 、 原子 力 災 害 対策 特 
別 措置 法 に 基づき 、 国 か ら 県 に 対す る 出荷 制限 の 指示 が あっ た 場合 に は 、 出荷 団体 等 に 対し て 重ね て 
出荷 を 差し 控え る よう 要請 し て いま す 。 
平成 26 年 3 月 31 日 現在 、 国 の 出荷 制限 指示 を 受け て いる 品目 は 牛肉 、 原木 生 し いた け 、 野生 山菜 
類 な ど 16 品目 、 県 が 出荷 自粛 要請 を 行っ て いる 品目 は 電 し いた け な ど 11 品目 と な っ て いま す 。 
風評 被害 は 、 稲 わら か ら 放 射 性 セシウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 県 産生 肉 の 枝肉 単価 の 
低下 が 見 られ 、 その 後 、 大 豆 や 小麦 の 農産 物 、 生 し いた け 、 ОКО, 山菜 ・ き の こ 類 等 の 林産 物 、 
ソイ 類 、 マ ダラ 等 の 水産 物 に お いて も 、 価 格 の 低下 や 取引 の 敬遠 等 の 被害 が 見 られ まし た 。 

例え ば 、 和 牛肉 に つい て は 、 出 荷 制限 の 一 部 解除 後 の 平 成 23 年 10 月 の 平均 価格 は 、 対 22 年 比 で 約 
3 割 下落 し まし た 。 
電 し いた け に つい て は 、 全 県 的 に 出荷 量 、 価格 と も 落ち 込み 、 原発 事故 前 に 比べ て 249% ま で 下落 、 
生 し いた け に つい て も 、 価 格 が 原発 事故 前 に 比べ て 80% 程 度 ま で 下落 し まし た 。 

また 、 本 県 特産 の 三陸 わか め な ど 海 藻類 に つい て は 、 関 西 圏 等 に お いて 、 震 災 に よっ て 、 そ れ ま で 




























































































































































































47 


第 2 草 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 




















本 県 産 の 取扱 いで あっ た も の が 、 他 産地 産 (鳴門 、 中 国 ・ 韓 国 ) に 切り 換え られ 、 本 県 産 の 供給 が 可 
能 と な っ た 後 も 、 放 射 性 物質 へ の 懸念 な ど を 理由 に 、 問 屋 や 小売 店 と の 取引 が 縮小 し まし た 。 

この ほか 、 出荷 制限 等 の 対象 で な い 和 牛乳 ・ 乳 製品 や 菌 床 し いた け な ど に つい て も 、 風評 被害 の 発生 
が 見 られ まし た 。 
平成 26 年 3 月 現在 、 邊 肉 及 び 生 しいたけ の 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 し て いま す が 、 乾 
し いた け の 価格 は 、 原発 事故 前 の 3 割 程度 の 水準 で 低迷 し て お り 、 わ か め 等 の 海藻 類 は 、 依 然 と し て 
取引 が 縮小 し た まま に な っ て いる な ど 、 風 評 被害 が 続い て いま す 。 

な お 、 県 産 農林 水産 物 全体 の 風評 被害 に つい て は 、 買い 控え や 価格 の 下落 、 取 引 中 止 に よる 販路 の 
縮小 な ど 、 品目 や 取引 形態 な ど で 、 様 々 な ケー ス が ある た め 、 被害 金額 全体 を 把握 する こと は 難し い 
で す が 、 こ れ ま で 」A 等 を 通じ て 、 東 京 電力 に 損害 賠償 請求 し た 額 を みる と 、 平成 26 年 3 月 31 日 現 
在 で 、 請 求 額 約 315 億 円 の うち 、 風 評 彼 害 に 関係 する 金額 は 約 24 億 円 と な っ て いま す 。 
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イ 風評 被害 対策 の 取組 状況 

(7) 県 産生 肉 の 安全 安心 の 確立 と 牧草 地 再 生 の 取組 
平成 23 年 8 月 1 日 付け で 原子 力 災害 対策 本 部 長 (内 閣 総 理大 臣 ) か ら 発出 され た 県 産生 の 出荷 
制限 の 指示 に つい て は 、 同 年 8 月 25 日 に 一 部 解除 され 、 県 で 定め る 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 に 
基づき 管理 され て いる 和牛 に つい て は 、 県 外 へ の 移動 及び と 畜 場 へ の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 こ 
れ を 受け 、 安 全 安心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 する と と も に 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 に 対 
する 消費 者 の 不安 等 を 解消 する た め 、 和 牛肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 と 結果 の 公表 の ほか 、 生 産 者 
が 参加 し て の 、 県 内 外 で の 県 産生 の 販売 促進 活動 な どの 風評 被害 防止 対策 を 実施 し て いま す 。 
平成 24 年 度 か ら 現在 まで の と ころ 、 国 の 基準 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 事例 は 発生 し て お ら ず 、 
風評 被害 対策 の 取組 効果 も あっ て 、 市 場 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に 戻り つつ あり ます 。 
また 、 県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い草 地 (БЕРЕ 50Bq/kg 以下 、 АНА 100Bq/kg 以下 ) で あっ 

て も 、 風 評 被害 対策 と し て 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 し て いま す 。 
( イ ) 情報 発信 、 販 路 回 復 の 取組 
平成 23 年 度 は 、 東日本 大 震 災 津波 後 、 生産 量 が 大 きく 落ち 込 
ん だ 水産 物 な ど 本 県 産品 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る こと を 目的 
と し 、 本 県 農林 水産 物 の 品質 の 高 さ や 安全 性 、 被 災 地 の 復旧 状 
況 な ど を PR する た め 、 量 販 店 や 自治 体 、 企 業 か ら 協 力 を 得 て 
復興 フェ ア 等 を 開催 ・ 対 応 し まし た 。 
平成 24 年 度 は 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 の 取組 や 生産 者 
の 一 生 懸命 な 姿 を PR する ポス ター を 作成 し 、 そ の 安全 安心 を 
広く 発信 する と と も に 、 流 通 業 者 に 安全 性 を 訴え 販路 を 確保 し 
て いく た め の 商 談 会 の 開催 の ほか 、 生 産 者 団体 と 連携 し た 試食 
販売 な どの 消費 者 へ の PR 活動 に 取り 組み まし た 。 (いわ て 食材 
販路 回 復 ・ 拡 大 推進 事業 ) 
平成 25 年 度 は 、 県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 を 防止 する と と 
も に 、 55 5 ns 各種 広 
告 媒体 等 を 利用 し た 安全 安心 な 県 産 農 林 水 産物 の PR や 首都 
圏 等 で の 商談 会 開催 等 の 取組 を 強化 する た め 、 新 た に 女性 誌 (JR 東日本 3 線 群 、H25.8) 
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を 通じ て 安全 に 対す る 岩手 の 姿勢 を アビ ー ル し 、 消 費 者 の 購買 行動 に つなげ て いく と と も に 、 実 

需 者 等 を 招 嶋 し た 産地 見 学会 を 開催 する な ど 、 県 産 農 林 水産 物 の 信頼 を 取り 戻し 、 生 産 者 が 意欲 

を 持っ て 生産 活動 を 行っ て いく こと が で きる よう 取り 組ん で いま す 。 (いわ て ブラ ンド 再生 推進 事 
業 ) 

(7) 生産 者 団体 等 が 消費 者 に 直接 PR する 取組 へ の 支援 

消費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 を 払拭 し 、 

産地 と し て の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 消 費 者 庁 所 管 の 地方 消 

費 者 行政 活性 化 交付 金 を 活用 し 、 市 町 村 や 生産 者 等 が 主体 と な っ た 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 

に 対す る 消費 者 の 理解 増進 を 目的 と し た フェ ア 等 (農林 水産 物 等 の 展示 即売 、 ポ スタ ー 等 を 活用 

し て 生産 者 等 に よる 放射 性 物質 低減 の た め の 取 組 や 食品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓発 等 ) の 開催 経 

費 を 支援 し まし た (平成 25 年 度 : 市 町 村 15 件 、 生 産 者 団体 15 件 で 実施 )。 

(T) 損害 賠償 請求 へ の 支援 

平成 24 年 度 に 産直 施設 等 が 東京 電力 に 対し て 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 と し て 東京 電力 の 出 

席 を 求め た 説明 会 (個別 相談 会 含む ) を 計 19 回 、 県 内 各地 域 で 実施 し まし た 。 

平成 25 年 度 は 、 本 庁 関係 各課 、 広域 振興 局 及び 農林 振興 セン ター の 農林 水産 担当 課 に 問い 合わ 

せ 窓 口 を 設置 し 、4 月 に は 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 に 対し 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 説明 会 を 

実施 する と と も に 、 産 直 や や 水産 加工 業者 等 を 対象 と し た 説明 会 を 沿岸 地域 で 実施 し まし た 。 


盛岡 市 は 、 露 地 栽培 原木 し いた けが 平成 24 年 5 月 に 国 の 出荷 制限 を 受け 
た こと か ら 、 出 荷 制 限 解除 に 向け ホ ダ 木 の 処 理 や 安全 確認 の 検査 を 積み 重 
ね 、 平 成 25 年 4 月 8 日 に 、 原 木 し いた け で は 全国 で 初め て 出荷 制限 が 解除 
され まし た 。 
この こと か ら 、 盛 岡 地方 し いた け 生 産 振興 協議 会 (会 長 立花 正 ) で は 、 
盛岡 市 内 生産 者 の 意欲 を 盛り 上 げ る た め 、「 難 れ ! いわ て 原木 しいたけ 」 を 、 
4 月 28 日 ・29 日 の 2 日 間 、 盛 岡市 大 通 の 「 ク ロス テラ ス 盛 岡 」 で 開催 し 、 
消費 者 へ 原木 し いた け の 安全 ・ お いし さ を ア ピー ル し まし た 。 

初日 の セレ モニ ー で は 、 谷 藤 盛岡 市 長 か ら 、 生産 者 へ の 労い や 励ま し の 言 
ко 来場 者 へ の 消費 拡大 へ の 呼び か けが あり まし た 。 地元 生産 者 や 応援 に 駆 
け 付 けた 生産 者 が 対面 販売 し 、 こ の 2 日 間 で 用 意 し た 約 100kg の 原木 生 し い 
た け を 完売 し まし た 。 
来場 し た 消費 者 か ら は 、「 待 っ て いた よ 」、「 や っ ぱり 美味 し いね 」 な ど と 、 
笑顔 で 声 を か け て いた だ き 、 参 加 し た 生産 者 に と っ て は 、 原 木 し いた け の 生 
産 再 生 に 向け た 活力 に な り ま し た 。 
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総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


商工 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 と 対策 の 取組 状況 


商工 ・ 観 光 業 に 
数 の 減少 が 生 
この た め 、 
展 等 を 通 


県 











向け た 支援 と し 
観光 業 に 関す る 
年 11 Яр, ж 


じ た 事 業者 の 販路 
ょ くす る 取組 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 
成 25 年 度 


お いて は 、 製 品 


で は 、 





じ る な ど 風 評 被 害 が 発生 
本 県 の 自然 や 風土 、 

















の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 本 県 へ の 観光 客 や 教育 旅行 
し て 











‘ます 。 
事業 者 の 製品 
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Coy 
風評 被害 の 相談 


TTA 


J 弁護 士 会 と 連 


























度 に 
У Z= 
ДА 
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了 商工 業 


食品 加工 業 な ど を 中 心 に 岩手 
生 す る な どの 風評 


シ ジ シンガポール 、 








り ま し た が 、 


県 は 、 国 や 関係 機関 を 通じ て 正 
きか ける と と も に 、 


EU か ら 放 射線 検査 証明 
年 12 月 に ブラ ジル 、 平 
汚染 





県 で 4 


С» 

















回 復 の 支援 、 教育 旅行 な どの 観光 客 誘致 を 行う な ど 、 
被害 を 受け た 事 半 
こ 説明 会 や 相談 会 を 21 市 
を 設置 し 、 個 別 の 事業 者 の 相談 
無料 法律 相談 を 実施 し て いま す 。 
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E 産 され た 製品 の 買い 控え や 出荷 時 の 放射 線 検査 費 








被害 が あり 、 
中 国 、 

















韓国 、 

















また 、 
モロ ッ コ 、 
書 が 求め られ て 
R 25 年 3 月 
水 漏れ 事故 を 受け 








食品 の 輸出 


\ ま し た 。 
に マレ ー シ ア が 証 








タイ 、 ブ ルネ イ 、EU) か ら 生 
平成 24 年 11 月 に 
明 書 の 添付 

















ョ な どの 魅力 を 広く 情報 発信 する と と も に 


東京 
町 村 で 実施 (168 事業 者 が 参加 ) 
こ 対 応 し て いま す 。 ま た 、 平 成 25 


こ あ た っ て 9 つの 地域 ( 仏 領 ポリ ネシア 、 エ ジ プ 
産地 証明 が 求め られ 、・ 








EU の 一 部 食品 規制 緩和 、 平 
を 廃止 する な ど 規 制 が 緩和 傾 

















、 物 産 
海外 も 含め 風評 を 払 し 
対す る 損害 賠償 請求 に 
し 、 商 工 ・ 





京 電力 に 
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向 に 


、 平 成 25 年 9 月 に は 韓国 が 全て の 水産 物 を 輸入 禁止 と し まし た 。 




















また 、 





ラ ザ 」 内 の イベ ント コー ナー 語 


組ん で いき ます 。 


イ 観光 業 


観光 業 に つい て は 、 原 発 
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風評 被害 の 払 し ょ くに 向け 、 





+Z 








直後 か ら 放 射 性 











関す る 自粛 勧告 が 出さ れ 、 
セル が 生 Ë. 外国 人 観光 客 の 入 込 数 で 見 る と «= 
は 53.6% 減 (平成 22 9 


成 24 年 








平成 23 4 























また 、 








・ 高 校生 の 修学 旅行 
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42.8% 減 (平成 22 4 








ds 


Е) の 201,5 
成 23 年 は ほぼ 
EIE) の 45,360 ЛЕ, 


EUR, 


E6 月 に は 解除 され た も の の 、 


青 報 を 発信 する こと に より 、 
海外 で の 啓発 も 進め て いま す 。 

首都 圈 
設置 な ど を 通じ た 事業 
製品 の 魅力 を PR する 機会 を 設け 、 広 く 1 






































で の 物産 展 へ の 出 
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ЕЕК) の 46,841 人 と 、 未 だ 回 





18 人 と な り ま し た が 、 





早期 に 規制 解除 が 行わ れる よう 働 


穫 や アン テ ナ シ ョ ッ プ 「 い わ て 銀河 プ 
の 販路 開拓 支援 に 





青 報 発信 を し つつ 、 事 業者 へ の 新た な 販路 開拓 の 支援 に 


物質 の 影響 に 対す る 懸念 に より 、 各 
海外 か ら の 観光 客 の 宿泊 等 の キャ ン 
成 23 年 は 71.5% 減 (平成 22 年 比 ) の 28,737 Л, У 


復 途上 に あり ます 。( 








平成 23 年 は 31.7% 減 (平成 22 年 比 ) の 130, 985 人 、 
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沿岸 地域 が 71. 


FE 成 23 年 
回 、 平 成 25 年 (1 月 て 9 月 ) は 2,308 万 人 回 
年 (1 月 て 9 月 ) の 地域 ご と の 入 込 
8% (いずれ も 
心 と し た 観光 情報 の 発信 や 、 教 育 旅行 (特に 
の 誘致 な ど に 取り 組み つつ 、 キ ャ ン ペ ー ン 等 に よる 風 証 





『 被 害 対策 の 取 
月 か ら 9 月 に 放映 され た 








組 や 、 























平成 24 年 4 
HK 連続 テレ ビ 小 説 「 あ まち ゃ ん 」 の 効果 
は 21.5% 減 (平成 22 FHE) O 2, 271 万 人 








1H か ら 6 月 の 








反り 組ん で いま す 。 引き 続き 、 
取り 
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図表 2 -25、 2-26) 
平成 24 年 














4 割 を 占め て いた 北海 道 か ら の 
は 78.4% 減 (平成 22 年 比 ) の 17, 066 人 、 平成 25 年 は 
= 2-27) 

いわ て デス ティ ネー ショ ン キ ャ ン ペ ー 








な ども あり 、 観光 
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回 、 平成 24 年 


県 で は 、 引 き 続 
こ 約 4 割 を 占め て いた 北海 道 か ら の 修 。 
いわ て へ の 観光 の リ 


は 5.3% 減 の 2, 740 万 人 
平成 25 








戻 つ て いま す 。 な お 、 








は 、 県 央 地域 が 111.4%、 県 南 地域 が 101.2%、 県 北 地域 が 124. 1%、 
成 22 年 比 ) と な っ て いま す 。 
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・ 県 北部 を 
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増やす こと な ど に 取り 組ん で いき ます 。 


図表 2-25 観光 客 の 入 込 数 推移 (Нм: Am) 
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図表 2-26 外国 人 観光 客 の 入 込 数 推移 (Нм: А) 
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図表 2-27 教育 旅行 入 込 客数 の 推移 
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有史 教育 旅行 入 込 客数 比較 (H22— H25) (単位 : 人 ) mH22 mH23 mH24 mH25 
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H 発 地域 別 教育 旅行 入 込 客数 比較 (H22~H25) (単位: 人 ) He RS NZD 





県 民 等 へ の 情報 発信 、 普 及 啓発 の 取組 
本 県 で は 、 平 常時 か ら 、 広 報 紙 や ホー ムペ ー ジ な ど 様 々 な 広報 媒体 を 活用 し て 情報 発信 を 行っ て いま す 
が 、 原 発 事故 に よっ て 、 放 射 性 物質 が 健康 に 与え る 影響 や 食 の 安全 安心 を 心配 する 声 が 高まり まし た 。 本 
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県 に お いて も 、 県 産 農林 水産 物 の 一 部 か ら 放 射 性 物質 が 検出 され た り 、 製 造 業 や 観光 業 の 分 野 で も 風評 被 














害 が 心配 され まし た 。 











放射 性 物質 の 影響 に つい て は 、 事 故 前 は あま りな じみ が な か っ た た め 、 ニ ュー ス な どの 中 で 「 セ シウム 
(Cs)」「 シ ー ベ ルト (Svy) 」「 ベ クレ ル (Bqg)」 な ど 、 今 まで 耳 に し た こと の な い 用 語 が 使わ れ 、 分 か り に く 





いも の と な っ て いま し た 。 


























県 や 市 町 村 等 に お いて 、 放 射線 量 の 測定 や 県 産 食 材 等 の 検査 な ど 対策 が 進め られ て いま す が 、 こ れ ら の 
実施 結果 な ど を 正確 か つ 分 か りや すく 伝え 、 基 礎 的 な 知識 と あわ せ て 理解 し て いた だ く と と も に 、 県 産品 























や 農林 水産 物 な どの 上 魅力 を 含め 県 内 外 に 広く お 知ら せ すす る こと に よっ て 風評 
が あり ます 。 








被害 発生 を 防止 し て いく 必要 














この た め 、 県 で は 、 原 発 事故 発生 以降 、 県 民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物 

















の 影響 や 放射 線 影 響 対策 の 


実施 状況 な ど を お 知ら せ し 、 県 内 外 に お ける 風評 邊 害 発生 を 防止 し て いく た め 、 広 報 紙 や ホー ムペ ー ジ な 
ど を 活用 し て 情報 発信 を 行う と と も に 、 放 射 性 物質 に 関す る 知識 の 正しい 理解 を 深め る た め 普 及 診 発 を 行 

















っ て き て お り 、 今 後 も 継続 し て 取組 を 進め て いき ます 。 


(1) 情報 発信 の 取組 























ア 広報 紙 
平成 23 年 度 か ら 、 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 を 活用 し た 情報 発信 を 行 
っ てい ます 。 








平成 23 年 8 月 26 日 に は 、 い わ て グラ フ 了 臨時 号 と し て 、 放 射 能 対 策 特 
集 号 を 発行 し 、 放 射 性 物質 の 基礎 知識 や 岩手 県 の 現状 と 対策 な ど に つい 
紹介 し まし た 。 その後 も 、 県 の 取組 や 食 の 安全 確保 対策 な ど を お 知ら 
せ す る 特集 を 掲載 し て いま す 。 

平成 25 年 6 月 号 か ら は 、 毎号 、 お 知ら せ ペ ベー ジ を 活用 し て 、 イ ンタ ー 
ネッ ト 環 境 に な い 県 民 の 皆さま 等 に 対し て 、 放 射 性 物質 の 測定 結果 や 基 
礎 知 識 な ど を お 知ら せ し て いま す 。 (図表 2-28) 












































図表 2-28 いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 











平成 23 年 臨時 号 














成 23 年 8 月 26 日 放射 線 影響 対策 特集 号 




























































































































































































1 | 平成 23 年 臨時 号 ( 平 

2 | 平成 24 年 1 月 号 (平成 23 年 12 月 31 日 ) | 放射 線 影響 対策 特集 

3 | 平成 24 年 3 月 与 (平成 24 年 3 月 1 日 放射 線 影響 対策 の 取組 

4 | 平成 24 年 6 月 号 (平成 24 年 6 月 15 H 食 の 安全 確保 対策 の 取組 

5 | 平成 25 年 3 月 与 (平成 25 年 3 月 1 日 放射 線 影響 対策 の 取組 

6 | 平成 25 年 6 月 号 (平成 25 年 6 月 1 日 県 内 放射 線量 、 県 産 食 品 、 子 ども の 内 部 被ばく の 測定 結果 
7 | 平成 25 年 8 月 号 (平成 25 年 8 月 1 日 野生 きのこ を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 

8 | 平成 25 年 10 月 号 (平成 25 年 10 月 1 日 ) | 学校 の 放射 線量 測定 、 給 食 食材 検査 の 取組 

9 平成 25 年 12 月 号 (平成 25 年 12 月 1 日 ) | 県 産 農林 水産 物 の 安全 確保 に 向け た 取組 、 検 査 結果 

10 | 平成 26 年 3 月 号 (平成 26 年 3 月 1 日 野生 山菜 を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 








イ イン ター ネッ ト 














県 で は 、 原発 事故 発生 前 は 、 昭和 62 年 か ら 国 の 委託 事業 と し て 実施 し て いる 環境 放射 能 水 準 調査 の 

















結果 に つい て 、 県 ホー ムペ ー ジ 等 で 公表 し て いま し た 。 
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原発 
て きま し た が 、 
いる 各種 
国 、 市 町 村 等 の 
平成 24 年 5 月 に 
成 24 年 6 月 か ら 


日 常 


事故 発生 後 は 





























А 








の ペー ジ を 順次 開設 
起 」 の ペー ジ を 開設 
イラ スト な ど を 用 いて 、 閲 覧 する 
に 関す る 情報 
ン テ ン ツマ ネー ジメント シス テム ) を 
この ポー タル サイ ト に 多く の 方 が アク 1 
年 度 は 394, 612 件 で 全 








な お 、 


まだ 、 


か ら リ ニュ ー ア ル に 


+<. 


は 、 県 


[环境 放射 能 


これ に 加え 、 





する と と も 
し て いま す 


( 








図表 2 -29)。 
方 が 見 や すく 、 
R」 の 平成 24 5 


県 内 の 放射 線量 
s. は ポー タル サイ ト 「 環 境 放 射 能 
測定 結果 を 掲載 し て いる ホー ムペ ー ジ や 、 


野 4 























着手 




















体 で 5 番 
平成 25 年 度 に は 、 ポータ ル サ イ ト 内 ( 





























、 平 成 25 4 





E 山 菜 の 採 取 の 注 
「 い わ て の 今 」 と いう コー ナー を 
間 の 放射 線量 、 県 産 食 材 の 安全 性 情報 、 健 
に 、 き の こ 採 り の シー ズン に 併せ 「 野 生き の こ を 採 
「 い わ て の 今 」 の 各 ペ ー ジ 


E 度 の アク セス 伯 


を な だ 


АА 








意 唤 起 | 








分 か りや すく な る よ 2 配慮 し て 作成 し て い 3 
上 数 は 147, 311 件 で あり 、 
いて 作成 し て いる ホー ムペ ー ジ の 中 で 2 番目 に 多い こと か ら 、 
レス し 、 閲 覧 し て いる こと が うか が われ ます 。 そ の 他 、 平 成 23 
E 度 は 61, 354 (А 
こ 掲 載 す る リン ク が 多く な り 、 見 づら く な っ て きた こと 
県 有 施 設 の 放射 線量 や 農林 水産 物 の 放射 必 
i L, и 











E 3 月 
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体 で 4 番 


Ü 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 


計 の 測定 状況 な ど に つい て 、 ホ ー ム ペー ジ で 公表 し 
に 関す る 情報 」 を 開設 し 
県 の 取組 方 針 や セミ 
ホー ムペ ー ジ の リン ク を 掲載 し て いま す 。 

民 の 関心 の 高い 「 
は 、 ポ ー タ ル サ イ ト 内 に 
生活 に 関わ りり の ある テー マ で ある 「 生 活 空 


し 、 県 で 行っ て 
ナー な どの 開催 の お 知ら せ 、 





の ペー ジ を 開設 
設け 、 県 


し まし た 。 T 
民 の 関心 が 高く 、 
ほ 康 へ の 影響 」 
КЗЪЖОН 
定 結 果 の 地図 上 表示 や 
す 。 

県 の CMS ( コ 























E 音 
上 已、 





は 、 測 

















に 多い 件 数 で し た 。 




















E 物 質 濃度 検査 結果 
に 開設 し て いま す 


な ど を 見 や 
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図表 2-29 環境 放射 能 に 関す る 情報 (いわ て の 今 ) 掲載 ペー ジ 開 設 
1 | 平成 24 年 5 月 Il 日 | 野生 山菜 の 採取 の 注意 喚起 
2 | 平成 24 年 6 月 18 日 生活 空間 の 放射 線量 ※ 表 中 HP は 測定 結 
3 | 平成 24 年 8 月 9 岩手 県 産 食 品 の 安全 性 情報 果 等 が 判明 次 第 、 随 
4 | 平成 24 年 8 月 9 健康 へ の 影響 (内 部 被ばく 時 更新 し て いる 。 
5 | 平成 24 年 9 月 6 野生 きのこ の 採取 の 注意 喚起 
= „ Вр HBH. y FA] = = Hy 生産 А ----- 
この ほか 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 に 向け た 取組 や 生産 者 の 岩手 産 ゥ と ③ る 
懸命 な 姿勢 を 通 全国 の 消費 者 の 信頼 を 確保 する た め 、「 食 の 総 + 安全 安心 : соловия 
(n П АВНЕ НЕХ 、 消 費 者 、 生 産 者 、 流通 ・ 
加工 業者 の 別に ター ゲッ ト を 絞っ た 情報 発信 を 行っ て いま す 。 さら < 
平成 25 年 8 月 か ら は 、 特 設 サ イト 「 い わ て 食 財 サポ ー タ ー 通 信 」 及 び k a 
フェ イス ブッ ク 「 い わ て 食 財 サポ ー タ ー 通 信 」 を 新た に 創設 し 、 食 に 関 i, 
する 情報 発信 力 を 強化 し まし た 。 ре 
この 特設 サイ ト や フェ イス ブッ ク を 通じ て 、 生 産 者 や 料理 人 の イン タ | ーー — 
ー 記 事 、 全 国 か ら 寄 せら れ た 応援 メッ セー ジ 等 の 発信 の ほか 、 別 НР (いわ て 食 財 倶楽部 
途 実 施し た 生活 情報 誌 や 鉄道 中 吊り 広告 等 と 「 い わ て 食 財 倶楽部 」 を 
連動 させ た 情報 発信 を 行い まし た 。 а x 
S Р OLO ЕР = 2013 Ç 
これ ら 一 連 の 取組 に 対し て 、 費 日 経 リサ サー チ が 実施 し て いる 「 地 域 プ ラン ド 戦 略 o yN 
サー ベイ 2013」 (今回 調査 は 平成 24 年 11 月 下旬 12 月 上 旬 、 都 道府県 等 の 地域 や 72-2 
名 産品 の ブラ ンド 力 を オリ ジ ナ ル の 指標 に より 評価 する 調査 ) に お いて 、「 地 域 産品 — 
の 購入 意向 」 が 前 回 調査 (平成 22 年 ) の 23 位 か ら 8 位 に 躍進 し た こと が 評価 され 、 
「 日 経 リ サー チア ワー ド 地域 ブラ ンド 大 賞 2013 産品 魅力 度 躍進 賞 」 を 受賞 し まし た 。 
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総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


※ 審 査 講評 :「 地 域 の 魅力 と し て 『 み や げ 物 』『 ご 当 





か ら 発 展 し た 食 の 総合 ポー タル サイ ト 『 い わ て 食 財 倶 楽 部 』 が 、 恵 まれ た 県 産品 の 魅力 を 時 
『 買 う 復興 文 援 』 を 








全 





国 か ら サ ポー ター を 募集 する な ど 



































地 料 理 』『 農 水産 物 』 の 評価 が 向上 し 、 岩 炎 復 興 












































足す 取組 と な っ た 」 





支援 サイ ト 
発信 する と と も に 、 





また 、 楽 天 株 式 会 社 と の 連携 に より 開設 し た 自治 体 ブ ログ 「 イ ー ハ トー ブロ グ 」 に より 、 い わ て の 
観光 ・ 物 産 情 報 に つい て 、 広 域 振興 局 等 に 臨時 職員 (ライ ター) を 配置 し 、 現 場 で の 取材 に 基づき 記 














事 を 1 





と な っ て お り 、 楽 天 自治 体 ブ ログ ラン キン グ で は 常に 上 位 を 





ウ 発行 




















占め て いま す 。 



































平成 25 年 3 月 に 「 岩 手 県 東 

















た 。 こ れ は 、 東 日 
未知 の 領域 と も いえ る ! 














で 県 、 市 町 村 、 























ー ン 

















も の で あり 、 本 県 の 放射 線 影響 対策 に 関す る 














立 図 
て も 公開 し て いま す 。 平成 25 年 8 月 1 











岩手 県 環境 の 保全 及び 創造 に 関す る 基本 条例 第 9 条 に 





いて も 、 平 成 25 年 3 月 に 発行 し た 平成 24 4 


日 本 大 震 災 津波 の 
記録 (以下 「 記 録 紙 」 と いう 。)」 を 発行 し まし 
本 大 震 災 津波 へ の 対応 と いう 
自衛 隊 、 
肖 防 等 の 関係 機関 に よる 対応 を は じ め 、 被 災 地 
に お ける 県 民 等 の 行動 な ど を 、 地 震 ・ 津 波 の 概 
要 や 被害 状況 と と も に 記録 し 、 大 震 災 津波 の 全 
貌 と 教訓 を 後世 に 伝え て いく こと を 目的 と し た 


各 





種 方 針 や 測定 ・ 検 査 の 状況 な ど 放 射線 影響 対策 の 概要 に つい て も 掲載 し て いま す 。 

この 記録 紙 は 、800 冊 作 成 し 、 関 係 省庁 、 都 道府県 、 市 町 村 、 学 校 (中 学校 、 
書館 、 防 災 関 係 機関 、 報 道 機関 な ど 関 係 機関 ・ 
日 か ら は 、300 册 增 刷 


= A 








団体 に 配付 する と と も に 、 
し 、 一 般 に 販売 を 開始 し て いま 
基づき 毎年 発行 し て いる 「 環 境 報 告 




















E 版 の も の か ら 、 原 発 事故 以後 に 実施 し た 放射 線 








На. 
状況 や や 除 染 の 状況 、 普 及 啓 発 の 実施 状況 な ど に つい て 掲載 し て いま す 。400 MERL, 関係 省庁 、 
書館 、 報 道 機関 な ど 関 係 機関 ・ 団 体 に 配付 する と と も に 、 





村 、 公 立 図 


し て いま す 。 


な お 、 平 成 26 年 6 月 に は 、 本 県 の 放射 線 影響 対策 全体 を 記載 し た この 「 岩 手 県 放射 背 





Er] を 発行 し まし た 。 
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雑誌 ・ 新 聞 等 
E 誌 を 活 






































# 











А 




















人 を 広告 や PR の 顔 と し て 、 生 活 情報 誌 

















まし た 。 
生活 情報 誌 「 レ タス クラ ブ 」(5 回 ) 
(平成 25 年 8、9 、10、12 月 、 平 成 2 

















② 








8/26・H26/ 1/4、 週 刊 朝日 
また 、 新 聞 広 告 











J し た 情報 発信 に つい て は 、 首 都 圏 を は じ め 、 
国 の 消費 者 を 対象 に 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 魅力 
情報 発信 する た め 、 岩 手 の 食材 に 関心 の 高い 著名 な 料理 
「 レ タス クラ ブ 」 
や 週刊 誌 な どの 記事 広告 で 、 食 材 と し て の 魅 旋 を アピール 


Н25/ 8 /27・ 
に つい て は 、 広 報 紙 は 紙 幅 や 発行 























2 #5 


АУ 27 








6 年 2 月 の 発行 号 ) 





H26/ 1 / 4 各 発 行 号 ) 
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す 。 





県 ホー ムペ ー ジ に お いて も 公開 


E 成 し て 情報 発信 し て お り 、 平 成 24 年 度 は 430, 811 アク セス 、 平 成 25 年 度 は 556, 746 アク セス 





岩手 県 東日本 大 震 災 津波 の 記録 、 第 5 章 放 射線 対策 の 概要 


高等 学校 、 大 学 )、 公 


県 ホー ムペ ー ジ に お い 





対策 報告 


生活 情報 誌 (レタ スク ラブ ) 
週刊 誌 (週刊 新潮 H25/ 8 /21・H25/12/25、 週 刊 ポス ト H25/ 8 /26・H26/ 1 / 4 、AERA( ア エラ )H25/ 





回 数 に 制約 が ある こと や 、 イ ンタ ーネット は 必ず 


才 


ват 原発 放射 線 影 響 対策 の 取組 状況 


し も 多く の 県 民 が 手軽 に 閲覧 出来 る 環境 に は な いこ と 等 か ら 、 県 民 の 皆様 か ら は 、 よ り 身 近 な 媒体 の 
活用 を 求め る 声 が 多く あり まし た 。 こ れ を 受け て 、 平成 25 年 12 月 及び 平成 26 年 3 月 に は 、 新 聞 広 告 























を 活用 し 、 食 品 の 安全 性 に 関す る 情報 等 を 発信 


鉄道 広告 ・ 航 空 会 社 広告 等 
鉄道 広告 等 は 、 平成 24 年 度 と 25 年 度 の 2 か 



































LE し た 。 





E 実 施し て いま す 。 平成 24 年 度 は 、 県 産 農林 水産 物 の 

















主 な 販売 先 と な る 首都 圏 の ほか 、 買 い 控え な ど が 懸念 され る 関西 及び 九州 地域 を 対象 に 県 産 農 林 水 産 
物 の 安全 安心 を アピ ー ル する た め 、 駅 や 空港 等 へ べ の ポス ター 掲示 を 実施 し まし た 。 


OR : 東 京 : 新宿 駅 都営 地下 鉄 の 10 駅 、 大 
② 電 車 : 都営 地下 鉄 全 4 線 で の 中 吊り 広告 
加 空港 : 大 阪 国際 空港 (伊丹 空港 )、 福 岡 空港 








出 | 


























阪 : 阪急 梅田 駅 、 福 岡 : 西鉄 天 f 





駅 














平成 25 年 度 は 、 料理 人 等 に よる 県 産 食 材 の 魅力 や 、 生産 者 の 農林 水産 物 生産 に 対す る 一 生 懸 命 な 姿 
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を JR 東日本 3 線 群 (京浜 東北 、 山 手 、 中 央 ) の 中 吊り 広告 に よ に り アピ ー ル し まし た 。 





① 広 告 回 数 : 計 4 回 (平成 25 年 8 月 26~27 Н, 
~21 日 の 各 2 日間) 
② ポ スタ ー : 1 セット 10 枚 




















十 安 全 安心 三 食卓 へ 


食 財 PR ポス ター「 海 産物 編 」 | 食 財 PR ポス ター「 し いた け 編 」 


平成 24 年 度 作成 ポス ター 





ポス ター 掲示 (福岡 空港 (H25. 2) ) 








10 月 21~22 日 、12 月 25~26 日 、 平 成 26 年 2 月 20 








реа ドン テッ チョ オー ナー 
前 羽 困 出身 / 茹 望 鍵 いわ て 文化 大 使 


人 AAY 
舞い わ て 文 


平成 25 年 度 作成 ポス ター 





中 吊り 広告 (JR 東日本 3 線 群 (H25.8)) 


55 


第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


ビビ 
航空 会 


フレ ンチ 











社 広告 に お いて は 、 日 本 航空 帆 の 機内 誌 「Skyward」 へ の 県 産 農 林 水 産物 に 関す る 記事 掲載 と 、 
レス トラ ン 「 ロ レオ ー ル 」 (奥州 市 前 沢 区 ) の オー ナー シェ フ 伊 藤 勝 康 氏 が 監修 し た 県 産 食 材 

































































( 短 角 和牛 、 さ ん ま 等 ) を 用 いた 国内 線 フ ァ ー ス トク ラス で の 機内 食 の 提供 (平成 25 年 9 月 ) を 行っ 
た ほか 、 則 フジ ドリ ー ム エア ライ ンズ の 機内 誌 「DREAM3776」 で は 「 お いし いっ 、 い わ て 」 を テー マ に 
県 産 農 林 水 産物 に 関す る 記事 を 掲載 し まし た (平成 25 年 10 月 て 26 年 3 А). 


カ その 他 
( ア ) 



































雑誌 と 飲食 店 で の 県 産 食 材 フ ェ ア 等 を 連動 させ た 取組 























飲食 業界 関係 者 に 対し 、 料 理 専門 誌 を 通じ て 県 産 農 林 水 産物 の 魅力 を 発信 する と と も に 、 専 門 







































































誌 と 連動 し た 首都 圏外 食 店 で の 県 産 食材 を 活用 し た 特別 メニ ュー を 提供 する 「 じ っ くり EFR] 


フェ ア を 開催 し ま Lico 









































ВЖ 0 с Z C E ELFARO R CER 25 4 7 ~26 年 3 月 、 参 加 シ ェ フ 総数 13 Л). 









































料理 専門 誌 「 食 生活 」 及 び ホ ー ム ペー ジ に よる 、 県 産 農 林 水 産物 の 魅力 及び 調理 メニ ュー の 


4 





























紹介 (「 食 生活 」 へ の 記事 掲載 : 計 7 回 (平成 25 年 9 て 26 年 3 月 発行 号 ))。 
産地 見 学会 参加 シェ フ の 飲食 店 に お ける 県 産 食 材 を 用 いた フェ ア の 開催 (平成 25 年 10 て 11 





















































月 )。 
( イ ) テレ ビ 番 組 の 制作 ・ 放 映 
タレ ント の 福田 萌 さ ん (滝沢 市 出身 ・ 希 望郷 いわ て 文化 大 使 ) が 県 内 産地 に 赴き 、 県 産 農林 水 
































産物 の 魅力 を 紹介 する テレ ビ 番 組 を 制作 し 、 全 国 向け に BS フジ や イン ター ネッ ト ( ユ ー チ ュー ブ ) 














で 放映 し た ほか 、 県 内 向け に 岩手 めん こい テレ ビ で も 番組 を 放映 し まし た (平成 25 年 2 て 3 月 )。 





Кр 
(V< J 
ка, 


海 の 恵み 編 


制作 著作 岩手 県 


(2) 普及 啓発 の 取組 

7 一 般 県 民 向 け セ ミナ ー 
原発 事故 に よっ て 、 放 射 性 物質 が 環境 中 に 放出 され た こと を 受け て 、 県 で は 、 県 内 の 放射 性 物質 の 
状況 を 把握 する た め 、 環 境 放射 能 や 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 し まし た 。 その 結果 を 県 民 に お 知 








ら せ す る ( 












































こ あ た り 、 放 射 性 物質 の 影響 に 対す る 県 民 の 不安 を 解消 する た め に は 、 県 民 が 放射 線 に つ 








いて 正しく 理解 する 機会 等 を 設け る こと が 重要 で ある と 考え 、 平成 23 年 度 か ら 、 放射 性 物質 に つい 
ее мои Па ep nn 、 県 南 3 市 町 を 含む 県 内 各所 で セミ ナー 
を 開催 し まし た 。 (平成 23 年 度 : 7 回 、 平 成 24 年 度 : 12 回 、 平 成 25 年 度 : 8 回 ) 


















































イ 行政 職員 向け スキ ル ア ッ プ セ ミナ ー 
原発 事故 に よっ て 、 放 射 性 物質 が 環境 等 に 与え る 影響 を 心配 する 声 が 高まる な か 、 行 政 職員 が 県 民 
の 放射 性 物質 の 影響 に つい て の 様々 な 相談 に 適切 に 対応 する た め に は 、 行 政 職 員 が 放射 性 物質 に か か 
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る 正しい 知識 を 身 に 付け る 必要 が ある と 考え 、 平 成 23 年 度 か ら 、 放 射 性 物質 に つい て の 基礎 知識 や 健 
素 影 響 等 に か か る セミ ナー を 開催 し まし た 。 (平成 23 年 度 : 8 回 、 平 成 24 年 度 : 7 回 、 平 成 25 年 度 : 
8 回 ) 

























































































ウ 食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション 、 食 品 関係 事業 者 セミ ナー、 出 前 講座 
食品 の 安全 性 に 対す る 信頼 が 、 放 射 性 物質 の 影響 に より 大 きく 揺らい で いる 中 、 県 で は 、 県 民 の 放 
射線 に 対す る 正しい 知識 の 普及 と 、 県民 相互 の 意思 疎通 が 急務 で ある と と ら え 、 平 成 24 年 度 か ら 、 消 
考 











n; 
四 
D 
































、 事 業者 等 が 一 堂 に 会 し て 正しい 知識 の 共有 と 意見 交換 を 行う 「 リ スク コミ ュ ニ ケー シ 
ョ ン ※」 の 取組 を 重ね て きま し た 。 


※ リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン : 食品 の 安全 性 に 関す る 情報 の 提供 や 消費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 の 意見 表明 の 場 の 設定 等 に よ 
り 、 食 品 の 安全 性 に 関す る 正確 な 情報 を 関係 者 が 共有 し つつ 、 相 互 に 意思 疎通 を 図る こと を いう 。 














































































































ー 関 会 場 (平成 24 年 5 月 20 日 ) 釜石 会 場 (平成 24 年 9 月 29 B) 





ー 関 会 場 ・ パ ネル 展 (平成 25 年 9 月 1 日 ) ー 関 会 場 ・ く らし と 放射 線 セ ミナ ー ( 同 ) 











食品 に 関係 する 事業 者 に 対し て は 、 セ ミナ ー を 開催 し まし た (平成 24 年 9 月 12 日 ・ 盛 岡市 アイ ス 
アリ ー ナ )。 ま た 、 地 域 の 団体 や 町 内 会 等 の 要請 に 応じ て 職員 が 出向 き 、 放 射線 に 関す る 正しい 知識 の 
普及 を 図る 「 出 前 講座 」 の 取組 も 行い まし た 。 県 庁 や 各 保健 所 、 環 境 保健 研究 セン ター に お いて 対応 
L、 平 成 24 年 度 は 62 回 (参加 人 数 延べ 3, 158 人 )、 平 成 25 年 度 は 2 回 ( 同 57 Л) 実施 し て いま す 。 



























































r 普及 啓発 資料 の 作成 ・ 配 付 
県 民 の 原発 事故 に よる 放射 線 に か か る 不安 を 解消 する に は 、 ま ず 放 射線 に 対す る 理解 を 深め て い 
た だ く 必 要 が ある と 考え 、 平 成 23 年 度 か ら 放 射線 に つい て の 取組 等 を 取り まとめ た パン フレ ッ ト を 
作成 し まし た 。 

この パン フレ ッ ト で は 、 放 射 能 SNR II ne 
に お ける 放射 線 の 被ばく 量 定 健康 影響 に つい て 説明 し て いる ほか 、 県 が 実施 し て いる 環境 放射 能 や 
новаци тА ТАЯТ, 
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第 2 章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 
パン プレット は 、 重 点 調査 地域 に 指定 され て いる 県 南 3 市 町 に 全戸 配付 し て いる ほか 、 県 内 各市 
町 村 に も 配付 し て お り 、 県 民 の 放射 線 に 対す る 理解 の 促進 を 図る た め の 資 料 と し て 活用 し て いま す 。 

【 市 町 村 等 の 取組 : 情報 発信 、 普 及 啓 発 実施 状況 】 

市 町 村 に お いて も 、 ホ ー ム ペー ジ 広 報 誌 な ど を 活用 し て 、 各 種 検査 結果 や 放射 線 の 基礎 知識 、 市 町 村 の 
取組 状況 な ど に つい て お 知ら せ し て いま す 。 さ ら に は 、 住 民 に 関心 の 高い テー マ で ある 食品 中 の 放射 性 物質 
な ど に つい て 分 か りや すく まとめ た パン フレ ッ ト を 独自 に 作成 し 住民 に 配付 する な ど 、 様 々 な 媒体 を 用 いて 
情報 発信 を 行っ て いま す 。 

市 町 村 に お ける 普及 麻 発 の 取組 と し て は 、 放 射線 に 関す る 基礎 知識 や 、 空 間 線 量 や 食品 の 放射 性 物質 濃度 
等 の 測定 結果 を 広報 紙 に 掲載 する 取組 が 最も 多く 、29 市 町 村 に お いて 行わ れ ま し た 。 

また 、 市 民 や や 関係 団体 を 対象 と し た セミ ナー、 出 前 講座 等 に つい て は 、 一 関 市 (延べ 33 回 、 3, 492 人 参加 ) 、 
花巻 市 (延べ 15 回 、559 人 参加 ) 、 盛岡 市 (14 回 、562 人 参加 ) ほか 15 市 町 村 に お いて 実施 し て お り 、 また 、 
奥州 市 、 一 関 市 等 県 南部 の 市 町 を 中 心 に 7 市 町 で は 、 パ ン フ レッ ト 等 を 作成 し 、 正 し い 知識 の 普及 を 図る 取 
組 が 行わ れ て いま す 。 (図表 2 -30) 








図表 2-30 市 町 村 に お ける 普及 落 発 の 取組 (平成 23 年 度 一 平成 25 年度 ) 


















































































































































































































































14 562 O 紫波 町 O 

3 108 O 矢巾 町 1 20 O 

1 22 Q O 西 和 人 賀 町 O 

15 559 O O 金ケ崎 町 1 120 O O 

2 80 O 平泉 町 3 68 O O 

3 57 O 住田 町 2 60 O 

3 183 O KREET O 

関 市 33 3, 492 O O 山田 町 O 

陸前 高田 市 | 1 20 O 岩泉 町 O 

釜石 市 1 45 O 野 畑村 O 

二戸 市 1 50 O 普 代 村 O 
八幡 平 市 1 68 軽米 町 

奥州 市 8 260 Q O 野田 村 (8 
滝沢 市 O 九 户 村 

RAM 3 50 O O 洋 野 町 〇 

葛巻 町 一 戸町 〇 

岩手 町 O 合計 96 5, 824 7 29 











7 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 処理 に 向け た 取組 


(1) 


東京 電力 原子 力 発 電 所 事故 の 影響 
平成 23 年 6 月 、 環 境 省 か ら 、 廃 棄 物 処理 施設 に 


























産業 廃棄 物 焼却 施設 の 焼却 灰 の 放射 性 セ シ 


рай 


原発 事故 に よる 放射 性 物質 に 
関す る 法律 (以下 「 廃 棄 物 処理 法 」 と いう 。) の 対象 外 と な っ て い 
対処 特別 措置 法 が 議員 立法 に より 可決 ・ 成 立 し 、 
上 セシウム の 濃度 が 8, 000Bq/kg 以下 の 事故 





ср: 

















これ に より 、 放 射 必 





と 法規 制 






























































平成 24 年 1 月 か ら 全面 施行 され まし た 。 
来 放射 性 物質 に 
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お いて 放射 性 物質 が 濃縮 され る お それ が ある と し て 、 


掃 に 
РЕФ 


ウム 濃度 を 測定 する よう 要請 が あり 先行 調査 を 実施 し まし 
より 汚染 され た 廃棄 物 に つい て は 、 事 故 当初 、 廃棄 物 の 処理 及び 清 
まし た が 、 平 成 23 年 8 月 に 放射 


汚染 され た 廃棄 物 に 


を な 
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つい て は 、 廃 棄 物 処理 法 の 適用 を 受け 、 既存 の 廃棄 物 処理 施設 で 処理 する こと が 可能 と な り ま し た 。 一 
方 、 8, 000Bq/kg を 超え た 廃棄 物 の うち 環境 大 臣 が 指定 し た 廃棄 物 ( 指 定 廃棄 物 ) に つい て は 、 国 が 処理 す 
る こと に な り ま し た 。 
県 内 の 除 染 廃棄 物 (重点 調査 地域 の 除 染 実施 区 域内 か ら 生 じ る も の )、 廃 棄 物 処理 施設 で ある 焼却 施 
設 か ら 生 じ た 焼 却 灰 等 、 廃 稼 わ ら 、 廃 堆肥 及び これ ら を 処分 する た め に 処理 し た も の が 特定 一 般 廃 棄 
物 ・ 特 定 産業 廃棄 物 に 該当 し 、 こ れ ら を 処理 する 際 は 、 廃 棄 物 処理 法 に 基づく 通常 の 処理 基準 に 加え 、 
放射 性 物質 汚染 対処 特措法 に 基づく 処理 基準 を 遵守 する こと が 義務 付け られ まし た 。 

また 、 特 定 一 般 廃棄 物 ・ 特 定 産業 廃棄 物 の 処分 の 用 に 供 され る 廃棄 物 処理 施設 、 例 えば 市 町 村 等 や 
業者 が 設置 し て いる 焼却 施設 、 汚 泥 の 脱水 施設 、 最 終 処分 場 (特定 一 般 廃棄 物 や 特定 産業 廃棄 物 、 こ れ 
ら の 処理 物 を 処理 する も の ) な ど が 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 ・ 特 定 産業 廃棄 物 処理 施設 に 該当 と な り 、 
これ ら 施 設 の 設置 者 等 に は 、 周 辺 の 生活 環境 や 人 へ の 健康 に 影響 が な いこ と を 確認 する た め 、 当 分 の 間 、 
廃棄 物 処理 法 に 基づく 維持 管理 基準 に 加え 、 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 に 基づく 維持 管理 基準 を 遵守 す 
る こと が 義務 付け られ 、 処 分 に 伴い 生じ た 焼却 灰 等 、 排 ガス 、 排 水 及 び 地下 水 の 放射 性 物質 濃度 や 施設 
の 敷地 境界 で の 空間 線量 率 を 測定 する こと と され まし た 。 

これ ら の 測定 結果 に つい て は 、 県 の 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 










































































































































































(2) 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 

原発 事故 に より 、 生 産 現場 で 利用 が で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 な ど 農 林業 系 副産物 
が 多量 に 発生 し まし た 。 ま た 、 こ れ ら を 廃棄 物 と し て 処理 する 場合 、 焼 却 処理 が 安全 な 方 法 と 考え られ 
まし た が 、 こ れ ら の 廃棄 物 だ け を 焼却 (専焼 ) する と 焼却 灰 が 8, 000Bq/kg を 超え て し まい 最終 処分 が 
困難 と な る 可能 性 が ある こと 、 県 内 の 市 町 村 等 既存 焼却 処理 施設 で 生活 系 ご み と 混合 の うえ 処理 する た 
め に は 、 牧 草 な ど を 事前 に 裁断 する 等 の 処理 が 必要 で ある こと 等 の 課題 が か 生じ まし た 。 

この た め 、 市 町 村 等 の 既存 の 焼却 施設 で 一 般 廃棄 物 と 混焼 し 、 焼 却 灰 の 放射 能 濃度 が 8, 000Bq/kg 以 
下 と な る よう 管理 し て 処理 する 方 針 を 決め 、 平 成 24 年 8 月 「 岩 手 県 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼 
却 処 理 等 円 滑 化 事業 」 に より 、 市 町 村 ・ 一 部 事務 組合 ・ 広 域 連 合 が 焼却 処理 を する 場合 に 必要 と な る 破 
砕 ・ 裁 断 な ど 前 処理 施設 整備 や 、 濃 度 管理 の た め の 放 射 能 測定 機器 (Nal (Т1) シン チレ ーション スペ ク 
トロ メー タ ) の 整備 等 に 要する 費用 に 対し 、 県 単独 で 財政 支援 を 行う こと と し 、 平成 24 年 11 月 に 「 放 
射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 に て その 処理 方 
針 を 示 し まし た 。 

平成 25 年 4 月 か ら は 、 環 境 省 が 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に つい て 財政 支援 を 行う こと と な り 、 県 
で は 処理 を 推進 する た め に 、 市町村 等 の 焼却 処理 計画 の 策定 や 、 住 民 説明 会 へ の 職員 派遣 な ど 技術 的 支 
援 を 行っ て いま す 。 (図表 2 -31) 








































































































































































































図表 2 -31 市 町 村 等 に よる 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 状 














焼却 処理 終了 4 
焼却 処理 中 (予定 を 含む ) 8 民 の 補助 事業 を 活用 また は 活用 予定 

























































































(3) 、 除 楽 廃棄 物 (道路 側溝 汚泥 ) の 処理 
原発 事故 以降 、 県 南 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 ) に つい て は 、 重 点 調査 地域 の 指定 を 受け 、 放 射 
性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 除 染 実施 区 域内 に お いて 除 染 等 に 伴い 生じ た 廃棄 物 に つい て は 、 
特定 一 般 廃 棄 物 ま た は 特定 産業 廃棄 物 と し て 処理 する こと に な り ま し た 。 ま た 、 除 染 廃棄 物 を 現場 で 保 
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章 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 

管 す る 場合 に 、 除 染 実施 者 又は 土地 の 所 有 者 等 が 保管 場所 の 空間 線量 率 の 測定 や 記録 を する こと が 義務 
けけ られ まし た 。 

道路 側溝 汚泥 に つい て は 、 こ れ ま で 道路 の 清掃 活動 と し て 住民 協 働 の も と 撤去 し た り 、 道 路 管 理 者 が 
民間 事業 者 に 委託 し て 除去 し 、 市 町 村 等 の 最終 処分 場 や 民間 事業 者 の セメント 工場 で 処理 が 行わ れ て き 
て いま し た が 、 原発 事故 以降 、 道路 の 側溝 村 な ど で 放 射 性 セン ウム が 高 濃度 の 汚泥 が 確認 され た こと か 
ら 、 撤 去 や 処理 が で き な く な り ま し た 。 

この た め 、 県 で は 県 南 3 市 町 に 対し 、 側 溝 汚泥 の 撤去 に あたり コン クリ ー ト 構造 等 の 一 時 保管 施設 
設置 する 場合 に 県 独自 に 財政 支援 を する こと と し 、 住 民 説明 会 へ 職員 を 派遣 する な どの 技術 的 支援 を 行 
っ て いま す 。 

除 染 廃棄 物 ( 道 路側 溝 汚泥 ) に つい て は 、 現在 、 県 南 3 市 町 に お いて 現場 保管 場所 の 設置 に 向け た 住民 
説明 会 が 行わ れ て いま す 。 

(4) 道路 法 面 や 河川 敷 草木 の 処理 
道路 法 面 草 木 や 河川 敷 草木 に つい て は 、 現 場 で の 刈り 倒し の ほか 、 市 町 村 や 民間 処理 業者 に より 破 











廃棄 物 処理 や 飼料 と し て の 活用 が 行わ れ て いま し た が 、 原発 事故 以降 、 市 町 村 や 民間 














業者 に よる 受入 制限 や 飼料 の 利用 自 腐 に より 、 現 場 で 刈り 倒し を する こと に な り ま し た 。 














TOR., EREE 


る 受入 が 一 部 再 

















や 河川 敷 草木 に つい て は 、 放 射 性 セシウム 濃度 の 低減 が 確認 され 、 民 間 処 理 業者 に 





























開 さ れ て いま す 。 

















な お 、 廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 に お いて 焼却 禁止 の 例外 と な っ て いる 道路 法 面 等 草木 の 野 





焼却 行為 に つい 
焼却 の 影響 評価 
野外 焼却 に 伴 














理 者 の 便益 等 を 





受け た こと か ら 、 


(5 











са, 原発 事故 以降 、 県 と し て 自粛 を お 願い し て いま し た が 、 人 外部 有識者 に よる 「 野 
に 関す る 検討 委員 会 」 に お いて 、 県 内 の 草木 の 放射 性 セシウム 濃度 の 調査 結果 を も と 
う 放射 性 セン シン ウム に よる 影響 を 評価 し た と ころ 、「 本 県 内 の 草木 の 野外 焼却 に よる 影 




















































































































比较 衡量 し た 結果 、 野外 焼却 の 自粛 を 継続 する 必要 は な いと 評 1 ] す る 。」 と の 見 解 を 
県 と し て 自粛 要請 を 継続 し な いこ と と し 、 市 町 村 等 関係 機関 に 周知 を 行っ て いま す 。 


















































災害 廃棄 物 の 処理 に 向け た 取組 
東日本 大 震 災 津 濾 に より 発生 し た 災害 廃棄 物 は 、 特に 対策 を 講ず る こと な く 処 理 が 可能 で あり ます が 、 























破砕 ・ 選 別 施設 及 
Z, 主 灰 及び 飛 灰 
ます 。 


(6) 





廃棄 物 の 処理 に 
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び 仮設 焼却 炉 で は 、 定 期 的 に 空間 線量 率 の 測定 を 行い 、 仮設 焼却 炉 か ら 発生 する 排 ガ 
は 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 の 規定 に 基づき 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行っ て い 















































向け た 市 町 村 へ の 支援 
域 を 中 心 に 発生 し て いる 除 染 廃棄 物 、 農 林業 系 副産物 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 


















































に 係る 課題 を 、 市 
射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 」 を 設置 し まし た 。 
この 検討 の な か で 、 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 


基本 的 スキ ー ム 


町 村 と 連携 し て 部 局 横 断 的 に 解決 に 向け て 取り 組む こと と し 、 平 成 24 年 8 月 に 「 放 




















し て 当面 、 安全 安 


促進 する た め 、 平 


Pi 
































に つい て 、 国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の を 補完 する ほか 、 県 と 


















































心 な 処理 方 法 と 支援 人 策 を 示し 、 市 町 村 に お ける 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 の 円 滑 な 処理 を 





























バラ イン (第 1 





成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガ 
А) を 示し まし た 。 
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第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 





平成 24 年 12 月 26 日 に 連携 チー ム 設置 要領 を 一 部 改正 し て 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 文 援 チ ー ム 」 
を 設置 し 、 処 理 等 へ の 技術 的 支援 、 地 域 住 民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 
町 村 等 に 対し て の 重点 的 支援 を 行っ て いま す 。 (図表 2-32) 





























図表 2-32 市 町 村 等 へ の 支援 実績 













































農林 業 系 副産物 関係 住民 説明 会 14 回 
その 他 ЕГ 試験 焼却 ・ 本 焼却 支援 
除 染 府 棄 物 関 係 住民 説明 会 5 























【 市 町 村 等 の 取組 : 焼却 施設 、 最 終 処分 場 の 測定 実施 状況 】 

市 町 村 ・ 一 部 事務 組合 ・ 広 域 連 合 が 設置 し て いる 焼却 施設 や 最終 処分 場 は 、 特 定 一 般 廃棄 物 処理 施設 に 該 
当 に な り ま し た 。 

焼却 施設 に つい て は 、 原発 事故 後 の 平成 23 年 7 月 に 環境 省 か ら の 調査 依頼 を 受け 、 市 町 村 等 に お いて 焼却 
灰 や 排ガス の 任意 調査 が 行わ れん まし た 。 この 結果 、 県 南 地 域 の 胆 江 地 区 衛生 セン ター や 一 関 清 掃 セン ター で 、 
一 時 8, 000Bq/kg を 超え る ば いじ ん (WK) が 確認 され まし た 。 こ の うち 、 胆 江 地 区 衛生 セン ター の ば いじ ん 
( 飛 灰 ) に つい て は 、 自然 減衰 等 に より 8, 000Bq/kg を 下回っ た こと か ら 既 存 の 最終 処分 場 で 埋立 処理 が 行わ 
れ ま し た 。 ま た 、 一 関 清掃 セン ター の ば いじ ん ( 飛 灰 ) に つい て は 、 平成 23 年 度 環境 者 モデ ル 事 業 に て セ メ 
ント 固化 等 試験 が 行わ れ 、 平 成 24 年 度 以降 に 発生 し た 8, 000Bq/kg 超 の ば いじ ん ( 飛 灰 ) に つい て は 指定 廃 
乗物 と し て 事業 場内 に 保管 され て いま す 。 

市 町 村 等 の 焼却 施設 や 最終 処分 場 に つい て は 、 焼 却 灰 等 、 排 ガス 、 排 水 及び 地下 水 の 放射 性 セシウム 濃度 
の 測定 や 施設 の 敷地 境界 で の 空間 線量 率 の 測定 を 行い 、 市 町 村 等 ホー ムペ ー ジ や 県 公式 ホー ムペ ー ジ で その 
結果 を 公表 し て いま す 。 







































































































































































8 原子 力 災害 か ら 県 土 、 県 民 を 守る た め の 取 組 
(1) 岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 の 策定 

今般 の 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 が 長期 か つ 広 範囲 に わた っ て 県 民生 活 に 影響 を 及ぼ し た こと に よ 
り 、 本 県 に お いて も 原子 力 発電 所 事 故 が 及ぼ す 影 響 の 甚大 性 が 広く 認識 され まし た 。 ま た 、 県 議会 で は 、 
平成 24 年 3 月 13 日 に 受理 し た 原子 力 施設 の 過酷 事故 災害 を 想定 し た 防災 計画 の 策定 等 を 内 容 と する 「 岩 
手 県 民 の 命 と 暮らし を 守る た め の 請 願 」 が 平成 24 年 9 月 定例 県 議会 本 会 議 に お いて 採択 され まし た 。 
こう し た こと を 踏ま え 、 県 で は 、 平 成 24 年 10 月 に 開催 し た 岩手 県 防災 会 議 幹事 会 議 に お いて 、 新 た に 
岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 を 策定 する こと を 確認 し 、 策定 作業 に 着手 し まし た 。 策定 作業 
で は 、 娠 手 県 防災 会 議 専 門 委員 に 任命 し た 放射 線 医療 分 野 等 の 有識者 か ら 専 門 的 な 見 地 か ら 助 言 等 を い 
た だ く と と も に 、 本 県 に は 原子 力 事 業 所 が 立地 せ ず 、 隣接 県 に 立地 する 原子 力 事業 所 と の 間 に 一 定 の 距 
離 が ある こと 、 原 子 力 規制 委員 会 が 策定 し た 原子 力 災害 対策 指針 に 規定 する 原子 力 災 害 対策 重点 区 域 に 
本 県 の 区 域 が 位置 付け られ て いな いこ と な ど 本 県 を 取り 巻く 状況 や 防災 基本 計画 に 定め る 内 容 等 を 踏 
まえ な が ら 、 盛り込む べき 内 容 等 を 検討 し まし た 。 こ うし た 検討 の 結果 、 平 成 25 年 3 月 28 日 に 開催 し た 
岩手 県 防災 会 議 に お いて 、 避難 対策 な ど 、 本 県 と し て あら か じ め 講 じ る 必要 が ある と 認め られ る 対策 を 
盛り 込ん だ 岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対 策 編 を 策定 し まし た 。 

この 原子 力 災害 対策 編 の 策定 の 動き は 、 市 町 村 に も 波及 し 、 平成 26 年 2 月 1 日 現在 で 県 内 13 市 町 村 が 
市 町 村 地 域 防 災 計 画 に 原子 力 災害 対策 に 関す る 規定 を 盛り 込ん で いま す 。 
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第 2 草 総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


(2) 策定 後 の 取組 
原子 力 災害 対策 編 で は 、 青森 県 や 宮城 県 に 立地 する 事業 所 に お いて 、 原子 力 災害 対策 特別 措置 法 に 基 
づく 特定 事象 *+ や 原子 力 緊 急 事態 \? が 発生 し た と き を 災害 と し て 想定 し て いま す 。 
方 、 原子 力 事業 者 は 、 法 令 上 、 特 定 事象 が 発生 し た 場合 に 施設 が 立地 する 都 道 府 県 等 に 通報 する 義 
務 が 課さ れ て いま す が 、 青 森 県 の 東通 原子 力 発電 所 や 宮城 県 の 女川 原子 力 発電 所 で 特定 事象 が 発生 し た 
と し て も 、 岩 手 県 に 情報 提供 が され る と は 限り ませ ん 。 
この た め 、 県 で は 、 原子 力 災害 か ら 県 民 の 安全 を 守り 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 を 実 
効 性 の ある も の と する た め に は 、 原 子 力 事 業者 か ら 直 接 情報 提供 が 行わ れる 体制 の 構築 が 不可 欠 で ある 
と 考え 、 平成 25 年 3 月 28 日 付け で 東通 原子 力 発電 所 等 を 運営 する 東北 電力 株 式 会 社 と の 間 で 「 原 子 力 発 
電 所 に 係る 県 民 の 安全 確保 の た め の 情 報 連 絡 等 に 関す る 協定 」 を 締結 し まし た 。 さ ら に 、 青 森 県 大 ヶ 所 
村 で 核燃料 サイ クル 施設 を 運営 する 日 本 原 燃 株 式 会 社 に 対し て も 、 平 成 25 年 9 月 20 日 付け で 原子 力 災害 
等 が 発生 し た 場合 の 速やか な 情報 提供 を 文書 で 要請 し 、9 月 30 日 付け で 承諾 が 得 ら れ ま し た 。 こ れ ら の 
協定 締結 等 に より 特定 事象 等 が 発生 し た 場合 に は 原子 力 事 業者 か ら 県 に 直接 情報 提供 が 行わ れ 、 県 か ら 
関係 機関 に 情報 提供 が 行わ れん ます 。 (図表 2 -33) 
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(3) 原子 力 災害 対策 編 に 係る 課題 に つい て 
放射 性 物質 で ある 放射 性 ヨウ 素 が 身体 に 取り 込ま れる と 甲状腺 が ん 等 を 発生 させ る 可能 性 が あり ま 
す が 、 国 の 原子 力 規制 要員 会 が 策定 し た 原子 力 災害 対策 指針 に よる と 、 こ の よう な 内 部 被ばく は 、 安定 
ョ ツウ 素 剤 を あら か じ め 服 用 する こと で 低減 する こと が 可能 と な り ま す 。 た だ し 、 安定 ヨウ 素 剤 の 服用 ( 
つい て は 、 そ の 効果 が 服用 の 時 期 に 大 きく 左右 され る こと 、 ま た 、 副作用 の 可能 性 が ある 等 の 問題 点 も 
指摘 され て いま す 。 
原子 力 災害 対策 指針 で は 、 安定 ヨウ 素 剤 の 取扱 に つい て 、 原子 力 事業 所 か ら 半 径 5 キロ メー トル の 範 
囲 で は 、 地方 公共 団体 が 安定 ヨウ 素 剤 を 住民 に 事前 配布 する こと 等 と 規定 し て いま す が 、 女川 原子 力 発 
電 所 か ら 30 km 以上 離れ 、 原 子 力 災 害 対策 重点 区 域 *3 に 含ま れ て いな い 本 県 が 、 安 定 ヨウ 素 剤 を どの よ 
に 取り 扱え ば よい の か に つい て は 明確 に され て いな い の が 現状 で す 。 
県 で は 、 原子 力 災害 対策 指針 に お いて 、 本 県 の 区 域 に 係る 安定 ヨウ 素 剤 の 取扱 が 判明 次 第 、 安定 ヨウ 
素 剤 の 服用 に よる 問題 点 等 も 考慮 し な が ら 、 原子 力 災害 対策 編 の 見 直し の 必要 性 に つい て 検討 ・ 判 断 し 


て いく こと と ど とじ て いま す 。 
※1 特定 事象 : 原子 力 施 設 の 敷地 境界 付近 に お いて 毎時 5 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 放射 線量 が 検出 され た 場合 な どの 事象 
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を いう 。 
※2 原子 力 緊急 事態 : 原子 力 施設 の 敷地 境界 付近 に お いて 毎時 500 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 放射 線量 が 検出 され た 場合 な 
どの 事象 を いう 。 


























※3 原子 力 災 害 対策 重点 区 域 : 防災 資 機材 、 モ ニタ リン グ 設 備 、 非 常用 通信 機器 等 の 整備 、 人 避難 計 画 等 の 策定 な ど 、 原 子 カ 
災害 対策 を 重点 的 に 実施 すべ き 区 域 を いい 原子 力 災害 対策 指針 で 実用 発電 用 原子 炉 の 場合 の 区 域 を 次 の よう に 定め て いる 。 
・ 予 防 的 防護 措置 を 準備 する 区 域 (PAZ) : 原子 力 施設 か ら 概 ね 半径 5 キロ メー トル 
・ 上 緊急 時 防護 措置 を 準備 する 区 域 (UPZ) : 原子 力 施設 か ら 概 ね 半径 30 キロ メー トル 
・ プ ルー ム 通 過 時 の 被ばく を 避け る た め の 防 護 措置 を 実施 する 区 域 (PPA) : 原子 力 規 制 委 員 会 で 検討 中 
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第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 





図表 2-33 特定 事象 発生 情報 等 伝達 系 統 図 
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指定 地方 行政 機関 





( 注 ) 1 =— は 、 原 炎 法 の 規定 に よる 内 閣 総 理大 臣 等 に よる 指示 
а デニー ニニ ピ ピピ は 、 総 合 防災 情報 ネッ トワ ー ク 及び 防災 行政 無線 








63 


第 2 章 


総合 的 な 対策 等 に 関す る 報告 


9 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 へ の 取組 





平成 23 年 3 月 11 日 
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うべ きも の で あり 、 





の 原発 事故 発 4 














これ ら 様 々 な 放射 線 影響 


力 が 実施 し て し か る べき も の で す 。 


県 、 市 8 











『 村 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事務 組合 は 、 民 間 事 業 


E 以 来 、 県 と 市 町 村 等 は 密接 に 連携 を 
確 介する た め に 、 環 境 放射 能 の 測定 、 除 染 や 放射 能 汚染 廃棄 物 の 処理 、 
被害 対策 、 さ ら に 県 民 へ の 正確 な 知識 の 普及 な ど に 取組 ん で きま し た 。 当該 
対策 に つい て も 、 本 来 は 事故 の 原 
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も に 、 自 治 体 と し て 実施 し た 各種 放射 線 影響 対策 に 要 





の 要請 な どの 取組 も 進め て いま す 。 こ れ ら の 
に 至り 、 一 部 賠償 人 金 の 支払 い を 受け て いま す 。 今後 も 東京 電力 に 対し て は 、 事 故 の 原 
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の 安全 ・ 安 心 を 
質 の 検査 や 風評 

義 的 に 東京 
者 で ある 東京 電 





等 の 東京 電力 に 対す る 賠償 請求 を 支援 する と と 








し た 費用 に つい て 東京 電力 に 賠償 請求 を 行い 、 国 へ 




















的 責任 を 改め て 認識 し 、 県 内 で 発生 し て いる 全て の 損 


を 強く 求め て いき ます 。 
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成 23 年 度 第 5 回 
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因 者 





組 の 結果 、 東 京 電力 が 賠償 対象 と し た も の に つい て は 合意 





と し て その 社会 





こ 則 し た 速やか な 賠償 


影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 に お いて 、 東 京 

















限定 的 に 解釈 し 賠償 対象 を 一 方 的 に 制 5 
いな ど 、 原 発 事故 の 放射 情 





県 は 市 町 村 等 と 連携 し 、 


実態 に 則 し 、 誠 意 を も っ て 速やか に + 


(2) 
ア 民間 事業 者 へ の 支援 




















原発 事故 の 原 攻 
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区 し て いる ほか 、 
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2] 











損害 賠償 請求 、 損 害 賠償 実現 に 向け た 取組 










































































県 内 の 民間 事業 者 が 1 

国 の 出荷 制限 指示 等 の 対 

当初 、 東 京 電力 は 中 間 指 針 に 明記 され た 地域 ・ 
県 に つい て は 中 間 指 針 に 



































ЕЕ 
月 
説明 会 や 個別 相談 会 等 


ЩЕ 


を 開催 する な ど 損 











っ た 原発 事 逆 に よる 損害 は 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 必 
































者 の 損害 賠償 請求 は 難航 する こと が 見 込ま れ ま し た 。 県 で は 、 民間 
< に つい て 、 関 係 団体 等 と 連携 し な が ら 、 原 発 事 故に よっ て 風評 被害 が 発生 し た ヨ 
害 賠 償 請 求 の 支援 を し て いま す 。 












































『 被 害 を 認め ず 、 岩手 




















① 東京 電力 に 対し 、 損 害 賠償 に 関す る 意思 を 強く 表示 する 。 

© 民間 の 損害 賠償 請求 に つい て 、 組 織 的 に 支援 する 。 

© 県 及び 市 町 村 が 連携 し て 、 自 治 体 の 被害 に 係る 損害 賠償 請求 を 行う 。 

東京 電力 は 一 部 の 民間 損害 に つい て は 中 間 指 針 に 沿う 形 で 賠償 に 応じ 始め て いま し た が 、 中 間 指針 を 











害 の 賠償 に 関す る 態度 を 明らか に し な 
E 物 質 に よる 損害 に 対す る 東京 電力 の 姿勢 は 極め て 不 十 分 な も の で し た 。 
者 で ある 東京 電力 の この よう な 姿勢 を 改め させ 、 損害 発 生 の 
害 賠 償 を 行う よう 強く 求め る こと と し まし た 。 


E 物 質 濃度 が 測定 され 





「 象 と な っ た 食品 に 係る も の な ど を 除き 、 そ の 多く が 風評 被害 に 区 分 され ます 。 
産品 等 以外 に は 賠償 すべ き 風 調 
明記 され た 牛肉 等 以外 は 賠償 対象 外 と し て いた 状況 に あり 、 本 県 の 民間 事業 
ほ 業 者 の 原発 事故 














に よる 損害 賠償 


























业者 等 对 し 、 














また 、 本 県 JA グル ー プ 等 の 農林 漁業 団体 で は 、 原発 事故 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 の 損害 賠 





賞 請求 を 迅速 か つ 十 分 ( 








の 確保 を 図る と と も に 、 


うな ど 、 損 賠 賠償 請求 ! 
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事務 等 を 支援 し て いま す 。 県 で は 、 
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け て の 取組 を 支援 
風評 被害 に 関す る 損 














し て 、 賠償 金 が 
し て いま す 。 
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賠償 金 請求 額 及 び 支 払 額 は 平成 26 年 3 月末 現在 で 請 
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満 請求 対策 県 協議 会 を 設立 し 、 組織 的 に 農林 漁業 者 の 請求 
これ ら の 協議 会 に アド バイ ザー と し て 参画 し 、 活 動 の 支援 と 連携 
E 期 か つ 確 実に 支払 われ る よう 要請 を 行 











== 








求 金額 約 42 億 100 万 
年 3 月末 現在 、 





イ 市 町 村 、 広 域 連 合 、 
平成 23 年 度 に は 、 原発 事故 の 
































] で 、 う ち 約 17 億 9, 2005 
額 315 億 5, 290 万 


EZ E 


BZ 9 


節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 

















] が 支払 われ て お り 、 農林 漁業 団体 に お いて は 、 平 成 26 
1, 5 ち 278 億 1, 580 万 円 が 支払 われ て いる 状況 と な っ て いま す 。 
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ー 部 事務 組合 と 連携 し た 自治 体 損害 賠償 請求 (第 1 次 ~ 第 5 ZX) 











か ら 住 民 の 安全 と 安心 を 確保 する た め 、 そ れ ぞ れ の 自治 体 に お い 























て 様々 な 放射 線 影響 対策 が 実施 され て お り 、 こ れ ら の 費用 を 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 を 行う 動き 
が 全国 的 に 広がり つつ あり まし た 。 





し か し 、 地方 公共 団 
東京 電力 は 上 下水 道 処理 の 過程 で 発生 する 汚泥 ( 
が 可能 な も の を 除き 、 

















本 の 財産 的 損害 等 


以外 に つい て は 中 間 指 針 に 明記 され な か っ た こと な ども あり 、 
に 関す る 費用 な ど 民 間 事 業者 へ の 賠償 と 同様 の 整理 



































9 治 体 中 损害 


















































に 関す る 態度 を 明らか に し ませ ん で し た 。 な お 、 上 下水 道 に 関す 











る 対応 に つい て も 、 国 の 関係 者 庁 の 働き か け に より 東京 電力 が 対応 を 改め た も の で す 。 
県 と 市 町 村 等 は 原発 事故 に よる 放射 線 影響 対策 に つい て 連携 を 図り な が ら 対 応 し て き て お り 、 これ 


ら 対策 に 要 L 78 sk 


な お 、 





Е 
遇害 只 











だ 。 


これ まで 、 
実施 し て 以降 、 


自治 体 が 東京 
求 で あり 、 加害 
交渉 が 可能 と な り ま す 。 東 京 電力 へ の 請 

、 賠 償 請 求 の 対象 と する 損害 、 
考え 方 を 統一 し まし た 。 
に 示す た め 、 東 京 電力 ( 




















県 と 市 町 村 
章 償 に 関す る 世論 





求 の 取組 を 支援 する こと も 目 
電力 へ 行 う 原 発 事故 に よる 損 
で ある 東京 電 























同年 


























た る 損 


年 3 月 


組合 :102, 951 千 円 ) と な っ て いま す 。 #85 
助 金 相当 額 等 を 除い た 金額 と な っ て いま す 。 
第 三次 請求 及び 第 四 次 計 
償 を 求め る も の で す 。 
平成 26 年 3 月末 現在 で 、 総 額 3, 131, 509 千 円 (県 :3, 063, 712 千 円 、 
) の 合意 金額 と な っ て いま す 。( 








末 現 在 、 総 額 














・ 一 部 事務 組合 : 








害 賠 Ето て お り 

















H に つい て 当該 事故 の 原 
に 県 と 市 町 村 等 が 一 体 と な っ て 強い 姿勢 で 行う こと と し まし た 。 











因 者 で ある 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 を 行う こと も 、 同 





























等 が 東京 電力 に 対 し て 損害 賠償 を 求め 交渉 し て いく こと に より 、 原発 事故 に よる 





給 形 成 を 区 




















的 の 一 


力 に 対し 被害 者 で ある 県 等 が 賠償 請求 を 


り 東京 電力 の 対応 の 変化 を 促す こと な ど で 、 民 間 事 業者 に よる 賠償 請 





つと し まし た 。 
害 賠償 














青 求 も 、 民 間 事 業者 と 同様 に 




















民事 上 の BERERE 
行う こと で 、 初め て 具体 的 な 
、 県 ・ 市 町 村 等 が それ ぞ れ 行う 必要 が あり ます 




















求 行為 自体 は 





























また 、 





算定 方 法 及 び 様 式 等 に つい て 、 
岩手 県 全体 が 一 致 協力 し て 損害 賠償 








事前 に 県 と 市 町 村 等 の 間 で 調整 し 、 
の 実現 に 取り 組む 姿勢 を 東京 電力 



































こ 対 する 賠償 請求 書 の 手 交 や 交渉 等 に つい て も 協調 し て 対応 する こと と し まし 





県 及び 市 町 村 等 は 連携 し 、 








平成 24 年 1 月 26 日 に 東京 電力 





に 対し て 第 一 次 損害 賠償 請求 











6 月 20 日 、 ヨ 








F 成 25 年 2 月 1 R. 
請求 順 








5, 984, 886 T- 


] (県 :4, 975, 131 千 円 、 市 町 村 








青 求 は 





E 成 24 年 度 の 損害 に つい て 、 第 五 次 請求 は ゝ 











同年 6 月 21 日 及び 3 
一 次 請求 」 








成 26 年 2 月 5 日 上 第 
な ど と いう 。) 、 請 求 金額 は 、 
:906, 805 千 円 、 広 域 連 合 ・ 
< 金額 は 請求 時 点 の 金額 か ら その 後に 金額 が 確定 し た 国庫 補 
第 一 次 請求 及び 第 二 次 請求 は 平成 23 年 度 の 損害 に つい て 、 
ヶ 成 25 年 に つい て 賠 

















с. ДЕТЕ 











一 部 事务 



























































(図表 2 -34) 











12,361 














度 の 損害 

















市 町 村 :55, 436 千 円 、 広 域 
図表 2 -34) 
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図表 2 -34 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 損害 賠償 請求 額 ・ 合 意 額 内 訳 (単位 : FA) 
































































































































请 | 第 1~5 次 | 5.927.002 | 1,005,553 | 2,931,025 81,027 10, 046 98,641 | 1,800, 710 

求 その 他 57, 884 0 0 0 0 10, 052 47, 832 

合計 8 Е. 5,984, 886 | 1, 005, 553 | 2, 931, 025 81, 027 10,046 | 108, 693 | 1, 848, 542 

合意 額 3, 131, 509 0 | 2,669, 707 21,720 0 28, 447 411, 635 

未 合 意 額 2, 853, 377 | 1, 005, 553 261, 317 59, 307 10, 046 80, 246 | 1, 436, 907 

请 | 第 1 て 5 次 | 4,924, 357 517, 003 | 2,889, 795 3, 831 4, 608 13, 879 | 1, 495, 241 

>K その 他 50, 773 0 0 0 0 4, 687 46, 086 

県 я в 4,975, 131 517,003 | 2, 889, 795 3, 831 4, 608 18, 566 | 1,541, 327 

合意 人 額 3, 063, 712 0 | 2, 664, 444 845 0 3, 863 394, 560 

未 合意 額 1, 911, 419 517, 003 225, 351 2, 986 4, 608 14, 703 | 1, 146, 767 

请 | 第 1 一 5 次 899, 873 463, 330 41, 230 73, 611 5, 141 53, 425 263, 136 

>K その 他 6, 932 0 0 0 0 5, 190 1, 742 

市 町 村 | A Е 906, 805 463, 330 41,230 73, 611 5,141 58, 615 264, 878 

合意 人 額 55, 436 0 5, 263 19, 781 0 13, 320 17, 072 

未 合意 額 851, 368 463, 330 35, 966 53, 830 5, 141 45, 294 247, 806 

къв 请 | 第 1 て 5 次 102, 772 25, 220 0 3, 585 297 31, 337 42, 333 

A 求 その 他 178 0 0 0 0 175 4 

9 Я Ë 102, 951 25, 220 0 3, 585 297 31, 512 42, 337 

JA 合意 額 12, 361 0 0 1,094 0 11, 263 4 

чар 未 合意 額 90, 590 25, 220 0 2, 491 297 20, 249 42, 333 
※ 請求 額 は 請求 時 点 の も の か ら 、 追 加 の 請求 額 を 足し 、 国 庫 補助 金 相当 額 等 を 除い た 額 。 項 目 毎 に 端数 を 四捨五入 。 



































ウ 東京 電力 へ の 要請 、 交 渉 等 
これ まで 、 岩 手 県 及び 市 町 村 等 は 、 東 京 電力 に 対し て 誠意 ある 対応 を 求め 、 ま た 、 あ ら ゆ る 機会 を 
と ら え 東京 電力 に 要請 を 行う と と も に 、 交 渉 を 重ね て きま し た 。 し か し 、 民 間 被 害 者 へ の 賠償 が 優 
N РОС С ei ИДИ 
ちな 状況 と な っ て いま し た 。 原発 事 改 発生 か ら 2 年 が 経 と うと し 、 第 一 次 請求 か ら 一 年 後 と な る 平 
成 25 年 1 月 に な っ て 、 CN a аи 
り ま し た が 、 そ の 提案 内 容 は 、 県 及び 市 町 村 等 の 判断 で 実施 し た 放射 線 影響 対策 に つい て は 基本 的 
に 賠償 対象 外 と する な ど 、 極 め て 問題 の 多い も の で あり 、 到 底 受 け 入 れ が た いも の で し た 。 
県 と 市 町 村 等 は 、 東京 電力 の この よう な 態度 を 改め させ る べく 、 民 間 事 業者 へ の 対応 も 含め て 要請 
や や 交渉 を し て きま し た 。 知事 と 市 町 村長 が 東京 電力 本 店 へ 赴き 、 東 京 電力 社長 に 対し 直接 要請 
れ ま で 3 回 行っ て いま す (うち 1 回 は 宮城 県 知事 、 宮 城 県 内 市 町 村長 と 合同 実施 )。 ま た 、 各 賠償 請 
求 時 に お ける 市 町 村長 、 県 幹部 と の 交渉 や 事務 レベ ル の 交渉 な ど を 継続 し て 実施 し て いま す 。 
大 き な 変 化 の 見 られ な い 東 京 電力 の 態度 を 公 の 下 で 質 す べく 、 平成 25 年 6 月 の 第 四 次 請求 の 際 、 | 
せ て 、 東 京 電力 の 対応 に お ける 疑義 に 対す る 公開 質問 を 実施 し まし た 。 し か し 、 こ れ に 対し て も 、 
これ まで 同様 の 見 解 の 繰り 返し や 形式 論 に 終始 し て いる 回 答 が 多く 、 具 体 的 な 内 容 が 認め 難い も の 
で あり 、 損 害 wass ss bi NR 
これ ら 要 請 や 交渉 等 の 結果 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 平成 25 年 度 以降 、 東京 電力 と 一 部 合意 に 至っ て い 
る 状況 と な っ て いま す 。 し か し 、 依 然 と し て 賠償 対象 外 と し て いる も の に つい て は 、 東 京 電 力 は そ 
の 理由 に つい て 合理 的 な 説明 を 拒み 、 具 体 的 交渉 の 進展 が 期待 で き な い 状況 に な っ て いま す 。 
また 、 県 で は 、 消 滅 時 効 の 延長 、 東 京 電力 へ の 指導 強化 な ど を 要請 する た め 、 国 (関係 省庁 等 ) に 
対し て も 要請 を 行っ て きま し た 。 


























































































































































































































66 


(3) 


消滅 時 効 を 巡る 動き 








第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 

















民法 第 724 条 に より 原発 事故 に 係る 損 











害 賠償 請求 権 は 、 被 害 者 が 損害 を 知っ た 時 か ら 3 年 が 経過 し た 














時 点 で 消滅 時 効 が 完成 する 
消滅 時 効 が 完成 する まで 1 

















こと か ら 、 ヨ 


























F 成 25 年 度 当初 の 時 点 に お いて 、 原発 事故 発生 時 の 損害 に つい て 
年 を 切る と ころ と な り ま し た 。 
































民法 第 724 条 (不法 行為 に よる 損害 賠償 請求 権 の 期間 の 制限 ) 
不法 行為 に よる 損害 賠償 の 請求 権 は 、 被 害 者 又は その 法定 代理 人 が 損害 及び 加害 者 を 知っ た 時 か ら 三 年 間 行 使 し 
な いと き は 、 時 効 に よっ て 消滅 する 。 不 法 行為 の 時 か ら 二 十 年 を 経過 し た と きも 、 同 様 と する 。 






















































































意見 書 が 、 国 や 東京 電力 に 
































平成 25 年 5 月 9 日 、 民 法 に 




















消滅 時 効 の 問題 に つい て は 、 被 害 


県 に お いて も 、 消 減 時 効 の 援 




















が 時 効 に より 適切 な 賠償 が 受け られ な いよ うな こと が な いよ う 、 
平成 24 年 12 月 19 日 に は 文部 科学 省 か ら 東京 電力 に 対し 要請 書 が 、 翌 1 月 11 日 に は 日 本 弁護 士 連 合 会 か ら 


























対し 提出 され まし た 。 

















] を し な いと 確約 する こと を 東京 電力 に 対し 繰返し 要請 する と と も に 、 




















し か し 、 東 京 電力 は 平成 25 年 2 月 4 
て も 直 に 時 効 を 援用 する こと は し な い 等 の 考え 方 を 表明 する に と どまり まし た 。 
































※ 総 合 特別 事業 計画 : 原子 力 損 





経済 産業 大 臣 ) の 認定 を 受け な け 








害 賠 











定め る 3 年 の 短期 消滅 時 効 の 適用 を 排除 する 特別 立法 措置 等 を 求め 、『 原 子 
力 発 電 所 事故 に 係る 要望 書 』 (知事 名 ) に より 国 に 要望 を 行い まし た 。 




















日 に 変更 され た 『 総 合 特別 事業 計画 *』 に お いて 、 時 効 が 完成 し 











貨 支援 機構 が 原子 力 事業 者 (東京 電力 ) に 対し 資金 援助 を 行う 際 に は 、 損 害 賠償 の 迅速 か 
つ 適 切な 実施 や 経営 の 合理 化 に 関す る 「 特 別 事業 計画 」 を 同機 構 と 東京 電力 が 共同 し て 作成 し 、 主 務 大 臣 (内 閣 総 理大 臣 、 
ば な ら な い (原子 力 損害 賠償 支援 機構 法 第 45 条 )。 主 務 大 臣 は 、 認 定 し た 計画 の 履行 確保 












































の た め 必 要 が ある と 認め る 時 は 、 履 行状 況 の 報告 徴収 、 必 要 な 措置 の 命令 を 行う こと が で きる 。 ( 同 法 第 47 条 )。 



































平成 25 年 5 月 29 日 、 当 該 事故 に よる 損害 賠償 請求 に 係る 時 効 中 断 の 特別 措置 法 で ある 「 東 日 本 大 岩 





















































災 に 係る 原子 力 損害 賠償 紛争 に つい て の 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 に よる 和解 仲介 手続 の 利用 促進 に 





係る 時 効 の 中 断 の 特例 に 関す る 法 邊 









































E」 が 成立 し 、 同 年 6 月 25 日 に 施行 され 、 紛 争 解決 セン ター へ の 和解 











申立 て に 時 効 中 断 の 効果 を 与え 、 和解 が 不成立 の 場合 、 和解 仲介 の 打ち 切り の 通知 を 受け た 日 か ら 一 月 
以内 に 裁判 所 に 訴訟 提起 すれ ば 、 和 解 仲介 の 申立 時 に 遡っ て 時 効 中 断 の 効果 が 生じ る こと と な り ま し た 。 









































4 




















時 効 中 断 特例 法 第 2 条 (時 効 の 中 断 ) 

原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 和解 の 仲介 を 打 切 っ た 場合 (当該 打 切 り が 政令 で 定め る 理由 に より 行わ れ た 場合 に 
限る 。) に お いて 、 当 該 和 解 の 仲介 の 申立 を し た 者 が その 旨 の 通知 を 受け た 日 か ら 一 月 以内 に 当該 和解 の 仲介 の 目的 
と な っ た 請求 に つい て 訴え を 提起 し た と き は 、 時 効 の 中 断 に 関し て は 、 当 該 和 解 の 仲介 の 申立 て の 時 に 、 訴 え の 提 
思 が あっ た も の と みな す 。 































































































これ まで 紛争 解決 セン ター に お ける 和解 仲介 に は 平成 24 年 実績 で 平均 8 カ月 を 要 し て お り 、 和 解 f 






































介 の 途中 に お いて 消滅 時 効 が 成立 し 、 協議 が 整わ な いま ま 仲 介 が 打 切 られ た 場合 、 被害 者 が 賠償 請求 を 
裁判 で 争う こと が 困難 と な る 懸念 が あり まし た 。 こ の 時 効 中 断 特例 法 に より 、 被害 者 の 権利 保護 が 前 進 

































































し た も の の 、 次 の よう な 問題 点 が 認め られ まし た 。 








ФА Ҹ 
УЦ = = 


























消滅 時 効 完 成 前 に 、 紛 争 解決 セン ター へ 和解 仲介 申立 を 行う 必要 が ある こと 。 
消滅 時 効 の 問題 や 紛争 解決 セン ター を 知ら な い 被 害 者 が 多数 いる こと が 見 込ま れる こと 。 




















H 解 仲介 の 打 切 り 通 知 後 














月 以内 に 訴訟 提起 を 行う の は 困難 な 場合 が 想定 され る こと 。 













































































同年 6 月 25 日 に は 、 東 京 電力 の 「 総 合 特別 事業 計画 」 が 改定 され 、 和 被害 者 と 東京 電力 が 協議 を 継続 

















し て いる 間 は 事実 上 時 効 の 進行 が 停止 し て いる も の と し て 扱う な ど 和 柔軟 な 対応 を 行う こと を 表明 し ま 
し た 。 し か し な が ら 、 こ れ は 東京 電力 が 時 効 の 援用 を 行わ な い 意 思 を 表明 し た も の で は な く 、 東 京 電 
力 の 一 方 的 な 運用 が 可能 な 余地 を 残し て いま し た 。 















































平成 25 年 12 月 4 Н, W% 



























































時 効 等 の 特別 措置 法 で ある 「 東 日 本 大 震 災 に お ける 原子 力 発電 所 の 事故 に 
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より 生じ た 原子 力 損害 に 係る 早期 か つ 確 実 な 賠償 を 実現 する た め の 措 置 及 び 当 該 原子 力 損 害 に 係る 賠 
貫 請 求 権 の 消滅 時 効 等 の 特例 に 関す る 法律 」 (以下 「 消 減 時 効 特例 法 」 と いう 。) が 成立 し まし た 。 












































消滅 時 効 特例 法 第 3 条 (消滅 時 効 等 の 特例 ) 
特定 原子 力 損害 に 係る 賠償 請求 権 に 関す る 民法 第 724 条 の 規定 の 適用 に つい て は 、 同 条 前 段 中 「 三 年 間 」 と ある の 
は 「 十 年 間 」 と 、 同 条 後段 中 「 不 法 行為 の 時 」 と ある の は 「 損 害 が 生じ た 時 」 と する 。 










































































民法 第 724 条 に 定め られ た 消滅 時 効 の 期間 が 3 年 か ら 10 年 に 延長 され 、 将 来 的 に 健康 被害 等 が 認め ら 
れ た 場合 等 に 関係 する 除 床 期間 の 開始 時 点 が 事故 発生 時 (平成 23 年 3 月 11 日 ) か ら 損 害 が 生じ た 時 に 
変更 され まし た 。 

これ に より 、 最 も 早い も の で も 消滅 時 効 が 完成 する の が 平成 33 年 3 月 11 日 と な り 、 当 面 の 間 は 東京 
電力 の 運用 に 左右 され る こと な く 、 当 該 原 発 事故 の 被害 者 は 損害 賠償 請求 権 を 行使 で きる 期間 は 安定 
的 に 確保 され まし た 。 し か し 、 民間 を 含め 本 県 に お ける 被害 の 大 半 を 占め る 経済 的 な 損害 に つい て は 、 
時 間 経 過 と と も に 被害 額 等 を 立証 する こと が 困難 に な っ て いく こと か ら 、 な る べく 早め に 東京 電力 へ 
賠償 請求 を 行い 交渉 を 行う こと が 望ま し いも の と 考え られ ます 。 
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(4) 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 申立 て 
これ まで の 東京 電力 と 交渉 等 を 重ね た 結果 、 東 京 電力 が 「 賠 償 対 象 」 と 認め た 牧草 地 の 除 染 費用 等 放 
射線 影響 対策 の 一 部 に つい て は 賠償 人 金 の 支払 い に つ いて 合意 に 至っ て いま す 。 
一 方 、 依然 と し て 東京 電力 は 、 原則 と し て 賠償 対象 は 政府 の 指示 等 に も ちと づき 負担 を 余儀 な くさ れ た 
も の に 限り 、 県 及び 市 町 村 等 の 判断 で 実施 し た 放射 線 影響 対策 に つい て は 必要 か つ 合理 的 な も の と は 認 
め ら れ な いと し て 賠償 対象 外 と する 姿勢 を 改め て は いま せん 。 政府 指示 等 に よる も の 以外 を 賠償 対象 外 
と する 判断 に 至っ た 理由 や 根拠 等 に つい て 、 再 三 、 東 京 電力 に 対し 説明 を 求め て きま し た が 、 東 京 電力 
か ら は これ まで の 見 解 等 を 繰り 返す の み で 明確 な 説明 は な く 、 こ れ ら の 損害 に つい て は 具体 的 な 交 渉 が 
滞っ て いま す 。 
県 で は 、 東 京 電力 の 自治 体 贈 償 に 対す る 考え 方 や 県 及び 市 町 村 等 の 賠償 請求 に 対す る 対応 等 の 問題 点 
が 明らか と な り 、 こ れ ま で の よう に 東京 電力 と 直接 交渉 を 重ね る だ け で は 、 こ れ 以 上 の 具体 的 な 交渉 の 
進展 が 期待 で き な い 現状 で ある と の 認識 に 至り 、 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (以下 「 紛 争 解決 セ 
ンタ ー」 と いう 。) に 対し 和解 仲介 を 申立 て る こと と し まし た 。 紛争 解決 セン ター の 審理 の 過程 に お い 
て 、 県 、 東 京 電力 双方 の 主張 や 法 的 な 問題 点 等 が 整理 され 、 原発 事故 の 原因 者 で ある 東京 電力 の 対応 を 
改め させ 、 原 発 事 故に 係る 損害 賠償 の 実現 を 図 ろ うと する も の で す 。 




























































































































































































































































































【 紛 争 解決 セン ター】 

紛争 解決 セン ター は 、 原 子 力 事 故 の 被害 者 が 原子 力 事業 者 に 対し て 行う 損害 賠償 請求 に つい て 、 円 滑 、 迅 速 か つ 
公正 に 紛争 を 解決 する こと を 目的 と し て 、 原 子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 に も と づき 文部 科学 省 の 原子 力 損 害 賠償 
紛争 審査 会 に 設置 され まし た 。 
同 セ ンタ ー は 、 文 部 科学 者 の ほか 、 法 務 省 、 裁 判 所 及び 日 本 弁護 士 連 合 会 出身 の 専門 家 等 に より 構成 され る 、 公 
的 な 紛争 解決 機関 で す 。 被 害 者 の 方 が 東京 電力 と 直接 交渉 を し て も 合意 で き な い 場合 な ど に 、 裁 判 より も 手続 き が 
簡単 で 、 弁 護 士 等 を 間 に 立て な く と も 被害 者 本 人 が 申立 て る こと も で き 、 仲 介 費 用 は 無料 で す 。 
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原発 ADR な ど と 呼ば れる こと も 多く 、ADR (Alternative Dispute Resolution) と は 、 裁 判 所 の 訴訟 手続 き 
に よら な い 紛 争 解決 方 法 を 広く 指す も の で す 。 原発 ADR 以 外 に も 金融 ADR 等 が あり ます 。 




















る 原発 ADR 連 絡 先々 
7- が 化 ル 0120 一 377 一 155 (月 曜日 て 金曜 日 10:00 て 17:00) 

※ 聴覚 に 障害 の ある 方 、 電 話 で の お 問い 合わ せ が 困 難 な 方 な ど は E メ ー ル で お 問い 合わ せく だ さい 。 
EE メー ル ア ド レス chukai@mext. go. јр 
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第 2 節 原発 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 





これ まで の 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 と 同様 に 、 紛 争 解決 セン ター へ の 申立 に つい て も 県 と 市 町 
村 等 が 協調 し て 実施 する こと と し まし た 。 な お 、 東 京 電力 へ の 賠償 請求 内 容 、 交 渉 ・ 一 部 合意 の 状況 等 
こ 団体 間 で 差 が 認め られ た こと か ら 、 改 め て 各市 町 村 等 に お いて 検討 し 、 最 終 的 に 36 団 体 (26 市 町 村 、 
10 広 域 連 合 等 ) が 県 と 協調 し て 紛争 解決 セン ター へ 和解 仲介 の 申立 て を 行う こと と し まし た 。 今回 申立 
て の 実施 を 見 送っ た 13 団 体 (7 市 町 村 、 6 広域 連合 等 ) に つい て も 、 東 京 電力 と の 交渉 の 進展 状況 次 第 
で は 、 今後 申立 て を 行う 可能 性 も ある こと か ら 、 審 理 状況 等 に つい て は 情報 共有 を 行っ て いま す 。 

紛争 解決 セン ター へ の 申立 は 、 形式 的 に は 、 県 ・ 市 町 村 等 団体 毎 に 行わ て れ ま し た が 、 こ れ ら の 申立 て 
に つい て は 一 体 的 に 審理 が 行わ れる よう に 同 セン ター と 調整 し まし た 。 

紛争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 の 申立 て に つい て は 議会 の 議決 が 必要 で あり 、 団 体 の 議会 日 程 等 の 関 
係 か ら 、36 団 体 中 、 24 団 体 が 平成 26 年 1 月 23 日 に 申立 て を 行い 、 残 り 12 団 体 に つい て は 準備 が 整い 次 第 
立て を 行う こと と し まし た 。 (図表 2 -35) 

今回 、 紛争 解決 セン ター に 申立 て た 対象 は 、 平成 23 年 度 及び 平成 24 年 度 分 の 賠償 請求 額 で あり 、 平成 
26 年 3 月 末 ま で に 申立 て を 行っ た 県 及び 32 団 体 で 総額 1, 529, 200 千 円 (県 :632, 139 千 円 、 市 町 村 :822, 162 
千 円 、 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 :74, 899 千 円 ) と な っ て いま す 。 (図表 2 -36) 
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図表 2-35 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (平成 26 年 3 月 末 现 在 ) 

O 岩手 県 (1) 

O 市 町 村 (23) : 盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 
前 高田 市 、 釜 石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 雪 石町 、 葛 巻 町 、 岩 手 町 、 金 ケ 崎 































































































































































町 、 平 泉町 、 岩 泉町 、 普 代 村 、 洋 野 町 、 一 戸町 

O 広域 連合 等 (1 ) : 宮古 地区 広域 行政 組合 

O 市 町 村 (3) : 矢巾 町 、 住 田町 、 軽 米 町 

O 広域 連合 等 (9 ) : 久慈 広域 連合 、 盛 岡 ・ 紫 波 地 区 環境 施設 組合 、 盛 岡 地区 衛生 処理 組合 、 
北上 地区 広域 行政 組合 、 奥 州 金 ケ 崎 行政 事務 組合 、 一 関 地区 広域 行政 組合 、 岩 手 沿岸 南部 広 


























域 環 境 組合 、 岩 手 県 競馬 組合 、 滝 沢 ・ 替 石 環境 組合 
F 成 26 年 4 月 以降 に 申立 予定 の 団体 。 
































※1 下線 は 











図表 2-36 県 、 市 町 村 、 広域 連合 、 一 部 事務 組合 の 紛争 解決 セン ター 申立 額 (平成 26 年 3 ARRE, 単位 : FA) 































































































岩 手 県 632, 139 2, 101, 957 1, 469, 818 
市 町 村 等 897, 061 927, 262 30, 201 
| 町 £ 822, 162 849, 629 27,467 | 24 市 町 村 計 
広域 連合 等 74, 899 77,633 2, 734 | 8 団体 計 
合 計 1, 529, 200 3, 029, 219 1, 500, 019 
※1 「 申 立 額 」: 「 議 会 提案 額 」 か ら 「 控 除 額 」 を 差し 引い た 額 。 

















※2 oe Ба < 額 か ら 議 案 提案 時 点 \ に お ける 東京 電力 と の 合意 済 額 等 を 控除 し た も の 。 
※3「 控 除 額 」: 案 後 に お いて 新た に 東京 電力 と 合意 し た 額 な ど 申 立 額 か ら 控除 すべ きも の 。 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 


第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状 : 


1 放射 線量 (空間 線量 率 ) 
(1) 環境 放射 能 水準 調査 
我が国 の 環境 放射 能 調査 は 、 昭 和 29 年 の ビキニ 環礁 に お ける 米国 の 核 爆発 実験 を 契機 と し て 開始 さ 
れ ま し た 。 を その後 、 米 国 、 旧 ソ連 、 中 国 の 大 気 圏内 核 爆発 実験 や チェ ル ノ ブ イリ 原発 事故 に よる 放射 能 
汚染 の 我が国 へ の 影響 に 関す る 調査 ・ 研 究 が 進め られ て きま し た 。 現在 は 環境 放射 能 調査 体制 の 整備 拡 
充 が 図ら れ 、 す べ て の 都 道 府 県 で 環境 放射 能 調査 を 実施 し て いま す 。 
本 県 に お いて も 、 昭 和 62 年 12 月 より 、 文 部 科学 省 の 委託 を 受け て 「 環 境 放射 能 水準 調査 」 を 実施 し 
て お り 、 環 境 及 び 人 へ の 影響 を 把握 する た め の 基 礎 的 デー タ の 収集 に 努め て いま す 。 
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(2) 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 を 受け た モニ タリ ング ポス ト に よる 測定 

本 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お いて 測定 を 行っ て きま し た が 、 東 京 電力 原子 力 発 電 
所 事故 (以下 「 原 発 事故 」 と いう 。) を 受け て 、 生 活 空 間 へ の 影響 を 把握 する た め 、 本 県 の 環境 放射 能 
測定 体制 を 見 直し 、 モ ニタ リン グ ポ スト を 増設 し て 県 内 10 箇所 で 24 時 間 体制 の きめ 細か な 測定 を 行っ 
て いま す 。 

測定 箇所 は 、 原 発 事故 以前 か ら 測 定 を 実施 し て いる 盛岡 市 の 1 台 に 加え て 、 平 成 23 年 12 月 に 3 台 (一 
関 市 、 大 船渡 市 、 宮 古市 ) 、 平 成 24 年 3 月 に 6 台 (滝沢 村 ( 現 滝沢 市 )、 花 巻 市 、 奥 州 市 、 釜 石 市 、 久 慈 
市 、 二 戸 市 ) を 増設 し 、 計 10 台 で 全 県 城 を 監視 する と と も に 、 測 定 結果 を 県 公式 ホー ムペ ー ジ 上 に リ 
アル タイ ム で 公表 する 体制 を 整備 し まし た 。 

な お 、 1 時 間 当 た り の 放射 線量 (以下 、「 空 間 線量 率 」 と いう 。) の 事故 後 の 最大 値 は 盛岡 市 (岩手 県 
環境 保健 研究 セン ター) で 平成 23 年 3 月 13 日 の 毎時 0.067 マイ クロ シー ベル ト (Sv/h) で 、 平成 23 
年 4 月 以降 は 事故 前 の レベ ル で 推移 し て お り 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 な 数 値 は 出 て いま せん 。 (図表 
g, B22) 


























































































































図表 3- 1 EE ci SIL hE 0ши 


























































































































モニ タリ ング ポス ト (月 平均 値 ) 0.017—0. 029 0. 020~0. 025 Sv//h 盛岡 市 

単位 и Sv/h) 
盛岡 市 | 0.025 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.023 | 0.021 | 0.020 | 0.023 | 0.023 
滝沢 市 0.052 | 0.052 
花巻 市 0.032 | 0.032 
奥州 市 0.098 | 0.098 
一 関 市 0.116 | 0.098 | 0.116 | 0.112 
大 船渡 市 0.069 | 0.067 | 0.067 | 0.068 
釜石 市 0.054 | 0.054 
宮古 市 0.051 | 0.050 | 0.051 | 0.051 
久慈 市 0.045 | 0.045 
二戸 市 0.029 | 0.029 
X モニ タリ ング ポス ト 設 置 高 さ は 、 地 上 1m。 た だ し 、 盛 岡 地区 は 地上 1m を 滝沢 市 、 地 上 14.7m を 盛岡 市 の 計 2 地点 で 測定 。 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 





図表 3-2 モニ タリ ング ポス ト に よる 放射 線量 測定 結果 (平成 24 年 度 へ 平成 25 年 度 Ef : и Svfh) 








盛岡 市 .023 .023 .023 






































0.023 0 0.023 0.023 0 0 0.023 0.024 0.024 0.021 0. 0. 0.023 
滝沢 市 0.060 0.059 0.059 0.059 0.058 0.058 0.056 0.056 0.050 0.036 0.028 0.042 0.052 
花卷 市 0. 033 0.033 0.033 0.034 0.034 0.034 0.035 0.035 0.032 0.026 0.027 0.031 0.032 
奥州 市 0.102 0.101 0.100 0. 099 0. 099 0.100 0. 099 0. 095 0. 084 0. 071 0. 071 0. 080 0. 092 
一 関 市 0. 110 0. 104 0. 102 0. 102 0. 099 0. 097 0. 095 0. 094 0. 088 0. 078 0. 082 0. 083 0. 094 
大 船渡 市 0. 066 0. 064 0. 063 0. 063 0. 063 0. 061 0. 061 0. 060 0. 060 0. 059 0. 058 0. 058 0. 061 
釜石 市 0.054 0.053 0.052 0.053 0.053 0.052 0.051 0.051 0.050 0.046 0.048 0.049 0.051 
宮古 市 0.051 0.051 0.051 0.052 0.053 0.051 0.051 0.050 0.050 0.047 0.048 0.050 0.050 
久慈 市 0.052 0.053 0.052 0.053 0.054 0.054 0.054 0.055 0.051 0.047 0.047 0.050 0.052 
二戸 市 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.031 0.029 0.026 0.025 0.027 0.029 
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盛岡 市 0.023 0. 0.022 0.024 0.023 0 0.023 0 0 0. 0.022 0.023 
滝沢 市 0.052 0.051 0.052 0.052 0.051 0.050 0.049 0.049 0.044 0.032 0.026 0.026 0.045 
花巻 市 0.032 0.031 0.032 0.033 0.033 0.032 0.032 0.032 0.032 0.028 0.026 0.030 0.031 
奥州 市 0.079 0.078 0.078 0.077 0.076 0.075 0.074 0.073 0.072 0. 060 0. 059 0. 069 0. 073 
一 関 市 0. 083 0. 079 0.078 0.077 0.075 0.073 0.072 0.071 0.062 0.058 0.051 0.063 0.070 
大 船渡 市 0.057 0.056 0.056 0.056 0.056 0.055 0.054 0.054 0.054 0.054 0.053 0.053 0.055 
釜石 市 0.049 0.048 0.049 0.049 0.049 0.047 0.047 0.047 0.047 0.046 0.039 0.044 0.047 
宮古 市 0.050 0.049 0.051 0.051 0.050 0.049 0.049 0.049 0.049 0.049 0.042 0.046 0.049 
久慈 市 0.051 0.050 0.050 0.051 0.051 0.051 0.050 0.050 0.050 0.049 0.036 0.038 0.048 

二戸 市 0.028 0.028 0.029 0.029 0.029 0.028 0.028 0.029 0.027 0.025 0.022 0.025 0.027 











※ モニ タリ ング ポス ト 設 置 高 さ は 、 地 上 1m。 た だ し 、 盛 岡 地 区 は 地上 1m を 滝沢 市 、 地 上 14.7m を 盛岡 市 の 計 2 地点 で 測定 。 





2 県 内 55 地点 の 測定 
原発 事故 後 、 原 子 力 発電 所 周辺 の 放射 線量 は 低減 傾向 に あり まし た が 、 江 沢 村 ( 現 滝沢 市 ) の 牧草 か ら 飼 
料 の 暫定 許容 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され る な ど 降 下 物 の 影響 が 懸念 され て いた こと か ら 、 県 民 の 不 
安 を 解消 する た め 、 平 成 23 年 6 月 か ら 県 内 主要 地点 の 庁舎 及び 公園 等 の 地上 付近 の 放射 線量 を 測定 し て い 
ます 。 
事故 後 、 盛 岡市 (環境 保健 研究 セン ター) で は 毎日 、 平 成 23 年 6 月 か ら 一 関 市 (一 関 地区 合同 庁舎 ) で 
週 1 回 測定 を 実施 し 、6 月 か ら 7 月 に か け て は 、 県 内 全市 町 村 の 測定 を 行っ た ほか 、10 月 まで は 県 南 の 奥 
州 市 、 一 関 市 及び 平泉 町 の 庁舎 や 公園 の 測定 を 毎月 実施 し まし た 。 
また 、 平 成 23 年 11 月 か ら は 、 県 内 の 公園 等 55 地点 で 月 1 回 測定 を 実施 し 、 現 在 も 継続 し て いま す 。 
原発 事故 後 、 こ れ ま で の 最大 値 は 一 関 市 の 運動 場 で 平成 23 年 6 月 に 測定 し た 0.47 Sv/h で し た が 、 全 
地点 と も 、 文 部 科学 者 に よる 校庭 、 園 庭 の 空間 線量 率 の 目安 (1 ヵ Sv/h) を 下回り 、 ま た 、 平 成 25 年 6 月 
ら は 、 国 の 除 染 基準 と され る 0.23 Sv/h を も 下回り 低減 傾向 に あり ます 。 

な お 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 (以下 「 重 点 調査 地域 」 と いう 。) 
こ お け る 空間 線量 率 (平成 26 年 3 月 測定 分 ) は 、 測 定 を 開始 し た 平成 23 年 6 月 上 比 で 、 平 均 で 38% ま で 低 
減 し て いま す 。 
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3 走行 サー ベイ の 実施 
走行 サー ベイ と は 、 乗 用 車 に 高 精度 の 放射 線 測定 機器 を 搭載 し 、 道 路 を 走行 し 
ガン マ 線 の 情報 と GPS に よる 位置 情報 を 連続 的 に 収集 し 、 道 路上 ・ 道 路 周辺 の 空間 線量 率 の 分 布 状 況 を 
マッ プ 化 する も の で すず す 。 
平成 23 年 度 は 、 文 部 科学 者 が 、 本 県 南部 を 含む 福島 第 一 原子 力 発 電 所 か ら 20km 圏外 の 地域 に つい て 走 
行 サ ー ベ イ を 実施 し まし た 。 
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また 、11 月 に は 3 市 町 が 走行 サー ベイ を 実施 し まし た 。 ま た 、 6 月 に 県 
GEL 











平成 24 年 度 は 、 文 部 科学 者 か ら 県 が 貸与 を 受け た 機器 を 市 町 村 に 貸出 し 、6 月 に は 県 内 20 市 町 村 が 、 
が 6 市町村 の 主要 地方 道 等 を 調査 


平成 25 年 度 は 、 原 子 力 規制 庁 (平成 25 年 度 に 文部 科学 省 か ら 事 務 を 引き 継ぎ ) か ら 県 が 貸与 を 受け た 





機器 を 市 町 村 に 貸出 し 、6 月 か ら 7 月 に か け て 県 内 12 市 町 が 、 ま た 、11 月 に は 1 市 が 走行 サー ベイ を 実 








施し まし た 。 ま た 、 6 月 か ら 7 月 にかけて 県 が 11 市 町 村 の 主要 地方 道 等 を 


地方 道 等 を 調査 し まし た 。 


4 県 有 施 設 の 放射 線量 の 測定 状況 








県 で は 、 放 射線 量 等 測定 に 係る 対応 方 針 及び 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 ( 
、 放 射線 の 影響 を 受け や すい と き さ 
れる 子ども (高校 生ま で ) の 健康 を 重視 する 観点 の も と 、 原 発 事 故に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た 
め 、 以 下 の 目 安 を 設け 、 定 期 的 に 県 有 施 設 の 空間 線量 OO 
測定 の 結果 、 低 減 措 置 実 施 の 目安 で ある 1 u Sv/h を 超え た 場合 に は 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 





し て 指定 を 受け た 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 地域 を 重視 する と と も に 


















































基づき 、 低 減 措 置 を 実施 する こと と し て いま す 。 





平成 25 年 度 に お いて は 、 合計 244 施設 の 測定 を 実施 し て いま す が (EJ 
安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 





図表 3-3 県 有 施 設 測定 頻度 の 目安 





11 月 に は 県 が 7 市 町 の 主要 








点 調査 地域 と 


ml 
mh 





に 基づき 、 

















(図表 3- 3) 





表 3-4)、 低 減 措 置 を 実施 する 目 





















































































































































汚染 状況 重点 調査 地域 の 学校 、 教 育 施 設 等 1 ヶ月 に 1 回 以上 

汚染 状況 重点 調査 地域 の 病院 、 合 同庁 舎 、 警 察 署 等 3 ヶ月 に 1 回 以上 

汚染 状況 重点 調査 地域 以外 の 学校 、 教 育 施設 人 2 ヶ月 に 1 回 以上 
汚染 状況 重点 調査 地域 以外 の 病院 、 合 同庁 舎 、 警 察 賭 等 6 ヶ月 に 1 回 以上 
図表 3-4 測定 施設 数 (平成 25 年 度 ) 

不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 80 14 66 
県 庁舎 ・ 合 同庁 舎 18 5 13 
その 他 公 共 施 設 等 54 9 45 
医療 施設 ・ 福 祉 施設 3 0 3 
県 立 都市 公園 ・ 花 巻 空 港 ・ 駐 車場 5 0 5 

県 立 病 院 ・ 院 内 保育 所 35 9 26 

警察 署 ・ 運 転 免許 試験 場 等 20 4 16 

児童 福祉 施設 等 6 1 5 

県 立 学校 、 社 会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 97 17 80 

県 立 大 学 、 専 門 学校 等 6 1 5 

計 244 46 198 























(1) 、 不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 
ア 県 店 舎 ・ 合 同店 舎 
(7) 汚染 状況 重点 調査 地域 











奥州 地区 合同 庁舎 、 奥 州 地 区 合同 庁舎 分 庁舎 、 奥 州 地区 合同 庁舎 江刺 分 庁舎 、 一 関 地区 合同 庁 
5 





舎 、 一 関 地区 合同 庁舎 千寿 分 庁舎 の 計 





施設 を 対象 に 、3 か 月 に 


1 回 





を 目安 に 測定 し て お り 、 平 
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Бу 





成 23 年 12 月 か ら 平 成 26 年 2 月 の 測定 の 結果 は 0.06 て 0.50 Sv/h で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 

える 値 は 測定 され て いま せん 。 
( イ ) その 他 の 地域 
県 庁舎 、 各 地区 合同 庁舎 な ど 計 13 施 設 を 対象 に 、6 か 月 に 1 回 を 目安 に 測定 し て お り 、 平 成 23 
E12 月 か ら 平成 25 年 11 月 の 測定 の 結果 は 0. 02 て 0. 44 u Svy/h で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 
える 値 は 測定 され て いま せん 。 
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イ その 他 公 共 施設 
(7) 汚染 状況 重点 調査 地域 
岩手 県 立 緑化 セン ター、 流 域 下水 道 浄化 セン ター (水沢 浄化 セン ター、 一 関 浄化 セン ター) 、 
企業 局 水力 発電 所 な ど 計 9 施設 を 対象 に 、 定 期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 24 年 1 月 か ら 平 成 26 年 3 
月 の 測定 の 結果 は 0.03 て 0.59 Sv/h で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 
える 値 は 測定 され て いま せん 。 
( イ ) その 他 の 地域 
県 公会 堂 、 い わ て 県 民 情 報 交 流 セ ンタ ー (アイ ー ナ )、 岩 手 産業 文化 セン ター、 岩 手 県 水産 科 
学 館 、 流 城下 水道 浄化 セン ター ( 都 南 浄 化 セ ンタ ー、 北 上 浄化 セン ター) 、 企 業 局 水力 発電 所 な 
ど 計 45 施 設 を 対象 に 、 定 期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 23 年 11 月 か ら 平 成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 
0.02 て 0.464 ヵ Sv/h で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 
える 値 は 測定 され て いま せん 。 
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ウ 医療 施設 ・ 福 祉 施設 
重点 調査 地域 に 対象 施設 は あり ませ ん が 、 そ れ 以 外 の 地域 に ちあ る いわ て リハ ビリ テー ショ ン セ ンタ 
ー、 岩 手 県 立 福祉 の 里 モ セン ター、 ふ ぶ ふれあい ラン ド 岩 手 の 計 3 施設 を 対象 に 、 定 期 的 に 測定 し て お り 、 
平成 24 年 6 月 か ら 平 成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 0. 03~0.18 Svy/h で し た 。 
な お 、 平 成 2 年度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 
値 は 測定 され て いま せん 。 





































































































I 県 立 都市 公園 ・ 花 巻 空港 ・ 駐 車場 
( ア ) 県 立 都市 公園 
内 丸 緑地 (盛岡 市 )、 御 所 溢 広 域 公 園 ( 盛 岡市 ・ 案 石町 ) 、 花 巻 広域 公園 (花巻 市 ) の 3 公園 を 対象 
に 、 放 射 性 物質 が 蓄積 し や すい と され る 雨 樋 の 下 な ど で 空 間 線 量 率 を 概ね 年 4 回 測定 し て お り 、 
平成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 0. 02~0. 08 u Sv/h で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 
える 値 は 測定 され て いま せん 。 
( イ ) 花巻 空港 
駐車 場 に お いて 、 空 間 線 量 率 を 年 2 回 測定 し て お り 、 平 成 26 年 2 月 の 測定 の 結果 は 0.031 て 
0. 041 u Svy/h で し た 。 
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な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 
超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 
また 、 着 陣 帯 (牧草 地 ) に お いて 、 放 射 性 物質 検査 を 年 1 回 の 検査 を 実施 し て お り 、 平 成 25 年 
5 月 の 検査 結果 は 1 キロ グラ ム あ た り 0—22 ベク レル (Bq/kg) で し た 。 
( ウ ) 県 営 内 丸 駐車 場 
放射 性 物質 が 蓄積 し や すい と され る 雨 樋 の 下 な ど で 空 間 線量 率 を 年 2 回 測定 し て お り 、 平 成 26 
年 3 月 の 測定 の 結果 は 0.038 て 0.040 и Sv/h G 17, 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超 
える 値 は 測定 され て いま せん 。 
オ 県 有 観 光 施 設 
岩 洞 湖 家族 旅行 村 、 船 越 家族 旅行 村 、 陸 前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 、 八 幡 平山 頂 レ スト ハウ ス の 計 4 
施設 を 対象 に 、 定期 的 に 測定 し て お り 、 平成 23 年 か ら 平 成 25 年 9 月 の 測定 の 結果 は 0.02 て 0.166 Sv/h 
で し た 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 gSv/h) を 超え る 
値 は 測定 され て いま せん 。 
(2) 県立 病 院 ・ 附 属 地域 診療 セン ター・ 院 内 保育 所 
ア 汚染 状況 重点 調査 地域 
県 立 磐井 病院 、 県 立 胆沢 病院 な ど 一 関 市 及び 奥州 市 に 所 在 する 9 施設 を 対象 に 敷地 内 の 空間 線量 率 
を 測定 し て お り 、 平 成 23 年 度 に は 1 回 、 平 成 24 年 度 か ら は 四半 期 ご と に 年 4 回 測定 する こと と し て い 
ます 。 な お 、 平 成 23 年 9 月 か ら 平 成 26 年 3 月 まで の 測定 の 結果 は 0 最大 0.8 Svy/h と な っ て お り 、 低 
減 措置 を 実施 する 目安 (1 и Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん が 、0.8x Sv/h が 測定 され た 施設 
の 該当 箇所 ( 雨 ど い の 下 ) に つい て は 除 染 を 行い 、 再 測定 で 0. 1u Sv/h に 低下 し て いま す 。 
イ その 他 の 地域 
県 立 中 央 病院 、 県 立 中 部 病院 な ど 26 施 設 を 対象 に 、 敷 地内 の 空間 線量 率 を 測定 し て お り 、 平 成 23 年 
en ee a ВДИХ 
ら 平 成 26 年 3 月 まで の 測定 の 結果 は 0 最大 0.5 Sv/h と な っ て お り 、 低減 措置 を 実施 する 目安 (1 
Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 
(3) 警察 本 部 、 警 察 緒 、 運 転 免許 試験 場 等 
重点 調査 地域 の 4 警察 施 设 (水深 署 、 江 刺 署 、 一 阅 团 、 千 磺 署 ) で は 毎月 測定 し て いる ほか 、 そ の 他 
地域 の 警察 施設 で は 半年 に 1 回 測定 し 、 測 定 結 果 を 踏ま えて 低減 措置 の 必要 の 有無 を 判断 し て いま す 。 
な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 
は 測定 され て いま せん 。 
(4) 児童 福祉 施設 等 
ア 汚染 状況 重点 調査 地域 
一 関 児 童 相談 所 を 対象 に 、 定 期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 23 年 8 月 か ら 平 成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 
0.07 て 3.45 Svy/h で し た 。 
な お 、 平成 23 年 9 月 及び 10 月 の 測定 に お いて 、 低減 措置 を 実施 する 目安 (1 ибу/п) を 超え る 値 1.00 
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^3. 45 u Svy/h が 測定 され た 雨 ど い 下 の 測定 穫 所 が あっ た た め 、 平 成 23 年 9 月 及び 10 月 に 表土 を 取り 除 
< 低減 措 置 を 実施 し て いま す 。 当該 筐 所 に つい て は 、 継 続 し て 空間 線量 率 を 測定 し て いま す が 、 低 減 
措置 実施 後 は 低減 措置 を 実施 する 目安 (1 Svy/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 
イ その 他 の 地域 
宮古 児童 相談 所 、 岩 手 県 立 療育 セン ター、 福 祉 総合 相談 セン ター、 い わ て 子ども の 森 、 杜 陵 学 園 の 





































































































計 5 施設 を 対象 に 定期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 23 年 8 月 か ら 平 成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 0.03 て 0.16 
Sv/h で し た 。 

平成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測 
定 さ れ て いま せん 。 





(5) 県 立 学校 、 社 会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 

ア 県 立 学校 に お ける 測定 状況 

平成 23 年 11 月 か ら 全 県 立 学校 に お いて 、 定 期 的 (原則 月 1 回 ) に 校 地内 の 空間 線量 率 の 測定 を 実 

施し て いま す (校庭 の ほか 、 雨 どい 、 側 溝 な ど を 測定 )。 平 成 23 年 度 に 県 南 地域 10 校 の 局所 除 染 を 完 
了 し て 以降 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 

測定 結果 に つい て は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 
イ 県 教育 委員 会 所 管 施設 (社会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 ) に お ける 測定 状況 
平成 23 年 12 月 か ら 各 施設 指定 管理 者 に お いて 、 定 期 的 に 測定 を 実施 し て いま す 。 こ れ ま で に 低減 
措置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 

測定 結果 に つい て は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 















































































































































(6) 県立 大 学 、 専 門 学校 等 

ア 汚染 状況 重点 調査 地域 
県 立 一 関 高 等 看護 学院 を 対象 に 放射 線量 を 定期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 24 年 6 月 か ら 平 成 26 年 3 月 

の 測定 の 結果 は 0.07 て 0.21 Sv/h で し た 。 

な お 、 平 成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措 置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 

値 は 測定 され て いま せん 。 

イ その 他 の 地域 
岩手 県 立 大 学 ・ 盛 岡 短期 大 学部 、 岩 手 県 立 大 学 宮古 短期 大 学部 、 県 立 宮古 高等 看護 学院 、 県 立 二戸 

高等 看護 学院 、 県 立 農業 大 学校 な ど 計 5 施設 を 対象 に 、 定 期 的 に 測定 し て お り 、 平 成 23 年 11 月 か ら 平 

成 26 年 3 月 の 測定 の 結果 は 0.03 て 1.00 Sv/h で し た 。 
平成 23 年 度 か ら 継 続 し て 測定 し て いま す が 、 低 減 措置 を 実施 する 目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測 
定 さ れ て いま せん 。 

な お 、 岩 手 県 立 大 学 ・ 盛 岡 短 期 大 学部 (АХ ИЗХ) に お いて は 、 平 成 23 年 9 月 の 測定 に お い 
T, 1 Sv/h を 超え た 箇所 は な く 、 直 ち に 健康 に 影響 を 与え る よう な 水準 の 値 は 計測 され ませ ん で し 
た が 、 キ ャ ン パ ス 内 の 第 三 、 第 四 調 整 池 の 測定 箇所 に お いて 、 他 の 測定 穫 所 と 比較 し て 高い 値 の 箇所 
が あっ た た め 、 平 成 24 年 3 月 に 表土 を 取り 除く 低減 措置 を 実施 し て いま す 。 





































































































































































































5 降下 物 、 大 気 浮遊 じん 等 
(1) 環境 放射 能 水準 調査 
原発 事故 以前 は 、 文 部 科学 者 か ら の 委託 に よる 環境 放射 能 水準 調査 に より 、 盛 岡市 (環境 保健 研究 
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ンタ ー) 1 


質 測定 を 実施 し た ほか 、 


及び 土壌 を 年 1 回 採取 
1 か 月 間 に 採 取 し た HR 
HECER 


X1 


(2) 





H 20 





降下 物 : 
Жо 大 気 浮遊 じん : 特定 } 


日 か ら 21 
1, 320Bq/Y で 、5 月 9 
単位 の 測定 に 切替 え 微量 
て いた 降水 の 測定 を 再開 し ま 


第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 


こ お い て 降下 物 * ま を 毎月 、 大 気 浮遊 じん ま 2? を 3 か 月 ご と 、 降 水 を 降雨 ご と に 採取 し 放射 性 物 









































県 内 の 定点 


し 測定 を 行っ て きま し た 。 
や ちり 等 の 降下 物 に つい て 、 











に お いて 水道 














LEKA 











の 濃度 まで 測定 する と と も に 
し た 。 (図表 3-5 、 











首 水 、 








単位 

















F の 浮遊 粉じん に つい て 、 


東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 を 受け た 測定 
原発 事故 後 は 、 文部 科学 省 か ら の 指示 に より 環境 放射 能 
の 環境 保健 研究 セン ター で 毎日 
月 か ら 一 関 市 (一 関 地 区 合同 庁舎 ) に お 
降下 物 に つい て は 、 平成 23 年 3 月 19 
日 に 観測 され た 放射 性 ヨウ 素 7,830 ベク レル / 平 方 メー トル (Ва/ш), 
日 以降 は 不 検出 で す 。 な お 、 文 部 科学 省 の 指示 に 基づき 、 平 成 24 年 1 月 か ら 月 
日 行う 降下 物 測定 の 代わ り に 中 止 し 


3-6) 


JE KI 
測定 し まし た 。 ま た 、 平成 23 年 度 に 





、 事故 後に 毎 








пей, иж, Вж, БОН (精米 ) 、 











海 


押 積 あたり の 放射 性 物質 の 基 を 測定 する 
単位 体積 あたり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 


凡 が 強化 され 、 降下 物 と 水道 
整備 し た 機器 
‘て 大 気 浮遊 じん を 3 か 月 ご と に 測定 し て いま す 。 
日 か ら 盛 岡市 で 毎日 





水 、 海 底 土 


50, 





水 を 盛岡 


こよ り 平 成 24 年 4 


測定 を 実施 し まし た 。 事故 後 の 最大 値 は 3 











放射 





生 セ シン ウム 


大 気 浮遊 じん に つい て は 、 盛 岡市 で 事 履 後 の 最 大 値 は 平成 23 年 4 月 か ら 6 月 期 に 放射 性 セシウム 


0. 0041 ベク レル / 立 方 メー トル (Ват) で し た が 、 
また 、 一 関 市 で 平成 24 年 4 月 か ら 6 月 期 及 び 同 7 か ら 9 月 期 に 放射 性 セシウム 0.000066Bq/m で し た が 、 














の 後 は 概ね 低減 傾向 に あり ます 。 








図表 3-5 降下 物 (月 間 降 下 物 測定 結果 、 平 成 23 年 度 ~ i 















平成 23 年 10 月 か ら 12 月 期 以 降 は 不 検出 で し た 。 


(単位 : 核種 別 放射 線 濃度 Bq/m、 実 効 線量 mSv) 
































ヨウ 素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 327 61.1 9. 32 3. 89 3. 29 1.74 
セシウム 137 319 61.6 9.75 3.91 3.6 2.19 
50 年 間 実 効 線量 0. 0431 0. 00832 0.00132 | 0. 000528 | 0.000485 | 0. 000294 







































































373% 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 0.852 5.99 4.25 1.60 1.54 11.8 
セシウム 137 0.95 7.23 5.37 1.99 1.90 15.9 
50 年 間 実効 線量 | 0. 000128 0.00097 0.00072 | 0.000267 | 0.000255 | 0.002127 
ョ ヨウ素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 10.7 1.81 0.68 0.47 0.51 0.84 
セシウム 137 14.8 2.45 0.94 0.68 0.73 1. 32 



















































































50 年 間 実 効 線量 0.001979 | 0.000328 | 0.000126 | 0.000091 | 0.000098 | 0.000176 
| H24.10 | n2411 | H2412 | H251 | H252 | ноз | 
ヨウ ツウ 素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 0. 67 0. 43 0. 41 0. 39 1.01 1.7 
セシウム 137 1.16 0.70 0. 66 0. 68 1.87 3. 18 
50 年 間 実効 線量 0.000154 | 0. 000093 | 0.000088 0. 00009 | 0. 000248 | 0. 000422 
※ 1 日 あたり に 換算 する と 、 不 検出 と な る レベ ル 。 
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図表 3-5 降下 物 (月 間 降 下 物 測定 結果 、 平 成 25 年 度 ци: 核種 別 放射 線 濃 度 Bo/mi、 実 効 線量 mSv) 
ョ ウ 素 181 不 検出 | BH] BH] BH] 不 検出 | 不 検出 
セシウム 134 1.31 0.63 0.24 0.15 0.15 0.17 
セシウム 137 2. 44 1.26 0.45 0. 29 0. 38 0. 39 








50 年 間 実 効 線量 0.000324 | 0.000167 | 0.000060 | 0.000038 | 0.000050 | 0.000052 
































ョ ヨウ素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 0.063 0.29 0.13 0.16 0.63 0.81 
セシウム 137 0.18 0.56 0.31 0.39 1.49 1.93 









































50 年 間 実 効 線量 | 0.000024 | 0. 000074 | 0. 000041 | 0. 000052 | 0. 000197 | 0. 000255 
※ 1 日 あたり に 換算 する と 、 不 検出 と な る レベ ル 。 











図表 3-6 降水 (平成 26 年 3 月 の 検査 結果 ) (単位 : mm. m. 、Bq/1) 



























































3/4~3/5 0.3 21. 7 不 検出 7.2 3/132-3/14 16. 7 1178.4 | 不 検出 1.5 
3/5~3/6 3.1 216.4 不 検出 1.5 3/14~3/17 13.7 965.3 | 不 栓 出 1.6 
3/6~3/7 0.5 34.8 不 検出 4.6 3/18--3/19 7.5 527.2 | 不 検出 1.6 
3/7~3/10 3.9 276.3 不 検出 1.6 3/19--3/20 1.6 111.1 3. 00% 1.6 
3/11~3/12 7.3 517.5 不 検出 1.5 3/20~3/24 26.8 1893.2 | 不 検出 1.6 
3/12~3/13 17.0 1198.2 | 不 検出 1.6 3/28 て 3/31 31.6 2232.2 | 不 検出 1.5 

















※ ベリ リウ ム ( 自 然 核種 ) を 検出 














6 水道 水 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 水道 水 に 与え る 影響 を 把握 する た め 、 県 で は 、 盛岡 市 に つい て は 平成 23 有 
3 月 18 日 か ら 12 月 27 日 まで 毎日 、 一 関 市 に つい て は 平成 23 年 4 月 8 日 か ら 12 月 22 日 まで 1 週間 に 
回 水道 水中 の 放射 性 物質 の 測定 を 実施 し まし た 。 

また 、 盛 岡市 及び 一 関 市 以外 の 地域 に お いて も 、 厚 生 労働 省 の 方 針 に 基づき 、 放 射 性 物質 の 拡散 に よる 
水道 水 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平成 23 年 4 月 か ら 7 月 に か け て 、 水道 水中 の 放射 性 物質 の モニ タリ ング 
を 県 内 全市 町 村 及 び 水 道 用 水 供給 事業 を 行う 2 事務 組合 で 実施 し まし た 。 

これ ら の 測定 に より 検出 され た 放射 性 物質 は 、 最 大 で も 放射 性 ヨウ 素 5.29Bq/kg、 放 射 性 セン ウム 
0.73Bq/kg で 、 い ずれ も 国 が 定め た 管理 目標 値 (10Bq/kg) を 下回り まし た 。 な お 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 
は 、 平 成 23 年 4 月 18 日 に 盛岡 市 で 放射 性 セシウム 0.12Bq/kg が 検出 され て 以降 は 不 検出 が 続い て いま す 。 
平成 24 年 以降 は 、 放射 線量 の 測定 に 係る 対応 方 針 に 基づき 、 盛岡 市 及び 重点 調査 地域 に 指定 され た 奥州 
市 、 一 関 市 及び 平泉 町 に お いて 、 水道 水中 の 放射 性 物質 濃度 の 定期 的 な 測定 を 行っ て いま す 。 平成 25 年 度 
に お いて は 、 こ の 4 地域 に つい て 3 ヶ月 に 1 回 の 頻度 の 測定 を 実施 し て お り ま す が 、 い ずれ の 地域 に お い 
て も 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 

これ か ら も 、 県 民 へ 水道 水 に 対す る 安心 を 提供 する た め 、 放 射 性 物質 の 観測 を 継続 し て いき ます 。 
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7 河川 水 、 海 域 、 海 水浴 場 、 地 下水 
(1) 国 に よる モニ タリ ング 調査 
国 で は 、 東 京 電力 原子 力 発電 所 か ら 放 出さ れ た 放射 性 物質 の 影響 を 把握 する た め 、 文 部 科学 省 や 環境 
省 を 中 心 に 平成 23 年 6 月 より 緊急 的 に モニ タリ ング を 行っ て いま す 。 (第 1 回 : 本 県 沖 1 海域 1 地点 、 
第 2 回 : 本 県 沖 1 海 域 3 地 点 、 第 3 回 : 5 海域 9 地点 、 第 4 回 : 3 海域 6 地点 、 第 5 回 : 3 海域 6 地点 、 
第 6 回 : 2 海域 5 地点 ) (図表 8-7 の ア ) 
の 後 、 平 成 23 年 8 月 に は 、 原 子 炉 の 状態 が 比較 的 安定 し 、 原 子 炉 施 設 か ら の 放射 性 物質 の 放出 が 
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十分 小さ く な っ て きた と し て 、 国 で は 、 文 部 科学 省 を 中 心 と し た モニ タリ ング 調整 会 議 を 立ち 上 げ 、 原 
子 力 発 電 所 周辺 地域 の 環境 回 復 、 子 ども の 健康 や 国民 の 安全 ・ 安 心 に 応え る 「 き め 細 や か な モニ タリ ン 
グ 」 の 実施 と 、 一 体 的 で 分 か りや すい 情報 提供 の た め 、 河 川 水 や 海域 、 地 下水 等 に か か る 総合 モニ タリ 
ング 計画 を 毎年 策定 し て 、 そ の 調査 結果 を 公表 し て いま す 。 現在 、 本 県 に お いて は 、 重 点 調査 地域 を 中 
心 に モニ タリ ング が 行わ れ て いま す 。 (平成 23 年 度 : 14 河川 18 地点 、2 海域 2 地点 、 海水 浴場 1 地点 、 
地 下 水 42 地点 、 平 成 24 年 度 : 16 河川 18 地点 、2 海 域 2 地点 、 地 下水 22 地点 、 平 成 25 年 度 : 17 河川 
22 地点 、 2 海域 2 地点 、 地 下水 22 地点 ) (図表 3- 7 の イ ) 
























































図表 3-7 環境 省 調査 結果 
ア 被災 地 の 海 洋 環 境 の 有害 物質 等 モニ タリ ング 調査 結果 (本 県 沖 海域 9 地点 ) 







































































第 1 回 Н23. 6. 10~6. 18 不 検出 不 検出 不 検出 (調査 な し 

第 2 回 H23.8.30 0. 0043~0. 015 | 0. 0064—0. 018 0. 0107~0. 033 (調査 な し 

海水 第 3 回 H23.12.7~12.14 上 不 栓 出 ~0.015 | 0.0017~0.020 0.0017—0. 035 (調査 な し 

第 4 回 H24. 11. 30—12. 3 不 検出 0. 0013~0. 0027 | 0.0013—0. 0027 (調査 な し 

第 5 回 Н24. 1. 135-1. 20 不 検出 0. 0016~0. 0022 | 0.0016—0. 0022 (調査 な し 

第 6 回 H25.2.20 不 検出 0.0017—0.0025 | 0.0017 て 0.0025 (調査 な し 

第 1 回 Н23. 6. 10-6. 18 不 検出 24 24 (調査 な し 
第 2 回 H23.8.30 0.72—2.3 1.0—2.4 1.7~4.7 不 検出 

海底 十 第 3 回 H23.12.7—12.14 不 検出 て 44 不 検出 て 58 不 検出 ~102 不 検出 ~0. 19 

Е 第 4 回 H24. 11. 30—12. 3 不 検出 て 11 0.76 て 24 0. 765-35 不 検出 
第 5 回 H24.1.13 て 1.20 不 検出 て 15 0.65—30 0. 65~45 不 検出 
第 6 回 H25.2.20 4.2~17 8.6—36 13—53 不 検出 






































イ 河川 等 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 調査 結果 
| 女儿 | 性 g т 














河川 | 第 1 回 H23.12.21— H24. 1.6 不 検出 | 不 検出 | 不 検 H 





















































H H 62— 990 116—3, 400 
第 2 回 H24.6.4—6. 7 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 18— 770 70—2, 160 
第 3 回 Н24. 9. 3—9. 5 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 40— 400 220—2, 600 
第 4 回 H24. 12. 3~12. 6 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 栓 出 ~1,040 | 不 検出 <17,400 
第 5 回 H25. 2. 4—2. 6 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 19— 530 550—1, 980 
第 6 回 H25.5.20~6.4 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 ~340 | 88—4,100 
第 7 回 H25. 8. 26~8. 29 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 栓 出 ~~101 | 115~2, 670 
第 8 回 H25.11.8 て 11. 27 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 一 326 13—2, 460 
第 9 回 H26.2.3—2.7 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 177 | 82--1, 790 
海域 | 第 1 回 H23.12.21— H24.1.6 | 不 検出 | 不 検出 | 一 不 検出 不 検出 = 
第 2 回 H24. 12. 3—12. 6 不 検出 | 不 検出 = 不 検出 | 不 検出 ~33 ии 
第 3 回 H25. 2. 26~3. 5 不 検出 | 不 検出 = 不 検出 | 不 検出 ~39 一 
第 4 回 H25.7.19 不 検出 | 不 検出 = 不 検出 | 不 検出 ~46 = 
第 5 回 H25. 11. 12 不 検出 | 不 検出 = 不 検出 | 不 検出 ~35 = 






























































(2) 県 に よる モニ タリ ング 調査 

県 で は 、 国 が 実施 し て いる モニ タリ ング 計画 と は 別に 、 農 林 水 産物 等 の 出荷 制限 な ど が 行わ れ て いる 
地域 近く の 河川 を 独自 に モニ タリ ング し 、 そ の 結果 を 公表 し て いま す 。 (平成 24 年 度 :13 河川 19 地点、 
平成 25 年 度 : 12 河川 20 地点 ) (図表 3-8) 

この ほか 、 海 水浴 場 を 開設 する に あたっ て は 、 安心 し て ご 利用 いた だ く た め 、 事 前 に 空間 線量 率 を 確 
認 し 、 公 表し て お り ま す 。 こ の うち 、 平 成 23 年 度 に つい て は 、 国 に お いて 海水 浴場 1 地点 を 調査 しま 
し た が 、 平成 24 年 度 より 、 海水 浴場 調査 の 一 環 と し て 、 県 で 開設 予定 の 海水 浴場 を 調査 し て お り ま す 。 

(平成 24 年 度 : 海水 浴場 1 地点 、 平 成 25 年 度 : 海水 浴場 3 地点) 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 





その 結果 、 海 水 の 放射 性 物質 濃度 は 、 нео に つい て 測定 を し た 結果 、 放 射 性 セン ウム 及 
び 放 射 性 ヨウ 素 と も に 不 検 出 で し た 。 ま た 、 空 間 線 量 、 砂 浜 の 地表 1 m. 50 cm. 1 cm の 放射 線量 
を 測定 し た 結果 、 最 大 0. 11 и Sv/h で し た 。 い ずれ も 、 国 が 示 し た 追加 被ばく 線量 の 長 } に 相当 す 
る 0. 23 u Sv/h を 下回っ て いま す 。 (図表 3- 9 ) 

これ か ら も 、 県 民 の 放射 線 に か か る 影響 に 対す る 不安 を 少し で も 解消 する た め に 、 国 と 協力 し て 放射 
性 物質 の モニ タリ ング を 継続 し 、 県 民 へ の すみ や か な 情報 提供 に 努め て いき ます 。 






























































図表 3-8 県 に よる 河川 の モニ タリ ング 調査 結果 































































































i. CU Зее Жо A 不 検出 9.58—424 0.03~0.15 | 0.02—0. 05 
ти Z тутт 

a s や T 不 検出 5.72—144 0.03—0.10 | 0.03—0. 06 

£= л. рез: TF 











図表 3-9 海水 浴場 の 測定 結果 








H24.5.10 不 検出 不 検出 0.04 0.04 0.03—0. 04 







































































УА УЕ 古市 
а А Н25. 5.9 不 検出 不 検出 0.04 0. 03~0. 04 | 0.03—0. 04 
R H24. 5. 8 不 検出 不 検出 0.10 0.09 0.11 
ЛАК (Хт) H25. 5.9 不 検出 不 検出 0.10 0.09 0.10 
江戸 ヶ 浜 ( 洋 野 町 ) H25. 5. 14 不 検出 不 検出 0.04 て 0.05 | 0.04—0. 05 0.04 
8 廃棄 物 
平成 24 年 1 月 以降 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 産 
業 廃 棄 物 処 理 施設 の 施設 設置 者 等 に 、 処 分 に 伴い 生じ た 焼却 灰 等 や 汚泥 、 排 ガス 、 排 水 及 び 地 下水 の 











放射 性 セシウム 濃度 や 施設 Диана атомната С. 
県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 は 39 施設 (焼却 施設 :18 施設 、 最 終 処分 場 :21 施設 ) 、 特 定 産業 廃棄 物 処 
理 施設 は 38 施設 (焼却 施設 :15 施設 、 je 施設 、 最 終 処分 場 : 1 施設 ) と な っ て いま す 。 
特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 及び 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 の 焼却 施設 や 汚泥 の 脱水 施設 に つい て は 、 焼 却 灰 
等 や 汚泥 の 放射 性 セシウム 濃度 が 低い な ど 一 定 の 要件 に 該当 し た 場合 、 環 境 大 臣 の 確認 を 受け 排ガス な ど 
の 調査 義務 が 免除 され る 制度 が あり 、 県 内 で は 36 施設 が 調査 義務 免除 を 受け て いま す 。 (図表 3 -10) 
























































図表 3-10 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 、 特 定 産業 廃棄 物 処理 施設 














特定 一 般 | 焼却 施設 18 施設 15 施設 ※1 18 施設 中 15 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 32 条 


























































































































BESEDIL 最終 処分 場 21 施設 | (免除 制度 な し ) 第 2 与 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
ви 計 39 施設 | 15 施設 
※1 15 施設 中 12 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 34 条 
ーー 焼却 施設 15 施設 12 施設 第 2 号 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 、 排 ガス 等 の 測定 が 免除 。 
特定 産業 休止 2 施設 (うち 1 施設 は 上 記 免 除 を 受け て いる ) 
a 処 「 最 終 処分 場 補 | 1 施設 | (免除 制度 な し ) | ※2 最終 処分 場 の うち 、 特 定 産業 廃棄 物 等 を 埋立 し て いる 施設 の み 。 
理 施 設 。 | 污 泥 只 脱水 施 设 | 22 施設 он CE: ` Wi 
計 38 施設 21 施設 
合計 77 施設 36 施設 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 





測定 結果 に つい て は 、 和 焼却 施設 の ば いじ ん ( 飛 灰 ) G. 














原発 事故 直 





後 8, 000Bq/kg 超 が 確認 され ま し た が 、 


その 後 は 減少 傾向 に あり ます 。 焼却 施設 の 排ガス は 不 検出 (N.D.)、 最 終 処分 場 の 排水 は 不 検出 (N.D.) 


— 基準 値 未 満 、 周 辺 地下 水 は 不 検出 (N. D.)、 
率 は 追加 被ばく 線量 が 年 間 1 ミ 
、 こ れ ら 施 


界 の 空間 線量 
県 で は 


産業 廃棄 物 な メン や 廃棄 物 担 当 者 に よる 監視 指導 を 行っ て いま す 。 











汚泥 の 脱水 施設 の 排水 は 不 検出 
リ シ ジー ベル ト 以 内 と な っ て いま す 。 
叙 設 設置 者 等 が 測定 し た 結果 を 取り まとめ 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 する と と も に 、 








(図表 3 -14) 


(N. D. 
(図表 3 





)、 施 設 の 敷地 境 
-11, 12, 13) 

























































































図表 3-11 特定 一 般 廃棄 物 焼却 施設 、 特 定 一 般 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 
焼却 施設 3 N.D. ЕЕ 0. 02~0. 15 
最終 処分 場 21 = N.D. —48 N.D 0. 02~0. 21 
※ 排水 濃度 限度 に 対す る 割合 0.01 て 0.61 ※ 基 準 値 1 
図表 3-12 産業 廃棄 物 焼 却 施設 に お ける 測定 結果 
岩手 県 12 N.D 0. 04~0. 11 
盛岡 市 3 ー 一 
図表 3-13 産業 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 
5 1 N.D. ~2 N.D 0. 04~0. 11 
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に 当たっ て は 、 環 境 省 か ら 
出荷 時 、 到 
E 度 か ら 可 燃 物 の 放射 者 
安 と し て いる 焼却 前 の 災害 廃棄 物 の 放射 性 物 
物質 濃度 が 埋立 基準 8, 000Bq/kg 以下 と な る 十分 な 安全 率 を も っ た 目安 ) を 超過 し な いた め 、 問 題 な 
く 処 理 で きる こと を 確認 し て いま す 。 


時 、 そ れ ぞ れ に 


























(図表 3 -15) 














示さ れ た 基準 又は 受 


に お いて 放射 線量 の 測定 を 行い ま 
E 物 質 濃度 を 測定 し て お り 、 


























環境 省 が 


AÉ 











治 体 と の 契約 等 に 基づき 





< 
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[ーー 4 
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7. 
廃棄 物 を 広域 処理 する 場 
濃度 240 Bq/kg 以 下 (焼却 し て も 焼却 灰 等 の 

































































































































































































































































な お 、 測 定 デ ー タ は 受入 自治 体 の ホー ムペ ー ジ で も 報告 され て いま す 。 
図表 3-15 災害 廃棄 物 (可燃 物 ) の 放射 性 物質 濃度 測定 結果 (平成 23 年 度 、 平 成 24 年 度 ) 
H23 | 9 市 町 村 | N.D. ~ 104Ва/кв 7 月 12 日 て 11 月 22 日 実施 ( 洋 野 町 、 久 慈 市 、 野 田村 、 普 代 村 、 田 野 畑 村 、 宮 古 
市 、 山 田町 、 大 横町 、 陸 前 高田 市 ) 
H24 | 12 市 町 村 | 33.8 て 173.7Bq/kg | 5 月 15 日 て 5 月 29 日 実施 ( 洋 野 町 、 久 慈 市 、 野 田村 、 普 代 村 、 田 野 畑 村 、 岩 泉 
町 、 宮 古市 、 山 田町 、 大 航 町 、 釜 石 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 ) 
12 市 町 村 | 25.6 て 207.8Bq/kg | 8 月 6 日 て 8 月 29 日 実施 上 記 12 市 町村 
11 市 町村 | 26. 1--156. 1 Bq/kg | 11 月 5 日 11 月 22 日 実施 ( 洋 野 町 、 久 慈 市 、 野 田村 、 田 野 畑 村 、 岩 泉町 、 宮 古 
市 、 山 田町 、 s. 每 石 市 、 大 船 渡 市 、 陡 前 高 田 市 (普代 村 の 定点 は 災害 廃棄 
物 搬出 済み に より 測定 を 終了 。)) 
10 市 町 村 | 25. 8 一 167. 2 Bq/kg a 実施 ( 洋 野 町 、 久 慈 市 、 野 田村 、 田 野 畑 村 、 岩 泉町 、 宮 古市 、 
山田 町 、 大 穏 町 、 釜 石 市 、 陸 前 高田 市 (大 船渡 市 及び 普代 村 の 定点 は 災害 廃棄 物 
搬出 済み に より 測定 を 終了 。)) 




























































































※ 推 計 結 果 : 災害 廃棄 物 の 組成 (木質 、 紙 類 、 


繊維 、7 カカ ク 、 わ ら 、 
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細 塵 ) 毎 に 





0 











放射 性 物質 濃度 を 測定 し 組成 比 を 乗じ て 算出 し た 結果 





放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 







































































































































































































































































ша -15 — СЕТКИ) の 放射 性 物質 濃度 測定 結果 СВ 25 年 度 ) 
a O 
4 市 町 村 | N. D. ~82Bq/kg 7 月 1 日 ~7 月 12 日 実施 (野田 村 、 宮 古市 、 山 田町 、 大 樹 町 ) 
2 市町村 | N.D. ~51Bq/kg 10 月 1 日 て 10 月 12 日 実施 (野田 村 、 大 楼 町 
3 市 町村 | N.D. ~8. 5 Bq/kg 12 月 9 日 ~1 月 10 日 実施 (野田 村 、 宮 古市 、 山 田町 ) 
10 浄水 発生 土 
市 町 村 及 び 一 部 事務 組合 が 行っ て いる 水道 事業 で は 、 水 道 原水 中 の 土砂 等 を 急速 ろ過 な どの 浄水 工程 に 


より 取り 除い た 浄水 発生 土 に つい て 、 適 切 に 処理 (再生 利用 、 廃 棄 








定 を 行っ て いま す 。 



























































物 処理 ) する た め 放 射 性 物質 濃度 の 測 


























































































































環境 省 で は 、 浄 水 発生 土 の 最終 処分 (埋立 ) の 基準 を 8, 000Bq/kg 以下 と 定め て いま す が 、 こ れ ま で の 測 
定 結 果 で は 、 最 大 で 1, 780Bq/kg (平成 23 年 8 月 ) と な っ て お り 、 基 準 を 大 きく 下回っ て いま す 。 
平成 25 年 度 (平成 26 年 3 月 未 现在 ) の 測定 結果 は 、 不 検 出 か ら 241Bq/kg の 間 で あり 放射 性 物質 の レベ 
ル は 減少 し て いま す 。 (図表 3 -16) 
図表 3 16 р Деси, 
平成 23 年 度 = 
H24. 4. 1 ~H24. 6.1 | 不 検出 ~640Bq/kg 
eop | H24.6.1~H24. 8.31 不 検出 300Bq/kg 
平成 24 年度 H24. 9. 1 ~H24. 11.30 | 不 検出 ご 430Bq/kg | 放射 性 物質 特措法 に 基づく 指定 基準 
H24. 12. 1 ~H25. 3.31 不 検出 77Bq/kg (管理 型 最終 処分 場 へ の 埋立 基準 ) 8, 000Bq/kg 
ーー ーー ーー — ed 基づく クリ アラ ンス レベ ル 
H25. 4. 1 ~H25. 6.30 | 不 検出 ~68Bq/kg (製品 に お ける 基準 ) 100Bq/kg 
“asses H25. 7. 1 ~H25. 9.30 | 不 検出 ~241Bq/kg 
Ы Ka H25. 10. 1 ~H26. 1.31 | 不 検出 て 98Bq/kg 
H26. 2. 1 ~H26. 3.31 | 不 検出 162Bq/kg 
11 工業 製品 等 


地方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 セン ター で は 、 平成 23 年 度 以降 、 事業 
タ に よる 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 
平成 24 年 度 か ら 測 定 を 実施 し て いま す 。 
る 。) を 超え た 場 


より 購入 し 、 
H 











= 


連絡 先 等 に つい て 情報 提供 し て いま す 。 

平成 25 年 度 に お いて は 、 ゲ ル マ ニ ツウ ム 半 導体 検出 器 
の うち 基準 値 を 上 回 る 放射 必 
点 の 計 4 点 あ り ま し た が 、 測 定 依頼 者 に 


















































定 の 結果 、 基準 値 (検体 の 種類 に よ 


E 物 質 濃度 の 検 B 





平成 23 年 度 | 

















に よる 測定 を 41 件 
HH 件 数 が 側溝 土砂 の 1 点 、 








4 施設 か ら 排 出さ れる 下水 汚泥 等 


に 、 放 射 性 物質 濃度 を 測 


12 流域 下水 道 
(1) 下水 汚泥 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 状況 
流域 下水 道 の 都 南 浄化 セン ター 
一 関 浄化 セン ター (一 関 市 ) の 
や 埋立 処分 を 行う た め 
脱水 汚泥 





17Bq/kg 程度 まで 低下 し て いま す 。 
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定 し て いま す 。 














の 要望 
に 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 1 台 を 県 か ら の 





に 応じ て サー ベイ メー 














НВС 








С, Е ЯА Т НЭС. 廃棄 方 法 ・ 





・92 点 に つい て 行っ て お り 、 そ 


道路 側溝 土砂 2 点 及び 試験 用 土壌 1 
対し 、 廃 棄 方 法 に つい て 情報 提供 し て いま す 。 


(盛岡 市 )、 北 上 浄化 セン ター (北上 市 )、 水 沢 浄化 セン ター 


(奥州 市 ) 、 





(脱水 汚泥 と 焼却 灰 ) を 安全 ( 


に つい て は 、 当 初 (平成 23 年 6 月 ) は 、21 て 320Bq/kg で し た が 、 








現在 は 、 検 出 





こ 有 効 利 


下限 値 未満 


第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 


焼却 灰 に つい て は 、 当 初 は 810 て 2, 510Bq/kg で し た が 
す 。 また 、 


T 


、 現在 は 164~315Bq/kg 程度 まで 低下 し て いま 
脱水 汚泥 焼却 炉 の 排ガス と 下水 処理 水 の 測 定 を 実施 し て お り 全 て 検出 下限 値 未 満 で し た 。 

















(2) 空間 線量 率 の 測定 状況 


焼却 灰 を 排出 し て いる 都 南 浄化 セン ター と 北上 浄化 セン ター に お いて 、 周辺 住民 や 作業 従事 者 へ の 影 
郷 を 把握 する た め 敷 地 境界 等 に お いて 空間 線量 率 を 測定 し て いま す 。 
平成 23 年 度 か ら 平成 24 年 度 まで 週 1 回 以上 の 測定 を 継続 し 、 結 果 は 0. 02~0. 20 Sv/h と 低減 措置 
を 実施 する 目安 (1Sv/h) を 超え る こと は な か っ た こと か ら 、 現 在 は 他 の 公共 施設 等 と 同様 の 年 2 回 
の 上 顔 度 で 測定 し て お り 、 平 成 25 年 9 月 の 測定 の 結果 は 0. 04~0. 06 u Sv/h と な っ て いま す 。 (図表 3 -17) 








































































































図表 3-17 aa Е. ンタ ー илас 
都 南 浄化 セン ター 0.03—0. 18 u Sv/h 0.02—0. 06 u Sv/h 0. 04~0. 05 u Sv/h 
北上 浄化 セン ター 0. 02~0. 20 и Sv/h 0. 04~0. 07 u Sv/h 0. 06 u Sv/h 











空間 線量 率 測定 (敷地 境界 ) 


空間 線量 率 測定 (下水 処理 施設 内 ) 


13 工業 用 水道 













































































県 で は 、 法 令 及び 国 の 通知 等 に 基づき 、 工 業 用 水道 施設 2 カ所 に つい て 放射 性 物質 等 の 測定 を 実施 し 、 
その 結果 を ホー ムペ ー ジ で 公表 する こと で 、 工 業 用 水 の 使 用 ユー ザー 等 に 対す る 安全 の 周知 、 風 評 被害 対 
策 に 努め て いま す 。 
〇 測定 施設 : 第 一 北上 中 部 工業 用 水道 (第 一 工 水 ) 北上 市 北 工業 団地 内 
第 二 北 上 中 部 工業 用 水道 (第 二 工 水 ) 北上 市 相去 町 地内 















































(1) 工業 用 水道 


安全 な 工業 用 水 を 供給 する た め 、 国 の 通知 に 基づき 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 
平成 23 年 度 か ら こ れ ま で 、 第 一 
ーション スペ クト ロメ ー タ で 年 1 




















° (図表 3-18) 
工 水 及び 第 二 工 水 を ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 又 は Nal (Т1) シン チレ 
回 測定 し て いま す が 、 そ の 結果 は いずれ も 不 検出 で し た 。 (図表 3 -19) 























щат. -18 工業 用 水 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻 度 

НА ・ 福 島 第 ・ 第 二 原 TI% 電 所 の 事 政 ( こ 伴う 工業 
・ 水 道 水中 の 放射 性 物質 に 係る 管理 目標 値 の 設定 等 ( 
・ 平 成 23 年 度 : 放射 性 セシウム 200Bq/kg 以下 、 
・ 平 成 24 年 度 以降 : 
脱水 汚泥 の 測定 
(年 1 
























































水道 の 対応 に つい て (H23. 3.25 経済 産 3 

に 伴う 工業 用 水道 の 対応 に つい て (H24. 3 
放射 性 ヨウ 素 300Bq/kg 以下 (H23. 3.25 通知 に 
放射 性 セン ウム 10Bq/kg 以下 (H24. 3.29 通知 に よる ) 


結果 が 高い 場合 又は 水道 水 か ら 暫 定規 制 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 
回 は 測定 ) 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


図表 3-19 工業 用 水 の 放 射 性 物質 濃度 


— 


単位 :Bq/kg) 





























HH 








第 一 北上 中 部 工業 用 水道 | 不 検出 (<20) 不 検出 <0.77) 不 検出 (<1.0) 不 検出 <0.05) | 管理 目標 値 H23 :200Bq/kg 以下 


第 二 北上 中 部 工業 用 水道 | 不 検出 (<20) | 不 検出 <0.79) | 不 検出 <1.0) | 不 検出 <0.07) H24 : 10Bq/kg 以下 
※ Ноз と H24 で 管理 目標 値 が 異な る た め 、 測 定 方 法 を 変更 











































































































(2) 脱水 汚泥 
工業 用 水 製 造 の 過程 で 排出 され る 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 ・ 最 終 処 分 ) を 適切 に 行う た め 、 放 射 性 
物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 (図表 3 -20) 
これ まで の ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 叉 は NaI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ に よる 測定 の 
結果 、 平 成 23 6 月 30 日 に 最大 799Bq/kg が 検出 され まし た が 、 そ れ 以 降 は 徐々 に 低下 し 、 平成 23 年 
12 月 以降 、 第 一 工 水 及 び 第 二 工 水 に お いて 、 再 利用 基準 の 100Bq/kg 以下 と な り ま し た 。 (図表 3 -21) 











































































































工業 用 水道 脱水 汚泥 放射 性 セシウム 濃度 測定 結果 














濃度 (Bq/kg) 

















0 
H23.7.1  H23.101 Н24.1. H24.4.1 H24.7.1 Н24101 Н25.1.1 H25.4.1 H25.7.1  Н25.101  H26.1.1 H26.4.1 
試料 採取 日 


図表 3-20 脱水 汚泥 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻度 
・ 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副 次 産物 の 当面 の 取扱 い に 関 する 考え 方 (H23.3.25 経済 産業 省 通知 ) 
・ 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地 震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 
物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行 ) 
・ 核 原料 物質 、 核 燃料 物質 及び 原子 炉 の 規制 に 関す る 法律 (クリ アラ ンス 基準 : 再 利用 100Bq/kg AF) 
・ 放 射 性 セシウム 100Bq/kg ДЕ : コン クリ ー ト 製品 に 再 利用 が 可能 
・ 放 射 性 セン ウム 100~8, 000Bq/kg : 埋立 処分 が 可能 
・ 放 射 性 セン ウム 8, 000Bq/kg 超 : 特別 措置 法 に よる 管理 が 必要 
・ 平 成 23~24 年 度 : 月 1 回 また は 搬出 の 都度 
・ 平 成 25 年 度 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場 
脱水 汚泥 の 保管 場所 を 変更 する 場合 
敷地 境界 等 の 空間 線量 率 測定 で 高い 測定 値 と な っ た 場合 
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図表 3-21 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃度 


単位 : Bq/kg) 











第 一 北上 中 部 工業 用 水道 175-505 不 検出 <20) ~62 | 不 検 出 (<20) て 28 | 再 利用 基准 : 100Ва/ке 以下 
第 二 北 上 中 部 工業 用 水道 | 不 検出 (<20) て 799 | 不 検出 (<20) て 51 不 検出 (<20) 埋立 処分 基準 : 8000Bq/kg 以下 















































(3) 敷地 境界 等 の 空間 線量 率 
工業 用 水 製造 の 過程 で 排出 され る 脱水 汚泥 を 保管 する 施設 に お いて 、 作 業 従 事 者 や 周辺 住民 へ の 安全 



































認 の た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 敷地 境界 等 (保管 場所 の 境界 及び 施設 の 敷地 境界 ) 
で の 空間 線量 率 を 測定 し て いま す 。 (図表 3 -22) 
NaI(T1) シン チレ ーション サー ベイ メー タ に よる 測定 の 結果 、 第 一 工 水 及び 第 二 工 水 の 測 定 に お い 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 











て 、 す べべ て 基準 値 (0.19 ヵ Svy/h) 以下 と な っ て いま す 。 (図表 3-23) 





工業 用 水道 敷地 境界 の 空間 線量 率 測定 結果 





0.20 
2 015 
> 
全 
E 0.10 
Е 
Еч 
Н 005 

0.00 

H24.1.1 H24.4.1 H24.7.1 H24.10.1 H25.1.1 H25.4.1 H25.7.1 H25.10.1 H26.1.1 H26.4.1 
测定 日 一 一 第 一 工 水 一 一 第 = 工 水 ーー 基準 値 0.19 Sv/h 
図表 3-22 敷地 境界 等 の 空間 線量 率 の 測定 根拠 、 測 定 基 準 、 測 定 頻 度 



























































・ 平 成 二 十 三 年 三 月 十 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 
性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行 ) 

・ 特 措 法 施行 規則 第 32 条 第 2 項 の 規定 に よる 環境 大 臣 の 確認 の 要件 の 一 部 改正 に つい て (H24.11.30 環境 省 
告示 第 164 号 ) 、 確 認 通知 書 (H25.1.23 東北 地方 環境 事務 所 長 ) 

追加 被ばく 線量 : ImSv/ 年 (=0. 19 Sv/h AF) 

平成 24 年 1 月 か ら 25 年 1 月 まで : 週 1 回 (特別 措置 法 に よる ) 

平成 25 年 2 月 以降 : 月 1 回 (確認 通知 書 に より 法令 に よる 測定 義務 が な く な っ た が 、 安 全 確 認 の た め に 測定 ) 
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図表 3-23 — Би q lll EE a Ба (単位 : и Sv/h) 
第 一 北上 中 部 工业 用 水 道 0. 04~0. 08 0. 04~0. 08 0. 04~0. 06 追加 被ばく 線量 く 1 mSy/ 年 
第 二 北 上 中 部 工業 用 水道 0. 04~0. 09 0.05—0. 18 0. 02~0. 16 (=0. 19 и Sv/h) 
































(4) 脱水 汚泥 の 処理 
発生 し た 脱水 汚泥 は 、 埋立 処分 基準 (8, 000Bq/kg 以下 ) 及び 再 利用 基準 (コン クリ ー ト 原材料 と し て 
使用 する 場合 は 100Bq/kg ДЕ) に 従っ て 処理 し て いま す 。100Bq/kg を 超え る 脱水 汚泥 に つい て は 、 施 
設 内 に 一 時 保管 し 、 い わ て クリ ー ン セン ター で 焼却 処分 を 行っ て いま す 。 
100Bq/kg 以上 の た め に 施設 内 に 保管 し て いた 原子 力 事 故 直 後 の 脱水 汚泥 に つい て は 、 平 成 25 年 10 
月 16 日 で 処分 を 終了 し まし た 。 (図表 3 -24) 
















































































図表 3 -24 脱水 汚泥 の 処理 量 

































































年 | —— 
29 生生 上 9.20 ーー イー 
24 年 度 44. 941 au | E 
25 年 度 68.34t 10 月 16 日 で 処分 完了 

計 119. 56t 
第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状 


1 県 有 施 設 の 低減 措置 実施 状況 

県 で は 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取 
組 方 針 に 基づき 、 県 有 施 設 に お ける 空間 線量 率 の 測定 を 行い 、 低 減 措 置 実施 の 目安 で ある 1 Sv/h を 超え 
た 箇所 に つい て は 、 低 減 措 置 を 実施 し て いま す 。 
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ват 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 





県 内 4 市 町 村 の 県 立 学 校 等 14 施設 、 県 営 ア パー ト 3 施設 の 雨 ど い の 下 な ど 128 ヵ所 に お いて 汚染 土壌 の 
"nn ns sy n Ass Е か け て 実施 し 、 そ の 後 は 全て の 施設 に お い 
て 1 Sv/h を 下回っ て いま す 。 

な お 、 県 立 学校 に お いて は 、 平 成 23 年 度 中 に 局所 的 に 高い 値 (1 Sv/h 以上 ) を 示し た 人 箇所 の 除 染 (10 
校 、 計 109 ヶ所 ) に 加え 、 平 成 24 年 度 か ら 平 成 25 年 度 に か け て 重点 調査 地域 内 に ある 4 校 の 面 的 除 染 を 
実施 し まし た 。 



























































2 市 町 村 の 低減 措置 実施 状況 

(1) 汚染 状況 重点 調査 地域 指定 市 町 村 

放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 が 制定 され 、 本 県 で は 、 空間 線量 率 が 0.23 Sv/h ( 国 が 追加 被ばく 線 
量 の 長期 的 目標 と する 年 間 1 ミリ シー ベル ト (mSv) 相当 ) 以上 の 地域 が 確認 され た 一 関 市 、 奥 州 市 、 
平泉 町 の 3 市 町 が 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け て いま す 。 
3 市 町 で は 、 除 染 実施 計画 を 策定 し 、 平 成 23 年 度 、24 年 度 に 子ども が 長 時 間 滞 在 する 学校 、 公 園 等 
を 中 心 に 、 平 成 25 年 度 に は 、 そ の 他 公 共 施設 や 住宅 等 の 除 染 を 実施 し て いま す 。 

その 結果 、 平成 25 年 12 月 まで に 子供 が 長 時 間 滞在 する 学校 、 公 園 等 の 施設 に お ける 面 的 除 染 (校庭 
や 公園 の 広い 範囲 を 除 染 す る こと ) を 完了 し まし た 。 








р. 

































































































































































手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事業 の 創設 に よる 市 町 村 の 低減 措置 へ の 支援 

x 調 査 地 域 の 指定 を 受け た 3 市 町 の 他 、 そ の 他 の 地域 で も 、 雨 どい の 下 下 側溝 な ど で 局 所 的 に 空間 
線量 率 の 高い 箇所 が 見 つか っ た こと か ら 、 県 で は 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 空 間 
線量 率 が 1 Sv/h 以上 の 箇所 を 有する 公共 施設 (学校 等 の 施設 に つい て は 、 私 立 施設 を 含む 。) に 対し 
市 町 村 等 が 行 2 低減 措置 に つい て 財政 的 支援 を 行う な ど 、 除 染 を 促進 し て きま し た 。 (図表 3 -25) 
これ まで に 6 市 町 村 が 補助 事業 を 活用 し 、 計 136 の 学校 等 の 施設 に お いて 低減 措置 が 行わ れ て いま す 。 
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дами. 低減 事業 の 内 容 


図表 3-25 


Ym 


МЕ 


于 和 











十 助 对 象 空间 粮 量 率 【 低 減 事業 の み 】 空間 線量 率 が 毎時 1.0 マイ クロ シー ベル ト 以 上 と な っ た 場 
市 町 村 等 が 実施 する 放射 線量 の 調査 に 要する 費用 及び 毎時 1 マイ 2pyー ペ パ 以上 と な っ て ‘る 人 箇所 
の 低減 作業 に 要する 費用 に 2 分 の 1 を 乗じ て 得 た 額 。( た だ し 、 調査 事業 は 学校 等 の 数 に 12 FH 
iH HJH (私 立 高 等 学校 は 22 千 円 ) を 乗じ て 得 ら れ た 額 を 、 低 減 事 業 は 学校 等 の 数 に 64 TH (高圧 洗浄 
等 の 洗浄 を 実施 する 場合 は 83 FA) を 乗じ て 得 ら れ た 額 (私 立 高等 学校 は 110 FA (高圧 洗浄 
等 の 洗浄 を 実施 する 場合 は 129 千 円 )) を 限度 と する ) 
公立 及び 私 立 の 「 幼 稚 園 、 小 学校 、 中 学校 (県 立 を 除く )、 高 等 学校 (県 立 を 除く )、 特 別 支援 学 
Ко (県 立 を 除く )、 保 育 所 、 児 童 館 (県 立 を 除く )、 認 可 外 保育 施設 、 へ き 地 保育 所 、 地 域 子 育て 
赴 助 対象 施設 支援 セン ター、 放 課 後 児童 クラ ブ 、 乳 児 院 、 児 童 養護 施設 、 母 子 生活 支援 施設 、 情 緒 障害 児 短 期 
Виа, 児童 自 立 生活 援助 事業 所 、 知 的 障害 児 福祉 施設 、 知 的 障害 児 通 園 施 設 、 重 症 心身 障害 
児 施 設 、 障 害 福 祉 サー ビス 事業 所 (児童 デイ サー ビス )」 そ の 他 知 事 が 必要 と 認め る 施設 
[公立 施設 x] 市 町 村 
実施 主体 【 私 立 施設 (私 立 高等 学校 を 除く )】 市 町 村 ( 設 置 者 が 実施 する こと も 可 ) 
【 私 立 高等 学校 】 設 置 者 (市 町 村 が 実施 する こと も 可 ) 




































































































































































































































































































































































































































































Е" 調査 ・ 測 定 費 及び 放射 線量 低減 の た め の 費 用 

Еи (市 町 村 又 は 設置 者 の 人 件 費 及び 旅費 、 機 器 購 入 に 要する 費用 は 対象 外 ) 
費用 負担 公立 施設 に つい て は 県 1/2 市 町 村 1/2、 私 立 施設 に つい て は 、 県 1/2 原則 と し て 設置 者 1/2( 設 
мані 置 者 負担 分 に つい て 、 市 町 村 が 負担 を 行う こと も 可 。) 











(3) 市 町 村 独 自 の 測定 ・ 低 減 措置 
重点 отдели пе ao OA 低減 事業 を 活用 し た 市 町 村 の 低 
減 措 置 の 他 に も 、 市 町 村 は 独自 に 放射 線量 の 測定 を 行い 、 市 町 村 が それ ぞ れ 定め る 低減 措置 の 目安 等 を 
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超え た 場合 に は 除 染 等 の 低減 措置 が 行わ れ も て いま す 。 

な お 、 平成 26 年 3 月 31 日 まで に 、 延 べ 30, 174 件 の 測定 が 行わ れ 、 そ の うち 、795 件 の 低減 措置 が 行 
われ て いま す 。( 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 県 南 3 市 町 除 染 、 県 補助 金 を 活用 し た 除 染 を 含 
む 。) (図表 3 -26) 










































































図表 3-26 市 町 村 測 定 ・ 低 減 措置 実施 状況 — (単位 : 箇所 ) 
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1, 282 263 
学校 等 H24 1,055 62 
H25 679 23 
r H23 2, 455 289 
不 特定 多 数 

利用 施設 H24 2, 394 54 
H25 935 86 
H23 129 0 

その 他 
75 H24 121 0 

生活 圈 
H25 21, 124 18 
H23 3,866 552 
F H24 3, 570 116 
H25 22, 738 127 


























3 岩手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 

県 は 、 原 発 事 故に よる 放射 性 物質 の 影響 に より 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ け 
速やか に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する た め 、 平成 25 年 9 月 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 を 策定 
LUR LIE; 

一 方 、 本 県 に お ける 放射 線量 の 状況 は 、 文 部 科学 省 が 平成 23 年 9 月 14 日 か ら 10 H 13 日 に か け て 実施 
し た 航空 機 モ ニタ リン グ 結 果 に よる と 、 放 射線 量 が 比較 的 高い 県 南部 に お いて ほぼ 0. 2-0. 5u Sv/h の 地 
域 が 認め られ る 程度 で あり 、 局 所 的 に 高い 放射 線量 の 箇所 に つい て 低減 措置 を 講じ る こと に より 低減 方 針 
の 目標 で ある 追加 被ばく 線量 年 間 1 mSv を 達成 で きる も の と 考え られ まし た 。 

сок», 平成 24 年 3 月 、 本 県 の 現状 を 踏ま え 、 低減 方 針 に 基づき これ まで 優先 的 に 取組 ん で きた 学校 
等 の 施設 の ほか 不 特定 多数 の 人 が 利用 する 施設 に 対し て 、 市 町 村 が 放射 線量 調査 及び 低減 措置 を 行う 際 に 
参考 と し て いた だ く 事 項 を し た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 作成 し まし た 。 

な お 、「 岩 手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 」 に 基づき 実施 する 補助 事業 に お いて は 、 本 マニ 
ュ ア ル に 基づき 実施 する こと と し まし た 。 

















































































































































































































4 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 の 処理 に 向け た 取組 

県 で は 、 県 南 地域 を 中 心 に 発生 し て いる 除 染 廃棄 物 、 農 林業 系 副産物 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 に 
係る 課題 を 、 市 町 村 と 連携 し て 部 局 横断 的 に 解決 に 向け て 取り 組む た め 、 平 成 24 年 8 月 に 「 放 射 能 汚染 廃 
径 物 対策 連携 チー ム 」 を 設置 し まし た 。 連携 チー ム で は 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場 
合 の 基本 的 スキ ー ム に つい て 、 国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 補完 及び 当面 の 安 
全 安 心 な 処理 方 法 や 支援 策 を 検討 し 、 市 町 村 に お ける 円 滑 な 処理 を 促進 する た め 、 平 成 24 年 11 月 に 「 放 
射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 を 示 し まし た 。 
平成 24 年 12 月 26 日 に は 連携 チー ム か ら 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 」 に 改組 し 、 処理 等 へ の 
技術 的 支援 、 地 域 住 民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 対し て の 重点 的 
支援 を 行っ て いま す 。 (図表 3-27) 
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図表 3-27 ”放射 能 污染 魔 府 
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第 2 節 


携 チ テー ム 、 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム の 活動 状況 


放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 









| 設置 要領 、 作 業 ス ケ ジ ュ ー ル 確認 








平成 24 年 8 月 1 


















































































































































































































































第 1 回 会 議 
ーー ー 第 2 回 会 議 平成 24 年 8 月 30 現状 把握 
RETIRERA EP | e a a 平成 24 年 9 月 13 対応 方 針 (第 1 次 報告 案 ) の 検討 
ща 第 4 回 会 識 平成 24 年 11 月 14 日 | | ガイ ドラ イン (最終 報告 寄 ) の 検討 
公表 平成 24 年 11 月 30 日 ガイ ドラ イン (第 1 版 ) 策定 
H24 第 1 回 会 議 平成 25 年 2 月 14 取組 状況 等 
E H25 第 1 回 会 議 平成 25 年 6 月 19 取組 状況 等 
ed ВЗЕХ | H25 第 2 回 会 議 平成 25 年 9 月 13 取組 状況 、 ガ イド ライ ン 改 定 検討 
H25 第 3 回 会 議 平成 25 年 11 月 13 日 | 取組 状況 、 ガ イド ライ ン 改 定 検討 
H25 第 4 回 会 議 平成 26 年 2 月 5 取組 状況 等 
5 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 
「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 県 民 の 皆さん が 日 常 生活 に お いて 受け る 放射 線量 を で き 

















る だ け 速 や か に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 で きる よう 取組 ん で いま す 。 そ の 一 環 と し て 、 県 内 放射 性 物質 




















で きる 実 
な お 
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の 経過 と と も に 、 


課題 の 解決 に 向け て 継続 し て 











去 ・ 低 減 措 置 の 参考 に する こと を 目的 と し て 、 平成 24 年 
る 岩手 県 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 検討 プロ ジェ クト チー ム に より 、 語 
H 的 な 技術 の 情報 収集 と 調査 及び 技術 試験 を 実施 
公募 に よる 技術 試験 の 結果 は 、 そ の 概要 を 県 ホー ムペ ー ジ に 公開 し て いま す 。 

原発 事故 に 由来 する 放射 線量 は 低減 し て いま す が 、 な お 残る 放射 人 
K り 組む こと と し て いま す 。 

















し て いま す 。 








図表 3-28 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 に お ける 技術 試験 実施 状況 























町 村 の 
(図表 3 -28) 








度 か ら 関 係 各 部 及び 県 の 試験 研究 機関 で 構成 す 
課題 に 対応 し 、 県 内 で 活用 





E 物 質 に 関す る 










































































































































































































































































Se 放射 性 セシウム を 吸着 し 含水 汚泥 を 減 容 化 させ る 除 染 用 土のう H25 H25 公募 
PA 
з 特殊 ジオ テキ スタ イル 製 袋 を 活用 し た 用 水路 底 質 等 の 脱水 減 座 化 H24 TUAR 
環境 放射 線 モ ニタ を 用 いた 簡易 測定 法 に よる 放射 性 セン ウム 濃度 推定 H25 
放射 線 遮蔽 容器 L-box に よる 放射 線量 低減 H25 
遮蔽 容器 銅 ス ラグ コン クリ ー ト ボッ クス に よる 遮蔽 Над 
(平成 24 年 度 特殊 ジオ テキ スタ イル 製 袋 試験 時 に 実施 ) 
し いた け 原 木 洗浄 機 に よる 放射 性 物質 濃度 低減 効果 の 確認 H25 
en даа ABEN S = UZ 7u U ръце СЕ) の 試行 | H25 
プル シア ン ブ ル ー 利 用 に よる 原木 し いた け へ の セシウム 移行 低減 H24 H24 公募 
[I А 
農林 業 系 оГ 2 pus ВК ВИР С 上 国有 机 物 等 减 容 化 技术 H25 x 
MERS лаг y ME Had 
道路 ポリ イオ ン 水 を 用 いた 回 収 型 高 圧 洗 浄 機 に よる 舗装 面 除 染 H24 H24 公募 
舗装 面 等 ゼオライト 含有 高 分 子 水 溶液 の 塗 膜 乾燥 剥離 に よる 除 染 H24 H24 公募 
(廃棄 物 最終 処分 場 運 用 効率 の 向上 ) ти 
ーー | ミン トナ イト 加工 技術 を 利用 し た 焼却 灰 の 減 容 化 処 理 技術 
x (测定 方法 ) 
関連 する |Nal シン チレ ーション サー ベイ メー タ TCS-172B と GPS マル チロ ガー を 活用 し た H25 
人 放射 線量 測定 方 法 に 関す る 調査 
技术 T 
(測定 方 法 ) = 
農林 業 系 副産物 を 対象 と し た 放射 性 物質 濃度 の 簡易 測定 方 法 の 検討 
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第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 


1 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 影響 対策 
原発 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 踏ま え 、 本 県 で 生産 され た 農林 水産 物 や 消費 者 向け に 販売 の 用 
に 供する 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 検 柱 に つい て は 、 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 が 示す ガイ ドラ イン や 県 の 策 
定 し た 「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 計 画 的 に きめ 細やか な 検査 を 実施 し 、 検 査 結果 等 の 速 
や か な 公表 に 努め 、 消 費 者 の 食 の 安全 安心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 図っ て いま す 。 
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(1) 検査 計画 に 基づく 検査 
県 で は 、 平 成 23 年 5 月 か ら 野菜 や や 原 乳 、 海 産 魚 な ど を 対象 に 、 独 自 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 開始 
し まし た が 、 平 成 23 年 8 月 に 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制 限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に 
お いて 、 本 県 が 「 総 理 指示 対象 自治 体 及 びそ の 隣接 自治 体 」 と され た こと か ら 、 同 月 、 殻 類 、 野 菜 、 果 
実 、 畜 産物 、 特 用 林産 物 、 水 産物 な ど 主 要 な 県 産 農 林 水 産物 を 対象 と し た 「 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物 
質 濃度 の 検査 計画 」 を 策定 、 以 降 3 カ 月 ご と に 検査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づく 検査 を 行っ て きま し た 。 
23 年 度 は 41 品目 8, 314 件 、24 年 度 は 73 品目 18, 234 件 、25 年 度 は 63 品目 17, 575 件 (3 月 未 现在 ) 
の 合計 の べ 177 品目 44, 123 件 の 検査 を 実施 し た と ころ で す 。 うち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 規制 値 ) 
を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け や 山 菜 、 川 魚 な ど 260 点 (0.6%) と な っ て いま す 。 (図表 3-29) 

























































































































































































































































































図表 3-29 県 産 農 林 水 産物 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 状況 (H26. 3 ARRE) 




















































































































区 分 平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 

ван 128 1,312 554 
米 102 223 155 

麦 类 9 73 36 

大 豆 12 540 250 
雑穀 = 4 
そば 5 474 108 

小 豆 2 1 
野菜 類 44 127 71 
果実 類 11 51 30 
特 用 林産 物 150 1, 025 608 
原木 し いた け 121 611 399 
菌 床 し いた け 12 89 69 

| 菜 類 Е 57 90 
野生 きのこ 類 8 53 37 
その 他 (原木 な めこ 等 ) 9 215 13 
畜产 物 7, 523 13, 756 14, 425 
牛肉 7, 213 13, 081 13, 783 

J + >€ - $Ë . #ËBR 34 63 30 

乳 276 612 612 
水産 物 458 1, 954 1, 881 
海面 魚 種 444 1, 725 1, 721 
内 水面 魚 種 14 229 160 
その 他 一 9 6 
茶 一 1 3 

は ち み つ = Т = 

くわ い (ë HB) = 1 3 
合计 8, 314 18, 234 17, 575 
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第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 





検査 体制 に つい て は 、 原発 事故 以降 、 県 と し て も 検査 機器 の 増設 を 進め て き て お り 、 農 林 水 産 分 野 に 
お いて は 、 県 農業 研究 セン ター に 平成 24 年 3 月 に 配備 され た ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 に よる 精密 分 
析 、 各 地 の 現 地 機 関 に 配備 され た NaI (Т1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ に よる 簡易 分 析 に より 
対応 し て いる ほか 、 検 査 が 短期 間 に 集中 する 場合 な ど 、 県 内 外 の 検査 機関 も 活用 し て いま す 。 















































(2) 野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 の 放射 性 物質 濃度 検査 
ア 平成 24 年 度 
(7) 野生 山菜 類 
平成 24 年 春の 野生 山菜 の 放射 性 物質 濃度 検査 は 、 市 町 村 も し く は 野生 山菜 を 取扱 う 産地 直売 所 
等 の 流通 関係 者 が 一 次 検査 を 行い 、 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 測定 され た 場合 は 、 県 に お 
いて 再 測定 する 協力 体制 で 対応 する こと と な り ま し た 。 (図表 3 -30) 
市 町 村 と 流通 関係 者 の 段階 で それ ぞ れ 安全 ・ 安 心 の 確保 を 図る た め に 多く の 野生 山藤 の 測定 が 
行わ れ ま し た 。 こ の 取組 が 進む 中 に お いて 9 市 町 村 で 採取 され た 野生 山菜 が 国 の 基準 値 の 2 分 の 
1 以上 の 値 が 測定 され た こと か ら 、 県 に よる 再 測定 の 結果 、 7 市 町 で 10 品 目 (延べ 18 品 目 ) の 野 
生 山 藤 が 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な り ま し た 。 
県 で は 、 野 生 山菜 を 販売 する 流通 関係 者 に 対し 自主 的 な 放射 性 物質 の 検査 の 実施 に つい て 協力 
を 依頼 し 、 販 売 さ れ て いる 野生 山菜 の 安全 性 の 確保 に 努め る と と も に 、 こ れ ら の 流通 関係 者 を は 
じ め 市 町 村 か ら 依頼 に より 県 が 再 検査 し た 結果 に つい て は 、 国 の 基準 値 を 下回っ た も の も 含め 、 
全て の 測定 結果 を 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し ま し た 。 
また 、 野 生 山 菜 は 販売 を 目的 に 採取 され る だ け で は な く 、 行 楽 と し て 野山 に 自生 する 山菜 を 採 
取 し 各 家 庭 で 楽し まれ て いる こと か ら 、 こ れ ら の 行楽 目的 で 野生 山菜 を 採取 し て いる 県 民 に 向け 
て 、 注 意 喚起 を 促す た め 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ の 「 環 境 放射 能 に 関す る 情報 」 内 に 、「 野 生 山菜 の 
情報 」 の ペー ジ を 新た に 設け 、「 山 菜 を 採取 する 際 の 留意 点 」 を 掲載 し まし た 。 


【 山 葉 を 採取 する 際 の 留意 点 】 

野生 の 山菜 の 放射 性 物質 濃度 に つい て は 、 県 や 市 町 村 が 検査 を 行っ た 山菜 の 採取 場所 の 周辺 地域 に お いて 、 類 似 し 
て いる も の と 考え られ ます 。 山菜 取 り に お 出かけ に な る 際 に は 、 県 や 市 町 村 の 検査 結果 を ご 覧 いた だ き 、 山 菜 取り を 
計画 し て いる 周辺 地域 の 品目 の 状況 を 参考 に し て くだ さい 。 
な お 、 県 か ら 採取 の 自粛 要請 が 出 て いる 地域 で は 、 山 菜 を 採取 する こと を 控え る と と も に 、 出荷 や 採取 の 自粛 が 行 
われ て いな い 地 域 で も や る か を 確認 し た うえ で 山菜 を 食べ る よう に し まし ょ 5. 

















































































































































































































































































































































































































| ア 測定 対象 | 販売 する こと を 目的 と し て 生産 ・ 製 造 され た 食品 (給食 食材 を 含む 。) 





















































・ 測 定 者 : 市 町 村 、 流 通関 係 者 
イ 一 次 測定 ・ 測 定 機器 : Nal(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 等 

















> 国 の 基準 の 1/2 以 上 の 値 が 測定 され た 場合 : 県 へ 再 検査 を 依頼 する 。 















































ウ 再 測定 ・ 測 定 者 : 県 (県 産 農林 水産 物 一 農 林 水 産 部 、 そ の 他 一 環境 生活 部 ) 
(精密 检查 ) ' 测定 机 器 : ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 
1 = 国 の 基準 を 超え る 値 が 測定 され た 場合 : 出荷 自粛 等 の 措置 を 講じ る 。 







































































エ 結果 公表 等 | ・ 依 頼 を 受け た 市 町 村 等 へ 測定 結果 を 通知 する ほか 、 県 ホー ムペ ー ジ 等 で 公表 する 。 
「 市 町 村 が 実施 する 食品 中 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 に 関す る 県 の 対応 に つい て 」 
オ 根拠 通知 (平成 24 年 3 月 28 日 防災 第 1186 号 総務 部 長 通知 ) 
「 野 生 山菜 類 の 安全 性 の 確保 に つい て 」 (平成 24 年 4 月 16 日 流 第 36 号 ・ 林 振 第 67 号 農林 水産 部 長 通知 ) 
































































































































(1) 野生 きのこ 類 
春の 山菜 シー ズン に は 、 県 ホー ムペ ー ジ 上 で 行楽 等 の 目的 で 山菜 採り に 行く 県 民 に 向け て 注意 喚 
起 を 行い まし た が 、 市 町 村 が 実施 し て いる 住民 か ら の 持込み 検査 や 流通 関係 者 の 自主 検査 に 基づく 









































89 


第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 





も の で あっ た こと か ら 、 県 内 全市 町 村 を 綱 維 する こと が で きま せん で し た 。 平成 24 年 秋 の 野生 き の 
この 検査 体制 を 構築 する に あたり 、 春の 野生 山菜 の 取組 を 踏ま え 、 野生 きのこ の 検査 を 行う 際 の 課 
題 等 を 市 町 村 に 照会 し た と ころ 、 以 下 の と お り 意 見 が あり まし た 。 
























































【 市 町 村 か ら の 主 な 回 答 】 

O 全市 町 村 が 同じ 対応 と な る よう に 、 県 と し て 計画 的 に モニ タリ ング 検査 を し て ほし い 。 

販売 目的 の も の を 検査 し た デー タ が 、 本 来 の 目的 と 異な る 行楽 情報 の よう に 扱わ れる の は 筋 が 違う 。 
各市 町 村 に お ける 測定 基準 等 を 統一 し 、 迅 速 な 県 の 再 検査 体制 を 整備 し て ほし い 。 

出荷 自粛 等 の 対象 区 域 を 、 旧 市 町 村 単 位 に し て ほし い 。 

一 般 の 県 民 が 採取 する 前 に 、 県 に よる サン プル 調査 を 実施 し て ほし い 。 等 
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野生 きのこ は 、 野生 山菜 と 同様 に 、 秋 の 行楽 と し て 一 般 的 な こと や 、 多 く の 市 町 村 か ら 早 期 に 全 
県 的 な 取組 を 求め られ た こと か ら 、 県 と 市 町 村 が 連携 し た 全市 町 村 検 査 を 新た に 実施 する こと と し 
= L = 

な お 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 が 示す 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 
方 」 等 に より 、 野生 きのこ に つい て は 、 一 品種 か ら 国 の 基準 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 
は 、 当 該 野生 きのこ が 採取 され た 市 町 村 の 全て の 野生 きのこ が 出荷 制限 の 対象 と な り ま す 。 











































































































| 野生 きのこ の 出荷 制限 に つい て タ | 
国 の 定め る 基準 を 超過 する 値 が 検出 され た 場合 は 、 次 の 理由 に より 、 当 該 検査 対象 が 採取 され た 市 町 村 の 野生 きのこ | 
全 種 が 出荷 制限 の 対象 と な っ た 。 | 
7 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」( 最 終 改 正平 成 24 年 7 月 12 
| 
| 

















































































































日 ) に お いて 、 野 生き の こ に つい て は 品目 ご と の 記載 が 無く 「 野 生き の こ 類 」 と し て 一 括 表記 され て いる こと 。 
イ 名 自治 体 に 対す る 国 か ら の 出荷 制限 指示 に お いて 、 前 例 で は 、 特 定 の 種類 の 測定 結果 を も っ て 、 そ の 他 の 種類 を 含 : 
む 「 野 生き の こ 」 全 種 を 制限 対象 と し て いる こと 。 

























































































全市 町 村 検 査 及 び 流通 関係 者 か ら の 依頼 測定 等 の 結果 、8 市 町 の 野生 きのこ か ら 国 の 基準 を 上 回 
る 放射 性 物質 が 測定 され た こと か ら 、 当 該 8 市 町 に 対し 国 の 出荷 制限 指示 等 が 出さ れ ま し た 。 
全市 町 村 検査 に よる 測定 結果 に つい て は 、 県 ホー ムペ ー ジ に 一 覧 表 と し て 形成 する と と も に 、 測 
定 状況 を 地図 形式 に まとめ た 「 野 生き の こ マ ッ プ 」 を 作成 し 、 行楽 と し て 野生 きのこ を 採取 する 県 
民 向 け に 分 か りや すく 情報 を 届け る よう に し まし た 。「 野 生き の こ マ ッ プ 」 で は 、 測 定 結果 が 国 の 
基準 値 を 下回っ た 市 町 村 と 、 国 の 基準 値 を 上 回 り 出荷 自粛 等 の 対象 と な っ た 市 町 村 の 表示 色 を 分 け 
て 、 地域 的 な 傾向 を 把握 し や すい よう に し て いま す 。 ま た 、 採取 し た 後に 自家 用 と 販売 用 に 用 途 が 
分 か れる と いう 野生 きのこ の 特性 に 配慮 し 、 一 般 の 県 民 と 流通 関係 者 の いずれ に も 活用 で きる 情報 
と する た め に 、 マ ッ プ 内 に 流通 関係 者 に 向け た 野生 きのこ の 自主 検査 実施 を 働き か ける ベ ページ へ の 
リン クボ タン を 設定 し まし た 。 




































































































































































































































































イ 平成 25 年 度 

(了 ) ”野生 山菜 类 

平成 25 年 春の 野生 山菜 の 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検 査 た つい て は 、 平 成 24 年 秋 に 実施 し た 野生 

きのこ の 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検 査 に 準じ て 実施 する こと と し まし た 。 し か し 、 検 査 の 検討 時 点 

に お いて 既に 出荷 制限 等 の 対象 品目 が 発生 し て いる こと や 、 国 の 出荷 制限 指示 等 は 品目 毎 に 対象 と 

な る こと な ど が 、 野 生き の この 場合 と 異な り ま す 。 
この た め 、 野 生 山菜 の 全市 町 村 検 査 に つい て は 、 原 子 力 災害 対策 本 部 の 検査 対象 指定 品目 か ら 
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第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 








県 内 流通 量 や 発生 時 期 等 を 考慮 し て 、2 品 目 (平成 25 年 は コ ゴ ミ ・ ワ ラビ ) を 指定 し て 検査 する こ 
と と し まし た 。 検査 結果 に つい て は 、 一 覧 表 と と も に マッ プ 形 式 で 公表 し て お り 、 検査 対象 品目 を 
統一 する こと に より 県 内 全域 の 傾向 を 県 民 が より 把握 し 易く すく な る 効果 も 期待 で きま し た 。 
検査 結果 に つい て は 、 検 査 対象 の 2 品目 に つい て 、 そ れ ぞ れ 検 査 結果 一 覧 と マッ プ で 、 県 ホー 
ムペ ー ジ に 掲載 し ま し た 。 平成 25 年 全市 町 村 検査 を 含む 野生 山菜 類 検 査 の 結果 、 新た に 基準 値 を 超 
週 し た 品目 は あり ませ ん で し た が 、2 品 目 で 3 市 町 が 新た に 出荷 制限 の 対象 市 町 村 と な り 、 最終 的 
に 10 市 町 で 10 品 目 (延べ 25 品 目 ) の 野生 山菜 が 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な り ま し た 。 (図表 3 
-31) 
な お 、 国 か ら 出 荷 制限 指示 解除 の 要件 が 明らか と な っ て いな い 中 、 こ の 全市 町 村 検 査 結果 で は 
出荷 制限 指示 が 解除 され る 見 込み が な いこ と か ら 、 出 和 荷 制限 指示 等 の 対象 品目 は 検査 対象 外 と E 
75 
(1) 野生 きのこ 類 
平成 25 年 秋 の 野生 きのこ の 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検査 に つい て は 、 基 本 的 に 平成 24 年 秋 に 実施 
し た 野生 きのこ 全市 町 村 検 査 に 準じ て 実施 する こと と し まし た が 、 既 に 国 の 出荷 制限 の 対象 と な っ 
て いる 8 市 町 に つい て は 検査 の 対象 外 と し まし た 。 
平成 25 年 全市 町 村 検査 等 の 結果 、 新 た に 1 町 の 野生 きのこ か ら 基 準 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 さ 
れ 、 9 市 町 が 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た 。 (図表 3 -31) 


く 農 林 水 産 部 が 実施 し て いる モニ タリ ング 検査 と の 調整 > | 

マツ タケ は 「 野 生き の こ 」 に 含ま れる こと か ら 、 全 市 町 村 検査 の 対象 と な る が 、 マ ツタ ケ に つい て は 農林 水産 部 が 実 | 
: 施し て いる モニ タリ ング 検査 の 対象 に も な っ て いる 。 業 務 の 重複 を 避け る た め 、 モ ニ タリ ング 検査 で マツ タケ の 検査 を | 
| 行う 市 町 村 GO 1 こ あ っ て は 、 こ の モニ タリ ング 検査 の 結果 を も っ て 全市 町 村 検査 の 結果 と みな すこ と と し た 。 
| _ ※H25 年 度 : 宮古 市 、 葛 券 町 、 大 構 町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 田 野 畑 町 、 軽 米 町 、 野 田村 















































































































































































































































































































































図表 3-31 野生 山菜 、 野 生き の この 国 出荷 制限 指示 、 県 出荷 自粛 要請 の 状況 
| ТЕТЕ 























ТЕ, Н Т, EH, hH 遠野 市 、 北 上 市 
















































































































































































野生 コシ アブ ラ 盛岡 市 、 
山菜 类 | ゼン マイ 奥州 市 、 一 関 市 、 住 田町 
ワラ ビ (野生 ) 奥州 市 、 陸 前 高田 市 一 関 市 、 平 泉町 
セリ (野生 ) 奥州 市 、 一 関 市 
タケ ノコ 奥州 市 、 一 関 市 陸前 高田 市 
コ ゴ ミ (野生 ) 花巻 市 陸前 高田 市 
タラ ノ メ (野生 ) 一 関 市 
ミズ (野生 ) 一 関 市 
フキ (野生 ) 奥州 市 
サン ショ ツウ (野生 ) 奥州 市 
= 遠野 市 、 奥 州 市 、 一 関 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 、 釜 | 住田 町 
SERODIA 石 市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 





























(3) 農作物 等 の 適切 な 生産 管理 

県 で は 、 平 成 23 年 度 に 、 農 林 水 産 省 技術 会 議 と 連携 し て 、 県 内 160 地点 の 農地 土壌 中 の 放射 性 セ シ 

ウム 泊 度 の 敵 査 を 行い 、 そ の 結果 及び 文部 科学 省 の 「 航 空 機 モ ニタ リン グ 結 果 」 を 基 に 、「 岩 手 県 農地 
土壌 の 放射 性 物質 濃度 分 布 図 」 を 作成 し ま し た 。 

ら に 、 放 射 性 物質 の 土壌 か ら 農作物 へ の 吸収 ・ 移 行 等 に 関す る 調査 研究 を 行い 、 得 られ た 知見 に 基 
づき 、 平成 24 年 2 月 に 、「 土 壌 か ら の 吸収 リス ク 低 減 」 や 「 資 材 等 か ら の 持 込 リ スク 低減 」 な ど 、 放 射 
性 物質 の 影響 を 軽減 する た め の 生 産 管 理 対策 に つい て と り ま と め た 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作 
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物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 を 作成 し 、 生 産 管理 面 の 支援 を 行っ て きま し た 。 














(4) 基準 値 超過 へ の 対応 、 出 荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 
ア 大 豆 ・ そ ば 
大 豆 に つい て 、 平成 24 年 産 を 検査 し た 結果 、 一 関 市 旧 磐 清水 村 で 産出 され た 大 豆 が 国 の 基準 値 を 超 
過 し 、 平 成 25 年 1 月 に 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た が 、 同 年 2 月 、 県 及び 一 関 市 の 「 管 理 計 
画 」 に 基づき 、 出 荷 制限 が 一 部 解除 と な り 、 当 該 区 域 に お いて 全 袋 検査 を 実施 し 、 国 の 基準 値 以 下 で 
あっ た 大 豆 の 出荷 ・ 販 売 等 が 可能 と な り ま し た (結果 は すべ て 国 の 基準 値 以下 )。 
し か し 、 平成 25 年 産 の 大 豆 に つい て 、 全 袋 検査 実施 前 に 一 部 の 生産 者 が 大 豆 を 出荷 し た こと が 明 ら 
か に な っ た た め 、 出 荷 し た 大 豆 の 回 収 に 向け た 取組 を 行う と と も に 、 管 理 計画 の 取 下 申請 を 行い 、 当 
該 区 域 の 平成 25 年 産 の 未 出 荷 大 豆 に つい て は 全て 出荷 等 を 行わ な いこ と と し まし た 。 
そば に つい て 、 平 成 24 年 産 を 検査 し た 結果 、 盛 岡市 旧 渋民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 及び 奥州 市 旧 衣 川村 
で 産出 され た そば が 国 の 基準 値 を 超過 し 、 平 成 24 年 11 月 に 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た が 、 
盛岡 市 旧 浅 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 に つい て は 、 同 年 12 月 、 県 及び 両市 の 「 管 理 計画 」 に 基づき 、 出 荷 
前 限 が 一 部 解除 と な り 、 当 該 区 域 毎 に 全 袋 検査 を 実施 し 、 国 の 基準 値 以 下 で あっ た そば の 出荷 ・ 販 売 
等 が 可能 と な り ま し た (結果 は すべ て 国 の 基準 値 以下 )。 な お 、 奥 州 市 旧 衣 川村 に つい て は 、 出荷 用 の 
そば を 栽培 し て いる の は 基準 値 超過 農家 1 戸 の み で あり 、 農 家 と 市 が 協議 し た 結果 、 平 成 24 年 産 の そ 
ば は 出荷 を 見 合わ せま し た が 、 平 成 25 年 10 月 に 県 及び 市 の 「 管 理 計画 」 に 基づき 、 出 荷 制限 が 一 部 
解除 と な り 、 当 該 地域 に お いて も 、 全 袋 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 以下 で あっ た そば の 出荷 ・ 販 売 等 が 
可能 と な り ま し た 。 


计生 я 
【 管 理 計画 と 出荷 制限 の 一 部 解除 】 


| 農林 水産 部 が 実施 する 農作物 の モニ タリ ング 検査 に お いて 、 国 が 定め る 基準 値 を 超過 し た 場合 、 原 則 と し て その | 
| 農作物 が 産出 され た 区 域 に 対し て 、 国 か ら 出荷 制限 が 指示 され ます 。 
・ 米 、 大 豆 及 びそ ば に つい て は 、 出 荷 制限 区 域 を 含む 市 町 村 及 び 県 が 「 管 理 計画 」 を 作成 し 、 出 荷 制限 指示 を 受け 
| て いる も の が 出荷 、 販 売 等 され る こと の 無い よう 適切 に 管理 する こと と な っ て いま す 。 | 
:  「 管 理 計画 」 に 基づき 適切 に 管理 され て いる 農作物 に つい て 、 安 全 性 が 確認 され た も の の 出荷 制限 を 解除 する 許 : 
| 可 を 国 に 申請 し 、 こ れ が 認め られ た 場合 、 袋 単位 で の 検査 を 実施 し 、 安 全 性 を 確認 し た も の の 出荷 ・ 販 売 等 が 可能 | 
| と な り ま す (出荷 制限 の 一 部 解除 )。 | 








































































































ЕЕ. 














































































































































































































































































































































































































py 











































































































































































































































































































イ 牛肉 
成 23 年 7 月 に 、 原発 事故 後に 水田 か ら 収 集 さ れ た 放射 性 セン ウム を 含む 稲 わ ら を 給与 され た 牛肉 
か ら 暫 定規 制 値 (当時 ) を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され 、 同 年 8 月 1 日 付け で 原子 力 災害 対策 本 
部 长 (内 閣 総 理大 臣 ) か ら 発 出さ れ た 県 産生 の 出荷 制限 の 指示 に つい て は 、 同 年 8 月 25 日 に 変更 され 、 
県 で 定め る 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 に 基づき 管理 され て いる 和牛 に つい て は 、 県 外 へ の 移動 及び と 帝 
場 へ の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 この こと を 受け て 、 安 全 安 心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 する た め 、 
県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 の 全 頭 を 対象 に 、 牛肉 の 放射 性 物質 検査 を 実施 し て いま す (平成 25 年 度 25 
Æ 33, 425 頭 (26 年 3 月末 現在 ) 24 年 度 34, 124 頭 、23 年 度 21, 544 頭 )。 

また 、 和 牛 の 出 荷 に 際 し 牧草 中 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧 革 の 給与 量 等 か ら 牛 肉 中 の 放射 
性 物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 出荷 時 期 を 判断 する な ど 、 適 切な 生産 管理 が 行わ れる よ う 努 め て い 
ます 。 
な お 、 検 査 の 結果 、 平 成 23 年 度 に お いて は 、 出 和 荷 制限 の 一 部 解除 後 か ら 同 年 度 中 に 出荷 され た 頭数 
の 0.049% に あたる 8 頭 が 暫定 規制 値 を 超過 (超過 し た も の は 流通 せ ず 廃棄 処分 ) し まし た が 、 新 た な 
食品 中 の 放射 性 物質 の 基準 値 が 施行 され た 平成 24 年 度 以降 に お いて は 、 す べ て 国 の 基準 値 以下 で あり 、 
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| き 続き 安全 性 が 





県 産 食 材 等 の 安全 確保 





認 さ れ た 牛肉 が 流通 し て いま す 。 


ウ 原木 し いた け (露地 栽培 ) 
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PKI 
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年 と な っ た 原木 ・ 
組ん で いま す 。 























ホ ダ 木 の 処 理 、 新 た な 原木 の 確保 ・ ホ ダ 木 造成 、 落 葉 層 





時 の 除去 等 ホ ダ 場 の 除 染 に 


こ 関 する 取組 状況 





























平成 24 年 4 月 及び 5 月 に 、 県 内 14 市 町 が 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 に な り ま し た 。 県 で は [管理 计 
画 」 を 作成 し 、 生 産 さ れ た し いた け の 放射 性 物質 濃度 検査 は も と より 、 原 木 ・ ホ ダ 木 の 放射 性 物質 濃 
度 検査 や 、 ホ ダ 場 の 環境 整備 な ど 生 産 段 階 の 安全 性 の 確保 の 取組 を 進め て いま す 。 

平成 25 年 4 月 に は 、 盛 岡市 の 出荷 制限 が 解除 され て いま す 。 

な お 、 出 荷 制限 の 対象 と な っ て いな い 地 域 で は 、 全 生産 者 を 対象 に 生産 され た し いた け の 出荷 前 検 
査 を 行い 、 県 産 し いた け の 安全 性 の 確保 に 努め て いま す 。 

県 で は この よう な 状況 を 踏ま え 、 出 荷 制限 に より 販売 機会 を 失っ た り 、 風 評 被害 に より 取引 停止 や 
価格 下落 な どの 被害 を 受け た り し た 生産 者 に 対す る つなぎ 融資 等 の 経営 支援 を 行う と と も に 


、 使 用 E 


























また 、 














いた け 





産地 の 再生 








に 向け た 支援 を 行っ て いま す 。 





水産 物 
) 海産 魚 





平成 26 4 








= 
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FE 3 月 現在 、 
本 県 沖 海域 (ре 





出荷 制限 が 指示 され て いる 魚 種 は 
市 沖 ) を 含む ) の スズ キ と クロ ダイ と な っ て お り 












































性 物質 濃度 の 


前 高 | 


Не KJE 














Ef し て いま す 。 
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北上 川 水系 


砂鉄 川 水系 ) 、 


お り 、 県 で 


オ 牧草 等 





年 
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成 23 年 産 


Æ 








3 月 现在 、 


平成 26 年 3 


、24 年 産 及 び 25 年 産 牧草 の 放射 性 
HoR 











月 現在 、 出 荷 制限 が 指示 
( 四 十 四 田 ダ ム の 下流 、 
県 が 採 捕 E 
よこ れ ら の 放射 性 物質 濃度 の 調査 を 実施 し て いま す 。 




















一 部 除外 水域 あり )、 気 仙 





川 水 系 )、 イ ワナ ( 
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物質 濃度 の モニ タリ ング 
(奥州 市 、 金 ケ 崎 町 、 一 関 市 、 























定 許 容 値 を 超過 し た 8 市 町 


























県 で 


H 





TEAT, 


KREET) の 一 部 地域 で の 自粛 を 要請 し て お り 、 
は 、 こ れ ら 利 
съ, 原 乳 10 ベク レル 未満 対策 と し て の 除 染 や 、 風評 被害 対策 と し て 市 町 村 が 独自 
つい て 支援 し 、 粗 飼料 生産 基盤 の 再生 ( 


一 戸町 




















間 査 結果 に 基づき 、 
平泉 町 、 大 船渡 市 、 





簡易 ハウ ス の 導入 に よる 露地 栽培 か ら 施 設 栽 培 へ の 転換 に も 取り 組む な ど 、 


、 三 陸 南 部 沖 海域 (宮城 県 沖 海域 で 一 部 
、 県 で は これ ら の 放射 


ヾ され て いる 急 種 は 、 ウ グイ (県 内 河川 の うち 大 川 水系 及び 
磐井 川 水 系 及び 
粛 を 要請 し て いる 急 種 は 、 ヤ マメ (衣川 水系 及び 磐井 川 水 系 ) と な っ て 
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成 26 
住 














全域 で の 自粛 及び 6 市 町 村 (盛岡 市 、 滝 沢 市 、 花 巻 市 、 遠 
計 14 市 町 村 に 牧草 の 利用 上 


自粛 の 対象 と な っ た 牧草 地 の 除 染 の ほか 、 国 の 暫定 許容 値 


野市 、 
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こ 向 けた 取組 を 進め て いま す 。 














陸前 高 
粛 を 要請 し て いま す 。 
以下 の 牧草 地 に つい 
に 取り 組む 除 染 に 








JEN 














【 原 乳 10 ベク PLAE e 














国 の 「 食 品 


中 の 








度 が 濃縮 され 、 
満 と する よう 生産 者 団体 か ら 要 望 さ れ た た め 、 牧 草 中 の 放射 性 物 人 
っ て も 除 染 を 実施 する も の 。 








食品 の 





放射 性 





E 物 質 の 基準 値 」 は 、 和 牛乳 は 50Bq/kg と され て いる が 、 
MEIE 100Bq/kg & 11859 5 11 





乳 製品 
れ が ある こと か ら 、 j 
質 濃度 が 50Bq/kg を 』 


に 加工 





上 し た 際 ( 
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こ セ シウム 濃 
性 物質 濃度 を 10Bq/kg 未 
過 し 100Bq/kg 以下 で あ 








7 林産 物 等 (野生 山 葉 類 、 野 生き の こ 類 
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平成 26 4 
きのこ 類 に つい て は 、 9 市 





E 3 月 
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現在 、 野 生 山菜 類 に つい て は 、 コ シア ブラ や ゼン マイ など 10 品目 
































пано 国 の 出荷 制限 等 の 対象 と な っ て お り 、 県 で は これ ら の 品目 
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、10 市 町 村 、 野 生 


を 対象 と 
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し た 放射 性 物質 濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調査 を 実施 し て いま す 。 








2 tt 
毎年 、「 岩 手 県 食品 衛生 監視 指導 計画 」 を 策定 し 、 食 品 衛生 法 に 基づく 流通 食品 の 収 去 検査 を 計画 的 に 実 

施 し 、 食品 中 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 検査 に あたっ て は 、 地域 や 過去 の 検査 結果 を 踏ま えて 、 
適切 な 検査 品目 の 設定 に 務め て いま す 。 

平成 24 年 度 は 、 わ ら び 、 フ キ 等 の 山菜 や 鶏卵 、 食 肉 、 生 鮮 野菜 等 95 検体 検査 を 実施 し 、 全 て 国 の 基準 
直 以 下 を 確認 し ま し た 。 平成 25 年 度 は 200 検体 の 検査 を 行い 、 そ の うち 野生 山菜 の コシ アブ ラ 1 件 が 基準 
直 を 超過 し まし た 。 基 準 値 を 超過 し た 品目 に つい て は 、 県 は 販売 者 に 対し て 当該 商品 を 回 収 す る よう 行政 
指導 し 、 販 売 者 は 、 自 主 回 収 を 行い まし た 。 (図表 3 -32) 









































































































































図表 3-32 流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 












































































































































農産 物 PA 17 0 0 0 
野菜 類 29 0 27 0 
果実 類 15 0 2 0 
特 用 林産 物 21 1 9 0 | H25: コ シア ブラ 1 件 超過 
畜产 物 牛肉 6 0 1 0 
豚肉 18 0 13 0 
鶏肉 4 0 5 0 
馬肉 1 0 0 0 
Е 11 0 5 0 
水 产物 海面 魚 種 等 12 0 0 0 
内 水面 急 種 3 0 1 0 
牛乳 ・ 乳 児 用 食品 22 0 11 0 
飲料 水 4 0 2 0 
その 他 37 0 19 0 
合計 200 1 95 0 


























3 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
平成 23 年 8 月 に 、 岩手 県 に お ける 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 要領 を 定め 、 食肉 と し て 活用 さ 
れる こと が 多い 野生 鳥獣 肉 の 検査 を 開始 し 、 以 後 、 年 度 ご と に 県 の 「 農 畜 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 計画 
の 中 で 検査 計画 を 定め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 
これ まで 、 シ カ 肉 、 ク マ 肉 、 ヤ マドリ 了 肉 、 カ ル ガ モ 肉 及び キジ 肉 に つい て 検査 を 実施 し まし た が 、 平 成 
24 年 度 に 複数 の 検体 か ら 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され た シカ 肉 、 ク マ 了 肉 及 び ヤ マドリ 肉 
に つい て 、 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 か ら 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 が 指示 され て いま す 。 (図表 3 -33) 




































































図表 3-33 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 (平成 23 FR) 
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И 0 
平成 23 年 度 
carema [クマ 内 8 | 
過 件 数 は 暫定 | ヤマ ドリ 内 0 
規制 値 を 超過 ss 
し た 件 数 ) カル ガ モ 肉 Í 0 
合计 32 1 
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図表 3-33 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 (平成 24 年 度 、 平 成 25 年 度 ) 
















































































































































































































































































シカ 肉 52 12 | 奥州 市 、 一 関 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 、 釜 石 市 
クマ 肉 11 2 関 市 、 陸 前 高田 市 
平成 24 年 度 上 エマ ドリ А 11 3 | 一 関 市 、 堕 前 高田 市 、 釜 石 市 
ZL Ië 9 
キジ 肉 8 0 
合計 91 17 
シカ 肉 62 5 関 市 、 犬 船渡 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 
平成 25 年度 クマ 内 24 3 | 奥州 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 
ヤマ ドリ 肉 21 2 関 市 、 山 田町 
合計 107 10 























4 出荷 制限 等 の 状況 
県 で は 、 平 成 23 年 8 月 より 「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 に 基づき 、 放 射 性 物質 の 検 

査 を 継続 的 に 実施 し て いま す 。 平成 23 年 度 は 8,314 件 の 検査 を 実施 し 2 品目 か ら 、 平 成 24 年 度 は 18, 234 
件 の 検査 を 実施 し 30 品目 か ら 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 出 荷 制限 等 を 要請 し まし た 。 
この うち 、 マ ダラ 、 ス ズ キ 、 ク ロダ イ に つい て は 、 宮 城 県 で 採取 され た も の か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 セ 
シウム が 検出 され 、 制 限 の か か っ た 海域 の 一 部 に 本 県 が 含ま れ て いる こと に よる も の で す 。 

また 、 出 荷 制限 等 が 要請 さん た も の の うち 、 平 成 24 年 7 月 1 日 に 釜石 海域 の クロ ソイ 、 平 成 25 年 1 月 
17 日 に 三陸 南部 沖 海域 の マダ ラ に つい て 、 出 荷 制限 等 が 解除 され まし た 。 

平成 25 年 度 は 17, 575 件 の 検査 を 実施 し 、 そ の 結果 、 す で に 出荷 制限 等 が 要請 され て いる 5 品目 (野生 
きのこ 、 コ シア ブラ (野生 )、 ワ ラビ (野生 ) タケ ノコ (野生 )、 コ ゴミ (野生 )) と ヒラ メ に つい て 、 6 市 
町 (北上 市 、 遠野 市 、 一 関 市 、 陸前 高田 市 、 平 泉町 、 住田 町) か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 
出荷 制限 等 を 要請 し まし た 。 こ の うち 、 ヒ ラメ に つい て は 、 宮 城 県 で 採取 され た も の か ら 基 準 値 を 超え る 
放射 性 セン ウム が 検出 され 、 制 限 の か か っ た 海域 の 一 部 に 本 県 が 含ま れ て いる こと に よる も の で す 。 

また 、 出 荷 制 限 等 が 要請 され た も の の うち 、 平 成 25 年 4 月 8 日 に 盛岡 市 の 原木 し いた け (ЕНИ), 
平成 25 年 6 月 14 日 に 陸前 高田 市 の 茶 、 平 成 25 年 8 月 30 日 に 三陸 南部 沖の うち 人 金華 山 以 北 の 海域 の ヒラ 
メ 、 平 成 25 年 12 月 13 日 に 一 関 市 の 原木 し いた け (施設 栽培 )、 平 成 25 年 12 月 27 日 に 奥州 市 の 原木 し い 
た け (施設 栽培 )、 平成 26 年 2 月 27 日 に 平泉 町 の くわ い (露地 栽培 ) の 出荷 制限 等 が 解除 され まし た 。( 図 
表 3 -34、 3-35) 























































































































































































































図表 3-34 出荷 制限 等 解除 品目 状況 (制限 の 一 部 解除 は 除く 。) 
































































































































海産 魚 種 | マダ ラ H24.5.2 | H25.1.17 | 三陸 南部 沖 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 
国 出荷 | きのこ 原木 し いた け ( 霞 地 栽 培 ) | H24.5.10 | H25.4.8 | 盛岡 市 
制限 指示 三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 (陸前 高 
Е = n ーー р [=] SF. B =. Га] 
海産 魚 種 | ヒラ メ H25.6.4 | H25.8.30 田 市 沖の 一 部 を 含む ) 
海産 魚 種 | クロ ソイ H24. 6.1 H24.7.1 | 釜石 海域 
その 他 茶 H24.6.8 | H25.6.14 | 陸前 高田 市 
FRH 原木 し いた け ( 施 設 栽 H25. 12. 13 関 市 
自粛 要請 | きのこ да а A H24. 3. 30 
培 ) H25.12.27 | 奥 州 市 
その 他 くわ い (ERE) H24. 12. 21 | H26.2.27 | 平泉 町 
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図表 3-35 出荷 制限 等 状況 一 覧 ( 国 出荷 制限 指示 、 継 続 中 の も の ) (平成 26 年 3 月 31 日 現在 ) 
| 限 指 示 
ще 品 対象 地域 等 
大 豆 H25. 1. 4 関 市 ( 旧 磐 清水 村 ) ※H25. 2. 4 に 制限 の 一 部 解除 
дод 11 13 | 笠岡 市 ( 旧 小 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 
穀類 А ※H24.12.12 に 制限 の 一 部 解除 
си КУНЕ ( 旧 衣 川村 ) 
H24.11.30 
※H25. 10. 21 に 制限 の 一 部 解除 
肉 牛 H23. 8. 1 | 岩手 県 全域 ※ H23.8.25 に 制限 の 一 部 解除 
シカ H24. 7.26 | 岩手 県 全域 
野生 鳥獣 肉 | クマ H24. 9.10 | 岩手 県 全域 
ヤマ ドリ H24. 10. 22 | 岩手 県 全域 
H24. 4.13 | 陸前 高田 市 、 住 田町 
аана | H24. 4.20 | 大 船渡 市 
аа H24. 4.25 | 釜 石 市 、 奥 州 市 、 一 于 市 、 平 录 町 、 大 要 
H24. 5. 7 | 花巻 市 、 北 上 市 、 遠 野市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 
H24. 10.18 | 大 船渡 市 、 釜 石 市 
原木 な めこ (露地 栽培 ) H24.10.23 | 陸前 高田 市 
H24.11. 2 | 奥州 市 、 一 関 
きのこ Е я я 
原木 < V 产 计 (露地 栽培 ) | H24.11. 2 | 奥州 市 、 一 関 
H24. 10. 11 関 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 
H24.10.16 | 釜石 市 
野生 きのこ 類 H24. 10.18 | ВМА 
i Е H24. 10.29 | 大 船渡 市 、 金 ケ 崎 町 
i H24. 11. 7 | 遠野 市 
一 H25.10. 9 | 住田 町 
H24. 5.10 | 花巻 市 、 奥 州 市 
e H24. 5.14 | 盛岡 市 
荷 — 
制 コシ アブ ラ (野生 ) s — 
限 H24. 5.18 | 住 
指 H25. 5. 9 | 北上 市 
示 H25. 5.16 | 遠野 市 
山菜 类 ゼン マイ (野生 ) а Бю Ам. и 
H24. 5.18 | Ж 
H24. 5.16 | 陸前 高田 市 、 奥 州 市 
ワラ ビ (野生 ) H25. 5.17 関 市 
H25. 6. 4 | 平泉 町 
セリ (野生 ) H24. 5.30 | 奥州 市 、 一 関 
タケ ノコ (野生 ) s s она. 
H25. 4.30 | 陸前 高田 市 
三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 
А 境界 正 東 線 ま で の 海域 ) 
пас H24. 10.25 | 宮城 県 金華 山北 側 で 採取 され た スズ キ か ら 基 準 値 を 超過 す 
海产 鱼 种 соса i е 
三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 
В 境界 正 東 線 ま で の 海域 ) 
Дам | ※ 宮 城 県 釣 浦 湾 で 採取 され た クロ ダイ か ら 基 準 値 を 超過 する 
放射 性 セシウム が 検出 され た こと に よる 。 
イワ ナ H24. 5. 8 | 盤 井川 、 砂 鉄 川 

































































大 川 、 北 上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む 、 一 部 
外 种 Т 
内 水面 魚 種 ウグイ 24. 5.11 除外 水城 あり ) 
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中 | 
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第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 


覧 (県 出荷 自粛 要請 、 継続 中 の も の ) (平成 26 年 3 月 31 日 現在 ) 





図表 3-35 出荷 制限 等 状況 一 












































































































































































































































































































































































































































原木 仆 疡 区 二 (露地 栽培 ) | H24. 10.18 | 奥州 市 
5 AR ще 
bps RREAN 0 КО (露地 EE 关 市 
栽培 ) 
原木 ゆき た け (露地 栽 培 ) | H24. 11. 21 | 一 関 市 
H UV 大计 (原木 : 霞 地 坊 | H24. 5.23 | ХЕ, Е пт, # ат, й тт, -Нт. Ен, ХЕМ 
県 | 乾燥 きのこ | Fe) ※H24 年 産 H24. 5.30 | 北上 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 
に | 类 乾 Lv\ 无 二 (原木 .露地 栽 、 Е 
Н24. 2. PATES 、 大 船 渡 市 、 平 上 
四 = RE 24. 2.14 | 奥 州 市 関 市 、 大 船渡 泉町 
る pa H24. 5. 8 | 花卷 市 
ゴゴ ミ Æ 
H ú H25. 4.26 | 陸前 高田 市 
"I タラ ノ メ ( 野 生 ) H24. 5.11 | 一 関 市 
2] 
ри ИВЕ ミズ (野生 ) H24. 5.16 関 市 
フキ (野生 ) H24. 6. 5 | 奥州 市 
請 サン ショ ツウ (野生 ) H24. 7.13 | 奥州 市 
内 水面 魚 種 | ヤマ メ H24. 3.29 | 衣川 、 磐 井川 ( H24.4.1 以降 の 採 捕 自粛 を 要請 ) 
・ 一 関 市 、 平 泉町 、 遠 野市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 陸 前 高田 市 (南部 、 
矢作 ) 、 盛 加 市 (玉山 区 、 旧 第 川村 D 一 部 ) 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 奥 州 市 、 金 
その 他 牧草 Уанг, 大 船渡 市 、 釜石 市 、 住田 町 、 大 構 町 (南部 ) 、 一 戸町 、 花巻 市 (大 
迫 南東 部 ) 
・ 牧 草 の 戸別 調査 結果 で 飼料 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 農家 
































第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状 : 


1 放射 線 健康 影響 調 
(1) 平成 23 年 度 調査 
原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 を 心配 され る 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 本 
県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 ~15 歳 の 子ども を 
ns p s sn s sn ТИПА, 























ア 調査 の 概要 

対象 5 市 町 (奥州 市 、 一 関 市 、 宮 古市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 ) を 通じ 、 調 査 対象 者 (3 歳 ~15 歳 ) を 
選定 し 、 原 則 と し て 2 日 以上 連続 し て 2 リッ トル 以上 の 尿 を 溜め て いた だ き 、 容 器 ご と 保健 所 を 通じ 
て 検査 機関 (岩手 県 環境 保健 研究 セン ター) へ 搬送 し 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 に より 尿 中 の 放射 
性 物質 (セシウム 134、 セ シウム 137、 ヨ ウ 素 131、 カ リウ ム 40) を 測定 し まし た 。 

採尿 記録 と 検出 結果 を も と に 、1 日 に 排出 され た 恨 中 放射 性 物質 量 を 計算 し 、 独 立 行政 法人 放射 線 
医学 総合 研究 所 開発 の アプ リケーション ソフ ト (MONDAL 3 ) に より 預託 実効 線量 を 推計 し まし た 。 

緊急 被ばく 医療 、 放 射線 防護 、 公衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 を 設置 し 、 調 査 結 果 に 基 づ 
き 本 県 に お ける 放射 線 の 内 部 被ばく に よる 健康 影響 を 評価 し まし た 。 






































































































































イ 調査 結果 、 有 識者 会 議 に よる 評価 

1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セシウム 量 は 、 一 番 高い 子ども で 4 て 5Bq/ 日 未満 で し た 。 ま た 、 放 射 性 
ヨウ素 は 、132 人 全員 が 不 検出 で し た 。 預託 実効 線量 に つい て は 、 一 番 高 い 子 ども で 0.02 て 0.03 ミ ! 
シー ベル ト (mSv) 未満 で し た 。 (図表 3 -36) 

この 結果 か ら 、 有 識者 会 議 に お いて 「 放 射 性 セン ウム に よる 預託 実効 線量 は 、 最 大 で も 0.03mSy 未 
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満 と いう 結果 で あり 、 




















全員 が 1mSv を は る か に 下 回 





小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 






































っ て いる こと か ら 、 放射 線 に よる 健康 影響 は 極め て 














































































































































































































































































































また 、 県 民生 活 上 の 留意 事項 と し て 「 こ れ ま で と 同様 の 食 生活 を 継続 し て も 健康 に 影響 が 及ぶ と は 
考え に くい こと 。 た だ し 、 空 間 線量 が 高い 地域 の 野生 の きのこ や 山菜 を 食べ る 場合 は 、 念 の た め 汚 染 
レベ ル を 把握 する 必要 が ある と 思わ れる 。」 と の 助言 を いた だ いて いま す 。 

図表 平成 23 年 度 調査 結果 
放射 性 ヨウ 素 (132 人 ) 全員 不 検出 (検出 限界 1.0Bq/0 未 満 ) 
不 検出 13 
1Bq/0 未 満 7 預 Ба ва (ny) 
2~3 未満 31 TEST 81 
放射 性 セシウム (132 人) | 3—4 未満 18 0.01—0. 02 未満 45 
4 で 5 未満 5 0. 02~0. 03 未満 6 
5—6 未満 8 0.03 以 上 一 
6—7 未満 2 
7Bq/9 以 上 Е 
0—20Ba/ 01 3 60—80 未満 35 
放射 性 カリ ウム (130 A) | 20—40 未満 30 80~100 未満 5 
40—60 未満 57 100 以上 一 
(2) “平成 24 年 度 調査 
ア 調査 の 継続 と 概要 

平成 23 年 度 調査 の 際 の 有識者 会 議 に お いて 「 県 民 て へ の フォ ロー アッ プ の 観点 か ら 調 査 継続 が 必要 」 
と の 意見 を いた だ いた こと な どの 状況 を 踏ま を え を 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 観点 か ら 継 続 し て 調査 
を 実施 し まし た 。 

平成 23 年 度 に 調査 を 行っ た 132 名 の うち 、 継続 調査 に 参加 を いた だ けた 86 名 を 対象 に 、 平成 23 年 
度 と 同様 の 方 法 に より 調査 を 実施 し 、 調 査 結果 に つい て 有識者 会 議 に お いて 評価 し まし た 。 

イ 調査 結果 、 有 識者 会 議 に よる 全体 評価 

1 日 当たり の 恨 中 放射 性 セン ウム 量 は 、 一 番 高い 子ども で 1 て 2Bq/ 日 未満 と 、 ほ と ん どの 子ども 
が 前 回 の 調査 に 比べ 、 検 出さ れる セシウム の 量 が 減少 し まし た 。 放射 性 ヨウ 素 は 、 平 成 24 年 度 調査 に 
お いて も 全員 不 検出 で し た 。 (図表 3-37) 

預託 実効 線量 も 、 全 員 が 0.01mSy 未満 と な り 、 前 回 調査 か ら の 通算 (1 回目 、 2 回目 の 合算 ) で も 


一 番 高 い 子 ども で 0. 03~0. 04mSv 未満 と 、 

この 結果 か ら 、 有 識 
0.01mSv 未満 で も や る こと か ら 、 放 射 性 セン シン ウム に よる 傾 
冬 価 を いた だ いて いま す 。 
иа да 
われ て お り 、 特 段 の 心配 は 必要 な い 。 
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会 議 に お いて 「 











県 民 に 対す る 助言 








と し て 、 














1msv を は る か に 下 回 
尿 中 の 放射 性 セシウム の 量 【 


これ まで と 同様 に 
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結果 で し た 。 (図表 3 -37) 
は 減少 し て お り 、 預 託 実効 線量 も 
ま 康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 


「 市 販 の 食品 に つい て は 、 
野生 の きのこ や 山菜 に つい て は 、 汚 染 レ ベル の 高い も の も み ら 








流通 段階 で 検査 が 行 





れる こと か ら 、 念 の た め 汚 染 レ ベル を 把握 する 必要 が ある 。」 と の 助言 を いた だ いて いま す 。 
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図表 3-37 平成 24 年 度 調査 結果 


















| 放射 性 ヨウ 素 CK1 86 人 ) 全員 不 検出 (検出 | 全員 不 検出 (検出 限界 
























































































































































限界 1.0Bq/9 未満 ) | 0.3 て 0.9Bq/? 程 度 ) 預託 実効 線量 (※1 86 人 ) 
放射 性 七 | 不 検出 5 51 Hilel | Аа д 
СЕ | 1B9/9 未 縛 2 20 0. 012838 48 | se | 45 
а 86A) | 1—2 未満 30 4 0.01-0.02 未 満 | 32 | - | 32 
ell 2 0.02~0.03 未 满 | 6 | - | s 
3—4 未満 15 ü i - + 
4 へ 5 未 滴 1 T 0. 03~0. 0419 | - - 1 
5~6 未満 6 Е 4 2. 
г Е ※1 継続 調査 を 実施 し た 86 名 に 係る 前 回 
6 て 7 未満 1 N" 
тва Е ー ー 調査 と の 比較 
ст - - ※2 放射 性 カリ ウム に つい は 、 測 定 を 希望 
еи аа 1 し な か っ た 者 3 名 を 比較 か ら 除い て いる 
リウ 207-40 未満 21 26 た め 、 対 象 人 数 が 放射 性 セシウム と 相違 。 
(※2 83 人 ) | 40—60 未満 35 43 
60—80 未満 21 12 
80 て 100 未満 5 1 
100 以上 - 1 








(3) 平成 25 年 度 継続 調査 
ア 調査 の 継続 と 概要 
平成 24 年 度 継 続 調査 の 際 の 有識者 会 議 に お いて 「 内 部 被ばく の 減少 を わか りや すく 伝え る 貴重 な デ 
ー タ で あり 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 一 環 と し て 、 可 能 で あれ ば も う 少 し 継続 し て は どう か 」 と 
の 意見 を いた だ いた こと な どの 状況 を 踏ま え 、 平 成 25 年 度 も 継続 し て 調査 を 実施 し まし た 。 
平成 23 年 度 に 調査 を 行っ た 132 名 の うち 、 継 続 調査 に 参加 を いた だ けた 41 名 を 対象 に 、 こ れ ま で 
と 同様 の 方 法 に より 調査 を 実施 し 、 調 査 結果 に つい て 有識者 会 議 委 員 よ り 評 価 を いた だ きま し た 。 



















































































イ 調査 結果 、 有 識者 会 議 に よる 全体 評価 

1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セン ウム 量 は 、 一 番 高い 子ども で 1 8Bq/ 日 未満 と 、 前 回 の 調査 か ら さ ら に 
検出 され る セシウム の 量 が 減少 し まし た 。 放射 性 ヨウ 素 は 、 平成 25 年 度 調査 に お いて も 全員 不 検出 で 
し た 。 (図表 3-38) 

預託 実効 線量 も 、 前 回 に 引き 続き 、 全員 が 0.01mSy 未満 と 、1 әу を は る か に 下回る 結果 で し た 。( 図 
表 3 -38) 

この 結果 か ら 、 有 識者 会 議 委 員 よ り 、 前 回 と 同様 に 「 尿 中 の 放射 性 セシウム の 量 は 減少 し て お り 、 
預託 実効 線量 も 0.01mSy 未満 で も やる こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え 
られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 

また 、 県 民 に 対す る 助言 と し て 、 こ れ ま で と 同様 に 「 市 販 さ れ て いる 食品 は 安心 し て 使用 し て よい 
の で 、 不 安 か ら 偏っ た 食事 に な ら な いこ と 。 野生 の きのこ や 山菜 で は 、 今 で も 一 部 汚染 の 高い 地域 が 
ある た め 、 山 菜 採り な ど を する 方 は 、 県 の ホー ムペ ー ジ を 参考 に する こと 。」 と の 助言 を いた だ いて 
いま す 。 
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図表 3-38 平成 25 年 度 継続 調査 結果 




















放射 性 ヨウ 素 (※1) 

















































































































































































































































































































































































































































































































全員 不 検出 全員 不 検出 ( 検 全員 不 検出 
(検出 限界 出 限界 0. 3— (検出 限界 0. 3 
1. ОВа/0 未満 ) | 0.9Bq/9 程 度 ) ー0. 8Bq/9 程 度 ) | | 単位 "mS 23 5 
- 上 Е ТЕ 3 = ー 0.01 未 満 24 | 39 | 41 
~ q Ў - Е у == 一 
И терт T | 0.01—0. ーー 12 
ок) | 2—3 33381 10 1 ー 0. 02~0. ОЗЖ | 5 = = 
3 へ 4 未満 8 = Z 0.035-0. 04 未 满 | - = = 
4 て 5 未満 Е ー ー ッ ГАТА = = Ñx > > E 
5 へ 6 未満 2 T ü ※1 継続 調査 を 実施 し た 41 名 に 係る 前 回 調 
6—7 未満 1 = = — 
7Ba/9 以 上 一 T ー (H24 年 度 未 実施 の 者 2 名 を 含む た め 、 
a - H24 の 放射 性 セシウム 及び 預託 実効 線 
放 射 性 0 て 20Bq/0 未 満 oy こる 量 の 合計 人 数 は 39 名 。) 
カリ リツ | 20240 未満 9 13 ※2 放射 性 カリ ウム に つい は 、 測 定 を 希望 
ム 40—60 A 15 17 18 し な か っ た 者 及び 上 記 H24 年 度 未 実施 2 
(※2) | 60—80 未満 13 6 7 名 の 影響 か ら 、 各 回 (各 年 度 ) の 合計 が 相 
805-100 未満 3 1 3 違 。 
100 以上 ー - - 
(4) 調査 結果 の 県 民 等 へ の 説明 ・ 公 表 
調査 結果 に つい て は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 広報 誌 、 結 果 説明 会 や セミ ナー 等 を 活用 し て 公表 し 、 結 
果 を 説明 し て いま す 。 (図表 3 -39) 
図表 3-39 県 民 等 へ の 調査 結果 等 の 説明 ・ 公 表 の 実施 状況 
H24.3.2 | 有識者 会 議 資料 等 を 県 公式 #-A* - ゲ 上 に 公表 H24.6.30 | 県 医師 会 主催 講演 会 後援 (奥州 市 ) 
H24.3.5 | 調査 対象 者 の 保護 者 へ の 結果 説明 会 (一 関 市 ) H24.7.1 | 同 (一 関 市 ) 
H24.3.8 | 同 (奥州 市 ) H24.7.3 | 県 環境 生活 部 主催 セミ ナー で 説明 (平泉 町 ) 
H24. 3.29 | 調査 結果 グラ フ 等 を *#-A^ - ツ 上 に 公表 H24.7.4 | 同 (奥州 市 ) 
H24. 4.9 県 か ら 県 教委 等 に 対し 放射 線 内 部 被ばく 健 月 H24.7.25 | 一 関 市 主催 研修 会 に 講師 紹介 (有識者 会 議 ) 
影響 調査 結果 周知 依頼 
H24.4.10 | 各市 町 村 教 要 、 県 立 学校 、 私 立 学校 等 に 対し 保 | H24.9.29 | 県 環境 生活 部 主催 ツボ ポジ で 説明 (ЗЕА ПТ) 
護 者 等 へ の 周知 依頼 
H24.5.12 | 県 環境 生活 部 主催 ポジ で 報告 (盛岡 市 H24.9.30 | 同 (平泉 町 ) 
H24.5.16 | 公開 質問 状 に 対す る 回 答 を #-A^"- ジ 上 に 公表 H25.1.26 | 調査 結果 グラ フ 等 を まま - ム へ y 上 に 公表 
H24. 5. 19 | 県 環境 生活 部 主催 ツボ ポジ で 報告 (奥州 市 H25. 2. 17 | 継続 調査 対象 者 の 保護 者 へ の 結果 説明 会 (奥州 市 ) 
H24.5.20 | J (一 関 市 ) H25.2.19 | 同 (一 関 市 (千厩 地区 ) ) 
H24. 5. 22 | 県 南部 市 町 等 行政 関係 者 を 対象 に 説明 会 開催 (一 関 市 H25.2.20 | 同 (一 関 市 ) 
H24.6.3 | 県 環境 生活 部 主催 ツジ 中 で 報告 (盛岡 市 H25.6.16 | 県 環境 生活 部 主催 セミ ナー で 説明 (奥州 市 ) 
H24.6.8 | 県 食 の 安心 ・ 安 全 委 員 会 に お いて 説明 (盛岡 市 ) | H25.9.1 | 同 (一 関 市 ) 
H24.6.15 | 有識者 会 議 評価 結果 等 を いわ て グラ フ へ 掲載 H26.3.5 | 調査 結果 グラ フ 等 を 4-A ム へ - 上 に 公表 
H24.6.26 | 県 環境 生活 部 主催 セミ ナー で 説明 (一 関 市 ) 












































2 学校 等 の 除 染 
(1) ”平成 23 年 度 中 の 低減 措置 
県 立 学校 の 局所 的 な 除 染 作業 の 要 千 等 、 














委託 に より 全 県 立 学 校 の 校 地 内 空間 線量 率 測定 を 実施 し 、 校 庭 等 の 場 有 
し た 。 し か し 、 雨 ど 








健康 に 影響 を 与え る レベ ル で は な いこ と を 確認 し ま 





現況 を 把握 する た め 、 平成 23 年 9 月 か ら 11 月 


に か け て 業者 

















Sv/h UE) を 示し た 箇所 も あっ た た め 、 た だ ち に 立入 制限 等 を 行い 、 
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『 で 文部 科学 省 の 
い の 下 等 局所 的 に 高い 値 (1 и 
平成 23 年 12 H 27 Н 


EE 





安 を 下回り 、 











まで に 高い 





(2) 


(3) 
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値 を 示し た 全て の 県 立 学校 の 除 染 を 完了 し まし た 。 (図表 3-40) 
県 立 学校 に つい て は 、 除 染 完 了 以 降 、 原 則 月 1 回 、 放 射線 量 の 測定 を 行っ て いま す が 、 こ れ ま で の 測 
定 の 結果 、 全 て の 箇所 で 文部 科学 省 の 目安 を 下回っ て いま す 。 



































図表 3-40 平成 23 年 度 中 に 局所 的 な 低減 措置 を 実施 し た 学校 
oeg 測定 E И 





























































































































1 | 前 沢 高等 学校 H23. 9. 15 4 H23. 10. 12 
2 | 一 関 清明 支援 学校 (本 校 ) H23. 9. 29 45 H23. 12. 27 
一 関 清明 支援 学校 ( 山 目 校舎) H23. 9.29 4 H23. 12. 27 
3 | 前 沢 明峰 支援 学校 H23. 9. 29 33 H23.11.8 
4 関 第 一 高等 学校 H23. 9. 27 1 H23.11.9 
5 | 一 関 第 二 高 等 学校 H23. 9. 27 2 H23.12.5 
6 関 工業 高等 学校 H23. 9. 28 2 H23. 11. 15 
7 | 花泉 高等 学校 H23. 9. 28 2 H23.11.16 
8 | 千寿 高等 学校 H23. 9. 30 7 H23.12.6 
千厩 高等 学校 (lH) H23.10.17 6 H23.12.6 
9 | 水沢 高等 学校 H23.10.3 1 H23.11.4 
10 | 水沢 工業 高等 学校 H23.10.3 2 H23.11.7 
合計 109 























「 汚 染 状 況 重点 調査 地域 」 内 の 県 立 学校 の 除 楽 等 

県 で は 、 重 点 調 査 地域 内 (奥州 市 、 一 関 市 ) の 県 立 学校 の うち 詳細 測定 (平成 24 年 6 月 グラ ウン ド 
等 実施 ) の 結果 、 平 均 値 が 0.23 Sv/h 以上 で あっ た 4 校 の グラ ウン ド 等 に つい て 、 国 の 補助 事業 と し 
て 、 環 境 省 の 定め る 「 除 染 関係 ガイ ドラ イン 」 及び 市 の 除 染 作業 方 法 に 準じ て 、 除 染 を 実施 し 、 平成 25 
E5 月 まで に 全て の 学校 の 除 染 を 完了 し まし た 。 (図表 3-41) 
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図表 3-41 汚染 状況 重点 調査 地域 内 で 低減 措置 ( 面 的 ) を 実施 し た 学校 






































1 | 前 沢 明峰 支援 学校 H24. 6.22 0. 28 и Sv/h H25. 4.25 
2 | 一 関 清明 支援 学校 (本 校 ) H24. 6.18 0. 23 u Sv/h H25. 3.27 
3 | 前 沢 高等 学校 H24. 6.22 0. 25 u Sv/h H25. 5.15 
4 | 千厩 高等 学校 H24. 6.19 0. 29 и Sv/h Н25. 3.25 





























県 立 学校 牧草 地 の 除 染 

平成 24 年 2 月 、 県 立 学校 の 農業 教育 実習 で 使用 し て いる 牧草 地 の 牧 草 か ら 、 国 が 設定 し た 飼料 中 の 
放射 性 セン ウム の 暫定 許容 値 (飼料 中 の 放射 性 セシウム の 暫定 許容 値 : 100Bq/kg) を 超え る 放射 性 セ シ 
ウム が 検出 され た た め 、 県 か ら 牧草 地の利 用 自粛 要請 が 出さ れ ま し た 。 

牧草 地 の 除 染 が 必要 と な っ た 県 立 学 校 3 校 (盛岡 農業 高等 学校 、 水 沢 農 業 高等 学校 、 岩 谷 堂 高 等 学校 ) 
に お いて 、 牧 草地 の 除 染 作業 を 行い 、 平 成 24 年 11 月 まで に 3 校 全 て の 除 染 作業 を 完了 し まし た 。 
また 、 遠野 北東 部 と 南部 は 、 国 の 通知 に 基づき 平成 24 年 2 月 21 日 に 牧草 の 利用 自粛 地域 と な り 除 染 
の 対象 と な り ま し た が 、 牧 草 検 査 で 暫定 許容 値 以下 で あっ た 農場 は 除 染 の 対象 外 と な り 牧 草 の 収穫 が 可 
能 な 地域 で し た 。 し か し 、 そ の 後 の 検査 を 踏ま え 、 平 成 25 年 9 月 、 遠 野 北 東部 お よび 南部 に ある 全て 
の 牧草 地の利 用 自粛 要請 が 県 か ら 出 され た こと か ら 、 平 成 26 年 度 中 に 遠野 市 内 県 立 学校 1 校 (遠野 緑 
峰 高等 学校 ) の 牧草 地 の 除 染 作業 を 実施 する 予定 と し て いま す 。 
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3 学校 給食 の 測定 


(1) 県 立 学校 


学校 給食 の より 一 層 の 安全 ・ 




















設置 し 、 平 成 24 年 6 月 か ら 自 校 に お 
応じ て 測定 を 行っ て いま す 。 これ まで 








図表 3-42 給食 測定 の 対象 等 


図表 3-43 県 立 





安心 確保 の た め 、 

















自 校 で 給食 調理 を 実施 し て い 
お ける 食材 の 測定 の ほか 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依頼 に 


る 県 立 学校 に 測定 機器 を 





で に 、 基 準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 (図表 3 -42、43) 











【 特 別 支援 学校 8 校 】 





盛岡 視覚 支援 学校 、 








【 夜 間 定 時 制 高校 3 校 】 


等 支援 学校 、 花 巻 清 風 支援 学校 、 


前 沢 明峰 支援 学校 、 





盛岡 聴覚 支援 学校 、 
久慈 拓 陽 支援 学校 、 気 仙 光 陵 支援 学校 


盛岡 と な ん 支援 学校 、 盛岡 峰 南 高 

















杜 陵 高等 学校 、 


盛岡 工業 高等 学校 、 金 石 高等 学校 























・ 流 通 市 場 を 通じ な い 食 材 (産地 直売 所 や 
































で 給食 に 使用 予定 か つ 使 























] 量 の 多い 食材 














・ 児 童 生徒 へ の 提供 後 の 全 


校 給食 等 (寄宿 舎 に 








回 人 農家 な どか ら 


お ける 提供 食 を 含む ) [H25. 2. 27 か ら 開 始 ] 


直接 仕入れ る 地場 産物 (野菜 類 ) 等 ) 





セシウム 134、 セ シウム 137 





な っ た 場 


í 1 Е 2 以上 が 検出 され た 場 
、 給 食 食材 と し て 使 o 























県 の 検査 機関 で 精密 検査 を 実施 し 、 基 準 値 を 超え る 結果 と 














а= t аа 








私 立 保育 園 等 の 依頼 





こ 応じ 測定 を 実施 。 








学校 設置 測定 機器 に よる 測定 結果 








成 24 年 度 47 61 


108 0 























3 他 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
平成 25 年 度 15 1,044 1, 059 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 




















(2) 市 町 村立 学校 

































































県 で は 、 平 成 23 年 度 に 市 町 村 が 検査 体制 整備 の た め に 機器 を 購入 する 際 の 費用 を 助成 する 補助 金 制 
度 を 創設 し 、20 市 町 村 が 補助 金 を 活用 し 測定 機器 を 平成 24 年 8 月 まで に 整備 、 順 次 測定 を 開始 し て い 
ます 。 ま た 、 県 の 補助 制度 を 活用 せ ず 、 市 町 村 独 自 に 測定 機器 を 整備 し た 市 町 村 に お いて も 、 測 定 を 実 
施し て お り 、 全 部 で 29 市 町 村 に お いて 測定 が 実施 され て いま す 。 

な お 、 県 で は 、 平 成 24 年 度 ~ 平 成 25 年 度 に お いて 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 提 供 後 給食 の 放射 性 物質 


濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 実施 し 、 全 て の 検査 に お いて 、 放 射 性 物質 (放射 性 
E セ シウム 137) は いずれ も 検出 され ませ ん で し た 。 (図表 3 -44) 





ョ ヨウ素 131、 放 射 性 セン ウム 134, 放射 必 


図表 3-44 学校 給食 モニ タリ ング 事業 に お ける 検査 結果 
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E 成 | 紫波 町 学校 給食 シン ター 9 | FRH 不 検出 不 検出 
24 年 度 | 大 船 濾 市 立 越 豆 来 学校 給食 共同 調理 場 | 平成 2 年 10 月 | 9 | TAH 不 核 出 不 検出 
大 査 町 学校 給食 セン ター 時 9 | FRE 不 検出 FRE 
普代 村 学 校 給食 共同 調理 場 平成 25 年 2 月 | 9 | WH 不 検出 不 核 出 
岩手 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 9 | FRE кен FRE 
平 成 | 紫波 町 学校 給食 セン ター 15 | FRH 不 検出 кан 
25 年 度 | 大 船 渡 市 立 越 喜 来 学 校 答 食 共同 请 理 场 | 平成 25 年 5 月 | 15 | “Bi 不 重出 ТАН 
大 杉町 学校 給食 セン ター 15 | FRE FRE кан 
普代 村 学 校 給食 共同 調理 場 平成 26 年 2 月 | 15 | 不 検出 不 検出 кен 
岩手 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 15 | FRE кен FRE 























※ 検 出 限界 値 : 各 核種 1 Bq/kg 





(3) 私 立 学校 
県 内 私 立 学校 に お いて も 、 各 学校 設置 者 が 必要 | 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


E REK 
の 測定 を 実施 


第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


1 農林 水産 業 等 

(1) 風評 被害 の 発生 状況 

県 は 、 県 産 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 
国 の 出荷 制限 指示 等 に 基づき 、 出 荷 団体 等 に 対し て 出荷 を 差し 控え る よう 要請 し て いま す 。 
国 の 出荷 制限 指示 を 受け て いる 品目 は 、 平 成 26 年 3 月 31 日 現在 、 牛 肉 、 原 木 生 し いた け 、 山 菜 類 な 
16 品目 、 県 が 出荷 自粛 要請 を 行っ て いる 品目 は 乾 し いた け な ど 11 品目 と な っ て いま す 。 
風評 被害 は 、 稲 わら か ら 放 射 性 セン ウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 県 産生 肉 の 枝肉 単価 の 低 
下 が み られ 、 そ の 後 、 大 豆 や 小麦 の 農産 物 、 和 牛乳 ・ 乳 製品 、 生 し いた け 、 電 し いた け 、 山 菜 ・ き の こ 類 
等 の 林産 物 、 ソ イ 類 、 マ ダラ 等 の 水産 物 に お いて も 被害 が み ら れ まし た 。 (図表 3 -45) 
平成 26 年 3 月 現在 、 和 牛肉 及び 生 し いた け の 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 し て いま す が 、 乾 し 
いた け の 価格 は 現在 も 原発 事故 前 の 3 割 程度 の 水準 で 低迷 し て お り 、 わか め 等 の 海藻 類 は 、 依然 と し て 
取引 が 縮小 し た まま に な っ て いる な ど 、 風 評 被害 が 続い て いま す 。 
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図表 3-45 農林 水産 物 に お ける 風評 被害 の 発生 事例 

















































































































































































































































































































































































































稲 わ ら か ら 放 射 性 セン ウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 風 評 被害 等 に より 県 産生 肉 の 枝肉 単価 
| 牛肉 は 低下 し 、 出荷 制限 一 部 解除 後 の 10 月 平均 価格 で 、 対 22 年 比 で 約 3 割 下落 する な どの 風評 彼 害 を 受け 
ра た が 、 県 産 肉 用 牛 の 全 頭 検査 の 実施 や 速やか な 結果 の 公表 、 卸 売 市 場 の バイ ヤー 等 と 生産 者 の 交流 等 を 
物 通じ た 安全 性 の アピール に より 、 原 発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 し て いる 。 

和牛 乳 ・ 取引 中 止 に よる 販売 数 量 の 減 (原発 事故 前 の 71~89% に 減 ) の ほか 、「 消 費 者 は 東日本 の 生産 物 を 購 
乳 製品 買 し な い 」 と の 理由 で 店 頭 か ら の 排除 され た 事例 が ある 。 
„| kE 平成 23 年 度 以降 、 落 札 価格 が 全国 平均 より 低かっ た が 、 人 徐々 に 価格 は 回 復 基調 に ある (入札 取引 価 
ОНИ 格 (H25. 1 ) : 全国 平均 7, 759 円 /60kg 岩手 6, 728 円 、 福 岡 8, 461 円 )。 
Морж 岩手 産 で の る こと を 理由 と し た 取引 停止 (販売 額 が 約 1, 000 SARA) ТЕЛА, RRE E SRE 
契約 (購入 希望 数 量 ) は 24 年 産 に 比べ 約 1 千 トン (12%) 減少 する な どの 被害 を 受け た 事例 が ある 。 
県 内 の 生 し いた け の 価格 は 、 原 発 事 故 前 に 比べ て 80% 台 で 推移 (平成 24 年 度 )。 平成 25 年 8 月 の 市 
場 価格 は 、22 年 比 95% (全国 平均 の 91%) と 回 復 基 調 に ある 。 
原木 平成 24 年 4 月 、 5 月 に 出荷 制限 指示 が 相次ぎ ず 、 ま た 、 こ の こと が 新聞 で も 4 月 に 報道 され た こと を 
し いた け | きっ か け と し て 、 出 和 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 市 町 村 以 外 の も の で も 、 放射性 物質 の 検査 要請 や 実需 者 









































か ら 納 品 休止 され る な ど 受 注 が 減少 し て いる 事例 や 、 一 部 の 取引 先 か ら 当 該 県 産 も の は 販売 に 苦慮 し て 
\ る と の 要請 を 受け 販売 価格 を 下げ た 事例 が ある 。 

県 内 で 食品 の 基準 値 を 超え た こと は な い が 、 顧客 が 減り 販売 額 が 大 きく 減少 し た 事例 が 多数 確認 され 
菌 床 て お り 、 東京 都 中 央 外 完 市 場 過去 3 年 対比 の 価格 に つい て も 、 県 内 の 一 部 の 市 町 村 で 乾 し いた け の 出 
林 | し いた け | 人 目下 要 請 が あっ た 平成 24 年 2 月 14 日 か ら 平 成 24 年 8 月 まで 20~42% と 大 きく 下落 し て いる 。 

産 = 出荷 量 に つい て は 、 連 続 し て 発生 させ る た め 、 価 格 が 下落 し て も 短期 間 の 生産 量 の 調整 が 難し いた め 
物 噌 加 し て いる 月 が 多く な っ て いる が 、 出 荷 額 に つい て は 、 平 成 23 年 8 月 以降 減少 し 続け て いる 。 
平成 24 年 2 月 に 一 部 の 市 町 村 で 食品 の 暫定 規制 値 (500Bq/kg) を 超え た こと を きっ か け に 、 該 当 市 
町 村 の みな ら ず 、 全 県 的 に 出荷 量 、 価 格 と も 落ち 込み 、 原 発 事故 前 に 比べ て 約 2 割 ま で 下落 し た 。 (E 
成 25 年 度 ) 
野生 の 山菜 ・ き の こ 類 に つい て 、 平 成 24 年 4 月 に 一 部 市 町 村 の 山菜 、 同 年 10 月 に 一 部 市 町 村 の 野 4 
きのこ に 出荷 制限 指示 等 が 相 次 ざ ず 、 ま た 、 こ の こと が 新聞 で も 5 月 に 報道 され た こと を きっ か け に 、 多 
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И a | く の 直売 所 の 来客 者 が 浅 少 し て ね お り 、 現 地 調 査 を 行っ た 直売 所 に お いて は 、 来場 者 が 月 平均 約 20% 減 少 
SE | し 、 山菜 だ け で な く 、 他 の 商品 に も 影響 が あり 売上 げ は 約 30% 減 少し た 。 ま た 、 放射性 物質 栓 査証 明 書 


















































に つい て 、 出 荷 制限 品目 で な いも の に つい て も 要求 され る 事例 が ある 。 
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図表 3-45 農林 水産 物 に お ける 風評 被害 の 発生 事例 








N 





県 は 、 釜 石 海域 の クロ ソイ に つい て 、 基 準 値 を 超過 する 放射 性 セシウム が 検出 され た こと か ら 、 平 
成 24 年 6 月 1 日 付け で 水揚げ 自粛 を 要請 し た (同年 7 月 1 日 付け で 解除 )。 
・ 一 連 の 報道 等 が クロ ソイ を 含む ソイ 類 全 般 の 消費 不振 を 招き 、 釜 石 魚 市 場 で は 、 自 粛 要請 が 解除 さ 
れ た 同年 7 月 1 日 以降 も 、 ソ イ 類 の 取引 価格 が 長期 間 低 迷 し た 事例 が ある 。 
・ 国 は 、 平 成 24 年 5 月 2 日 付け で 三陸 南部 沖 海域 〔 宮 城 県 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む )]、 同 
年 8 月 27 日 付け で 青森 県 沖 太平 洋 海域 に つい て マダ ラ の 出荷 制限 を 指示 し た 。 
マダ ラ ・ 本 県 海域 (三陸 北部 沖 海域 ) に つい て は 、 基 準 値 の 超過 事例 が 一 件 も な く 、 国 か ら 出 和 荷 制限 が 指示 
され る こと は な か っ た が 、 一 連 の 報道 等 が マダ ラ の 消費 不振 を 招き 、 県 内 の 全 魚 市 場 で は 、 同 年 5 月 
以降 、 マ ダラ の 取引 価格 が 長期 間 低 迷 し た 事例 が ある 。 
2777427 放射 性 セン ウム 23Bq kg の 検出 事例 が あっ て 以降 、 放 射 性 物質 汚染 を 避け る 操業 工夫 を 行っ て いる 
= (097) た め 、 非 効率 で 漁獲 量 が 減少 し た 事例 が ある 。 
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物 震 災 に よっ て 、 関 西 圏 等 で は 、 そ れ ま で 本 県 産 の 取扱 いで あっ た も の が 、 他 産地 産 (鳴門 、 中 国 ・ 韓 
海藻 類 国 ) に 切換 えら れ 、 本 県 産 の 供給 が 可能 と な っ た 後に お いて は 、 放 射 性 物質 へ の 懸念 な ど を 理由 に 、 依 
然 、 間 屋 や 小売 店 と の 取引 き が 縮小 し た まま と な っ て いる 。 








県 は 、 磐 井川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 衣 川 ・ 盤 井川 の ヤマ メ 、 気 仙川 ・ 胆 沢川 ・ 砂 鉄 川 ・ 大 川 の ウグイ 
に つい て 、100Bq/kg (平成 24 年 4 月 1 日 以降 の 基準 値 ) を 超過 する 放射 性 セン ウム が 検出 され た こ 
と か ら 、 同 年 3 月 29 日 付け で 、 同 年 4 月 1 日 以降 の 採 捕 自粛 を 要請 し た 。 
Ji% ・ その 後 、 国 は 、 同 年 5 月 8 日 付け で 磐井 川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 同 年 5 月 11 日 付け で 大 川 ・ 四 十 四 

і ダム より 下流 の 北上 川 (支流 を 含む ) の ウグイ 、 同 年 6 月 12 日 付け で 気仙 川 の ウグイ に つい て 、 
出荷 制限 を 指示 し た 。 

県 内 水面 漁 連 が 発行 する 県 内 共通 遊漁 券 に つい て は 、 出荷 制限 を 受け て いな い 河 川 で も 使用 で きる 
が 、 一 連 の 報道 等 が 全 県 的 な 遊漁 客 離 れ を 招き 、 同 年 の 発行 枚数 が 大 幅 に 減少 し た 事例 が ある 。 









































































































































































































































(2) 風評 被害 対策 の 取組 状況 
県 で は 、 原発 事故 発生 後 か ら 、 県 産生 肉 の 安全 安心 の 確立 や 牧草 地 再生 の 取組 を 進め る と と も に 、 県 
産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 の 取組 や 魅力 を PR し 、 販 路 回 復 ・ 拡 大 を 図る 取組 を 行っ て いま す 。 ま た 、 
市 町 村 や 生産 者 団体 が 消費 者 に PR する 取組 や 産直 施設 等 が 東京 電力 へ 損害 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 
な どの 取組 を 行っ て いま す 。 (図表 3 -46) 
















































































図表 3-46 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (農林 水産 業 等) 








安全 安心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 し 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 に 対す る 消費 者 









































































































































県 産 牛 肉 安 全 安 平成 23 の 不安 等 を 解消 する た め 、 和 牛肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 と 結果 の 公表 の ほか 、 生 産 者 が 

ЛЕКА | 定席 > | 参加 し て の 、 県 内 外 で の 県 産生 の 販売 促進 活動 な どの 風評 被害 防止 対策 を 実施 。 

ЕЕ в 平成 24 年 度 か ら 現在 まで の と ころ 、 Е Š 
て お ら ず 、 風 評 被害 対策 の 取組 効果 も あり 市 場 価 格 は 原発 事故 前 の 水準 に 回 復 。 

\ わ て 型 牧草 地 | 平成 24 て 県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い草 地 ( 酷 農 50Bq/kg 以下 、 ое 


















































生 对 策 事 业 28 年 度 象 に 、 風評 被害 対策 と し て 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め の 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 。 
・ 平成 23 年 度 は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 後 、 生 産 量 が 大 きく 落ち 込ん だ 水産 物 な ど 本 県 産 

品 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る こと を 目的 に 、 本 県 農林 水産 物 の 品質 の 高 さ や 安全 性 、 

彼 災 地 の 復 旧 状 況 な が ど を PR する た め 、 量 販 店 や 自治 体 、 企 業 か ら 協 力 を 得 て 復興 フ 














































































































i 平成 23~ ェ ア 等 を 開催 ・ 対 応 。 
事業 МЕ | 24 年 度 | ・ 平成 24 年 度 は 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 や 生産 者 の 一 生 懸 命 な 姿 を PR 
z する ポス ター を 作成 し 、 そ の 安全 安心 を 広く 発信 する と と も に 、 流 通 業者 に 安全 性 を 



































訴え 販路 を 確保 し て いく た め の 商 談 会 の 開催 の ほか 、 生 産 者 団体 と 連携 し た 試食 販売 
な どの 消費 者 へ の PR 活動 を 実施 。 
県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 を 防止 する と と も に 、 縮 小 し た 県 産品 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 
を 図る た め 、 各 種 広告 媒体 等 を 利用 し た 安全 安心 な 県 産 農林 水産 物 の PR や 首都 園 等 で 
‘いわ て ブラ ンド | 平成 25 | の 商談 会 開催 等 の 取組 を 強化 する た め 、 新 た に 女性 誌 等 を 通じ て 安全 に 対す る 岩手 の 姿 
生 推 進 事 業 勢 を アビ ピール し 、 消 費 者 の 購買 行動 に つなげ て いく と と も に 、 実 需 者 等 を 招 際 し た 産地 
見 学会 を 開催 する な ど 、 県 産 農 林 水 産物 の 信頼 を 取り 戻し 、 生 産 者 が 意欲 を 持っ て 生産 
活動 を 行っ て いく こと が で きる よう 取り 組ん だ 。 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 
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肖 費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 | 




















いわ て 農林 水産 
物 消费 者 理解 增 | 年度 ~ 
進 対 策 + 

















を 払拭 し 、 産 地 と し て の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 消 
費 者 庁 所 管 の 地方 消費 者 行政 活性 化 交付 金 を 活用 し 、 市 町 村 や 生産 者 等 が 主体 と な っ た 
県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 に 対す る 消費 者 の 理解 増進 を 目的 と し た フェ ア 等 の 開催 経 
費 を 支援 。 (市 町 村 15 件 、 生 産 者 団体 15 件 で 実施 ) 
・ 平成 24 年 度 に 産直 施設 等 が 東京 電力 に 対し て 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 と し て 、 

























































































































































































東 

京 電力 の 出席 を 求め た 説明 会 (個別 相談 会 含む ) を 計 19 回 、 県 内 各地 域 で 実施 。 
平成 24 | ・ 平成 25 年 度 は 、 本 庁 関係 各課 、 広 域 振興 局 及 び 農 林 振 興 セ ンタ ー の 農林 水産 担当 課 
年 度 ~ に 問い 合わ せ 窓 口 を 設置 。 
平成 25 年 4 月 に は 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 に 対 し 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 説明 
会 を 実施 する と と も に 、 産直 や 水産 加工 業者 等 を 対象 と し た 説明 会 を 沿岸 の 市 で 実施 。 






































その 他 



























































(3) 消費 者 の 信頼 回 復 の 取組 

東日本 大 震 災 津波 や 、 原発 事故 に よる 風評 被害 で 減少 し た 県 産 農 林 水 産物 の 国内 外 に お ける 販売 額 の 
回 復 と 拡大 に 向け て 、 県 内 外 の 消費 者 に 対す る 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 の 情報 や 知事 メッ セー ジ の 発信 
の ほか 、 国 内 外 で の 知事 等 に よる トッ プ セ ー ル ス に 取り 組ん で いま す 。 (図表 3-47) 
消費 者 の 信頼 回 復 に 向け た 取組 の 成果 は 、 プ レ ゼ ント キャ ン ベ ペー ン に 除 し て 、 全 国 の 消費 者 を 対象 と 
し て 実施 し た 県 産 農 林 水 産物 の 利用 意向 アン ケー ト の 結果 に 表れ て お り 、 平 成 24 年 度 (25 年 2 月 ) の 
取組 前 は 、「 よ く 利 用 する 」129%、「 た ま に 利 用 する 」499%、「 利 用 し て いな い ・ 利 用 し た こと が な い 」 
399%% で あっ た の に 対し て 、 取 組 後 は 「 ぜ ひ 利 用 し た い 」679%、「 た ま に 利 用 し た い 」319%%、「 利 用 し た く 
な い 」0.29%、「 ど ちら と も いえ な い 」 2 % と いう 結果 で し た 。 25 年 度 に も 同様 の 取組 (25 年 9 月 ) を 
行っ て お り 、「 ぜ ひ 利 用 し た い 」649%%、「 た ま に 利 用 し た い 」30% と 、 利 用 意向 を 示し て いる 消費 者 は 
90% 台 で 推移 し て いま す 。 (図表 3 -48) 

これ ら の 取組 を 受け て 共感 で きた 項目 は 、「 岩 手 の 生 産 者 の 一 生 懸命 な 姿勢 」(649%) と 「 岩 手 の 食材 
の 良さ 」(62%) で 多く 、「 岩 手 の 安全 安心 へ の 対策 」459%%、「 特 に な し 」 29% と いう 結果 で し た 。 

県 が 毎年 実施 し て いる 「 県 民生 活 基 本 調査 」 に よる と 、 例 年 、 県 民 の 約 90% が 、 県 産 農林 水産 物 の 
利用 を 志向 し 、 そ の 理由 に 、 新 鮮 さ 、 安 全 ・ 安 心 、 李 節 感 な ど を あげ て いま す の で 、 県 内 外 に お いて 、 
消費 者 の 理解 が 進ん で いる と 推 祭 され ます 。 

な お 、 大 消費 地 で ある 東京 都 と 大 阪 府 の 別に 、 消 費 者 の 信頼 回 復 に 向け た 取組 前 の 利用 意向 を みる 
と 、 東 京都 で は 「 よ く 利 用 する 」16%、「 た ま に 利 用 する 」61%、「 今 は 利用 し て いな い ・ 利 用 し た こと 
が な い 」239%% で し た が 、 大 阪 府 で は 「 よ く 利 用 する 」79%、「 た ま に 利 用 する 」399%、「 今 は 利用 し て い 
な い ・ 利 用 し た こと が な い 」55% と いう 結果 で し た 。 こ れ に 対し て 、 取 組 後 の 状況 に つい て 、 平 成 25 
年 9 月 の 結果 を みる と 、 東 京都 で 「 ぜ ひ 利 用 したい 」75%、「 た ま に 利 用 し た い 」219%、「 利 用 し た く な 
い ・ ど ちら と も いえ な い 」3%、 大 阪 詩 で は 「 ぜ ひ 利 用 し た い 」61%、「 た ま に 利 用 し た い 」27%、「 利 
1] し た く な い ・ ど ちら と も いえ な い 」119% と いう 結果 で し た 。 特に 大 阪 詩 で は 、24 年 度 調査 で 「 利 用 
し た く な い ・ ど ちら と も いえ な い 」 が 59% で あっ た 値 が 増加 し て いま す の で 、 関 西 圏 で の 消費 者 の 信頼 
回 復 に 向け た 取組 の 強化 が 必要 と 考え て いま す 。 

また 、 平 成 25 年 度 に は 、 市 町 村 や 生産 者 団体 が 首都 圏 等 で 行う 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 の 確保 に 係 
る 取組 の PR 経費 等 に 対し て 、 地 方 消費 者 行政 活性 化 交 付 金 (消費 者 庁 ) を 活用 し た 支援 を 実施 し まし 
た (いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 )。15 市 町 村 、15 生産 者 団体 が 首都 圏 等 に お いて 、 消 費 
者 の 理解 増進 に 取り 組ん だ 結果 、88% の 消費 者 が 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 農林 水産 物 等 一 次 産品 を 「 ま た 利 
1] し た い 」 と いう 意向 を 示し て いま す 。 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 


図表 3-47 消費 者 の 信頼 回 復 と 販路 の 回 復 ・ 拡 大 に 向け た 取組 概要 






「 安 全 に po 消費 者 の 購 



























































目 HH. 
Cup ЕК | 買 行 動 に つなが る よう な 情報 発信 を 実施 (生活 情報 вода | 。 Е 
EMOR: | へ の 記事 掲載 、 駅 や 空港 で の ポス ター 掲示 、 ミ ニー 番組 放送 等 に 
情報 発信 等) 
Z 消費 者 を 対象 と し た 取組 
子供 を 持つ 40 代 以 下 の 女 性 な どの 消費 者 を 対象 に 、 首 都 圏 等 の 









































飲食 店 と 連携 し た プロ モー ショ ン の 実施 や 中 京 圏 の 量販 店 で の 岩 1 18 19 
手 県 フェ ア の 開催 、HP「 い わ て 食 財 倶楽部 」・ フ ェ イ ズブ ッ ク 「 い 
а ВОН わ て 食 時 サポ ボー ター 通信 」 で の 情報 発信 等 
イ 実需 者 を 対象 と し た 取組 
首都 閣 の 流通 業者 等 を 対象 と し た 「 い わ て 食 の 商談 会 」 や 著名 料 18 аР 
理 人 等 在 招聘 LTOD 「 産 地 見 学会 」 の 開催 、 広 域 振興 局 と 連携 し 
こ ミ ニー 商談 会 の 開催 、 実 需 者 向け カタ ログ の 更新 等 
③ 知 事 等 に よ 食 の 大 商談 会 や いわ て 和牛 の 集い な ど で 知 事 、 副 知事 に よる トッ プ 
る トッ プ セ ー | セー ルス を 実施 6 8 7 
ノレ ス 
注 ) 平成 28 て 24 年 度 : いわ て 食材 販路 回 復 拡大 推進 事業 、 県 産 和牛 肉 安全 安心 確立 緊急 対策 事業 
25 年 度 : いわ て ブラ ンド 再生 推進 事業 、 県 産生 肉 安全 安心 確立 忠 急 対策 事業 











































































































































































































_ 図表 3-48 





消費 者 の 信頼 回 復 に Mo Ane ETE 林 水 産物 利用 意向 の 推移 





① よ く 利 用 する 12% | ① ぜ ひ 利 用 し た い 67% 64% 











































































































② た ま に 利 用 する 49% | ② た ま に 利 用 し た い | 31% 30% — 
⑨③ 今 は 利用 し て いな い ¿LI (b CT TE 2868 
% | こく な い . 4% . 2% — ~ 一 -一 一 

の 利用 し た こと が な い 39 ③ 利 用 し た く な v 0.4 0.2 
④ ど ちら と も いえ な い | 2% 6% HP いわ て 食 財 倶楽部 」 





の バナ ー 広 告 ( 例 ) 


2 商工 業 ・ 観 光 業 
(7 風評 被害 の 発生 状況 
ア 商工 業 
食品 加工 業 な ど を 中 心 に 岩手 県 で 生産 され た 製品 の 
の 風評 被害 が か あり 、 ま た 、 輸 出 の 際 の 放射 線 検査 証明 書 
3 -49) 
イ 観光 業 
本 県 へ の 観光 客 の 入 込 に つい て は 、 現 在 、 ほ ぼ 震 災 前 の 水準 に あり ます 。 し か し な が ら 、 外 国人 
観光 客 に つい て は 、 事故 直後 か ら 、 放射 性 物質 の 影響 の 懸念 に より 、 海外 か ら の 観光 客 の キャ ン セ ル 
な ど 外 国人 観光 客 が 減少 し 、 未 だ 回 復 途上 に あり ます 。 
また 、 ・ 高 校生 の 修学 旅行 は 、 宮 城 県 な ど 、 近 県 か ら の 入込み が 増加 し 、 総 数 は 岩 災 前 と 同 程 
E (平成 24 年 201, 518 人 、5.0% 増 (平成 22 年 比 )) と な っ て いま す が 、 震 炎 前 に 約 4 割 を 占め て い 
た 北海 道 か ら の 修学 旅行 は 、 回 復 途 上 に あり ます 。 (図表 3 -49) 





い 控 え や 出荷 時 の 放射 線 検査 費用 が 高 む 等 
の 交付 な どの 費用 が 発生 し て いま す 。 (図表 


































































































(2) 風評 被害 対策 の 取組 状況 
商工 業 に お いて は 、 首 都 圏 で の 物産 展 へ の 出展 を 通じ た 事業 者 の 販路 開拓 を 支援 する な ど し て 風評 の 
払 し ょ くに 取り 組ん で いる と ころ で あり 、 引 き 続 き 、 前 向き な 情報 発信 を し つつ 、 事 業者 へ の 新た な 販 
路 開拓 に 取り 組ん で いき ます 。 
観光 業 に お いて は 、 風 評 被害 対策 の 取組 み を 行う ほか 、 平 成 24 年 4 月 て 6 月 の いわ て デス ティ ネー 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


ショ ン キ ャ ン ペ ー ン や 平成 25 年 4 月 て 9 月 に 放映 され た NHK 連続 テレ ビ 小 説 「 あ まち ゃ ん 」 の 効果 な 
ども あり 、 徐 々 に 震 災 前 の 水準 に 戻り つつ ある と ころ で す が 、 引き続き 、 観光 情報 等 の 発信 に 取り 組み 
つつ 、 キ ャ ン ペ ー ン 等 に よる 風評 の 払 し ょ く 、 いわて へ の 観光 の リピ ー タ ー を 増やす こと な ど に 取り 組 
ん で いき ます 。 (図表 3 -50) 

また 、 損害 賠償 等 に 係る 相談 窓口 を 設け て 対応 する と と も に 、 楽天 株 式 会 社 と の 連携 に より 開設 し た 
自治 体 ブ ログ 「 イ ー ハ トー ブロ グ 」 に より 、 い わ て の 観光 ・ 物 産 情 報 に つい て 、 広 域 振 興 局 等 に 臨時 職 
員 (ライ ター) を 配置 し 、 現 場 で の 取材 に 基づき 記事 を 作成 し て 情報 発信 し て いま す 。 


















































図表 3-49 商工 業 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 























商工 业 | 取引 先 の 変更 、 買 い 控 え 等 の 風評 被害 あり 。 出 荷 時 の 検査 費用 の 増加 。 
人 商工 団体 を 通じ し た アン ケー ト 調 査 結果 (H25.3.31 時 点 ) 

・ 商 工業 119 者 被害 額 約 20 億 4 千 万 円 。 
・ 風 評 被 害 に よる 取引 先 変更 や 停止 、 買 い 控え 、 単 価 下落 等 に よる 収入 減 が 約 17 億 6 千 万 円 、 顧 客 ・ 取 引 先 
か ら の 要請 に 応じ て 実施 する 検査 費用 や 検査 機器 購入 等 の 費用 増加 が 約 2 億 7 千 万 円 













































































観光 業 | 修学 旅行 客 や 海外 か ら の 観光 客 の 減少 等 に よる 団体 客 の キャ ン セ ル 、 入 込 客 の 減少 等 
介 商 工 団体 を 通じ た アン ケー ト 調 査 結果 (H25.3.31 时 点 ) 

・ 観 光 業 60 者 被害 額 約 12 億 3 千 万 円 。 
団体 キャ ン セ ル 等 に 伴う 収入 減 が 約 12 億 2 千 万 円 、 除 染 ・ 修 繕 等 の 費用 増加 が 約 1 千 万 円 
・ 外 国人 観光 客 は 、 原発 事故 直後 、 各 国 か ら 日 本 渡航 に 関す る 自粛 勧告 が 出さ れ た が 、 平 成 23 年 6 月 に は 解除 

され た 。 し か し な が ら 、 入 込 数 で 見 る と 、 平成 23 年 は 71.5% 減 (平成 22 年 比 ) の 28, 737 人 、 平成 24 年 は 53.6% 
減 (平成 22 年 比 ) の 46, 841 人 と 未だ 回 復 途上 。 

・ 教 育 旅行 (中 ・ 高 校生 の 修学 ОМКА Т 平成 22 年 比 ) 00130, 985 人 、 平 成 24 年 は 5.0% 
増 (平成 22 年 比 ) の 201, 518 人 と ほぼ 回 復 。 し か し 、 岩 災 前 に 約 4 割 を 占め て いた 北海 道 か ら の 修学 旅行 は 
平成 23 年 は ほぼ 皆 減 、 平 成 24 年 は 78.49% 減 (平成 22 年 比 ) の 17, 066 人 、 平 成 25 年 は 42.8% 減 (平成 22 年 比 ) 
の 45, 360 人 と 回 復 途上 。 
・ 全 体 と し て 、 こ れ ま で の 風評 被害 対策 の 取組 や 、 い わ て デス ティ ネー ショ ン キ ャ ン ペ ベー ン や これ に 続く 「 う 
まっ いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン 」、 平 成 25 年 4 月 て 9 月 に 放映 され た NHK 連 続 テ レビ 小説 「 あ まち ゃ ん 」 の 
効果 も あり 、 ほ ぼ 岩 災 前 の 水準 に 回 復 。 































































































































































































図表 3-50 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (商工 業 ・ 観 光 業 ) 




















商工 業 | ・ 首都 圏 等 で 開催 され る 各種 物産 展 等 に 出展 し 、 事 業者 の 販路 開拓 を 支援 する と と も に 、 い わ て の 文化 ・ 食 
を 楽し く 体 験 で きる ブー ス を 設置 し 、 県 産品 へ の 興味 喚起 を は か る 。 

・ 「 楽 天 市 場 」 内 に 「 岩 手 県 物産 展 」 ベ ペー ジ を 開設 、 高 島屋 日 本 橋 店 で の 「 大 いわ て 展 」 と 時 期 ・ 内 容 を 
動 さ せ 、 消 費 者 へ 重層 的 に 訴求 

・ 首都 園 に お ける 販路 開拓 支援 の た め 、 東 京 の 県 アン テ ナ シ ョ ッ プ 「 い わ て 銀河 プラ ザ 」 内 イベ ント コー ナ 
ー を 市 町 村 ・ 商 工 団体 等 に 提供 
いわ て 銀河 プラ ザ 15 周年 祭 と 時 期 を 合わ せ 、 ソ ニー スク エア で の 「 う まっ ! いわ て 」 県 産品 PR イベ ント 
を 実施 
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観光 業 | ・ 「 う まっ ! いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン 」 を 展開 し 、 平 泉 の 集客 力 、 い わ て DC の 誘客 効果 の 維持 拡大 を 図り 
な が ら 、 風 評 の 払 し ょ く と リピ ビー ター の 確保 に 取組 む 。 

・ 首都 圏 、 北 海道 及び 関西 圏 に お いて 開催 し た 教育 旅行 商談 会 に お いて 、 市 町 村 ・ 団 体 等 と 連携 し な が ら 教 
育 旅行 の 誘致 に 取組 む 。 

・ 三陸 観光 再生 事業 (平成 25 年 度 新規 ) 

震 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 の 誘致 促進 、 受 入 態 勢 の 整備 

いわ て 希望 の 旅 誘客 促進 事業 費 (平成 25 年 度 新規 ) 

いわ て DC の 診 客 効果 の 維持 ・ 拡 大 に 向け 、 継 続 し た 宣伝 ・ 誘 客 を 実施 
お 客 様 に 選ば れる 観光 地 づ くり を 促進 する た め 、 地 域 の 取組 を 支援 
国際 観光 推進 事業 費 (平成 25 年 度 新規 ) 

東 ア ジア 圏 ・ 豪 州 ・ASEAN に 対し 、 海 外事 務 所 の 活用 等 に より 和 観光 情報 の 発信 、 旅 行商 品 の 造成 、 販 
売 促進 を 実施 
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その 他 | 商工 ・ 観 光風 評 対策 緊急 事業 費 (平成 25 年 度 新規 ) 
損害 賠償 に 係る 事業 者 の 相談 窓口 を 県 庁 に 設置 、 ブ ログ 等 を 活用 し 、 観 光 ・ 物 産 の 情報 を 発信 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 


第 6 節 情報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 の 取組 状況 


1 情報 発信 ・ 普 及 啓 発 の 取組 状況 
(1) 情報 発信 の 取組 状況 
県 で は 、 原発 事故 発生 以降 、 県 民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 や 放射 線 影響 対策 の 実施 状況 
な ど を お 知ら せ す る と と も に 、 県 内 外 に お ける 風評 被害 発生 を 防止 し て いく た め 、 広 報 紙 や ホー ムペ ベー 
ジ な ど 各 種 媒 体 を 活用 し て 情報 発信 を 行っ て いま す 。 (図表 3 -51) 





















































図表 3-51 媒体 ご と 情報 発信 の 実施 状況 ( 主 な も の ) 





























































































































































































































































































































































































































































































































I _ 媒 体 等 sl 
広報 誌 | 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 | 放射 線 の 基礎 知識 、 本 県 の 現状 や 対策 等 を 定期 的 に 紹介 
ポー タル サイ ト 放射 線量 測定 結果 、 食 品 検査 結果 、 国 ・ 県 ・ 市 町 村 等 の 取組 、 イ ベン ト 情 
「 環 境 放射 能 に 関す る 情報 」 報 等 の ペー ジ を リン ク 
環境 放射 能 モ ニタ リン グ シ ステ | 県 内 10 箇所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト の 測定 結果 を リア ル タ イ ム に 分 
ム か りや すく 表示 (地図 表示 、 グ ラフ 表示 ) 
県 民 に 関心 の 高い テー マ 、 季節 の テー マ の 特集 ペー ジ を ポー タル サイ ト 「 環 
いわ て の 今 境 放射 能 に 関す る 情報 」 内 に 「 い わ て の 今 」 と いう コー ナー を 設け 掲載 (ZE 
イン タ 活 空 間 、 食 品 、 健 康 、 野 生 山菜 、 野 生き の こ ) 
ー ネ ュ 実施 し た 放射 線量 測定 ・ 食 品 全 P ふか на. RH ES 
~ 放射 線 測定 結果 検索 シス テム ミタ シス テム = 食品 等 検査 結果 を 分 か りや すく 検索 ・ 閲 覧 で 
食 の 総合 ポー タル サイ ト 「 い わ | 食 財 図 鑑 、 産 直情 報 、 食 の イベ ント 情報 、 食 財 サ ポー トレ スト ラン 情報 、 
て 食 財 倶楽部 」 県 産 諾 林 水 産物 等 の 安全 性 確保 に 向け た 取組 等 を 掲載 
特設 サイ ト 「 い わ て 食 財 サポ ー | 生産 者 や 料理 人 の イン タビ ュー、 食 の イベ ント 情報 、 県 産 食 材 を 使用 し た 
ター 通信 」 メニ ュー 等 を 掲載 
フェ イス ブッ ク 「 い わ て 食 財 サ 
ポー ター 通信 」 
発行 物 岩手 県 東日本 大 震 炎 津波 の 記録 | 東日本 大 震 災 対応 の 記録 紙 、 放 射線 影響 対策 の 概要 に つい て 掲載 
岩手 県 環境 報告 書 放射 線量 測定 状況 、 除 染 状 況 、 普 及 啓 発 の 実施 状況 等 を 掲載 
生活 情報 誌 「 レ タス クラ ブ 」 自 都 圏 を は じ め 、 全 国 の 消費 者 を 対象 に 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 や 魅 
雑誌 ・ | 週刊 誌 (週刊 新潮 、 週 刊 ポ スト 、| カカ に つい て 、 岩 手 の 食材 に 関心 の 高い 著名 な 料理 人 を 広告 や PR の 顔 と し 
新聞 等 | アニ エラ 、 週 刊 朝日 ) て 、 食 材 と し て の 魅力 を アピ ー ル 
新聞 広告 (岩手 日 報 ) 県 民 に 身近 な 新聞 で ある 岩手 日 報 に 食品 の 安全 性 情報 等 を 掲載 
県 産 農 林 水 産物 の 主 な 販売 先 と な る 首都 圏 の ほか 、 買 い 控 えな ど が 懸念 さ 
駅 、 空 港 へ の ポス ター 掲示 れる 関西 及び 九州 地域 を 対象 に 県 産 農林 水産 物 の 安全 安心 を アテ ピール す る 



































た め 、 駅 や 空港 等 て の ポス ター 掲示 






























































































































































料理 人 等 に よる 県 産 食材 の 魅力 や 、 生 産 者 の 農林 水産 物 生産 に 対す る 一 生 

鉄道 広 | 電車 中 吊り 広告 懸命 な 姿 を J 東日本 3 線 群 (京浜 東北 、 山 手 、 中 央 ) の 中 吊り 広告 に よ 
告 ・ 航 り ア ビ ピール 

空 会 社 ・ 日 本 航空 帆 : 機内 誌 「Skyward」 へ の 県 産 農林 水産 物 に 関す る 記事 掲載 、 

広告 等 フレ ンチ レス トラ ン 「 ロ レオ ー ル 」 (奥州 市 前 沢 区 ) の オー ナシ ェ フ 伊藤 

疾 康 氏 が 監修 し た 県 産 食材 を 用 いた 国内 線 フ ァ ー ス トク ラス で の 機内 食 












































の 提供 (平成 25 年 9 月 
・ 貫 フジ ドリ ー ム エア ライ ンズ : 機内 誌 「DREAM3776」 に 「 お いし いっ 、 い 
わ て 」 を テー マ に 県 産 農林 水産 物 に 関す る 記事 を 掲載 












































: - KERRIE O. SEEEN E C CRER EOR ERE. 

誌 E TORE = = ке 
ВОИН e= ров ИВА JSC O REH ЕЛ ЕНИ = a — Fi 
= 供する 「 じ っ くり 岩手 食 | Z= 7 EBE 























































































































その 他 タレ ント の 福田 萌 さ ん (滝沢 市 出身 ・ 希 望郷 いわ て 文化 大 使 
SE の a an に 赴き 、 県 産 農林 水産 物 の 魅力 を 紹介 する テレ ビ 番 組 を 制作 
OE AE BS フジ や イン ター ネッ ト (ユー チュ ー ブ ) で 放映 、 県 内 向け 
い テ レビ で 番組 を 放映 
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第 6 節 ТОЕ. ЗЕЛЕ. СОЛО ОНАКА 


(2) 県民 向け セミ ナー 
原発 事故 に 伴う 放射 性 物質 の 環境 中 へ の 放出 に より 、 そ の 健康 不安 等 に か か る 不安 の 声 が 高まる 中 、 
や や 県 等 か ら 多 く の 情 報 が 示さ れる よう に な り ま し た 。 こ うし た 状況 に お いて 、 県 民 の 不安 を 少し で も 
解消 する た め に は 、 まず 放射 性 物質 と は どの よう な も の で ある の か に つい て 適切 に 理解 し て いた だ く 必 
要 が ある と 考え 、 平成 23 年 度 か ら 県 内 各所 に お いて セミ ナー を 開催 し て いま す 。( 平 成 23 年 度 : 7 回 、 
平成 24 年 度 : 12 回 、 平 成 25 年 度 : 8 回 ) (図表 3 -52) 
セミ ナー の 開催 に あたっ て は 、 放射 性 物質 の 基礎 的 な 知識 の ほか 、 本 県 の 放射 性 物質 の 検出 状況 等 も 
示し な が ら 、 そ れ ら の 健康 へ の 影響 等 に つい て 、 有 識者 より ご 講演 いた だ いて いま す 。 

また 、 平 成 24 年 に は 、 お や こ 放 射線 講座 と 題し て 、 子 ども 達 へ の 啓発 を 行っ た ほか 、 平 成 25 年 度 に 
は 、 食 品 の リス クコ ミュ ニケ ーション と 併せ て セミ ナー を 開催 し 、 放射 線 を 実際 に みる こと が で きる 実 
験 や 実際 の くら し の 中 に ある 放射 線 な ど 基 礎 的 な 知識 を ご 理解 いた だ く こ と に より 、 効 果 的 に リス クコ 
ミュ ニケ ーション を 実施 し ま し た 。 現 在 、 放 射線 の 情報 が 多く 提供 され 、 今後 の 課題 が 明確 に な りつ つ 
あり ます が 、 地 域 の 要望 を 路 ま えな が ら 、 今 後 も 本 セミ ナー を 継続 し て いく 予定 で す 。 
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図表 3-52 一 般 県 民 向 け セ ミナ ー 開 催 状 況 (平成 23 年 度 、 平 成 24 年 度 、 平 成 25 年 度 ) 
A&A 













































































































































































































































































































































































| 年 度 | _ 講 師 | 回 数 | 会 場 | ЛА 
国立 が ん 研究 セン ター が ん 予防 ・ 検 診 研究 飛 タ 5 | 盛岡 市 、 奥 州 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 二 戸 市 | 422 
наз 津 金 昌一 郎 予防 研究 部 長 
岩手 医科 大 学 医 学部 板井 一 好 教授 2 奥州 市 、 一 関 市 138 
合計 7 560 
・ 岩 手 大 学 農学 部 佐藤 至 准 教 授 3 奥州 市 、 一 関 市 224 
・ 氷 藤 博之 氏 ( 元 岩手 県 工業 技術 も ター 副 理事 長 ) 
НА етно 氏 (元 岩手 时 工业 村 术 人 一 理事 乓 ) | 9 40 
合計 12 464 
・ 東 北 放射 線 科 学 セ ンタ ー 高倉 吉久 氏 2 奥州 市 、 一 関 市 62 
i5 HREL Ко ( 元 岩手 県 工業 技術 も クー 副 理事 長 ) | 6 и н 223 
E 田 町 
合計 8 285 




















(3 行政 職員 向け スキ ル ア ッ プ セ ミナ ー 
原発 事故 に 伴う 放射 性 物質 の 環境 中 へ の 放出 に より 、 そ の 健康 不安 等 に か か る 不安 の 声 が 高まっ た た 
め 、 行 政 職員 が 住民 か ら の 相談 に 適切 に 対応 で きる 体制 の 構築 に 向け て 、 行政 職員 が 放射 性 物質 の 基礎 
知識 、 健 康 影響 、 本 県 の 状況 等 に つい て 学習 する 機会 を 設け て いま す 。 (平成 23 年 度 : 8 回 、 平 成 24 
年 度 : 7 回 、 平 成 25 年 度 : 8 回 ) (図表 3 -53) 
今後 は 、 担 当 職員 が 変更 に な っ て も 、 変 わり な く 住 民 か ら の 相談 に 対応 で きる よう 、 職 員 の 知識 レベ 
ル を 向上 させ られ る よう 継続 し て 取り 組ん で いき ます 。 
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図表 3-53 行政 職員 向け スキ ル ア ッ プ セ ミナ ー 開 催 状況 (平成 23 年 度 、 平 成 24 年 度 、 平 成 25 年 度 ) 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































РЕЧЕ 本 内 容 - 全 の 講 師 | 参加 人 数 
H23 | 9 月 21 釜石 市 
Fr 知っ て お きた い 放 射 能 問題 Ш 岩手 県 工業 技術 ツー ОГ 副 理事 長 317 
10 月 4 久慈 市 
10 月 14 日 釜石 市 
= + ~ ¿= ` ЗЕ 
пи С ии ВЕЩ RBE- 小野 菜穂 子 氏 “8 
11 月 4 日 典 州 市 
合計 8 回 595 
H24 | 6 H 29 放射 線 の 基礎 知識 と 本 県 の 状況 дана 齋藤 博之 К ( 苑 県 工業 技術 セツ - 副 理事 長 ) 47 
7 月 10 放射 線 と 健康 影響 板井 一 好 氏 ( 元 岩手 医科 大 学 医学 部 教授 ) 53 
7 月 18 特措法 と 除 貧 実施 計画 盛岡 市 環境 保全 課 職 員 24 
таа 20 пан и == a aa ias u 0 中 27 
7 月 19 除 染 技術 と 防護 方 法 奥州 市 á 34 
7 H 26 放射 線 ・ 放 射 能 と リス クコ ミュ ニケ ーション 大 阪 大 学 バ ュ ケ ーション デ ボル ・ セ ター 八木 絵 香 教授 36 
合計 7 回 256 
H25 | 6 月 27 釜石 市 28 
6 月 28 放射 線 の 基礎 知識 と 本 県 の 状況 盛岡 市 | 齋藤 博之 R ( 元 県 工業 技術 ty- 副 理事 長 ) 39 
6 月 28 奥州 市 36 
6 月 27 釜石 市 28 
6 H 28 放射 線 ・ 放 射 能 と リス クコ ミュ ニケ ーション 盛岡 市 | 環境 妨 ツ テー 小野 菜穂 子 R 39 
6 H 28 奥州 市 36 
7 月 25 放射 線 の 測定 技術 東北 放射 線 科 学 セ ンタ ー 高倉 吉久 氏 49 
5 盛岡 市 | 岩手 大 学 農学 部 附属 動物 医学 食品 安全 教育 研 
7 月 25 放射 線 と 健康 影響 究 セ ンタ ー WERE 教授 50 
合計 8 回 305 

















(4) 食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション 
食品 の 安全 性 に 対す る 信頼 が 、 原 発 事故 に 伴う 放射 性 物質 汚染 に より 大 きく 揺らい で いる 中 、 県 で は 、 
食品 と 放射 能 に 関す る 正しい 知識 の 普及 と 、 県 民 相 互 の 意思 疎通 が 急務 で ある と と ら え 、 平 成 24 FE 
ら 、 消 費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 が 一 堂 に 会 し て 正しい 知識 の 共有 と 意見 交換 を 行う 「 リ スク コミ ュ ニ 
ケー ショ ン 」 の 取組 を 重ね て きま し た 。 
平成 24 年 度 は 、 盛 岡市 と 県 南 地域 、 釜 石 市 に お いて 計 6 回 開催 し まし た 。 独立 行政 法人 放射 線 医学 
総合 研究 所 の 福島 復興 支援 本 部 ・ 被 災 者 健康 管理 ・ 調 査 プ ロジ ェクト 準備 室長 (当時 ) の 原田 良信 先生 
に よる 放射 線 の 基礎 知識 と 健康 影響 に つい て の 講演 の ほか 、 県 が 実施 し た 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調 
査 結果 の 報告 、 最後 に パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン と し て 、 元 岩手 医科 大 学 医学 部 特 任 教授 の 板井 一 好 先 生 
を コー ディ ネー ター に 迎え 、 消 費 者 、 生 産 者 、 事 業者 及び 行政 の 各 代表 を パネ リス ト に 、 そ れ ぞ れ の 立 
場 で の 対応 状況 等 の 発表 、 会 場 の 参加 者 も 交え た 意見 交換 等 を 行い ま し た 。 参 加 者 の 大 半 か ら 、 聴 講 を 
じ て 疑 問 が 解消 し た り 、 不安 の 解消 が 図ら れ た と いう 意見 が 寄せ られ た 一 方 で 、 依然 と し て 多く の 不 
安 や 、 県 の 情報 発信 の 充実 、 よ り 多 く の 食 品 の 検査 を 求め る 意見 等 も ちり まし た 。 
平成 25 年 度 は 、 な お 多く の 県 民 の 関心 が 高い 県 南 地域 を 会 場 に 、 前 年 度 の 実施 形態 を 基本 と し つつ 、 
原発 放射 線 影響 対策 に 関す る より 多く の 情報 に 接し て も ら う た め 、 テ ー マ を 食品 の 放射 性 物質 汚染 に 限 
定 す る こと な く 、 パ ネル 展 や 相談 コー ナー の 開設 、 食品 の 放射 線量 測定 実演 も 行う な ど 総 合 イベ ント と 
し て 開催 し まし た 。 午 前 の 「 く らし と 放射 線 セ ミナ ー」 で は 、 東 北 放射 線 科学 セン ター の 高倉 吉久 先生 
を 講師 に 迎え 、 放射 線 や 放射 能 に つい て 基礎 的 事項 を 学習 する と と も に 、 普段 目 に 見 えな い 放射 能 を 
で 見 える よう に する 実験 や 、 身 の 周り の 放射 線 の 測定 実験 を 行い まし た 。 ま た 、 午 後 は 、 平 成 24 年 度 
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第 6 節 情報 発信 、 普 及 啓発 、 そ の 他 の 取組 状況 























と 同様 に 、 放 射線 医学 総合 研究 所 の 原田 良信 先生 の 講演 の ほか 、 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 の 報告 、 
パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン を 行い まし た 。 (図表 3-54) 

な お 、 和 釜石 市 に お いて も 、 平 成 24 年 度 と 同様 の シン ポジ ウム を 行い まし た 。 (図表 3 -54) 

これ ら の 取組 に より 、 県 民 の 不安 解消 に 向け て 着実 な 成果 を あげ た と 思わ れ ま す が 、 今 後 も 引き 続き 、 
原発 事故 の 影響 下 で 推移 する 食品 の 安全 性 に つい て 、 県 民 の 理解 と 安心 の 醸成 を 図る 取組 の 継続 が 必要 
で す 。 こ の 点 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 来場 者 数 が 、 平 成 25 年 度 は 前 年 度 の 2 割か ら 3 割 程度 で 
あっ た こと や 、「 県 の 情報 発信 は ホー ムペ ー ジ が 中 心 だ が 、 手 軽 に ネッ ト を 閲覧 で き な い 多く の 県 民 が 
\ る 中 、 新 聞 や テレ ビ を も っ と 活用 すべ き 。」 と いっ た 意見 (参加 者 アン ケー ト 及 び 岩 手 県 食 の 安全 安 
心 委員 会 に お ける 委員 意見 か ら ) 等 を 踏ま そる と 、 今後 は 、 単 発 的 な イベ ント で は な く 、 県 民 が より 手 
軽 に 入手 し や すい 手段 に よる 情報 提供 の 取組 が 必要 と 考え られ ます 。 

この た め 、 平 成 25 年 12 月 及び 平成 26 年 3 月 に は 、 新 聞 広告 を 活用 し 、 食 品 の 安全 性 に 関す る 情報 
等 を 発信 し まし た 。 








































































































































































































図表 3 -54 リス クコ ミュ ニケ ー Ei 























































































































































































































1 | で 成 24 年 5 月 12 日 | 盛岡 | 150 人 | シン ポジ ウム (基調 講演 、 内 部 被ばく 調査 報告 、 パ ネル デ 
ィ ス カッ ショ ン 
F 2 | 平成 24 年 5 月 19 日 | 奥州 | 150A | 同上 
3 | 平成 24 年 5 月 20 H 一 関 200 人 | 同上 
Ра 4 | 平成 24 年 6 月 3 盛岡 110 人 | 同上 
度 5 | 平成 24 年 9 月 29 H 釜石 80 人 司 上 
6 | 平成 24 年 9 月 30 日 平泉 50 人 同上 
合計 6 回 740 人 
ーー 1 | 平成 25 年 6 月 16 日 奥州 70 人 パネ ル 展 、 動 画 放映 、 相談 コ ー ナ ー 開 設 、 く らし と 放射 線 
ча セミ ナー、 食 品 放射 能 測定 実演 、 シンポジウム (基調 講演 、 
成 内 部 被ばく 健康 影響 調査 報告 、 パ ネル ディ スカ ッ シ ョ ン ) 
г: 平成 25 年 9 月 1 関 | 130 人 | 同上 
度 平成 25 年 11 月 27 日 | 釜石 80 人 シン ポジ ウム (講演 、 県 報告 、 質 疑 ・ 意 見 交換 ) 
合計 3 回 280 人 








2 測定 機器 の 貸出 

県 は 、 平成 23 年 度 に 各地 区 合同 庁舎 及び 環境 保健 研究 セン ター に 可 搬 型 放射 線量 測定 機 (サー ベイ メー 
タ ) を 配備 し 、 各 地域 の 地表 付近 の 放射 線量 測定 を 行う こと と し た ほか 、 平 成 23 年 11 月 1 日 か ら 県 の 関 
係 機関 や 市 町 村 等 に 対 し て 無償 で 貸与 し 県 内 各地 の 放射 線量 の きめ 細か な 測定 の 実施 推進 を 図る と と も に 
「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づく 放射 線量 低減 措置 の 促進 を 図っ て いま す 。 (図表 3 -55) 

県 教育 委員 会 で は 、 平 成 23 年 度 に 6 教育 事務 所 に 各 1 台 、 ス ポー ツ 健 康 課 に 1 台 、 計 7 台 の サー ベイ メ 
ー タ を 配備 し 、 平成 24 年 2 月 1 日 か ら 各 県 立 学校 で の 測定 に 使用 し て いる ほか 、 市 町 村 教 育 委 員 会 や 施設 
指定 管理 者 等 へ の 貸出 し を 実施 し て いま す 。 
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図表 3-55 測定 機器 貸出 状況 (県 保有 サー ベイ メー タタ 貸出 件 数 ) 
配備 場所 年 度 市 町 村 ・ 組 合 県 機関 指定 管理 者 県 立 学校 計 
平成 23 年 度 5 20 3 10 38 
盛岡 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 | 平成 24 年 度 12 51 8 9 80 
平成 25 年 度 6 43 10 8 67 
平成 23 年 度 0 11 4 21 36 
県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 | 平成 24 年 度 1 55 6 5 67 
平成 25 年 度 0 29 4 6 39 
平成 23 年 度 0 6 0 8 14 
花巻 保健 福祉 環境 セン ター 平成 24 年 度 0 20 0 0 20 
平成 25 年 度 0 13 0 0 13 
平成 23 年 度 2 11 0 20 33 
一 関 保健 福祉 環境 セン ター 平成 24 年 度 0 63 0 11 74 
平成 25 年 度 0 49 0 7 56 
平成 23 年 度 3 2 0 15 20 
沿岸 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 | 平成 24 年 度 1 14 0 39 54 
平成 25 年 度 0 4 0 41 45 
平成 23 年 度 6 4 0 13 23 
大 船渡 保健 福祉 環境 セン ター 平成 24 年 度 2 11 0 Т 20 
平成 25 EE 1 6 1 10 18 
平成 23 年 度 4 9 5 5 23 
宮古 保健 福祉 環境 セン ター 平成 24 年 度 0 64 5 6 75 
平成 25 年 度 1 61 6 4 72 
平成 23 年 度 2 1 0 13 16 
県 北 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 | 平成 24 年 度 0 6 0 0 6 
平成 25 年 度 0 4 0 0 4 
平成 23 年 度 3 2 3 12 20 
二戸 保健 福祉 環境 セン ター 平成 24 年 度 2 8 6 2 18 
平成 25 年 度 0 5 6 3 14 
平成 23 年 度 0 5 0 1 6 
環境 保健 研究 セン ター 平成 24 年 度 0 0 0 0 0 
平成 25 年 度 0 0 0 0 0 
平成 23 年 度 25 71 15 118 229 
Ë 平成 24 年 度 18 292 25 79 414 
平成 25 年 度 8 214 27 79 328 
3 岩手 県 地域 防災 計画 原子 力 災害 対策 編 の 策定 
岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 の 概要 は 、 以 下 の と お り で す 。 
(1) 原子 力 災害 対策 編 で 想定 する 災害 
ア 隣接 県 に 立地 する 原子 力 事業 所 に お いて 、 警 戒 事象 、 特 定 事象 又は 原子 力 緊急 事態 が 発生 し た と き 。 
イ 核燃料 物質 等 の 運搬 中 の 事 逆 に より 、 原 子 力 事 業 所 外 に お いて 特定 事象 又は 原子 力 緊 急 事 態 が 発生 
し レ した と き 。 
(2) 原子 力 災害 対策 編 の 内 容 
原子 力 災 害 対策 編 に 盛り 込ん だ 主 な 対策 は 、 次 の と お り で す 。 
ア 原子 力 災 害 発 生 情報 の 収集 ・ 伝 達 ・ 提 供 、 本 県 へ の 影響 把握 に 関す る 対策 
原子 力 事 業者 等 か ら の 情報 収集 対策 、 防 災 関 係 機関 へ の 情報 伝達 対策 、 住 民 等 へ の 情報 提供 対策 、 
環境 等 モニ タリ ング 対策 
イ 住民 等 へ の 影響 回 避 等 に 関す る 対策 
王 民 等 の 避難 ・ 影 響 回 避 対 策 、 医 療 ・ 保 健 対策 
ウ 復旧 に 向け た 対策 
追加 被ばく 線 基 低減 対策 、 健 康 確保 対策 、 風 評 被害 防止 対策 
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第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状 : 


1 民間 の 損害 賠償 請 
(1) 商工 ・ 観 光 関係 事業 者 の 損害 賠償 の 状況 
ア 被害 状況 及び 支援 の 状況 
県 内 商工 ・ 観 光 業 者 の 風評 被害 額 は 、 商 工 団体 等 を 通じ て 行っ た 事業 者 へ の アン ケー ト 調 査 に よ 
と 、 平成 25 年 3 月 末 現 在 で 179 者 ・ 約 32 億 6, 400 万 円 (観光 業 : 60 者 、 12 億 2, 700 万 円 、 商工 業 : 119 者 、 
20 億 3, 700 万 円 ) と な っ て いま す 。 そ の 内 容 は 、 買 い 控 え に 伴 う 収 入 減 定 検査 費用 と な っ て いま す 。 
県 で は 、 原 発 事故 に よっ て 風評 被害 の 生じ た 事業 者 や 市 町 村 、 関 係 団体 に 対し て 、 説 明 会 や 個別 相 
談 会 等 を 開催 する な ど 損 害 賠償 請求 の 支援 を し て いま す 。 (図表 3 -56) 




































































図表 3-56 事業 者 等 を 対象 と し た 風評 被害 の 損害 賠償 請求 に 係る 説明 会 等 の 開催 状況 























① 市 町 村 ・ 関 係 団体 | 平成 25 年 4 月 12 日 29 市 町 村 ・34 団 体 、89 名 参加 
担当 者 向け 説明 会 






































説明 会 : 168 事 業者 参加 、 う ち 個 別 相 談 : 109 事 業者 参加 
























































商工 業 の 事業 者 向け 説明 | ` 市 町 村 等 の 協力 を 得 て 、 平 成 25 年 5 月 28 日 以降 、23 回 21 市町村) で 実施 (Bš 
Зак ARRA 岡市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花巻 市 、 北 上 市 、 久慈 市 、 遠野 市 (2 回 ) 、 一 関 市 (2 
回 )、 陸 前 高田 市 、 釜 石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 矢 貼 町 、 平 泉 



























































町 、 住 田町 、 大 村 町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 洋 野 町 ) 
① 市 町 村 ・ 和 観光 団体 | 平成 24 年 10 月 23 日 23 市 町 村 ・40 団 体 、47 名 参加 
担当 者 向け 説明 会 

































































== 
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会 : 78 事 業者 ・87 名 参加 、 う ち 個 別 相談 会 : 36 事 业者 参加 

観光 業 2, ・ 奥州 市 (H24.11.15) 説明 会 参加 者 数 : 22 事 業者 ・26 名 
ie ВЕ うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 8 事業 者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 

盛岡 市 (H24.11.16) 説明 会 参加 者 数 : 56 事 業者 ・61 名 

うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 28 事 業者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 




























































































イ 商工 業 の 風評 被害 に 係る 損害 賠償 請求 状況 ・ 支 払 状況 (平成 26 年 3 ARRE) 
中 間 指 針 第 3 次 追 科 を 受け 、 岩 手 県 の 農林 水産 物 及 び 加 工 ・ 流 通 業 の 風評 被害 の 賠償 受付 が 平成 25 
年 3 月 27 日 か ら 始 まり 、 そ の 食品 加工 等 及び 流通 業 に 係る 損害 賠償 請求 状況 等 に つい て は 、 損 害 賠償 
は 73 件 、 約 21 億 3, 800 万 円 で 、 支 払 実績 は 、 う ち 43 件 、 3 億 8, 400 万 円 で す 。 (図表 3-57) 







































































ウ 観光 風評 被害 に 係る 損害 賠償 請求 ・ 支 払 状況 (平成 26 年 3 月 末 现 在 ) 
岩 災 発生 後 か ら 平 成 23 年 5 月 末 ま で の 外国 人 観光 客 の キャ ン セ ル 及 び 平 成 24 年 2 月 末 ま で の 東北 以 
外 か ら の 観光 客 の キャ ン セ ル 等 風評 被害 に 係る 損害 賠償 請求 状況 等 に つい て は 、 損 害 賠償 請求 は 145 
件 、 約 20 億 6, 300 万 円 で 、 支 払 実績 は 、 う ち 126 件 、 約 14 億 800 万 円 で す 。 (図表 3 -57) 






























































図表 3-57 商工 ・ 観 光 関係 損害 賠償 請求 状況 (単位 : 百 万 円 ) 


















































商工 業 73 2, 138 43 384 18.0% 
観光 業 145 2, 063 126 1, 408 68.3% 

合計 218 4,201 169 1, 792 42. 790 
* 東 京 電力 か ら の 聴取 
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(2) 農林 水産 業 の 損害 賠償 の 状況 

ア 被害 状況 及び 支援 の 状況 
本 県 で は 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 が 策定 
の 考え 方 」 に 


























E し た 「 検 査 計画 、 
、 県 産 農 林 水 産物 の 検査 を 実施 し 、 

















国 の 定め る 放射 情 








出荷 制限 








は 、 こ 
また 、 
する 費用 、 
さら に 
価格 下落 や 取引 減少 な ど 、 
本 県 JA グ ルー プ 等 の 系 統 組織 で は 、 原 発 ョ 
- 分 に 行う た め 、 損 害 賠 償 対 策 県 協議 会 を 設立 
て いま す 。 
県 で は 
東京 電力 及び 国 に 





平成 23 年 
制限 指 
国 に 




















を 要請 し て いま す 。 
度 に お いて は 、8 月 1 
示 を 受け まし た 。 ま た 、 











成 26 年 3 月 31 


る 出荷 自粛 要請 を 行っ て お り 、 















































乳 、 わ か め 等 、 
いわ ゆる 風評 被害 が 発生 























状況 と な っ て いま す 。 
Пер ЛЕНА РР. ホ ダ 木 な どの 使用 自粛 要請 
入 に 要する 費用 な どの 追加 的 な 負担 も 発生 し て いま す 。 

















出荷 制 限 指 











速 か つ ゴ 











こ ア ドバイ ザー と し て 参画 














対し て 、 賠 償 金 が 5 





























て の 取組 を 支援 し て いる と ころ で す 。 


イ 県 協議 会 


( ア ) 


に よる 損害 周 償 請 
JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 音 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 








求 ・ 支 払 状況 











し 、 活 動 の 支援 と 連携 
E 期 か つ 確 実に 支払 われ る よう 要請 を 





出荷 制限 等 の 品 

















日 に 、 県 産 農 林 水 産物 と し て は 初め て 、 和 牛肉 に 





区 域 の 設 É k 解除 











E 物 質 濃度 を 超過 し た 場合 は 、 





対す る 国 に よる 出荷 











、 和 牛肉 や 原木 生 し いた け な ど 27 品 目 に つい て 、 







































































還 の 出荷 制限 指示 等 を 受け た 市 町 村 で 


に 伴い 、 保 管 ・ 処 理 に 要 




















等 の 対象 と な っ て いな い 品 目 に あっ て も 、 











ほ 改 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 の 損害 賠償 請求 を 迅 



































HI コ 
AJ 











電力 原発 事 


て き て お り 、 平 
ダ 木 の 処分 等 の 損 
87.5% 


(1) 











害 を 受け た 農 畜 産物 の 損害 8 
F 県 農業 協同 組合 中 央 会 で ( 

















韻 償 に 関す る ヨ 
は 県 内 農業 団体 と 連携 
































害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 (以下 




















成 23 年 9 月 【 


















































分 や し 
T (支払 率 99.6%)。 
り F グル ー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 
た 漁業 者 の 損害 賠償 に 関す る 手続 き 等 を 迅速 か つ 適 切 に 行う た め 、 岩 


( ウ ) 



































こ 第 1 次 の 損害 
年 3 月 末 現 在 で 牛肉 や し いた ! 
害 額 298 億 4, 700 万 円 を 請 


音 償 請 求 を 行っ て 以降 、 




















害 賠償 に 関す る 











組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 
NR 








Ре 


























は 県 内 林業 団体 と 連携 
手 県 協議 会 」 (以下 























森林 組合 系 協議 会 で は 





FEF 成 24 年 6 月 か ら 











年 1 月 26 日 
「 森 林 組 合 系 協議 会 」 と いう 
F 成 26 年 1 月 まで に 11 回 に に 









































EZA 10 億 9, 228 万 円 を 請求 し 、 











人 





14 3-58, 60) 








0 
平成 23 年 7 月 19 
[ J A 协议 会 


日 に 
」 と いう 。) を 設立 し まし た 。 





し 、 組 織 的 に 農林 漁業 者 の 請求 事務 等 を 支援 し 





の 確保 を 図る と と も に 
行う な ど 、 損 賠 賠 償 に 向け 


























つ 適 切 に 行う た め 、 
[ J A グ ルー プ 東 京 











等 を 迅速 か つ 適 切 に 
に 「 森 林 組 合 系 東京 電力 原発 


毎月 、 賠 償 請 求 を 行っ 
風評 被害 や 汚染 牧草 の 代替 牧草 購入 費 、 ホ 
、261 億 1, 400 万 円 が 支払 われ て いま す (支払 率 

















。) を 設立 し まし た 。 
わた り 、 ホ ダ 木 の 処 





















































原発 事 





合 会 が 県 内 漁業 団体 と 連携 

















年 6 月 21 


























産物 損害 賠償 対策 岩手 県 
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10 (Ë 8, 789 万 








] が 支払 われ て いま 








日 に 「JF グル ー プ 等 東京 電力 
C Q с 協議 会 」 と いう 。) を 設立 し ま 
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し た 。 

J F グル ー プ 等 協議 会 で は 、 平 成 24 年 12 月 か ら 平 成 26 年 3 月 まで に 18 回 に わた り 損 害 賠 償 請 
求 を 実施 し 、 平 成 26 年 3 月 末 現 在 、 イ サダ や マダ ラ の 水揚げ の 減少 や 休漁 等 の 損害 請求 額 5 億 8, 512 
万 円 に 対し 、5 億 8, 502 万 円 が 支払 われ て いま す (支払 率 99.98%)。 (図表 3 -58、61) 

(T) 内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 

原発 事故 に より 被害 を 受け た 内 水面 漁業 者 の 損害 賠償 に 関す る 手続 き 等 を 迅速 か つ 適切 に 行う 
た め 、 娠 手 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 内 水面 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 7 月 26 日 に 「 内 
水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 (以下 「 内 水面 協議 会 」 と い 
う 。) を 設立 し まし た 。 

内 水面 協議 会 で は 、 平 成 25 年 3 月 か ら 平 成 26 年 1 月 まで に 10 回 に わた り 損 害 賠償 請求 を 実施 し 、 
平成 26 年 3 月 末 現 在 、 検査 費用 や 遊漁 料 収入 の 減少 等 の 損害 請求 額 2, 879 万 円 に 対し 、 全額 が 支払 
われ て いま す (支払 率 : 100%)。 (図表 3 -58、62) 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 3-58 県 協議 会 の 損害 賠償 請求 等 の 状況 (単位 : 百 万 円 ) 
協議 会 請求 回 数 ・ 請 求 月 請求 金額 | 支払 金額 |」 支払 率 
JA グル ー プ 東京 電力 原著 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 Е ба E 
岩手 県 協議 会 (事務 局 : JA 県 中 央 会 ) ` ` i i і 
森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 | ое P еви 
県 協議 会 (事务 局 : 県 森林 組合 連合 会 ) ` i ; l 
J F グル ー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損 害 賠償 対策 A EE ЕЯ ЕУ 
岩手 県 協議 会 (事務 局 : 県 漁業 協同 組合 連合 会 ) l ` l l ` 
内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対 та РЕ Зай 9 пара 
策 岩 手 県 協議 会 (事务 局 : 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 ) i i ` ` 
計 一 31, 552.9 | 27,815.8 | 88.2% 























図表 3-59 JA グル ー 了 东京 电力 原 关 事故 农 冀 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 

















































































































項 請求 額 支払 額 支払 率 
1 | 肉牛 12, 648 12, 026 95. 190 
2 | 牧草 12, 264 9, 778 79. 790 
3 | ホ ダ 木 1, 782 1, 488 83. 500 
4 | EE 770 716 93.1% 
5 | ВЕНА 682 534 78. 4% 
6 | 8 549 529 96.3% 
7 | 子 牛 363 358 98.7% 
8 | 営業 損害 306 313 102.2% 
9 | 妊娠 牛 269 267 99.3% 
10 | 検査 費用 100 5 5.4% 
11 | 大 豆 の 放射 性 物質 吸収 抑制 対策 77 69 89. 6% 
12 | 稲 わ ら 16 12 71. 590 
13 | 成 牛 14 13 94.6% 
14 | ナメ コ 5 5 100% 
15 | 腐葉土 代替 肥料 2 一 一 

合 29, 847 26, 114 87.5% 



























































FF 
ХОЙ СОА ЕНЕ АС, AiL AROR LII ВСВ, 
※ 営 業 損害 の 支払 額 は 、 請 求 後 の 内 容 精査 に より 請求 額 を 上 回 っ た も の 。 
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図表 3-60 和 手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 


































































































1 [KZK | 522 521 99.8% 
2 | 風評 被害 434 433 99. 8% 
3 | 出荷 自粛 等 128 126 98. 4% 
4 主 回收 7 7 100% 
5 | 検査 費用 1 1 100% 
合計 1, 092 1, 088 99. 6% 

※ 項 目 ご と に 百 万 円 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 合 計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 
































図表 3-61 JF グル ー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 
























































1 Й) ВИСУ он 183.9 183.9 99. 90% 
2 | 休漁 に 関す る 損害 32.4 32.4 100. 00% 
3 | 廃棄 に 関す る 損害 0.1 0.1 100.00% 
4 | 燃料 代 に 関す る 損害 19.8 19.8 100.00% 
5 | 水揚げ 手数 料 に 関す る 損害 27.1 27. 100. 00% 
6 | 検査 費用 に 関す る 損害 1.5 1.4 98. 53% 
7 [逸失 利益 ] 水揚げ に 関す る 損害 320.4 320.4 100. 00% 

合计 585. 1 585.0 99. 98% 





























※ 項 目 ご と に 百 万 F 未満 を 四 捨 一 入 し て いる た め 、 合計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 





























図表 3-62 内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 















































1 | 検査 費用 に 関す る 損害 2.2 2.2 100% 
2 [逸失 利益 ] 遊漁 料 収入 の 減少 に 関す る 損害 26.6 26.6 100% 
合 _ 計 28.8 28.8 100% 














2 自治 体 損害 賠償 請求 
(1) 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 の 取組 状況 
県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事務 組合 は 、 自 治 体 と し て 実施 し た 各種 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 
に つい て 東京 電力 に 賠償 請求 を 行い 、 東 京 電力 へ の 交渉 や 国 へ の 要請 な どの 取組 も 行っ て きま し た (K 
表 3 -63、 3-64, 3-65), これ ら の 取組 の 結果 、 東 京 電力 が 賠償 対象 と し た も の に つい て は 合意 し 、 
部 賠償 金 の 支払 い の 段 階 に 至っ て いま す (図表 3 -66)。 一 方 で 、 東 京 電力 が 賠償 対象 と 認め な いも の に 
つい て は 、 直 接 交 渉 だ け で は これ 以上 の 具体 的 な 交渉 の 進展 が 期待 で き な い と 考え られ る こと か ら 、 原 
子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター に 対し 和解 仲介 を 申立 て いま す (図表 3 -67、 3-68, 3-69)。 同 セン タ 
ー の 審理 を 通じ 、 原 発 事故 の 原因 者 で ある 東京 電力 の 対応 を 改め させ 、 原 発 事故 に 係る 損害 賠償 の 実現 
を 図 ろ うと する も の で す 。 
今後 も 東京 電力 に 対し て は 、 原発 事故 の 原因 者 と し て その 社会 的 責任 を 改め て 認識 し 、 県 内 で 発 4 
て いる 全て の 損害 に つい て 、 被 害 発生 の 実態 に 則 し た 速やか な 賠償 を 強く 求め て いき ます 。 
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図表 3-63 RRE 


БОЕВА, 


事項 


電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 
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第 五 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H 25 4 一 11 期 分 ) 
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第 3 章 各 分 野 の 対策 等 に 関す る 報告 





Виза 東京 電 力 に 対す る 損害 賠償 請求 状況 (第 1 次 ~ 第 5 次 (個別 請求 を 除く )) 











AE | 内 容 等 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































① 期 日 等 | 平成 24 年 1 月 26 9:30 ・ 岩手 県 庁 (議会 第 3 RIRE 
第 岩手 県 : 加藤 主税 総務 部 長 
次 市 町 村 : 谷 藤 裕明 市 长 会 会 长 (盛岡 市 長 )、 岩 部 茂 町村 会 理事 (九戸 村長 )、 勝 部 修 一 関 市 長 、 小 沢 昌 
損 | 四 对 应 者 記 奥州 市 長 
= 東京 電力 : HERE 理事 、 小 松 日 出 夫 WARE AAR, ЕДЕ eR, ие 
由 卓二 同 セン ター 部 長 
请 | oppg | 県 : 54.284 千 円 、 市 町 村 計 : 49.908 千 円 GK) 、 合 计 : 104 198 千 円 (請求 時 点 ) 
求 ан ※ 9 市 町 村 中 7 市 町 に つい て は 、 今回 は 賠償 請求 の 意向 の み 表 明 。 

④ そ の 他 |+ 平成 23 年 11 月 末 ま で に 支払 済み の 額 を 請求 額 と し た 。 

① 期 日 等 | 平成 24 年 6 月 20 日 10:30 + 岩手 県 庁 (4-1 特 別 会 議 室 
第 岩手 県 : 加藤 主税 総務 部 長 
次 市 町村 等 : 谷 藤 裕明 市 长 会 会 长 (Мик), пет 町村 会 会 长 (一 戸町 長 )、 大 石 満雄 花巻 市 長 、 本 
損 | ② 対 応 者 敏 秋 遠野 市 長 、 勝 部 修 一 関 市 長 、 小 沢 員 記 奥州 市 長 ( 副 市 长 代理 出 席 ) 、 营 原 正义 平泉 
害 町 長 、 伊 達 勝 身 岩泉 町 長 、 小 田 祐 士 野田 村長 
東京 電力 : 新妻 常 正 理事 、 小 松 日 出 夫 東北 補償 相談 セン ター 所 長 
請 請求 額 | 県 : 422, 031 千 円 、 市 町 村 計 : 309, 761 円 、 広 域 連 合 等 計 : 50, 215 円 、 合 計 : 782, 007 千 円 (請求 時 点 ) 
求 ао 平成 23 年 度 に 要 し た 費用 か ら 第 一 次 請求 分 を 除い た 額 を 請求 額 と し た 。 

・ 請求 書 手 交 に 引き 続き 、 市 町 村長 等 と 東京 電力 と の 交渉 を 実施 。 

① 期 日 等 | 平成 25 年 2 月 13:30 ・ AFET (議会 第 三 会 議 室 ) 
= 岩手 県 : 加藤 主税 総務 部 長 (交渉 の み ) 桐 田 教 男 商工 労働 観光 部 副 部 長 、 東 大 野 潤一 農林 水産 部 長 
= 市 町 村 等 : 谷 藤 裕明 市 长 会 会 长 (盛岡 市 長 )、 稲 葉 史 町村 会 会 長 CFR) RARI 遠野 市 長 (BJ 
& の 対応 者 ШЕ 代理 出席 )、 勝 部 修 一 関 市 長 、 小 沢 昌 記 奥州 市 長 、 菅 原 正義 平泉 町 長 、 伊 達 勝 身 岩泉 
東京 電力 : 小松 日 出 夫 東北 補償 相談 セン ター 所 長 、 山 村 明 同 セ ンタ ー 副 所 長 、 小 林 浩 同 セ ンタ ー 副 所 
Е 長 、 勝 又 靖 典 同 セ ンタ ー 部 長 


























請求 額 | 県 369, 579 千 円 、 市 町 村 計 : 236, 630 千 円 、 広 域 連 合 等 計 : 19, 126 円 、 合 計 : 625, 334 千 円 (請求 時 点 ) 



































に 引き 続き 、 県 幹部 及び 市 町 村長 等 と 東京 電力 と の 交渉 を 実施 。 












































平成 24 年 度 に 要 し た 費用 の うち 、 平 成 24 年 11 月 末 ま で に 支払 済み の 額 を 請求 額 と し た 。 
交 
1 

















14:00 ・ 岩手 県 庁 (議会 第 三 会 議 室 



































部 长 (交渉 の み ) 菊池 宽 農林 水産 部 副 部 長 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 я 市 长 会 会 长 (盛岡 市 長 )、 民 部 田 幾 夫 町 村 会 会 長 (岩手 町 長 )、 本 田 敏 秋 遠野 市 長 
l ia 副 市 長 代理 出席 )、 勝 部 修 一 関 市 長 (放射 線 対策 室長 代理 出席 )、 小 沢 昌 記 奥州 市 長 〈 副 市 
É NE ена 长 
害 東京 電力 : 小松 日 出 夫 東北 補償 相談 セン ター 所 長 、 山 村 明 同 セン ター 副 所 長 、 小 林 浩 同 セン ター 副 所 
А 長 、 中 澤 裕之 площ а Вина 同 セン ター 部 長 
请 ORRA 県 : 5, 736, 976 千 円 、 市 町 村 計 : 361, 724 千 円 、 広 域 連 合 等 計 : 21, 715 千 F 
k| “P 合计 : 6, 120, 415 千 円 (請求 時 点 ) 

④ そ の 他 平成 24 年 度 に こ 要 し た 費用 か ら 第 三次 請求 分 を 除い た 人 額 を 請求 額 と し た 。 

・ 請求 書 手 交 に 引き 続き 、 県 幹部 及び 市 町 村長 等 と 東京 電力 と の 交渉 を 実施 。 
① 期 日 等 | 平成 26 年 2 月 5 日 13:30 ・ 岩手 県 庁 (議会 第 三 会 議 室 ) 
岩手 県 : 小田 島 智 弥 総務 部 長 (交渉 の み ) 橋本 良隆 商工 労働 観光 部 部 長 、 菊 池 寛 農林 水産 部 副 部 長 

第 市 町 村 等 : 谷 藤 裕明 市 长 会 会 长 (盛岡 市 長 )、 伊 達 勝 身 町村 会 代表 (岩泉 町 長 ) 、 本 田 敏 秋 遠野 市 長 (BH 
対応 者 市 長 代 理 出席 )、 勝 部 修 一 関 市 長 、 小 沢 昌 記 奥州 市 長 ( 副 市 長 代理 出席 )、 川 村 光 朗 矢巾 町 
A “ 长 ( 副 町 長 代理 出席 )、 菅 原 正義 平泉 町 長 ( 副 町 長 代 理 出席 ) 
害 東京 電力 : 小河 原 克 実 東北 補償 相談 セン ター 所 長 、 山 村 明 同 セン ター 副 所 長 、 大 野 邦 浩 同 セン ター 副 
周 所 長 外 
請 ORRA 県 : 225, 679 千 円 、 市 町 村 計 : 38, 253 千 円 、 広 域 連 合 等 計 : 14, 399FF 
求 | 合计 : 278, 331 千 円 (請求 時 点 ) 

④ そ の 他 | ` а сас 平成 24 年 11 月 末 ま で に 支払 済み の 額 等 を 請求 額 と し た 。 

請求 書 手 交 に 引き 続き 、 県 幹部 及び 市 町 村長 等 と 東京 けら 
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第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 








































































































































































































図表 3-65 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 損害 賠償 請求 額 内 計 (単位 : FA) 
1 請求 請求 目 合計 

团体 次 等 š 人 件 费 | кожа | 機器 購入 | 広報 経費 | 測定 経費 | そ の 他 
第 1 次 | H24.1.26 | 104, 193 7, 701 14, 850 20, 386 5, 616 49, 128 6, 512 
第 2 次 | H24.6.20| 782,007 | 461,416 23,336 | 112, 371 10,646 | 100,503 73, 735 
第 3 次 | H25.2.1 625, 334 O| 407,421 54, 017 2, 701 64, 180 97, 016 
合计 第 4 次 | H25.6.21 | 6.120.415 | 541, 551 | 3, 642, 035 11, 772 15,781 76,891 | 1, 832, 385 
第 5 次 | H26.2.5 278, 331 1,342 | 226, 611 656 811 12, 440 36, 471 
その 他 ー 57, 884 0 0 0 0 10, 052 47, 832 
計 = 7, 968, 164 | 1,012,010 | 4,314,253 | 199,202 | 35,555 | 313,194 | 2, 093, 951 
第 1 次 | H24.1.26 54, 284 0 1, 291 5, 366 5, 054 38, 624 3, 949 
第 2 次 | H24.6.20 | 422,031 | 237, 643 16, 985 52, 894 224 71,044 43,241 
第 3 次 | H25.2.1 369, 579 0 | 297,008 27, 694 389 39, 281 5, 208 
県 第 4 次 | H25.6.21 | 5,736,976 | 296,540 | 3, 625, 753 442 15, 249 50, 647 | 1, 748, 344 
第 5 次 | H26.2.5 225, 679 0 | 224,511 0 70 0 1, 098 
その 他 一 50, 773 0 0 0 0 4, 687 46, 086 
計 _ 6, 859, 322 | 534, 183 | 4, 165, 548 86,396 | 20,916 | 204,283 | 1, 847, 926 
第 1 次 | H24. 1.26 49, 908 7,701 13, 559 15, 020 561 10, 504 2, 563 
第 2 次 | H24.6.20 | 309,761 | 200, 461 6, 351 56, 673 10, 197 15, 577 20, 501 
第 3 次 | H25. 2.1 236, 630 0 | 110,414 25, 677 2, 257 19, 234 79, 048 
市 町 村 | 第 4 次 | H25.6.21 | 361,724 | 237,510 16, 282 11, 330 532 18, 532 77, 538 
第 5 次 | H26.2.5 38, 253 1, 342 2, 100 520 741 8, 169 25, 381 
その 他 - 6, 932 0 0 0 0 5, 190 1, 742 
計 = 1,003,208 | 447,014 | 148,706 | 109, 220 14, 288 77,206 | 206, 773 

第 1 次 = 一 一 一 一 = = - 
第 2 次 | H24. 6.20 50,215 23,312 0 2,804 225 13, 882 9, 993 
DRE 第 3 次 | H25. 2.1 19, 126 0 0 646 54 5, 666 12, 760 
ти 聞 | BAR | B25.6.21 21,715 7,501 0 0 0 7,712 6, 502 
組合 第 5 次 | H26.2.5 14, 399 0 0 136 0 4,271 9, 992 
その 他 = 178 0 0 0 0 174 4 
計 = 105, 633 30,813 0 3, 586 279 31, 705 39, 251 

注 1 第 1 次 ~ 第 5 次 の 請求 金額 は 請求 時 点 の も の 。 項 目 毎 に 端数 を 四捨五入 。 
注 2 請求 次 等 の 「 そ の 他 」 の 欄 に は 、 第 1 次 第 5 次 と は 別に 、 個 別に 請求 を 行っ た も の の 合計 額 を 記載 。 





































































































































































































































































































図表 3-66 岩手 県 と 東京 電力 の 合意 状況 (平成 26 年 3 月 31 日 現在 ) (単位 : 千 円 ) 
賠償 金 入 金 日 合意 対象 事業 (業務 ) 合意 金額 備 考 
【 平 成 23 年 度 分 】 
23-01 H24.12.13 工業 用 水道 事業 発生 汚泥 測定 ・ 処 理 769 
23-02 H25.3.8 流域 下水 道 事業 発生 汚泥 測定 ・ 処 理 30, 985 
23-03 H25. 12. 25 地域 経営 推進 費 (測定 機器 購入 補助 ) 845 
23-04 H25. 12. 30 農業 大 学校 代替 飼料 購入 2, 151 
23-05 H26. 1.16 野菜 放射 性 物質 測定 107 
23-06 H26. 2.17 県 立 高校 草地 更新 3, 601 
23-07 H26.3.6 肥育 和牛 出荷 延長 に 伴う 掛 増 経費 86 
23-08 H26. 3.13 冀 产 研究 所 草地 更 新 914 
23-09 H26. 3.17 畜産 研究 所 飼料 購入 1, 358 
23-10 (未定 ) 畜産 農家 へ の 利子 補給 1, 200 
23-11 (未定 ) 稲 わら 等 粗飼料 分 析 経 費 8,440 
23-12 (未定 ) 現地 機関 検査 対応 等 事務 費 349 
平成 23 年 度 分 計 50, 805 
※ 賠償 金 入 金 日 の 欄 中 、「( 未 定 )」 は 現在 合意 作業 中 で ある も の 。 
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図表 3 一 一 66 岩手 県 と 東京 電力 の 合意 状況 (平成 26 年 3 月 31 日 现在 ) CoE (単位 : FA) 
_ 周 償 金 入金 日 _ 合意 対象 事業 (業務 ) | 合意 金額 備 考 
[平成 度 分 
24-01 H25. 11. 22 牧草 地 再生 対策 事業 2, 644, 830 
利用 自粛 牧草 等 処理 円 消化 事業 及び 公共 牧場 利用 自粛 対策 事業 
24-02 H25. 12. 26 (大 船渡 市 分 ) 4, 702 
24-03 H25. 2. 3 (釜石 市 ・ 八 幡 平 市 ほか 7 市 町 分 ) 34, 324 
24-04 H25. 3. 5 (北上 市 ・ 陸 前 高田 市 ・ 久 慈 市 ほか 9 市 町 村 分 ) 27, 407 
24-05 H25. 3.17 (滝沢 市 ・ 岩 泉町 分 ) 24, 699 
24-06 H25. 3.26 (盛岡 市 ・ 花 巻 市 ・ 宮 古市 ほか 7 市 分 ) 47, 765 
24-07 H25. 3.28 (金ケ崎 町 分 ) 170, 006 
24-08 (RE) (一 関 市 ・ 奥 州 市 ・ 遠 野市 分 ) 1, 021, 639 
24-09 H25. 12. 30 工業 用 水道 事業 汚泥 処理 費用 91 
24-10 H26.1.8 же tr ва рени 41, 412 
24-11 H26. 2. 3 野生 鳥獣 肉 放射 性 物質 測定 185 
24-12 H26. 3. 7 花巻 空港 牧草 地検 査 397 
24-13 H26. 3.13 農業 大 学校 草地 更新 14, 069 
24-14 H26. 3.19 県 立 高校 草地 更新 ・ 飼 料 購入 13, 008 
平成 24 年 度 分 計 4, 044, 534 
合計 (平成 23 年 度 、 平 成 24 年 度 ) 4, 095, 339 
※ 賠償 金 入金 日 の 欄 中 、「( 未 定 )」 は 現在 合意 作業 中 で ある も の 。 
図表 3-67 岩手 県 の 申立 額 (積算 ) 
第 1 て 4 次 請求 額 累 計 6, 625, 146F F 
=) BRKI (X1) 1, 846, 605 
ー) 東電 合意 人 額 (※2) 2, 676, 584 
計 2, 101, 957. 12 月 議会 提案 額 
ー) 東電 追加 合意 額 (※3) 1, 418, 733 
ー) 雷 災 特 次 相当 額 等 (※4) 51, 085 1 e Ди 
【 紛 争 解決 セン ター 申立 額 】 632, 139F F (A-B) 
1) 平成 23・24 年 度 放射 線 影 響 対策 の 費用 と し て 、66 億 25 百 万 円 余 を 東京 電力 に 賠償 請求 済み 。 
2) 1) の 賠償 請求 済 額 か ら 、 議 会 提案 時 点 まで ! оь TR (※1) と 東京 電力 と の 合 
意 額 26 億 76 百 万 円 余 (※2) - ОА 21 億 1 百 万 円 余 が 「 議 会 提案 額 」。 
3) o 、 東 京 電力 と 新た に 合意 し た 額 14 億 18 百 万 円 余 (※3) と この 追加 合意 等 に 伴う 精査 に より 新た 
定 し た 震 炎 特 交 相 当 額 等 51 万 円 余 Ока) を 控除 し た 、 6 億 32 百 万 円 余 が 紛争 解決 セン ター へ の 申立 額 。 
図表 3-68 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 の 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 申立 状況 (単位 : FA) 
岩 + 県 632, 139 2, 101, 957 1, 469, 818 
市 町 村 等 897, 061 927, 262 30,201 | H26.3.31 現 在 申立 済 額 
市 町 村 822, 162 849, 629 27, 467 24 市 町 村 計 
広域 連合 等 74, 899 77, 633 2, 734 8 团体 计 
合 计 1, 529, 200 3, 029, 219 1, 500, 019 
O ЖФА (1) 
1 H23 O 市 町 村 (23) : 盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高 
1 立 団体 h、 釜 石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 軍 石町 、 葛 巻 町 、 岩 手 町 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉 
O 広域 連合 等 (1 ) : 宮古 地区 広域 行政 組合 
2 月 以降 O 市 町 村 (3) : 矢巾 町 、 住 田町 、 軽 米 町 
| 立 団体 O 広域 連合 等 (9) : 久慈 広域 連合 、 盛 岡 ・ 紫 波 地 区 環境 施設 組合 、 盛 岡 地区 衛生 処理 組合 、 北 上 
地区 広域 行政 組合 、 奥 州 金ケ崎 行政 事務 組合 、 一 関 地 区 広域 行政 組合 、 岩 手 沿岸 南部 広域 環境 組 
【12 团 体 ] ” 合 、 岩 手 県 競馬 組合 、 ЕА ова 
※1 「 申 立 額 」: 「 議 会 提案 額 」 か ら 「 控 除 額 」 を 差し 引い た 額 。 
※2 ER 提案 額 」: ss ВЖ Ра ера IC SU 5 RREN b DARA А РЕК 7 + O, 
※3「 控 除 額 」: 議会 提案 後に Да ヽ て 新た に 東京 電力 と 合意 し た 額 な ど 申 立 額 か ら 挫 除 す べき も の 。 
※4 下 線 を 付 し た 申立 団体 は 、 平 成 26 年 4 月 以降 に 申立 予定 の 団体 。 
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図表 3-69 県 申立 額 の 内 訳 (単位 : FA) 
農林 業 系 副産物 焼却 処理 等 円 滑 化 事業 74, 860 | 市 町 村 へ の 補助 金 
農産 物 等 の 売 払 収 入 の 減 18,459 | 畜産 研究 所 等 に お ける 肉牛 等 の 売 払 収入 
地域 経営 推進 費 6,097 | 広域 振興 局 の 肉 用 和牛 飼料 確保 対策 等 
放射 線 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 5,108 | 除 染 技術 等 の 公募 ・ 実 証 試験 、 情 報 収 集 等 
いわ て グラ フン フ 製作 費 4,155 | 临时 号 (保存 版 放射 能 対策 ) 
道路 空間 放射 線量 測定 2, 409 | 通学 路 を 中 心 と し た 道路 の 測定 
空間 線量 測定 機器 購入 1,504 | 県 管理 道路 測定 機器 
職員 人 件 費 517, 003 | 放射 線 影響 対策 に 従事 し た 職員 
その 他 2, 544 

合 計 632, 139 




















(2) 、 下 水道 事業 の 請求 ・ 支 払 状況 

原発 事故 以来 、 流 域 下水 道 施設 か ら 排出 され る 「 脱 水 汚泥 」 や 「 焼 却 灰 」 等 か ら 放 射 性 物質 が 検出 
され て いる た め 、 そ れ ら の 処分 に 当たっ て は 放射 線量 の 測定 が 必要 と な っ て いま す 。 

また 、「 焼 却 炭 」 か ら は 引き 続き 一 定量 以上 の 放射 性 物質 が 検出 され 、 セ メン ト 原 料 と し て の 再 利用 
化 が 困難 な 状況 に ある こと か ら 、 そ の 処分 に 当たっ て より 多く の 費用 を 要する 「 埋 立 」 に よる 処分 を 余 
壮 な くさ れ て いま す 。 

この た め 、 そ れ ら 検査 費用 や 処分 方 法 の 変更 に 伴う 追加 的 費用 に つい て 、 東 京 電力 に 対 し て 賠償 金 
の 請求 を 行っ て いま す 。 

な お 、 こ れ ま で の 賠償 請求 状況 と 支払 状況 に つい て は 図表 3-70 の と お り で す 。 















































































































図表 3-70 下水 道 事業 損害 貼 償 請求 ・ 支 払 状況 | _ I (单位 : 円) 


| 





H24.11.8 | 放射 線 測定 費用 2,819,845 | 2,819,845 | H25.3.8 H23 年 度 分 















































_ и аа ks 28, 165, 282 | 28, 165, 282 
€ 計 30,985,127 | 30,985, 127 
H26. 2. 27 放射 線 測定 費用 1, 528, 800 未定 未定 H24 年 度 分 
it ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 17, 399, 393 未 定 
A 计 18, 928, 193 未 定 
































※ 平成 26 年 3 月 31 日 現在 、 支 払金 額 及 び 支 払 日 は 未定 。 








(3) 工業 用 水道 事業 の 請求 ・ 支 払 状況 
ア 損害 の 発生 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 受付 、 平 成 23 年 度 損 害 賠償 人 金 の 支払 い 
原発 事故 以来 、 工 業 用水 の 製 造 過程 で 排出 され る 「 脱 水 汚泥 】」 から 放 射 性 物質 が 検出 され て お り 、 
この た め 、 以 下 の 損 害 が 生じ て いま す 。 
【 工 業 用 水道 事業 に お ける 損害 】 
・ 放 射 性 物質 濃度 の 測定 に か か る 検査 費用 
・ 放 射 性 汚泥 を 一 時 保管 する た め に 要 し た 追加 的 費用 
・ 汚 泥 処分 が 通常 より 割高 と な っ て お り 、 そ の 割高 分 の 汚泥 処分 費用 
・ 検 査 ・ 汚 泥 処 分 等 を 行う た め の 人 件 費 
東京 電力 は 、 平成 23 年 3 月 11 日 か ら 平 成 23 年 11 月 30 日 まで の 人 件 費 を 除く 工業 用 水道 の 被害 に 
つい て 、 平 成 24 年 5 月 か ら 、 賠 償 請 求 の 受付 を 開始 し まし た 。 
受付 開始 を 受け 被害 額 を 算定 し 、 平成 23 年 11 月 30 日 まで の 経費 の うち 一 般 会 計 か ら の 負担 金 を 除 
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いた 額 を 、 平 成 24 年 6 月 13 日 に 賠償 請求 し 、 東 京 電力 と 協議 を 進め まし た 。 
協議 の 結果 、 平 成 24 年 12 月 5 日 に 岩手 県 企業 局 と 東京 電力 と の 間 で 損害 賠償 の 合意 書 を 締結 し 、 
平成 24 年 12 月 13 日 に 東京 電力 か ら 平 成 23 年 3 月 11 日 か ら 平 成 23 年 11 月 30 日 まで を 対象 期間 と 
し て 、 損 害 賠償 金 769, 020 円 が 支払 われ ま し た 。 (図表 3-71) 
な お 、 平 成 23 年 12 月 1 日 か ら 平 成 24 年 3 月 31 日 まで の 被害 に つい て は 、 国 か ら の 支援 (一 
計 負担 金 ) で 賭 われ た こと か ら 損 害 賠償 金 は 発生 し て いま せん 。 
イ 平成 24 年 度 損害 賠償 人 金 の 支払 い 
平成 25 年 7 月 31 НК, 東京 電力 か ら 平 成 24 年 度 請求 (H24. 4. 17-Н25. 3.31) の 受付 開始 の 通知 
を 受け まし た 。 
被害 額 算定 の 結果 、 人 件 費 を 除く 経費 の うち 、 一 般 会 計 か ら の 負担 金 を 除い た 額 を 、 平 成 25 年 11 
月 6 日 に 総務 部 総務 室 を 通じ て 東京 電力 に 請求 し 、 協 議 を 進め まし た 。 
協議 の 結果 、 平 成 25 年 12 月 20 日 に 岩手 県 企業 局 と 東京 電力 と の 間 で 損害 賠償 の 合意 書 を 締結 し 、 
平成 25 年 12 月 30 Н (収入 確認 : 平成 26 年 1 月 6 日 ) に 東京 電力 か ら 平 成 24 年 4 月 か ら 平成 25 年 
3 月 まで を 対象 期間 と し て 、 損 害 賠 償 金 91,123 円 が 支払 われ まし た 。 (図表 3-71) 



























































































































































































































































































































































賠償 請求 ・ に 






























































































































































請求 内 пн? АН ! 
工业 用 水 … 污 泥 ОНИЕ 332, 220 332, 220 
汚染 発生 土 等 の 保管 に 係る 追加 的 費用 148, 050 148, 050 ` 
H24. 6. 13 EEE Ls AY CS 2 EIA F 0 Е H24. 12. 13 Н23 年 度 分 
合 計 769, 020 769, 020 
脱水 汚泥 の 放射 線 測定 費用 6, 615 6, 615 
H25.11.6 | 脱水 汚泥 の 処分 に 係る 追加 的 費用 84, 508 84, 508 | H25.12.30 H24 年 度 分 
合 计 91, 123 91, 123 
※ 請求 金額 に 人 件 費 は 含ま な い 。 人 件 費 に つい て は 、 工 業 用 水道 分 を 含め 県 (総務 部 総務 室 ) が 一 括 し て ADR に 申し 立て を 実施 。 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 





ва 予算 額 


当初 予算 額 54,097 千 円 60, 718 千 円 全 6, 621 FAH 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
Ш 主 な 取組 
Ф 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、「 原 子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 に 基 づ 
き 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い ます 。 
Ф 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 モ ニタ リン グ ポ スト 10 箇所 
に お ける 24 時 間 体 制 の 放射 線量 や サー ベイ メー タ に よる 県 内 の 代表 的 な 55 地点 の 放射 線量 の 毎月 の 
測定 、 県 立 学校 や 県 立 病院 な ど 県 有 施 設 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 し ます 。 
Ф 水 道 水 、 雨 水 や ちり な どの 降下 物 や 、 廃棄 物 処理 施設 に お ける 焼却 灰 や 下水 汚泥 、 工 業 用水 な どの 
放射 性 物質 濃度 を 定期 的 に 測定 し ます 。 
© 滑 定 結果 は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 等 を 通じ て 県 民 等 へ 速やか に 情報 提供 を 行い ます 。 
Ф 各 広 域 振興 局 、 教 育 事 務 所 等 に 配備 し て いる サー ベイ メー タ を 市 町 村 等 へ 貸出 を 行い 、 放射 線量 測 
定 を 支援 し ます 。 
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国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 測定 ) 


原子 力 発電 所 事故 に よる 本 県 の 
環境 放射 能 水準 調 放射 性 物質 に よる 影響 を 把握 する 
査 費 ( 細 事 業 : 環 境 環境 生活 部 た め 、 本 県 独自 に 放射 線量 等 の 測 
放射 能 モ ニタ リン グ | 7а 定 調 査 を 実施 し 県 民 等 へ 情報 提供 
強化 費 を 含む 。 ) する こと に より 、 安 心 ・ 安 全 に 資す 
る も の 





工業 用 水 及 び 脱 水 汚泥 の 放射 性 


工業 用 水道 事業 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 





県 立 学校 に お ける 調査 測定 、 除 
放射 線 対策 費 染 、 県 立 学校 牧草 地 等 除 染 を 行う 
も の 





= 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 
測定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物 
я 質 濃度 の 測定 を 行う も の 
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за 


第 4 章 平成 26 年 度 に 実施 する 対策 $ 


第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 





当初 予算 額 13,159 FA 176, 672 千 円 А 103, 513 FA 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
E 主 な 取組 

Ф 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づき 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 定め る 汚染 状況 重点 計 
査 地域 と し て 指定 を 受け た 一 関 市 、 奥州 市 及び 平 人 と と も に 、 放 射線 の 影響 を 受 
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け や す いと され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 学校 等 の 放射 線量 の 定期 的 な 測定 を 行い 、 
その 結果 、 低 減 措 置 実 施 の 目安 で ある 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト を 超え た 場合 に は 、 除 染 等 の 低減 措 
置 を 実施 し ます 。 

Ф 市 町 村 等 の 円 滑 な 低減 措置 等 の 実施 を 支援 する た め 、 放射 性 物質 の 除去 ・ 低 減 技術 の 情報 提供 や 除 




















染 等 の 費用 の 補助 を 行う と と も に 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 技術 的 支援 
や 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 施設 設置 費用 の 補助 な ど を 行い ます 。 









































国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 低減 ) 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 措 置 推進 の 
ー 環 と し て 、 放射性 物質 除去 ・ 低 減 
技術 の 情報 収集 と 、 生 活 圏 、 農 林 


放射 性 物質 除去 ・ 生産 環境 及び 廃棄 物 を 重点 に 、 県 


低減 技術 実証 事業 内 に お いて 適用 で きる 除去 ・ 低 減 
技術 の 実証 試験 等 を 実施 し 、 市 町 
村 等 へ 情報 提供 する も の 

市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 す 
る た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つ 
放射 線 対 策 費 環境 生活 部 ; , А 10,294 | いて 補助 する と と も に 、 県民 に 対し 
て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た 





め 基 礎 知識 を 普及 秘 発 する も の 
放射 性 物質 に 汚 筑 され た 道路 側 潮 
汚泥 の 処理 を 推進 する た め 、 法 染 
状況 重点 調査 地域 に 指定 され た 県 
内 3 市 町 が 道路 側溝 汚泥 の コン ク 
リー ト 製 等 の 一 時 保管 施設 を 設置 
する 場合 (国庫 補助 事業 対象 外 に 
限る ) に 、 そ の 経費 に 対し て 一 部 を 
支援 する も の 

県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 
5 | | за | в IB sr 42 39k Bs sb2S lesk 5 

も の 


176,672 | 4103.513 【 再 掲 】 含 む 





放射 性 物質 汚染 廃 
棄 物 処理 円 滑 化 事 | 環境 生活 部 133,844 | A83.957 
業 
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第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 


第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 


ва 予算 額 








当初 予算 額 3, 449, 748 千 円 9, 599, 920 FA 全 6, 150, 172 FA 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
в 主 な 取組 








Ө 消費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく た め 「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 市 町 村 
や 関係 団体 と 連携 し て 、 農 林 水 産物 、 流 通 食品 、 野 生 鳥獣 肉 、 給 食 食材 の 放射 性 物質 濃度 に つい て 、 
計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 結 果 等 を 速やか に 公表 し ます 。 検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 を 
超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要 

請 し ます 。 

Ф 市 町 村 、 流 通 業 者 か ら の 依頼 に 基づい た 販売 目的 の 県 産 食 材 等 の 精密 検査 や 、 市 町 村 と 連携 し た 野 

生 山菜 、 野 生き の この 全市 町 村 検 査 を 継続 し ます 。 

Ф 利用 自粛 の 対象 と な っ た 牧草 地 の 除 染 の ほか 、 国 の 暫定 許容 値 以 下 の 牧 草地 に つい て も 、 原 乳 10 
ベク レル 未満 対策 と し て の 除 染 や 、 風 評 被害 対策 と し て 市 町 村 が 独自 に 取り 組む 除 人 に つい て 支援 
L. 粗飼料 生産 基盤 の 再生 に 向け た 取組 な ど を 進め ます 。 ま た 、 汚 染 牧草 等 管理 の 農家 負担 軽減 と 安 

定 的 な 保管 対策 を 支援 し ます 。 

Ф 安全 安心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 する た め 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 の 全 頭 を 対象 に 、 和 牛肉 
の 放射 性 物質 検査 を 継続 し ます 。 和 牛 の 出荷 に 際 し 牧草 中 の 放射 性 物資 濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧草 の 給 

量 等 か ら 和牛 肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 出荷 時 期 を 判断 する な ど 、 適 切な 生産 管理 
が 行わ れる よう 努め ます 。 

Ф 原木 し いた け の 産地 再生 に 向け 、 生 産 者 へ の つなぎ 融資 等 の 経営 支援 を 行う と と も に 、 使 用 自粛 と 
な っ た 原木 ・ ホ ダ 木 の 処理 、 新 た な 原木 の 確保 ・ ホ ダ 木 造成 、 落 業 層 の 除去 等 ホ ダ 場 環 境 整 備 や 、 和 

ぁ ハ ウス の 導入 に よる 露地 栽培 か ら 施 設 栽培 へ の 転換 等 を 文 援 し ます 。 

Ф 肥 射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 いわ て ブラ ンド を 再生 する 
た め 、 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販売 機会 の 拡大 を 支援 する と と も に 、 市町村 や 生産 者 

団体 等 が 行う 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 の 確保 に 係る 取組 の PR 経費 等 を 支援 し ます 。 

Ф リス クコ ミュ ニケ ーション や 出前 講座 の 開催 等 に より 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アビ ピー ル す る 取 

組み を 積極 的 に 展開 する こと に より 消費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 や 風評 被害 の 防止 に 取り 組み ます 。 
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国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 





食品 の 効率 的 な 放射 性 物質 検査 の 
実施 と 県 民 へ の 正しい 知識 の 普及 
啓発 の 取組 を 円 滑 に 行う た め 、 食 品 
環境 生活 部 2,162 4,317 42,155 | の 放射 性 物質 検査 の 補助 的 作業 及 
び 食 品 の 放射 性 物質 汚染 に 係る き 
め 細 か な 情 提供 を 行う 職員 を 配置 す 
る も の 


放射 性 物質 検査 
等 管理 運営 費 
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第 4 章 平成 26 年 度 に 実施 する 対策 


£= 


тр 


国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 





























食品 放射 性 物質 | .ww 食品 の 放射 性 物質 検査 検体 数 を 増 
検査 強化 事業 費 | 环境 生活 部 Виа, 2244 1547 | や し 、 よ り 多く の 情報 を 県 民 に 発信 す 
る も の 
食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニ 
食 の 信頼 確保 向 ケー ショ ン を 実施 する こと 等 に より 、 
上 対策 事業 費 ( 放 | 環境 生活 部 3,876 2,703 1,173 | 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図 
射 能 対策 ) り 、 も っ て 食品 の 信頼 感 の 醸成 に 資 
する も の 
食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現 
野生 動物 と の 共 = 
н EEN 在 、 出 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 野 
о 环境 生活 部 285 458 4173 生 鳥 獣 机 に つい て 放射 性 物質 検査 
を 実施 する も の 
シカ 肉 か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 物 
質 が 検出 され 、 県 内 全域 を 対象 に 出 
シカ 特別 対策 費 i == 荷 制限 指示 が 出さ れ た こと か ら 減 少 
(放射 能 计策 ) | 环境 生活 部 26080 3877 | し て いる 狩猟 を 補う 捕獲 を 行う こと に 
より 、 シ カ の 個体 数 管理 を 適切 に 実 
施す る も の 
放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 
RISEN а を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 
аи | i 21,257 31,553 | 410.296 | し 、 い わ て ブラ ンド を 再生 する た め 、 
š 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け 
る 等 販売 機会 の 拡大 を 支援 する も の 
円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 
生産 地 証明 等 発 | 商工 労働 観 2 162 2 159 3 迅速 な 発行 が 求め られ る こと か ら 、 
行事 業 費 光 部 | 発行 手続 専門 の 期限 付 了 臨時 職員 を 
配置 する も の 
原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 性 物 
質 の 拡散 に より 、 出 荷 制限 や 風評 等 
、 の 被害 を 受け た 農業 者 に 対し 、 農 業 
農業 経営 安定 緊 s с s N 
аве Pa 2 経営 継続 に 必要 な 運転 資金 を 円 滑 
< s 农林 水 产 部 8,994 10,025 А 1,031 に 供給 する た め 、 岩 手 県 信用 農業 協 
š 同 組合 連合 会 及び 農業 協同 組合 が 
被災 農業 者 に 行う 融資 に 対し て 利子 
補給 を 行い 、 末 端 無利子 と する も の 
安全 安心 な 県 産 牛 肉 の 供給 体制 を 
確立 する た め 、 県 内 外 に 出荷 され る 
県 産 牛 肉 安 全 安 県 産 牛 全 頭 放射 性 物質 検査 に 係る 
心 確立 緊急 対策 | 農林 水産 部 75,019 107,125 432,106 | 経費 を 助成 する と と も に 、 県 産生 に 
事業 費 対す る 消費 者 の 不安 等 を 解消 する た 
め 風 評 被害 防止 対策 を 実施 する も 
の 
県 産 農林 水産 物 等 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対 
いわ て ブラ ンド 再 | a 4 象 と し て 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 
生 推進 事業 農林 水産 部 80.000 79,569 431 安心 を 発信 する と と も に 、 バ イヤ ー 等 
を 対象 と し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 
を 開催 する も の 
県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 に 対 
いわ て 農林 水産 する 消費 者 の 理解 増進 を 図る た め 、 
物 消費 者 理解 増 | 農林 水産 部 30.000 23.000 7.000 | 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行う 物産 
進 対策 事業 費 フェ ア 等 の 開催 に 要する 経費 に つい 











て 、 補 助 す る も の 
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图 平成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


農業 生産 環境 放 
射 性 物質 影響 防 
止 支援 事業 


農林 水産 部 


土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 な ど 
に つい て 科学 的 に 調査 ・ 研 究 し 、 農 
業者 等 に 対し て 適切 な 生産 管理 技 
術 等 に 関す る 情報 提供 を 行う も の 





農産 物 放 射 性 物 
質 検 査 事業 


農林 水産 部 


国 の 通知 に 基づき 県 産 農産 物 の 放 
射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する も の 





放射 性 物質 被害 
畜産 総合 対策 事 
業 


農林 水産 部 


2,170,878 


8,104,444 


А 5,933,566 


県 産 畜産 物 の 安全 性 を 確保 する た 
め 、 県 内 産 粗 飼料 の 放射 性 物質 の 
検査 や 牧草 地 の 除 染 や 汚染 牧草 等 
の 保管 、 廃 用 牛 の 適正 出荷 を 支援 
する も の 





特 用 林産 物 放射 
性 物質 調査 事業 
費 ( 特 用 林産 物 放 
射 性 物質 調査 事 
業 ) 


農林 水産 部 


特 用 林産 物 の 産地 再生 の た め 、 原 
木 し いた け の 出荷 制限 解除 の た め 
の 検査 を 実施 する と と も に 、 消 費 者 
の 信頼 を 回 復 す る た め 、 原 木 し いた 
け 、 ほ だ 木 及び し いた け 原 木 、 そ の 
他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う も の 





特 用 林産 物 放 射 
性 物質 調査 事業 
費 ( き の こ 原 木 等 
処理 事業 ) 


農林 水産 部 


346,621 


А 287,196 


出荷 制限 を 解除 する た め に 必要 な 検 
査 に お いて 、 新 た に 指標 値 超過 が 判 
明 し た きのこ 原木 及び ほ だ 木 の 処 
理 、 落 葉 層 除 去 等 の ホ ダ 場 環 境 整 
備 を 支援 する も の 





原木 し いた け 経 営 
緊急 支援 事業 費 
(原木 し いた け 経 
営 緊 急 支援 資金 
貸付 金 ) 


農林 水産 部 


483,189 


717,970 


А 234,781 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し 
て いる 原木 し いた け 生 産 者 の 経営 を 
支援 する た め 、 集 出荷 団体 が 行う 経 
営 支援 資金 の 貸付 に 必要 な 原資 を 
貸付 する も の 





特 用 林産 施設 等 
体制 整備 事業 費 
( 特 用 林産 施設 
体制 整備 事業 ) 


農林 水産 部 


305,791 


305,791 


きのこ 生産 の 維持 ・ 増 進 を 図る た め 、 
菌 床 栽培 施設 等 の 特 用 林産 施設 の 
整備 及び きのこ 原木 等 の 生産 資材 
の 導入 を 支援 する も の 





特 用 林産 施設 

体制 整備 事業 費 
(原木 し いた け 再 
生産 促進 事業 ) 


農林 水産 部 


放射 性 物質 の 影響 に より 出荷 制限 
が 指示 され て いる 市 町 村 に お いて 、 
簡易 ハウ ス の 設置 を 支援 する も の 





水産 物 安全 出荷 
推進 事業 


農林 水産 部 


県 産 水 産物 の 安全 性 確保 と 出荷 制 
限 の 早期 解除 を 目的 と し た 、 水 産物 
の 放射 性 物質 検査 を 実施 する も の 





林産 物 処理 支援 
事業 費 


農林 水産 部 


放射 性 物質 の 影響 に より 、 一 部 流通 
が 滞っ て いた 樹皮 の 処理 を 支援 する 
も の 





児童 生徒 放射 線 
対策 支援 事業 費 
【 再 掲 】 





教育 委員 会 


事務 局 


3,449,748 





9,599,920 
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А 6,150,172 【 再 掲 】 含 む 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
度 の 測定 を 行う も の 





県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 





第 4 章 平成 26 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 4 節 健康 影響 、 学 校 に 関す る 取組 





当初 予算 額 54, 973 FA 78, 720 千 円 А 23, 747 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
E 主 な 取組 
Ф 原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 観点 か ら 、 平 成 23 年 度 に 調 
査 対 象 と な っ た 子ども に 対し て 、 尿 中 放射 性 物質 の 継続 調査 を 行い 、 検 査 結果 に つい て 、 県 公式 ホー 
ムペ ー ジ の 他 、 説 明 会 や セミ ナー な ど を 通じ て 、 広 く 県 民 等 に お 知ら せ し ま す 。 
Ф 原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 住 民 に 最も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相 
談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 し ます 。 
Ф 兄 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保 護 者 の 不安 を 解消 する た め 、 県立 学校 に お ける 放射 線量 の 測定 を 行う 



















































































































































































と と も に 、 学校 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 行い ます 。 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依 
頼 に よる 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 な ど を 行い ます 。 

















国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (健康 影響 、 学 校 の 対策 ) 


東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 
健康 へ の 影響 に つい て 、 リ スク コミ ュ 
放射 線 健康 影響 | Q imara ニケ ーション の 観点 か ら 、 平 成 23 年 
調査 費 度 に 調査 対象 と な っ た 子ども に 対し 
て 、 尿 中 放射 性 物質 の 継続 調査 を 行 
う も の 
東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 
放射 線 健康 相談 健康 へ の 影響 に つい て 、 住 民 に 最も 
等 支援 事業 費 補 | 保健 福祉 部 А 19,388 | 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 
B) 個別 健康 相談 等 の 事業 に 要する 経 
費 の 一 部 を 補助 する も の 
県 立 学校 に お ける 調査 測定 、 除 
NN 染 、 県 立 学校 牧草 地 等 除 染 を 行う も 
の 
児童 生徒 放射線 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
対策 支援 事業 費 定 、 学 校 給食 食材 等 放 身 性 物質 濃 
度 の 測定 を 行う も の 


А 23,747 【 再 掲 】 含 む 
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第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 


第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 








※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 


E 主 な 取組 
Ф 県 有 施 設 等 の 放射 線量 測定 や 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 の 結果 や 県 や 市 町 村 等 の 取組 、 放射 性 物 

質 に 対す る 基礎 知識 な ど を 県 公式 ホー ムペ ー ジ や 広報 誌 な ど を 通じ て 、 県 内 外 の 皆さま に 分 か りや す 
く 、 タ イム リー に お 知ら せ し ま す 。 

Ф 原発 事故 発生 か ら の 県 や 市 町 村 等 の 取組 等 を まとめ た 「 岩 手 県 放射 線 影 響 対策 報告 書 」 を 新た に 発 
行 し 関係 団体 等 へ 送付 する と と も に 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し 、 こ れ ま で の 取組 状況 等 を 広く 情 
報 発信 し ます 。 

Ф 本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 食 材 等 県 産品 な どの 魅力 等 を 各種 媒体 を 通じ て 県 内 外 に 広く PR する こと 
に より 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 を 払 し ょ くし 、 県 産品 等 の 販路 や 消費 、 観 光 客 ・ 教 育 
旅行 客 な どの 回 復 に 努め ます 。 

Ф 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め の 基 礎 知 識 の 普及 啓発 や 食品 の 放射 性 物質 に 対す る リス クコ ミ 
ュ ニ ケー ショ ン な ど を 実施 し 、 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図り ます 。 

Ө 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 いわて ブラ ンド を 再生 する 

た め 、 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販売 機会 の 拡大 を 支援 する と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 

団体 等 が 行う 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 の 確保 に 係る 取組 の PR 経費 等 を 支援 し ます 。 

Ф 原発 事故 に よる 放射 線 の 影響 に つい て 、 本 県 と し て 必要 な 対策 を 講じ る た め 、 原 発 放射 線 影 響 対策 
本 部 員 会 議 を 定期 的 に 開催 し ます 。 ま た 、 市 町 村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て いく 
た め 、 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し ます 。 
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国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 





原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 
東京 電力 へ の 賠償 請求 等 、 原 発 放 





危機 管理 対策 費 | 射線 影響 対策 の 推進 に 必要 な 体制 | 一 き 

【 再 掲 】 総務 部 8228 397 2686 сие ас. срив. | 新規 
放射 線 影響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 
情報 発信 を 行う も の 
本 県 に お ける 原発 放射 線 影響 対策 

原発 放射 線 情報 へ の 取組 や 環境 ・ 食 品 等 の 放 身 線 

発信 多角 化 事業 量 等 測定 情報 を 、 ホ ー ム ペー ジ 等 を 

費 (H25: 放 射線 影 | 総務 部 2,172 2,169 3 | 通じ て これ まで 以上 に 分 か りや すく 

響 対策 情報 発信 か つき め 細 か く 発信 する こと で 、 住 民 

强化 事业 费 ) の 不安 解消 と 本 県 へ の 風評 被害 の 
防止 に 資す る も の 





市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する 
Б. 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 














е 环境 生活 部 3,690 13,984 А 10,294 | 補助 する と と も に 、 県民 に 対し て 放射 
線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知 
識 を 普及 啓発 する も の 
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を な 


АЫ 


4 章 


平成 26 年 度 


国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (情報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 


放射 性 物質 検査 
等 管理 運営 費 【 再 
掲 】 


環境 生活 部 


食品 の 効率 的 な 放射 性 物質 検査 の 
実施 と 県 民 へ の 正しい 知識 の 普及 
啓発 の 取組 を 円 滑 に 行う た め 、 食 品 
の 放射 性 物質 検査 の 補助 的 作業 及 
び 食 品 の 放射 性 物質 汚染 に 係る き 
め 細 か な 情報 提供 を 行う 職員 を 配置 
する も の 





食 の 信頼 確保 向 
上 対策 事業 費 ( 放 
射 能 対策 )【 再 掲 】 


環境 生活 部 


食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニ 
ケー ショ ン を 実施 する こと 等 に より 、 
県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図 
り 、 も っ て 食品 の 信頼 感 の 醸成 に 資 
する も の 





商工 ・ 観 光風 評 対 
策 緊 急 事業 【 再 
掲 】 


商工 労働 観 
光 部 


損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 賠 償 請 > 
を 円 滑 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほ 
か 、 風 評 の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 
県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 魅 
力 や 、 岩 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 
等 を 全国 に 情報 発信 する も の 





いわ て ブラ ンド 再 
生 推進 事業 【 再 
掲 】 


商工 労働 観 
光 部 


А 10,296 


放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 
を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 
し 、 い わ て ブラ ンド を 再生 する た め 、 
県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け 
る 等 、 販 売 機会 の 拡大 を 支援 する も 
の 





三陸 観光 再生 事 
業 費 


商工 労働 観 
光 部 


岩 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 を 沿 
岸 地域 の 観光 の 柱 と する た め 、 岩 災 
語り 部 の 育成 ・ ス キル アッ プ な ど 受 入 
態勢 の 整備 を 行う と と も に 、 ホ ー ム ペ 
ー ジ に よる 情報 発信 や 教育 旅行 誘 
致 説明 会 を 通じ た PR な ど 誘 客 に 取 
り 組 む も の 





いわ て 観光 キャ ン 
ペー ン 推 進 協議 


会 负担 金 


商工 労働 観 
光 部 


いわ て DC( デ ステ ィ ネ ーション キャ ン 
ペー ン ) の 取組 に より 構築 し た 官民 
共同 の 取組 を さら に 推し 進め 、 い わ 
て DC の 効果 を 持続 ・ 拡 大 させ る 大 型 
観光 キャ ン ペ ー ン を 実施 する も の 





いわ て ブラ ンド 再 
生 推進 事業 【 再 
掲 】 


農林 水産 部 


県 産 農 林 水 産物 等 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対 
象 と し て 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 
安心 を 発信 する と と も に 、 バ イヤ ー 等 
を 対象 と し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 等 
を 開催 する も の 





いわ て 農林 水産 
物 消費 者 理解 増 
進 対策 事業 費 【 再 
掲 】 





農林 水産 部 


237.595 





245,944 
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А 8,349 【 再 掲 】 含 む 


県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 に 対 
する 消費 者 の 理解 増進 を 図る た め 、 
市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行う 物産 
フェ ア 等 の 開催 に 要する 経費 に つい 
て 、 補 助 す る も の 








第 6 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 


第 6 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 








※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
E 主 な 取組 
© 原発 事故 に より 生じ た 全て の 放射 線 影響 対策 費用 に つい て 、 市町村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 と 一 
本 と な っ て 、 東 京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 する と も に 、 東 京 電力 と 各 事 業 の 費用 に つい て 交渉 し 、 早 
期 の 賠償 金 の 支払 い の 実現 に 向け 、 取 組 を 進め て いき ます 。 
@ 東京 電力 や 国 へ の 要請 等 を 行う と と も に 、 原 子 力 損害 時 解決 セン ター (原発 ADR) へ の 和解 
人 申立 て を 市 町 村 等 と 協調 し て 行う こと な ど に より 、 早期 の 完全 損害 賠償 の 実現 に 向け た 取組 を 進 
DET, 
Ф 商工 ・ 和 観光 業 、 農 林 水 産業 な ど 被害 を 受け た 事業 者 等 に 対し 、 損 害 賠 償 請 求 に 向け た 相談 や JA Z 
ルー プ の 損害 賠償 対策 協議 会 な ど へ の 活動 支援 、 東京 電力 や 国 へ の 要請 活動 を 行う な ど 賠 償 金 の 早期 
か つ 確 実 な 支払 い が 行わ れる よう 支援 し ます 。 
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国平 成 26 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 対 応 ) 


原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 
東京 電力 へ の 賠償 請求 等 、 原 発 放 
¿= 射線 影響 対策 の 推進 に 必要 な 体制 
危機 管理 対策 費 |f I ' を 整備 する と と も に 、 新 た に 「 岩 手 県 
放射 線 影響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 
情報 発信 を 行う も の 

損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 貼 償 請 
を 円 滑 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほ 
商工 ・ 観 光風 評 対 | 商工 労働 観 か 、 風 評 の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 
策 紧 急事 业 费 光 部 i ' 県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 魅 
力 や 、 震 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 
等 を 全国 に 情報 発信 する も の 
原子 力 発 電 所 事 放射 性 物質 に よる 農 畜 産物 の 被害 
故 農 畜 産物 被害 | 農林 水産 部 調査 を 行い 、 農 業者 の 損害 賠償 に 向 
けた 取組 を 支援 する も の 
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第 5 章 資料 編 





1 各種 方 針 


原発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 平成 23 年 8 月 
1 基本 的 な 考え 方 
県 は 、 全 力 を 挙げ て 放射 線 影響 に 係る 測定 及び 迅速 ・ 適 切な 公表 を 行う と と も に 、 本 県 へ の 影響 等 を 把握 し 、 的 確 な 対策 を 速やか 
に 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 及び 風評 被害 の 防止 を 図る 。 









































2 測定 

(1) 測定 対象 … 放 射 性 物質 の 影響 は 多岐 に わた る が 、 県 民 の 安全 を 確保 する た め 、 ま ず は 環境 に 対す る 基礎 的 な 影響 を 把握 で きる 、 
空気 、 飲料 水 、 土壌 等 の 住 環 境 の 調査 を 優先 する 。 特に も 、 放射 線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 和 観点 か ら 、 
学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 調査 に 重点 的 に 取り 組む 。 加 えて 、 食 の 安全 ・ 安 心 を 重視 する 観点 か ら 農 林 水 産物 の 測定 対象 の 充 
実 を 図る 。 な お 、 放 射 性 物質 が 最終 的 に 集まっ て いく こと が 懸念 され る 汚泥 、 廃 棄 物 等 に つい て も 、 調 査 を 行う 。 

(2) 測定 地域 … 県 内 全域 を 対象 と する 。 な お 、 こ れ ま で の 測定 結果 を 踏ま え 、 比 較 的 高い 値 を 示し て いる 県 南 地域 の 測定 を 優先 する 。 

(3) 測定 体制 … 県 が 現有 する モニ タリ ング ポス ト 、 ゲ ル マ ニ ウム 半 導体 検出 器 、 サ ー ベ イメ ー タ を 最大 限 活用 する ほか 、 速 や か な 機 
器 の 増設 ・ 購 入 を 図る 。 ま た 、 こ れ ら の 機材 を 活用 し 、 測 定 調査 に 必要 な 人 員 の 手当 て を 図る 。 加 えて 、 外 部 機関 へ の 依頼 や 事業 
者 へ の 委託 な ど 、 国 及び 市 町 村 を 含め 関係 機関 ・ 団 体 の 協力 を 得 て 体 制 の 充実 に 努め る 。 
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3 迅速 ・ 適 切な 情報 公表 
(1) 公表 時 期 … 測 定 の 実施 又は 検査 結果 の 判明 の 都度 、 速 や か に 公表 する 。 






























































(2) 公表 内 容 … 測 定 ・ 検 査 結果 に 併せ て 当該 対象 に 係る 国 の 基準 値 等 を 示す こと と し 、 健康 等 に 対す る 影響 の 可能 性 に つい て 説明 す 
る よう 努め る 。 

(3) 公表 方 法 … ホ ー ム ペー ジ を は じ め と する 県 の 広報 媒体 に よる 公表 の ほか 、 報道 機関 に 情報 提供 を 行い 、 県 民 へ の 迅速 か つ 効 果 的 
な 周知 を 図る 。 














4 的 確 な 対策 の 実施 

(1) 対策 の 考え 方 … 住 環境 や 農林 水産 物 の 測定 を 実施 する 中 で 、 県 民 の 健康 等 РА 又は 、 そ の 恐れ が ある 事案 が 判明 し 
た 場合 は 、 速 や か に 必要 な 対策 を 実施 する 。 そ の 際 、 学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 環境 整備 や 、 安 全 ・ 安 心 な 農林 水産 物 の 確保 
に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する 。 

(2) 放射 線量 の 低減 … 県 民 の 健康 を 守る た め 、 国 の 方 針 ・ 見 解 や 人 術 的 な 知見 に 基づき 、 放 射線 量 の 低減 措置 を 講じ る 。 

(3) 風評 被害 の 防止 … 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 防止 の た め 、 迅 速 で 分 か りや すい 情報 提供 を 図る 。 ま た 、 報 道 機関 に 対す る 適 
切な 情報 提供 や 県 の 広報 媒体 等 に より 、 県 民 は も と より 広く 県 外国 外 1 こ 対 し て 、 本 県 の 対策 の 周知 に 努め る 。 

(4) 県 民 に 対す る 知識 の 普及 啓発 … 県 の 広報 媒体 を 通じ て 放射 線 等 に 関す る 知識 の 普及 を 図り 、 県 民 自ら 取り 組む こと が で きる 対 
応 に つい て は 、 啓 発 を 推進 する な ど 、 県 民 の 理解 の 促進 と 不安 解消 に 努め る 。 

(5) 国 と の 関係 … 放 射 性 物質 に よる 汚染 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 解決 すべ きも の で ある が 、 県 と し て は 、 国 の 対応 を 待つ こ 
と な く 、 必 要 な 対策 は 可能 な 限り 実施 する 。 な お 、 国 に 対す る 要請 は 、 継 続 し 、 強 力 に 行っ て いく 。 























































































































































































































































































































5 市 町 村 等 と の 連携 強化 
全 県 的 な 対策 を 推進 する た め 、 市 町 村 等 と 連絡 会 議 を 開催 し 、 調 整 を 行う な ど 、 各 種 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 の 強化 を 図る 。 






































原子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 平成 25 年 3 月 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 基本 的 な 考え 方 … 県 は 、 原子 力 発 電 所 事 逆 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め に 市 町 村 等 と 連携 し 、 測定 
機器 や 体制 を 整備 し 全力 を あげ て 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 多岐 に 渡る 放射 線 の 影響 に つい て 把握 する と と も に 、 県 民 に 
対し 迅速 か つ 効果 的 な 情報 提供 を 行い 、 県 民 の 不安 の 解消 と 風評 被害 の 防止 を 図る の 。 な お 、 こ れ ま で の 取組 状況 を 踏ま ほえ 、 継 続 性 
を 持っ て 放射 線量 等 の 測定 を 実施 する と と も に 、 放射 線量 等 の 変化 や 原発 事故 処理 の 進捗 状況 に 柔軟 に 対応 し 、 放射 線 影響 対策 に 
万 全 を 期す も の と する 。 
(2) 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 
ア 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 … 放 射線 量 等 の 測定 に 関す る 、 県 、 市 町 村 (一 部 事務 組合 を 含む ) 及び 関係 団体 等 の 役割 分 担 は 、 測 
E 範 囲 、 測 定 対象 及び 測定 体制 等 の 状況 を 総合 的 に 勘案 し つつ 、 県 が 主体 的 に 取り 組み な が ら 市 町 村 等 と 協議 の うえ 決定 する も 
の と し 、 そ の 測定 に 当たっ て は 国 の 協力 を 得 な が ら 市 町 村 等 と 連携 を 強化 し て 行う も の と する 。 
イ 費用 負担 等 … 原 子 力 発電 所 事 逆 に 係る 放射 性 物質 に よる 汚染 対策 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 行う べき も の で あり 、 県 民 の 
安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 県 及び 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線量 等 の 測定 等 に 係る 費用 に つい て も 、 国 が 負担 すべ きも の で ある 。 
な お 、 こ れ ま で 実施 し た これ ら の 費用 に つい て も 、 過 去 に 遡っ て 国 に 負担 を 求め る 。 











































































































































































































































































































2 放射 線量 等 の 測定 体制 
(1) 放射 線量 等 測定 に 用 いる 機器 
ア 空間 線量 率 等 を 測定 する も の 
(7) モニ タリ ング ポス ト … モ ニタ リン グ ポ スト は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム Nal) の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 
(空間 線量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極め て 低い 放射 線量 まで 精密 に 測定 する こと が 
で きる 。 屋外 に 置く NaI(T1) シン チレ ーション 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる と 検出 器 内 
で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 放 射線 量 と し て 計測 する 。 風 手 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛岡 市 に お い 
て 測定 を 行っ て きた が 、 原 発 事故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 箇 所 に お いて 、24 時 間 体制 で 測定 を 行っ て いる 。 
OHARA : 空間 線量 率 (大 気 ) OMEA : Gy/h (< マイ 2p ゲ レイ 毎時 ) @JEDPSJZ : 24 時 間 連 続 測定 
設置 箇所 : 盛岡 市 (環境 保健 研究 セン ター)、 和 花巻 市 (花巻 地区 合同 庁舎 ) 、 奥 州 市 (奥州 地区 合同 庁舎 )、 一 関 市 ( 
大 気 測定 局 ) 、 大 船渡 市 (大 船渡 地区 合同 庁舎 ) SAh (釜石 地区 合同 庁舎 )、 宮 古市 (宮古 市 立 宮古 小学 校 )、 久 慈 市 та 
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各 种 方针 














慈 地区 合同 庁舎 ) 、 二 戸 市 (二戸 地区 合同 庁舎 ) WR (岩手 県 立 大 学 ) 計 10 箇 所 (各 1 台 ) 

( イ ) サー ベイ メー タ … サ ー ベ イメ ー タ は 、 放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 目的 と し た 、 小型 で 可 搬 型 の 放 
射線 測定 器 で 、 一 般 環境 ( 低 線 量 ) の 測定 に 適し た NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適 
し た GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (いわ ゆる ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 、 地 表 付 近 の 空間 線量 率 等 の 測定 の た め 

主 に NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ を 使用 し て いる 。 
① Nal (TD シン チレ ーション サー ベイ メー タ …- 検 出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 で ある が 、 測 定 し た 結果 の 正確 

さ で は モニ タリ ング ポス ト の 方 が 優る 。 
D GM 計 数 管 式 サ ー ベ イメ ー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) … ガ ンマ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 
いて いる 。 た だ し 感度 が 低く 、 自 己 照 射 (測定 器 自身 に 存在 する 放射 性 物質 の 影響 ) も 大 きい た め 、 空 間 線 量 の 測定 
適さ な い 。 

人 調査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) 全 测定 单位 : a Sv/h < イ 12py- ペ 省 每 时 )、j Gy/h (< ゲル イ 毎時 ) 
⑧ 測 定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 
Фина: еже S タ 28 台 ②GM 計 数 管 式 サ ー ベ イメ ー タ 1 台 

( ウ ) 積算 線量 計 … 積 算 線 量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 Ne の 
算 量 と し て 測定 する も の と 、 о 線 作 業 従事 者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 率 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 
調査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 測 定 位 ・ySyh < 人 py IER) 人 調査 時 間 : ・ 作業 期間 に よる 
人 配備 箇所 : 県 南 広域 振興 局 (10) 他 計 48 台 

イ 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の 

(F) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 … ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 は 、 ゲ ル マ ニ ウム の 結 唱 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試 料 中 の 
放射 性 物質 の 種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放出 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ 
の 試料 か ら 放 出さ れる ガン マ 線 の エネ ルギー の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て い 
る か を 測定 する 。 
⑧ 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 食 測定 単位 Ва (ベク レル ) 调查 时 间 : 1 品目 の 測定 に は 概ね 1 時 間 
人 @ 配 備 箇 所 : 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 農 業 研究 セン タ и дела 

(1) NaI(T|) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ …NalI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム Nal) の 
s A L し た も の で 、 測定 原理 は ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エエ 
ネル ギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検出 器 部 分 を 液体 窒素 で 冷却 する 必要 が な いな 

ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 

⑧ 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 眼 測 定 単位 : Ва (ベク レル ) OHAR : 概ね 10 分 て 20 分 

@ 配 備 箇 所 : 農業 研究 セン ター(1) 他 計 28 台 

( ウ ) 簡易 測定 器 … サ ー ベ イメ ー タ に 遮蔽 体 な ど 付 属 機器 を 設置 し た も の で 、 付 属 プ ログ ラム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 
に 換算 し て 測定 する 機器 。 放 射 性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 食 品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で きる 。 





































































































ст) 
こ は 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































. : 水 道 水 、 13, ЕФЕ : Ва (ベク レル ) @ 调 查 时 间 : 概ね 25 分 て 30 分 
@ 配 備 笛 所 : 農業 改良 普及 セン ター(10) 計 10 台 
0) 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 26 年 4 月 1 日 現在 
測定 対象 ・ 機 器 種別 配 置場 所 (配置 台数 等 ) 合計 
盛岡 市 (①) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m) 
花巻 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。)) 
Ps HITTO) (奥州 地区 合同 庁舎 ) 、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
ри 大 船 渡 市 (1) (大 船 渡 地 区 合同 序 售 ) 、 釜 石 市 (1) (& HPC FT) н 
= 宮古 市 (1) (EELE Th), ARTO (久慈 地区 合同 庁舎 ) 
間 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 ) (岩手 県 立 大 学 ) 
線 各 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) . 奥 州 (1) Ва 1) АЗ) .花卷 (1) + 
E |y 一関 (1)・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (1)・ 二 戸 Q①)) 
Е пени 県 南 広域 振興 局 土木 部 ( 計 3) (奥州 (1)・ 一 関 (1) ・ 千 厩 (1) ) 
н | MM TEET 環境 保健 研究 セン ター(4④ 、 北 上 川上 流 流域 下水 道 事 務 所 (1) 2 8 
m | メ 企業 局 県 南 施設 管理 所 (2) 、 教 育 委員 会 事務 局 スポ ー ツ 健康 課 (1) 
定 И: 各 教育 事务 所 ( 计 6) (盛岡 (1) ・ 中 部 (1) ・ 県 南 (1) ・ 沿 岸 南 部 (1) ・ 宮 古 (1) ・ 県 北 (1) ) 、 
工業 技術 セン ター(②2) 
GM 計 数 管 式 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 (1) 1 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 (10) 
積算 線量 計 各 広域 振興 局 農政 СМ) 部 ( 計 15) (盛岡 мн. же ди рев. Вет 48 
古 ・ 大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 県 南 教育 事務 所 (18) 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 農 業 研究 セン ター(1) 、 工 業 技術 センター(1) 5 
放 県 南 広域 振興 局 農政 部 ( 計 3) (奥州 (1)・ 一 関 (②)) 
射 各 広 域 振興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1)・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (1) ) 
性 農業 研究 セン ター(1) 、 農 業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (3) 
NaI(T1) シン チレ ーション 林業 技術 シセ ンタ ー(1) 、 水 産 技術 シセ ンタ ー(1) 、 中 央 農業 改良 普及 セン ター(1) дй 
ж スペ クト ドロ メー ク 県 立 高 等 学校 ( 計 З) ( 杜 陵 (1) ・ 盛 岡 工業 (1) ・ 釜 石 (⑪) ) 
度 県 立 支援 学校 ( 計 8) (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴覚 (1) ・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 峰 南 高 等 (1 
を 花巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
測 費 岩手 畜産 流通 セン ター (岩手 県 岩 畜 検査 室 ) (4) 
定 2 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 央 (2)・ 盛 岡 (①)・ 八 幡 平 ) - 奥 州 (1) В)“ 
简易 测定 器 大 船渡 (1) ва) ARU) F0) 3 
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3 測定 の 体系 

(1) 測定 期間 … 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 は 長期 間 に 互 る も の と 考え られ る こと か ら 、 国 か ら の 通知 等 も し く は 県 の 判断 に よ 
り 測定 の 必要 が な く な る まで の 間 、 測 定 を 行う 。 

(2) 測定 地域 … 県 内 全域 を 対象 と する 。 た だ し 、 こ れ ま で の 測定 結果 及び 文部 科学 者 に お いて 実施 し た 航空 機 モ ニタ リン グ (※1) 
及び 走行 サー ベイ (※2) 等 の 結果 を 踏ま そえ 、 こ れ ら の 測定 結果 が 比較 的 高い 値 を 示す 地域 の 測定 を 優先 する 。 

※1 航空 機 モ ニタ リン グ は 、 地 表面 の 放射 性 物質 の 鞭 積 状況 を 確認 する た め 、 航 空 機 に 高 感度 で 大 型 の 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 
地上 に 薔 積 し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 広範 囲 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 
※2 走行 サー ベイ は 、 走行 し て いる 道路 周辺 の 空間 線量 率 を 連続 的 に 測定 する た め 、 車内 に 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 地 上 に 次 積 
し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 詳細 か づつ 迅速 に 測定 する 手法 。 
(3) 測定 内 容 
測 定 区 分 E 体 的 な 測定 対象 
ア 空間 線量 率 
イ 降下 物 ・ 大 気 浮遊 じん 等 
(1) 住 環境 等 ウ 河川 水 、 海 水 等 
エ 水道 水 
オ 不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 
ア 学校 等 の 施設 
(2) 教育 施設 等 PRE O irk 
イ 公園 等 
ア 農林 水産 物 
イ 粗飼料 
ウ 堆肥 
(3) 農林 水産 物 等 = 農用地 土壌 
オ 流通 食品 
х 給食 食材 
キ その 他 
ア 工業 製品 ・ 加 工 食品 等 
イ 下 水 污 泥 
(4) 産業 活動 ウ 廃棄 物 
= 企業 局 工業 用 水道 
オ 浄水 発生 土 
(4) 情報 の 公開 … 測 定 結 果 に つい て は 、 原 則 、 県 の ホー ムペ ー ジ 等 を 活用 し て 速やか に 公表 する 
放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 平成 25 年 3 月 
1 基本 的 な 考え 方 

(1) 目的 … 県 が 策定 し た 原子力 発 電 所 事 逆 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 (平成 23 年 8 月 31 日 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
に より 実施 し た 放射 線量 測定 の 結果 等 に 基づき 、 県 が 市 町 村 と 連携 し て 行う 地域 に お ける 放射 線量 低減 の 取り 組み の 基本 と な る 考 
え 方 を 示し 、 県 民 が 日 常 生活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ け 速 や か に ай ・ 効 果 的 に 低減 する こと に より 、 県 民 の 安 
全 ・ 安 心 の 確保 ( に 資す る 。 

(2) 目標 … 県 民 が 日 常 生 活か ら 受 ける 追加 被ばく 線量 * ま 1 は 、 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 を 目標 と する 。 

※1 [追加 被 全 < 線量 」 と は 、 然 被 ば く 線 量 及 び 医 療 被 ば く を 除い た 被ばく 線量 を 指す も の 。 
жо 県 民 が 安全 に 暮らす た め 、 県 内 全域 に つい て 目指 すべ き 目 標 を 示し た も の で 、 国 際 放射 線 防護 委員 会 (I CR P) 勧告 等 の 
考え 方 に よる も の 。 

(3) 低減 措置 … 県 民 の 追加 被ばく 線量 の より 一 層 の 低減 を 図る た め 、 放 射線 量 を 低減 する た め の 措 置 (以下 「 低 減 措 置 」 と いう 。) 
を 行う 。 低 減 措置 に は 、 除 染 の ほか 、 日 常 生活 の 支障 と な ら な い 場 合 は 、 当 分 の 間 、 立 入 制限 等 の 措置 を 含む も の と する 。 な お 、 
低減 措置 を 実施 する ※ は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 と する 。 

※ 放射線 の 影響 を 受け や すい 児童 生徒 等 の 被ばく 量 低減 の た め 、 国 が 示し た 「 学 校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に つい て 」 (平成 
23 年 8 月 26 日 付け 文部 科学 省 局 長 通 知 ) に お ける 校庭 ・ 園 庭 の 空間 線量 率 の に 基づく も の 。 

(4) 県 の 役割 … 県 は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 追 加 被ばく 線量 低減 の 目標 の 達成 に 向け て 総合 的 に 施策 を 推進 する と と も に 、 市 町 村 が 行 
う 放 射線 量 低減 に 向け た 計画 的 な 取組 が 円 滑 に 進む よう 必 要 な 支援 を 行う 。 

(5) 国 へ の 要請 … 県 は 、 国 に 対し 次 の と お り 要 請 す る 。 

了 県 及び 市 町 村 等 が 低減 措置 の 実施 に あたり 要 し た 費 Дома sss 
イ 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 の た め に 技術 的 支援 を 行 う 
ウ 低減 措置 に 伴い 生じ た 土壌 等 及び 廃棄 物 の 保管 НОЕ ТИИ の 実施 並び に 森林 、 農 地 及び 河川 の 具体 的 な 除 染 の 方 法 等 
の 決定 等 の 必要 な 恒久 対策 を 速やか に 講じ る こと 。 
2 低減 措置 の 対象 等 

(1) 地域 … 低 減 措 置 を 行う 地域 は 、 Е 

(2) 対象 … 低 減 指 置 を 行う 対象 は 、 当 分 の 間 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 関わ る 箇所 (以 下 ÆRA LO.) と し 、 そ の 優先 順位 
は 次 の と お り と する 。① 学 校 等 の 施設 の 不 特定 多数 の 人 が 利 する 施設 その他 の 生活 圏 

3 低減 措置 の 実施 
(1) 実施 者 … 低 減 措 置 は 、 対 象 箇所 の 所 有 者 、 管 理 者 又は 占有 者 が 実施 する こと を 基本 と する 。 な お 、 県 民生 活 の 安全 ・ 安 心 を 速 や 
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各 种 方针 














に 確保 する 観点 か ら 、 地 域 住民 や 地域 の コミ ュ ニ ティ 及び ボラ ンティア が その 居住 地域 等 で 行う 低減 措置 に つい て も 推奨 する 。 
(2) 実施 方 法 … 実 施 者 は 、 低減 措置 を 行う こ あ た り 、 国 の ガイ ドラ イン *※ 等 を 踏ま える 効率 的 ・ 効 果 的 に 、 ま た 、 対 象 ご と に 適切 な 方 
法 で 行う 。 な お 、 空間 線量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 箇所 が 判明 し た 場合 は 、 速 や か に 低減 措置 を 実施 する も の と する 。 
※ | 市町村 に よる 除 染 実施 ガイ ドラ イン 」 (平成 23 年 8 月 26 日 原子 力 災 害 対策 本 部 ) 
o (平成 23 年 12 月 環境 省 ) 
射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇所 へ の 対処 ガイ ドラ イン 」 (平成 24 年 3 月 RAA) 
Ш 岩手 県 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
(3) 支援 … 県 は 市 町 村 と 連携 し 、 実 施 者 に 対し 必要 な 支援 を 行う 。 な お 、 県 は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 人 科 
所 を 有する 公共 施設 (学校 等 の 施設 に つい て は 、 和 私立 施 設 を 含む 。) に 対し 市 町 村 が 行う 低減 措置 に つい て 財政 的 支援 を 行う 。 
※ 支援 の 具体 例 
・ 直接 的 支援 … 作 業 に 要する 物品 の 供与 、 測 定 の 実施 、 i 
技術 的 助言 … 低 減 措 置 の 方 法 、 測 定 方 法 の 指導 及び 助言 、 結果 評価 へ の 助言 革 
費用 請求 に 係る 支援 … 原 因 者 か ら 補償 を 受け る ei 、 』 言 及び 情報 提供 等 
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4 低減 措置 に より 生じ た 土壌 等 及び 廃棄 物 の 管理 等 

(1) 土壌 等 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に 伴い 生じ た 土壌 等 の 保管 場所 を 確保 する と と も に 、 国 の 処分 方 針 が 定まる まで の 間 、 国 の ガイ ド 
ライ ン 等 を 踏ま え 適切 な 方 法 に より 保管 及び 管理 する も の と する 。 な お 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 実 施 者 が 行う 保管 場所 の 確保 並び に 
保管 及び 管理 に 協力 する 。 

(2) 廃棄 物 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に より 生じ た 廃棄 物 (放射 性 物質 に 汚染 され た 土壌 等 を 除く 。) に つい て 、 廃 棄 物 関係 法令 等 ※ に 
従い 適正 に 処理 する 。 

※ í a 令 等 
廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 
・ 平成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 性 物質 に よる 環 

境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 





























































































































5 情報 提供 
県 及び 市 町 村 は 、 自 ら が 公共 施設 に 対し て 行っ た 低減 措置 の 内 容 や 実施 後 の 空間 線 量 率 の 結果 等 を 公表 する と と も に 、 県 や 市 町 村 
等 が 支援 し た 低減 措置 の 実施 結果 に つい て も 、 実 施 者 の 協力 を 得 て 、 県 民 に 対し 情報 提供 を 行う よう 努め る も の と する 。 な お 、 情 報 
の 提供 に 際 し て は 、 ホ ー ム ペー ジ 上 へ 掲載 する 等 、 県 民 に 分 か りや すい 形 で 行う も の と する 。 
















































































県 産 食 材 等 に 係る 安全 確保 方 針 平成 25 年 3 月 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … こ の 方 針 は 、 原子 力 発電 所 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 踏ま え 、 県 が 、 県 産 食 材 等 を 対象 と し た 検査 の 実施 や 安全 
な 県 産 食 材 等 を 提供 し て いく た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 農林 漁業 者 の 経営 継続 に 係る 支援 を 行う ほか 、 検 査 結果 の 速やか な 公 
表 等 県 産 食材 等 の 安全 性 に 係る 情報 を 提供 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 図る こと を 目的 と する 。 
(2) 県 産 食 材 等 の 定義 … こ の 方 針 に お いて 、「 県 産 食 材 等 」 と は 、 本 県 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され た 農林 水産 物 、 消 費 者 向け に 販売 
の 用 に 供する 食品 (以下 「 流 通 食品 」 と いう 。) 及び 給食 食材 と する 。 









































































































































2 生産 環境 の 安全 確保 
県 は 、 県 内 で 生産 され る 農林 水産 物 へ の 放射 性 物質 の 影響 を 回 避 し 、 生 産 環境 の 安全 性 を 確保 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と す 

る 。 

(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 … 別 表 1 の 堆肥 等 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 

(2) 利用 自粛 等 の 要請 …(1) の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 指標 等 (農林 水産 省 が 、 食 品 衛生 法 上 問題 の な い 農 畜 水 産物 の 生産 を 確保 す 
る 観点 か ら 定 め た 値 を いう 。 以 下 同じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 関係 事業 者 に 対し 、 こ れ ら の 検査 対象 
と な っ た 堆肥 等 の 利用 、 流 通 及び 譲渡 (以下 「 利 用 等 」 と いう 。) の 自粛 を 要請 する も の と する 。 また 、 国 か ら 県 に 原子 力 災 害 対 
策 特別 措置 法 (平成 11 年 法律 第 156 号 ) に 基づく 指示 が あっ た 場合 は 、 関 係 事業 者 に 対し て 所 要 の 要請 を する も の と する 。 

(3) 利用 自 肃 等 要 AOR- * 利 用 等 の 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 解 除 に 係る 指示 が あ 
っ た 場合 は 、 利 用 等 の 自粛 等 の 要請 を 解除 する も の と する 。 

(4) 指標 等 を 超え た 堆肥 等 の 適切 な 管 理 等 … (1) の 検査 の 結果 、 指 標 等 を 超え た 堆肥 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 放 射 性 物 
質 濃 度 を 低減 さす せる た め の 取 組 並 びに 管理 及び 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 関 係 事 業者 に 対し 要請 する も の と する 。 


















































































































































































































































































































































3 県 産 食 材 等 の 安全 確保 
県 は 、 消 費 者 へ 安全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と する 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 
7 農林 水産 物 等 の 検査 … 別 表 2 の 農林 水産 物 等 に つい て 、 収穫 ・ 漁 獲 時 期 等 を 考慮 し な が ら 、 主 要 産 地 等 で 試料 を 採取 し 、 生 産 
物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 
イ 流通 食品 の 検査 К 、 計画 的 な 検査 を 実施 する も の と する 。 また 、 食品 衛生 上 の 危害 が 発生 する お それ の ある 
と 認め られ る 場合 に は 、 上 記 に 関わ ら ず 必要 な 検 相 を 実施 する も の と する 。 
ウ 給食 食材 … 給 食 等 に 使用 する 予定 の 食材 に つい て 、 計 画 的 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の と する 。 
(2) 出荷 自粛 の 要請 等 
ア 出荷 自粛 ・ 自 主 回 収 …(1) の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 基準 値 (食品 卫生 法 (昭和 22 年 法律 第 233 号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 
食品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 を いう 。 以 下 同 じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 出荷 団体 等 に 対し て 出 
和 荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する も の と する 。 
イ 出荷 制限 … 原 子 力 災 害 対策 特別 措置 法 に 基づき 、 国 か ら 県 に 対す る 出荷 制限 の 指示 が あっ た 場合 は 、 出荷 団体 等 に 対 し て 出荷 
を 差し 控え る よう 要請 する も の と する 。 
ウ 流通 状況 の 確認 ・ 自 主 回 収 … ア 又は イ の 場合 、 卸 売 市 場 や スー パー・ 小 売店 等 の 食品 関連 事業 者 に 対し 、 当 該 食 材 を 販売 ・ 使 
A Е O — REB, 当該 食材 の 販売 ・ 
E 認 さ れ た 場合 に は 、 上 直ちに 店 頭 か ら の 撤去 及び 回 収 等 の 措置 を 講じ る よう 、 食 品 関連 事業 に 要請 する も の と する 。 
(3) пада 1 


が あっ た 場合 は 、 出 荷 自粛 





































































































































































































































































































































































































日 荷 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 出荷 制限 の 解除 に 係る 指示 
請 を 解除 する も の と する 。 
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(4) 基準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 の 適切 な 管理 …(1) の 検査 の 結果 、 基 準 値 を 超え た 県 産 食材 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 管 
理 や 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 出 荷 団体 等 、 食 品 関連 事業 者 及び 給食 を 提供 する 学校 等 の 設置 者 に 対し 要請 する も の と する 。 
(5) 基準 値 を 超え た 流通 食品 に 対す る 措置 等 …(1) の イ の 検査 の 結果 、 基 準 値 超過 が 確認 され た 場合 は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 違 反 
食品 等 に 関す る 回 収 ・ 廃 棄 命 令 等 の 危害 を 除去 する た め の 必 要 な 措置 を 講じ る と と も に 、 当 該 情 報 の 迅速 な 公表 に 努め る も の と す 

る 。 














































































































4 農林 漁業 者 等 へ の 支援 

県 は 、 放 射 性 物質 の 影響 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 (以下 「 被 害 農林 漁業 者 」 と いう 。) に 対し 、 次 に 掲げ る 支援 等 を 行う も の 

と する 。 

(1) 経営 継続 に 係る 支援 … 生 産 技術 等 の 助言 指導 、 経営 資金 の 融資 や 安定 生産 に 向け た 取組 に 対す る 補助 な ど 、 被害 農林 漁業 者 が 今 
後 も 経営 を 継続 する た め に 必要 な 支援 を 行う も の と する 。 

(2) 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 係る 助言 等 … 被 害 農林 漁業 者 や 関係 団体 が 東京 電力 株 式 会 社 に 対し 損害 賠償 請求 を 
行う 場合 に は 、 こ れ ら の 者 の 要請 に 応じ 、 損 害 賠償 請求 に 係る 助言 等 を 行う も の と する 。 ま た 、 十 分 か つ 迅 速 な 損害 賠償 が 行わ れ 
る よう 、 国 が 責任 を も っ て 必要 な 措置 を 講じ る よう 、 国 に 対し 要望 する も の と する 。 



















































































5 消費 者 へ の 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 関す る 情報 提供 
県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め の 取 組 状況 を 
速やか に 公表 する と と も に 、 県 産 食材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル する 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確 
保 や 風評 被害 の 防止 に 向け 取り 組む も の と する 。 






































































































































































































































別表 1 

検査 ・ 調 査 対象 品目 对 象 区 域 実施 時 

生 ふ ん 堆肥 枚 草 か ら 300Bq/kg を 超え る 放射 性 物質 濃度 が 測定 され た 市 町 村 随時 

粗饲料 全市 町 村 収穫 時 
農用地 土壌 県 内 全域 (農作物 の 適切 な 生産 管理 に 係る 調査 ・ 研 究 の た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 ) 随時 

原木 ・ ほ だ 木 県 内 全域 (全戸 随時 
別表 2 

検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 実施 時 期 

米 、 麦 等 の 尊 類 、 野 菜 、 果 樹 、 原 乳 、 豚 | 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 (原子力 災 害 対策 本 部 ) な ど 






























































































































































肉 、 鶏 肉 、 鶏 卵 、 特 用 林産 物 、 水 産物 | 国 が 示す 枠組 み に 沿っ て 設定 

牛肉 全市 町 村 (全戸 検査 ・ 全 頭 検査 ) 出荷 時 
原木 生 し いた け 、 原 木 埋 しい たけ 全戸 検査 出荷 時 
野生 山菜 、 野 生き の こ 全市 町 村 収穫 時 期 
野生 鳥獣 内 県 内 全域 随時 

※ 検査 対象 品目 に つい て は 、 状 況 を 勘案 し 適宜 拡大 を 図っ て いく こと と する 。 
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放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 動き 











2 放射 線 影 響 対策 に お ける 主 な 動き 
(1) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 等 





口 3.11 東日本 大 岩 災 津波 発生 
口 3.11 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 発生 
Ш311 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 設置 











0513 滝沢 村 の 牧草 か ら 飼料 の 国 の 暫定 許容 値 (300Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 (以降 、 暫 定 許容 値 超過 市 町 村 を 対象 に 牧草 の 利用 自粛 
を 要請 

口 6.10 一 関 市 、 藤 沢 町 の 牧草 か ら 飼 料 の 国 の 暫定 許容 値 (300Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 

06.15 遠野 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 、 大 棚町 の 牧草 か ら 飼料 の 国 の 暫定 許容 値 (300Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 

06.22 平成 23 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対応 本 部 員 会 議 、 原 発 放 射線 影響 対応 本 部 設置 

@6.23 金ケ崎 町 放射 能 対 策 本 部 設置 

06.30 平成 23 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対応 本 部 連絡 会 議 

人 @7.4 盛岡 市 災害 対策 本 部 に 放射 能 対策 部 を 設置 

〇 7.29 平成 23 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 設置 、 原 発 放 射線 影響 対策 の 基本 方 針 策定 

@8.1 岩泉 町 放射 能 影響 対策 本 部 設置 

O8.5 放射 線 影響 対策 特命 チー ム 設置 

O8.11 岩手 県 災害 対策 本 部 廃止 

人 @8.17 二戸 市 原発 放射 線 影響 対策 会 議 設置 

08.22 平成 23 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 

人 @8.25 奥州 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 設置 

08.26 市 町 村 に お ける 除 魏 実施 ガイ ドラ イン 策定 (原子 力 災害 対策 本 部 ) 

830 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 の 公布 

08.30 平成 23 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 

08.31 平成 23 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 、 放 射線 量 等 測定 に 係る 対応 方 針 策定 

@9.11 滝沢 村 原 発 放射 線 影 響 対策 本 部 設置 

〇 9.15 平成 23 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

O9.16 除 染 に 係る 費用 の 補助 で ある 岩手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 業 費 補 助 金 交付 要綱 を 策定 

09.20 平成 23 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

O9.21 放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 策定 

09.29 平成 23 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 

O10.4 平成 23 年 度 第 4 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 本 部 員 会 議 、 県 産 食 材 の 安全 確保 方 針 策定 

〇 10.20 除 染 に 関す る 緊急 実施 基本 方 針 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 係る 説明 会 及び 意見 交換 会 、 並び に 放射 線 対策 に 係る 関係 市 町 村 と の 意 
見 交換 会 

0.24 一 関 市 災害 対策 本 部 に 放射 線 対策 部 会 、 放 射線 対策 調整 班 を 設置 

〇 11.2 平成 23 年 度 第 4 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 

国 11.11 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 の 基本 方 針 を 公表 

O 〇 11.18 平成 23 年 度 第 5 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

011.29 平成 23 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 

011.30 平成 23 FES 6 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

012.5 平成 23 年 度 第 5 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

画 12.14 環境 省 が 、 除 染 関 係 ガ イド ライ ン を 策定 

国 12.22 環境 省 が 、 除 染 に 係る 放射 線量 低減 対策 特別 緊急 事業 費 補 助 金 交付 要領 を 示す 。 

O12.22 県 有 施 設 に お ける 放射 線量 測定 及び 低減 措置 の 実施 に つい て (岩手 県 原発 放射 線 影響 対策 本 部 長 通知 ) 

国 12.28 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 に 基づき 、 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 が 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 

mii 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 が 本 格 施行 

〇 1.18 平成 23 年 度 第 7 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 

〇 1.24 平成 23 年 度 第 6 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

〇 2.10 平成 23 年 度 第 8 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

02.16 平成 23 FES 3 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 

O3.6 岩手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 策 定 

O3.7 平成 23 年 度 第 9 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

人 @3.9 盛岡 市 災害 対策 本 部 廃止 、 盛 岡市 東日本 大 震 災 復興 推進 ・ 放 射 能 対策 本 部 を 設置 

03.13 県 南 広域 振興 局 に 現地 対応 チー ム 設 置 

O3.13 県 所 管 施設 の 放射 線量 の 測定 頻度 に つい て (放射 線 影響 対策 チー ム 通 知 ) 

〇 3.29 平成 23 年 度 第 7 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 (放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 一 部 改正 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 一 部 改 
正 、 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 一 部 改正 ) 

国 3.30 環境 省 が 「 指 定 廃棄 物 の 今後 の 処理 の 方 針 」 を 公表 

画 放 射 性 物質 に よる 局所 的 除 染 箇所 へ の 対処 ガイ ドラ イン 策定 (環境 省 ) 

O4.1 総務 部 総務 室 に 放射 線 影響 対策 担当 が 新設 され る 。 

人 @4.23 遠野 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 設置 

O51 平成 24 年 度 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 (臨時 ) 

人 @5.24 一 関 市 除 染 実施 計画 策定 

人 @5.24 奥州 市 除 染 実 施 計 画策 定 

@5.28 平泉 町 除 染 実施 計画 策定 

05.30 平成 24 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

О6.11 平成 24 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

06.20 平成 24 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

0628 環境 大 臣 へ の 要望 (知事 ) (農林 業 系 副産物 の 処理 支援 等 ) 

07.31 環境 省 ほ か 各省 庁 へ の 要望 (知事 ) (放射 線 影響 対策 の 充実 ・ 強 化 ) 

O8.6 放射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 設 軒 

O8.10 放射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 第 1 回 会 議 

08.24 知事 視察 (県 南 地区 の 除 染 ) 

08.30 放射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 第 2 回 会 議 

08.31 岩手 県 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼却 処理 等 円 滑 化 事 業 施行 
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第 5 章 









資料 編 


O9.7 平成 24 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
O9.12 平成 24 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 
0913 放射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 第 3 回 会 議 

O9.18 平成 24 年 度 第 4 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 

O9.20 平成 24 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

O9.23 環境 大 臣 へ の 要望 (知事 ) (財政 支援 等 ) 

010.27 環境 省 ほ か 各省 庁 へ の 要望 (知事 ) (放射 線 影響 対策 の 充実 強化 ) 








O11.14 放射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 第 4 回 会 議 

011.22 平成 24 年 度 第 5 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

〇 11.27 平成 24 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

011.30 放射 性 物資 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 ) の 公表 








01210 環境 省 へ の 要望 ( 副 知事 ) (放射 性 物質 対策 の 充実 ・ 強 化 ) 
〇 12.26 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 設 軒 
012.28 環境 省 へ の 要望 (知事 ) (農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 支援 等 ) 





O1.17 平成 24 年 度 第 6 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
0125 平成 24 年度 第 4 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 





O25 環境 省 へ の 要望 ( 副 知 事 ) (農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 支援 等) 
O28 平成 24 年 度 第 7 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

O2.13 平成 24 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 
O2.14 平成 24 年 度 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 第 1 回 会 議 





037 環境 省 副 大 臣 へ の 要望 (知事 ) ( 除 楽 土壌 や 側溝 汚泥 の 具体 的 処理 の 提示 等 ) 

〇 3.11 平成 24 年 度 第 8 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

03.28 平成 24 年 度 第 5 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 (放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 一 部 改正 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 一 部 改 
正 、 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 一 部 改正 ) 








m412 事故 由来 廃棄 物 等 処分 業務 に 従事 する 労働 者 の 放射 線 障 害 防 止 の た め の ガ イド ライ ン の 策定 (厚生 労働 省 ) 
в? 環境 省 が 、 除 染 関係 ガイ ドラ イン を 改訂 (第 2 版 ) 


ЕЕ 0510 環境 省 へ の 要望 ( 副 知 事 ) ( 除 染 土壌 や 側溝 汚泥 の 具体 的 処理 の 提示 等 ) 


(2) 


0517 環境 省 へ の 要望 ( 副 知事 ) ( 除 染 土壌 や 側溝 汚泥 の 具体 的 処理 の 提示 等 ) 
05.23 平成 25 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 





O6.13 平成 25 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

O6.17 平成 25 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

О6л9 平成 25 年 度 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 第 1 回 会 議 

0626 環境 省 ほか 各省 庁 へ の 要望 (知事 )、 環 境 省 へ の 要望 (県 及び 県 南 3 市 町 ) (農林 業 系 副産物 の 処分 等 ) 





08.22 平成 25 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 





O9.10 平成 25 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 
O9.13 平成 25 年 度 放 射 能 汚 楽 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 第 2 回 会 議 
09.20 平成 25 年 度 第 4 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
O9.26 平成 25 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 





〇 11.13 平成 25 年 度 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 第 3 回 会 議 
O11.19 平成 25 年 度 第 5 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
011.25 平成 25 年 度 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 








Отта 平成 25 年 度 第 6 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 





O25 平成 25 年 度 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 第 4 回 会 議 
O2.13 平成 25 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影 響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 





O3.11 平成 25 年 度 第 7 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
O3.28 平成 25 年 度 第 4 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 本 部 員 会 議 ( 放 射線 量 等 測定 に 係る 対応 方 針 一 部 改正 ) 











放射 線量 等 測定 ・ 低 減 





03.11 東日本 大 震 災 に より 停電 、 モ ニタ リン グ ポ スト (盛岡 市 、 環 境 保 健 研究 セン ター) 測定 停止 

03.13 モニ タリ ング ポス ト ( 盛 岡市 、 環 境 保健 研究 セン ター) に よる 連続 測定 を 再開 

О3.18 盛岡 市 の 水道 水 に つい て 、1 日 1 回 の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 開始 

画 3.19 厚生 労働 省 か ら 、 摂 取 制限 指標 を 超え た 水道 水 に 係る 対応 に つい て の 見 解 提示 

03.19 環境 保健 研究 セン ター で サー ベイ メー タ に よる 放射 線量 の 毎日 測定 及び 降下 物 の 毎日 測定 を 開始 
人 @ 市 町 村 に よる 独自 の 水道 水中 の 放射 性 物質 の モニ タリ ング が 開始 

0325 福島 第 一 福島 第 二 原子 力 発電 所 の 事故 に 伴う 工業 用 水道 の 対応 に つい て (経済 産業 省 通知 ) 提 示 








m44 厚生 労働 省 か ら 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 の モニ タリ ング 方 針 提示 
048 一 関 市 の 水道 水 に つい て 、 週 に 1 回 の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 開始 
0425 盛岡 市 及び 一 関 市 を 除く 全市 町 村 の 水道 水中 の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 開始 (7.11 に 一 巡 し 、 終 了 ) 





m542 福島 県 内 の 下水 処理 等 副 次 産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 に つい て (原子 力 災 害 対策 本 部 通知 ) 提 示 
O5.16 北上 川 浄水 場 (工業 用 水 と 取水 口 が 同じ ) で 水道 水 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 。 未 検出 
0526 企業 局 工業 用 水 の 脱水 汚泥 の 取引 業者 (コン クリ ー ト 製品 へ の リサ イク ル 処 理 ) か ら 放射 性 物質 測定 の 指示 





画 6.3 原子 力 安全 委員 会 か ら 原 子 力 発電 所 事故 の 影響 を 受け た 廃棄 物 の 処理 処分 等 に 関す る 安全 確保 の 当面 の 考え 方 提示 

O6.3 脱水 汚泥 、 焼 却 灰 の 放射 性 物質 濃度 測定 開始 

O6.3 第 一 北上 中 部 工業 用 水道 (第 一 エ 水 ) の 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃度 測定 。 取引 業者 の 受入 基準 以下 で ある こと を 確認 

O6.6 一 関 地区 合同 庁舎 で サー ベイ メー タ に よる 週 1 回 の 放射 線量 測定 を 開始 

O6.9—6.16 花巻 、 奥 州 、 千 硫 、 大 船渡 、 釜 石 、 宮 古 、 岩 泉 、 北 上 、 江 差 、 遠 野 、 二 戸 、 久 慈 の 各地 区 合同 庁舎 に お ける 地上 付近 の 放射 線量 測定 開始 
O6.14 下水 処理 場 等 の 空間 線量 の 測定 、 公 表 開 始 。 以後 定期 的 に 測定 実施 。 

O6.14 脱水 汚泥 の 取引 業者 が 受入 基準 を 公表 (100Bq/kg ДЕ) 

画 6.16 厚生 労働 省 か ら 、 放射性 物質 が 検出 され た 浄水 発生 土 の 当 面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 提示 

06.16 原子 力 災 害 対策 本 部 か ら 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副 次 産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 提示 

画 6.16 国土 交通 省 記 者 発表 「 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 に つい て 」 提 示 

06.16 放射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副 次 産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 に つい て (原子 力 災 害 対策 本 部 、 経 済 産業 省 通知 ) 提示 
06.20 第 1 回 目 の 脱水 汚泥 、 焼 却 灰 の 放射 性 物質 濃度 測定 結果 判明 、 公 表 。 管理 型 処分 場 で の 処分 は 可能 と の 結果 。 以後 定期 的 に 測定 実施 
06.20 下水 環境 課 ( 北 上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 他 ) で 脱水 汚泥 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 結果 を 公表 
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放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 』 















































O6.21 て 6.23 胆 江 ・ 両 磐 地 区 の 旧 市 町 村役場 庁舎 に お ける 地表 付近 の 放射 線量 測定 開始 

0621 厚生 労働 省 か ら 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 の 低減 方 策 提示 

0622 放射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 に つい て (国土 交通 省 都 市 ・ 地 域 整 備 局長 通知 ) 提示 

国 6.22 放射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 に 基づく 脱水 汚泥 等 の セメント 利用 に つい て (国土 交通 省 都市 ・ 地 
域 整 備 局 下水 道 部 長 通知 ) 提 示 

国 6.22 放射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 処理 等 副 次 産物 の 当面 の 取扱 い に 関す る 考え 方 (国土 交通 省 知事 あて に 通知 ) 提 示 

0624 環境 省 が 水浴 場 の 放射 性 物質 に 係る 暫定 的 な 水質 の 目安 の 値 を 設定 。 (放射 性 ヨウ 素 131 が 30Bq/L、 放射 性 セン ウム の 合計 が 50Bq/L) 

画 6.24 汚泥 肥料 中 に 含ま れる 放射 性 セン ウム の 取扱 い に つ いて (消費 ・ 安 全局 長 通知 ) 提 示 

0628 環境 省 か ら 一 般 廃棄 物 焼却 施設 に お ける 焼却 灰 の 測定 及び 当面 の 取扱 い 提 示 

06.28, 29 胆 江 、 両 磐 地 域 の 旧 市 町 村 の 公園 等 に お ける 地表 付近 の 放射 線量 測定 開始 

0630 厚生 労働 省 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 の モニ タリ ング 方 針 改定 

06.30 第 一 エ 水 及び 第 二 北上 中 部 工業 用 水道 (第 ニ エ 水 ) で 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 。 そ の 結果 100Bq/kg 以上 で 処分 が で き な い こと が 判明 
(7.12HP で 結果 公表 ) 

人 @ 各 市 町 村 、 事 務 組 合 に より 浄水 発生 土 の 放 射 性 物質 の 測定 開始 




















075 第 一 エ 水 及び 第 ニ エ 水 の 工業 用 水 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 し た 結果 、 未 検出 (7.12HP で 結果 公表 ) 
O7.15~7.27 県 内 市 町 村 ( 滝 沢村 及び 胆 江 、 両 磐 地 区 を 除く 28 市 町 村 ) の 役場 庁舎 及び 公園 等 ( 計 58 か 所 ) に お ける 地表 付近 の 放射 線量 測定 開始 








08.2, 8.4—~8.5 廃棄 物 の 処理 に 関す る 住民 説明 会 支援 (いわ て クリ ー ン セン ター) 
08.19 いわ て クリ ー ン セン ター で 低 濃度 の 脱水 汚泥 の 受入 開始 
08.29 原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 情報 交換 会 (県 南 地 域 ) 





096 いわ て クリ ー ン セン ター の 脱水 汚泥 受入 の た め に 各種 測定 を 実施 以降 、 い わ て クリ ー ン セン ター と 協議 
09.13~9.28 県 立 病院 院内 保育 所 ( 全 10 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 。 比較 的 高い 値 を 示し た 1 施設 に つい て 一 部 除 染 を 実施 
m914 文部 科学 省 が 空間 線量 率 等 の 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 を 開始 (10.13 まで ) 





〇 10.6、14 原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 情報 交換 会 (県 南 地域 ) 
00.12 厚生 労働 省 、 水 道 水 等 の 放射 性 物質 測定 マニ ュ ア ル 策 定 
010.17 野外 焼却 自粛 の お 願い (県 公式 HP 掲載 ) 





O11.1 サー ベイ メー タ 8 台 を 県 内 の 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 及び 保健 福祉 環境 セン ター に 配備 。 市 町 村 へ の 貸出 開始 。 

O11.2~11.14 県 内 主要 地点 の 庁舎 及び 公園 等 (53 箇所 ) に お いて 、 地 表 付 近 (1m、50cm、5cm) の 放射 線量 率 測定 開始 (以降 、 環境 保 健 研究 セン ター 
及び 一関 地区 合同 庁舎 と あわ せ て 55 地点 を 毎月 測定 ) 

011.7 住民 説明 会 支援 ( 胆 江 地 区 最終 処分 場 へ の 放射 性 物質 を 含む 焼却 灰 の 埋立 処分 に 係る 説明 会 ) 

国 11.11 文部 科学 省 が 空間 線量 率 等 の 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 の 結果 を 公表 

图 11.18 環境 省 に 指定 廃棄 物 対策 チー ム 発 足 

O11.21~30 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 に お いて 空間 線量 率 0.2 u Sv/ 時 以上 で あっ た 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 水道 水中 の 放射 性 物質 測定 を 実施 

011.28 いわ て クリ ー ン セン ター と 企業 局 が 脱水 汚泥 処分 委託 契約 締結 以降 、800Bq/kg 以下 の 脱水 汚泥 を 順次 処分 








#125-23 文部 科学 省 が 、 本 県 南部 を 含む 福島 第 一 原子 力 発電 所 か ら 20km 圏外 の 地域 の 走行 サー ベイ (乗用 車 に 高 精度 の 放射 線 測定 機器 を 搭載 
し 、 道 路 を 走行 し な が ら 空 間 線量 率 を 測定 する も の ) を 実施 (H24.3 結果 公表 ) 
O12.27 県 単独 事業 と し て 一 関 市 、 大 船渡 市 及び 宮古 市 に モ =2 リ ッ グ ホス ト 設 置 。 既存 の 盛岡 市 と 併せ て リア ル タ イ ム 測 定 及び 県 ホー ムペ ー ジ 上 で の 公開 を 開始 











〇 奥州 市 、 平 泉町 の 水道 水中 に つい て 、 週 に 1 回 の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 開始 する と と も に 、 盛 岡市 の モニ タリ ング 頻度 を 週 に 1 回 に 変更 
O1.4 環境 保健 研究 セン ター で の 降下 物 の 毎日 測定 を 終了 し 、 事 故 前 の 月 間 測 定 に 戻す と と も に 、 休 止 し て いた 定時 降水 を 再開 

Філ 平成 23 年 度 放射 性 物質 を 含む 焼却 灰 セ メン ト 固 化 処理 等 業務 (環境 省 モ デル 事業 一 関 市 ) の 事業 開始 

@1.10 放射 性 物質 を 含む 可燃 性 廃棄 物 (牧草 ) 焼 却 実証 事業 (環境 省 モ デル 事業 一 関 市 ) の 開始 

O1.13、27 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 地域 市 町 と の 検討 協議 

O1.26 工業 用 水 施設 の 敷地 境界 線 の 空間 線量 率 測定 開始 (以降 週 1 回 ) 

O1.27「 県 立 病院 に お ける 当面 の 原発 放射 能 対 応 に つい て 」 集 定 








O2.2—2.21 県 立 病院 等 ( 全 25 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
O2.8「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」( 策 定 ) 
O2.13 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 





m35 厚生 労働 省 か ら 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 に 係る 管理 目標 値 の 設定 等 提示 

O3.19 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 

03.21 一 関 市 内 の 県 営 住宅 4 団地 を 測定 (1.13<) し 、 低減 措置 の 目安 を 超え た 県 営 関 が 丘 第 ニア パー ト に つい て 除 柴 を 実施 
03.23 「 県 立 病院 等 に お ける 放射 線量 の 測定 方 針 ( 平 成 24 年 度 )」 策 定 

03.19 第 1 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 

m329 水道 水中 の 放射 性 物質 に 係る 管理 目標 値 の 設定 等 に 伴う 工業 用 水道 の 対応 に つい て (経済 産業 省 通知 ) 提示 





Nm42—57 文部 科学 省 が 本 県 南部 を 含む 福島 第 一 原子 力 発電 所 か ら 80km 圏外 の 地域 の 航空 機 モ ニタ リン グ を 実施 (9.28 結果 公表 ) 
O4.10、27 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 
O4.27 第 2 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 








05.15 工業 技術 セン ター に お いて 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 に よる 測定 の 受付 を 開始 
05.31 放射 性 物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 に 係る 勉強 会 (県 南 第 1 回 ) の 開催 





O6.4 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 

O6.4—6.18 川 魚 が 出 荷 制限 等 と な っ た 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 6 河川 12 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 
mos 環境 省 が 水浴 場 の 放射 性 物質 に 係る 暫定 的 な 水質 の 目安 の 値 を 設定 。 (放射 性 セン ウム の 合計 が 10Bq/L) 
〇 6.13 て 6.22 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

O6.13 第 3 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 

O6.22 県 管理 道路 の 草刈 り の 方 針 を 広域 振興 局 に 通知 





O7.11 放射 性 物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 に 係る 勉強 会 (県 南 第 2 回 ) の 開催 

O7.11 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 

O7.19~20 住民 説明 会 支援 (遠野 市 、 農 林業 系 副産物 ) 

O7.26 放射 性 物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に 向け た 県 内 市 町 村 勉強 会 の 開催 
O7.11 第 4 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 





@83.6~8.10 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (遠野 市 ) 
O8.24 金ケ崎 町 内 の 県 営 羽沢 アパ ー ト に お いて 、 町 基準 を 超え た 陸 情 報 提供 が あり 、 除 染 を 実施 
O8.27~9.3 川 魚 が 出荷 制限 等 と な っ た 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 7 河川 7 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 





固 〇 人 @9.3 一 9.28 文部 科学 省 か ら 貸 与 を 受け た 機器 を 県 内 20 市 町 村 に 貸出 し て 走行 サー ベイ を 実施 。 県 が 6 市 町 村 の 主要 地方 道 等 の 調査 を 実施 
(H25.2 国 が 結果 公表 ) 

O9.10<9.24 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

09.25 第 5 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 
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資料 編 


〇 盛岡 市 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 水道 水 の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 月 1 回 に 変更 

0105 住民 説明 会 支援 (遠野 市 、 農 林業 系 副産物 ) 

O10.19 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 

010.24~11.16 公益 財団 法人 原子 力 安全 技術 セン ター の 協力 を 得 て 、 高 感度 の Nal1 シ ンチ レー ショ ン 検 出 器 を 搭載 し た 車両 に より 、 本 県 の 汚染 状況 重点 
調査 地域 (一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 ) の 道路 ( 高 さ 1m) に お ける 放射 線量 の 詳細 測定 調査 を 実施 

国 10.31 一 12.28 文部 科学 省 が 本 県 南部 を 含む 福島 第 一 原子 力 発電 所 か ら 80km 圏外 の 地域 の 航空 機 モ ニタ リン グ を 実施 (H25.3.1 結果 公表 ) 








пОФ11.13-1130 文部 科学 省 か ら 貸与 を 受け た 機器 を 県 内 3 市 町 に 貸出 し て 走行 サー ベイ を 実施 (H25.2 国 が 結果 公表 ) 
@@11.19~22 牧草 の ペレ ッ ト 化 技術 実証 試験 実施 (一 関 市 ) 
@11.29 農林 業 系 副産物 の 本 焼却 (遠野 市 ) 





9126 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (八幡 平 市 ) 

9127 農林 業 系 副産物 の 本 焼却 (八幡 平 市 ) 

O12.13~12.21 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
O12.20 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 








Ф18-19 農林 業 系 副産物 の 本 焼却 (盛岡 紫波 地区 ) 

0117 工業 用 水道 施設 敷地 境界 等 の 放射 線量 測定 に 係る 特措法 施行 規則 第 32 条 第 2 項 の 確認 申請 

01.23 工業 用 水道 施設 敷地 境界 等 の 放射 線量 測定 に 係る 特措法 施行 規則 第 32 条 第 2 項 の 確認 通知 書 を 受理 。 以降 、 測 定義 務 は な く な っ た が 月 1 回 の 
放射 線量 測定 に 変更 (自主 測定 ) 

01.25 住民 説明 会 支援 (宮古 地域 、 農 林業 系 副産物 ) 

@1.30 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (葛巻 町 ) 

O1.31 住民 説明 会 支援 (花巻 市 、 農 林業 系 副産物 ) 





O2.1 住民 説明 会 支援 (花巻 市 、 農 林業 系 副産物 ) 

O24 住民 説明 会 支援 (花巻 市 、 農 林業 系 副産物 ) 

Ф25-28 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (宮古 地域 ) 

O 〇 2.12~2.14 住民 説明 会 支援 (奥州 市 、 除 染 廃 棄 物 ) 

@2.15 農林 業 系 副産物 の 本 焼却 (葛巻 町 ) 

@2.18 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (花巻 市 ) 

OO 〇 2.18~2.19 住民 説明 会 支援 (奥州 市 、 除 染 廃 棄 物 ) 

O2.25 県 環境 保健 研究 セン ター に 、Ge 半 導体 検出 器 を 導入 (1 台 ) (国庫 補助 1/2) 
O227 住民 説明 会 支援 (宮古 地域 、 農 林業 系 副産物 ) 





〇 3.4~3.14 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

O3.11 県 環境 保健 研究 セン ター に 、NalI シ ンチ レー ショ ンス ペク トロ メー タ を 導入 (1 台 ) (国庫 補助 1/2) 

@3.11 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (花巻 市 ) 

Nm313 厚生 労働 省 か ら 放射 性 物質 が 検出 され た 浄水 発生 土 の 園芸 用 土 又は グラ ウン ド 土 へ の 有効 利用 に 関す る 考え 方 提示 
321 環境 省 が 農林 業 系 汚染 廃棄 物 の 処理 加速 化 事業 説明 会 を 開催 








〇 盛岡 市 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 水道 水 の 放 射 性 物質 モニ タリ ング を 3 ヶ月 に 1 回 に 変更 
O45 県 立 病 院 等 に お ける 放射 線量 の 測定 方 針 ( 平 成 25 年 度 ) 策 定 

O4.26 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 

O4.26 第 6 回 道路 の 清掃 ・ 除 染 に 係る 検討 協議 会 を 開催 





O5.31 住民 説明 会 (宮古 地域 、 農 林業 系 副産物 ) 








O6.3—6.12 県 内 主要 地点 の 庁舎 及び 公園 等 (55 箇所 ) の 放射 線量 率 測定 結果 、 全 地点 と も 0.23 Sv/h 未満 ( 初 ) 

O6.3~6.17 川 魚 が 出 荷 制限 等 と な っ た 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 6 河川 10 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 

O6.6~6.18 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

пО0625-75 原子 力 規制 庁 か ら 貸 与 を 受け た 機器 を 県 内 12 市 町 に 貸出 し て 走行 サー ベイ を 実施 。 県 が 11 市 町 村 の 主要 地方 道 等 の 調査 を 実施 











O8.7 一 関 市 の 県 営 関 が 丘 第 一 アパ ー ト に お いて 、 市 基準 を 超え た 則 情 報 提供 が あり 、 除 染 を 実施 
@8.9 農林 業 系 副産物 の 本 格 焼却 (花巻 市 、 宮 古 地域 ) 

9822 汚染 牧草 の ペレ ッ ト 化 プラ ント 設置 (金ケ崎 町 ) 

08.26 住民 説明 会 支援 (奥州 地域 、 農 林業 系 副産物 ) 

08.30 住民 説明 会 支援 (奥州 地域 、 農 林業 系 副産物 ) 





O9.11<9.24 川 魚 が 出荷 制限 等 と な っ た 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 7 河川 10 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 
O9.12—9.27 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

@9.24~26 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (奥州 地域 ) 

@9.26 汚染 牧草 の ペレ ッ ト 化 プラ ント 設置 (一 関 市 ) 





mO0117—1129 原子 力 規 制 庁 か ら 貸与 を 受け た 機器 を 県 内 1 市 に 貸出 し て 走行 サー ベイ を 実施 。 県 が 7 市 町 の 主要 地方 道 等 の 調査 を 実施 





O12.8 住民 説明 会 支援 (奥州 地域 2 か 所 、 農 林業 系 副産物 ) 
012.11-12.26 奥州 市 及び 一関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 





O1.10 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 





O2.19 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 へ の 対応 に 係る 県 南 市 町 と の 検討 協議 
O2.24 野外 焼却 の 影響 評価 に 関す る 検討 委員 会 開催 (2.27 最終 見 解 提出 ) 





O 〇 3.3~3.17 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
03.5 時 畔 草 等 草木 の 野外 焼却 の 自粛 要請 を 継続 し な い 方 針 を 周知 








県 産 食 材 等 の 安全 安心 確保 








Ш317 厚生 労働 省 が 原子 力 安全 委員 会 が 示し た 「 飲 食物 摂取 制限 に 関す る 指標 」 を 「 暫 定規 制 値 」 と する こと や 検査 法 な ど を 各自 治 体 に 通知 

0325 放射 性 物質 が 検出 され た 野菜 等 の 廃棄 の 方 法 に つい て (周知 依頼 )(22 生産 第 10998 号 ) 

0325 食品 中 の 放射 性 物質 の 検査 に より 食品 衛生 法 上 の 暫定 規制 値 を 超過 し た 放射 性 物質 が 検出 され た 地域 の 家畜 排 せつ 物 の 取扱 に つい て (通知 ) 
(22 生 畜 第 2444 号 ) 

0329 厚生 労働 省 が 食品 の 暫定 規制 値 に 係る 対象 分 類 を 通知 





044 厚生 労働 省 が 海水 に 含ま れる 放射 性 物質 の 濃度 上 昇 を 踏ま え 、 本 県 を 含む 近隣 海域 の 5 県 に 対し て 水産 物 の モニ タリ ング 検査 の 強化 に つい て 要請 
045 厚生 労働 省 が 、 魚 介 類 の 放射 性 ヨウ 素 の 暫定 基準 値 は 、 野 菜 類 の 暫定 基準 値 を 準用 する 計 通 知 

0411 農 畜 産物 か ら 食品 衛生 法 上 の 暫定 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 の 対応 に つい て ( 農 普 第 33 号 ) 

0414 原子 力 発電 所 事故 を 踏ま えた 粗飼料 中 の 放射 性 物質 の 暫定 許容 値 の 設定 等 に つい て (23 消 安 第 456 号 ) 

0427 厚生 労働 省 が 、 放射性 物質 の 検査 計画 の 策定 と 検査 の 実施 に つい て 対象 自治 体 あ て に 通知 (岩手 県 は 対象 外 ) 

0427 原子 力 災害 対策 本 部 か ら 、「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 が 示さ れる 。 

O4.28 野菜 の 出荷 制限 地域 に お ける 対応 に つい て ( 農 普 第 71 号 ) 
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放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 秀 





























画 5.2 水産 物 の 放射 性 物質 検査 に 関す る 基本 方 針 に つい て (23 水 推 第 115 号 ) 
口 5.13 滝沢 村 で 採取 し た 牧草 か ら 国 の 暫定 許容 値 を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 (以降 、 暫定 許容 値 超過 市 町 村 を 対象 に 牧草 の 利用 自粛 を 要請 
0517 牧草 の 放射 性 物質 に 係る 畜産 関係 者 緊急 対策 会 議 の 開催 (盛岡 市 内 ) 















口 6.10 一 関 市 、 藤 沢 町 の 牧草 か ら 飼料 の 国 の 暫定 許容 値 (300Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 

06.15 遠野 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 、 大 構 町 の 牧草 か ら 飼料 の 国 の 暫定 許容 値 (300Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 
0624 県 独自 に 海産 魚の 検査 を 開始 

m627 农 冀 水 产物 等 放射 性 物质 栓 查 (=DL\ 世 ( 食 安 他 0627 第 1 号 ) 

Nm627 原子 力 災害 対策 本 部 が 、「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 を 改正 

O6.28 県 独自 に 原 乳 の 検査 を 開始 (以降 、 野 菜 に つい て も 検査 を 開始 ) 

O6.30 汚泥 肥料 中 に 含ま れる 放射 性 セン ウム の 取扱 い に つ いて ( 農 普 第 205 号 ) 











0O76 「 廃 用 を 予定 し て いる 牛 へ の 粗飼料 の 給与 に か か る 指導 及び 放射 性 物質 検出 地域 の 牧草 を 給与 し た 死 廃 事故 后 の 処理 に 対す る 事務 取扱 要領 」 
の 制定 

画 7.13 計画 的 避難 区 域 及び 緊急 時 避難 準備 区 域 か ら 移動 し た 家畜 の 取扱 い に つ いて (23 生 畜 847 号 ) 

07.15 仙台 市 か ら 出荷 され た 、 汚 染 稲 わら を 給与 され た 疑い の ある 和牛 (以下 、「 疑 い 牛 」 と いう 。 ) の 肉 で 、 県 内 に 流通 する も の か ら 、 暫 定規 制 値 
(500Bq/kg) を 超過 する も の が 確認 され る 。 (県 外 か ら 出 荷 さ れ た 疑い 牛 由 来 で 県 内 に 流通 し て いた 牛肉 の 暫定 規制 値 超過 事例 の 1 例 目 )※ 岩 手 県 外 
か ら 出 荷 さ れ た 疑い 牛 に つい て は 、 平 成 23 年 10 月 28 日 まで 、8 例 の 暫定 規制 値 超過 事例 を 確認 

画 7.18 放射 性 物質 に 汚染 され た 稲 わら (以下 、「 汚 染 稲 わら 」 と いう 。 ) を 給与 され た 可能 性 の ある 福島 県 の 特定 の 農家 か ら 出 荷 さ れ た 牛 の 肉 が 流通 し た 
こと を 踏ま え 、 当該 牛肉 に 関す る 申し 出 が あっ た 場合 は 、 都 道府県 等 で 放射 性 物質 検査 を 実施 する よう 、 厚 生 労働 省 が 要請 

O7.19 福島 県 の 計画 的 避難 区 域 及び 緊急 時 避難 準備 区 域 か ら 移動 し た 家畜 の 取扱 い に つ いて ( 畜 第 418 号 ) 

O7.19 疑い 牛 の 肉 に 関す る 申し 出 が あっ た 場合 は 、 放 射 性 物質 検査 の 実施 を 検討 する た め 、 速 や か に 県 あて に 連絡 する よう 、 関係 事業 者 あて 要請 

0720 県 内 に お いて 放射 性 セン ウム に 汚染 され た 稲 わ ら が 給与 され た 牛肉 か ら 暫 定規 制 値 を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 

0720 疑い 牛 の 出荷 が 認め られ た 場合 は その 情報 を 公表 する と と も に 、 流 通し て いる 当該 生肉 に つい て は 放射 性 物質 検査 を 実施 する よう 、 厚生 労働 省 
が 要請 

O7.20 県 内 か ら 疑い 牛 (80 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関 係 自治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

07.22 本 県 か ら 出荷 され た 疑い 牛 由 来 で 京都 市 内 で 流通 し て いた 牛肉 か ら 困 定規 制 値 (500Bq/kg) を 超過 する 1.210Bq/kg が 確認 され る (本 県 か ら 出 荷 
され た 疑い 牛 の 暫 定規 制 値 超過 事例 の 1 例 目 )※ 本 県 か ら 出 荷 さ れ た 疑い 牛 に つい て は 、 平 成 23 年 12 月 27 日 まで 16 例 の 暫定 規制 値 超過 事例 を 確 
三 为 











国 7.24 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 の 事故 後に 収集 され た 稲 わ ら 等 が 給与 され た 可能 性 の ある 肉 用 牛 及 び 乳 用 牛 の 取扱 い に つ いて (23 生理 第 
927 号 ) 

O7.26 原発 事故 後に 収集 され た 稲 わ ら に 係る 対策 会 議 の 開催 (盛岡 市 ) 

国 7.27 疑い 牛 の 肉 は 、 民 間 団 体 が 買い 上 げ て 処分 する こと と な っ た こと を 踏ま え 、 事 業者 が 疑い 牛 に つい て 、 食 品 衛生 法 第 28 条 の 収 去 に 応じ た 場合 
は 、 検 査 結果 に 関わ ら ず 、 当該 牛肉 が 買い 上 げ の 対象 と な る 旨 、 厚 生 労 働 省 が 連絡 

m728 高 濃度 の 放射 性 セン ウム を 含む 稲 わ ら の 取扱 い に つ いて (23 生 畜 第 960 号 ) 

〇 7.28 県 産 水 産物 を 対象 に 実施 する 放射 性 物質 の 測定 に 関す る 基本 的 考え 方 に つい て ( 水 振 第 264 号 ) 

m729 厚生 労働 省 が 、 牛 肉 の 放射 性 物質 に 係る 検査 計画 及び 出荷 計画 の 策定 に あたっ て の 基本 的 対応 方 針 を 取り まとめ 





画 8.1 本 県 に 対し 初め て 出荷 制限 が 指示 (牛肉 ) 

画 8.1 放射 性 セン ウム を 含む 肥料 ・ 土 壌 改良 資材 ・ 培 土 及 び 飼 料 の 暫定 許容 値 の 設定 に つい て (23 消 安 第 2444 号 、23 生産 第 3442 号 、23 林政 产 第 99 
号 、23 水 推 第 418 号 ) 

O8.2 県 内 か ら 疑 い 牛 (271 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関係 自治 体 及 び 団体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

O8.3 放射 性 セン ウム を 含む 肥料 ・ 土 壌 改良 資材 ・ 培 土 及 び 飼料 の 暫定 許容 値 の 設定 に つい て ( 農 普 第 285 5) 

m84 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」( 原 子 力 災害 対策 本 部 ) 改 正 (本 県 が 「 総 理 指示 対象 自治 体 及 びそ の 隣接 自治 体 」 に 
指定 ) 

Nm85 厚生 労働 省 が 、 牛 肉 中 の 放射 性 セン ウム スク リー ニン グ 法 を 公表 

m85 米 の 放射 性 物質 検査 の 周知 等 に つい て (23 総 食 第 613 号 、23 消 安 第 2560 号 、23 生産 第 3565 号 ) 

O8.9 県 内 か ら 疑 い 牛 (138 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関 係 自 治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

O8.10 肥料 中 の 放射 性 セン ウム 測定 の た め の 検 査 計画 及び 検査 方 法 に つい て ( 農 普 第 295 号 ) 

O8.11 暫定 許容 値 の 設定 に 伴う 肥 飼 料 の 取り 扱い 説明 会 (会 場 : 盛 岡市 、 参 加 市 町 村 : 盛 岡市 、 宇 石町 、 滝 沢村 、 岩 手 町 、 葛 巻 町 、 八 幡 平 市 、 紫 波 町 、 
矢 貼 町 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 西 和賀 町 、 奥 州 市 、 金 ヶ 崎 町 、 一 関 市 、 平 泉町 、 大 船渡 市 、 遠 野市 、 釜 石 市 、 大 村 町 、 宮 古市 、 岩 泉町 、 久 慈 市 、 洋 野 町 、 野 
田村 、 普 代 村 、 二 戸 市 、 一 戸町 、 軽 米 町 、 九 戸村 (参加 人 数 : 関 係 機関 ・ 団 体 95 名 ) ) 

O8.11 米 の 放射 性 物質 検査 の 周知 等 に つい て (農園 第 211 号 ) 

O8.12 肥料 (堆肥 ) 中 の 放射 性 セン ウム 分 析 に か か る 試料 採取 方 法 等 の 説明 会 (会 場 : 滝 沢村 、 参 加 人 数 : 県 内 肥料 製造 業者 44 名 ) 

08.12 県 内 か ら 疑 い 牛 (17 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関係 自治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

O8.12 「 肥 料 中 の 放射 性 セン ウム 測定 の た め の 検査 計 画 及び 検査 方 法 の 制定 」 に 伴う 検査 対象 と な る 市 町 村 の 設定 に つい て ( 農 普 第 302 в) ※ 滝 沢 
村 、 一 関 市 、 平 泉町 、 藤 沢 町 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 大 横町 を 牛ふん 堆肥 製造 所 の 抽出 検査 対象 市 町 村 に 設 

08.15 県 内 か ら 疑 い 牛 (13 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関係 自治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

O8.18 牛ふん 堆肥 中 に 含ま れる 放射 性 物質 の 調査 結果 に 伴う 利用 ・ 流 通 自粛 の 解除 に つい て ( 農 普 第 304 в) ※ 滝 沢村 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 大 横 
町 の 畜産 農家 が 製造 する 牛ふん 堆肥 の 利用 ・ 流 通 制 限 を 解除 

8109 暫定 許容 値 キ 上 回 る 放射 性 セン ウム を 含む 稲 わ ら の 管理 に つい て (23 生 畜 第 1208 号 ) 

O8.24 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (810 月 ) の 策定 

国 8.25 出荷 制限 の 一 部 解除 (牛肉 ) 

0825 岩手 県 全 頭 ・ 全 戸 検査 要綱 の 策定 

08.29 原発 事故 後に 収集 され た 稲 わら の 管理 に つい て ( 夷 第 574 号 、 農 園 第 229 号 ) 

08.29 岩手 県 岩 畜 検 査 室 ( 岩 手 畜産 流通 セン ター 内 ) で 牛 の 全 頭 検査 を 開始 

830 厚生 労働 省 が 、 食 用 に 供する 野生 鳥獣 の 肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 都 道 府 県 に 要請 。 同日 、 環 境 省 も 野生 鳥獣 肉 を 食用 に 供する こと 
に つい て 、 同 通知 を 踏ま えた 適切 な 対応 を 都 道 府 県 等 に 要請 

图 3.31 野生 キノ コ の 放射 性 物質 検査 等 に つい て ( 食 安 発 0831 第 8 号 ) 、 厚 生 労働 省 が 、 野 生き の この 放射 性 物質 モニ タリ ング 検査 の 強化 等 を 都 道 府 県 
等 に 要請 

08.31 県 内 か ら 疑 い 牛 (7 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関係 自治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 





O9.5 牛ふん 堆肥 中 に 含ま れる 放射 性 物質 の 調査 結果 に 伴う 利用 ・ 流 通 自粛 の 解除 に つい て ( 農 普 第 342 в) ※ 平 泉町 、 藤 沢 町 の 肥育 農家 ・ 格 農家 が 
製造 する 牛ふん 堆肥 の 利用 ・ 流 通 制限 を 解除 

O9.5—9.27 県 産 米 の 放射 性 物質 調査 の 実施 

画 9.7 厚生 労働 省 が 、 牛 肉 中 の 放射 性 セン ウム の スク リー ニン グ 検 査 法 を 改正 

O9.7 牛ふん 堆肥 中 に 含ま れる 放射 性 物質 の 調査 結果 に 伴う 利用 ・ 流 通 自粛 の 解除 に つい て ( 農 普 第 351 号 ) ※ー 関 市 の 肥育 農家 ・ 酷 農家 が 製造 する 
牛ふん 堆肥 の 利用 ・ 流 通 制限 を 解除 

098 県 内 か ら 疑 い 牛 (2 頭 ) が 出荷 され た こと に つい て 報道 発表 する と と も に 、 関 係 自 治 体 及 び 団 体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 依頼 

098 本 県 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 実施 要領 を 策定 する と と も に 、 関係 自治 体 及び 団体 へ 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 協力 依頼 
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O9.16 農業 経営 安定 緊急 支援 資金 利子 補給 規則 公布 (岩手 県 規則 第 56 号 ) 
m929 厚生 労働 省 が 、 都 道府県 等 が 実施 し た 食品 の 放射 性 物質 検査 結果 に つい て 、 都 道府県 等 か ら 厚 生 労 働 省 へ の 報告 を 要請 (10.3~) 





国 10.4 厚生 労働 省 が 、 牛 肉 中 の 放射 性 セシウム の スク リー ニン グ 検 査 法 を 改正 し 、 ス クリ ー ニ ング 検査 法 に 、 米 及び 妻 類 を 追加 

O10.4 「 県 産 食 材 の 安全 確保 方 針 」 の 策定 

画 10.5 東日本 太平 洋 に お ける 生産 水域 名 の 表示 方 法 に つい て (23 水 漁 第 73 号 ) 

国 10.6 平成 23 年 産 米 殻 の 飼料 利用 に つい て (23 生 畜 第 1438 号 ) 

画 10.6 きのこ 原木 及び 菌 床 用 培地 の 当面 の 指標 値 の 設定 に つい て (23 生産 第 4743 号 、23 林政 经 第 213 号 ) 

O10.11 平成 23 年 産 米 殻 の 飼料 利用 に つい て (農園 第 301 号 、 畜 第 716 号 ) 

010.13 県 内 の 農地 土壌 に お ける 放射 性 物質 濃度 分 布 の 調査 に つい て ( 農 普 第 420 号 ) ※ 県 内 160 か 所 で 農地 土壌 中 に 含ま れる 放射 性 セシウム 濃度 
の 調査 を 開始 

O10.28 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (11>1 月 ) の 策定 











112 調理 加熱 用 の 新 及 び 木 炭 の 当面 の 指標 値 の 設定 に つい て (23 林政 经 第 231 号 ) 
11.15 厚生 労働 省 が 、 食 品 中 の 放射 性 セン ウム の スク リー ニン グ 検 査 法 を 改正 し 、 検 査 対象 品目 を 、 飲料 水 、 乳 及び 乳 製品 を 除く 食品 全般 に 拡大 
011.21 県 内 1 か 所 目 と な る 廃 用 牛 の 集中 管理 施設 を 金ケ崎 町 に 設置 





0125 一 関 市 内 で 捕獲 され た ツキ ノワ グマ 1 頭 か ら 暫定 規制 値 500Bq/kg を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 。 報道 発表 及び 関係 自治 体 、 団 体 に 通知 
0129 いわ て の 牛肉 安全 ・ 安 心 フ ィ ォ ー ラ ム の 開催 

1223 厚生 労働 省 が 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 規格 基準 の 設定 に 係る 基本 的 な 考え 方 を 示す 。 

画 12.27 厚生 労働 省 が 、 乳 の 放射 性 物質 検査 を 概ね 1 週間 ご と に 実施 する よう 、 都 道府県 等 あて 要請 

国 12.27 「24 年 産 稲 の 作付 に 関す る 考え 方 に つい て 」 公 表 

〇 12.28 [24 年 産 稲 の 作付 に 関す る 考え 方 に つい て 」 の 公表 に つい て (農園 第 406 号 ) 





mi6 食品 衛生 検査 施設 に 設置 する 放射 性 物質 検査 機器 に つい て 、 厚 生 労働 省 が 行う 国庫 補助 の 対象 と な る 。 
〇 1.13 放射 性 物質 の 農作物 等 へ の 影響 に 係る 生産 管理 指導 対応 方 針 の 策定 

〇 1.17 県 内 160 か 所 の 農地 土壌 中 に 含ま れる 放射 性 セン ウム 濃度 の 測定 結果 を 公表 

01.30 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (2 て 3 月 ) の 策定 





画 2.3 放射 性 セン ウム を 含む 飼料 の 暫定 許容 値 の 見 直し に つい て (23 消 安 第 5339 号 、23 生産 第 2300 号 、23 水 推 第 947 号 ) ※ 暫 定 許容 値 が 300Bq/kg 
か ら 100Bq/kg に 引き 下げ に な る 。 

m23 飼料 中 の 放射 性 セン ウム の 暫定 許容 値 の 見 直し に つい て (23 消 安 第 6608 号 、23 生産 第 2777 号 、23 水 推 第 1126 号 ) 

m238 厚生 労働 省 が 、 原 木 し いた け の 生産 状況 を 踏ま えた 放射 性 物質 検査 の 実施 に つい て 、 岩 手 県 を 含む 関係 都 道 府 県 に 要請 

O2.8「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 策定 

O2.8 放射 性 セン ウム を 含む 飼料 の 暫定 許容 値 の 見 直し に つい て ( 畜 第 1113 号 ) 

20 厚生 労働 省 が 、 暫 定規 制 値 を 超過 する 電 し いた けが 流通 し な いよ う 、 関 係 自治 体 に 要請 

O2.14 出荷 自粛 要請 (平成 23 年 産 乾 し いた け : 奥 州 市 、 一 関 市 、 大 船渡 市 、 平 泉町 ) 

O2.23「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

т224 平成 24 年 4 月 1 日 か ら 施 行 され る 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 規格 基準 に つい て 、 厚 生 労働 省 が 都 道 府 県 等 に 連絡 

02.28 平成 24 年 4 月 1 日 か ら 施 行 さ れる 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 規格 基準 に つい て 、 市 町 村 、 関 係 機関 及び 団体 等 を 通じ て 周知 

т228 124 年 産 稲 の 作付 に 関す る 方 針 」 の 策定 

02.29 124 年 産 稲 の 作付 に 関す る 方 針 」 の 公表 に つい て (農園 第 494 5) 





图 3.1 厚生 労働 省 が 、 食 品 中 の 放射 性 セン ウム の スク リー ニン グ 検 査 法 に つい て 、 新 基準 値 に 対応 する よう に 改正 

国 3.12 厚生 労働 省 が 、 放 射 性 物質 の 検査 計画 の 策定 と 検査 の 実施 に つい て 対象 自治 体 あ て に 通知 

Nm342 原子 力 災害 対策 本 部 が 、「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 を 改正 ( 新 基準 値 施行 を 踏ま えた 所 要 の 改正 等 ) 
315 厚生 労働 省 が 、 食 品 の 放射 性 物質 に 係る 規格 基準 を 公表 し 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 試験 法 を 定め る 。 

Nm315 厚生 労働 省 が 、 乾 燥 きのこ 類 及び 飲用 に 供する 茶 の 放射 性 物質 検査 に 係る 取扱 い を 示す 。 

0323 食品 中 の 放射 性 物質 の 新 基準 の 施行 を 前 に 、 厚 生 労 働 省 が 、 新 基準 値 を 超過 する 食品 が 流通 し な いよ う 検 査 の 強化 等 に つい て 岩手 県 に 要請 
〇 3.23 県 内 農地 土壌 の 放射 性 物質 濃度 分 布 図 を 公表 

03.23 「 原 木 し いた け 全 戸 検査 実施 要領 」 の 策定 ( 林 振 第 555 号 ) 

m328 「 き の こ 原 木 及 び 菌 床 用 培地 の 当面 の 指標 値 の 設定 に つい て 」 の 一 部 改正 に つい て (23 生産 第 6231 号 、23 林政 经 第 388 号 ) 

0328 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H24 第 四半 期 分 ) の 策定 

03.29 市 町 村 等 が 行う 放射 性 物質 の 自主 検査 に つい て 県 が 精密 検査 を 行う 体制 を 整備 

03.29 採 捕 自粛 要請 (4/1 ン )( イ ワナ : 磐 井川 、 砂 鉄 川 、 ヤ マメ : 衣川 、 磐 井川 、 ウ グイ : 気 仙川 、 胆 沢川 、 砂 鉄 川 、 大 川 ) 

03.30 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

03.30 出荷 自粛 要請 (4/1<) (原木 生 し いた け ( 露 地 栽培 ) : 奥 州 市 、 大 構 町 、 陸 前 高 市 、 山 田町 、 原 木 し いた け ( 施 設 栽培 ) : 奥 州 市 、 一 関 市 ) 
03.30 ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 配備 (農業 研究 セン ター) 








O4 月 上 旬 牧草 地 の 除 染 開始 

国 4.1 新た な 「 食 品 中 の 放射 性 物質 の 基準 値 」 が 施行 

画 4.1 岩手 県 全 頭 ・ 全 戸 検査 要綱 の 一 部 改正 

O4.10「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

〇 4.10 県 内 2 か 所 目 と な る 廃 用 牛 の 集 中 管理 施設 を 八幡 平 市 に 設置 

国 4.13 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 陸 前 高田 市 、 住 田町 ) 

画 4.13 出荷 制限 指示 ( 填 地 栽培 原木 生 し いた け : 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 、 大 植 町 ) 

O4.16 「 野 生 山菜 類 、 き の こ 類 の 放射 性 物質 検査 の 取扱 い に つ いて 」 の 農林 水産 部 対応 方 針 を 定め 、 流 通関 係 者 (産直 事業 責任 者 、 農 協 、 卸 売 市 場 ) に 
対し 、 放射性 物質 の 自主 的 検査 の 実施 を 要請 《 野 生 山菜 類 の 安全 性 の 確保 に つい て ( 流 第 36 号 ・ 林 振 第 67 号 )》 

0419 知事 視察 (大 東 清掃 セン ター、 一 関 北部 農業 技術 開発 セン ター、 歌津 野 城戸 し いた け 生 産 組合 ) 

0420 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 大 船渡 市 ) 

0420 直売 所 等 で の 山菜 の 販売 等 に 関す る 注意 喚起 に つい て (24 食 産 第 433 号 ・24 林政 经 第 26 号 ) 

O4.26 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

04.27 採 捕 自粛 要請 (ウグイ : 広 瀬川 ) 





O51 直売 所 等 で の 山菜 の 販売 等 に 関す る 注意 喚起 に つい て ( 流 第 47 号 ・ 林 振 第 101 号 ) 

画 5.2 出荷 制限 指示 (マダ ラ : 三陸 南 部 沖 海域 ) 

国 5.7 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 花巻 市 、 北 上 市 、 遠 野市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 ) 

m58 出荷 制限 指示 (イワ ナ : 毅 井 川 、 砂 鉄 川 ) 

O58 出荷 自粛 要請 ( コ ゴミ (野生 ) :花卷 市 ) 

О59 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 盛 岡市 ) 

5.10 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 盛 岡市 、 コ シン アブラ: 花巻 市 、 奥 州 市 ) 

画 5.11 出荷 制限 指示 (ウグイ : 大 川 、 北 上 川 の うち 四 十 四 田 ダム の 下流 (支流 含む 、 一 部 除外 水域 あり ) 
O5.11 出荷 自粛 要請 (タラ ノ メ ( 野 生 ) : 一 関 市 ) 

0512 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (盛岡 市 ・ 岩 手 県 教育 会 館 ) 
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放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 重 


图 5.14 出荷 制限 指示 (コシ アブ ラ : 盛 岡市 ) 
画 5.15 出荷 制限 指示 (コシ アブ ラ : 和 釜石 市 ) 
O5.15 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

15.16 出荷 制限 指示 (ゼン マイ : 一 関 市 、 奥 州 市 ・ ワ ラビ (野生 ) : 陸 前 高田 市 、 奥 州 市 ) 

05.16 出荷 自粛 要請 (ミズ (野生 ) : 一 関 市 ) 

58 出荷 制限 指示 (コシ ン アブラ: 住田 町 ・ ゼ ンマ イ : 住 田町 ) 

〇 5.18~5.30 出荷 制限 指示 及び 出荷 自粛 対象 品目 が 販売 され て いな いこ と の 一 斉 監 視 の 実施 

0519 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (奥州 市 ・ 江 刺 体育 文化 会 館 ) 

0520 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (一 関 市 ・ 一 関 文化 セン ター) 

05.22 「 き の こ 原 木 、 ほ だ 木 等 検査 要領 」 の 策定 ( 林 振 第 175 号 ) 

05.23 出荷 自粛 要請 (平成 24 年 産 乾 し いた け : 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 、 大 棚 町 ) 
05.25 「 原 木 し いた け 全 戸 検査 実施 要領 」 の 一 部 改正 ( 林 振 第 191 号 ) 

05.25 原 乳 の 放射 線 物質 低減 の 取り 組み と し て 搾乳 牛 に 給与 する 牧草 の 放射 性 物質 濃度 を 50Bq/kg 以下 に 設 
0530 出荷 制限 指示 (セリ (野生 ) : 一 関 市 、 奥 州 市 ) 

05.30 出荷 自粛 要請 (平成 24 年 産 乾 し いた け : 北上 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 ) 

m531_ 出荷 制限 指示 (タケ ノコ : 一 関 市 、 奥 州 市 ) 












Обл 水揚げ 自粛 要請 (クロ ソイ : 釜石 海域 ) 

06.3 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (盛岡 市 ・ エ スポ ワー ル い わ て ) 
065 出荷 自粛 要請 (フキ (野生 ) : 奥 州 市 ) 

O6.8 出荷 自粛 要請 ( 茶 : 陸 前 高田 市 ) 

国 6.12 出荷 制限 指示 (ウグイ : 気 仙川 ) 

〇 6.13 利用 自粛 要請 (牧草 : 全 域 8 市 町 、 一 部 6 市 町 村 、25 公共 牧場 ) 

0615 岩手 県 が 、 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 検査 計画 を 変更 (H24.4 て 6) 

0627 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H24 第 2 四半 期 分 ) の 策定 





O7.1 水揚げ 自粛 要請 の 解除 (クロ ソイ : 釜石 海域 ) 

画 7.12 厚生 労働 省 が 、 放射性 物質 の 検査 計画 の 策定 と 検査 の 実施 に つい て 対象 自治 体 あ て に 通知 (対象 自治 体 と し て 、 岩手 県 は 、「 過 去 に 複数 品目 で 
出荷 制限 指示 の 対象 と な っ た 自治 体 」 に 変更 ) 

图 7.12 原子 力 災害 対策 本 部 が 、「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 を 改正 (検査 対象 の 見 直し 等 ) 

0713 出荷 自粛 要請 (サン ショ ウ ( 野 生 ) : 奥 州 市 ) 

O7.20 牧草 地 外 除 染 工 程 表 在 公 表 

07.20 大 船渡 市 内 で 捕獲 され た ニホン ジ カ 3 頭 か ら 規制 値 100Bq/kg を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 。 報道 発表 及び 関係 自治 体 、 団 体 に 通知 

国 7.26 出荷 制限 指示 (岩手 県 内 で 捕獲 され た シカ 肉 ) 

0726 岩手 県 が 、 農 林 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 計画 (H24.7 て 9) に お いて 、 流 通 食品 の 検査 を 追加 





O81 県 内 3 か 所 目 と な る 廃 用 牛 の 集中 管理 施設 を 一 関 市 に 設置 

08.10 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H24 第 2 四半 期 (変更 )) の 策定 

画 8.17 原木 シイ タケ の 放射 性 物質 検査 等 に つい て ( 食 安 臣 発 0817 第 2 号 ) 

0823 岩手 県 が 、 農 林 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 計画 (H24.7 こ 9) を 変更 

08.24 一 関 市 内 で 捕獲 され た ツキ ノワ グマ 1 頭 か ら 規 制 値 100Bq/kg を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 。 報道 発表 及び 関係 自治 体 、 団 体 に 通知 
O8.24 知事 視察 (県 南 地区 の 除 染 : 学 校 ・ 牧 草地 ) 

画 8.30 「 き の こ 原 木 及 び 菌 床 用 培地 の 当面 の 指標 値 の 設定 に つい て 」 の 一 部 改正 に つい て (24 生産 第 1549 号 、24 林政 经 第 179 号 ) 

08.31 陸前 高田 市 内 で 捕獲 され た ツキ ノワ グマ 1 頭 か ら 規制 値 100Bq/kg を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 。 報道 発表 及び 関係 自治 体 、 団体 に 通知 





O6@9.7 平成 24 年 野生 きのこ 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検 査 に つい て 市 町 村 へ 実施 を 通知 (全市 町 村 対 象 。 き の この 発生 状況 に より 9.5 か ら 検 査 開始 ) 
〇 9.7 産地 直売 所 等 に お いて 販売 され る 野生 きのこ 類 の 安全 性 の 確保 に つい て (農林 水 第 255 号 ・ 流 第 212 号 ・ 林 振 第 401 号 ) 

国 9.10 出荷 制限 指示 (岩手 県 内 で 捕獲 され た クマ 肉 ) 

0911 出荷 自粛 要請 (野生 きのこ 類 : 一 関 市 ) 

09.12 食品 関係 事業 者 向け セミ ナー( 盛 岡市 ・ ア イス アリ ー ナ ) 

09.20 「 き の こ 原 木 、 ほ だ 木 等 検査 要領 」 の 一 部 改正 ( 林 振 第 431 号 ) 

0929 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (釜石 市 ・ 釜 石 ベ イシ ティ ホテ ル ) 

O9.30 食品 の 放射 性 物質 汚染 に よる 健康 影響 等 を 考え る シン ポジ ウム (平泉 町 ・ ホ テル 武蔵 坊 ) 





O10.1 廃 用 牛 適 正 出荷 の た め の 生体 推定 法 の 導入 

вот 食品 中 の 放射 性 物質 の 基準 に 係る 経過 措置 の 一 部 が 終了 

0102 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H24 第 3 四半 期 分 ) の 策定 

010.5 一 関 市 、 陸 前 高田 市 及び 釜石 市 内 で それ ぞ れ 捕獲 され た ヤマ ドリ 3 羽 か ら 規 制 値 100Bq/kg を 超え る 放射 性 セン ウム が 検出 。 報道 発表 及び 関係 
治 体 、 団 体 に 通知 

вот 出荷 制限 指示 (野生 きのこ 類 : 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 ) 

国 10.16 出荷 制限 指示 (野生 きのこ 類 : 釜 石 市 ) 

O10.16 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 な めこ : 釜石 市 ) 

010.17 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 な めこ : 大 船渡 市 、 野 生き の こ 類 : 奥 州 市 ) 

画 10.18 出荷 制限 指示 ( 露 地 栽培 原木 な めこ : 大 船渡 市 、 釜 石 市 、 野 生き の こ 類 : 奥 州 市 ) 

010.18 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 ひら た け : 奥 州 市 ) 

国 10.22 出荷 制限 指示 (岩手 県 内 で 捕獲 され た ヤマ ドリ 肉 ) 

010.22 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 な めこ : 陸 前 高田 市 ) 

0023 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 な めこ : 陸 前 高田 市 ) 

画 10.25 出荷 制限 指示 (スズ キ : 三 陸 南 部 沖 海域 ) 

010.25 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 くり た け : 奥 州 市 ) 

010.26 出荷 自粛 要請 (野生 きのこ 類 : 大 船渡 市 、 金 ケ 崎 町 ) 

10.29 出荷 制限 指示 (野生 きのこ 類 : 大 船渡 市 、 金 ケ 崎 町 ) 

〇 10.30 出荷 制限 指示 が 出さ れ て いる シカ 肉 に つい て 、 減 少し て いる 狩猟 を 補う シカ の 捕獲 を 岩手 県 猟 友 会 に 委託 (平成 24 年 度 捕獲 実績 2,238 頭 ) 

010.31 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 ぶな は り た け : 一 関 市 、 露 地 栽 培 原木 な めこ : 一 関 市 、 露 地 栽培 原木 くり た け : 一 関 市 ) 








112 木質 ペレ ッ ト の 当面 の 指標 値 の 設定 及び 「 木 質 ペ レッ ト 及 び ス トー ブ 燃 焼 灰 の 放射 性 セン ウム 測定 の た め の 検 査 方 法 」 の 制定 に つい て (24 林政 利 
第 70 号 ) 

Опл 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 原木 な めこ : 奥 州 市 ) 

国 11.2 出荷 制限 指示 (露地 栽培 原木 くり た け : 一 関 市 、 奥 州 市 、 露 地 栽培 原木 な めこ : 一 関 市 、 奥 州 市 ) 

图 11.6 出荷 制限 指示 (クロ ダイ : 三 陸 南 部 沖 海域 ) 

011.6 出荷 自粛 要請 (野生 きのこ 類 : 遠 野市 ) 

国 11.7 出荷 制限 指示 (野生 きのこ 類 : 遠 野市 ) 
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資料 編 


011.12 出荷 自粛 の 継続 を 要請 (そば : 盛 岡市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) ) 
图 11.13 出荷 制限 指示 (そば : 盛 岡市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 

011.20 出荷 自粛 の 継続 を 要請 (大 豆 : 一 関 市 (I 旧 磐 清水 村 ) ) 

011.21 出荷 自粛 要請 (露地 栽培 むき た け : 一 関 市 ) 

O11.29 出荷 自粛 の 継続 を 要請 (そば : 奥 州 市 ( 旧 衣 川村 ) ) 

国 11.30 出荷 制限 指示 (そば : 奥 州 市 (衣川 村 ) ) 








212 出荷 制限 の 一 部 解除 (そば : 盛 岡市 ( 旧 渋 民 村 )、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 

01213 一 関 市 及び 平泉 町 の 繁殖 農家 が 製造 する 堆肥 に か か る 利用 ・ 流 通 自粛 の 解除 に つい て ( 農 普 第 479 в) ※ー 関 市 、 平 泉町 の 繁殖 農家 が 製造 
する 牛ふん 堆肥 の 利用 ・ 流 通 制 限 を 解除 

012.21 出荷 自粛 要請 (くわ い ( 露 地 ) : 平 泉町 ) 

012.28 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H24 第 4 四半 期 分 ) の 策定 





画 1.1 食品 中 の 放射 性 物質 の 基準 に 係る 経過 措置 が 終了 
шта 出荷 制限 指示 (大 豆 : 一 関 市 ( 旧 毅 清水 村 )) 
图 1.17 出荷 制限 の 解除 (マダ ラ : 三 陸 南 部 沖 海 域 ) 





m24 出荷 制限 の 一 部 解除 (大 豆 : 一 関 市 ( 旧 奨 清水 村 )) 
00222 平成 25 年 野生 山菜 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検 査 に つい て 市 町 村 へ 実施 を 通知 (全市 町 村 対 象 ) 
O2.27「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 





Оза 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

m342 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」( 原 子 力 災害 対策 本 部 ) 改 正 ( 検 査 対象 の 見 直し 等 ) 
m319 厚生 労働 省 が 、 放 射 性 物質 の 検査 計画 の 策定 と 検査 の 実施 に つい て 対象 自治 体 あ て に 通知 

Nm349 原子 力 災害 対策 本 部 が 、「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 を 改正 

03.28 産地 直売 所 等 で 販売 され る 山菜 の 安全 性 の 確保 に つい て ( 流 第 509 号 ・ 農 林 水 第 549 号 ・ 林 振 第 964 =) 





048 出荷 制限 (H24.5.10 付 ) の 解除 (露地 載 培 原木 生 し いた け : 盛 岡市 ) 

0412 事故 由来 廃棄 物 等 処分 業務 に 従事 する 労働 者 の 放射 線 障害 防止 の た め の ガ イド ライ ン の 策定 (厚生 労働 省 ) 
0412 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H25 第 1 四半 期 分 ) の 策定 

0412 野生 鳥獣 肉 を 食肉 処理 する 場合 の 留意 事項 等 に つい て 関係 事業 者 を 指導 

04.25 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

04.26 出荷 自粛 要請 ( コ ゴミ (野生 ) : 陸 前 高田 市 、 タ ケ ノ コ : 陸前 高田 市 ) 

0430 出荷 制限 指示 (タケ ノコ : 陸 前 高田 市 ) 








05.8 出荷 自粛 要請 (コシ ン アブラ: 北上 市 ) 

m59 出荷 制限 指示 (コシ ン ア ブラ: 北上 市 ) 

05.15 産地 直売 所 等 で 販売 され る 山菜 の 安全 性 の 確保 に つい て (農林 水 第 61 号 ・ 流 第 103 号 ・ 林 振 第 107 号 ) 
0515 出荷 自粛 要請 (コシ アブ ラ : 遠 野市 ) 

画 5.16 出荷 制限 指示 (コシ ン アブラ: 遠野 市 ) 

O5.16 出荷 自粛 要請 (ワラ ビ ( 野 生 ) : 一関 市 ) 

05.16 流通 食品 の 放射 性 物質 検査 に お いて 、 遠 野 産 の コン アブ ラ か ら 基 準 値 超過 (290Bq/kg) 

画 5.17 出荷 制限 指示 (ワラ ビ ( 野 生 ) : 一 関 市 ) 








063 出荷 自粛 要請 (ワラ ビ ( 野 生 ) : 平 泉町 ) 

064 出荷 制限 指示 (ワラ ビ ( 野 生 ) : 平 泉町 、 ヒ ラメ : 三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 ) 
O6.14 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 

O6.14 出荷 自粛 要請 解除 ( 茶 : 陸 前 高田 市 ) 

0628 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H25 第 2 四半 期 分 ) の 策定 





O7.3 放射 性 物質 低減 の た め 原 木 きのこ 栽培 管理 実施 要領 の 策定 ( 林 振 第 230 号 ) 
073 「 き の こ 原 木 、 ほ だ 木 等 検査 要領 要領 」 の 一 部 改正 ( 林 振 第 234 号 ) 





O6@8.8 平成 25 年 野生 きのこ 放射 性 物質 濃度 全市 町 村 検 査 に つい て 市 町 村 へ 実施 を 通知 (全市 町 村 対 象 、 た だ し 出荷 制限 指示 対象 の 市 町 村 を 除く ) 
08.28 産地 直売 所 等 で 販売 され る 野生 きのこ 類 の 安全 性 の 確保 に つい て (農林 水 第 196 号 ・ 流 第 259 号 ・ 林 振 第 334 号 ) 
国 8.30 出荷 制限 の 解除 (ヒラ メ : 三 陸 南 部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 ) 





096 韓国 が 福島 県 近隣 8 県 (福島 県 、 茨 城 県 、 群 馬 県 、 宮 城 県 、 岩 手 県 、 栃 木 県 、 千 葉 県 、 青 森 県 ) の 全て の 水産 物 の 輸入 禁止 を 発表 
O9.18 出荷 制限 指示 が 出さ れ て いる シカ 肉 に つい て 、 減 少し て いる 狩猟 を 補う シカ の 捕獲 を 岩手 県 猟 友 会 に 委託 (平成 25 年 度 当初 捕獲 見 込 300 БА) 
09.30 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 (H25 第 3 四半 期 分 ) の 策定 





010.4 出荷 自粛 要請 (野生 きのこ 類 : 住 田町 ) 

国 10.9 出荷 制限 指示 (野生 きのこ 類 : 住 田町 ) 

画 10.16「 放 射 性 物質 低減 の た め の 原 木 きのこ 栽培 管理 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 策定 に つい て (25 林政 经 第 313 号 ) 
国 10.21 出荷 制限 の 一 部 解除 (そば : 奥 州 市 ( 旧 衣 川村 ) ) 

图 10.28 安全 な 野生 きのこ の 供給 等 に つい て (林野 店 事務 連絡 、 厚 労 省 事 務 連 絡 ) 

О1031 安全 な 野生 きのこ の 供給 等 に つい て ( 流 第 335 号 ・ 林 振 第 473 号 ) 





O12.13 出荷 自粛 要請 解除 (施設 栽培 原木 生 し いた け : 一 関 市 ) 
O12.27 出荷 自粛 要請 解除 (施設 栽培 原木 生 し いた け : 奥 州 市 ) 





图 1.10 出荷 制限 指示 地域 (千葉 県 ) で 生産 され た 原木 し いた けが 流通 し た 事例 を 踏ま え 、 出 荷 制限 が 指示 され て いる 自治 体 に 対し て 厚生 労働 省 が 出荷 
制限 指示 の 徹底 を 依頼 

O1.17 出荷 制限 指示 が 出さ れ て いる シカ 肉 に つい て 、 減 少し て いる 狩猟 を 補う シカ の 捕獲 頭数 を 400 頭 追 加 し 岩手 県 猟 友 会 に 委託 (平成 25 年 度 捕獲 見 
3À 2,700 頭 ) 

图 1.23 岩手 県 に お いて 、 県 が 定め る 管理 計画 を 逸脱 し て 出荷 され た 大 豆 が 流通 し た 事例 を 踏ま え 、 出 荷 制限 が 指示 され て いる 自治 体 に 対し て 厚生 労働 
省 が 出荷 制限 指示 の 徹底 を 依頼 

O1.30「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 の 改訂 








O2.27 出荷 自粛 要請 解除 (くわ い ( 才 地 ): 平 泉町 ) 





(4) 


健康 影響 対策 、 学 校 の 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 等 





画 3.18 放射 線 の 影響 に 関す る 健康 相談 へ の 対応 に 係る 依頼 通知 発出 (厚生 労働 省 ) 
O3.19 福島 県 か ら の 避難 者 に 対す る 相談 窓口 開設 (県 内 4 保健 所 (県 央 、 中 部 、 奥 州 、 一 関 )) ※ 盛 岡市 保健 所 に お いて も 開設 








画 4.19 福島 県 内 の 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 利用 判断 に お ける 暫定 的 考え 方 に つい て (文部 科学 省 通 知 (平成 23 年 4 月 19 日 付 23 文科 又 第 134 号 ) ) 
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放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 重 








〇 ポー タル サイ ト 「 環 境 放射 能 に 関す る 情報 」 を 県 公式 HP 内 に 開設 








O7.6~7 県 南 地 区 小 中 学 校 サン プリ ング 調査 の 実施 





O8.8—12 県 南 地 区 小 中 学 校 サ ンプ リン グ 調 査 の 実施 
0826 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 低減 に つい て (文部 科学 省 通知 (平成 23 年 8 月 26 日 付 23 文科 又 第 452 号 )) 暫定 的 考え 方 が 改め られ た 。 
08.26 いわ て グラ フ 了 臨時 号 放射 線 対策 特集 号 発行 








〇 9.3、4 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー(9.3 盛岡 市 ・ ホ テル 人 ロホ リタ ン 盛 岡 ニ ュー ウィ ング 、 9.4 奥州 市 ・ 水 沢 ゲ ラット ホテ ル 、 一 関 市 ・ ネ テルサ ン ルー ト 一関 ) 

O9.8 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に つい て (県 内 各市 町 村 教 育 委員 会 、 各 教育 事務 所 、 各 県 立 学校 あて 通知 (平成 23 年 9 月 8 日 付 教 ス 第 359 号 ) ) 
О98 県 立 学校 に お ける 放射 線 対策 等 に つい て 方 針 を 定め 、 各 県 立 学校 あて 通知 (平成 23 年 9 月 8 日 付 教 ス 第 360 号 ) 

09.12-13 県 南 地区 小 中 学 校 サ ンプ リン グ 調 査 の 実施 

09.14 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 測定 開始 (業者 委託 ) 

O9.21、29、30 県 及び 市 町 村 職 員 の た め の 放 射線 セミ ナー(9.21 釜石 市 ・ 釜 石 地 区 合同 庁舎 、9.29 盛岡 市 ・ 環 境 保健 研究 セン ター、9.30 奥州 市 ・ 奥 州 保健 所 ) 
09.28 放射 線 知識 啓発 パン フレ ッ ト 40,000 部 作成 ・ 配 布 (各市 町 村 、 各 広域 振興 局 ・ セ ンタ ー) 





O10.4 県 及び 市 町 村 職 員 の た め の 放 射線 セミ ナー( 久 慈 市 ・ 久 慈 地区 合同 庁舎 ) 
010.7 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 和 釜石 市 ・ 釜 石 市 民 交 流 セ ンタ ー) 
O10.14、18 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー(10.14 釜石 市 ・ 釜 石 地 区 合同 庁舎 、10.18 久慈 市 ・ 久 慈 地区 合同 庁舎 ) 





O11.4 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー( 盛 岡市 ・ 環 境 保健 研究 セン ター、 奥州 市 ・ 奥 州 保健 所 ) 

011.7 県 立 学校 に お ける 今後 の 放射 線 測定 業務 の 進め 方 に つい て ( 各 県 立 学校 あて 通知 (平成 23 年 11 月 2 日 付 教 ス 第 441 号 )) 各 県 立 学校 に お ける 
定期 測定 の 開始 

图 11.21 文部 科学 省 に お いて 「 学 校 給 食 検査 設備 整備 費 補助 金 交 付 要綱 」 制 定 、17 都 道 府 県 に 対し て 事業 計画 書 の 提出 依頼 (11.30) 

O11.21 て 1.31 積算 線量 計 に よる 学校 に お ける 年 間 放射 線量 の 推計 調査 の 実施 (県 立 学校 10 校 対象 ) 

O11.24~25 放射 線 対応 説明 会 及び 放射 線 測定 器 取扱 研修 会 (県 立 学校 職員 、 教 育 委 員 会 所 管 施設 指定 管理 者 、 各 市 町 村 教 育 委員 会 担当 者 対象 ) 





O12.1 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 開始 

923 一 関 市 に お いて 学校 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 開始 
O12.27 県 立 学校 10 校 109 か 所 の 除 染 が 完了 

O1231 いわ て グラ フ 平 成 24 年 1 月 号 放射 能 対策 特集 を 掲載 





0110 岩手 県 学校 給食 放射 性 物質 検査 設備 整備 費 補助 金 交 付 要綱 制定 
O1.17 県 に お ける 学校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 検査 の 実施 に つい て ( 各 県 立 学校 あて 通知 (平成 24 年 1 月 17 日 付 教 ス 第 559 号 ) ) 





O2.1 岩手 県 教育 委員 会 放射 線 測定 機器 貸与 要領 制定 
O26 平成 23 年度 第 1 回 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 有識者 会 議 開催 (盛岡 市 内 、 エ スポ ワー ル い わ て ) 





Озі いわ て グラ フン 平成 24 年 3 月 号 放射 能 対策 の 取組 を 掲載 
O3.2 平成 23 年 度 第 2 回 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 有識者 会 議 開催 (盛岡 市 内 、 エ スポ ワー ル い わ て ) 
O 〇 3.5~8 健康 影響 調査 結果 説明 会 (一 関 会 場 ) 

O3.8 健康 影響 調査 結果 説明 会 (奥州 会 場 ) 

03.13 岩手 県 民 の 命 と 暮らし を 守る た め の 請 願 を 受理 











O4.4 放射 性 物質 濃度 測定 機器 取扱 研修 会 (県 立 学校 職員 及び 市 町 村 職 員 対 象 ) 

国 4.10 学校 の 屋外 プー ル の 利用 に つい て (文部 科学 省 よ り 通 知 (平成 24 年 4 月 10 日 付 事務 連絡 ) ) 

04.17 学校 の 屋外 プー ル の 利用 に つい て ( 各 県 立 学校 、 各 教育 事務 所 、 各 市 町 村 教 育 委 員 会 あて 通知 (平成 24 年 4 月 17 日 付 教 ス 第 51 号 )) 県 立 学 
校 に お ける 方 針 決定 

0417-7124 積算 線量 計 に よる 学校 に お ける 年 間 放 射線 量 の 推計 調査 の 実施 (県 立 学校 10 校 対象 ) 

0418-7120 県 立 学校 に お は ける プー ル サ イ ド 空 間 線量 率 の 測定 を 実施 (屋外 プー ル 設 置 使用 校 34 校 ) 





0516 岩手 県 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 測定 業務 マニ ュ ア ル 及 び 岩 手 県 教育 委員 会 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 測定 依頼 事務 取扱 要領 制定 





Обл いわ て グラ フン 平成 24 年 6 月 号 食 の 安全 確保 対策 を 掲載 

O61 平成 24 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 開始 (文部 科学 省 委託 事業 ) 

06.6 県 立 学校 に お ける 学校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 測定 開始 

O6.11 県 公式 HP 内 に 野生 山菜 採取 の 留意 点 の ペー ジ を 開設 

O6.18 県 公式 HP 内 に 生活 空間 の 放射 線量 の ペー ジ を 開設 

O 〇 6.18~22 汚染 状況 重点 調査 地域 内 県 立 学校 に お ける 詳細 測定 の 実施 (5 校 の うち 4 校 が 除 染 対象 と な る ) 

O6.25 放射 線 知識 啓発 パン フレ ッ ト ( 第 2 版 )155.000 部 (増刷 分 含む ) 作成 * 配 布 (県 南 3 市 町 全戸 及び 各市 町 村 、 各 広域 振興 局 ・ セ ンタ ー) 
06.26 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 一 関 市 ・ 川 崎 公民 館 ) 

06.29 県 及び 市 町 村 職 員 の た め の 放 射線 セミ ナー( 奥 州 市 ・ 奥 州 保健 所 ) 








O7.18、19、26 県 及び 市 町 村 職 員 の た め の 放 射線 セミ ナー(7.18 盛岡 市 ・ 環 境 保健 研究 セン ター、7.19、26 奥州 市 ・ 奥 州 保健 所 ) 
0731 お や こ 放射 線 教室 (奥州 市 ・ 市 民 プ ラサ ・ マ ッ セ ) 





O8.1 お や こ 放 射線 教室 (一 関 市 ・ 一 関 市 役所 ) 
O8.9 県 公式 HP 内 に 岩手 県 産 食 品 の 安全 性 情報 、 健 康 へ の 影響 (内 部 被ばく ) の ペー ジ を 開設 





096 県 公式 HP 内 に 野生 きのこ 採取 の 留意 点 の ペー ジ を 開設 
O9.7 平成 24 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 第 1 回 調査 委員 会 開催 (盛岡 市 ・ 盛 岡 合 庁 ) 





010.12 岩手 県 民 の 命 と 暮らし を 守る た め の 請 願 が 県 議会 本 会 議 で 採択 

〇 10.12、15、16、19 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー(10.12 矢 貼 町 ・ 矢 貼 町 公民 館 、 北 上 市 ・ 日 本 現代 詩歌 文学 館 、10.15 宮古 市 ・ 宮 古 地 区 合同 庁舎 、10.16 
釜石 市 ・ 釜 石 地区 合同 庁舎 、 大 船渡 市 ・ 大 船渡 地区 合同 庁舎 、10.19 一 戸町 ・ 一 戸町 町 民 文 化 セ ンタ ー、 久 慈 市 ・ 久 慈 市 防災 セン ター) 

O10.15 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 開始 

010.19 岩手 県 防災 会 議 幹 事 会 に お いて 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 の 策定 を 確認 





O11.26 平成 24 年 度 第 1 回 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 有識者 会 議 開催 (盛岡 市 ・ 岩 手 県 庁 ) 





01212 岩手 県 防災 会 議 ・ 専 門 委 員 を 任命 
01219 岩手 県 防災 会 議 幹 事 会 に お いて 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 の 素案 を 審議 





O1.7 岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 に 係る パブ リッ クコ メン ト を 実施 
O1.25 平成 24 年 度 第 2 回 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 有識者 会 議 開催 (盛岡 市 ・ 岩 手 県 庁 ) 





O2.17 健康 影響 調査 結果 説明 会 (奥州 会 場 ) 

O2.19~20 健康 影響 調査 結果 説明 会 (一 関 会 場 ) 

02.20 岩手 県 防災 会 議 幹 事 会 に お いて 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 の 最終 案 を 審議 

02.27 提供 後 給食 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 ガイ ドラ イン 策定 (提供 後 給食 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 開始 ) 、 岩 手 県 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 測定 業 
務 マ ニュ アル 及び 岩手 県 教育 委員 会 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 測定 依頼 事務 取扱 要領 改正 








Оз いわ て グラ フン 平成 25 年 3 月 号 放射 能 対策 の 取組 を 掲載 

O3.11 平成 24 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 第 2 回 調査 委員 会 開催 (盛岡 市 ・ 盛 岡 合 店 ) 

03.22 平成 24 年 度 岩 手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 結果 公表 

O3.28 岩手 県 防災 会 議 に お いて 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 を 審議 ・ 策 定 

0328 東北 電力 株 式 会 社 と の 間 で 「 原 子 力 発 電 所 に 係る 県 民 の 安全 確保 の た め の 情 報 連絡 等 に 関す る 協定 」 を 締結 
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第 5 章 








(5) 


Е 〇 4.1 平成 25 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 開始 (文部 科学 省 委託 事業 ) 


資料 編 






| O418~718 県 立 学校 に お ける プー ル サ イ ド 空 間 線量 率 の 測定 を 実施 (屋外 プー ル 設置 使用 校 32 校 ) 





O5.15 汚染 状況 重点 調査 地域 内 県 立 学校 4 校 の 面 的 除 染 完了 
O5.15 平成 25 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 第 1 回 調査 委員 会 開催 (盛岡 市 ・ 岩 手 県 店 ) 





Обл いわ て グラ フン 平成 25 年 6 月 号 放射 線量 、 県 産 食 品 、 子 ども の 内 部 被ばく 検査 結果 を 掲載 

06.10~7.31 積算 線量 計 に よる 学校 に お ける 年 間 放射 線量 の 推計 調査 の 実施 (県 立 学校 4 校 対象 ) 

06.16 放射 線 不安 解消 総合 イベ ント (奥州 市 ・ 産 直 来 夢 く ん ) 

06.27, 28 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の え キル アッ プ セミ ナー(6.27 釜石 市 ・ 水 産 技術 セン ター、6.28 盛岡 市 ・ 環 境 保健 研究 セン ター、 奥 州 市 ・ 奥 州 地区 合同 
庁舎 ) 





O7.25 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー( 盛 岡市 ・ 環 境 保健 研究 セン ター) 
07.26 私 た ちの くら し と 放射 線 セミ ナー( 宮 古市 ・ 宮 古市 役所 ) 





| 〇 8.1 いわ て グラ フン 平成 25 年 8 月 号 野生 きのこ 採取 の 留意 点 を 掲載 





O9.1 放射 線 不安 解消 総合 イベ ント (一 関 市 ・ 一 関 文 化 セ ンタ ー) 

095 遠野 縁 峰 高 等 学校 へ 牧草 地の利 用 自粛 要請 及び 除 染 依頼 

O9.20 日 本 原 燃 株 式 会 社 に 対し 原子 力 災 害 発生 時 の 情報 提供 を 文書 で 依頼 
O9.27 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 開始 

O9.30 日 本 原 燃 株 式 会 社 が 原子 力 災 害 発生 時 の 情報 提供 に つい て 文書 で 承諾 





O10.1 いわ て グラ フ 平 成 25 年 10 月 号 学校 の 放射 線量 測定 、 給 食 食材 検査 の 取組 を 掲載 
O10.23 私 た ちの くら し と 放射 線 セミ ナー( 久 慈 市 ・ 久 慈 市 役所 ) 





0121 いわ て グラ フン 平成 25 年 12 月 号 県 産 農 林 水 産物 の 安全 確保 に 向け た 取組 、 検 査 結果 を 掲載 
O12.1 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 平 泉町 ・ 平 泉町 役場 ) 





| 0131 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 遠 野市 ・ あ えり あ 遠 野 ) 





〇 2.14、21 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー(2.14 北上 市 ・ 北 上 市 基盤 技術 支援 セン ター、2.21 住田 町 ・ 住 田町 農林 会 館 ) 
O224 東北 電力 株 式 会 社 と の 間 で 「 原 子 力 発 電 所 に 係る 県 民 の 安全 確保 の た め の 情 報 連 絡 等 に 関す る 協定 」 の 一 部 を 改定 する 協定 を 締結 
02.28 平成 25 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 第 2 回 調査 委員 会 開催 (盛岡 市 ・ 盛 岡 合 庁 ) 








Оз1 いわ て グラ フン 平成 26 年 3 月 号 野生 山菜 採取 の 留意 点 を 掲載 

0O31 県 公式 HP 内 に 放射 線量 、 放 射 性 物質 濃度 検査 結果 の 検索 サイ ト を 開設 
03.3 平成 25 年 度 岩手 県 学校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 結果 公表 

O3.18 健康 影響 調査 結果 説明 会 (奥州 会 場 ) 

03.20 健康 影響 調査 結果 説明 会 (一 関 会 場 ) 








東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 





口 3.11 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 発生 





Ф719 JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 設立 





Ш85 損害 の 判定 等 に 関す る 中 間 指針 (原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 ) 





Оф 10.20 東京 電力 載 副 社長 が 来 庁 し 、 県 に 対し 公式 に 謝罪 





O12.1 損害 賠償 請求 等 市 町 村 と の 意見 交換 会 (県 南 会 場 ) 

Nm122 東日本 大 震 災 に 係る 地方 公営 企業 施設 の 災害 復旧 事業 等 に 対す る 繰出 金 に つい て (総務 副 大 臣 通知 ) 原子 力 発電 所 の 事故 に 伴い 実施 する 風 
評 被害 対策 等 に 要する 経費 が 対象 と な る 。 

0122 損害 賠償 請求 等 市 町 村 と の 意見 交換 会 (盛岡 会 場 ) 

O12.5 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 に お いて 、 東 京 電力 へ の 損害 賠償 請求 の 方 針 を 決定 





O1.10 商工 ・ 観 光 関 係 の 損害 賠償 等 事業 者 向け 説明 会 

125 東京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 原子 力 発電 所 及び 福島 第 二 原子 力 発電 所 の 事故 に よる 原子 力 損害 へ の 補償 に つい て (経済 産業 省 通 知 ) 
@1.26 森林 組合 系 統 東京 電力 原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 設立 

O@126 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 (第 1 次 ) 











02.29 商工 ・ 観 光 業 の 被害 ・ 損 害 賠償 関係 機関 連絡 会 議 











037 東京 電力 本 社 及 び 国 に 対す る 緊急 要請 (上 野 副 知事 、 本 県 観光 業 を 風評 被害 地域 に 指定 する よう 要望 ) 














O4.10 輸出 関連 補償 金 請求 に 関す る 事業 者 向け 説明 会 
O4.23 3.7 の 副 知事 緊急 要請 に 対す る 東京 電力 か ら の 回 答 書 受領 、 関 係 部 長 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 
O4.23 商工 労働 観光 部 長 が 東京 電力 理事 に 対し 、 特 に 観光 業 に つい て 賠償 に 応じ る よう 要請 














画 5.1 東京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 原子 力 発電 所 及び 福島 第 二 原子 力 発電 所 の 事故 に よる 原子 力 損害 へ の 周 償 に 係る 基準 等 に つい て (経済 産業 省 通知 ) 
m548 牧草 地 の 除 染 等 の 賠償 の 基本 的 な 考え 方 の 整理 に つい て (24 ЖЕЖ 371 号 ) 





O6.7 423 の 幹部 交渉 の 請求 事項 に 対す る 東京 電力 の 回 答 を 確認 

O6.8 商工 観光 関係 の 損害 賠償 に 関す る 関係 機関 連絡 会 議 

06.13 東京 電力 に 工業 用 水道 に 係る 損害 賠償 請求 書 (H23.3 て H23.11) を 送付 (6/20 東京 電力 受理 ) 
〇 人 6.20 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 (第 2 次 ) 、 市 町 村長 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 

9621 ЈЕ グル ー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 設立 














07.24 産直 等 の 損害 賠償 請求 に 係る 県 の 対応 方 針 の 周知 

07.25 知事 、 市 長 会 副 会 長 (北上 市 長 ) 、 町 村 会 副 会 長 (金ケ崎 町 長 ) が 東京 電力 本 社 に 出向 き 、 廣 瀬 社長 に 対し 損害 賠償 の 完全 実施 を 要請 

@7.26 内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 設立 

画 7.31 東京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 原子 力 発電 所 及び 福島 第 二 原子 力 発電 所 の 事故 に よる 原子 力 損害 へ の 賠償 の 平成 24 年 度 分 に 係る 請求 の 受付 開 
始 に つい て (経済 産業 省 通 知 ) 











08.21 商工 ・ 観 光 関 係 の 損害 賠償 に 関す る 関係 機関 連絡 会 議 








@9.7 東京 電力 と 旅館 ホテ ル 生 活 衛生 同業 組合 が 請求 内 容 に つい て 合意 
O9.10 東京 電力 と 工業 用 水道 に 係る 損害 賠償 請求 の 協議 を 開始 。 以降 、 東 京 電力 と 継続 し て 協議 
O9.14 宮城 県 知事 、 岩 手 県 知事 、 両 県 市 長 会 代表 、 町 村 会 代表 が 風評 被害 の 損害 賠償 完全 実施 等 に 関し 、 関 係 省 庁 、 東 京 電力 へ の 合同 要望 の 実施 








〇 10.23 市 町 村 ・ 観 光 団 体 担当 者 向け 説明 会 








O11.8 流域 下水 道 の 平成 23 年 度 分 の 汚泥 処分 費用 等 に つい て 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 
O11.15、16 観光 関係 損害 に 係る 事業 者 向け 説明 会 

O11.20 工業 用 水道 損害 賠償 請求 に つい て 東京 電力 と 協議 し 、 合 意 

る 11.28 東京 電力 が 、 自 治 体 の 食品 検査 費用 に 係る 賠償 案 を 提示 





0125 工業 用 水道 損害 賠償 に つい て 東京 電力 と 合意 書 の 締結 
01213 工業 用 水道 に つい て 東京 電力 か ら 賠償 人 金 の 支払 い を 確認 (769.020 A) 
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012.25 工業 用 水道 賠償 金 に つい て 記者 発表 (県 で 初め て 賠償 金 の 支払 い ) 
〇 12.27 東京 電力 に 対し 、 自治 体 の 食品 検査 費用 に 係る 賠償 に 関す る 質問 書 を 手 交 











Ф125 東京 電力 か ら 、 自治体 の 食品 検査 費用 に 係る 賠償 に 関す る 質問 書 に 対す る 回 答 を 受領 
Ф129 東京 電力 か ら 「 地 方 公共 団体 さま へ の 賠償 に 係る ご 案内 」( 工 業 用 水道 ) 
131 「 東 京 電力 株 式 会 社 福島 第 1、 第 2 原子 力 発電 所 事故 に よる 原子 力 損害 の 範囲 の 判定 等 に 関す る 中 間 指針 第 3 次 追補 」 の 公表 








O@21 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 (第 3 次 )、 市 町 村長 、 県 幹部 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 
画 光 2.4 東京 電力 等 が 「 総 合 特別 事業 計画 」 を 変更 (主務 大 臣 認定 ) 、 東 京 電力 が 消 減 時 効 に 関す る 考え 方 表明 
〇 2.26 Жжж). Н23 年 度 流域 下水 道 事業 に 係る 損害 の 一 部 に つい て 賠償 金 の 支払 い に 合意 











〇 3.8 流域 下水 道 の 平成 23 年 度 分 汚泥 処分 費用 等 の 損害 賠償 金 受 
〇 3.14 農林 水産 部 長 に よる 東京 電力 へ の 要請 「 原 木 し いた け 生 産 に 係る 損害 賠償 の 完全 実施 に つい て 」 
0322 消費 者 庁 の ヒア リン グ (消費 者 理解 増進 施策 の た め の 意 見 聴取 ) 





O4.1 損害 賠償 等 に 関す る 相談 窓口 を 商工 企画 室 に 設置 
0412 原子 力 発電 所 事故 に よる 農林 漁業 及び 加工 ・ 流 通 業 に お ける 風評 被害 に 係る 損害 賠償 等 の 説明 会 開催 (盛岡 市 内 ) 








O5.9 文部 科学 省 、 経 済 産業 省 へ の 要望 (上 野 副 知事 、 十 分 な 賠償 の 実現 と 原子 力 損害 賠償 に 係る 消滅 時 効 の 特例 に つい て ) 
9521 東京 電力 が 、 自 治 体 損害 に 係る 賠償 に つい て 見 直し 案 を 提示 

05.22 文部 科学 省 、 経 済 産業 省 へ の 要望 (総務 部 長 、 十 分 な 賠償 の 実現 と 原子 力 損害 賠償 に 係る 消滅 時 効 の 特例 に つい て ) 
O5.28—9.13 中 間 指 針 第 3 次 追補 に 係る 損害 賠償 説明 会 相談 会 実施 【5.28 こ 9.13 の 間 、23 回 実施 】 

05.29 時 効 中 断 の 特例 に 関す る 法律 成立 





国 6.5 時 効 中 断 の 特例 に 関す る 法律 公布 、 施 行 

O6.19 農林 水産 部 長 に よる 東京 電力 へ の 申入れ 「 賠 償 対 象 期間 を 一 方 的 に 制限 し て いる こと 等 に つい て の 対応 改善 」 
О®621 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 (第 4 次 ) 、 東 京 電力 に 対し 公開 質問 、 市 町 村長 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 
Ф625 東京 電力 等 が 「 総 合 特別 事業 計画 」 を 変更 、 東 京 電力 が 消 減 時 効 に 関す る 具体 的 な 対応 を 表明 

O6.26 関係 省庁 へ の 要望 (知事 、 十 分 な 賠償 の 実現 と 原子 力 損害 賠償 に 係る 消 減 時 効 の 特例 に つい て ) 











9710 東京 電力 か ら 県 に 6.21 に 実施 し た 公開 質問 に 関す る 回 答 書 提出 

0710 東京 電力 に 対し 損害 賠償 に 関す る 質疑 書 を 提出 

7.11 東京 電力 が 、 平 成 24 年 度 分 自治 体 損害 に 係る 賠償 案 を 提示 

07.24 知事 、 市 長 会 副 会 長 (一 関 市 長 ) 、 町 村 会 監事 (平泉 町 長 ) が 東京 電力 本 社 に 出向 き 、 廣 瀬 社長 に 対し 損害 賠償 の 完全 実施 等 を 要請 

画 7.31 東京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 原子 力 発電 所 及び 福島 第 二 原子 力 発電 所 の 事故 に よる 原子 力 損害 へ の 賠償 の 2 回 目 の 請求 受付 開始 に つい て ( 経 
済 産業 省 通 知 ) 








82 東京 電力 か ら 県 に 質疑 書 に 対す る 回 答 が 提出 





O11.6 東京 電力 に 工業 用 水道 に 係る 損害 賠償 請求 書 (H24.4 こ H25.3) を 総務 部 総務 室 を 通じ て 提出 

O11.11~ 岩手 弁護 士 会 と 合同 で 無料 相談 会 開催 

O11.13 総務 部 長 が 、 文 部 科学 省 、 経 済 産業 省 に 対し 、 十 分 な 賠償 の 実現 と 原子 力 損害 賠償 に 係る 消滅 時 効 の 特例 に つい て 要望 
〇 11.15 東京 電力 と 、H24 年 度 牧草 地 再 生 対策 事業 に 係る 損害 に つい て 賠償 金 の 支払 い に 合意 

O11.18 記者 会 見 等 で 、 原 子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター( 原 発 ADR) へ の 和解 仲介 を 申立 て る こと を 発表 





012.9 12 月 議会 に お いて 、 原 発 ADR へ の 和解 仲介 申立 て に 係る 議案 が 可決 
画 12.11「 東 日 本 大 震 災 に お ける 原子 力 発電 所 の 事故 に より 生じ た 原子 力 損害 に 係る 早期 か つ 確実 な 賠償 を 実現 する た め の 措 置 及び 当該 原子 力 損害 
に 係る 賠償 請求 権 の 消滅 時 効 等 の 特例 に 関す る 法律 」( 原 賠 時 効 特例 法 ) が 公布 ・ 施 行 





0123 原発 ADR へ 和解 仲介 を 申立 て (県 、23 市 町 村 、 1 広域 連合 等 ) 








025 東京 電力 に 対し 、 第 五 次 損害 賠償 請求 を 実施 、 市 町 村長 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 
0227 流域 下水 道 の 平 成 24 年 度 分 の 汚泥 処分 費用 等 に つい て 、 東 京 電力 に 対し 損害 賠償 請 > 
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3 県 内 55 地 点 の 測定 結果 
(1) サー ベイ メー ター に よる 地表 付近 の 放射 線量 率 の 測定 結果 (平成 26 年 3 月 ) 







測定 結果 [ u Sv/h] 













































































































































































































































































( 旧 浄 法寺 小学 校 ) 














測定 場所 所 在 地 (地上 か ら の 高 さ ) 備考 | 測定 実施 機関 
50cm 5cm 
① | 盛岡 市 役所 市 内 丸 12-1 0.04 0.04 盛岡 広域 振興 局 
@ | 渋民 運動 公園 市 玉山 区 川崎 字 川 崎 1-1 0.03 0.03 ERRERA 
Ф | 花巻 地区 合同 庁舎 。 | 花巻 市 花城 町 1-41 0.04 0.05 a" 
@ | 大 堀川 プロ ム ナ ー ド | 花巻 市 吹 張 町 0.06 0.06 Cesta 
Ф | 北上 地区 合同 庁舎 | 北上 市 芳 町 2-8 0.05 0.05 
Ф | 奥州 市 役所 本 庁舎 | 奥州 市 水沢 区 大 手 町 1-1 0.07 0.08 
о вада 奥州 市 水沢 区 佐倉 河 字 鹿 和徳 29-2 0.14 0.15 
@ | 江刺 総合 支所 奥州 市 江刺 区 大 通り 1-8 0.05 0.06 
@ | 中央 運動 公園 奥州 市 江刺 区 岩谷 堂 字 松長 根 2 0.09 0.10 
Ф | 胆沢 総合 支所 奥州 市 胆沢 区 南都 田 字 加 賀 谷地 270 0.07 0.07 0.07 
о | 前 沢 総合 支所 市 前 沢 区 宇 七 日 町 裏 71 010 | 040 el 
ањ кей 
© | 南 前 沢 グ リー ン パ ー ク N 市 前 沢 *0.14 *0.13 С 
*0.14 | #0.15 РЕД 
Ф | 表 川 総合 支所 奥州 市 衣川 0.10 0.10 
@ | 木 の か お り 公 園 奥州 市 衣川 区 古 戸 48-3 0.12 013 | 積雪 あり 
@ | 金ヶ崎 町 役場 金ケ崎 町 西根 南町 22-1 0.06 0.06 
@ | 荒巻 公園 金ケ崎 町 西根 北 荒巻 100-2 0.05 0.05 | 積雪 あり 
Ф | 一 関 市 役所 ー 関 市 竹山 町 7-2 0.09 0.10 
@ | 一 関 運動 公園 関 市 萩 荘 字 箱 清水 4-2 *0.06 | *0.05 | 
関 市 花泉 町 浦 津 字 ー ノ 町 29 0.08 0.09 
@ | 金 流川 河川 公园 関 市 花泉 町 花泉 字 袋 地内 0.16 0.17 0.17 
а) | 東山 支所 ー 関 市 東山 町 長坂 字 西 本 町 105-1 | 3 月 10 日 0.09 0.10 
② | 上 唐 梅 館 総合 公園 一 関 市 東山 町 長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 | 3 月 10 日 0.14 0.13 0.14 積雪 あり 
| 3 月 11 日 0.10 0.10 
② | 黄金 山 キャ ンプ 場 ー 関 市 千厩 町 小 梨 字 新 地 地内 | 3 月 11 日 | 0.07 0.07 0.07 | 積雪 あり 
кан ① | 大 東 支所 関 市 大 東町 大 原 字 川 内 40 0.09 0.10 只 南 広江 
@ | 伊勢 舘 公園 関 市 大 東町 鳥海 字 清水 12 番 外 0.14 0.15 0.16 境 セ ンタ ー) 
@ | 川崎 支所 関 市 川崎 町 薄 衣 字 諏 訪 前 137 0.09 0.10 
@ | 川崎 農山 村 広 場 関 市 川崎 町 薄 衣 字 町 裏地 内 0.16 0.16 
① | 室 根 支所 関 市 室 根 町 折 壁 字 八幡 沖 345 0.14 0.16 
О | 室 根 き ら め き パー ク 関 市 室 根 町 折 壁 字 向 山 85 *0.06 | #0.06 | (888) 
関 市 藤沢 町 藤沢 字 町 裏 105 0.09 0.10 
② | に コ ニ コ パー ク 関 市 藤沢 町 徳田 字 大 望 沢 37 0.11 0.10 0.10 
Ф | 平泉 町 役場 平泉 町 平泉 字 志 羅山 45-2 0.11 0.12 f 
© |= 平泉 町 平泉 字 志 羅山 61 *0.06 | #0.05 | *0.06 | (88, 
за | SETEM 釜石 市 只 越 町 三 丁 目 9-13 3 月 6 日 0.06 0.08 
@ | 定 内 と ん が り 公 園 釜石 市 定 内 町 一 丁目 4 3 月 6 日 | 007 0.08 0.08 мизи 
sam 。 | | 町 役場 AEEBT_EBT1-3 3 月 6 日 0.07 0.07 важат 
@ | ふれ あい 運動 公園 大 楼 町 小 键 第 22 地 割地 内 3 月 6 日 0.07 0.07 0.08 
Ф | 大 船渡 地区 合同 庁舎 | 大 船渡 市 猪 川町 字 前 田 6-1 0.06 0.06 0.06 
大 船渡 市 | @ | 大 船渡 市 役所 大 船渡 市 盛 町 字 宇 津野 沢 15 0.07 0.07 0.06 
о | 三陸 総合 運動 公園 | 大 船渡 市 三陸 町 綾里 字 黒 土田 56 0.08 0.07 0.06 шие 
沿岸 広域 振興 局 
ши @ | 陸前 高田 市 役所 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 42-5 0.05 0.04 0.04 (大 船渡 保健 福祉 
陸前 高田 市 一 一 環境 セン ター) 
信田 町 | | 住田 町 役場 住田 町 世 田 米 字 川 向 96-1 3 月 5 日 0.06 0.06 
② | 住田 町 運動 公園 住田 町 世 田 米 字 川 向 80-1 3 月 5 日 | 009 0.09 0.10 
@ | 宮古 地区 合同 庁舎 宮古 市 五 月 町 1-20 3 月 6 日 0.10 0.10 зити 
@ | 宮古 児童 相談 所 宮古 市 和 見 町 9-29 3 月 6 日 | 005 0.06 0.07 境 セン ター) 
Ф | 久慈 市 役所 久慈 市 川崎 町 1-1 0.03 0.04 0.04 
Ф | 小鳩 公園 久慈 市 中 町 1 地 割 地内 0.03 0.03 0.04 
@ | 洋 野 町 役場 洋 野 町 種 市 23-27 004 | 004 | 004 Pete 
@ | 野田 村役場 野田 村野 田 第 20 地 割 14 3 月 7 日 0.05 0.06 
@ | 普代 村役場 普代 村 第 9 地 割 銅 屋 13-2 3 月 7 日 | 006 | 006 0.06 
е Ф | 二戸 市 役所 金田 一 出張 所 | 二戸 市 金田 一 馬場 80 0.07 0.07 0.08 県 北 広域 振興 局 
n даи 二戸 市 浄法寺 町 上 外野 118-2 002 | 002 | 003 ез ак 





注 1 測定 結果 の 欄 | 
注 2 種別 の 欄 に つ し 


こつ いて 、 U Sv/h は 「 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 」 を 表す 
\ て 、① は 「 庁 舎 等 」、② は 「 公 園 等 」 を 表す 








注 3 測定 結果 の 「*」 


は 、 除 染 後 の 地表 付近 を 測定 し た 結果 で ある 。 
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3 県 内 55 地 点 の 測定 結果 [| 一 同一 地 点 二 测定 高 O 最 高 值 字 0.23 Sv/h 以 上 
汚 築 状況 重点 調査 地域 に お ける е ft 最 低 值 積雪 あり 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 ж э 
(単位 : ш Sv/h) 
市 町 | 地区 測定 場所 测定 高 平成 23 年 度 平成 24 年 度 
( 住 所 ) 6 月 | 8A | 9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 |5 月 | 6 月 | 7 月 | 8 月 |9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 
奥州 市 役所 100cm 0.14 0.13| 0.13| 0131 008』 отт 0131 0.12| 012 012 010 009| 009| 0101 0.10| 009| 008| 009 
水 (大 手 町 1-1) 50cm 0.17| 0.16] 0.17| 015| 0.15] 014 отор 013| 014| 013 013| 0.12| 011| 0.11| 010| 010 011| ото] 009| 0.09 
R 5cm 0.18| олор 014 015| 014| 0.16| 014| 013 012| 0.11| 012| 0131 оло] 0.09) олт 
区 鹿 和徳 公園 00cm 0.25| 0.25] 0.25| 0.23| 0.24| 020 011 011| 021| 021| 022| 019| 0.20] 019 0.19 
( E RIS S(s25-2) 50cm 0.27| 0.27| 0.27 0.26| 0.26 020 012 0124 0.25| 0.23| 0.24| 020| 021| 021| 0.21 
5cm 0.28| 022 013 012] 0.25| 0.25| 0.24| 021 0.24| 0.22 0.22 
江刺 総合 支所 00cm 0.12| 012| 0.13| 012 013 ото 0094 009| 009| 010 008| 009| 007| 007| 008| 007| 006| 007| 007| 006 
т (大通 り 1-8) 50cm 0.13| 0.13| 0.14] 0.13| 0.13| олт 0094 0.10| 011 009| 009| 009| 008| 008| 009| 008| 007| 007| 007| 007 
#J 5cm 0.15 012 0104 012 011 011 0.11| ото] 009| 008| 009| 009] 006| 008| 0.08| 0.08 
N P 00cm| 0.12| 0.12 0.13 0.11 006 007 012| 012| 012 оло] 012 011 011 
区 中 央 運動 公園 50cm| 0.13| 0.13| 0.14| 0.15] 0.14 041 006 0064 014| 013 013| 0.10| 013| 0.12 043 1 
5cm| 0.14 012 006 0064 0.15| 015 015| 042 014| 013| 015 0.13 
胆沢 総合 支所 100cm 0.14| 013| 0.11| 013| 013 012 009 ото] 009| 0.10| 010 009| 009| 009| 009 009| 008| 008 007| 008| 
胆 (南都 田 字 加 賀 谷地 270) 50cm 0.14| 043| 0.12 0131 0.15 043 отт 012 012| 011 010 0.10] 010 010 оло] оло] 008| 009| 008| 0.09 
а |Ë тоот 017 0r отоу o 014 009 09 015| 644 14 04 Gi4 014 013 oad 011 rm] олт 
a я cm| 0.17] 0.17 17| 0. . .09 0. .15| 01 1 i i . i . 
州 区 kmen reaa 50cm 0.17| ОЛД 014 оло олд 016| 015 015 016 0166 016 014 0.16 0 
市 а 5cm 0.18| 0194 015 011 01 017 016 015 018| 018| 017 015 0.16 0; | 
に コロ 100cm 0.24| 0.21] 021| 021| 020| 019| 014 016| 0.16] 017 0.16] 015| 012| 014 013| 014 011| 012 010 0.12 
前 沢 総合 支所 50cm 0.26| 0.23| 0.24| 0.22| 0.23| 021| 0.17| 018| 0.18| 019| 0.18| 0.15| 013| 0.15| 0.14| 0.14] 012| 013| 012| 043 
5cm 0.30 0.29| 0.22| 0.25| 022 021 021| 048| 0166 047| 0.16| 017| 015| 015| 0.13| 0.15 
前 草地 100cm| 0.39 0.39| 0.37| 0.38| 037 020 017 0.34| 0.34| 0.32| 0.30| 0.29| 0.27| 0.27| 0.26| 024 021 0.17| 0.24 
沢 南 前 沢 グ ( 除 楽 後 ) | 50cm 0.42| 0.40| 040 0.38| 0.39| 037 020 0.18 0.38| 0.35| 0.34| 0.32| 0.31| 0.29| 0.28| 0.27 025 021 017 0.25 
区 | J му パー ク 5cm| 0.40 0.36] 0.39| 0.38 0.19 0.18 0.32] 0.32 0.34| 0.27) 0.25) 0.29) 0.25 0.26 019 0.17 0.26 
(宇高 畑 215) | グラ ウン ド | 100cm 
(резе) | "em 
5cm 
衣川 総合 支所 100cm 0.23| 022| 020| 0.20| 022| 0.20| 017| 017| 0181 017 016| 015| 015| 011| 011| o42[ 0101 оло] 0101 0.0 
ж воо 50cm 0.26| 0.24| 021| 022| 0.24| 021 021| 019| 0.19| 020| 018| 016| 017| 012 013| 0131 011 оло] оті олт 
川 5cm 0.28 0.27| 0.25| 0244 0.24| 0.23| 021| 017| 018| 0.14| 0.16| 0.15| 0.14| 012| 013| 642 
100cm| 0.26 0.26| 0.25| 0.25| 0.23| 0.22 013 015} 0231 021| 0.20| 019 019| 018| 018| 0181 015 014 012 0.16 
区 の か お り 公園 50cm 0.26| 0.27| 0.25| 0.25 022 013 015 0.25| 0.23| 022] 020| 020| 020| 019| 0.18 016 015 043] 017 
5cm| 0.25 0.21 0.20 0.13 0.16f 0.28| 020| 0.23| 0.25| 021 0.20] 022| олор 017 017 0124 0.14 
рир 100cm 0.16| отз 0.15| 013| 013| 012| 011| 012 ото] 011 010| 0.11f ооо 0.10| ото 
旧 市 役所 50cm 020| 0.20) 020| 019| 019 017 0144 016| 014| 013 олз) 0131 013| 012 013| 012 0124 000 012| от 
= 5cm 0.24| 021 0144 0181 0.19| 0181 0.16| 016| 0.15| 014| 015) 014| 013 олор 013| 0.12 
関 一 関 運動 公園 100cm 0.34| 0.32| 0.33| 0.30| 031 021 олз 0.11| 0.28| 0.27| 0.25| 0.24| 021 021| 020| 021| 0184 олз отт] 0.19 
市 аА 2) 50ст 0.35] 0.34| 0.34) 0.31| озођ 0.20 012 011| 0.29| 0.28 0.25| 0.26| 022| 022| 022| 021| 018 013 011| 0.19 
5cm 0.33| 0.30 020 015 0.11f 0.31| 0.31| 0.26| 0.28| 022| 022| 022| 024| 018 013 011 018 
= 100cm 0.19| 0.20| 0.18| 017| 0.19| 015 012 отту 0131 013| 011| 011 011| 011| 010| 0.11| 010 008 010 ооо 
花 北宋 支 所 a 50cm 021| 0.22| 022| 019| 020| 019| 013 отту o45| 014| 013| 012 013| 011| 012| 012 отт оо 011 оло 
= 5cm 0.26 026| 015 011 021| 0.19| 017| 0.16| 016| 015| 015| 015| 015 ооо} 013| 0.12 
町 金 流川 河川 公園 100cm 0.33| 0.33| 0.30| 0.29] o3o[ отв 0131 0.27| 0.27| 0.26| 0.24| 0.24 0.25| 0.24 0231 022 017 015] 0.22 
Е ДАНАН 50ст 0.35) 0.34] 0.30) 0.29) 0.30 018 0.14] 0.28| 0.29 0.27 0.24| 0.25 0.27) 0.26 0.24 0.23 018 0.14f 0.22 
Бст 0.32 0.32 0.20 0.15 0.32 0.29) 0.28| 0.29| 0.29| 0.30| 0.26} 0.24 020 014 0.24 
= 100cm| 0.24 0.24| 0.16| 018| 0.15] 0144 отор 014 021| 017 012| 012 012 012 011 011 012 оов 012 0.12 
= ПЕЙ еў 50cm| 0.27 0.27) 017) 019 017 0.15} 0.10 0.14 0.23 018 013 012 012 0131 0111 012 0144 0.09 013 0.13 
山 5cm 0.24| 019| 0.18f отор 0.16 0.18| 014| 013| 012 013| 012 012| 0.17f 0.09 016 0.15 
町 | 唐 梅 館 総合 公園 100cm 0.27| 0.27| 0.26| 0.24| 0.24f 016 017 022| 021| 021| 020| 019| 019| 019| 019| 01 015 0645] 017 
(長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 ) 50cm 0.29| 0.29| 0.27| 0.25| 0.24f 016 047] 0.23| 0.23| 0.23| 0.20] 021| 020| 020| 0.19| ОЛД 015 0.15 0.18 
5cm 0.28| 027| 0.19 0.20f 0.25| 0.25| 0.24| 0.23| 0.25| 022| 0.25| 020| 0.17f олз 0.14 0.20 
= 100cm 020| 021| 020| 018| 019| 01 016 015 0.15| 016| ота] 013| 012| 013| 013| 013| 012 011 отт ол 
+ iM 50cm 0.23| 0.23| 022| 0.19| 0.19] 0194 017 0164 017| 016| 013| 014| 013| 0131 014| 0.13| 013| 011 011| 042 
в 5cm 0.23| 023 0.21 0.20f 020| 017| 017| 015| 0.15| 014| 0.16] 015 0141 013 013 043 
100cm 0.17| 015] 015 отт ооо 0084 0.13 013| 012| 012 012 012 012 отр ото 009 0084 0.11 
2 町 парте 50cm 0.18 0.18| 015| 0.16| 013 оов 008 0.15| 014 0.12 012 013| 014 013| 013 отт оов 007 0.12 
РЯ 5cml 0194 0.14 008 оов] 0.19| 017| 0171 016| 0.16| 017| 014| 0164 012 007 0.07f 0.14 
市 大 東 支所 100cm 017 017| 017| 017| 014 0124 014 014 014 012 012 012 012 012 012 010 010 ото] ото 
к [О1о 50cm 049 020| 0.18| 017| 014 013 015| 016| 016| 013| 012| 013 012 013 012| отт 010 010 011 
東 5cm 020 0.20| 015 019) 017| 0.17| 014| 020| 014| 013 014 014 0124 ото 012 0.12 
町 | 伊 势 名 公园 100cm 021| 0.20f 017 013 0.11| 019| 018 0.18| 017| 017 017| 017 016| 0154 ото 010 0.16 
(鳥海 字 清水 12 番外 ) 50cm 0.23 0.22| 021 048 олз 041 020| 019| 019 018| 017| 018| 018 017| 647] отт 0.10 017 
5cm 0224 018 016 0.11f 022) 0.23| 021| 020| 0.20) 021| 0181 020| 0.18f 012 оло] 0.19 
= 100ст 0.24| 0.23] 021| 020| 019| 020 017 015 016| 015 014| 014| 0131 0121 013 013| 013 010 012| 011 
川 人 50cm 0.26| 0.26| 0.24| 021| 021| 021 017 014 017 017| 015| 014| 015| 013| 014| 014 013 010 012| 0.12 
в 5cm 0.25 022 017 0.20) 020| 018| 0.17| 016 015| 016 016| 015 oof 013 0.14 
町 | 川崎 農山 村 広 場 100cm 0.28| 0.29 0.26| 0.26| 0.25 018 019 0.25| 0.23 0.23| 022| 022| 022| 021| 0.20 020 015 0.17f ото 
салаар) 50cm 0.31| 0.31 0.28| 0.27| 0.28 018 019| 0.26| 0.26| 0.26| 0.24| 0.23 0.23| 022| 022| 020 016 0.18| 0.20 
5cm 0.30| 0.30] 0.20 0.22 0.29| 0.28| 0.27| 0.26| 0.27| 0.25| 0.24| 0.24| 0.21f 016 0.18] 0.22 
二 100cm 0.30| 0.29| 0.27| 0.26| 0.25| 0.23f 018 017 019| 017 018| 017| 017| 018| 018| 017 01 014 013| 645 
室 FRIM 50cm 0.33| 0.31| 0.31] 0.28| 0.28| 0.25 017 0194 0.19| 020| 0.18| 021| 019| 019 020| o49| отор o16f 014| 0.17 
E 5cm 0.31| 0.26| 019 0.24 021| 022| 019] 021| 021| 0.20| 0.22] 021 023 олт 0.17| 0.19 
町 | 室 根 きら めき パー ク 100cm 0.38| 0.37| 0.34| 0.33] 0.29 018 0.15| 0.33| 0.33 0.30| 0.29f 0.28 0.29| 0.29| 0.28f 026 023 017 0.27 
оца 50cm 0.37| 0.34| 0.34| 029 018 0.15f 0.35| 0.34| 0.31| 0.29| 0.27| 0.30| 0.29| 0.28 027 0.24 0.17 0.26 
5cm 0.34 0.29 021 0.16| 0.33 0.33| 0.33| 0.28| 0.28| 0.30| 0.30 0.32 0.25 0.17} 0.22 
иди 100cm 0.19| 0.20| 0.19| 0181 0.18| 0.17f 017 018 015 017 013| 012| 013| 013| 012 012 отр 010 отт 0.12 
藤 КЕ o 50cm 021| 020| 0.20] 019】 018 0194 0.16 017| 014| 013| 013| 0.14| 014| 0.13| 013 040] 013| 0.12 
Ж 5cm 0.24 0.24 049 0.23| 018| 020| 017| 0.16| 015| 016| 015| 014| 0164 отор 014 0.13 
町 ー コ ニコ パー ク 100cm 0.24| 022| 0.23| 0.23| 0.24f 022 ола 011 022| 021| 021 020| 019| 017| 017 017 014 011 ото] 0.15 
(林田 字 大 望 沢 37) 50cm| 0.24| 0.24| 0.22| 0.23| 0.24 023 014 041| 0.23| 022| 0.23| 020| 020| 0.17| 018| 017| 0131 ооо 009】 0.13 
5cm| 0.18 0.26| 0.15 0.12f 0.25| 0.23 0.20| 0.26| 0.14| 015| 014| 011 ооо 009 отт 
ss Pa 100cm 021| 020| 021| 021| 020| 019 o43[ 017 015 015 015 014| 014| 013| 014 014 012 010 013| ол 
= TRIPURA 50cm 0.24| 0.23| 022] 0.25| 022| 0.21 015 019| 017| 016| 017| 016| 016| 014| 015| 0.15| 014 0101 014| 0.13 
泉 5cm 0.28) 027) 0164 025 021| 020| 020| 020| 0.19| 016| 0.19] 019| 017』 01 015| 015 
町 SEURE 100cm| 0.23 0.22| 0.23| 0.22| 022 049 016 016] 020| 0181 0.18| 0.18| *0.08| *0.06| *0.07| *0.06』 +0.07 *0.06 #0.051 +0.06 
A EEREN 50cm| 0.22 0.23| 023 0.23 049 017 017 0.19) 018| 0.18| 0.18| *0.08| #0.06| *0.07| *0.06』 *0.06 *0.05 #0.05| #0.06 
5cm| 0.15 0.23| 023 0.20 021 018| 0.15| 014| 012| *0.08| *0.06| *0.07| *0.06| *006 *005 #0.05| «0.06 
100cm| 22| 28| 28 28| 28 28 28 28 28 28| 28 28 28 28| 28 28] 28 28 28| 28| 28 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 22 28| 28| 28| 28] 28| 28] 28 28] 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28| 28 28 
5cm 8 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 
100cm| 14| 15| 11] 11| 10| 10 6 0 0 6 5 5 4 3 3 3 3 2 1 0 2 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm| 14| 19 18| 14| 12] 13 7 0 0 0 8 8 5 4 4 3 3 3 1 0 2 
5cm 4 20| 19| 15 1 5 1| 10 9 7 7 4 5 5 4 1 0 2 
汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 |] 22| 28| 28| 28| 28| 28 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 21 28| 21 28| 28| 28| 28 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 箇所 数 14| 19| 18| 14| 20 19 15 1 5 uf 10 9 7 7 4 Б 5 4 1 0 2 
0.23 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) [63.6 | 67.9 | 643 | 500 | 714 [679 | 53.6 | 3.6 | 17.9 | 39.3 | 357 | 321 [250 | 250 | 14.3 | 17.9 | 179 | 143| 36| 00| 71 







































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm の 高 さ で 
測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 















































































































































































































































































































































































































































地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 
(単位 : /Sv/h) 
測定 場 有 таа 平成 25 H23.6 
市 町 地区 測定 場所 测定 高 成 25 年 度 
奥 州 市 役所 а 
Ж |( 大 手 町 1-1) 
R 5cm 
区 вада NM 
(佐倉 河 字 鹿 徳 29-2) Sw. 
5cm 
Е = 100 
| 江 刺 给 合 支 所 н 
江 |( 大 通り 1-8) 
刺 5cm 
区 | 中 央 運動 公園 pe 
(岩谷 堂 字 松長 根 2) 
5cm Д 
胆沢 総合 支所 asa O 
BB |( 南 都田 字 加 賀 谷地 270) доц 08 
沢 В 
奥 | " 100cm г 11 
JN 区 | 紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 50 1 2 
(小 山 字 台 279-1) eT : i 
市 5cm .12 .13| 
前 沢 総合 支所 рази В 
( 字 七 日 町 裏 71) Я 
бст Д |: Е .11 .11 . 
前 草地 100cm| 0.24| 0.24| 0.22] 020| 022| 021| 0.20| *0.18| *0.18| #0.15| *0.15| *0.15| *38% 
沢 南 前 沢 グ æg) | m| 025| 025| 022| 021| 021 021| 020) 4017| 40.17| *044 *014 4014 *33% 
区 | 1052 ク 5cm| 0.25| 0.27| 0.20| 0.19| 0.23| 0.22| 0.21| *0.15| *0.14| *0.13| *0.12| ж0.13 
ак А グラ ウン ド 100cm *0.17| *0.16| *0.13| *0.14| *0.15| *0.14| *0.11| *0.13| *0.13 
高 
> れる 50cm 15 15 
REK) Ы арки 
Е: 100cm| 0.11 .08 .08 
И A 
x KIRARA 50cm| 0.13 08 008 
Jil 5cm| 0.15 .10 .09 
区 | 木 の か お り 公 園 100cm| 0.15 .13| 043 
( 古 戸 48-3) 50cm| 0.17 .14 .14 
5cm| 0.13 .13 .12 
= 100cm| 0.09 094 0.08 
а | 二 并 市 役所 50cm| 0.10 of оов 
(竹山 町 7-2) : Š I 
= 5cm| 0.13 0.09 0.10 
関 100cm| 0.18 #0.05 *0.04』 *0.05| *13% 
— ` UNE 
市 公国 50cm| 0.18 *0.05 #0.04 
的 5cm| 0.17 *0.05 *0.04 
花 泉 支 所 100cm| 0.08 
本 
ТЕ | лито) nom -0:09 
泉 5cm| 0.11 I .10 
町 | 金 流川 河川 公园 си са 9 9 .18 в 
QER ES IDD 50cm| 0.22 .18 .19| 0.18 
5cm| 0.25 0.19 .19| 0.18| о. 
= 100cm| 0.12 009 .10| 0.10| 010 006| 009| 38% 
東 И дей 50cm| 0.13 010 10| 012 0411| 006 ооо! 33% 
山 5cm| 044 0.11 10 0.14|_013|_005| 0.10 
100cm| 0.17 . 0.15| 015| 014| 015 042 0.10| 0.14 
дъ A AN ES] 
町 唐 梅 館 総合 公園 ИА 50cm| 0.18 0. 015| 0.15| 016| 015 012 010 0.13 
5cm| 019| 019| 0. 0.16| 016| 016| 015 013 013] 0.14 
m 100cm| 0.10| 011| 0. 009| 0.10] 010| 009| 009| 008| 009| 38% 
+ Тит 50cm| 011 011 0. 0.10] 009| 010| 0.10) 009| 008| 0.10| 40% 
в 5cm| 0.12 0.12 0. 010) 011 010) 011| 0101 0101 0091 0.10 
ста 100cm| ОЛЩ 011 0. 0.10| 009| 0.09] 009| 010 008 006| 0.07 
_ 町 пета 50cm| 0.12] 011 0. 0.10| 0.10 0.10] 010) 010 007 007 0.07 
Bg 5cm| 0.12| 013| 0. .11| 0.12| 0.12| 011 009| 0124 009 009 007 
市 大 東 支所 100cm| 0.10| 0.10| 0.10| 009| 009| 009| 0.09] 009| 01 009| 47% 
大 | 人 Pt 内 40) 50cm| 0.11| 011| 0. 0.09| 009| 009| 009| 040 0. 009| 43% 
東 5cm| 0.11| 011| 011| 0.10| 010| 0.10| 0.10| 011| o. 0.10 
100cm| 0.14| 0.15] 0141 014 014 013 014 015 0. 0.14 
ANE] 
BT PO N 50cm| 0.16| 046| 045| 014 0.14| 044| 045| 016| о. 0.15 
ара 5cm| 017 018 0171 017) 016| 015| 016] 017| о. 0.16 
= 100cm| 011 010| 0.10] 0.12] 009| 009| 010 0.10| 0. 008| 32% 
川 川崎 支所 a 50cm| 0.12] 0.10] 011 013| 0.10] 0.10] 0.10 0.10 o. 
崎 аа 5cm| 0.13 013| 0. 014 011 011| 042 010| 0. 
Е = а 100cm| 0.17| 0.18] 0181 018 017 0166 017 016 о. 
町 WAP is 50cm| 0.20| 019| 0.19| 018| 017| 016| 017| 017| 0. 
5cm| 021 0. .18| 019| 018| 0. 
pz u 100cm| 0.14 0. 13| 013| 013| о. 
= ин, 50cm| 0.16 15| 0.15] 0151 o. 
# = 5cm| 0.18 .17 .17 
n ~ 网 100cm| 0.14 
町 | 室 根 き ら め き パー ク 50em| 014 
( 折 壁 字 向 山 85) x 
5cm| 0.16 
藤沢 支所 100cm| 0.11 
і 
藤 ЕЛЕНИ 105) боти DA 
沢 5cm| 0.13 
町 ニコ ニコ パー ク 100cm| 0.14 009 
речта 50cm| 0.14 0.08 
ISP EE 
(徳田 字 大 望 沢 37) бат 012 010 
平泉 町 役場 100cm| 0.12 0.09 
TA 
平 |GER35RU45-2) Soom), 0.14 OD е 
泉 5cm| 0.17 009 010| 0.12 
100cm| *0.06 *0.05 *005| *006| *26% 
+ Іа == 
В TEURER 50cm| *0.06 #005 *#0.04| *0.05| *23% 
SE 5cm| *0.07| #0; . і . .05| *0.05 #0.04 *0.06 
100cm| 28| 28 29 29 29 29| 29 29| 29| 29 29 29 最 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 28] 28| 29 29 29] 29 29] 29 29| 29 29] 29 75% 
5cm| 28| 28| 29| 29| 29| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29 0 
100cm 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0| 最 小 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13% 
Бот 2 2 0 0 1 0 of O 0 0 0 0 0 
汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 28| 28| 29| 29| 29| 29] 29] 21 21 29| 29| 29| 平均 
うち 、0.23 и Sv/h 以 上 の 箇所 数 
0.23 u Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (96) 














注 国 の 除 魏 基 準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm の 高 さ で 
測定 し た 値 で 評価 し て いる 


























県 有 施 設 の 放射 線量 等 測定 状況 


4 県 有 施 設 の 放射 線量 等 測定 状況 


О 測定 回 数 年 4 回 以下 の 施設 (152 て 159 ペー ジ ) 

(1) 、 不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 (152 ペー ジ ) 
ア 県 庁舎 ・ 合 同庁 舎 (152 ペー ジ ) 

イ その 他 公 共 施 設 等 (152 ペー ジ ) 

ウ 医療 施設 ・ 福 祉 施設 (154 ペー ジ ) 

エ 県 立 都市 公園 (156 ペー ジ ) 

オ 駐車 場 (156 ペー ジ ) 

2? 県 有 観 光 施 設 (156 ペー ジ ) 


(2) 県 立 病院 ・ 院 内 保育 所 (156 ペー ジ ) 
ア 県 立 病院 (156 ペー ジ ) 

イ 地域 診療 セン ター (156 ペー ジ ) 
ウ 院内 保育 所 (158 ペー ジ ) 


(3) 警察 本 部 、 警 察 著 、 運 転 免許 試験 場 等 (158 ペー ジ ) 
(4) 県 立 大 学 、 専 門 学校 等 (158 ペー ジ ) 
O 測定 回 数 年 5 回 以上 の 施設 (160<177 ペー ジ ) 


О) 不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 (160 ペー ジ ) 
その 他 公 共 施設 等 


ше 
W 


МАП. ERE, EREA aS (160 ペー ジ ) 
(3) 児童 福祉 施設 等 (160 ペー ジ ) 
(4) 県 立 学校 、 社 会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 (162 ペー ジ ) 


ア 県 立 学校 (162 ペー ジ ) 
イ 社会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 (176 ペー ジ ) 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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県 有 施 設 の 放射 線量 等 測定 状況 


測定 値 単位 : u Sv/h 












































H24.7.5 .10. H25.1.16 -4. 125.7.24 | H25.10.30 | H26.1.17 
.15 て 0.2210. i 測定 不可 (積雪 | 0. i .10~0. В 15 | 測定 不可 (積雪 
H24.7.5 .10. H25.1.16 -4. 125.7. .10.31 Н26.1.17 
.11—0.18 0. А 測定 不可 (積雪 | 0. 4 .09~0. 3 .17 | 測定 不可 (積雪 
H24.7.4 .10. H25.1.16 .4. 125.7. H25.10.30 | H26.1.17 
.07~0.15 0. я 0.06 А : .06—0.1110.06—0.11 | 測定 不可 (積雪 ) 
H24.7.18 „10: Н25.1.29 -4. 125.7. H25.10.8 | H26.1. 
.07~0. š .28 | 0.07~0. M .067-0.240.087-0.22 | 0.06—0. 
H24.7. 11: H25.1. :5. 125.7. Н25.11.1 | Н26.2.: 
.14~0. я .39 | 0.18—0. і : .08—0.33 | 0.08~0.23 | 0.08 一 0. 
124.10. .4. 125.10. 
.05~0. : .08 0.04 て 0. 
125.10. 
.04~0. š .06 0.04 て 0. 
24.10. -4. 125.10. 
.05~0. А .06 0.04 て 0. 
24.10. .4. 125.10.: 
.06~0. А .09 0.05—0. 
24.10. .4.2: 125.10. 
.07~0. z .20| 0.06~0. 
24.10. 5.4. 125.11. 
.06~0. : 10 0.057-0. 
24.10. .4. 125.10. 
.09~0. А š .07~0. 
124.11.5 .5. 125.10. 
.06~0.10 ў . .05~0. 
24.10.29 .4. 125.10. 
12--0.19 я : 170. 
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H24.11.2 -4. 125.10. 
.08~0. А : .07~0. 
124.10. .4. 125.10. 
.04~0. f : .04~0. 
124.10. -4. 125.10. 
.047-0. š : .04~0. 





















































Н26.3.7 
.03~0. .0: .05 | 0.02~ 0.03 














125.3. 5.9. H26.3. 
.04~0. А .03~0. 























125.3. 9. 126.3. 測定 高 

.03~0.06 .03—0. .03—0. E 度 か ら 1m で 測定 。 
124.6.20 | H25.2.28 .9. 126.3. 
0.06 10.04~0.05 .04—0. 

126.1. 





に つい て は 、 利 用 者 の 実態 を 考慮 し 、 E 



































.03~0. 
Н26.3. 
5 š .04~0. 
H25.3.22 la 126.3. 
0.05~0.07 а : .02~0. 
Н25.11. 
.02~0. 
Н25.12. 
š : 110. 
Н24.11.20 .5. Н25.11.22 

0.161 ・ 0.066—0.242 
H25.10.30—10.31 
Ы . А ・ 0.064—0.0807 
H24.10. 5.6.5 | H25.12.16 
0.032—0.065 
А Н25.6.26 | Н25.10.18 | Н25.12.11 
.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.05 | 0.04 て 0.06 
Н24.9.26 | Н25.2.28 125.6.20 
.05~0.09 | 0.051~0.062 | 0.053~0.061 0.053 ~0.067 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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126.3.19 


測定 値 単位 : wx Sv/h 








.051—0.297 





125.4.18 





.03 て 0.05 





125.4. 





.06~0. 
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.05~0.1: 








.07~0. 
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H25.7.2 


H25.9.4 


H25.11.11 





0.057-0.07 


0.047-0.06 


0.067-0.07 

















Н25.11.14 


H24 の 測定 高 は 、5cm,1m 
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H24.9.24 
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.047-0.05 


0.037-0.04 
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0.067-0. 





24.9.7 
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.12 て 0.16 





0.09 て 0.1: 





24.9.7 


H25.12.6 
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.047-0.06 
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H24. 5. 22 
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125.6.17 
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0.08 
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125.5.29 
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0. 





124.6. 


124.9. 





0. 


0. 





124.6. 


124. 





0. 


0. 





H24.6. 


124. 





0. 


0. 








124.6. 


124.9. 





0. 
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1 
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H24.1 


H26.2.24 
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0.04 
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24.6.11~8.27 





H25.12.16~H26.3.17 





.06~0.06 


0.04~0.05 





24.6.13~8.29 




















H25.12.16~H26.3.13 





.08~0.09 


H24.6.22 








H24.11. 




















125.4.10 





H25.11.18 





0.02—0.07 





.03~0.05 


0.03—0. 


.03~0.05 


0.03~0.05 





H24.9.10 


H25.3, 


125.11.26 


H26.3.28 
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0.04~0. 
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0.03 て 0.07 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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すい 場所 等 
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すい 場所 等 
水 溜り が 出来 や 
すい 場所 等 

































































24.1.17 
0.039~0.048 
H24.1.26 
0.048-0.055 



























































商工 労働 観光 前 





























商工 労働 観光 前 









































オー トキ ャ ンプ | 田 市 | 商工 労働 観光 前 





























頂 レ スト ハウ ス 市 | 商工 労働 観光 章 
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0.06 
H24.2.14 

















зае! 











124.2. 























124.2. 
0. 
124.2. 
0. 
124.2. 
20.15 
124.2.8 


























(E AHAHAH? 






































h HAH АЧ 





























ве! 
























































0.1 
Н24.2.10 
0.07 て 0.1 







































































H24.2.7 
0.06 
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県 有 施 設 の 放射 線量 等 測定 状況 
























































H24.4.24 | H24.8.13 H25.8.30 | H25.10.24 | H26.3.26 
0.05 0.04 0.04 0.04 0.05 
H24.4.24 | H24.8.13 H25.4.17 | H25.8.30 | H25.10.24 
.03—0.08 | 0.03—0.08 0.02 て 0.08|10.03 て 0.08 0.03—0.07 
H24.7.6 Н24.9.6 | H24.11.16 | Н25.4.25 | Н25.7.4 | H25.9.26 
0.047-0.0510.047-0.0510.047-0.05|0.047-0.05 0.04 0.03 て 0.04 

















H25.1.10 H25.7.3 | H26.2.12 
0.038—0.052| 0.033—0.041 0.041—0.053| 0.031—0.041 
H24.7.20 | H25.1.31 H25.7.17 | H26.3.25 
0.0427-0.052|0.0347-0.042 0.0427-0.054|0.0387-0.040 











H24.10.2 H25.9.5 
0.05 て 0.06 0.02 て 0.05 
H24.8.31 H25.5.20 
0.10 て 0.12 0.1 

H25.1.28 H25.4.24 | H25.8.12 
0.0532-0.067 0.054 て 0.166 | 0.052 て 0.115 
H25.9.5 АЯ (11.5—) 
0.02—0.04 


























H25.3.14 125.9.27 126.3.14 
0.04 0.04 
H25.3.12 125.9.24 
.057-0.06 0.057-0. 
H25.3. 125.9. 
.08~0. 0.080. 
Н25.3. 125.9. 
.07~0. .08~0. í $ 
H24.9. H24.12.21 | H25.3.11 125.6. 19: Н25.12.18 
.06~0.08 | 0.05~0.07 | 0.06~0.08 | 0.02~0. 4 : 0 一 0.07 
H24.9. H24.12.14 5.3. 125.6. 9. H25.12.17 
.04~0.07 | 0.03~0.07 | 0. А р А N .06 0.037-0.050.037-0.06 
H25.3. 
.07~0. 
Н25.3. 
.05~0. 
Н25.3. 
.07~0. : 2 Е Д 
Н24.9. Н24.12.17 | Н25.3.6 .6. 19. Н25.12.16 | H26.3.14 
0.067-0.0910.057-0.081 0. Е 2 .07 | 0.05~0.06 0.05~0.06 
H24.12.13 | Н25.3.4 .6. :9. Н25.12.11 | Н26.3.14 
0.067-0.1510.067-0.14|0.067-0. А .13| 0.06~0.15 | 0.06~0.11 

























































































5 
に 











下 








с 
N 











с 
N 








CD 








ПЕЕ ДЕ 





SS 

















Не 

















З .08 0. .08 
H24.12.18 | H25.3.14 5.6. 125.9.18 | H25.12.17 
0.02~0.09 | 0.03~0.08 | 0.03 て 0.0710.0: .09 | 0.03~0.06 | 0.03~0.06 
H25.3.5 29: Н26.3.3 
0.06 : 0.06 


























125.9.27 | H26.3.14 
.03~0. .03~0.05 | 0.04—0.05 
Н25.3. 125.9. Н26.3.4 
.05~0. .05~0.07 | 0.05~0.06 
H25.3. 125.9. H26.3.4 
.05~0. .05~0.06 | 0.05 て 0.06 
H25.3. 125.9. H26.3.11 
.05~0. 0.05 0.05 

Н24.9. Н24.12.21 | Н25.3.12 125.6.13 | Н25.9.27 | Н25.12.26 
0.04 て 0.12 | 0.08~0.13 | 0.07~0.13 | 0.06~0.11 0.06~0.10 
H25.9. H26.3.9 
.05~0.061 0.05~0.06 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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運転 免許 セン ター 
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北上 警察 
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ВАРАН РН РНР АЕ РАНА РЧ А ЛГ 



































ЩЕ H23.10.12 | Н24.3.19 | H24.3.29 
池 |? 107-0.3310.137-1.0010.107-0.49 
H23.10.21 
.12—0.14 












































E 
立 一 関 高等 看護 学院 市 | 保健 福祉 間 校 告 玄関 、 寄 宿 












































ВАНА А 


県 立 宮古 高等 有 護 学院 市 | 保健 福祉 間 АТ, 測定 H23.12.6 

1 .07—0.09 
H24.3.26 
.03—0.05 









































県 立 二戸 高等 看護 学院 


































































































































































































TiN A AH H I 


158 


県 有 施 設 の 放射 線量 等 測定 状況 









































測定 値 単位 : u Sv/h 





H25.3.14 125.9.27 126.3.14 
.04~0.05 
126.3.11 
.06~0.10 
126.3.11 
.07—0.11 
126.3.11 
А : .067-0.07 
H24.12.21 | H25.3.11 .6. 125.9.20 | H25.12.18 | H26.3.11 
0.05 て 0.37 | 0.11~0.3 | 0. : 0.01~0.3 | 0.03~0.04| 0.06~0.19 
H24.12.14 | H25.3.8 .6. 125.9.26 | H25.12.17 | H26.3.10 
0.1 て 0.12 |0.11~0.13| 0. Е .087-0.110.067-0.08 0.08 

126.3.14 
š А .067-0.07 
H24.12.17 | H25.3.6 .6. 125.9.26 | H25.12.16 | H26.3.14 
0.07—0.08 0.07 š : .07~0.09 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 
К Н26.3.4 
.06—0.09 
126.3.10 
0.05 





































































































H25.8.8 H26.2.5 
.04~0. .05~0.07 | 0.05~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.03~0. .03~0. .02~0.0: 
125.2. 125.8. 126.2. 
.06~0. .05~0. .04~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.04~0. .04~0. .04~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.04~0. .05~0. .04~0. 
H25.2. H25.8. 126.2. 
.05~0. .05~0. .04~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.03~0. .04~0. .03~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.02~0. .04~0. .03~0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.02~0. .05~0. .04~0. 
H25.2. 125.8. 126.2. 
.04~0. .02~0. .04~0. 
125.2. Н25.8. 126.2. 
.04~0. .067-0.0710.047-0. 
125.2. 125.8. 126.2. 
.08~0. .07~0.10|0.06~0. 
Н25.2. Н25.8. Н26.2. 
.07~0. .07~0.09 | 0.07~0. 
Н25.2. 125.8. Н26.2. 
.08~0. .07—0.09 | 0.08~0. 
H25.2. 125.8. H26.2. 
.08~0. .07-~0.08 | 0.06~0. 
Н25.2. Н25.8. Н26.2. 
.04~0. .05~0.06 |0.05~0. 
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> N 


























още Жо 
ар 
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に 
Oo 


>| Š |; 








や に © NSO に 
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(ol: 


125.9. H24.3.26~H24.3.28 調 整 池 付 近 
.04—0. 














H24.9.28 | H24.12.26 | H25.3.13 .6. H25.9. H25.12.18 | H25.3.12 
0.07—0.14 | 0.07 て 0.14 0.08—0.14| 0. А .07~0.12 | 0.08~0.12| 0.07—0.10 
H25.1.31 5.6. 125.12. 
0.057-0.07 š Е .06~0. 
Н25.3.15 19: 125.3. 
0.047-0.05 А я .03~0. 
Н25.11.14 H24 の 測定 高 は 、5cm,1m 
0.077 一 0.725 0.07 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 



















平 庭 高原 自然 交流 館 
「 し ら か ば の 湯 」 















































































祉 総合 相談 セン ター 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































玄関 入口 (] 箇 i 
所 ) 、 周辺 道路 Ë 
入口 1 箇所 ) 、 H24.4.19 | H24.5.23 | H24.6.21 | H24.7.18 
] Е ўй 0.06~0.07 | 0.08 て 0.09| 0.06—0.07 0.06 一 0.07 
Е M H25.4.17 25.5.16 | H25.6.12 25.7.24 
ў 0.08~0.09 | 0.05~0.07 | 0.06~0.07 
Е 测定 日 可 /1 週 1181/12 1 回 /1 週 1 回 /1 週 
(2 月 以降 ) 測定 値 10.04 て 0.08 | 0.05~0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.08 
5 测定 H25.4.16 | H25.5.21 | H25.6.17 | H25.7.19 
Е 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.05~0.06 
可 /1 週 = J 7k SE JENZ 
天 日 乾燥 床 周 j 
回 /1 週 抑 水 機 棟 周辺 回 /1 週 1 回 /1 週 1 回 /1 週 1 回 /1 週 
可 /1 月 (2 月 以 降 ) 天 日 乾燥 床 周 ; 0.07 て 0.1810.05 て 0.18| 0.07~0.18 | 0.06~0.18 
可 /1 月 - т БИЯ 89 527 25.4.8 | Н25.5.17 | Н25.6.12 | Н25.7.22 
日 乾燥 床 周 ; 0.06~0.16 | 0.06~0.15| 0.06—0.14 | 0.06~0.15 
E 置 き 場 、| 平成 23 年 度 | 測定 
ТИ РБЕ МЕ 
则 侧 浪 | 平成 24 年 度 | 測定 H24.5.14 | H24.6.13 | H24.7.9 
1 0.12~0.24 0.11~0.23 | 0.12~0.24 
FE 成 25 年 度 | 測定 H25.4.9 | H25.5.9 | H25.6.11 | H25.7.9 
la | 0.09~0.19 | 0.09~0.20 | 0.09~0.19 | 0.09—0.16 
車庫 前 側 Ша 
舎 裏 側 駐 IE 
庁舎 北條 ШЕ H24.5.8 | H24.6.8 24.7.11 
前 駐車 ШЕ 0.09 て 0.09| 0.11—0.23 | 0.07~0.11 
ШЕ Н25.4.12 25.5.10 | H25.6.14 25.7.17 
ПЕ | 0.06 一 0.07| 0.06~0.08| 0.04~0.08 | 0.05—0.10 
了 谷 南面 西 F 成 23 年 度 | 測定 
東側 、 敷 } 定 
Беата 平成 24 年 度 | 测定 24.5.17 | H24.6.22 24.7.13 
定 0.13 て 0.3210.13 て 0.3210.13 て 0.32 
F 成 25 年 度 | 測定 H25.4.26 25.5.28 | H25.6.28 25.7.29 
定 値 10.11 て 0.29|0.10 て 0.29| 0.09~0.29 | 0.09—0.28 
職員 玄関 付近 | 平成 23 年 度 | 測定 
十 樋 、 職 員 用 定 
転 車 置き 場 裏 、| 平成 24 年 度 | 測定 24.5.15 | H24.6.19 24.7.17 
兆 化 槽 里 等 定 0.17~0.33| 0.17~0.31 | 0.16~0.28 
平成 25 年 度 | 测定 H25.4.12 25.5.16 | H25.6.19 25.7.19 
E 值 | 0.13 て 0.2510.12 て 0.2410.13 て 0.2710.14 て 0.23 
雨 ど い 、 前 庭 等 定 
定 24.5.30 24.6.8 | H24.7.4 
定 0.12~0.35| 0.15~0.34| 0.17—0.35 
定 H25.4.10 25.5.14 25.6.5 | H25.7.5 
E 値 | 0.11 て 0.3510.09 て 0.3310.12 て 0.2710.13 て 0.34 
玄関 前 、 草 む IE 
ら 、 砂 利 敷き 等 定 
ШЕ 24.4.9 | H24.5.9 24.6.1 | H24.7.2 
定 0.09 0.09 0.07 0.08 
МЕ 25.4.2 | H25.5.1 25.6.3 | H25.7.1 
定 0.07 0.07 0.08 0.07 
グラ ウン ド 、 玄関 | 平成 23 年 度 | 測定 
平成 24 年 度 | 測定 24.5.22 H24.7.23 
Е 0.04—0.05 0.04—0.05 
平成 25 年 度 | 測定 25.5.17 | H25.6.21 
Е 0.04~0.05 | 0.03—0.05 
盛岡 市 平成 23 年 度 | 測定 
平成 2 年 度 | 測定 H24.5.31 H24.7.19 
定 0.04—0.05 0.04—0.05 
FE 成 25 年 度 | 測定 H25.5.1 H25.7.4 
Е 0.04~0.05 0.03~0.05 
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測定 値 単位 : u Sv/h 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































23.10.31 H23.12.9 24.1.12 | H24.2.14 24.3.22 
0.08—0.09 0.08~0.09 | 0.06~0.07 | 0.05~0.07 | 0.05—0.07 
H24.8.22 24.9.27 | H24.10.17 | H24.11.21 | H24.12.19 | H25.1.17 25.2.14 25.3.13 
0.06~0.07| 0.07 0.06~0.07 | 0.06~0.08 | 0.06~0.07 | 0.05 て 0.06| 0.04—0.06 | 0.05—0.06 
H25.8.21 25.9.10 | H25.10.9 | H25.11.13 | H25.12.11 | H26.1.16 
0.06~0.07 | 0.05~0.06 0.06—0.07 0.06—0.07 0.06 10.05 一 0.06 
24.1.26 ・ 脱 水 機 棟 : 特 措 法 の 測定 対象 設備 、 週 1 回 
0.05~0.06 
181/128 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 1 回 /1 週 ・ 特 措 法 の 要件 緩和 に より 2 月 か ら は 
0.04~0.07 | 0.04~0.08 | 0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.07| 0.04—0.07 | 0.04—0.07 
H25.8.19 | H25.9.17 | H25.10.31 | H25.11.29 | H25.12.25 | H26.1.22 
0.05~0.06 | 0.05~0.06 | 0.05~0.06 0.05 て 0.06| 0.05 0.04—0.06 
24.1.26 ・ 脱 水 機 棟 : 特 措 法 の 測定 対象 設備 、 週 
0.05 て 0.08 ・ 天 日 乾燥 床 : 特措法 の 対象 外 、 自 主 渦 
1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 | 1 回 /1 週 25.2.13 | H25.3.11 |・ 特 措 法 の 要件 緩和 に より 2 月 か ら は 自 ヨ 
0.06 て 0.17 |0.06 て 0.17 | 0.06 て 0.17 | 0.06~0.17 | 0.05 て 0.16| 0.03 て 0.07| 0.03—0.06 | 0.03 て 0.07 
H25.8.22 | H25.9.19 | H25.10.28 | H25.11.21 | H25.12.16 | H26.1.22 26.2.27 | H26.3.13 
0.06 て 0.14 0.06~0.14| 0.06~0.15| 0.06~0.15| 0.06~0.07 | 0.04~0.06| 0.02~0.07 | 0.03~0.05 
24.2.13 
0.12 て 0.16 
24.8.6 24.9.13 | H24.10.15 | H24.11.12 | H24.12.13 | H25.1.10 25.2.20 | H25.3.11 
0.11—0.20 0.12—0.21 0.11—0.22| 0.10 て 0.19| 0.10~0.17 | 0.09 て 0.17| 0.10 て 0.13 | 0.10 て 0.20 
25.8.8 25.9.10 | H25.10.9 | H25.11.12 | H25.12.10 | H26.1.10 | H26.2.12 | H26.3.11 
0.09~0.14 10.09 て 0.17 10.08 て 0.17| 0.08~0.16| 0.08~0.15| 0.07~0.11| 0.07 て 0.09|0.07 て 0.10 
H24.2.8 
0.08—0.13 
H24.8.10 24.9.12 | H24.10.12 | H24.11.9 | H24.12.12 | H25.1.11 | H25.2.20 | H25.3.6 
0.07—0.10 0.07—0.10 0.07~0.10| 0.07 て 0.09| 0.06~0.08| 0.05~0.07 | 0.06~0.07 | 0.05—0.08 
H25.8.7 25.9.13 | H25.10.16 | H25.11.8 | H25.12.11 | H26.1.22 | H26.2.19 | H26.3.12 
0.06~0.08 0.04~0.07| 0.05—0.08 0.06—0.08 0.05~0.09| 0.05~0.06| 0.05—0.07 | 0.05—0.07 
H24.2.9 
0.14—0.29 
H24.8.22 24.9.13 | H24.10.19 | H24.11.16 | H24.12.19 | H25.1.25 25.2.26 25.3.25 
0.19 て 0.3210.14 て 0.3310.14 て 0.33 0.14~0.33| 0.13 て 0.32| 0.12—0.29| 0.11~0.29| 0.11—0.29 
H25.8.29 25.9.30 | H25.10.31 | H25.11.26 | H25.12.20 | H26.1.29 26.2.26 26.3.23 
0.09~0.28 0.09~0.27| 0.08~0.27 0.08—0.27 0.08 一 0.26| 0.08~0.18| 0.06~0.17| 0.11 一 0.16 
24.2.14 
0.18—0.38 
24.8.14 | H24.9.6 | H24.10.10 | H24.11.19 | H24.12.14| H25.1.8 | H25.2.7 25.3.6 
0.14~0.29| 0.13~0.25| 0.14-~0.27 | 0.12 て 0.23| 0.15 て 0.27| 0.14~0.23| 0.13—0.22| 0.15—0.25 
25.8.22 | H25.9.19 | H25.10.9 | H25.11.7 | H25.12.13 | H26.1.30 26.2.25 
0.13~0.25| 0.13~0.23| 0.12~0.25| 0.14—0.24 0.13~0.25| 0.13 一 0.23| 0.11 一 0.21 
23.8.10 | H23.9.22 | H23.10.13 H23.9.28 及 び H23.10.13 に 除 染 
0.185-0.2 |0.88 て 1.00 | 0.14~3.45 
24.8.8 | H24.9.4 | H24.10.5 | H24.11.8 | H24.12.13 | H25.1.10 | H25.2.13 
0.17 て 0.40 | 0.16—0.35 0.16~0.37 | 0.17 て 0.39| 0.17 て 0.34 |0.13 て 0.32 10.11 て 0.25 
25.8.7 25.9.10 | H25.10.11 | H25.11.13 | H25.12.12 | H26.1.10 26.2.12 
0.12~0.30 0.12—0.28 0.13—0.30 | 0.10—0.31 | 0.12—0.32 | 0.12~0.31 | 0.07~0.27 0. 
23.8.9 23.9.30 
0.11~0.16 | 0.08—0.13 
H24.8.1 | H24.9.4 24.10.2 | H24.11.13 | H24.12.7 25.1.4 25.2.12 25.3.1 
0.08 0.07 0.09 0.09 0.07 0.07 0.09 0.07 
25.8.2 | H25.9.4 25.10.4 | H25.11.1 25.12.2 26.1.6 | H26.2.7 26.3.4 
0.07 0.08 0.08 0.10 0.09 0.08 0.08 0.06 
23.8.17 
0.04—0.05 
H24.9.25 H25.11.14 H25.1.23 H25.3.18 
0.03—0.05 0.04 0.03—0.04 0.04—0.05 
25.8.28 25.10.18 H25.12.18 H26.2.7 
0.04—0.05 0.03~0.05 0.04~0.05 0.03~0.04 
23.8.10 23.10.24 
0.05~0.06 0.05~0.06 
H24.9.20 H24.11.7 H25.1.10 25.2.27 
0.05 0.05 0.04~0.05 | 0.04~0.05 
25.8.27 25.10.31 H25.12.16 26.2.20 
0.04—0.05 0.04—0.05 0.04—0.05 0.04—0.05 


161 


第 5 章 資料 編 








4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 
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F 成 24 年 度 | 測定 H24.7.2 
Е 0.04—0.05 
平成 25 年 度 | 测定 H25.4.1 | H25.5.27 | H25.6.3 | H25.7.1 
0.03~0.04 0.03~0.05 | 0.03—0.05 
野球 場 、 テ ニス | 平成 23 年 度 | 3 
コー ト 、 畑 
平成 24 年 度 | 2 H24.6.5 
0.03—0.06 
F 成 25 年 度 | ) H25.7.8 
0.035-0.05 
校庭 、R 
側溝 等 
H24.4.20 24.5.28 | H24.6.11 24.7.11 
0.03~0.05 | 0.04~0.05 | 0.04 て 0.05| 0.03 て 0.05 
H25.4.6 25.5.10 | H25.6.11 25.7.10 
0.03~0.05 | 0.03~0.04| 0.03~0.06 | 0.03~0.05 
校庭 、 雨 どい 、 
側溝 等 
H24.4.12 24.5.11 | H24.6.12 |H24.7.12・13 
0.04~0.13 | 0.05 て 0.09| 0.05 て 0.07| 0.04 て 0.08 
25.4.9 25.5.13 | H25.6.12 | H25.7.16 
0.02~0.06 | 0.03~0.04 | 0.03—0.04 
校庭 、R 
側溝 等 
24.6.6 | H24.7.5 
0.04—0.09 | 0.04 て 0.10 
25.6.6 | H25.7.4 
0.03~0.08 | 0.03~0.09 
校庭 、R 平成 23 年 度 | 7 
側溝 等 
平成 24 年 度 | 2 H24.6.22 | H24.7.26 
.06—0.07 0.05 て 0.06 
平成 25 年 度 | 2 H25.6.26 | H25.7.26 
.05~0.06 | 0.05~0.06 
校庭 、R F 成 23 年 度 | 3 
側溝 等 
平成 24 年 度 | 2 H24.6.13 24.7.18 
.04—0.06 | 0.05—0.07 
平成 25 年 度 | 2 H25.6.13 25.7.17 
.04~0.07 | 0.04—0.06 
校庭 、R 
側溝 等 
H24.4.11 24.5.10 24.6.8 24.7.10 
.04~0.08 | 0.05 て 0.09 | 0.05—0.09 | 0.05 て 0.09 
H25.4.5 | H25.5.9 25.6.7 | H25.7.5 
I .04~0.08| 0.04~0.08 | 0.04—0.08 | 0.05—0.08 
校庭 、R 成 23 年 度 | у 
側溝 等 
F 成 24 年 度 | 2 H24.4.10 | H24.5.9 24.6.7 | H24.7.9 
.06~0.08 | 0.06~0.08 | 0.06~0.08 | 0.06—0.08 
平成 25 年 度 | ; 25.4.4 | H25.5.8 25.6.6 | H25.7.4 
.06~0.08 | 0.06~0.07 | 0.06~0.08 | 0.06—0.08 
校庭 、R 
側溝 等 
24.4.3 | H24.5.1 24.6.1 | H24.7.4 
05—0.12|0.07—0.12|0.07—0.11| 0.06—0.12 
25.4.1 | H25.5.1 25.6.3 | H25.7.1 
| 065-0.1310.065-0.1210.073-0.100.075-0.12 
校庭 、R 平成 23 年 度 | ; 
側溝 等 
F 成 24 年 度 | 2 24.4.3 | H24.5.2 24.6.4 | H24.7.4 
l 07—0.12|0.06—0.13|0.06—0.12| 0.06—0.13 
FE 成 25 年 度 | ў 25.4.1 | H25.5.1 25.6.3 | H25.7.1 
| 02~0.09| 0.06~0.10| 0.06~0.11| 0.06~0.11 
校庭 、R F 成 23 年 度 | ў 
側溝 等 
平成 24 年 度 | 1 H24.4.18 24.5.21 | H24.6.18 24.7.19 
l .05~0.10|0.05~0.10| 0.05—0.09 | 0.05—0.09 
平成 25 年 度 | 2 H25.4.16 25.5.20 | H25.6.19 25.7.19 
.05—0.09 | 0.04~0.09 | 0.06~0.10 | 0.04—0.08 
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23.8.5 H23.10.16 
0.03—0.06 0.03—0.06 
24.8.6 H24.9.3 | H24.10.1 24.11.5 | H24.12.3 | Н25.1.7 25.2.4 H25.3.4 
0.04~0.05 | 0.03~0.06 0.03—0.05 | 0.03—0.04 0.04 0.03 0.04 0.03 
H25.8.5 H25.9.2 | H25.10.7 25.11.4 | Н25.12.9 | H26.1.6 26.2.3 H26.3.3 
0.04 0.047-0.0510.037-0.05 0.03 
H23.8.10 
0.03—0.06 0.03—0.07 
H24.9.3 24.10.16 H25.1.9 
0.03—0.05 | 0.03 て 0.06 0.03 て 0.05 
H25.8.6 25.10.10 25.12.19 H26.2.28 
0.047-0.05 0.037-0.05 0.057-0.05 
H24.1.4 H24.2.7 24.3. 
0. 0.047-0.0610.057-0.0510.047-0. 
H24.8.9 24.9.11 | H24.10.10 | H24.11.9 = E 25.3.12 
0.03—0.05 | 0.03~0.05 | 0.04~0.06 | 0.03~0.06 | 0.03—0.06 = Е 0.030. 
Н25.8.8 25.9.10 | Н25.10.8 | Н25.11.11 | Н25.12.11 = = 26.3.10 
0.03~0.06 | 0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03~0.06 = = 0.040. 
Н24.2.8 Н24.3. 
0.04 て 0.06 0.03—0. 
H24.8.9 24.9.12 24.10.10 | H24.11.12 | H24.12.11 = 25.3. 
0.05~0.08 | 0.05~0.08 | 0.05 て 0.07 | 0.05—0.08 | 0.04—0.07 = = 0.04 て 0. 
H25.8.14 25.9.12 25.10.10 | Н25.11.14 | H25.12.13 = 26.3. 
0.03 て 0.0510.03 て 0.04 0.03 ~0.04 0.03—0.04 0.05 て 0.07 E = 0.03 て 0.05 
H23.12.9 | H24.1.11 | H24.2.6 24.3.6 
0.04 て 0.0910.03 て 0.10 | 0.02~0.08 | 0.02 て 0.08 
24.8.6 H24.9.6 24.10.4 24.11.6 24.12.7 = = Н25.3.6 
0.04~0.09 | 0.04~0.10 | 0.04~0.08 | 0.050.111 0.05 て 0.10 = - 0.03~ 0.08 
25.8.6 H25.9.5 25.10.4 25.11.7 25.12.5 = = 26.3.6 
0.04~0.08 | 0.03~0.08 | 0.03~0.08 | 0.04~0.10 | 0.04~0.09 а = 0.04—0.08 
23.12.9 | H24.1.11 | H24.2.22 | H24.3.26 
0.067-0.0610.047-0.0510.027-0.030.057-0.06 
H24.8.27 | H24.9.27 | H24.10.24 | H24.11.26 | H24.12.27 = = H25.3.27 
0.05~0.07 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 | 0.05—0.06 = = .05~0.07 
Н25.8.30 | Н25.9.27 | Н25.10.23 | Н25.11.27 | Н25.12.26 = = Н26.3.28 
0.06~0.07 | 0.05~0.06 | 0.06~0.07 | 0.06~0.06 0.05 て 0.06 一 = .05~ 0.06 
H23.12.8 | H24.1.10 | H24.2.9 | H24.3.13 
0.05~0.08 | 0.05~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 
24.8.10 | H24.9.13 | H24.10.12 | H24.11.13 | H24.12.12 Е = Н25.3.13 
0.05~0.07 | 0.05~0.06 | 0.05 て 0.08| 0.06 て 0.08| 0.04—0.05 Б - .047-0.05 
25.8.15 | Н25.9.13 | Н25.10.11 | Н25.11.15 | H25.12.17 = = H26.3.14 
0.04—0.06 0.03~0.06 0.05—0.06 | 0.04~0.06 | 0.03—0.05 = = 0.027-0.04 
H23.12.8 | Н24.1.6 H24.2.8 24.3.8 
0.01~0.11| 0.04—0.09 0.04~0.07 | 0.03 て 0.08 
24.8.8 | H24.9.10 24.10.9 24.11.8 24.12.10 + = H25.3.11 
0.05 て 0.08| 0.05~0.07 | 0.04 て 0.09| 0.06~0.07 | 0.04 て 0.07 = Е 0.03—0.06 
25.8.8 H25.9.9 25.10.7 25.11.9 | H25.12.6 一 = 26.3.7 
0.04—0.06 0.04—0.08 | 0.04~0.07 | 0.05~0.10| 0.04—0.08 =: = 0.04—0.08 
23.12.7 | H24.1.5 H24.2.7 H24.3.6 
0.07~0.11| 0.05 て 0.10| 0.05~0.08 | 0.04 て 0.09 
24.8.7 H24.9.7 | H24.10.5 24.11.7 | Н24.12.6 = = Н25.3.8 
0.060.091 0.06 て 0.08| 0.06~0.08 | 0.06~0.08| 0.06-0.09 = Е 0.04—0.07 
25.8.7 H25.9.6 | H25.10.7 25.11.7 25.12.5 = = Н26.3.6 
0.060.08 0.06—0.08 0.06~0.07 0.067-0.08 0.067-0.07 = = 0.05~0.07 
H23.12.6 | H24.1.4 H24.2.2 H24.3.1 
.08~0.13| 0.05~0.12 | 0.04 て 0.11| 0.04—0.09 
24.8.1 H24.9.3 | H24.10.1 24. H24.12.3 = = H25.3.1 
0.07~0.12 | 0.07~0.12| 0.05~0.08 | 0.07~0.12 | 0.08—0.12 = = 0.04—0.10 
25.8.1 H25.9.3 | H25.10.1 25. H25.12.2 = = Н26.3.4 
0.070.10 _0.060.12 |0.06-0.12 0.07 一 0.12 .0.06 一 0.10 = = 0.04—0.09 
H23.12.6 | Н24.1.4 H24.2.2 H24.3.1 
0.04—0.10 | 0.05~0.11 | 0.04 て 0.11 | 0.04 て 0.09 
24.8.1 H24.9.3 | H24.10.1 24. H24.12.3 = E H25.3.1 
0.06~0.13 | 0.07~0.12| 0.04~0.07 | 0.07~0.13 | 0.06~0.13 ー = 0.03—0.08 
25.8.1 H25.9.3 | H25.10.1 25.11. H25.12.2 = = Н26.3.5 
0.060.10 0.067-0.0910.067-0.1110.067-0.1110.065-0.12 = = 0.04—0.07 
H23.12.8 | H24.1.25 | H24.2.20 24.3.19 
.05 て 0.10 | 0.04~0.08 | 0.03—0.07 | 0.04—0.08 
24.8.22 24.9.19 24.10.18 | H24.11.19 | H24.12.19 ー = 25.3.19 
0.05 て 0.0910.05 て 0.09|0.05 て 0.10 | 0.06~0.10 | 0.06—0.09 Е ー 0.05—0.09 
25.8.21 25.9.18 25.10.18 | H25.11.20 | H25.12.18 = = 26.3.19 
0.057-0.0910.047-0.0910.047-0.0910.057-0.0910.057-0.08 = = 0.04—0.08 
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F 成 23 年 度 | 測定 
平成 24 年 度 | 測定 24.5.22 | H24.6.19 24.7.20 
IE 0.08~0.11|0.07~0.11| 0.07~0.11 
F 成 25 年 度 | 測定 25.5.22 | H25.6.20 25.7.22 
IE 0.06~0.09| 0.06~0.10 | 0.06~0.11 
平成 23 年 度 | 测定 
F 成 24 年 度 | 測定 24.5.18 | H24.6.18 24.7.19 
定 .07~0.09| 0.06 て 0.08| 0.07 て 0.09 
平成 25 年 度 | 測定 25.5.20 | H25.6.18 25.7.18 
測定 .06~0.08 | 0.07~0.09 | 0.06~0.08 
F 成 23 年 度 | 測定 
平成 24 年 度 | 测定 H24.4.23 24.5.23 | H24.6.20 24.7.23 
定 值 | 0.05 て 0.07 | 0.03 て 0.11 | 0.04~0.09 | 0.04—0.08 
F 成 25 年 度 | 測定 H25.4.19 25.5.23 | H25.6.24 25.7.23 
定 値 |0.04~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.07 
成 23 年 度 | 測定 
F 成 24 年 度 | 測定 24.5.10 24.6.8 | H24.7.9 
定 .17~0.34| 0.14—0.31 | 0.15 て 0.30 
平成 25 年 度 | 測定 25.5.10 25.6.7 | H25.7.5 
E .14~0.32|0.11~0.19 | 0.12~0.25 
成 23 年 度 | Y 
F 成 24 年 度 | 3 H24.4.10 24.5.11 | H24.6.11 | H24.7.10 
0.11~0.28 |0.12~0.26 | 0.10 て 0.25 | 0.09 て 0.23 
F 成 25 年 度 | 3 25.4.9 25.5.13 | H25.6.11 | H25.7.9 
0.10~0.21| 0.09~0.21 | 0.08~0.19 | 0.08~0.19 
24.6.4 | H24.7.4 
0.12 て 0.28 | 0.12~0.24 
25.6.4 | H25.7.2 
0.11 て 0.17 10.11 て 0.19 
F 成 23 年 度 | 3 
平成 24 年 度 | 7 H24.5.9 24.6.7 | H24.7.6 
0.15-~0.30 0.130.281 0.14~0.27 
F 成 25 年 度 | 3 H25.5.9 25.6.6 | H25.7.4 
0.08 て 0.2210.08 て 0.2610.08 て 0.22 
F 成 23 年 度 | 測定 
F 成 24 年 度 | 測定 H24.4.11 24.5.14 | H24.6.12 24.7.11 
定 値 0.13~0.40 | 0.13 て 0.36 | 0.14~0.30 | 0.12~0.46 
F 成 25 年 度 | 測定 H25.4.10 25.5.14 | H25.6.12 25.7.10 
E 值 | 0.07~0.25 0.08 一 0.31| 0.07~0.27 | 0.07~0.31 
É H24.5.1 24.6.1 H24.7.2 
É 0.09~0.13| 0.08—0.19 | 0.08—0.18 
É H25.5.1 25.6.3 | H25.7.1 
0.07~0.15 | 0.07~0.15| 0.06—0.14 
成 23 年 度 | ў 
F 成 24 年 度 | 3 H24.5.2 24.6.4 | H24.7.3 
0.05 て 0.18 10.06 て 0.17 | 0.05 て 0.15 
平成 25 年 度 | 3 H25.5.2 25.6.4 | H25.7.2 
0.04 て 0.14 10.05 て 0.1310.05 て 0.14 
F 成 23 年 度 | 3 
平成 24 年 度 | 3 H24.5.8 24.6.6 | H24.7.4 
0.11~0.15| 0.10 て 0.15| 0.10 て 0.15 
F 成 25 年 度 | 3 H25.5.8 25.6.5 | H25.7.3 
0.08~0.12| 0.08—0.12 | 0.08—0.11 
平成 23 年 度 | 》 
F 成 24 年 度 | 3 H24.4.23 24.5.28 | H24.6.29 24.7.20 
0.09 て 0.3310.09 て 0.34 | 0.09 て 0.32 | 0.08 一 0.34 
平成 25 年 度 | 3 H25.4.22 25.5.23 | H25.6.24 25.7.23 
0.09~0.29| 0.10~0.27 | 0.09~0.23 | 0.08~0.20 
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測定 値 単位 : u Sv/h 
H23.12.1 | Н24.1.24 | H24.2.17 24.3.21 
0.02 て 0.1310.06 て 0.1010.04 て 0.0810.04 て 0.11 
H24.8.23 24.9.20 24.10.19 | H24.11.20 24.12.20 = а 285.3.21 
0.07 て 0.1010.07 て 0.11 10.08 て 0.1210.08 て 0.121 0.06 て 0.09 = = 0.04—0.09 
H25.8.23 25.9.18 25.10.18 | H25.11.21 | H2512.20 = = 26.3.19 
0.07 て 0.1110.06 て 0.1010.06 て 0.1010.07 て 0.09|0.05 て 0.10 = = 0.04—0.08 
23.12.14 Н24.1.19 | H24.2.16 24.3.16 
0.08~0.10 | 0.05~0.09 | 0.04~0.07 | 0.05~0.10 
H24.8.21 24.9.19 24.10.17 24.11.16 24.12.19 = = 25.3.18 
0.07 ~0.10 | 0.06~0.08 | 0.07 ~0.09 | 0.06~0.08 | 0.06~0.08 = = 0.03—0.08 
H25.8.21 25.9.18 25.10.17 25.11.19 25.12.18 z = 26.3.18 
0.06~0.08 | 0.06~0.07 | 0.05~0.07 | 0.06~0.08 | 0.06 ~0.08 _ Е 0.04—0.08 
23.11.29 E H24.1.16 | H24.2.20 24.3.22 
0.04—0.08 = 0.03~0.07 | 0.03~0.10 0.03—0.11 
24.8.23 24.9.24 24.10.22 24.11.21 | H24.12.21 = = 25.3.25 
0.04~0.09 | 0.04~0.08 | 0.04~0.07 10.10 て 0.1010.05 て 0.06 а = 0.04~0.12 
25.8.27 25.9.24 25.10.21 25.11.22 | H25.12.24 = = 26.3.20 
0.03~0.06| 0.04~0.08 0.03—0.07 | 0.04~0.08 | 0.04~0.06 = Z 0.05~0.06 
H23.12.12 | H24.1.10 H24.2.3 H24.3.6 
0.15~0.34| 0.10~0.33 | 0.09~0.27 | 0.07—0.21 
H24.8.7 H24.9.10 24.10.9 | H24.11.7 24.12.7 £ - H25.3.8 
0.15—0.29 0.14—0.33 0.15~0.31 | 0.13—0.33 0.14~0.30 所 = 0.09—0.27 
H25.8.7 H25.9.9 25.10.9 | H25.11.11 25.12.9 = H26.3.1 
0.14 て 0.2810.14 て 0.2410.14 て 0.2410.15 て 0.2410.14 て 0.25 = = 0.12 
H23.12.22 | H24.1.26 H24.2.6 H24.3.8 
0.12 て 0.2810.08 て 0.2310.06 て 0.16 | 0.06~0.19 
H24.8.7 H24.9.11 24.10.9 | H24.11.9 24.12.10 = = H25.3.11 
0.10~0.25| 0.10—0.26 0.09~0.24| 0.08~0.24|0.07~0.20 Е = 0.08—0.23 
H25.8.7 H25.9.11 | H25.10.10 | H25.11.11 25.12.10 Е Е H26.3.11 
0.07 て 0.1710.08 て 0.1810.08 て 0.1710.08 て 0.1710.07 て 0.16 = = 0.06~0.11 
23.12.12 | Н24.1.10 H24.2.1 24.3.1 
0.13—0.28 | 0.13~0.27 0.10—0.25 | 0.08—0.23 
24.8.3 24.9.5 24.10.2 24.11.5 24.12.5 _ _ 25.3.4 
0.12--0.24 | 0.12~0.23| 0.13—0.24 | 0.13~0.21| 0.12~0.22 = = 0.08—0.19 
25.8.2 25.9.5 25.10.3 25.11.7 | 25.12.9 = = 20.3.4 
0.10<0.2010.10 て 0.1810.11 て 0.1810.09 て 0.2010.10 て 0.19 = = 0.10—0.17 
23.12.7 = Н24,2.2 24.3.5 
0.172-0.35 Е 0.042-0.18 0.05-~0.28 
24.8.6 24.9.7 Н24.10.5 24.11.6 | Н24.12.6 Е = 25.3.9 
0.15~0.35| 0.12~0.27 | 0.14~0.29| 0.11~0.28| 0.12~0.28 = = 0.04—0.20 
25.8.6 H25.9.6 H25.10.7 25.11.8 | H25.12.6 _ = H26.3.7 
0.09 て 0.2110.06 て 0.1910.08 て 0.1910.06 て 0.2210.07 て 0.20 = = 0.04~0.14 
H23.11.29 = H24.1.23 | H24.2.22 24.3.22 
0.16~0.41 = 0.09 て 0.3610.08 て 0.2610.13 て 0.41 
24.8.8 24.9.12 24.10.11 24.11.12 24.12.12 = = H25.3.12 
0.13~0.36| 0.11~0.41 | 0.12—0.35 0.127-0.33 0.102-0.35 = = 0.08—0.31 
25.8.8 25.9.11 25.10.11 25.11.13 25.12.11 = = 26.3.12 
0.077-0.2810.077-0.290.077-0.230.077-0.19 0.067-0.24 = ==: 0.06—0.17 
23.12.20 | H24.1.19 | H24.2.16 24.3.15 
0.08—0.19 0.07~0.16| 0.04~0.16 0.06—0.18 
24.8.1 24.9.3 24.10.1 | H24.11.1 24.12.3 = = 25.3.1 
0.07 て 0.2010.07 て 0.171 0.07~0.15| 0.07~0.17 | 0.07—0.16 = = 0.04—0.11 
25.8.1 25.9.3 25.10.2 | H25.11.1 25.12.2 z = 26.3.3 
0.07~0.15| 0.06~0.12| 0.07~0.13| 0.06~0.14| 0.06—0.15 = = 0.03—0.12 
23.12.9 | H24.1.20 H24.2.1 24.3.1 
0.05—0.16 0.04—0.18 | 0.05 て 0.15| 0.03 て 0.16 
H24.8.2 24.9.4 24.10.2 | H24.11.2 24.12.4 = = 25.3.4 
0.05=~0.13 0.05~0.15| 0.05~0.16| 0.05~0.17 0.05~0.15 = = 0.03—0.13 
H25.8.2 25.9.4 25.10.3 | H25.11.5 25.19.3 = Е 26.3.4 
0.05 て 0.1110.05 て 0.121 0.05~0.12| 0.057-0.13 0.05—0.12 = = 0.04—0.11 
H23.12.14 | H24.1.17 Н24.2.2 H24.3.2 
0.10—0.16 0.07—0.14 0.08—0.13 0.08—0.14 
H24.8.3 H24.9.5 H24.10.4 24.11.5 | H24.12.5 = Е F125.3.5 
0.09~0.13 10.09 て 0.14 0.10—0.14 0.10—0.13 0.09 て 0.13 = = 0.08—0.12 
H25.8.6 H25.9.5 H25.10.4 25.11.7 | H25.12.4 = = H26.3.6 
0.08 て 0.1110.08 て 0.1110.08 て 0.1110.07 て 0.1010.07 て 0.10 = = 0.07~0.10 
23.12.27 | H24.1.19 | H24.2.21 24.3.12 
0.13~0.41 | 0.11~0.39| 0.08~0.31 | 0.12~0.31 
H24.8.28 24.9.24 24.10.22 24.11.22 24.12.20 Ë = 25.3.21 
0.10—0.29 0.11~0.32 0.11~0.27 | 0.10—0.23 0.09 て 0.20 = = 0.06—0.16 
H25.8.22 25.9.20 25.10.22 25.11.19 25.12.18 = _ 26.3.19 
0.06—0.22 | 0.08—0.22 | 0.08 一 0.24| 0.08—0.20 0.07—0.19 三 = 0.07—0.18 
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ДЕ H24.4.16 24.5.24 - 24.7.18 
定 値 0.22 て 0.44 | 0.22 て 0.41 = 0.12—0.32 
ДЕ Н25.4.18 25.5.21 | Н25.6.20 25.7.16 
IEJ 0.17--0.4210.18--0.45 0.18~0.32 | 0.16~0.35 
Е Н24.4.17 24.5.25 | Н24.6.28 24.7.19 
定 值 | 0.17 て 0.48| 0.17 て 0.4210.15 て 0.42 | 0.13 て 0.41 
UE H25.4.22 25.5.23 | H25.6.21 25.7.22 
定 値 0.13--0.3010.147-0.28 0.11~0.25 | 0.12 て 0.32 
Е Н24.4.26 24.5.29 Е 24.7.24 
定 值 | 0.18—0.42| 0.19—0.43 = 0.17—0.39 
ДЕ Н25.4.23 25.5.24 | H25.6.26 25.7.23 
定 値 10.15 て 0.34|0.15 て 0.33 0.15~0.28 | 0.12 て 0.30 
H24.4.25 24.5.31 = 24.7.27 
定 値 | 0.13 て 0.25 | 0.14 て 0.24 = 0.12 て 0.23 
UE H25.4.24 25.5.29 | Н25.6.27 25.7.25 
定 値 0.10~0.22|0.10~0.24| 0.09~0.20 | 0.09~0.21 
UE H24.4.24 24.5.30 Е 24.7.26 
定 値 0.16~0.27 | 0.15 て 0.28 = 0.14—0.25 
ДЕ Н25.4.25 25.5.28 | Н25.6.26 25.7.24 
定 値 0.07~0.20 | 0.06~0.20 0.07—0.19 0.06~0.17 
E H24.4.24 24.5.30 = 24.7.26 
定 値 0.16—0.34| 0.16—0.28 Е 0.157-0.26 
UE H25.4.25 25.5.28 | H25.6.26 25.7.24 
定 値 10.13 て 0.25| 0.13 人 0.25| 0.13~0.23 0.13—0.22 
Е Н24.4.11 | Н24.5.9 24.6.5 H24.7.3 
EIE | 0.09 て 0.21|0.08 て 0.19 | 0.08 て 0.16 | 0.08 て 0.15 
H25.4.9 | H25.5.14 25.6.4 Н25.7.8 
定 值 | 0.07--0.170.08--0.15 0.08~0.18 0.07—0.17 
ДЕ H24.4.12 24.5.14 | H24.6.14 24.7.11 
定 値 | 0.09 て 0.14 | 0.09 て 0.13 | 0.09 て 0.14 | 0.09 て 0.11 
Ша Н25.4.16 25.5.16 | Н25.6.18 25.7.17 
定 值 | 0.08--0.1310.07--0.12 0.075-0.120.07--0.12 
ДЕ H24.4.18 24.5.10 | H24.6.8 24.7.10 
定 値 | 0.09 て 0.23| 0.08 て 0.24 | 0.08 て 0.24 | 0.08 て 0.23 
ДЕ Н25.4.18 25.5.10 | Н25.6.10 25.7.10 
定 値 0.07~0.20 | 0.06—0.19 0.07~0.20 | 0.07~0.19 
E H24.4.17 24.5.18 | H24.6.19 24.7.18 
定 値 0.10~0.13|0.10~0.13| 0.09 て 0.12 | 0.09~0.12 
UE H25.4.19 25.5.21 | H25.6.21 25.7.19 
定 値 0.08--0.110.085-0.10 0.08—0.10 | 0.08 一 0.09 
Ша H24.4.12 24.5.14 | Н24.6.12 | H24.7.10 
定 値 0.07~0.23 | 0.07~0.20 | 0.07~0.20 | 0.07~0.17 
E H25.4.11 25.5.16 | H25.6.12 | Н25.7.9 
定 值 | 0.07~0.16|0.07~0.19| 0.07~0.16 | 0.07~0.15 
E H24.4.11 24.5.16 | H24.6.13 24.7.19 
定 值 | 0.09—0.14| 0.08 て 0.14 0.09~0.14| 0.08—0.14 
Е ー 25.5.15 | H25.6.14 25.7.16 
ДЕ = 0.077-0.11|0.07--0.100.077-0.11 











測定 値 単位 : u Sv/h 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































H23.11.30 = = H24.2.16 24.3.16 
0.24—0.43 = = 0.12—0.37 | 0.18—0.65 

H24.8.23 24.9.19 24.10.17 | H24.11.21 | H24.12.19 = = 25.3.14 
0.20-0.36 | 0.20~0.43 | 0.20~0.50 0.180.421 0.19-~0.42 = = 0.19—0.35 
H25.8.21 25.9.19 25.10.18 | H25.11.15 | H25.12.17 š: ー 26.3.18 
0.16~0.40 | 0.16~0.40 | 0.16~0.34| 0.16~0.36 | 0.157-0.30 Е = 0.15—0.40 
H24.2.20 24.3.16 
0.10~0.32 | 0.09—0.31 

H24.8.27 24.9.20 24.10.22 | H24.11.22 | H24.12.19 = = 25.3.15 
0.16~0.39 | 0.14~0.36 | 0.140.371 0.140.391 0.13—0.43 = Б 0.15—0.24 
H25.8.22 25.9.20 25.10.21 | H25.11.18 | H25.12.18 = Е 26.3.19 
0.12 て 0.3410.12 て 0.2910.13 て 0.2410.13 て 0.3010.10 て 0.19 = Е 0.100.241 
23.12.22 | Н24.1.24 | Н24.2.24 24.3.26 
0.167-0.4610.187-0.420.147-0.410.167-0.41 

24.8.29 24.9.25 24.10.25 | Н24.11.26 | H24.12.26 = Е 25.3.22 
0.16-0.36 | 0.18—0.38 | 0.17—0.41 | 0.17—0.36 | 0.15—0.34 = = 0.13 て 0.35 
25.8.23 25.9.24 25.10.23 | H25.11.20 | H25.12.19 = = 26.3.20 
0.14~0.30| 0.14~0.31 | 0.14—0.30 0.12—0.29 0.137-0.29 = = 0.13—0.28 
23.11.17 H24.1.11 | H24.2.23 | H24.3.23 
0.13 て 0.28 0.12 て 0.24 10.10 て 0.18| 0.14 て 0.25 

24.8.31 | Н24.9.26 | Н24.10.26 | H24.11.28 | H24.12.28 = = H25.3.27 
0.12~0.23 | 0.10~0.24| 0.11~0.24| 0.10~0.20 | 0.08—0.18 = = .09 て 0.23 
25.8.29 | Н25.9.26 | Н25.10.28 | Н25.11.26 | H25.12.25 Е = H26.3.27 
0.097-0.2010.097-0.2010.09--0.180.087-0.18 0.087-0.19 - = .08=0.18 
Н23.12.16 | Н24.1.11 | Н24.2.22 | Н24.3.22 
0.18~0.62| 0.16~0.32| 0.110.241 0.14-~0.29 

24.8.30 | Н24.9.26 | Н24.10.25 | Н24.11.27 | Н24.12.27 =, Е Н25.3.25 
0.14~0.25| 0.14—0.26 | 0.14—0.26 0.147-0.22 0.13—0.20 = = 157-0.22 
25.8.26 | Н25.9.25 | Н25.10.24 Н25.11.25 | H25.12.24 = = H26.3.25 
0.06—0.19 0.06—0.19 0.05—0.18 0.06~0.20| 0.06~0.17 ж = 0.06~0.17 
23.12.16 | Н24.1.11 | H24.2.22 24.3.22 
0.17~0.29 | 0.15~0.33| 0.12—0.16 | 0.16 て 0.24 

24.8.30 24.9.26 24.10.25 | H24.11.27 | H24.12.27 = = 25.3.25 
0.147-0.2610.147-0.2810.157-0.260.147-0.22 0.13—0.19 A = 0.14—0.26 
25.8.26 25.9.25 25.10.24 | H25.11.25 | H25.12.24 = z 26.3.25 
0.117-0.2010.117-0.2010.117-0.190.117-0.20.0.117-0.19 = = 0.117-0.17 
23.12.19 = H24.2.6 H24.3.6 
0.095-0.21 Е 0.077-0.1910.087-0.23 

24.8.7 H24.9.4 | H24.10.2 24.11.7 | Н24.12.5 Е - 25.3.12 
0.08~0.15| 0.08~0.15| 0.08~0.16| 0.08~0.16| 0.07~0.19 - = 0.08—0.18 
25.8.5 | H25.9.11 | H25.10.8 25.11.6 | H25.12.3 = = 26.3.11 
0.06—0.14 0.077-0.150.07--0.17 0.07~0.17| 0.07~0.14 = = 0.07—0.14 
H23.12.8 | H24.1.18 | H24.2.13 24.3.13 
0.09~0.15| 0.09 て 0.15| 0.09~0.15 | 0.10~0.13 

H24.8.20 24.9.18 24.10.16 | H24.11.15 | H24.12.17 一 =: 25.3.19 
0.09—0.13 | 0.08~0.13| 0.08—0.13 | 0.08—0.13 | 0.08—0.12 Е Е 0.08—0.13 
H25.8.21 25.9.18 25.10.17 | Н25.11.13 | H25.12.11 = = H26.3.6 
0.06—0.09 0.07—0.12 0.07—0.10 0.07~0.11| 0.077-0.12 = = 0.07~0.12 
23.12.7 | Н24.1.30 | Н24.2.16 24.3.12 
0.090.251 0.12~0.23| 0.08—0.21 0.09-~0.22 

24.8.9 24.9.10 | Н24.10.10 | Н24.11.8 | Н24.12.10 = = H25.3.6 
0.09~0.23| 0.08~0.21| 0.08~0.23 | 0.08—0.25| 0.08—0.22 = = 0.085-0.22 
25.8.7 25.9.10 | H25.10.10 | Н25.11.8 25.12.5 = = 26.3.10 
0.077-0.170.067-0.1810.067-0.18 0.067-0.19 0.07 て 0.17 = = 0.06—0.18 
23.12.5 | H24.1.5 | H24.2.17 | H24.3.15 
0.12~0.14| 0.10 て 0.12| 0.05—0.10 | 0.07—0.11 

24.8.17 | H24.9.10 | H24.10.19 | H24.11.20 | H24.12.20 = s H25.3.21 
0.09~0.12| 0.07~0.12| 0.09—0.11| 0.09~0.11| 0.08—0.10 - = 0.07~0.11 
25.8.20 | Н25.9.17 | Н25.10.18 | Н25.11.19 | Н25.12.18 = = Н26.3.2 
0.08 0.10 0.07~0.09| 0.07~0.09| 0.07—0.09 0.07-0.09 = = 0.07~0.10 
H23.12.12 | H24.1.16 | H24.2.13 | H24.3.12 
0.02 て 0.08| 0.077-0.2610.067-0.170.077-0.16 

H24.8.10 24.9.13 | Н24.10.11 | H24.11.13 | H24.12.13 Е = 25.3.12 
0.07-0.18 | 0.07--0.19 | 0.070.191 0.07-0.18/ 0.07 て 0.19 = ー 0.085-0.17 
25.8.8 25.9.12 | Н25.10.8 | H25.11.14 | H25.12.12 = ー 26.3.10 
0.07—0.16 0.07~0.16| 0.06~0.15| 0.07—0.15 0.06—0.18 - - 0.067-0.14 
H23.12.1 | Н24.1.18 | H24.2.9 H24.3.6 
0.09 て 0.15 | 0.09 て 0.14 | 0.08~0.14| 0.07—0.15 

24.8.8 H24.9.5 24.10.10 | H24.11.20 | H24.12.11 = ー 25.3.11 
0.087-0.1310.087-0.1410.087-0.130.087-0.130.087-0.13 Е Е 0.077-0.12 
H25.8.23 | Н25.9.19 25.10.18 | Н25.11.20 Н25.12.24 Е Е 26.3.17 
0.06=0.11 0.060.101 0.06—0.10 | 0.07—0.1110.06—0.10 = = 0.06—0.09 
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UE H24.4.19 24.5.17 | H24.6.27 24.7.26 
定 值 | 0.07~0.11|0.07~0.12| 0.07—0.12 | 0.08—0.10 
E H25.4.16 25.5.22 | H25.6.25 25.7.23 
定 值 | 0.04~0.07 | 0.05~0.08 | 0.04~0.08 | 0.05~0.06 
E H24.4.11 24.5.16 | H24.6.6 24.7.12 
定 値 0.08 て 0.15| 0.09 て 0.14 | 0.07 て 0.12 10.07 て 0.13 

Ша Н25.4.4 25.5.23 | H25.6.20 25.7.18 
定 値 0.07 て 0.11|0.08 一 0.12 0.08~0.1110.08-~0.11 

Ша Н24.4.24 24.5.24 | Н24.6.20 24.7.24 
定 値 0.04~0.05 | 0.04 て 0.07 | 0.04~0.06 | 0.03—0.05 
H25.4.22 25.5.24 | Н25.6.25 25.7.24 
定 値 0.04~0.06 | 0.05~0.06 | 0.05~0.07 | 0.05~0.06 
E H24.4.12 24.5.16 | H24.6.14 24.7.11 
定 値 0.14~0.54| 0.13~0.51 | 0.13 て 0.53 | 0.14—0.43 

UE H25.4.11 25.5.14 | H25.6.13 25.7.11 
定 値 0.10—0.39 0.09~0.40 | 0.08~0.31 | 0.08~0.33 

UE H24.4.13 24.5.22 = 24.7.17 
EIE | | 0.14 て 0.55 | 0.08 て 0.64 = 0.14—0.50 
ДЕ Н25.4.16 25.5.15 | Н25.6.19 25.7.16 
定 值 | 0.057-0.4410.057-0.41 0.06—0.43 0.057-0.45 
ДЕ H24.4.13 24.5.21 | Н24.6.15 24.7.17 
定 値 1 0.11 て 0.35| 0.16 て 0.24 | 0.17 て 0.40 | 0.14 て 0.24 

UE H25.4.16 25.5.15 | H25.6.19 25.7.16 
定 値 0.12~0.21|0.13~0.25| 0.10~0.19| 0.12~0.25 
Е Н24.4.19 24.5.16 | Н24.6.15 24.7.17 
定 值 | 0.13 て 0.54 | 0.12 て 0.5210.12 て 0.45| 0.12 て 0.51 
下 H25.4.12 25.5.14 | H25.6.11 25.7.12 
定 値 0.11--0.4210.107-0.41 0.10—0.38 0.10—0.37 
ДЕ H24.4.25 | H24.5.23 | H24.6.19 | H24.7.18 
定 値 0.09 て 0.12 | 0.08~0.12 | 0.10 て 0.12 | 0.09 て 0.12 

UE H25.4.23 | Н25.5.2 H25.6.5 H25.7.3 
定 値 0.09~0.11|0.08~0.12|0.08~0.11|0.07~0.11 

UE H24.4.17 24.5.18 | H24.6.18 24.7.18 
定 値 0.04~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 
E H25.4.17 25.5.20 | H25.6.17 25.7.16 
定 值 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.05 
E H24.4.12 24.5.15 | H24.6.13 24.7.12 
定 値 0.04~0.06 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.08 | 0.06~0.07 

UE H25.4.12 25.5.15 | H25.6.12 25.7.10 
定 値 0.05 て 0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 

Ша Н24.4.18 24.5.21 | Н24.6.19 24.7.19 
定 值 | 0.03—0.06| 0.04 て 0.05 | 0.03~0.05 | 0.03—0.05 
H25.4.19 25.5.21 | H25.6.18 25.7.17 
定 値 0.03 て 0.06| 0.04~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03 一 0.05 
E 24.4.3 H24.5.2 24.6.4 H24.7.3 
定 値 0.04~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.08 | 0.04—0.07 
Е 25.4.3 Н25.5.2 25.6.3 Н25.7.1 
EIE | 0.04~ 0.07 | 0.03~0.06 | 0.03~0.08 | 0.04~ 0.07 
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23.12.14 | Н24.1.25 | H24.2.21 24.3.28 

0.095-0.1310.077-0.1110.077-0.0910.085-0.11 

H24.8.29 24.9.19 24.10.26 | H24.11.21 | H24.12.20 = = 25.3.14 
0.087-0.1110.077-0.110.077-0.12 0.077-0.1110.085-0.11 = = 0.06~0.11 
H25.8.26 25.9.24 25.10.22 | H25.11.27 | H25.12.18 Е = 26.3.19 
0.07~0.11 | 0.05~0.07 | 0.04~0.07 0.04-~0.07 0.04~0.07 = = 0.04—0.06 
23.12.15 | H24.1.19 | H24.2.6 H24.3.6 

0.08~0.15 0.10~0.18 | 0.08~0.13 | 0.08~0.15 

H24.8.8 H24.9.5 | H24.10.5 24.11.12 | H24.12.11 = = 25.3.13 
0.08 0.12 | 0.08~0.12 | 0.08~0.12 0.087-0.12 0.08—0.12 = = 0.08—0.12 
H25.8.28 25.9.19 25.10.18 | H25.11.15 | H25.12.13 = с 26.3.17 
0.07~0.1110.08~0.10| 0.07~0.1110.07~0.11| 0.08-0.10 = 0.06—0.10 
H23.12.9 | H24.1.12 | H24.2.21 24.3.23 

0.06~0.09 | 0.05~0.07 | 0.02 て 0.0310.03 て 0.05 

24.8.23 24.9.24 24.10.22 | Н24.11.21 | H24.12.25 = Е 25.3.25 
0.04~0.05 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 | 0.05 て 0.06| 0.06-0.07 = = 0.04—0.06 
25.8.28 25.9.25 25.10.22 | H25.11.25 | H25.12.25 = = 26.3.24 
0.04~0.06 | 0.05~0.06 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 | 0.03 て 0.06 = - 0.02~0.05 
H23.12.6 | H24.1.11 | H24.2.9 H24.3.9 

0.17~0.54| 0.11—0.57 | 0.09~0.42| 0.15—0.5 

H24.8.9 | H24.9.13 | H24.10.12 | H24.11.13 | H24.12.13 = = H25.3.13 
0.14~0.45 | 0.12~0.44| 0.13—0.42| 0.14~0.41 0.11 て 0.41 = = 0.11—0.41 
25.8.15 | H25.9.12 | H25.10.15 | H25.11.14 | H25.12.12 Бо isi H26.3.14 
0.087-0.3410.077-0.3310.07--0.320.077-0.31.0.087-0.33 = = 0.07~0.32 
H24.2.27 | H24.3.14 

0.07~0.52| 0.08—0.55 

24.8.21 | H24.9.14 | H24.10.15 | H24.11.19 - S = H25.3.14 
0.14~0.48 | 0.13—0.44 | 0.14~0.53 | 0.09—0.50 = - = 0.117-0.55 
25.8.20 | Н25.9.18 | Н25.10.18 | H25.11.16 | H25.12.13 = = Н26.3.18 
0.057-0.4510.067-0.3310.057-0.310.057-0.31 0.05 て 0.32 = = 0.057-0.27 
H24.2.27 24.3.14 

0.117-0.2910.127-0.33 

24.8.21 24.9.14 24.10.15 | H24.11.19 - = = 25.3.14 
0.13~0.28| 0.14—0.30 0.150.261 0.13-0.23 = а = 0.13—0.28 
25.8.20 25.9.18 25.10.18 | H25.11.15 | H25.12.13 = = 26.3.18 
0.12--0.2010.12--0.21 0.117-0.23 0.117-0.190.11--0.21 = = 0.10=0.19 
23.12.27 | Н24.1.31 | Н24.2.29 | Н24.3.9 

0.15^~0.55 | 0.09~0.51 0.110.421 0.13—0.54 

24.8.21 24.9.25 24.10.16 | Н24.11.16 | Н24.12.18 Е Е 25.3.12 
0.130.551 0.13~0.53 0.120.531 0.11—0.45 0.11 て 0.45 - = 0.117-0.43 
H25.8.9 25.9.10 | H25.10.8 | H25.11.8 25.12.10 + = 26.3.11 
0.09~0.40| 0.10~0.40| 0.10~0.39| 0.09~0.33| 0.09~0.37 = - 0.077-0.31 
23.12.12 | Н24.1.19 | H24.2.15 24.3.23 

0.020.121 0.10 て 0.12| 0.10 て 0.11 | 0.09 て 0.12 

H24.8.27 24.9.20 | Н24.10.22 | Н24.11.22 | Н24.12.14 ー 回 25.3.19 
0.070.121 0.087-0.1210.097-0.12 0.097-0.12 0.087-0.12 Е Е 0.08—0.10 
H25.8.2 25.9.11 | Н25.10.9 | H25.11.12 | H25.12.10 5 = H26.3.3 
0.08~0.11/ 0.08—0.10 0.08~0.101 0.08—0.10 0.08~0.11 = = 0.087-0.09 
H24.2.20 | Н24.3.9 

0.03—0.06 | 0.04—0.06 

H24.8.2 24.9.18 24.10.17 | H24.11.15 | H24.12.17 = = 25.3.18 
0.030.071 0.04—0.06 0.04~0.06 | 0.04~0.07 0.04 て 0.06 = = 0.03—0.06 
25.8.2 25.9.18 25.10.18 | Н25.11.18 | H25.12.16 3 = 26.3.18 
0.04~0.07 | 0.03~0.06| 0.03~0.06 | 0.04—0.06 0.04~0.06 Е ー 0.05—0.06 
H24.2.15 24.3.14 

0.03~0.07| 0.04—0.07 

24.8.10 24.9.12 24.10.12 | H24.11.12 | H24.12.12 - = 25.3.13 
0.030.041 0.04 て 0.05| 0.04~0.07 | 0.05~0.07 | 0.04—0.06 Е = 0.04~0.06 
H25.8.9 25.9.12 | H25.10.15 | H25.11.13 | H25.12.11 а = 26.3.13 
0.05~0.07 | 0.04 て 0.06| 0.04~0.06 0.047-0.06 0.047-0.05 та = 0.03—0.04 
H24.2.21 | Н24.3.21 

0.03 て 0.05| 0.03—0.06 

24.8.21 | Н24.9.19 | Н24.10.18 | H24.11.16 | H24.12.18 Е = Н25.3.19 
0.030.051 0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03 て 0.05| 0.03—0.06 = ー 0.037-0.05 
25.8.21 | H25.9.19 | H25.10.21 Н25.11.19 | H25.12.17 - - H26.3.19 
0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.04~0.05 | 0.03 て 0.04 = - 0.03 て 0.05 
H24.2.6 H24.3.5 

0.037-0.0810.047-0.08 

H24.8.1 H24.9.3 | H24.10.2 24.11.1 24.12.3 = ー H25.3.4 
0.04—0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.09 | 0.04~0.08 | 0.04~0.07 с Е 0.03—0.06 
H25.7.31 | H25.9.3 | H25.10.3 25.11.1 25.12.2 = Е Н26.3.4 
0.03~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.09 | 0.04~0.07 | 0.03-0.08 = = 0.03—0.09 
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UE H24.4.18 24.5.16 - 24.7.17 
定 值 | 0.04~0.06 | 0.05—0.06 = 0.04—0.06 
ДЕ Н25.4.23 25.5.21 | Н25.6.19 25.7.17 
定 值 | 0.04~0.06 | 0.02—0.04 0.05~0.06 0.03—0.06 
Е 24.4.6 Н24.5.9 24.6.7 Н24.7.6 
定 値 0.03 0.07 | 0.03 て 0.06 | 0.03 て 0.07 | 0.03—0.06 

UE 25.4.8 H25.5.9 25.6.6 H25.7.4 
定 値 0.04~0.06 | 0.03~0.06 | 0.03~0.05 0.03—0.06 

UE H24.4.16 24.5.17 | H24.6.15 24.7.17 
定 値 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 
ДЕ Н25.4.16 25.5.17 | Н25.6.14 25.7.12 
定 値 0.03--0.0610.04--0.06 0.04~0.06 | 0.06~0.08 
ДЕ H24.4.23 24.5.23 | H24.6.21 24.7.23 
定 値 0.05 て 0.08|0.05 て 0.10 | 0.08 て 0.16 | 0.06 て 0.13 

UE H25.4.22 25.5.23 | H25.6.20 25.7.19 
定 値 10.06 て 0.14 | 0.06—0.14 0.05—0.12 0.06—0.13 

UE 24.4.9 24.5.10 | H24.6.8 24.7.19 
定 值 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 
ДЕ 25.4.9 25.5.10 | Н25.6.10 | Н25.7.5 
定 值 | 0.05~0.06 | 0.05~0.07 | 0.04~0.06 | 0.05~0.06 
E H24.4.11 24.5.14 | H24.6.12 | H24.7.11 
定 値 0.04~0.08 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.03—0.05 

UE H25.4.11 25.5.14 | H25.6.11 | H25.7.9 
定 值 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.05 | 0.04~0.06 
Е Н24.4.25 24.5.28 | Н24.6.26 24.7.26 
定 值 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 
H25.4.25 25.5.28 | H25.6.25 25.7.24 
定 値 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.07 
E H24.4.26 24.5.29 | H24.6.27 24.7.27 
定 值 | 0.03~0.08 | 0.05~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04—0.08 

UE H25.4.26 25.5.29 | H25.6.26 25.7.25 
定 值 | 0.05~0.10 | 0.04~0.09 | 0.05~0.08 | 0.05~0.09 

UE H24.4.24 24.5.25 | H24.6.22 24.7.25 
定 值 | 0.02~0.03 | 0.03~0.04| 0.04~0.05 | 0.04~0.05 
E H25.4.23 25.5.24 | H25.6.21 25.7.22 
定 値 10.02 て 0.05| 0.01—0.02 0.01~0.02 | 0.02~0.03 
E H24.4.19 24.5.17 - 24.7.20 
定 值 | 0.03—0.06 | 0.04—0.06 Е 0.03—0.06 

UE H25.4.25 25.5.23 | H25.6.20 25.7.19 
定 値 0.03--0.0610.03--0.06 0.04~0.06 0.03 一 0.05 

Ша Н24.4.10 24.5.17 | Н24.6.14 | Н24.7.5 
定 值 | 0.07—0.10|0.07—0.10 0.06~0.10 | 0.07—0.10 
ДЕ 25.4.1 25.5.17 | Н25.6.17 | H25.7.3 
定 値 0.06--0.0910.06--0.10 | 0.06~0.10 | 0.05~0.09 
E 24.4.6 24.5.18 | H24.6.12 24.7.10 
定 値 0.07—0.11|0.08—0.10 0.08~0.10|0.08~0.11 
Е 25.4.8 25.5.27 | Н25.6.24 25.7.22 
EIE (0.07 0.08 | 0.07~0.08 0.07—0.08 | 0.06~0.10 
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H24.2.14 24.3.14 

0.03~ 0.05 0.047-0.06 

H24.8.22 24.9.20 24.10.17 | H24.11.28 | H24.12.19 - = 25.3.21 

0.04~0.05 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 0.03—0.06 | 0.03—0.05 = = 0.02 ~0.03 

H25.8.22 25.9.19 25.10.17 | H25.11.19 | H25.12.18 = = 26.3.19 

0.04~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03 0.05 | 0.04~0.05 | 0.04~0.05 Е Б 0.030.05 

Н24.2.9 Н24.3.8 

0.02 て 0.04 | 0.02—0.06 

24.8.6 H24.9.6 | H24.10.5 24.11.6 24.12.6 = = H25.3.7 

0.03~0.06 | 0.03~0.06 | 0.03~0.06 | 0.03 て 0.06| 0.04—0.06 ー Е 0.02—0.05 

25.8.5 H25.9.6 | H25.10.8 25.11.7 25.12.5 Е с Н26.3.6 

0.030.06 | 0.03~0.06 0.03 0.06 0.03-0.06 0.03 て 0.06 = = 0.03—0.05 

23.12.2 | H24.1.10 | H24.2.16 24.3.16 

0.04~0.07 | 0.03—0.06 | 0.03~0.05 | 0.05—0.06 

24.8.17 | H24.9.14 | H24.10.16 | H24.11.14 | H24.12.14 = 一 25.3.15 

0.05—0.06 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 = - .04~ 0.06 

25.8.19 | H25.9.17 | H25.10.17 | H25.11.15 | H25.12.13 = = H26.3.17 

0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.067-0.07 ks; - .03—0.05 

H24.2.24 | H24.3.26 

0.02 て 0.04 | 0.05—0.09 

24.8.23 | Н24.9.24 | Н24.10.23 | Н24.11.21 | H24.12.20 = = H25.3.25 

0.06~0.12| 0.06—0.12| 0.05—0.10 | 0.06—0.13 | 0.05—0.10 = = .05~0.10 

25.8.23 | H25.9.24 | H25.10.23 | H25.11.21 | H25.12.19 Бо = H26.3.24 

0.057-0.11|0.067-0.1210.067-0.130.067-0.14 0.047-0.07 = = .02~0.05 

H24.2.10 24.3.9 

0.03~0.05 | 0.03—0.06 

H24.8.7 24.9.7 24.10.5 24.11.7 24.12.7 = a 25.3.8 

0.04~0.06 | 0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.04~0.06| 0.05—0.07 = = 0.047-0.06 

25.8.6 25.9.9 25.10.9 25.11.8 25.12.6 = - 26.3.10 

0.057-0.07|0.057-0.0610.047-0.060.057-0.07 0.047-0.06 = - 0.057-0.06 

H24.2.14 24.3.12 

0.02 て 0.05| 0.03 て 0.07 

24.8.9 24.9.11 24.10.11 | H24.11.9 24.12.11 = = 25.3.12 

0.05~0.07| 0.03~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.07 0.03—0.07 щ = 0.03—0.07 

25.8.6 25.9.11 25.10.10 | H25.11.12 | H25.12.10 = = 26.3.12 

0.04~0.06 | 0.03~0.06 0.03 -0.06 | 0.03~0.06 | 0.03 て 0.06 = = 0.03—0.05 

23.11.29 = = H24.2.28 24.3.28 

0.06~0.15 z = 0.037-0.0610.047-0.07 

H24.8.28 24.9.26 24.10.25 | H24.11.26 | H24.12.26 = г 25.3.27 

0.04~0.07 | 0.05 て 0.07|0.05 て 0.07 10.04 て 0.06| 0.04 て 0.06 = = 0.04—0.07 

H25.8.28 25.9.27 25.10.28 | Н25.11.26 | H25.12.25 = = 26.3.27 

0.05~0.07 | 0.05—0.06 0.04~0.07 0.057-0.08 0.037-0.05 = = 0.04—0.06 

- 24.3.29 

= 0.057-0.07 

H24.8.29 24.9.27 24.10.26 | Н24.11.27 | H24.12.27 ー = 25.3.28 

0.04~0.08| 0.05—0.08 0.05~0.09| 0.07—0.10 | 0.05—0.08 Е Е 0.04—0.09 

H25.8.29 25.9.30 25.10.29 | Н25.11.27 | H25.12.26 z - 26.3.28 

0.047-0.090.047-0.0910.047-0.08 0.047-0.08 0.037-0.07 = = 0.04—0.06 

H23.12.9 H24.2.27 24.3.27 

0.03 て 0.05 0.02 て 0.031 0.03 て 0.05 

24.8.27 24.9.25 24.10.24 | Н24.11.22 | H24.12.25 = 25.3.26 

0.03~0.05| 0.04 て 0.05| 0.03~0.05| 0.03 て 0.05| 0.04—0.06 = = 0.03~0.05 

25.8.27 25.9.25 25.10.24 | H25.11.22 | H25.12.24 = = 26.3.25 

0.02—0.04 0.02 て 0.0310.02 て 0.0310.03 て 0.04 0.027-0.03 Е ー 0.017-0.02 

H24.2.16 24.3.15 

0.02 て 0.05| 0.04 て 0.06 

24.8.23 24.9.21 24.10.18 | Н24.11.30 | H24.12.20 = = 25.3.22 

0.03~0.05| 0.05 て 0.06| 0.03 て 0.06|0.03 て 0.06| 0.03 て 0.06 - 0.03~ 0.05 
25.8.26 25.9.25 | H25.10.22 | H25.11.21 | H25.12.24 z = = 
0.03~0.07 | 0.04~0.05| 0.04~0.06 | 0.037-0.060.047-0.04 = = = 

H23.12.14 | H24.1.18 | H24.2.9 24.3.7 

0.07~0.09| 0.07~0.09| 0.07~0.09| 0.06~0.11 

H24.8.7 H24.9.7 | H24.10.15 | H24.11.7 | H24.12.4 Е Е 25.3.5 

0.06~0.08| 0.06~0.10| 0.06—0.09 0.06-0.08 0.07-0.09 = 一 0.06—0.09 

H25.8.23 | H25.9.17 | H25.10.15 | H25.11.12 | H25.12.10 = Е Н26.3.11 

0.07--0.11 0.067-0.0810.077-0.1010.077-0.0910.077-0.09 - = 0.057-0.09 

23.12.12 | Н24.1.16  Н24.2.14 | H24.3.8 

0.087-0.1010.087-0.100.097-0.1110.077-0.10 

H24.8.6 24.9.13 24.10.11 | H24.11.13 | H24.12.6 = = Н25.3.7 

0.08 0.10 | 0.08~0.10 | 0.08~0.10 | 0.08~0.09 | 0.07~0.10 Е Е 0.07—0.09 

H25.8.29 25.9.24 25.10.22 | Н25.11.19 | H25.12.17 Е Е Н26.3.18 

0.07 0.08 | 0.070.08 0.07~0.08 0.07—0.08 0.07-0.08 = + 0.077-0.07 
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UE H24.4.10 24.5.14 | H24.6.5 H24.7.4 
定 值 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 
E H25.4.4 25.5.21 | Н25.6.19 | H25.7.17 
定 値 0.05~0.09 | 0.06~0.08 | 0.06~0.08 0.06 一 0.08 
24.4.5 24.5.10 | H24.6.8 | H24.7.11 
定 値 0.05 て 0.09| 0.05 て 0.08 | 0.04 て 0.08 | 0.05 て 0.09 

UE 25.4.2 25.5.20 | H25.6.18 | Н25.7.3 
定 値 0.04~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08 

UE H24.4.10 24.5.15 | H24.6.15 24.7.13 
定 値 0.06—0.11|0.06—0.12 0.06~0.12 | 0.06~0.12 
ДЕ Н25.4.10 25.5.28 | Н25.6.25 25.7.23 
定 値 |0.05 て 0.11| 0.06 一 0.1110.06 一 0.11 | 0.06 て 0.11 
24.4.9 Н24.5.9 | H24.6.13 | H24.7.9 
定 値 0.05 て 0.14 | 0.04 て 0.13 | 0.04 て 0.14 | 0.04 て 0.14 

UE 25.4.9 | H25.5.29 | H25.6.26 | H25.7.5 
定 値 0.04—0.12 | 0.04—0.13 0.05~0.13 | 0.05~0.12 
E 24.4.3 H24.5.2 24.6.4 H24.7.3 
定 值 | 0.07—0.10|0.07—0.10 0.07~0.10 | 0.07~0.09 

UE 25.4.2 H25.5.2 25.6.4 H25.7.2 
EIE | 0.07—0.10 0.06—0.10 0.07—0.10 0.07~0.10 
Е 24.4.3 Н24.5.2 24.6.4 H24.7.3 
定 値 | 0.08 て 0.10 | 0.07 て 0.09 | 0.08 て 0.09 | 0.08 て 0.09 
ДЕ 25.4.2 Н25.5.2 25.6.4 H25.7.2 
定 値 0.08--0.1010.07--0.090.075-0.10.0.08--0.10 
ДЕ 24.4.3 Н24.5.2 24.6.4 H24.7.3 
定 值 | 0.07 て 0.10 | 0.06 て 0.09 | 0.06~0.09 | 0.06—0.09 

UE 25.4.2 H25.5.2 25.6.5 H25.7.2 
定 值 | 0.06~0.10 | 0.06~0.08 | 0.06~0.09 | 0.06~0.08 

UE 24.4.2 H24.5.1 24.6.1 H24.7.2 
定 値 0.04—0.11|0.07—0.10 0.07~0.10|0.07~0.11 
ДЕ 25.4.1 H25.5.1 25.6.3 H25.7.1 
定 値 0.06--0.110.06--0.10 0.067-0.100.07--0.10 
24.4.4 H24.5.8 24.6.6 H24.7.4 
定 値 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.04~0.07 | 0.05 て 0.07 

UE 25.4.3 H25.5.9 25.6.7 H25.7.3 
定 值 | 0.04~0.08 | 0.05~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.07 

UE 24.4.6 H24.5.9 24.6.8 H24.7.5 
定 值 | 0.03~0.26 | 0.05 て 0.09 | 0.04~0.05 | 0.04—0.08 
ДЕ 25.4.4 25.5.10 | Н25.6.10 | H25.7.5 
定 値 10.03 て 0.05| 0.05 て 0.08 | 0.05~0.07 | 0.03~0.05 
H24.4.10 24.5.10 | Н24.6.12 | H24.7.6 
定 値 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08 | 0.03 て 0.05| 0.04 て 0.08 
Е Н25.4.5 25.5.14 | Н25.6.11 | Н25.7.8 
定信 | 0.03—0.05 0.04~0.08 | 0.05~0.08 | 0.03—0.04 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































23.12.15 | H24.1.17 | H24.2.6 | H24.3.6 
0.08~0.10 | 0.06~0.08 | 0.06—0.07 | 0.05—0.08 
H24.8.1 | H24.9.6 24.10.15 | H24.11.16 | H24.12.12 - - 25.3.12 
0.06~0.08 | 0.06~0.09 | 0.05~0.08 | 0.04—0.06 | 0.06~0.08 - - 0.05—0.08 
H25.8.27 | H25.9.18 | H25.10.17 | H25.11.14 | H25.12.12 - - 26.3.13 
0.06~0.09 | 0.05~0.08 | 0.04~0.08 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 - - 0.045-0.07 
H23.12.5 | H24.1.19 | H24.2.10 ー 
0.05 て 0.08 | 0.05 て 0.09 | 0.05 て 0.09 - 
H24.8.3 | Н24.9.3 24.10.15 | H24.11.27 | 24.12.14 - - 25.3.11 
0.05~0.08 | 0.03~0.08 | 0.05 て 0.08| 0.04 て 0.08| 0.05—0.08 - - 0.04~0.09 
H25.8.22 25.9.18 | H25.10.15 | H25.11.13 | H25.12.11 ー ー 26.3.12 
0.04~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08| 0.04~0.08 - - 0.045-0.08 
23.12.16 | Н24.1.20 | H24.2.14 24.3.13 
0.06—0.11 0.06—0.11 0.05—0.12 | 0.06~0.11 
24.8.13 24.9.10 | H24.10.15 | H24.11.16 | H24.12.10 - - 25.3.14 
0.06~0.11 0.07—0.12 0.06—0.11 | 0.06 て 0.11| 0.06~0.11 ー ー 0.07—0.12 
25.8.22 25.9.25 | H25.10.15 | H25.11.20 | H25.12.18 - - 26.3.13 
0.06~0.11 0.06~0.11| 0.06~0.11| 0.06~0.12| 0.06~0.11 - - 0.053-0.10 
23.12.13 | H24.1.16 | H24.2.8 | H24.3.12 
0.04 て 0.1310.04 て 0.13 10.04 て 0.13| 0.04 て 0.14 
H24.8.9 | H24.9.11 | H24.10.12 | H24.11.8 | H24.12.7 - - H25.3.8 
0.04~0.13 0.05—0.13 | 0.04~0.12| 0.04—0.12| 0.04—0.12 ー ー 0.05 て 0.12 
H25.8.30 | H25.9.26 | H25.10.25 | H25.11.21 | H25.12.24 - - H26.3.19 
0.05~0.13 0.04~0.11| 0.05~0.12| 0.04~0.12| 0.04~0.11 - - 0.03~0.10 
H23.12.13 | H24.1.16 | H24.2.8 | H24.3.12 |H24.3 閉 校 
0.07 て 0.09| 0.07~0.10 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 
H24.1.23 | H24.2.2 24.3.5 
0.06~0.10| 0.07~0.09| 0.05 て 0.08 
24.8.2 | H24.9.4 | H24.10.2 24.11.2 | H24.12.5 ー ー 25.3.4 
0.07—0.09 0.07~0.10| 0.07~0.10| 0.07 て 0.10| 0.07~0.10 ー - 0.06~0.09 
25.8.1 | H25.9.4 | H25.10.2 25.11.5 | Н25.12.4 ー ー H26.3.4 
0.06~0.09| 0.07—0.09 0.07~0.09 0.07—0.10 0.07~0.10 - - 0.065-0.08 
H24.1.23 | H24.2.2 | H24.3.5 
0.08~0.10| 0.06—0.09 | 0.05—0.09 
24.8.2 | H24.9.4 | H24.10.2 24.11.2 24.12.5 ー - H25.3.4 
0.07~0.09| 0.08—0.09 | 0.06 て 0.10| 0.08 て 0.11| 0.08—0.10 - - 0.075-0.10 
25.81 | Н25.9.4 25.10.3 25.11.5 25.12.4 - - 26.3.4 
0.07~0.09| 0.07~0.09| 0.07—0.09 0.08—0.10 0.08~0.09 - - 0.055-0.08 
H23.12.22 | H24.1.20 | Н24.2.3 24.3.7 
0.02~0.06| 0.07 て 0.10| 0.06 て 0.09| 0.06~0.09 
24.8.3 24.9.4 24.10.2 | H24.11.2 24.12.5 - - 25.3.4 
0.06~0.09| 0.06~0.10| 0.06 て 0.09| 0.06~0.08| 0.06—0.11 - - 0.065-0.09 
25.8.2 25.9.4 25.10.3 | H25.11.5 25.12.4 - - 26.3.4 
0.06~0.09| 0.06~0.09| 0.06—0.09 0.06—0.09 0.06~0.09 - - 0.047-0.08 
23.12.8 | H24.1.13 | H24.2.1 24.3.2 
0.07~0.11| 0.07~0.11| 0.07 て 0.11| 0.05~0.08 
H24.8.1 24.9.3 24.10.1 | H24.11.1 24.12.3 ー ー 25.3.1 
0.07~0.10| 0.06~0.09| 0.07 て 0.10| 0.08 て 0.11| 0.07 て 0.11 ー ー 0.04~0.10 
Н25.8.1 25.9.3 25.10.1 25.111 25.12.3 ー ー 26.3.3 
0.06~0.10| 0.06—0.09 0.06—0.10 0.07—0.10 0.06~0.10 ー - 0.03~0.08 
H23.12.15 | H24.1.27 | H24.2.6 24.3.8 
0.05~0.09| 0.05 て 0.08| 0.04 て 0.07| 0.04~0.06 
24.8.7 24.9.6 24.10.3 24.11.5 24.12.6 25.3.5 
0.04~0.07| 0.05 て 0.07| 0.04 て 0.08| 0.04~0.07 | 0.06—0.08 - - 0.04—0.07 
25.8.5 25.9.5 25.10.4 25.11.6 | H25.12.6 ー - 26.3.5 
0.04~0.07| 0.04~0.08| 0.04~0.07 | 0.05~0.06| 0.05~0.07 ー - 0.04 て 0.06 
23.12.2 | H24.1.18 | H24.2.7 | H24.3.9 
0.06~0.09| 0.05 て 0.09| 0.05 て 0.08| 0.04—0.07 
24.8.9 | H24.9.6 | H24.10.5 24.11.7 | H24.12.7 - - H25.3.6 
0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.06~0.06 | 0.04—0.07 - - 0.02~0.03 
25.8.6 | H25.9.6 | H25.10.7 25.11.7 | H25.12.9 - - H26.3.6 
0.03~0.04| 0.02~0.04| 0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.04~0.05 - - 0.035-0.03 
23.12.26 | H24.1.30 | H24.2.8 24.3.13 
0.04~0.07 | 0.05 て 0.07 0.02—0.05 | 0.03 て 0.08 
H24.8.10 | H24.9.7 | H24.10.6 24.11.8 | H24.12.10 - - 25.3.11 
0.05~0.07 | 0.04~0.08 | 0.05~0.08 | 0.05~0.09 | 0.04—0.08 - - 0.02~0.04 
H25.8.7 | H25.9.10 | H25.10.8 | H25.11.11 | H25.12.10 - - 26.3.10 
0.03~0.05 | 0.02~0.05 | 0.03~0.05 | 0.04~0.05 | 0.03~0.05 - - 0.025-0.04 
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UE H24.4.11 24.5.11 | H24.6.13 | Н24.7.9 
定 值 | 0.06~0.08 | 0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.06—0.10 
E H25.4.6 25.5.15 | H25.6.12 | H25.7.9 
定 値 10.05 て 0.07 | 0.06~0.07 | 0.06~0.09 | 0.06~0.07 
Е Н24.4.12 24.5.14 | Н24.6.14 24.7.10 
EIE | 0.03 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 

Ша H25.4.9 25.5.16 | H25.6.12 25.7.11 
定 値 10.03 て 0.05| 0.05~0.06 | 0.03~0.06 0.03 一 0.04 

Ша H24.4.12 24.5.14 | H24.6.14 24.7.10 
定 値 0.04~0.05 | 0.04 て 0.05 | 0.03 て 0.05 | 0.03 て 0.05 
H25.4.9 25.5.16 | Н25.6.13 25.7.11 
定 値 0.03 て 0.04|0.03 て 0.05 0.03~0.04 | 0.05~0.06 
H24.4.13 24.5.14 | H24.6.14 24.7.10 
定 値 0.03~0.05 | 0.04 て 0.05 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.05 

UE H25.4.10 25.5.16 | H25.6.18 25.7.18 
定 值 | 0.04~0.05 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.05 

UE H24.4.19 |H24.5.18,21| H24.6.18,20|H24.7.12,13 
定 值 | 0.03~0.06 | 0.03~0.06 | 0.04~0.06 | 0.02—0.06 
Е H |Н25.4.10,15 H25.5.20 |Н25.6.24,25|Н25.7.24,25 
定 值 | 0.03—0.06 | 0.03~0.06 | 0.03~0.06 | 0.04~0.06 
E H24.4.13 24.5.16 | H24.6.14 24.7.13 
定 值 | 0.06~0.08 | 0.06~0.08 | 0.06~0.09 | 0.06—0.08 

UE H25.4.15 25.5.16 | H25.6.13 25.7.11 
定 値 0.06~0.09 | 0.06~0.09 | 0.06~0.08 | 0.07~0.09 
Е 24.4.5 Н24.5.8 24.6.6 Н24.7.5 
定 値 0.04~0.06 | 0.04 て 0.05 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 
25.4.5 H25.5.8 25.6.5 H25.7.3 
定 値 0.03 て 0.07 | 0.03 て 0.07 | 0.03~0.06 | 0.04~0.06 
24.4.4 H24.5.7 24.6.5 H24.7.4 
EIE | 0.04 て 0.06|0.03 て 0.05 | 0.03 て 0.04 | 0.04 て 0.06 

UE 25.4.4 H25.5.7 25.6.4 H25.7.2 
定 値 0.04~0.07 | 0.04~0.05 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 

UE H24.4.19 24.5.22 | H24.6.20 24.7.20 
定 值 | 0.06~0.09 | 0.05~0.09 | 0.05~0.08 | 0.05—0.09 
E H25.4.19 25.5.22 | H25.6.19 25.7.18 
定 値 0.06 て 0.07| 0.05 て 0.09 0.05~0.08 | 0.05~0.07 
H24.4.10 24.5.11 | H24.6.8 H24.7.9 
定 値 0.03 て 0.08|0.03 て 0.07 | 0.03 て 0.07 | 0.03 て 0.07 

UE H25.4.10 25.5.13 | H25.6.10 | H25.7.8 
定 值 | 0.03~0.07 | 0.03~0.08 | 0.03~0.07 | 0.03~0.07 
Е H24.4.16 24.5.14 Б 24.7.17 
定 値 0.05—0.14|0.05—0.14 ー 0.047-0.12 
ДЕ Н25.4.23 25.5.20 | H25.6.18 25.7.17 
定 値 10.04 て 0.10|0.03 て 0.09 0.03~0.08 0.04—0.06 
H24.4.16 24.5.14 = 24.7.17 
定 值 | 0.05—0.07| 0.05~0.07 = 0.05—0.06 
Е Н25.4.22 25.5.21 | Н25.6.17 25.7.16 
EIE | 0.04~ 0.07 | 0.04~0.05 | 0.04—0.04 0.05—0.05 











測定 値 単 位 : u Sv/h 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































23.12.12 | H24.1.17 | H24.2.9 24.3.14 

0.067-0.1010.057-0.060.047-0.0610.047-0.05 

Н24.8.10 24.9.10 24.10.10 | Н24.11.9 24.12.11 = Е 25.3.11 

0.05~0.08 | 0.06--0.08 | 0.06~0.08 | 0.06~0.08 | 0.06-0.08 = = 0.057-0.07 

H25.8.7 25.9.11 25.10.10 | H25.11.12 | H25.12.11 = ー 26.3.11 

0.05~0.06 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 | 0.06~0.07 - Б 0.030.05 

Н23.11.28 = H24.1.20 | H24.2.10 24.3.15 

0.03—0.07 = 0.03~0.06 | 0.02~0.06 | 0.03—0.06 

H24.8.10 24.9.10 24.10. 24.11.12 | H24.12.12 = = 25.3.12 

0.04~0.06 | 0.03~0.05 | 0.04~0.05 | 0.03—0.06 | 0.04—0.06 = = 0.03—0.04 

H25.8.8 25.9.11 25.10. 25.11.13 | H25.12.12 Е с 26.3.12 

0.04~0.06 | 0.02~0.05 0.03—0.06 | 0.03~0.05 | 0.04~0.05 = = 0.03 て 0.05 

23.11.29 = Н24.1.20 | Н24.2.10 24.3.15 

0.03—0.06 = 0.02~0.05 | 0.02~0.04| 0.03—0.04 

H24.8.10 24.9.10 24.10.11 | H24.11.12 | H24.12.12 = Е 25.3.12 

0.03 て 0.0510.03 て 0.04 | 0.04~0.06 | 0.04~0.05 | 0.04—0.05 = = 0.03—0.04 
H25.8.8 25.9.12 25.10.11 | H25.11.13 | H25.12.12 = = = 
0.03~0.04| 0.03~0.05 | 0.02—0.04 0.03~0.03 | 0.04—0.05 - - - 

H23.12.8 | Н24.1.13 | Н24.2.9 | H24.3.16 

0.047-0.0510.037-0.05 | 0.03—0.05 | 0.03—0.05 

24.8.13 | H24.9.11 | H24.10.12 | H24.11.14 | H24.12.13 = = H25.3.13 

0.04~0.06| 0.04~0.05 | 0.04~0.06 0.04 て 0.06| 0.04—0.05 = = 0.03—0.04 

25.8.12 | H25.9.12 | H25.10.15 | H25.11.14 | H25.12.13 Е = H26.3.24 

0.04~0.05| 0.04~0.05 | 0.04~0.05 | 0.04~0.05| 0.047-0.05 = 3 0.047-0.05 

H23.12.5 | H24.1.11 | H24.2.14 24.3.28 

0.03—0.07 | 0.03—0.06 | 0.03—0.05 | 0.03—0.06 

24.8.21 |H24.9.20,25| H24.10.18 Н24.11.16:21 H24.12.18 = Š 25.3.19 

0.03—0.06 | 0.03~0.07 | 0.03~0.06 | 0.02~0.06 | 0.03—0.05 = = 0.03—0.06 

H25.8.20 | H25.9.18 25.10.17 | H25.11.20 | H25.12.17 = = 26.3.27 

0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03 0.05 | 0.03~0.05 0.03-0.05 = = 0.03 て 0.05 

H24.1.17 | H24.2.16 24.3.15 

0.05~0.08 | 0.04~0.07 | 0.06—0.07 

H24.8.16 24.9.13 24.10.15 | H24.11.13 | H24.12.13 = = 25.3.14 

0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.06~0.08 | 0.07~0.09 | 0.06~0.08 = - 0.067-0.08 

H25.8.12 25.9.13 25.10.17 | H25.11.14 | H25.12.12 = Е 26.3.14 

0.06-0.08 | 0.06~0.08 | 0.06-0.08  0.06-0.09 0.06-0.07 Е = 0.057-0.07 

H24.2.8 24.3.7 

0.017-0.0310.017-0.02 

24.8.3 24.9.5 24.10.4 | H24.11.5 24.12.5 = = 25.3.6 

0.03—0.05 | 0.03~0.05 | 0.040.061 0.04~0.06 | 0.04—0.06 = - 0.035-0.05 

25.8.2 25.9.5 25.10.4 | Н25.11.6 25.12.3 = = 26.3.6 

0.04~0.08 | 0.03~ 0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.08 0.03 て 0.07 = = 0.04~0.07 

H24.2.7 24.3.6 

0.02~0.06 | 0.03—0.06 

H24.8.2 24.9.4 24.10.3 | H24.11.2 24.12.4 Z 一 25.3.5 

0.04—0.05 | 0.04~0.06 | 0.03~0.06 | 0.04~0.06 | 0.05—0.06 = = 0.04—0.06 

H25.8.1 25.9.4 25.10.4 | H25.11.5 25.12.3 = = 26.3.5 

0.04~0.06 | 0.04~0.07 | 0.04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.03 て 0.06 = = 0.04—0.07 

H24.2.22 24.3.22 

0.04~0.1 | 0.05~0.08 

24.8.21 24.9.20 24.10.19 | H24.11.19 | H24.12.19 = => 25.3.21 

0.04~0.08 | 0.05~0.07 | 0.05~0.08 | 0.05~0.08 | 0.05—0.08 = = 0.04—0.07 

25.8.22 25.9.20 25.10.22 | H25.11.20 | H25.12.18 = = 26.3.20 

0.05—0.09 0.05~0.08 0.05—0.08 0.05—0.09 0.04 て 0.07 - е 0.05—0.06 

H24.2.13 24.3.12 

0.02—0.06 | 0.03—0.07 

24.8.8 24.9.10 24.10.10 | H24.11.8 24.12.10 = - 25.3.11 

0.03~0.07 | 0.03~0.07 | 0.03~0.08 | 0.04 て 0.08| 0.02 て 0.06 - Е 0.03—0.07 

25.8.7 25.9.10 25.10.11 | H25.11.10 | H25.12.9 с а 26.3.11 

0.03~0.06 | 0.03~0.07 | 0.03~0.06 | 0.04~0.07 | 0.03 て 0.07 = = 0.02 て 0.07 

H24.2.13 24.3.12 

0.03~0.11 | 0.03 て 0.12 

24.8.20 24.9.17 24.10.15 | H24.11.26 | H24.12.17 ー Б 25.3.15 

0.04 て 0.14 10.04 て 0.14 | 0.05—0.14 | 0.050.101 0.04—0.13 = Е 0.047-0.12 

25.8.21 25.9.19 25.10.17 | Н25.11.19 | H25.12.18 - - 26.3.18 

0.04~0.08 | 0.04~ 0.08 | 0.04~0.10 | 0.04~0.09 | 0.04~0.08 =; = 0.03—0.09 

H24.2.13 24.3.12 

0.04~0.05 | 0.03—0.05 

H24.8.20 24.9.17 24.10.15 | H24.11.26 | H24.12.17 = - 25.3.15 

0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.04~0.06 с Е 0.04—0.06 

H25.8.20 25.9.18 25.10.17 | H25.11.18 | H25.12.17 Е Е 26.3.17 

0.057-0.0610.057-0.06|0.057-0.06 0.05~0.06 0.05 て 0.05 = + 0.047-0.05 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 
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下 、 軒 下 等 
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ШЕ Н24.4.19 24.5.18 | H24.6.18 24.7.12 
定 値 | 0.05 て 0.06 | 0.05 て 0.07 | 0.03~0.05 | 0.03 て 0.05 
Е Н25.4.12 25.5.17 | Н25.6.24 25.7.22 
定 值 | 0.03 一 0.04| 0.03~0.06 | 0.05~0.07 0.03 一 0.04 
Е Н24.4.13 | H24.5.8 | Н24.6.11 | H24.7.6 
定 .08—0.13 | 0.08—0.14 | 0.08 て 0.13 | 0.09 て 0.14 
Е 25.45 | H25.5.24 | H25.6.21 | H25.7.19 
E .08~0.13 | 0.09~0.13| 0.09~0.12| 0.08~0.11 

24.4.3 | H24.5.7 24.6.5 | H24.7.4 
.07~0.09| 0.08—0.12| 0.08~0.10 | 0.08—0.10 
25.4.3 | H25.5.8 25.6.6 | H25.7.3 
.08~0.09| 0.07~0.09 | 0.07~0.11 | 0.07~0.09 

H24.4.23 H24.6.20 
0.04—0.07 0.02—0.08 
H25.4.23 H25.6.26 
0.02—0.06 0.04—0.07 

ШЕ Н24.4.26 H24.6.21 
定 値 10.05 て 0.06 0.05—0.05 
定 H25.4.18 H25.6.24 
定 值 | 0.04—0.06 0.04—0.05 
Е Н24.4.24 Н24.6.21 
定 値 |10.03~0.06 0.03~0.05 
定 H25.4.25 H25.6.24 
定 值 | 0.03—0.05 0.03—0.05 
定 H24.4.23 H24.6.19 
定 値 10.04 て 0.06 0.04—0.06 
E H25.4.18 H25.6.25 
定 值 | 0.05~0.07 0.05—0.06 
定 H24.4.24 H24.6.19 
定 值 | 0.03 全 0.03 0.03—0.04 
Е Н25.4.25 Н25.6.25 
定 值 | 0.03 一 0.03 0.03—0.04 
Е Н24.4.13 Н24.6.15 
定 値 10.10 て 0.13 0.095-0.13 
定 H25.4.30 H25.6.7 
定 値 10.08 て 0.11 0.09—0.11 
定 H24.4.12 H24.6.28 
定 値 10.10 て 0.15 0.095-0.14 
Е Н25.4.17 Н25.6.26 
定 値 10.09 て 0.13 0.095-0.12 
Е Н24.4.19 Н24.6.21 
定 值 | 0.03~0.05 0.03—0.05 
定 H25.4.23 H25.6.25 
定 值 | 0.02—0.05 0.03~0.05 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































H24.2.15 24.3.28 
0.03~0.05 | 0.04—0.05 
H24.8.21 24.9.20 | H24.10.17 | H24.11.19 | H24.12.18 - - 25.3.15 
0.04~0.04 0.05~0.06 | 0.03 て 0.04 | 0.03—0.04| 0.04—0.05 - - 0.025-0.04 
H25.8.19 25.9.13 | H25.10.18 | H25.11.15 | H25.12.16 - - 26.3.26 
0.03~0.04 0.03 一 0.04| 0.03~0.04 | 0.03 一 0.04| 0.03—0.04 - - 0.04 
23.12.14 | H24.1.18 | H24.2.7 | H24.3.9 
0.08 て 0.13 0.08—0.12 1 0.08~0.12 | 0.08—0.12 
H24.8.1 24.9.12 | H24.10.10 | H24.11.9 24.12.5 - - H25.3.6 
0.09~0.12 0.09—0.13 0.08~0.12| 0.08~0.12| 0.08—0.12 - - 0.085-0.11 
Н25.8.29 25.9.24 | Н25.10.21 | Н25.11.18 25.12.16 - - H26.3.18 
0.09~0.13 0.08—0.12 0.07—0.12 | 0.08—0.12 | 0.08~0.11 - - 0.07~0.11 
23.12.6 | H24.1.25 | H24.2.6 | H24.3.7 
0.08—0.11| 0.07—0.10| 0.07—0.09 | 0.06—0.09 
24.86 | H24.9.6 | H24.10.3 24.11.5 | H24.12.6 - - H25.3.5 
0.07~0.10 0.07—0.10 | 0.07—0.12| 0.08~0.10| 0.08—0.12 - - 0.065-0.09 
25.85 | H25.9.4 | H25.10.4 25.11.6 25.12.5 - - - 
0.08~0.10 0.05~0.09 0.07~0.10| 0.06—0.10 | 0.07~0.09 - - - 
23.12.12 | Н24.1.26 24.2.27 
0.03~0.07 | 0.03~0.07 | 0.03~0.07 
H24.8.8 24.10.31 24.12.12 25.2.20 
0.03—0.07 0.04—0.06 0.03—0.06 0.02—0.06 
H25.8.28 25.10.18 25.12.11 26.2.19 
0.04—0.06 0.04—0.05 0.04—0.05 0.04—0.05 
23.12.16 | H24.1.28 24.2.29 
5 て 0.05 | 0.04—0.05 | 0.04—0.05 
H24.8.7 24.10.30 24.12.10 25.2.18 
0.04—0.05 0.04—0.05 4~0.05 0.03—0.04 
H25.8.27 25.10.22 H25.12.9 26.2.17 
0.04—0.05 0.04—0.04 4~0.05 0.04—0.04 
23.12.13 | H24.1.27 | H24.2.28 
4~0.05|0.02~0.05| 0.02—0.05 
H24.8.7 24.10.30 24.12.11 25.2.18 
0.04—0.05 0.04—0.05 3 て 0.04 .03—0.04 
H25.8.27 25.10.22 25.12.10 26.2.17 
0.02—0.05 0.03—0.05 3 一 0.05 .02—0.04 
23.12.15 | H24.1.28 | H24.2.27 
5~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04—0.06 
H24.8.6 24.10.29 24.12.10 H25.2.19 
0.05—0.07 0.04—0.06 .03—0.05 .03—0.05 
H25.8.29 25.10.21 H25.12.9 H26.2.19 
0.04—0.05 0.04—0.05 4~0.05 .03~0.05 
23.12.14 | H24.1.26 | H24.2.29 閉鎖 期間 :4 月 て 10 月 
.05~0.05| 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.05 
24.10.29 24.12.11 H25.2.19 
0.04—0.05 4~0.05 .04—0.04 
25.10.21 25.12.10 H26.2.18 
0.04—0.05 4~0.05 .03~0.05 
23.12.14 閉鎖 期間 :11 月 て 3 月 
03—0.03 
H24.8.6 24.10.29 
0.03—0.03 0.03—0.03 
H25.8.29 
0.03—0.04 
23.12.16 | H24.1.13 | H24.2.17 
.11~0.13 | 0.07~0.08 | 0.07~0.08 
H24.8.21 24.10.10 H24.12.7 H25.2.8 
0.09~0.13 0.09—0.14 .08—0.11 .06—0.07 
H25.8.9 25.10.11 25.12.13 H26.2.14 
0.07~0.10 0.08~0.10 .06~0.10 .03~0.04 
H23.12.8 | H24.1.12 | H24.2.14 
10~0.15|0.10~0.15| 0.10~0.15 
H24.8.10 24.10.26 24.12.20 H25.2.6 
0.08—0.12 0.09—0.14 09—0.12 .09—0.13 
H25.8.8 25.10.25 25.12.20 H26.2.14 
0.08—0.13 0.09—0.13 08~0.12 .07~0.08 
23.12.16 | H24.1.19 | H24.2.24 
0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03—0.05 
H24.8.23 H24.10.26 24.12.20 H25.2.21 
0.03—0.05 0.03—0.05 0.03—0.06 .03—0.04 
H25.8.22 H25.10.29 H25.12.18 H26.2.22 
0.02—0.05 0.02—0.05 0.04—0.08 .04—0.05 
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5 放射 線 影響 対策 関係 事業 の 推移 (平成 23 年 度 、 平 成 24 年 度 、 平成 25 年 度 、 平 成 26 年 度 ) 


環境 放射 能 水準 調査 費 
( 細 事 業 : 環 境 放射 能 モ 
та s ns 


物質 に よ 影響 を 把握 する た め 、 TRA 
92.308| 自 に 放射 線量 等 の 測定 調査 を 実施 し 県 
民 等 へ 情報 提供 する こと に より 、 安 心 ・ 安 

全 に 資す る も の 

食品 の 放射 性 物質 検査 体制 の 整備 を 目 
的 と し て 、 環 境 保健 研究 セン ター に Ge 半 

0 導体 検 出 器 及び NaI シ ンチ レー ショ ンス ペ 

クト ロメ ー タ ー を 各 1 台 設置 する も の 








工業 用 水 及び 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃 
4282 度 測定 、 敷 地 境界 等 の 空間 線量 率 測 
= 脱水 汚泥 (汚染 土 ) の 保管 ・ 処 分 を 行 
う も の 








FHA 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 
技術 実証 事業 


放射 線 対策 費 (H23: 放 


射 能 対策 費 ) 環境 生活 部 


放射 性 物質 汚染 農林 業 
系 副産物 焼却 処理 等 円 | 環境 生活 部 
滑 化 事業 


放射 性 物質 汚染 廃棄 物 


処理 技術 等 支援 事業 [PRERE 


放射 性 物質 汚染 廃棄 物 


処理 円 滑 化 事業 費 環境 生活 部 


県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 染 、 県 
7.163| 立 学校 牧草 地 等 除 染 を 行う も の 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 
55.426| 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 の 測 
' | を 行う も の 


物質 除去 低減 技術 の 情 報 
、 農 林 生 産 環境 及び 廃棄 


去 ・ 低 減 技術 の 実証 
も に 、 市 町 村 等 へ 情報 提供 する も の 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する た 
め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 補助 す 
12.426| る と と も に 、 県民 に 対し て 放射 線 に 対す る 
理解 を 深め る た め 基 礎 知 識 を 普及 啓発 
する も の 


本 県 の 放射 性 物質 に 汚 要 さ れ た 牧草 等 
の 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 を 進め る 
| 市 町 村 等 に 対し 、 そ の 費用 の 一 部 を 支援 
する も の (平成 25 年 度 は 、 環 境 省 の 「 汚 
染 廃 棄 物 処理 加速 化 事業 」 を 活用 ) 


放射 性 物質 に 汚染 され た 牧草 等 の 農林 
業 系 副産物 の 焼却 処理 を 進め る 市 町 村 
等 に 対し 、 計 画策 定 や 住民 説明 等 の 技 
術 的 支援 を 実施 する も の (H25 年 度 中 に 
下記 事業 に 移行 ) 

放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側 
の 処理 を 推進 する た め 

査 地 域 に 指定 され た 県 内 3 市 町 が 
側溝 汚泥 の 一 時 保管 施設 を 設置 する 場 
合 ( 国 庫 補助 業 対象 外 に 限る ) に 、 < 
の 経費 に 対し て 一 部 を 支援 する も の ( 平 
成 26 年 度 か ら 名 称 変更 し 、 農 林業 系 汚染 
廃棄 物 処理 等 へ の 技術 支援 を 追加 ) 





























【 再 】10.781| 【 再 】34.767 


【 再 】48.442 





【 再 】7.163| 立 学校 牧草 地 等 除 染 を 行う も の 


県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 染 、 県 


食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 食 品 
の 放射 性 物質 検査 検体 数 を 増やし 、 よ り 
多く の 情報 を 県 民 に 発信 する も の 





мМ 
7 


放射 性 物質 検査 等 管理 


運営 費 環境 生活 部 


食 の 信頼 確保 向上 対策 
事業 費 (放射 能 対策 ) 


食品 の 効率 的 な 放射 性 物質 検査 の 実施 
と 県 民 へ の 正しい 知識 の 普及 啓発 の 取 
組 を 円 滑 に 行う た め 、 食 品 の 放射 性 物質 
検査 の 補助 的 作業 及び 食品 の 放射 性 物 
質 汚染 に 係る きめ 細か な 情報 提供 を 行う 
職員 を 配置 する も の 


食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ー 
ショ ン を 実施 する こと 等 に より 、 県 民 の 正 

し い 知識 と 理解 の 向上 を 図り 、 も っ て 食品 
の 信頼 感 の 醸成 に 資す る も の 








FA C WJ HP A 48 ЗЕ Rb Е 





シカ 特別 対策 費 (放射 
能 対策 ) 


3.876 2.069 
285 426 


食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現 在 、 
出荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 野生 鳥獣 
肉 に つい て 放射 性 物質 検査 を 実施 する も 
の 


シカ 肉 か ら 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 
検出 され 、 県 内 全域 を 対象 に 出荷 制限 指 
示 が 出さ れ た こと か ら 減 少し て いる 狩猟 
を 補う 捕獲 を 行う こと に より 、 シ カ の 個体 
数 管理 を 適切 に 実施 する も の 








いわ て ブラ ンド 再生 推進 商工 労働 観 
事業 光 部 


生産 地 証 明 等 発行 事業 | 商工 労働 観 
費 光 部 


29.946 23.931 
21.257 31.553 


放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 を 払 
拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 い わ て 
ブラ ンド を 再生 する た め 、 県 産品 の 魅力 
を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販 売 機会 の 拡 
大 を 支援 する も の 


円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 迅速 
な 発行 が 求め られ る こと か ら 、 発 行 手続 
専門 の 期限 付 臨時 職員 を 配置 する も の 
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も акен 


原発 事故 に 伴う 放 系 

り 、 出 荷 制限 や 風評 等 の 被害 を 受 ! 

業者 に 対し 、 農 業 経営 継続 に 必要 
1,276| 資 金 を 円 滑 に 供給 する た め 、 岩手 県 信用 

農業 協同 組合 連合 会 及び 農業 協同 組合 

が 被災 農業 者 に 行う 融資 に 対し て 利子 補 

給 を 行い 、 末 端 無利子 と する も の 








県 産 牛肉 安全 安心 確立 
緊急 対策 事業 費 


いわ て 食材 販路 回 復 撤 
大 推進 事業 費 


安全 安心 な 県 産 牛 肉 の 供給 体制 を 確立 
する た め 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産 牛 全 
頭 の 放射 性 物質 検査 に 係る 経費 を 助成 
する と と も に 、 県 産生 に 対す る 消費 者 の 
不安 等 を 解消 する た め 風 評 被 害 防 止 対 
策 を 実施 する も の 











いわ て 農林 水産 物 消費 | 。 
者 理解 增进 半 策 事业 费 | 居 林 水 产 部 


県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 を 防止 する 
と と も に 、 縮 小 し た 県 産品 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 各 種 広告 媒体 等 を 利用 
0 53,146 4.997| し た 安全 安心 な 県 産 農 林 水 産物 の PR や 
首都 園 で の 商談 会 開催 等 の 取組 を 強化 
する も の 
県 産 農 林 水 産物 等 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 
を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対象 と し て 、 
76,170 0 0| 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 を 発信 する 
と と も に 、 バ イヤ ー 等 を 対象 と し た 商談 
会 ・ 産 地 見 学会 等 を 開催 する も の 

















аии анан 


ВЕНИ оаа 


放射 性 物質 被害 畜産 総 

Е Е: 农林 水 产 部 
射 性 物質 生体 推定 検査 | 农林 水 产 部 
事業 ) 
放射 性 物质 被 害 畜 产 答 
合 対策 事業 (県 内 産 粗 | 農林 水産 部 
飼料 放射 線 調査 


放射 性 物質 被害 畜産 総 
策 事 業 (牧草 地 再 | 農林 水産 部 4.807.079 
TRER) 


県 
産 
食 
材 
等 
安 
全 
安 
心 
确 
保 


土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 な ど に つ 
いて 科学 的 に 調査 ・ 研 究 し 、 農 業者 等 に 


情報 提供 を 行う も の 


国 の 通知 に 基づき 県 産 農 産物 の 放射 性 
物質 濃度 検査 を 実施 する も の 








汚染 牧草 等 の 移動 や 保管 及び 保管 施設 
の 設置 を 支援 する も の 。 

また 、 適 切な 除 染 を 行う た め の 除 染 前 の 
前 植生 処理 ( 刈 払い 、 除 草 剤 散布 ) を 実 
施す る も の 


和牛 の 生体 か ら 放射 線 を 測定 し て 牛肉 中 

の 放射 線 物 質 濃度 を 推定 する こと で と 番 

PORE の 基準 値 超過 を 未然 防止 する 
の 

粗飼料 (牧草 、 稲 わら 等 )、 畜 産物 ( 牛 

肉 、 牛 乳 、 豚 肉 、 和 鶏 肉 、 鶏 卵 、 は ち み つ ) 

の 放射 性 物質 検査 する も の 


暫定 許容 値 (牧草 中 の 放射 性 物質 
100Bq/kg 超 過 ) 及 び 原 乳 10Bq/kg 未 満 対 
策 ( 同 、50Bq/kg 超 過 て 100q/kg 以 下 ) の 牧 
| 草地 13.606ha に つい て 工程 表 に 基づき 
H24 年 度 か ら 3 カ 年 で 除 染 を 実施 する も の 





放射 性 物質 被害 畜産 総 
合 対策 事業 (いわ て 型 | 農林 水産 部 
牧草 地 再生 対策 事業 ) 


県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い 酷 農 

i 50Bq/kg( 肉 用 牛 100Bq/kg) 以下 の 牧草 
地 で あっ て も 放射 性 物質 の 低減 を 図る 除 
染 を 実施 する も の 














放射 性 物質 被害 畜産 総 
策 事業 (公共 牧場 | 農林 水産 部 
利用 自粛 対策 事業 ) 





利用 自粛 と な っ た 公共 牧場 か ら 他 地 域 の 
0 公共 牧場 へ の 放牧 、 周 年 預託 施設 利 

用 、 農 家 自ら の 牛舎 を 利用 し た 飼養 等 に 

係る 掛か り 増 し 経費 に つい て 支援 する も 





жанин 
正 出荷 対策 事業 ) 


農林 水産 部 168,185 


廃 用 牛 を 集中 管理 する 施設 を 県 内 3 力 所 
(金ヶ崎 町 250 頭 、 八 幡 平 市 300 頭 、 一 関 

市 950 頭 、 計 1.500 頭 の 収容 可能 ) に 設置 
し 、 牛 肉 中 の 放射 性 物質 が 低減 する まで 
の 期間 、 農 家 か ら 和 牛 を 預かり 飼養 する も 

の 





ТЕЕ ЕЕЕ 
анавда [анхан 
ж) 





放射 性 物質 の 影響 に より 廃 用 邊 の 出荷 
12952128 0 салавоту 
512.952| 支 援 す る た め 支 援 金 を 交付 する も の 





林 水 産 部 


飼料 用 トウ モロ コシ 収穫 体制 の 整備 を 行 
い 、 早 急 に 飼料 用 トウ モロ コシ へ の 転換 
0| を 推進 する こと で 酷 農 家 の 不 安 を 払 し ょ く 
し 、 安 心して 経営 に 取り 組め る 体制 を 確 
立 す る も の 
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消費 者 や 取引 先 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 
また 、 産 地力 を 回 復 する た め 、 原 木 し い 
1.4631 た け 及 び し い た け 原 木 ・ ホ ダ 木 の 全戸 検 
査 を 行う も の 
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"УНН ХАН ЗЕ k ЕУ 


ン 


ж 


ООР 33 За 


(О 88 mi 


вом жи 


арени 
19 н 
брая 8а КАВ 
业 ) 


原木 し いた け 経 営 緊急 
支援 事業 費 ( き の こ 原 木 | 農 林 水 産前 
等 処理 事業 ) 


844,540 


特 用 林産 物 の 産地 再生 の た め 、 原木 し い 
た け の 出荷 制限 解除 の た め の 検 査 を 実 
施す る と と も に 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 す 
る た め 、 原 木 し いた け 、 ほ だ 木 及 び し い た 
HAR, その 他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う 
の 
原木 し いた け の 再生 産 の た め 、 市 町 村 が 
行う 使用 自粛 と な っ た きのこ 原木 及び ほ 
0| だ 木 の 処理 、 落 葉 層 除 去 等 の ほ だ 場 環 
境 整 備 を 支援 する も の 








特 用 林産 物 放射 性 物質 
調査 事業 費 ( き の こ 原 木 | 農林 水産 間 
等 処理 事業 ) 


出荷 制限 を 解除 する た め に 必要 な 検査 
に お いて 、 新た に 指標 値 超 過 が 判明 し た 
0| き の こ 原 木 及び ほ だ 木 の 処 理 、 落 葉 層 B 除 
去 等 の ホ ダ 場 環境 整備 を 支援 する も の 





КОЕН Е 
ul 農林 水産 


194,401 


190,756 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て い 
る 原木 し いた け 生 産 者 の 経営 を 支援 する 
団体 が 行う 経営 支援 資金 の 
貸付 に 必要 な 原資 を 貸付 する も の 

















特 用 林産 施設 等 体制 整 
備 事業 費 ( 特 用 林産 施 
設 等 体制 整備 事業 ) 


農林 水産 





きのこ 生産 の 維持 ・ 増 進 を 図る た め 、 É 
0| 床 载 培 施 设 等 の 特 用 林産 施設 の 整備 及 
びき の こ 原 木 等 の 生産 資材 の 導入 を 支 
援 す る も の 














特 用 林産 施設 等 体制 束 
備 事業 費 (原木 し いた け | 農林 水産 
再生 産 促進 事業 ) 


放射 性 物質 の 影響 に より 出荷 制限 が 指 
示さ れ て いる 市 町 村 に お いて 、 簡易 ハウ 
ス の 設置 を 支援 する も の 


県 産 水産 物 の 安全 性 確保 と 出荷 制限 の 
12,000 早期 解除 を 目的 と し た 、 水 産物 の 放射 性 
物質 検査 を 実施 する も の 








童 生徒 放射 線 対策 支 
爱 事 业 费 【再 揭 】 





放射 線 健康 影響 調査 費 | 保健 福祉 部 


放射 性 物質 の 影響 に より 、 一 部 流通 が 
OH 滞っ て いた 樹皮 の 処理 を 支援 する も の 





東京 電力 原子 力 発電 所 : 
| へ の 影響 に つい て 、 リス クコ ミュ ニケ ー 
| ショ ン の 観点 か ら 、 平 成 23 年 度 に 調査 対 

っ た 子ども に 対し て 、 RPR 





【 再 】34.767 


【再 ]48,442 





東京 電力 原子 力 発 電 所 事故 に よる 健康 

影響 に つい て 、 住 民 に 最も 身近 な 相 
談 窓 口 で ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相 
談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 
する も の 
県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 染 、 県 
立 学校 牧草 地 等 除 染 を 行う も の 





【 再 】26.653 


【 再 】14.862 








県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 
学校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 


響 対策 の 推進 必要 な 体制 を 整 
P る と も に 新た に 「 岩 手 県 放射 線 影 
書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行 








原発 放射 線 情報 発信 多 

角 化 事業 費 (H25: 放射 公务 部 
線 影響 対策 情報 発信 強 | 2 
化 事業 費 ) 


本 県 に お ける 原発 放射 線 影響 対策 へ の 
取組 や 環境 ・ 食 品 等 の 放射 線量 等 測定 
0| 情 報 を 、 ホー ムペ ー ジ 等 を 通じ て これ まで 
以上 に 分 か りや すく か つき め 細 か く 発 信 
する こと で 、 住 民 の 不安 解消 と 本 県 へ の 
風評 被害 の 防止 に 資す る も の 





放射 線 対策 費 (H23: 放 


能 対策 費 )【 再 掲 】 MEER 


放射 性 物質 検査 等 管理 


Су ЕЕ 





市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する た 
め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 補助 す 
【 再 】12,426| る と と も に 、 県 民 に 対し て 放射 線 に 対す る 
理解 を 深め る た め 基 礎 知識 を 普及 啓発 
する も の 





食 の 信頼 確保 向上 対策 
事業 費 ( 放 射 能 対策 ) 
【再 揭 】 


环境 生活 部 


商工 ・ 観 光風 評 対 策 緊 | 商工 労働 観 
急 事 業 【 再 掲 】 光 部 


【 再 】23.532 


【 再 】2.069 


【 再 】23,110 


食品 の 効率 的 な 放射 性 物質 検査 の 実施 
と 県 民 へ の 正しい 知識 の 普及 啓発 の 取 
組 を 円 滑 に 行う た め 、 食 品 の 放射 性 物質 
0 検査 の 補助 的 作業 及び 食品 の 放射 性 物 
質 汚染 に 係る きめ 細か な 情報 提供 を 行う 
職員 を 配置 する も の 
食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ー 
ショ ン を 実施 する こと 等 に より 、 県 民 の 正 
【 再 】1.520 し い 知識 と 理解 の 向上 を 図り 、 も っ て 食品 
の 信頼 感 の 醸成 に 資す る も の 





損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 賠 償 請 求 を 円 

滑 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほか 、 風 評 
の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 県 が 持つ 多 
様 な 観光 物産 資源 の 魅力 や 、 震 災 か ら 
復興 し た 事業 者 状況 等 を 全国 に 情報 発 
信 す る も の 
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拭 し て 、 消 費 者 の 信 
ブラ ンド を 再生 する た め 、 県 産品 の 魅力 
を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販 売 機会 の 拡 
大 を 支援 する も の 














三陸 観光 再生 事業 費 |708 


震 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 を 沿岸 地 
域 の 観光 の 柱 と する た め 、 震 災 語 り 部 の 
育成 ・ ス キル アッ プ な ど 受 入 態勢 の 整備 
を 行う と と も に 、 ホ ー ム ペー ジ に よる 情報 
発信 や 教育 旅行 誘致 説明 会 を 通じ た PR 
な ど 誘 客 に 取り 組む も の 





いわ て 観光 キャ ン ペ ー 
ン 推進 協議 会 負担 金 


ЕЕ 


а 
コー 


a 


原子 力 発電 所 事故 農 畜 | A 
産物 被害 調査 事業 農林 水産 部 


農林 水産 部 


危機 管理 対策 費 【 再 掲 
商工 ・ 観 光風 評 対 策 臣 
急 事業 費 


2.612 





2.599 2.594 





いわ て DC( デ ステ ィ ネ ーション キャ ン ペ ー 
ン ) の 取組 に より 構築 し た 官民 共同 の 取 
組 を さら に 推し 進め 、 い わ て DC の 効果 を 
持続 ・ 拡 大 させ る 大 型 観光 キャ ン ペ ー ン 
を 実施 する も の 

県 産 農林 水産 物 の 風評 被害 を 防止 する 
と と も に 、 縮 小 し た 県 産品 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 各 種 広告 媒体 等 を 利用 
し た 安全 安心 な 県 産 農 林 水 産物 の PR や 
首都 園 で の 商談 会 開催 等 の 取組 を 強化 
する も の 

県 産 農 林 水 産物 等 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 
を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対象 と し て 、 
県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 を 発信 する 
と と も に 、 バ イヤ ー 等 を 対象 と し た 商談 
会 ・ 産 地 見 学会 等 を 開催 する も の 


県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 に 対す る 
消費 者 の 理解 増進 を 図る た め 、 市 町 村 や 
生産 者 団体 等 が 行う 物産 フェ ア 等 の 開催 
に 要する 経費 に つい て 、 補 助 す る も の 

















原発 放射 線 影 響 対策 の 企画 調整 や 東京 
力 株 式 会 社 へ の 賠 
1 进 | 
備 す 
響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行 
う も の 
損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 賠 償 請 求 を 円 
滑 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほか 、 風 評 
の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 県 が 持つ 多 
様 な 観光 物産 資源 の 魅力 や 、 震 災 か ら 
復興 し た 事業 者 状況 等 を 全国 に 情報 発 
信 す る も の 
放射性 物質 に よる 農 番 産物 の 被害 調査 
を 行い 、 農 業者 の 損害 賠償 に 向け た 取組 
945| を 支援 する も の 


























8,905,275| 6.744.079 1.177.645 【 再 掲 】 を 除い た 金額 


※ 平成 26 年 度 は 当初 予算 額 、 平 成 23, 24, 25 年 度 は 最終 予算 額 
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原発 放射 線 対策 の 基本 方 針 総務 部 総務 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6815 
(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 
損害 賠償 関係 総務 部 総務 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6815 
(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 
環境 放射 能 モ ニタ リン グ 環境 生活 部 環境 保全 課 019-629-5356 
学校 ・ 教 育 施設 公立 学校 、 給 食 関連 教育 委員 会 事務 局 ス ポー ツ 健 康 課 019-629-6191 
私 立 学校 、 幼 稚 園 総務 部 法務 学事 課 019-629-5041 
保育 所 保健 福祉 部 子ども 子育て 支援 課 019-629-5456 
農林 水産 物 穀類 、 野 菜 、 果 実 農林 水産 部 農産 園芸 課 019-629-5706 
牛乳 、 家 冀 、 饲 料 作物 農林 水産 部 畜産 課 019-629-5723 
牛肉 農林 水産 部 流通 課 019-629-5736 
きのこ 、 ШЖ 農林 水産 部 林業 振興 課 019-629-5770 
水産 物 農林 水産 部 水産 振興 課 019-629-5817 
営農 技術 対策 農林 水産 部 農業 普及 技術 課 019-629-5652 
流通 食品 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5323 
野生 鳥獣 内 環境 生活 部 自然 保護 課 019-629-5371 
水道 水 、 飲 料 水 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5360 
工業 製品 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 課 019-629-5553 
道路 施設 県 土 整備 部 道路 環境 課 019-629-5875 
廃棄 物 下記 以外 の 廃棄 物 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 019-629-5366 
下水 汚泥 県 土 整備 部 下水 環境 課 019-629-5896 
工業 用 水道 企業 局 業務 課 019-629-6387 
子ども の 内 部 被ばく 保健 福祉 部 医療 政策 室 019-629-5472 
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